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まえがき 
 
広島は，太田川のデルタ上に発達し，豊かな水辺環境を有する人口 100万を超える大都市です．デ

ルタは，洪水が運んで来た土砂で形成された地形であり，その形成過程から見て洪水氾濫による甚大

な被害を受けやすく，事実これまで数多くの洪水被害を受けてきました．地域を水害から守るという

市民の強い思いを受け，幾多の曲折を経ながら，昭和 42 年に太田川放水路は概成しました．完成後

45年経過した放水路は，水災害から地域の安全性を高める重要な役割を果たすと同時に，市民に憩い

の場を提供しています．放水路は，平水時に水が流れている低水路と低水路沿いに水面から出ている

高水敷から成っています．低水路と高水敷の境界付近には干潟が広く分布し，太田川放水路の優れた

景観と多様な生物の住処等，多くの恵みを与えてきました． 

広島湾は潮位差が大きく，その大きさに応じて海水が放水路を遡上・流下しています．放水路では，

放水路上流端の祇園水門から流入する淡水が海水と混合し，縦断的に塩分濃度が変化する汽水環境を

形成しています．汽水域の塩分濃度の違いが主要な要因になって，放水路内に多様な生物が生育，生

息，繁殖しています． 

このように今日の太田川放水路は，治水と河川環境が見事に調和し，5 つの派川と一体となって地域

の重要な防災・環境空間を提供しています． 

軟弱地盤の上に発展した広島に地震が発生した場合の，災害後の緊急物質の輸送や緊急車両の通行

危機管理対応のために，旭橋（国道 2 号）から祇園水門まで放水路河川敷内の両側に緊急用河川敷道

路が建設されてきました．今後引き続き，旭橋（0k200地点）から C1k500の左岸西飛行場直上流の

放水路渡河橋梁までの高水敷上の干潟上に緊急用河川敷道路の建設が予定されています．これに対し

て，太田川水系河川整備計画では，「貴重な干潟環境の物理特性の把握・検証に努め，必要な環境保全

措置を検討実施します」と整備の方針が示されており，今後の河川整備では，緊急用河川敷道路の整

備と汽水環境の保全の両立が求められています．このため，平成 17年 1月に河口干潟に関係する学問

分野を網羅する工学，理学の分野の研究者および太田川河川事務所職員からなる太田川生態工学研究

会を発足させ，太田川の河口干潟の調査研究が始まりました．最初の 5 年間は，干潟環境の物理・化

学・生物の特性の把握・検証に努め，5年間の成果を平成 21年 3月に「太田川における生態工学研究」

としてとりまとめを行い，中間報告書として公表しました． 

中間とりまとめに続く平成 25年 3月までの 4年間は，中間報告で得られた成果をベースに，「緊急河

川敷道路の造成とそれに伴う干潟の再生」に向けて，太田川左岸 0k200地点に干潟実証実験サイトを

設け，造成干潟の基盤環境と生物環境について学術，技術の両面からの調査検討を行いました．基盤

環境面からは，干潟地形の安定性，干潟への地下水流れと水質や底質の物理的，化学的変化の検討を

行い，生物環境面からは，塩生植物や底生生物の造成干潟での定着過程，生物相や現存量の把握を行



 
 

 ii

い，造成干潟と周辺干潟の比較検討を行ってきました．さらには，干潟の基盤環境，生物環境につい

て得られた調査研究成果を持ち寄り，議論を重ね総合的に考察し，太田川河口干潟について，学術的，

技術的に多くの新しい知見を得て来ました．さらに，太田川放水路の干潟地形が洪水流等の作用によ

ってどのように変化してきたかを調べ，今後発生する洪水流によって，どのように干潟地形が変化す

るか，新たな緊急用河川敷道路の建設が干潟地形にどのような影響を与えるかについて将来予測を行

い，現存している干潟に与える影響を小さくするための対策の考え方を示しました． 

 

これまで治水と河川環境の両面から総合的にまとめた河口干潟の調査研究は，筆者の知る限り存在

しません．本研究会で得られた河口干潟の学術的，技術的知見は新しく，有用なものであり，新しい

学術，技術情報として広く活用されることを期待します． 

 

 

平成 25年 3月 

                               太田川生態工学研究会代表  

                              福岡 捷二（中央大学教授）
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本書で取り扱う基本用語の定義
 
  

用語 定義 
一年生植物 種子から発芽して一年以内に生長して開花・結実し，種子を残して枯死する

植物． 
栄養繁殖 胚・種子を経由せずに，根・茎・葉などの栄養器官から次の世代の植物が繁

殖する生殖様式． 
ADCP ADCPとは，流速プロファイラー（Acoustic Doppler Current Profiler）の

ことで，水中に超音波を発信して，ドップラー変調を受けた反射音の周波数を
解析することにより，流向・流速の鉛直分布を測定する装置． 

塩性湿地 潮汐の影響により時間帯によって海水，汽水（淡水と海水がまじりあってい
る状態）に冠水し，常に湿潤な状態となっている砂地や泥地． 

塩生植物 高塩濃度に耐える種子植物．
太田川放水路で確認されている塩生植物は，フクド，ハマサジ，ヨシ，シオ

クグ，ハママツナ，ホソバハマアカザの６種． 
塩分躍層 海水中の塩分の鉛直分布において，塩分の鉛直勾配が大きな層． 
音響トモグラフィー 音波の伝播時間を測定して，温度場や流速場を推定する技術． 
河口域 地形形成に波浪，潮位，河川流の相互作用が卓越する河道～海岸領域．

河口域のうち河道側は，河口砂州のフラッシュ又は潮位変動に応じて出水時
の河川水位にせき上げ・低下背水が現れる区間まで，海岸側は，岸沖方向では
河口テラスの舌状に伸びた最遠点（移動限界水深に相当する等高線が目安）ま
で，汀線方向には河口テラスの幅，また，河口砂州がある場合には砂州のフラ
ッシュ後，砂州再形成のための底質供給源となる範囲が目安とされる． 
陸水から海水が移り変わる遷移域を示し，広義では淡水の混じる内湾や汽水

域などを含み，河川河口域は河口から内陸部までの河川部を示す．水質的には，
河口から感潮区間までの区間とする．  
太田川放水路は全川にわたり河口域に含まれる． 

可動堰，固定堰 堰とは河川を横断して水位を制御する構造物のことで，ゲートを開閉して水
位，流量を調節できる機能をもつ堰を可動堰，ゲートを開閉できず水位，流量
を調節できない堰を固定堰という． 

感潮域 河川の河口から，潮汐の変動によって水位が変動する区域． 
太田川放水路は全川にわたり感潮域に含まれる． 

汽水域  淡水と海水がまじりあっている状態を汽水という．汽水域は，潮位変動によ
る塩水進入によって塩分濃度の変化が生じる河道区域，及び河口からの淡水の
流出によって塩分濃度の変化が顕在化している海岸側の領域． 

強熱減量 蒸発残留物を高温で加熱したときに揮散する物質で，主に有機物質の量を示
す． 
本書2.3（物質収支WG）で示す強熱減量は，マッフル炉を用いて600℃で4
時間燃焼した時の試料の減量割合（底質調査法による），本書2.6（干潟水質
WG）では，750±50℃で1時間燃焼したときの減量割合（土壌試験法による）．

クロロフィルa 光合成に不可欠な緑色色素で，藻類量の目安とされる． 
高水敷，低水路 低水路は，通常，川の水が流れる流路．高水敷は，複断面横断形状をした河

川で，常に水が流れる低水路より一段高い部分の敷地のことで，洪水時のみ冠
水する． 
太田川放水路は，複断面河道でありながら，高い方の河床が平常時も冠水す

る高さに設定されている．本書では，平常時に冠水していても複断面横断形状
の高い方の河床部分を高水敷と表現する． 

砕波 沖合いから浅海域に波が進入すると，波高が変化し，水深が波高に近づいた
時点で前方へと崩れる，波の運動が乱れに変化する現象． 

朔望平均満潮位 朔（新月）および望（満月）の日から5日以内に現れる，各月の最高満潮面
の平均値． 
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用語 定義 
砂州 
（交互砂州，固定砂州） 

河川の砂州は，中規模な河床形態として規則的に出現する砂の堆積，侵食パ
ターンで，砂の堆積が左岸，右岸交互に出現する砂州を交互砂州，河道の湾曲
部に形成された形状が移動しない砂州を固定砂州という． 

残差流 潮流を一潮汐平均すると0にならずに定常な流速成分が残り，これを残差流
という．残差流は潮汐流，風，密度流など様々な原因で生じる． 

自然干潟，造成干潟 本書では，太田川放水路完成後，自然に土砂が堆積して形成された干潟（護
岸によって維持されている干潟を含む）を「自然干潟」とし，人工的に土砂を
投入して造成した干潟を「造成干潟（人工干潟）」と定義する． 
研究フィールドとして，2010年3月，旭橋下流（左岸0k050～0k160）に造

成された干潟（干潟再生試験区）以外の，放水路内で成立している干潟は基本
的には「自然干潟」と表現している． 

仔稚魚，未成魚 仔稚魚は，魚類の成長過程における初期の発育段階の一つである，仔魚と稚
魚の総称．仔魚は，魚類が卵から孵化してから，骨格や鰭（ひれ）などの基本
的な体制を整えた稚魚となるまでの期間を指す．稚魚は，鰭条数や脊椎骨数が
定数に達し，ほぼその種の特徴を示すまで期間を指す． 
未成魚は，魚類の成長過程における稚魚の次の段階で，鱗が形成されてから

成熟するまでの期間を指す． 
硝化，脱窒 硝化は，アンモニウムイオン（NH4+）から亜硝酸イオン（NO2-）を経て硝

酸イオン（NO3-）を生成する微生物による酸化過程．この過程は，NH4+から
NO2-を生成するアンモニア酸化細菌と，NO2-からNO3-を生成する亜硝酸酸化
細菌との2種類の細菌によって進行する．窒素循環の中で硝化は，窒素固定，
有機態窒素の分解（無機化）および脱窒過程とともに重要な役割を担っている．
脱窒は，通常，生物的な脱窒細菌による硝酸塩の異化的還元過程をいう．硝

酸塩（NO3-）は亜硝酸塩（NO2-），一酸化窒素（NO），一酸化二窒素（N2O）
を経て窒素ガス（N2）に還元される．嫌気条件下で有機物を電子供与体とし
て，硝酸塩から一酸化二窒素までの窒素酸化物がそれぞれ電子受容体となる呼
吸形態で，硝酸還元酵素，亜硝酸還元酵素，一酸化窒素還元酵素，一酸化二窒
素還元酵素が電子伝達系の末端に存在する．脱窒酵素系は酸素により合成や活
性が阻害され，嫌気的な条件で硝酸塩などにより誘導的に合成される．自然水
域では，成層する水域の深水層で硝酸塩が蓄積して溶存酸素濃度が枯渇する水
中や，浅い水域の底泥において硝化や表層水からの硝酸塩の供給があるところ
で活発な脱窒が生じる．  

生態工学研究 生態学と工学のそれぞれの分野の研究者が共同して，共通のフィールドで行
う研究． 
本書は，太田川放水路の河川汽水域・干潟環境を共通のフィールドとして行

った，物質収支，物理環境，水質，干潟水質，底生生物，付着生物，水生植物，
陸生動物の専門分野の研究者（ワーキンググループ）による生態工学研究の成
果である． 

セジメントトラップ 流水中を沈降する土粒子を集める装置．
掃流砂，浮遊砂 河川を流下する土砂は，河床上で生じる流れの輸送力（掃流力）の大きさに

よって移動形式が異なり，掃流砂と浮遊砂に分類される．掃流砂は，河床上を
転動，滑動，または河床に沿って跳躍しながら移動し，浮遊砂は浮遊状態で移
動する． 

帯水層 地中の透水性の高い地層（透水層）において，地下水によって飽和している
地層． 

タイドプール 干潟の潮間帯などにおいて，干潮時に岩や砂泥底などの底質のくぼみに海水
が取り残されてたまったもの（潮だまり）． 
本書では，低水護岸（敷石護岸）背面付近に形成された，地下水の流れを促

す機能を持つ潮だまりを「タイドプール」と表現しており，造成干潟（干潟再
生試験区）内に細粒分が堆積し形成された潮だまりは，前者との機能の違いか
ら「タイドプール」と表現していない． 
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用語 定義 

潮汐流程 潮汐半周期間の潮流による海水の移動距離．
T.P. T.P.とは，東京湾平均海面（Tokyo Peil）のことで，全国の標高の基準とな

る海水面の高さである． 
本書で取り扱う地盤高や水位・潮位は，T.P.表記を基本としている． 

バイオマス ある時点，ある空間に存在する生物の量．
物理環境 本書では，干潟の基盤を形成する物理的環境要素である流動場（水位・流量，

流体力等），地形（地盤高，勾配等），河床材料，微地形等に加え，水質（塩分，
水温，栄養塩等）などの化学的環境要素も一部含めて，物理環境と表現する．

干潟 干潮時に広く出現する砂泥質の平坦面．
 干潟の形成する場所によって以下のとおり分類される． 
・前浜干潟 
河川などによって運ばれた砂泥が海に面した前浜部に堆積して形成． 

・河口干潟 
河口感潮域に河川の運んだ砂泥が堆積して形成． 

・潟湖干潟 
浅海の一部が砂州，砂丘，三角州等によって外海から隔てられてきた浅い
汽水域の区分に形成． 

 太田川放水路内の干潟は，河口干潟に分類される． 
吹送流 海上を吹く風と海面との摩擦によって生じる海流．
フェオフィチン クロロフィル分子からマグネシウムイオンがとれて水素原子2つと置き換わ

ったものの総称であり，クロロフィルaの分解に伴い増加する． 
浮遊土砂 水中を浮流しながら流下する河床から離れた細かい土砂を指す．流れが弱く

なると土砂は河床に沈降し，流れが強くなれば再び浮遊する． 
分級 川の流れの作用によって，粒径の等しい集団に分離される現象． 
放水路 河川における洪水処理の一方法で，洪水の全部または一部を海，湖などに放

流するために，川から分派させる形で新たに開削される水路のこと．分水路と
もいう． 

マクロベントス ベントス（底生生物）のうち比較的大きいものを指す．0.5mmもしくは1mm
目のフルイを通らないベントスのこと．アサリやハマグリなどの二枚貝や，ゴ
カイなどの多毛類，カニなどの甲殻類が含まれる． 

実生（みしょう） 種子から発芽したばかりの植物（芽生え）．
密度流 流体の密度差によって発生する流れ．
矢板 土木建築材料の一種で，通常，連続して壁状に地盤中に打ち込み，横方向の

外力に抵抗させて土止め壁または止水壁として用いる．材料により，木矢板，
コンクリート矢板，および鋼矢板に大別される． 
本書で示す矢板は，河川堤防や護岸に打設されている鋼矢板である． 

有機泥 土粒子に有機物が付着したものを指す．
太田川放水路においては，主に海域から輸送され，粒径は10µm～100µm程

度のものを指す． 
レーザー測量 対象エリアの上空からレーザー光を照射し，地上で反射するレーザー光との

時間差より得られる地上までの距離と，GPS等から得られるレーザースキャナ
の位置情報より，地上の標高や地形の形状を高い空間密度で計測する測量方
法． 

濾過 生物による懸濁物を除去する能力．
本書（2.6.6）では，付着生物（マガキ，ムラサキイガイ）が水中の浮遊懸
濁物を除去する濾過能力を取り扱う．付着生物は，鰓（えら）の繊毛活動で水
流を起こし，入水口から水を外套腔内に取り入れて鰓弁間を通過させて濾過を
行っており，その際に濾過水中の懸濁物を鰓弁の鰓糸で補足している． 
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用語 定義 

粒径区分 河床材料の底質を表す指標として，粒径によって，礫，砂，シルト，粘土な
どに分類される． 
工学分野によって粒径区分の定義は異なっており，本書の2.4及び2.10では，

河川工学における粒径区分を，それ以外では土質工学における粒径区分を引用
している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

土質工学の粒径区分 
区分 粒径範囲[mm] 

礫 粗礫 
中礫 
細礫 

19～75 
4.75～19 
2～4.75 

砂 粗砂 
中砂 
細砂 

0.85～2 
0.25～0.85 

0.075～0.25 
シルト 0.005～0.075 
粘土 ～0.005 

 

河川工学の粒径区分 
区分 粒径範囲[mm] 

玉石 大礫 256～64 
礫 中礫 

細礫 
64～4 
4～2 

砂 極粗砂 
粗砂 
中砂 
細砂 
微細砂 

2～1 
1～0.5 

0.5～0.25 
0.25～0.125 
0.125～0.062 

シルト 粗粒シルト 
中粒シルト 
細粒シルト 
微細粒シルト 

0.062～0.031 
0.031～0.016 
0.016～0.008 
0.008～0.004 

粘土 粗粒粘土 
中粒粘土 
細粒粘土 
微細粒粘土 

0.004～0.002 
0.002～0.001 

0.001～0.0005 
0.0005～0.00024 

出典：河川砂防技術基準調査編，平成 24年 6月 
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1.  太田川生態工学研究の概要 
1.1 本書の対象範囲 

 
河川汽水域は陸と海の接点に位置し，淡水と海水が混
合し，かつ周期的に発生する潮汐や波浪などの作用を受
け，常に変動する特殊な環境を有している．このため，
海域や淡水域に生息する生物に加え，汽水域特有の生物
が生息・生育する多様な生物環境を形成している．また，
河川汽水域は古くから人が利用してきた場であり，河川
汽水域に広がる干潟環境は生物の生産性が高く，浄化機
能の維持や持続的な生物資源の利用，あるいは多様な景
観を楽しむといった豊かな人間活動の面でも重要である．
一方，河川汽水域は，多様な物理・化学環境や生物環境
が微妙な釣り合いの下で成立しているため，人為的改変
等の外力に対して，環境の変化が生じる可能性がある．
このことから，河川事業を行う際には，その影響を把握，
評価した上で十分な配慮を行う必要がある． 
本書は，太田川水系太田川放水路及び他の広島市内派
川（図 1.1.1-1）の一部の河川汽水域・干潟環境を対象
に実施した研究の成果をとりまとめたものである． 
太田川放水路河口の潮位差は約 4mと大きく，河川汽
水域を河口から朔望平均満潮位と同程度となる地点まで
とすると，太田川放水路の分派点（祇園水門）を越えて
約12kmの区間に及ぶ（図1.1.1-2）．本書では，太田川
放水路の河川汽水域（河口～祇園水門），特に河道内に分
布する干潟に焦点を当てている． 
本書では，現状の太田川放水路の汽水域・干潟環境の
実態と干潟造成（干潟再生試験）に伴う干潟環境の変化，

より良い干潟環境の創出に関する研究成果をとりまとめ
ている．これらの研究成果は，他の河川の汽水域・干潟
環境の保全・再生を考える上でも参考となる知見もある
が，太田川放水路の特性（潮位差が大きいこと，放水路
分派点の水門で人工的に淡水の流入が操作されているこ
と，干潟の多くが砂干潟であること，など）と対象とす
る河川の特性の違いを十分に考慮した上で，参照してい
ただきたい． 

太
田
川
放
水
路

天
満
川

旧
太
田
川

元
安
川

京
橋
川

猿
猴
川
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祇園水門

大芝水門

旭橋

己斐橋

 

図1.1.1-1 本書の主な対象範囲（太田川放水路） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1.1.1-2太田川放水路の河川汽水域の範囲イメージ 
 

C3.0km       C2.0km       C1.0km        0.0km        1.0km        2.0km       3.0km        4.0km        5.0km       6.0km        7.0km       8.0km         9.0km 
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T.P -2.07m 

河口 
旭橋 

（干潟再生試験区） 
 

己斐橋 祇園水門 
 

本書の対象範囲（太田川放水路：河口～祇園水門） 
 

河川汽水域（感潮区間）:約12km 
 

河床高：平成17年の定期横断測量から求めた平均河床高 
潮 位：平成17年の朔望平均満潮位・干潮位 

潮位差：約4m 
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1.2 太田川放水路の機能・役割 
太田川放水路はその名の通り，広島市中心部を洪水氾
濫被害から守るために建設された，大芝・祇園地点から
広島湾まで安全に洪水を流下させるための人工河川であ
る（図1.2.1-1）．この太田川放水路が概ね完成した昭和
42年から今年で45年を迎えるが，この放水路建設以後，
広島市中心部において洪水氾濫被害はほとんど発生して
いない．本節では，この太田川放水路が持つ機能・役割
について述べる． 

 
1.2.1 太田川放水路建設の経緯 
1.2.1.1 広島と水害の歴史 
(1) 太田川放水路工事着手まで  
①広島築城期  
 広島は太田川河口デルタ地域に発展した街であるが，
その発展の礎は 1588年（天正 16年），大坂から帰国し
た毛利輝元が，城を吉田から広島湾頭の五ヶ村に移すこ
とを決意したときから始まっている．この五ヶ村のうち，
広い島（中州）を城地として選定し，この時以来，五ヶ
村が「広島」と呼ばれるようになったと言われている（図
1.2.1-2）．しかし，この地は低湿・軟弱な三角州の中に
あったため，「城普請」に先立ち「島普請」から始めたと
される．またその後，毛利氏に代わって広島入りした福
島正則も，川に囲まれた広島城の要害に不安を覚えてい
たらしく，堤防をさらに堅固に築き直したとされている
（図1.2.1-3）．事実，1607年（慶長12年）には，上流
の川内地区で太田川がそれまでの古川から現流路に変わ
るほどの大洪水が発生し，さらに 1617 年（元和３年）
にも大洪水が起きて広島城の三の丸の東北郭が崩れ，城
内まで浸水したとされている．このように広島は発展当
初から水害とは切っても切れない関係にあった． 
②明治時代～昭和７年 
広島は，その後も 1653年（承応 2年），1796年（寛
政8年），1850年（嘉永3年）と大規模な洪水が発生し
たが，明治時代に入ってからも，明治 7 年，17 年，25
年，33年，35年，38年，大正5年，8年，12年，さら
に昭和 3年と，ほとんど 4～5年ごとに大出水による被
害を被っている状況であった．特に大正8年の水害は梅
雨の大雨によるもので，総雨量278mmに及び，広島市
街地の被害は，流出橋梁 11箇所，床上浸水 260戸，床
下浸水 2,351 戸を数える甚大なものであった（図
1.2.1-4）． 
また，大正15年は，広島で総雨量357mmを記録し，
下流デルタ地域で死者49人，行方不明者52人，家屋流
出 242 戸の被害を出した．さらに昭和に入ってからも，

祇園水門祇園水門 大芝水門大芝水門  
図1.2.1-1 現在の分派地点の状況 

 
図1.2.1-2 1550年頃の広島デルタ（想像図） 

（出典：広島城蔵） 
城側の堤防を高くする 白島九軒町付近

福島正則の治水工事後の広島城下（1630年頃）

城
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図1.2.1-3 福島正則の治水工事後の広島城下(1630年頃） 
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昭和3年に太田川下流部で大水害が発生し，流出橋梁４
箇所を記録している． 
 このため，度重なる出水による被害を防ぐべく，広島
市議会は太田川改修の迅速な実現を要望する意見書を決
議するとともに，太田川改修を直ちに実施することが財
政上困難であった国に対して，県・市があらかじめ地元
負担を決めて改修工事の実施を促した．ここに至り，昭
和6年6月14日，第26回帝国議会において，太田川改
修費を昭和７年度より21年度に至る15箇年の間，継続
支出すること，その経費 15,900千円のうち，10,831千
円を国庫負担すること，などが議決され，長年の懸案で
あった太田川改修が昭和７年度に着手された（図
1.2.1-5）． 

 
(2) 太田川放水路完成まで 
①昭和18年洪水 
 太田川放水路は昭和9年度に起工式が行われ，用地買
収も本格化したが，戦争の激化によって工事が難渋して
いた昭和18年の7月，梅雨前線により総雨量約480mm
という大雨が降り，死者46人，行方不明者46人，家屋
全半壊332戸，床上浸水1,846戸，橋梁流出126箇所と
いう極めて甚大な被害が出た．さらに同年9月にはその
追い打ちをかけるように，台風が流域を襲い，西原観測

所で最大洪水流量6,700m3/sの既往最大洪水量を記録し
た．市内で１ｍ以上の浸水となり，被害は家屋流出 176
戸，家屋浸水11,543戸，橋梁流出36件を数え，その氾
濫域は可部より下流の平野全域に及ぶものであった． 
②昭和20年出水(枕崎台風) 
 その後，原爆による壊滅的な被害を被った直後の昭和
20年 9月 17日に枕崎台風が広島を襲い，死者 13人，
流出家屋615戸，浸水家屋8,771戸という大災害を出し
た．この災害では太田川本川筋よりも，根谷川，三篠川，
安川での出水が多かったが，西原の観測所では
5,900m3/sの流量を記録した． 
③昭和26年出水(ルース台風) 
 昭和 26 年のルース台風は，広島県下全域に影響を与
えたが，太田川上流域で総雨量約290mmを記録し，浸
水家屋2,562戸の被害を出した（図1.2.1-6）． 

 
1.2.1.2 太田川の治水計画と放水路事業 
(1) 当初の治水計画と放水路事業の推進 
 これまで述べたように広島は幾度となく水害による甚
大な被害を被っていたことから，その最初の治水計画は，
大正8 年の洪水を対象にして，西原地点における計画高
水流量を4,500m3/s とし，さらに大芝地点で派川山手川
を改修し本川（後の放水路）に3,500m3/s，残り1,000m3/s 

 

図1.2.1-4 相生橋流出状況（出典：広島市公文書館）   図1.2.1-6 ルース台風による出水状況（太田川橋付近） 

 

図1.2.1-5 太田川放水路計画図 
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を市内派川に分派させる基本計画が昭和 7 年に策定さ
れた（図1.2.1-7）． 
その2年後の昭和9年4月1日には盛大な太田川改修
工事起工式が挙行され，工事が開始された．工事は河口
部から浚渫，築堤，護岸と進められたが，民家・交通機
関が密集する中流部に移るにつれて工事の着工が次第に
困難になるとともに，戦時色が強くなるにつれ予算・人
員ともに圧迫された．昭和 19 年には戦争の激化によっ
て工事が中断され，その後，原爆投下によって広島は灰
燼と化して，終戦を迎えることとなる． 

 
(2) 放水路工事再開と流量改訂 
 昭和 21 年，放水路開削工事の再開が決定されたが，
関係地元民から工事中止の申し入れと放水路計画再検討
の声明が出された．その後，各方面による再検討などの
後，昭和 23年 8月末，既定計画による再開決定が知事
談話により発表されたが，反対の声も依然強く，用地買
収が困難を極めたことから本格的な工事再開は昭和 26
年度まで待つこととなった． 
 改修工事の再開に先立って，昭和 18年 9月洪水が計
画の流量を遙かに超える6,700m3/sを記録していたこと
から，昭和 23年に計画高水流量を 6,000m3/sとし，こ
れを開削した放水路で4,000m3/s，市内派川で2,000m3/s
を分配して流下させる計画に改訂した（図1.2.1-8）． 

 

(3) 放水路の通水・概成 
昭和 26 年の工事再開以降も工事の推進に困難な面は
あったものの，橋梁の整備，支川吐口の排水機場整備，
鉄道の架替えなどが施工され，さらに昭和 36 年には分
派地点の祇園水門，大芝水門の工事が開始され（図
1.2.1-9），両水門が昭和 40 年に完成したことから，同
年 5月 14日に，待望の太田川放水路通水式が執り行わ
れた．（図1.2.1-10） 
なお，放水路の概成は，一部残っていた堤防整備を終
えた昭和42年となる． 
このように，放水路工事は， 
・36年の年月 
・約145億円(平成20年換算で約3,300億円) 
の巨費をかけた一大事業であり， 
・工事延長   約9.0km 
・土砂浚渫量  1,390千m3 
・土砂掘削量  3,900千m3 
・築堤土量   1,690千m3 
・護岸面積    260千m3 
・用地補償面積 1,590千m3 

・家屋補償戸数 1,800戸 
の規模を要した歴史的な工事であった（平成 19 年時点

改訂及び
改訂年度

地　点
計画高
水流量

m3/s
流　量　配　分　図

昭和７年

西原

（放水路）

（市内派川）

4,500

(3,500)

(1,000)

広
　
島
　
湾

放水路 3,500m3/s

市内派川 1,000m3/s

4,500m3/s

図1.2.1-7 昭和7年の流量配分図 

 
図1.2.1-8 建設当時の流量配分図 
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太
田
川
放
水
路

 
図1.2.1-9 分派点付近 

図1.2.1-10 通水式 
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市内派川 1,000m3/s 
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湾 
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で，放水路の水面面積は概ね 2.3km2，高水敷面積は
0.4km2である）． 
 なお太田川は，玖村地点下流のほぼ高瀬堰がある地点
において山間部を抜けて平野が拡がる地形に流れ込むこ
とになるが，昔はこの地点において，太田川は古川と自
然分流し，太田川の洪水は古川に流入して氾濫被害を引
き起こしていた（図1.2.1-8，図1.2.1-11）．しかし，太
田川放水路の概成により，古川に分流せず太田川に洪水
を全量流下させても広島市街地の水害を防ぐことができ
るようになったことから，放水路通水式の翌年の昭和41
年から古川の河道締切工事に着手し，昭和 44 年に完成
させた．このことにより，太田川の洪水の古川への流入

が完全になくなり，太田川の洪水の流入に苦しめられて
きた古川流域は，以後，ほとんど洪水被害が発生しなく
なり，住宅市街地へと生まれ変わっていく． 

 
1.2.2 太田川放水路の機能・役割 
1.2.2.1 太田川放水路の役割・効果 
太田川放水路は，昭和 23 年に策定された治水計画に
基づき，上流からの洪水量6,000m3/sのうち，4,000m3/s
を安全に流下させる役割を持ち，もって広島市街地を洪
水被害から守ることを目的として整備されたものである．
祇園水門，大芝水門の具体的な操作方法，及び放水路の
効果は以下の通りである． 
(1) 祇園水門・大芝水門の操作方法（図1.2.2-1） 
通常時においては，祗園水門は３門のゲートのうち，
最も右岸側の１門のゲートのみ開度を30cmとし，大芝
水門は３門のゲート全てを全開している．これにより，
上流からの流入量の約9割を市内派川に流下させている． 
上流からの流入量が増加し，矢口第一地点の水位が

2.1m（T.P.6.6m．約400 m3/s）に達すると，祇園水門の
ゲートを３門とも全開とする．なお，大芝水門のゲート
は３門ともこの時点では全開のままである． 
さらに上流からの流入量が増加し，矢口第一地点の水
位が4.6m（T.P.9.1m．約2,000 m3/s）に達すると，祇園
水門のゲート３門は全て全開のまま，大芝水門の全開状
態である３門のゲートの最も左岸側のゲート１門を開度
1.5mまで引き下げる． 

太田川

古川

高瀬堰

締切箇所

玖村地点

 

図1.2.1-11 古川の流域状況(昭和29年)と締切位置 
（出典：佐東まちづくり協議会提供写真に河川名等を記載） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1.2.2-1 祇園水門・大芝水門の操作方法 



太田川生態工学研究会 

6 
 

さらに上流からの流入量が増加し，矢口第一地点の水
位が 5.2ｍ（T.P.9.7m．約 2,700 m3/s）に達すると，祇
園水門のゲート３門は全て全開のまま，大芝水門のゲー
ト３門を全て開度2.45mとする． 
これらの操作により，洪水時の放水路，市内派川への
分派量の割合を，おおむね 4.5：3.5 としている． 

 
(2) 昭和40年6月洪水，7月洪水 
太田川放水路の概成は昭和 42 年であるが，すでに昭
和40年に祇園水門，大芝水門が完成し，同年5月14日
に，太田川放水路への通水が行われていた．この通水開
始直後の昭和 40年 6月に台風 9号の影響による梅雨前
線の活性化に伴い，特に三篠川筋で大きな浸水被害が発
生した．また同年7月にも梅雨前線に伴う降雨により古
川一帯が泥水につかり，大正橋も流される被害が発生し
たが，広島デルタ地帯は，通水したばかりの放水路がそ
の効果を発揮し，大きな被害は発生しなかった． 

 
(3) 昭和47年7月洪水と工事実施基本計画 
俗に「４７．７災害」と呼ばれる大災害で中国地方の
各地域で大きな洪水氾濫被害をもたらした降雨である．

梅雨前線の活動に伴うもので，過去の災害からは推測で
きないほどの異常降雨であった．特に江の川水系の被害
が大きく，三次市で大打撃を受けた．太田川でも上流部
では総雨量 400mm を超え，根谷川や三篠川流域でも
350mm前後，下流の広島市でも 210mmを記録してお
り，最大洪水流量は，玖村地点で約6,800m3/sと推定さ
れている．洪水のピーク時と広島湾の満潮時にはズレが
あった幸運もあったが，この大洪水の時にも放水路はそ
の効果を遺憾なく発揮し，大きな水害被害は発生してい
ない．放水路の効果は，ほぼ同じ規模の最大洪水流量
6,700m3/sを記録した昭和18年洪水との水害被害を比較
すれば一目瞭然である（図1.2.2-2）． 
 なお，この洪水において太田川の計画流量 6,000m3/s
を超える洪水が発生したことから，昭和50年に基本高水
ピーク流量を12,000m3/s，計画高水流量を7,500m3/sとし，
放水路に 4,500m3/s，市内派川に 3,000m3/sを分配する
工事実施基本計画が策定された（図1.2.2-3）． 

 
(4) 平成17年出水と河川整備基本方針 
その後昭和58年7月豪雨，昭和60年6月・7月梅雨
災害，そして近年の平成 17 年出水と大きな出水は記録

・昭和18年9月洪水：6,700m3/s
(西原地点)      2日雨量298mm

氾濫区域は不明

※浸水面積 ：約2,200ha
被害家屋数：約12,000戸

・昭和47年7月洪水：6,800m3/s
(玖村地点)       2日雨量309mm

※浸水面積 ：約200ha
被害家屋数：約1,000戸

放水路建設
（S42概成）
（S9～42）

中流改修中
（S23～S55）

戸坂排水機場
（S45完成）
（S43～S45）

古川改修中
（S43～S56）

玖村

太田川

古川河道締切
（S41～S44）

古

川

放水路建設中

氾濫区域
太田川

根谷川

三
篠
川

玖村

 
図1.2.2-2 昭和18年と昭和47年との出水被害の比較 
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【工事実施基本計画】
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図 1.2.2-3 工事実施基本計画流量配分図（昭和50年） 

台風経路図

等雨量曲線と各地点最大流量

 
図1.2.2-4 平成17年台風14号の経路図と降雨量 

太田川放水路 
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したものの，いずれも広島市街地においてほとんど水害
被害は発生していない．特に平成17年出水は，台風14
号が大東島地方に接近してから山陰沖に抜けるまで広い
暴風域を維持したまま比較的ゆっくりとした速度で進ん
だため，長時間にわたって暴風，高波，大雨が続き，太
田川流域においても総降雨量が，安芸太田町内黒山で
393mm，安芸太田町加計で 310mm を記録し，加計，
筒賀，湯来，戸山，大谷，松原の6雨量観測所で，過去
最大の日雨量を観測した（図1.2.2-4）． 
これに伴い，飯室観測所（図1.2.2-4参照）ではピー
ク水位が昭和47年7月洪水時の既往最高水位を1ｍ以上
も上回ったほか，飯室観測所下流の水位観測所では軒並
み既往最高水位を更新し，矢口第一観測所（図 1.2.2-4
参照）では計画高水位にあとわずか 66cmに迫る未曾有
の大出水となった．これに伴い，矢口第一観測所での最
大洪水流量は過去最高の7,200m3/sを記録した．この大
出水にあたり，大芝水門，祇園水門は両水門ともゲート
を全開にして対応したが，市内派川の一部箇所において
堤防満杯まで水位が上がることはあったにしても，放水
路，市内派川でこの大出水を流下させることができ，大
きな洪水氾濫被害から広島市街地を救う効果を発揮した．
（図1.2.2-5） 
なおこの大出水も踏まえ，平成 19年 3月，基本高水

流量 12,000m3/sを上流で 4,000m3/s調節して，矢口第
一地点の計画高水流量を8,000m3/sとし，それを放水路
に 4,500m3/s，市内派川へ 3,500m3/sに分派する計画で
ある，太田川水系河川整備基本方針が策定された（図
1.2.2-6）． 

 
1.2.2.2 今後の治水上の課題 
 (1)太田川放水路の流下能力 
 これまで述べてきたとおり，太田川放水路は昭和 23
年に策定された治水計画に基づき，4,000m3/s の洪水流
量を安全に流下させる機能を持つ施設として多大な年月
と巨費を投じて造られた施設であるが，現時点で改めて
その流下能力を評価すると，現在4,500m3/sを若干上回
る程の流下能力を持っており，河川整備基本方針に必要
とされた流下能力をすでに確保していることが分かる
（河口出発水位はT.P.2.60m（朔望平均満潮位（T.P.1.85  
m）＋河口地点ピーク時偏差（0.51m）＋密度差（0.18m） 
= T.P.2.54m の小数第二位を繰り上げ）としている（図
1.2.2-7，図1.2.2-8））． 
 しかし，計画高水流量8,000m3/sを放水路と市内派川
に計画的に分派するためには，市内派川の流下能力の向
上を図ることが必要であるとともに，祇園水門，大芝水
門地点で分派を的確に行うための河道断面の拡幅，線形
の変更が必要とされている．なお両水門については，耐
震強度が不足していること，河川管理施設等構造令に示
されている必要な径間長が確保できていないこと，等の
面からも改築が必要とされている． 

 
(2) 計画高水流量以上の洪水の危険性 
 平成 17 年出水では，それまで着実に推進された河川
整備の効果に，支川滝山川に整備された温井ダムの洪水
調節の効果も加わって，広島市街地をなんとか大きな洪
水氾濫被害から守ることができた．その効果は，ほぼ同

 
図1.2.2-5 平成17年出水時の大芝水門 
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図 1.2.2-6 河川整備基本方針流量配分図（平成19年） 
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図1.2.2-7 太田川放水路の流下能力図 
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規模の出水である昭和 47 年出水との出水被害の比較を
すれば明らかである（図1.2.2-9）． 
 しかし，河川整備基本方針で規定されている計画高水
流量は，基本高水流量 12,000m3/s を上流で 4,000m3/s
調節することが前提であるが，現時点において完成した
洪水調節施設は温井ダムだけであり，4,000m3/s 調節の
うちの1,700m3/sしか調節できない状況にある．したが
って，計画規模の降雨，出水があった場合，矢口第一地
点においては 10,000m3/s を超える規模の洪水流量が発
生し，その流量を放水路，市内派川で分配することが求
められるが，さすがにそれだけの洪水流量を安全に流下
させるほどの機能は，放水路，市内派川とも持ち合わせ
ていない．今後 30 年の整備内容を定めた「太田川水系
河川整備計画【国管理区間】」においては，「本計画期間
内においては，洪水調節施設整備等の実現性を含め必要

な調査・検討を行います」とされているところであり，
早急に調査・検討し，その結論を導き出していくことが，
太田川水系の治水安全度の向上には必要不可欠である
（図1.2.2-10）． 
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図1.2.2-10 現状で計画規模の洪水が発生した場合の 

浸水する恐れがある範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1.2.2-9昭和47年と平成17年との出水被害の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1.2.2-8 太田川放水路，及び祇園水門・大芝水門から上流の計画高水位 
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1.2.3 太田川放水路における整備計画 
1.2.3.1 高潮堤防整備 
 (1) 広島と高潮災害 
繰り返し述べてきたように，広島市は太田川のデルタ
地帯に位置しているため，市街地の主要地域は地盤高が
低いという特徴を持つ．なかでも，干潟の干拓や海面埋
め立てによって造成されてきたエリアは地盤が低く，特
に江戸中期から明治末期までに干拓され（図 1.2.3-1），
現在は商業及び住宅地となっている南観音，舟入，江波，
吉島，宇品，東雲等の各地区は，平均満潮位（T.P.1.34m）
より低い，いわゆるゼロメートル地帯となっている（図
1.2.3-2）．さらにこうした地盤条件に加え，南に開けて
いる広島湾の形状からも，広島の市街地は高潮災害に対
して極めて脆弱な特性を持っている．  
事実，台風による大きな水害は昭和26年以降，10回
発生しているが，そのうち洪水氾濫によるものは2回で，
残る8回は高潮によるものである（図1.2.3-3）．被害を
もたらした台風は，ほぼ広島の西側を北東方向に抜けて
いくコースを通過しており，既往最高潮位T.P.2.96mを
記録した平成16年18号台風もこのコースを通過してい

る（※昭和17年8月の周防灘台風により潮位がT.P.3.30
ｍの達したとの記録もあるが，痕跡からの推定値である
ため既往最高潮位とはしていない）． 

 
(2) 高潮対策計画 
 昭和 34 年の伊勢湾台風災害を契機に全国的に高潮対
策の緊急性が求められ，太田川河口部においても高潮対
策の重要性が指摘された．このため，昭和 42年 8月に
建設省中国地方建設局・広島県・広島市が検討し，昭和
44年6月に「広島湾高潮対策事業全体計画」が策定され
た． 
 ここに計画規模として，まず計画潮位については，伊
勢湾台風と同じ強度を持つ台風が広島湾をルース台風の
コースで通過する時に生じる潮位偏差2.40mを，台風期
朔望平均満潮位T.P.2.0mに加えた，T.P.4.40mとした． 
次に計画波高については，上記潮位偏差が生じるとき
の風の条件によりS.M.B.法を用いて計算し，これを河口
部の波高と考え，2.50mとした．なお，河道部分につい

図1.2.3-1 干拓・埋立ての推移 

西広島駅
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広島駅
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地盤高

T.P.0.0m以下
T.P.0.0m～T.P.2.0m
T.P.2.0m～T.P.4.0m
T.P.4.0m以上

図1.2.3-2 広島デルタ地域の地盤高 

図1.2.3-3太田川において洪水・高潮被害をもたらした
主な台風（昭和26年以降） 

図1.2.3-4 高潮堤防整備区間と計画堤防高 
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ては，河道減衰を考えることとした． 
 これにより計画堤防高は，計画潮位に波高の打ち上げ
高を加えたT.P.6.90mを基本とし，放水路，市内派川を
遡上するにつれて波浪の減衰を考慮した高さとした（図
1.2.3-4）． 
 なお，ここで定めた計画潮位，計画堤防高については，
昭和 50 年の工事実施基本計画以降，計画高潮位，計画
堤防高として採用されている（河川整備基本方針には計

画堤防高は規定されていない）． 

 
(3) 高潮対策事業の経緯 
 上記全体計画策定以降，放水路を含む国管理区間の高
潮対策事業については，漁協との調整を昭和 54 年度に
了し，昭和55年度から事業に着手した． 
 なお高潮堤防の整備は，軟弱地盤上での盛土となるこ
とから，段階的に盛土を行っていくこととし，第一段階
として T.P.2.20ｍまでを，第二段階として T.P.3.40mま
でを，第三段階としてT.P.4.40mまでを盛土していくこ
とで整備を進めている（図1.2.3-5）．また，既設堤防や
堤内地への引き込み沈下の防止対策として，鋼矢板によ
る鉛直分離壁工法を採用している． 
現在，第二段階（T.P.3.40m まで）の整備を進めてい
るところであり，平成 24 年度末時点において第二段階
整備はまだ完了しないものの，既往最高潮位 T.P.2.96m
までの高さまでは国管理区間の全川において確保できる
予定である（図1.2.3-6）． 
なお，太田川放水路における高潮対策区間については，
平成 24年度当初時点で，計画高潮位 T.P.4.40mまでの
高さは堤防高として確保しているが，堤防断面（幅）が
十分確保できておらず，太田川水系河川整備計画では，
堤防断面（幅）の確保を行うことが位置付けられている．
また計画堤防高までの高さも確保できていないが，この
高さの確保については河川整備計画には位置付けられて
いない（図1.2.3-7）． 

 
(4) 高潮堤防整備の効果 
 広島では平成 16年 9月に既往最高潮位 T.P.2.96mを
記録しているが，その 13年前の平成 3年 9月にもほぼ
同じ高さT.P.2.91mの潮位を観測している． 
 そこで両時期における高潮浸水被害状況を比べてみる
と，第二段階のT.P.3.40mまでの整備がまだあまり進ん
でいなかった平成3年においては，床上浸水575戸，床
下浸水 1,954 戸と甚大な被害が発生しているが，
T.P.3.4mまでの整備が相当進んでいた平成 16年におい
ては，浸水エリアも縮小したほか，床上浸水 86 戸，床
下浸水 92 戸と被害が激減しており，高潮堤防整備の効
果が明確に示されている（図 1.2.3-8：図中，平成３年
度以降に高潮堤防整備を行った黄色表示の区間において，
平成16年は高潮浸水被害を免れている）． 

 
1.2.4 太田川放水路における多面的な機能 
これまで太田川放水路の治水上の機能・役割について
述べてきたが，太田川放水路も概成後 45 年を迎え，現
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図1.2.3-5  高潮堤防断面図 
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在では人工的に開削した河川の様相ではなく，もとから
自然に存在した河川のように地域に溶け込んでおり，治
水上の機能・役割の他，多面的な機能を有している．   
特に放水路全体が汽水域であることから干潟などの
独特な環境を形成しているが，その特性については次の
節に詳述することとし，ここでは太田川放水路の河川敷
及び水域の利用状況について記載する． 

 
(1) 河川敷の利用状況 
 太田川放水路の河川敷は，左右岸あわせて約 15.6ha
が運動広場等として占用・利用されているほか，地域の
方々は，散歩，釣り，グラウンドゴルフ，テニス，バー
ベキュー等々で太田川放水路に接している． 
 特に，右岸1k000付近，新己斐橋上流の河川敷におい
ては，己斐地区の小・中学校長やＰＴＡ，子供会育成協

議会，社会福祉協議会，広島市などの方々で構成される
「太田川己斐学区“子どもの水辺”協議会のご意見，要
望なども踏まえて，「じゃぶじゃぶ池」を始めとした水辺
環境整備が平成 17 年に完成している．当箇所は地域の
住民の方々の丁寧な除草や清掃活動により快適な河川空
間が保持されるとともに，毎年秋には，地域の方々が主
催となった盛大なイベントが開催されている．（図
1.2.4-1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 水域の利用状況 
太田川放水路は市内派川に比べて川幅も広いことか
ら，その水域はカヌー，レガッタ，水上バイク，ウェイ
クボード等の利用が活発に行われている（図 1.2.4-2）．
しかし一方で，特に近年は「ウェイクボードが引き起こ
す波が河川敷に押し寄せて危険」という苦情も多く寄せ
られ，利用マナーの徹底が呼びかけられている． 
さらに，10月にはハゼ釣りを楽しむ方々が隙間無く釣
り糸を垂れる風景が毎年見られ，地域の風物詩となって
いる（図1.2.4-3）．  
また漁業も営まれており，市内派川及び太田川放水路
のほぼ全域において，アサリ，えむし（ゴカイ類の総称）
などの漁業権が設定されている（図1.2.4-4）．  
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平成3年までにT.P.＋3.4m以上の高潮堤防を整備した箇所
（現況河岸高T.P.＋3.4m以上も含む）

平成3年時点ではT.P.＋3.4mを満たしておらず、平成3年以降
にT.P.＋3.4m以上の高潮堤防を整備した箇所
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図1.2.3-8 平成3年と平成16年の高潮浸水範囲 

図1.2.4-1 じゃぶじゃぶ池の利用状況

図1.2.4-2 レガッタの風景 
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図1.2.4-3 ハゼ釣りの風景 

図1.2.4-4 漁業権区域図（H24.11太田川河川事務所作成） 

NO.123
わかめ

区画漁業権 H20.9
（市漁業）

共同漁業権 H15.9
（市漁業）

NO.43
えむし

NO.11
こい うなぎ
ふな
ＮＯ.12
しじみ

NO.11
あゆ こい
うなぎ ふな
ＮＯ.12
しじみ

NO.14
えむし

漁業権区域図
※H24.11太田川河川事務所作成

直轄管理区間のみ

NO.13
えむし

漁協区分け

上流側：広島市内水面漁業協同組合

下流側：広島市漁業協同組合

※漁協の境は、橋梁を目安として示している

こい、うなぎ、ふな

凡例
外枠は、漁業権範囲

枠内記載が対象漁業名等

枠内着色は漁業権種別

こい、うなぎ、ふな

凡例
外枠は、漁業権範囲

枠内記載が対象漁業名等

枠内着色は漁業権種別

内水面共同漁業権 H16.1

NO.41
あさり、なまこ、
しゃこ、えむし

NO.107
かき杭打

NO.42
あさり、なまこ、
しゃこ、えむし

NO.108
かき杭打

NO.109
かき杭打

NO.44
あさり、えむし

NO.45
あさり、えむし

NO.11 NO.12
うなぎ しじみ

NO.11
うなぎ
NO.12
しじみ



1.太田川生態工学研究の概要 

 13

1.3 太田川放水路等の河川汽水域・干潟環境
1.3.1 太田川放水路の河川汽水域の特徴 
(1) 太田川放水路の河川汽水域の特徴 

太田川放水路の汽水域環境を規定する大きな要素と

して，干満差（約 4m）が大きいこと，分派点の水門で

淡水の流入が操作されていることが挙げられる．平常時

は潮汐に応じて水位と塩分濃度が大きく変動するが，一

方，洪水時は開門により多くの淡水が流入するため一時

的に周期性がなくなり，河口付近まで淡水化に近い状態

となる特徴が見られる． 

 また，太田川河口デルタの地下には豊富な地下水の帯

水層があり，太田川放水路の河川水位との関係で地下水

の流れが変動しているのも特徴の一つである． 
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図 1.3.1-1 太田川放水路における水位，水質の調
査地点 
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図1.3.1-2 太田川における(a)平常時，(b)洪水時の流量，水位の時間変化 
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(2) 太田川放水路の潮汐 
1) 水位変動 
図1.3.1-1に太田川放水路における水位，水質の調査
地点，図1.3.1-2に太田川における(a)平常時，(b)洪水時
の流量，水位の時間変化を示す． 
太田川放水路河口では，最大潮差が4m と大きく，平
均水深と潮差が同程度であることに加え，放水路上流端
に位置する祇園水門の操作によって，放水路の河川水位
は著しい非定常性を示す． 
平常時の水位変化は，下流端草津の水位変化が上流端
祇園大橋地点までほぼ時間遅れなく伝播する．分派点上
流に位置する長和久地点では，水位はT.P+0.5 m程度で
下げ留まる．また，祇園大橋地点では大潮時の干潮時に
T.P-0.5 m程度で下げ留まる．これらは水門及び地形の
影響によるものである． 
一方，洪水時は，祇園水門の開門に併せて長和久地点
水位が急激に低下し祇園大橋地点水位が急激に上昇する．
下流の己斐橋では，矢口流量1,000 m3/s規模の洪水では
大きな水位変化は見られず，ほぼ潮位の変化に依存して
いる． 
2) 塩分変動 

2006 年～2007 年にかけて太田川放水路の 3 地点
（C3k400，1k600，5k000）にて河川水の水温・塩分を
測定した．機器の設置高さは C3k400 で T.P.-1.3m，
1k600 で T.P.-1.2m，5k000 で T.P.-0.5m である．図
1.3.1-3 に 2006 年～2007 年における(a)河川流量，(b)
塩分，(c)水温の時系列変化を示す．なお，水温，塩分は
25時間の移動平均値となっている． 
非出水期において塩分は5k000まで遡上しており，水
位の高い秋期には最大で 20psu まで塩分が上昇する．
C3k400，1k600では，塩分はほぼ25～30psu程度の値
となり，海水の影響を強く受けていることがわかる． 塩
分は洪水により放水路全域で急激に低下しており，
1k600 や 5k000 においても河川水の淡水化が生じてい
る． 
水温は，冬期に海水温が高いため，海域の影響の強い
下流ほど水温が高く，祇園と比較すると最大で10℃程度
の差が生じている． 
図1.3.1-4に 2006年 6月から 7月の出水期における

(a)河川水位，河川流量，(b)塩分の時系列変化を示す．こ
の期間においては500m3/s程度の洪水が6度生じており，
各地点において洪水に応じた塩分変動が確認できる． 

5k000においては，洪水前には満潮時で15psu，干潮
時で淡水（0psu）となっていたが，1 回目の 400 m3/s
程度の洪水によって淡水化し，以後淡水化が継続してい

る．1k600においては，流量の増加に伴い河川水の塩分
低下が確認され，1,000 m3/s程度の洪水で淡水化が生じ，
1潮汐で塩分が回復せず，数日間淡水化が継続している．
C3k4000 においては，1,000 m3/s 程度の洪水で塩分が
5psu程度まで低下するが，1潮汐で塩分が回復している．
これらのことから，1,000 m3/s程度の洪水によって数日
間河道内に淡水が滞留していること，放水路の中流
（1k600）～上流域（5k000）の河川水は全層が淡水化
していることがわかる． 
洪水後に海水が己斐橋地点まで到達する時間は，祇園
水門を通常運転（開度0.3 m）とした後，約6時間程度
であり，大潮期，小潮期ともに同様である．（本書 2.3.2
を参照）
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(3) 太田川放水路の地下構造 
1) 太田川デルタの地下構造 
図 1.3.1-5 に太田川における鋼矢板打設状況，図
1.3.1-8に図1.3.1-5のA-A’断面における地質構造を示
す． 
太田川河口のデルタでは，高潮堤防の整備や護岸の整
備において鋼矢板が打設されている．また，図 1.3.1-5
の凡例は既設護岸整備における鋼矢板の深度を表してお
り，透水性矢板は排水機能付きの矢板が打設されている
ことを表している．太田川デルタの地下10～20 m付近
には，透水性の低い粘土・シルト層（不透水層）が形成
されており，その上部には地下水が貯留された砂層（透
水層）が存在しており，東西方向においても同様の傾向
がある．そのため，0-5m，5-10m の透水層までの深度
の鋼矢板の打設は地下水流れを抑制することはないが，
不透水層まで達する 10m を超える深度の鋼矢板の打設
は地下水流れを抑制する可能性がある．河口域に形成さ
れたデルタの砂地盤では地下水が広域的に伏流している
場合が多く，地下水流れの抑制は河川や干潟地盤の水環
境にも影響を及ぼすことが考えられる． 

 
2) デルタ地下水位変動 
図1.3.1-6に2007年におけるデルタ地下水位（GWL）
と海水位（SWL）の変化，図1.3.1-7には2002年から
2009 年における潮汐成分を取り除いた地下水位
（GWLT）と海水位（SWLT）に河川水位（RWL）変動
の1/3を足し合わせた変化を示す．  

 太田川デルタの地下水位は季節的に平均 T.P.0.2m 
±2m程度の範囲で変動している．海水位の潮汐変動に伴
ってデルタ地下水位と海水位の水位差が変化するため，
デルタ地下から河道方向，河道からデルタ地下方向へ向
かう地下水流れが時間的に変動している． 

太田川デルタでの地下水位は，潮汐成分を取り除いた海
水位（海水位の年変動）に分流前の上流河川水位を加え
た水位と対応しており，地下水位が河川と海の両方の水
位に依存している．すなわち，デルタ地下水位は，海水
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図1.3.1-5 太田川における鋼矢板打設状況 
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図1.3.1-6 2007年におけるデルタ地下水位（GWL）
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図1.3.1-8 A-A’断面における地質構造 
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位変動の年較差約 50cmと同様の年較差で変動し，この
年変動に河川の増水による上昇分が重なって変動してい
る．（本書2.3.7を参照） 

 
(4) 太田川放水路の自然環境 
太田川放水路の河川敷は，グラウンド等の人工的に整備
された環境が見られるが，水域を見ると，上流側を中心
に砂質の河床となっており，干潮時には岸沿いを中心に
干潟が干出する．特に放水路の中流部付近にはハマサジ
やフクドからなる，広島湾域で唯一のまとまった塩生植
物群落が残っている（図.1.3.1-9）．また，満潮時に水没
した干潟上に干潮時になって水が残る潮だまり（タイド
プール）が形成される場所があり（図.1.3.1-10），多様
な生物の生息環境や水質浄化に寄与するものとして，研
究が進められている．（本書2.5を参照） 

 

(5) 太田川放水路の河川汽水域の位置づけ 
図 1.3.1-11 に太田川放水路の河川汽水域区間と全国
の代表的な河川の河川汽水域区間を比較した． 
・太田川放水路は，他の河川汽水域に比べて河床勾配が
比較的大きい（1/2,000）ものの，瀬戸内海の潮位差が
大きい（最大約 4m）ことから，河川汽水域は河口か
ら分派点の祇園水門を越えて約 12km の区間に及ぶ．
そのうち，干潟は祇園水門までの延長約 8km の長い
区間にわたり干出する． 
・筑後川は，潮位差が特に大きい（最大約 5m）有明海
に注ぐ河川であり，河床勾配も緩やか（1/10,000）で
あることから，河川汽水域は河口から筑後大堰までの
区間約23kmと長く，そのうち，干潟の区間は約13km
である． 
・淀川は，潮位差は 1.5m程度であるが，河床勾配が緩
やか（1/17,000）であることから，河川汽水域は河口
から防潮堰である淀川大堰までの約 9km 区間で，そ
のうち，干潟の区間は約8kmである． 

・石狩川は，河床勾配は比較的緩やか（1/5,200）であり，
水深もあることから，河川汽水域としての区間は約
30kmと長いものの，日本海側の河川であるため潮位
差が小さく（約 0.5m），干潟の区間はほとんどない． 
・信濃川（本川）も石狩川と同様に，河床勾配は比較的
緩やか（1/4,000）であり，河川汽水域は関屋分水路と
の分派点にある信濃川水門までの約 8km 区間に及ぶ
が，潮位差が小さいため（約0.5m），干潟の干出は見
られない． 
上記で示したとおり，太田川放水路は他の河川汽水域
に比べて河床勾配が大きいものの，潮位差が大きいこと

から，長区間にわたり干潟が形成されている．そのため，
人工の放水路でありながら，海域から汽水域に生息する
多様な底生生物相が定着しており，広島湾域で唯一のま
とまった塩生植物群落が生育しているなど，自然干潟と
しての機能を十分に有する貴重な干潟環境が成立してい
る．

図1.3.1-9 塩生植物群落とヨシ群落 

図1.3.1-10 干潟内に生じるタイドプール 
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図1.3.1-11 太田川放水路河川汽水域区間と他の河川汽水域区間の比較 
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1.3.2 太田川放水路等の干潟環境の特徴 
(1) 太田川放水路の干潟環境 
1) 太田川放水路の干潟の特徴 
太田川が注ぐ広島湾には，かつて広大な干潟（図
1.3.2-1：大正14年の地形図からの計測で約682ha）が
広がっていたが，干潟の干拓・埋立事業により干潟の大
部分が消失した．現在，広島湾域でまとまった干潟が見
られるのはほとんどが河川域であり，その面積は約80ha
である（図1.3.2-2：現状（平成 18年）の干潟分布）．
このうち太田川放水路には約 64haの干潟があり，それ
は旧太田川の干潟面積の約4倍に及ぶことから，放水路
に現存する干潟はその広さを見ても価値の高いものであ
ることが伺える． 
太田川放水路では，その河道特性に応じて縦断的に多
様な干潟が形成されており，その特徴を類型すると，「直
線 2タイプ」，「直線 3タイプ」，「湾曲内岸タイプ」の3
種類に分類される．（本書2.4.2を参照） 
・直線2タイプ（C3k000～0k200）：放水路下流側の直
線区間の両岸に帯状に分布している高水敷状の干潟． 

・直線3タイプ（0k200～2k200）：放水路直線区間の両
岸に帯状に分布している高水敷状の干潟で，直線2タ
イプとは異なり，干潟前面に構造物（敷石護岸）が設
置されているため，高い地盤高が維持されている．  
・湾曲内岸タイプ（1k600～5k800）：放水路上流側の湾
曲部の内岸側に付いている低水路干潟（固定砂州）． 

大正14年の干潟分布

太
田
川

元
安
川

天
満
川

福
島
川 京

橋
川

 

図1.3.2-1 かつて広島湾域の干潟分布 
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湾曲内岸タイプ干潟
（太田川放水路4k800付近）

直線2タイプ干潟
（太田川放水路C2k000付近）

直線3タイプ干潟
（太田川放水路1k400付近）

平成18年の干潟分布

 

図1.3.2-2 現状の太田川放水路の干潟分布 
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2) 太田川放水路の干潟に生息・生育する生物 
① 底生生物 
a. 甲殻類 
太田川放水路に生息している代表的な甲殻類は，放水
路全域のいたる所の石垣や転石周辺に生息するヒライソ
ガニ，ケフサイソガニである．中流域で特徴的な甲殻類
は，アシハラガニ，ヤマトオサガニ，コメツキガニ，チ
ゴガニである（図1.3.2-4）．（本書2.9.4を参照）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

カニ類以外ではシロスジフジツボは放水路全域に分
布している．イワフジツボは河口付近の潮間帯最上部の
潮あたりの良い場所に生息している． 
アナジャコは己斐橋下流から河口まで分布し，干潟を
占優している．ニホンスナモグリはアナジャコの棲息地
と比較して砂地に近い地点に多く生息している． 
b. 貝類 
太田川放水路に棲息している代表的な二枚貝は，アサ
リ，オキシジミ，イソシジミ，ヤマトシジミである．ア
サリは己斐で出現が確認された事例もあるが，主に河口
に棲息している．中流域ではイソシジミ，三滝橋～祇園
大橋下流においてはヤマトシジミが優占種となっている． 
c. 多毛類 
太田川放水路ではイトゴカイが河口付近の泥質干潟
を中心に最も多く生息している．多毛類は地盤材料に関
係なく棲息しており，地盤材料の変化に順応した生息形
態を形成している． 
② 塩生植物 
太田川放水路では，旭橋から広島西大橋の間の0k500
～2k300付近にかけて，両岸の干潟に塩性湿地植物群落

C2k400 5k0001k600 3k600

ヤマトカワゴカイ
イトゴカイ

スジホシムシモドキ

イソゴカイ
チロリ
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二枚貝類，腹足類

その他

甲殻類

0 2km

 
図1.3.2-3 太田川放水路における底生生物の生息分布（1996～2008 年に観測された主な生物種） 

図1.3.2-4太田川放水路に生息するカニ類 
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が見られる．群落は優占するフクド，ハマサジ，ヨシ，
シオクグと，少数のハママツナ，ホソバハマアカザなど
から成る（図1.3.2-5）．このうちヨシは淡水域の沿岸に
も見られるが，その他は塩分を含む土壌に特有な塩生植
物である．太田川水系では塩生植物の群落は放水路だけ
に発達している．他の市内派川に散在する群落は主にヨ
シ群落である．（本書2.8.2を参照） 

 

 
図1.3.2-5太田川放水路に生育する塩生植物 

 
③ 魚類 
太田川放水路は，スズキやマハゼなどが侵入してくる
ほか，河岸付近の浅場は，クサフグ，ボラ，クロダイ，
サッパなどの稚魚が成長する場所となっている（図
1.3.2-6）．（本書2.7.4を参照） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.3.2-6 太田川放水路（旭橋周辺）で確認された魚
類（稚魚） 

 
④陸上節足動物 
太田川放水路は樹林や草地など，昆虫類が多く生息す

るような環境が少ない．また塩生植物群落上にアブラム
シ類等の陸上節足動物群集の存在が認められたものの，
放水路の塩生植物群落は孤立しており周辺から動物が入
り込むことが期待出来ないため，他地方の塩生植物群落
に比べて，昆虫類の確認個体数や確認種類数が少ないこ
とが特徴である． 
感潮域という特徴を考えると，これまでのところ，イ
ソタナグモ，シマイソタナグモ，ハルカガケジグモとい
った，好塩性陸生節足動物の分布が確認されている．  
⑤ 鳥類 
太田川放水路では，市街地に見られるスズメやハシブ
トガラス，水中に飛び込んで魚を捕らえるミサゴ，干潟
で採餌するチュウシャクシギなどのシギ・チドリ類，ア
オサギなどのサギ類が確認されている（図1.3.2-7）．（本
書2.9.5を参照） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1.3.2-7 太田川放水路の干潟を利用する鳥類

スズキ シマイサキ 

キチヌ クロダイ 
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(2) 太田川市内派川の干潟環境の特徴 
太田川下流デルタ域で太田川放水路と分派する太田
川市内派川（天満川，旧太田川，元安川，京橋川，猿猴
川）は，太田川放水路と同様に干潟環境が成立している
ものの，その特性は異なる．ここでは，太田川放水路と
市内派川分派の関係を踏まえ，それらの環境特性を比較
する観点から，主に旧太田川の干潟環境について示す． 

 
1) 太田川市内派川との太田川放水路の関係 
太田川放水路と市内派川との分派は，平常時は大芝水
門を全開して旧太田川へ水を流し，祇園水門は１門のみ
30cm 開いて太田川放水路に水を流している．洪水時は，
矢口第一地点の流量が400m3/sを超えると祇園水門のゲートを

全開にして，流量配分でおおよそ放水路9：旧太田川7（計
画高水流量 8,000m3/sに対して，放水路に 4,500m3/s，
旧太田川に 3,500m3/s）を目安に分派させる運用計画と
なっている（矢口第一地点の流量が約2,000m3/sを超え
ると大芝水門を全開から順次操作）． 
太田川放水路と市内派川の分派流量については，次世
代超音波流速計等による計測流量や数値解析に基づく検
証が行われている． （本書2.3.2，2.3.5を参照） 

 
2) 太田川市内派川の干潟の特徴 
① 太田川市内派川の干潟の特徴 
太田川市内派川の干潟は，太田川放水路の河床が主に
砂干潟であるのに対し，広島湾を起源とした浮遊泥が河
岸に堆積し泥干潟になっている箇所が多く，放水路とは
形態の異なる干潟が成立している． 
旧太田川に分布する干潟の特徴を分類すると，「湾曲
外岸タイプ」，「中洲下流タイプ」，「急拡タイプ」の3種
類に分類される．（本書2.4.2を引用） 
・湾曲外岸タイプ（旧太田川2k600～3k100）：旧太田川
の湾曲部の外岸側に設置された水制の間に土砂が堆
積して形成されている干潟（図1.3.2-8）． 
・中洲下流タイプ（旧太田川5k000～6k000）：旧太田川
に点在している中州の下流で土砂が堆積して形成さ
れている干潟（図1.3.2-9）． 
・急拡タイプ（旧太田川C0k800～0k200）：旧太田川河
口付近の川幅拡幅箇所に土砂が堆積して形成されて
いる干潟（図1.3.2-10）． 
② 太田川市内派川の干潟に生息・生育する生物 
市内派川の生物相の概観は，放水路に比べて泥干潟が
目立ち干潟の規模が小さいという特徴を反映しており，
干潮時に干潟を見ると，ヤマトオサガニのような泥質を

好むカニ類が多く生息し，またヨシ群落が散在している
ものの，太田川放水路に見られるようなまとまった塩生
植物の群落は見られない． 
その他，市内派川の生物相の特徴としては，海域を主
な生息地とする魚類が多いこと，底生動物は上流側では
塩分濃度が低い環境を好むヤマトシジミやイトメなどが
生息する一方下流側では高塩分を好むアサリが生息して
いること，植物では小規模なヨシ群落を除くと，ほとん
ど自然植生が定着していないこと，が挙げられる． 

 

図1.3.2-8 湾曲外岸タイプの干潟（旧太田川3k000付近） 
 

 

図1.3.2-9 中州下流タイプの干潟（旧太田川5k400付近） 
 

 

図1.3.2-10 急拡タイプの干潟（旧太田川0k200付近） 
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1.4 太田川放水路河口干潟の課題と生態工学研究 
 
1.4.1 太田川放水路河口干潟の課題 
太田川放水路が接する広島湾を見ると，かつては良
好な干潟が広がっていたが，埋め立て等の結果，干潟
面積は激減しており，現存する干潟の保全と再生が求
められている．また広島市内派川は，近年，有機泥の
堆積や底泥の黒色化が顕在化しており，底質改善が問
題となっている．このような状況の中で，太田川放水
路の干潟は，砂質河床が維持されており，アサリなど
の有用底生生物の生産性に優れ，広島湾域で唯一のま
とまった塩生植物群落が定着しているなど，その存在
意義は大きい． 
太田川放水路本来の役割である治水，平常時の市民
の利用，貴重な干潟環境の保全を両立させるには，瀬
戸内海特有の大きな潮汐変動を呈し，かつ分派点の水
門で人工的に流量が制御されている，放水路の河川汽
水域の複雑な現象を物理・化学・生物の観点から多角
的に理解することが求められる．そのためには，「放水
路における河川汽水域の水・物質の流れ」，「干潟の物
理・化学環境の機能，形成機構」，「汽水域特有の干潟
生態系の機能，成立条件」，「市民の利用の場として価

値の高い干潟の創出」，「広島湾の水質環境への寄与（干
潟生態系による水質浄化）」などの観点から，太田川放
水路の河川汽水域・干潟環境の実態及びその機能を把
握し，適切に評価する必要がある（図1.4.1-1）． 
一方，太田川放水路では，災害時の緊急用河川敷道
路の整備が計画されており，「より良い干潟環境の保
全・再生」の観点から現存する干潟環境に配慮した河
川環境整備・管理が求められている． 

 
1.4.2 緊急用河川敷道路の整備 
(1) 緊急用河川敷道路整備の目的 
 広島は軟弱地盤の上に発展しているため，特に地震
が発生した場合には，地盤の液状化による地盤沈下や
建物等の倒伏，屋外広告物等の落下等により交通網が
至るところで遮断され，災害直後の緊急物資の輸送や
緊急車両の通行に甚大な支障がでることが想定される． 
 このため，そのようなときに河川敷を輸送用道路と
して活用するための緊急用河川敷道路の整備を，太田
川放水路の河川内敷地において，祇園大橋から庚午橋
までの左右岸で整備を行うこととしている． 
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図1.4.1-1 太田川放水路河口干潟の課題 
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干潟の物理・化学環境の
機能，形成機構の把握 

より良い干潟環境
の保全・再生（治水
と環境保全の両立） 

広島湾の水質環境
への寄与（干潟生態
系による水質浄化） 

放水路における河
川汽水域の水・物質
の流れの把握 

河川汽水域特有の
干潟生態系の機能，
成立条件の把握 

市民の利用の場として
価値の高い干潟の創出 
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(2) これまでの緊急用河川敷道路整備と今後の予定 
 緊急用河川敷道路の整備は，左岸は平成 7年度～11
年度にかけて祇園大橋（国道 183号）から旭橋（国道
2号）までの 5.0kmの整備を終えている．また右岸に
ついては左岸の整備に引続き，平成 12年度～15年度
にかけて，こちらも祇園大橋（国道 183号）から旭橋
（国道 2号）まで 4.9kmの整備を実施したが，流入支
川の渡河部が整備できていないため，緊急輸送道路と
しての連続した通行の確保ができていない状況にある． 
 なお，この整備済みの緊急用河川敷道路については，
広島市地域防災計画において，第 2次緊急輸送道路と
して指定されている． 
また，今後の整備予定としては，左岸の西飛行場直
上流である広島南道路の放水路渡河橋梁付近までの整
備と，右岸の祇園大橋（国道 183号）から旭橋（国道
2 号）までの未整備である渡河橋の整備を実施してい
くことが，河川整備計画に位置付けられている（図
1.4.2-1）．  

 
(3) 緊急用河川敷道路が干潟環境へ与える影響 
 緊急用河川敷道路の整備計画区間には干潟が現存し
ているため（図1.4.2-2：堤防法線から 8mの位置で，
縦断的に地盤高 T.P.-0.5m程度の干潟が干出する），緊
急用河川敷道路が干潟環境へ与える影響を把握し，そ
れらの影響を軽減するための干潟環境の保全・再生が

求められている．太田川水系河川整備計画では，「その
整備にあたっては「太田川生態工学研究会」等と連携
しながら，貴重な干潟環境の物理的特性の把握・検証
に努め，必要な環境保全措置を検討実施します」と記
載され，検討イメージ図が掲載されている（図
1.4.2-3）． 
このように，緊急用河川敷道路整備計画区間は延長

1.7kmに及び，干潟形状も縦断的に変化していること
から，干潟の安定性や健全な生態系の創出等を踏まえ，
どのような干潟形状を創造するかが課題となる． その
ため，現状の太田川放水路の河川汽水域・干潟環境の
実態を把握した上で，場所毎の特性に応じてどのよう
な干潟環境を創出すべきかを明確にし，干潟の規模や
形状，材料等を検討する必要がある． 

図1.4.2-3 太田川水系河川整備計画記載の干潟保全検討イメージ 

 

図1.4.2-1 緊急用河川敷道路整備区間（河川整備計画） 
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緊急用河川敷道路（計画高：T.P.2.2m）

図1.4.2-2 緊急用河川敷道路整備計画区間における干潟地盤高（堤防法線から横断距離 8m，20m） 

緊急用河川敷道路整備計画区間（0k200～C1k500） 

感
潮
域 

約T.P+1.9m 朔望平均満潮位 

約T.P－1.8m 朔望平均干潮位 

緊急用河川敷道路整備計画区間
の全域で干潟が干出する 
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1.4.3 太田川生態工学研究会 
(1) 研究会の目的 
太田川放水路は，瀬戸内海性の河川汽水域の中でも
貴重な干潟環境を呈している．その干潟環境を将来に
わたって保全・維持していくためには，海水と淡水が
混ざり合う複雑な河川汽水域・干潟環境の実態を把握
した上で，緊急用河川敷道路の整備計画を見据えた，
治水と利用，環境保全を両立させた河川環境整備・管
理が求められた．このような背景から，河川工学と生
態学の両方（生態工学）の視点から総合的に取り扱う
ことを特徴とした，太田川生態工学研究会（研究会代
表：福岡捷二 中央大学研究開発機構教授）を平成 16
年度に設立した． 
研究会の成果は，「良好な干潟環境の保全・再生に向
けた河川管理へ反映させること」を目標とし，第 1期
研究会（平成 16年～20年）では「現状の太田川放水
路の汽水域・干潟環境の実態把握と機能評価」を，第
2期研究会（平成 21年～24年）では「干潟造成に伴

う干潟環境の変化の把握」を主な目的として，研究会
活動を行った． 

 
(2) 研究会の構成・研究テーマ 
研究会は，太田川放水路の汽水域・干潟環境を物理・
化学・生物の多分野から評価できるよう，８つの専門
分野（物資収支，物理環境，水質，干潟水質，底生生
物，付着生物，水生植物，陸生動物）のワーキンググ
ループで構成される．各ワーキンググループには，研
究の代表者である学識委員と．その下で研究を支援す
る研究協力者で組織される．また，研究会の運営に当
たっては，研究成果は実際の河川管理に反映させるこ
とを目標としているため，学識委員に加えて，河川管
理者の立場から研究会の議論に参加できるよう，行政
委員も参画する形式とした． 
研究会のメンバー構成は表 1.4.3-1，各ワーキング
グループの研究テーマ（平成 24年度）は表 1.4.3-2，
各ワーキングの関連性を示した研究会全体のフレーム

図1.4.3-1 太田川生態工学研究会のフレームワーク 

【第1期研究会目的】現状の太田川放水路の汽水域・干潟環境の実態把握と機能評価

(1)【物質収支】放水路内の水と物質の流れと海とのつながり
①塩分（海水の遡上範囲、濃度の鉛直分布）●
②淡水（分流，地下からの供給・地下での保水能）●
③栄養塩（溶存態、懸濁態：発生機構、起源）●●
④土砂（有機泥：栄養塩のキャリヤー、砂粒子）●●

(2)【干潟の形成と維持】どこにどのようにして干潟は成立するか？
■干潟の類型化・それぞれの特性（形状、表面材料、冠水頻度、植生分布）と面積●
■時間スケールに応じた空間スケールの検討が必要か （河口部と中流部の違いも考慮）
短期的：台風等の気象攪乱後の物理環境と生物相の変化と再生●●●
中期的：季節や年間の気候変動に伴う干潟の生態系変化●●●
長期的：水路形状に伴って形成された干潟（材料・勾配）と生物相●●

(3)【干潟の質・機能】浄化能の面から「良い」干潟とは？またその要因は？
■生物による浄化能は？：
→ベントスと微生物、生物の分布深度と酸素濃度●●

■化学的作用による浄化：
→地下水の流動に伴う環境変動（溶存酸素、水温、塩分、土粒子分布・密度）と
浄化能力●●

河
川
汽
水
域
の
代
表
的
環
境
要
素
と
し

て
の
干
潟
の
形
成
・
維
持
と
機
能
の
把
握

太田川放水路の干潟の浄化能＝
干潟の浄化能●×干潟面積●

凡例：●物質収支、●干潟水質、●水質、●底生生物、●付着生物、●水生植物、●陸生動物、●物理環境

(４)【生物の生息・生育場としての機能1】
塩性湿地群落の生態系

■塩性湿地群落の分布や構造
（微地形と分布・繁殖や定着の適地など）●●
→成立・維持にはどんな環境が重要？
■塩生植生の節足動物群集の構造と機能●
→河口域特有の生態系を代表する陸生動物は？

(5)【貝類の浄化機能】
■カキの生息分布図●×カキの塩分等基礎データ●×流れ場の推測●
→他の生物の基礎データの取得は可能か？●●

(6)【生物の生息・生育場としての機能2】
水域の生態系：

■底生生物群集
→砂泥底と人工構造物●
→分布の特性と環境要因（塩分、干出、底質？）●●

■浮遊性藻類・付着藻類
→水質、物質収支の面から重要
→どのように分布量と質を推定
するのか？●●

(7)【人の利用の場としての機能】
■市民による潮干狩り●
■アサリの生息場●●
→生息密度と底質環境

■海草群落●

湾に対する太田川の役割
・広島湾に対する浄化作用
・海からの有機泥の堆積

【第2期研究会目的】干潟造成に伴う干潟環境の変化の把握 新たに造成した干潟環境における検証

【新たに造成した干潟環境の変化・安定】より良好な干潟環境を保全・再生するには？
①干潟への浮遊砂等の物質収支及び地形の安定プロセス●●
②干潟におけるタイドプールの役割，河道内構造物のあり方●●
③マクロベントスを主とした干潟生態系の出水への応答及び安定プロセス●●●●
④塩生植物群落が定着するための地盤高・形状，底質等の条件●●●
⑤構造物（捨石護岸）の設置や底質改善，地下水流動等による底生生物相の変化●●
⑥干潟創出による副次的な効果（干潟生態系の多様化） ●●●●

干潟およびそれに連なって成立する河川汽水域特有の生態系

放水路における河川汽水域の水・物質の流れにより形成される干潟環境
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ワークは図 1.4.3-1のとおりである． 

 
(3) 研究会活動経緯 
太田川生態工学研究会のフローを図1.4.3-2に，活
動状況（写真）を図1.4.3-3に，検討経緯を表1.4.3-3，
表1.4.3-4に示す． 
太田川生態工学研究会は，第 1期の平成 16年度か
ら平成 20年度までの 5年間,太田川放水路の汽水域・
干潟環境の実態把握・機能評価を主な目的とした活動
を実施してきており，各ワーキンググループで進めて
いる研究の計画，成果を共有するための研究会を年に
2回程度開催するとともに，平成 18年度からは，中国
地方整備局職員や一般を対象とした研究発表会を年 1
回開催した． 
平成 20年度には過去 5年間の研究成果を「太田川
放水路における生態工学研究 －太田川生態工学研究
会 中間とりまとめ－ 平成 21年 3月 太田川生態
工学研究会」にとりまとめた． 
平成 21 年度からは新たに，将来の緊急河川敷道路
の整備に伴う環境保全措置（図 1.4.2-3）を視野に入

れた実証実験（干潟再生試験）として，第 1期研究成
果で得られた知見を新たに創出される干潟環境に対し
て検証するとともに，干潟を造成するというインパク
トに対する環境変化（レスポンス）を把握することを
主な目的とした第 2期の研究会活動を開始した．平成
21 年度は干潟再生試験区施工前のモニタリング調査
を行い，年度末（平成 22年 3月 1日）に干潟再生試
験区が完成した．平成 22 年度から干潟再生試験区施
工後のモニタリング調査を実施している． 
モニタリング調査結果を踏まえ，干潟造成による物
理環境・生態系への効果・影響の評価を行い，平成 24
年度には，第 2期研究会成果として，本書「太田川放
水路河口干潟における生態工学研究 －太田川生態工
学研究会 報告書－ 平成25年2月 太田川生態工学
研究会」をとりまとめるに至った． 
 

図1.4.3-2 太田川生態工学研究会のフロー 

干潟環境保全・再生措置の検討
・干潟再生試験の検討（明らかにしたい事項⇔試験区デザイン）
・評価の考え方の整理（モデルとなる自然干潟、対照区の設定）

太田川放水路の汽水域・干潟環境の実態把握・機能
評価 ・干潟の形成・維持と機能の把握

・干潟・河口域特有の生態系
・人の利用の場としての機能 等
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目指すべき方向性
・より良い干潟環境の
保全・再生
・緊急用河川敷道路の
整備に伴う代償措置

太田川放水路河口干潟における生態工学研究 とりまとめ
・各専門分野の河口干潟保全・再生に関する研究成果
・太田川放水路における河口干潟造成に向けた考え方
・今後の研究課題

タイドプー
ルの形成

出水・潮汐
による撹乱

盛土の
出現

捨石の
出現

etc

試験区に生じるインパクト
干潟再生試験区造成（H22.3）

次年度

研究成果の検証のための干潟再生試験の提案

「干潟再生実証実
験WG」による検討

より良い干潟環境の保全・再生 他河川の河口干潟への展開

研究成果の更新・河川管理へ反映

干潟造成による効果・影響の評価
・各専門分野による干潟環境のレスポンスの評価
・各専門分野の関連性を踏まえた干潟環境全体の総合的な評価
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表1.4.3-1 太田川生態工学研究会のメンバー構成 

WG 
学識委員 研究協力者 

氏 名 所   属 氏 名 所   属 
物質 
収支 

福岡 捷二 中央大学 
研究開発機構 教授 

川西 澄
 
日比野 忠史 
中下 慎也 
後藤 岳久 

広島大学大学院工学研究科 
社会環境システム専攻 准教授 
同上 准教授 
同上 助教 
中央大学研究開発機構 助教 

（旧ﾒﾝﾊﾞｰ）
駒井 克昭 前 広島大学大学院工学研究科 

社会環境システム専攻 助教 
物理 
環境 

藤田 光一 国土技術政策総合研究所
河川研究部 部長 

岩見 洋一 
 
中村 圭吾 
望月 貴文 

国土技術政策総合研究所 
河川環境研究室 室長 
同上 主任研究官 
同上 研究官 

（旧ﾒﾝﾊﾞｰ）
天野 邦彦 
 
大沼 克弘 

 
前 国土技術政策総合研究所 
河川環境研究室 室長 
前 同上 主任研究官 

水質 
 

清家 泰 島根大学 
総合理工学部 教授 

鮎川 和泰
 
菅原 庄吾 

島根大学
総合理工学研究科 
同上 

干潟 
水質 

岡田 光正 放送大学 教授 
（広島大学 名誉教授） 

西嶋 渉
中野 陽一 
 
中井 智司 

広島大学環境安全センター 教授
宇部工業高等専門学校 
准教授 
広島大学大学院工学研究科 
准教授 

底生 
生物 

今林 博道 広島大学大学院 
生物圏科学研究科 教授 

斉藤 英俊 広島大学大学院 
生物圏科学研究科 准教授 

水生 
植物 

國井 秀伸 島根大学 
汽水域研究センター 
教授 

荒木 悟 
 

島根大学汽水域研究センター 客員
研究員 

（旧ﾒﾝﾊﾞｰ）
大林 夏湖 
 
程木 義邦 
中山 大介 

前 島根大学汽水域研究センター 
研究員 
前 日本学術振興会特別研究員 
前 島根大学汽水域研究センター 
客員研究員 

陸生 
動物 

鶴崎 展巨 鳥取大学 
地域学部 教授 

亀山 剛 
 
井原 庸 

(株)復建調査設計環境技術部 
(財)広島県環境保健協会生物調査課

付着 
生物 

山元 憲一 水産大学校 
生物生産学科 教授 － － 

 
行政 

行政委員 
氏 名 所   属

草野 愼一 中国地方整備局河川部 河川調査官 
宮川 勇二 中国地方整備局太田川河川事務所 所長 
（旧ﾒﾝﾊﾞｰ） 
船橋 昇治 
河村 賢二 
板屋 英治 
西牧 均 
水野 雅光 
阿部 徹 

 
前 中国地方整備局河川部 河川調査官（在職期間：H16～H19.3） 
前 中国地方整備局河川部 河川調査官（在職期間：H19.4～H21.3） 
前 中国地方整備局河川部 河川調査官（在職期間：H21.4～H23.6） 
前 中国地方整備局太田川河川事務所 所長（在職期間：H16～H17.3） 
前 中国地方整備局太田川河川事務所 所長（在職期間：H17.4～H19.9） 
前 中国地方整備局太田川河川事務所 所長（在職期間：H19.10～H23.3） 
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表1.4.3-2 各ワーキンググループの研究テーマ（平成 24年度） 
WG 研究タイトル 

物質収支 
河口域での有機泥の挙動・物質の輸送と河口干潟の変動・機能・地下
水環境形成機構の把握 

物理環境 河口干潟の物理環境形成機構に関する調査 
水質 水質浄化に果たす干潟及びタイドプールの役割に関する調査研究 

干潟水質 
太田川放水路汽水域における人工干潟の造成に向けた干潟生態系の把
握とその持続性の評価 

底生生物 干潟再生にともなう河口域底生生物および生息環境の時空間的変化 
水生植物 河口域における塩性湿地植物の保全生態学的研究 
陸生動物 人工干潟形成にともなう感潮性陸生動物の出現種と分布の変化 
付着生物 懸濁物の濾過能力に対する塩分濃度の影響 

 

研究発表会の状況（平成 23年度）研究会の状況（第 17回研究会）  

現地視察の状況（第 4回研究会） 現地視察の状況（第 14回研究会）

図1.4.3-3 太田川生態工学研究会の状況 



太田川生態工学研究会 

 28

表1.4.3-3 太田川生態工学研究会の検討経緯（第Ⅰ期） 

年度 活動の概要 備考 

平成 

16年度 

【第 1回研究会開催】(H17/1/12) 
・委員紹介  ・会則承認  ・研究会代表選出 
・太田川放水路の現状確認  ・現地踏査 

【第 2回研究会開催】(H17/3/11) 
・市内派川の現状確認  ・各WG研究計画承認 
・観測データの取り扱いルールの周知 

・研究会設立 

平成 

17年度 

【第 3回研究会開催】(H17/6/1) 
・平成 17年度各WG研究計画承認 

 

（各WGの研究開始） 

【第 4回研究会開催】(H17/12/16) 
・平成 17年度各WG中間成果発表  ・合同現地踏査 
・ヒューホ・コープス博士講演 

・祇園水門における水位観測
と低水流量観測 

平成 

18年度 

【第 5回研究会開催】(H18/6/9) 
・平成 18年度各WG最終成果発表  ・平成 18年度各WG研究計画承認 

【平成 18年度研究発表会開催】(H18/11/10) 
・中国地方整備局職員を対象 

【第 6回研究会開催】(H19/1/31) 
・平成 18年度各WG中間成果発表 
・各WG研究の進捗状況確認  ・WG間の連携のあり方確認 

・己斐橋に水位計と塩分・水
温計を設置 

 

平成 

19年度 

【第 7回研究会開催】(H19/6/13) 
・平成 19年度各WG研究計画承認 ・各WGにおける研究の進め方確認 

【平成 19年度研究発表会開催】(H19/11/13) 
・一般公開(聴講約 70名) 

【第 8回研究会開催】(H20/2/20) 
・平成 19年度各WG中間成果発表  ・研究会の進め方・あり方確認 

・研究データ等を共有するた
めの「太田川情報共有サロ
ン」を開設 

 

平成 

20年度 

【第 9回委員会開催】(H20/6/20) 
・中間成果とりまとめについて協議 ・干潟再生実証実験について協議 

【第 1回干潟再生実証実験WG開催】(H20/8/21) 
・実証実験の実施内容について協議 

【第 2回干潟再生実証実験WG開催】(H20/11/14) 
・実証実験の実施内容について協議  ・現地視察 

【第 3回干潟再生実証実験WG開催】(H21/2/4) 
・実証実験の実施内容について協議 

【第 10回研究会開催】(H20/2/20) 
・中間成果とりまとめについて協議 ・干潟再生実証実験について協議 

【平成 20年度研究発表会開催】【第 11回研究会開催】(H21/3/10) 
・一般公開 

【第 11回研究会開催】(H21/3/10) ※研究発表会後 
・実証実験の実施内容について最終協議 

・「太田川情報共有サロン」の
運営．管理 
・干潟再生実証実験WG開催
・中間報告書とりまとめ 

（各WGの研究終了（第 1期）・中間報告書とりまとめ） 
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表1.4.3-4 太田川生態工学研究会の検討経緯（第Ⅱ期） 
年度 活動の概要 備考 

平成 
21年度 

【第 12回研究会開催】(H21/6/3) 
・平成 21年度各WG研究計画承認 ・現地視察 

 
 

（各WGの研究開始（第Ⅱ期）） 
【平成 21年度研究発表会開催】(H21/12/15) 
・中国地方整備局職員を対象 

・研究会第Ⅱ期（干潟再生実
証実験）開始 

・地上型 3Dレーザー測量デー
タ取得開始 

（干潟再生試験区竣工（H22/3/1）） 

【第 13回研究会開催】(H22/3/8) 
・平成 21年度研究成果報告 ・モニタリングのあり方について協議 

・干潟再生試験区完成 

平成 
22年度 

【第 14回研究会開催】(H22/6/14) 
・平成 22年度各WG研究計画承認 ・現地視察 

【平成 22年度研究発表会開催】(H22/12/8) 
・一般公開 

【第 15回研究会開催】(H23/2/28) 
 ・平成 22年度研究成果報告  ・今後の研究の方向性 

・干潟再生試験区施工後モニ
タリング開始 

平成 
23年度 

【第 16回研究会開催】(H23/7/8) 
・平成 23年度各WG研究計画承認 ・研究成果とりまとめの進め方 

【平成 23年度研究発表会開催】(H23/11/22) 
・一般公開 

【第 17回研究会開催】(H24/2/27) 
 ・平成 23年度研究成果報告  
 ・第二期太田川生態工学研究会 ・ 研究成果とりまとめについて 

・干潟再生試験区施工後モニ
タリング(2年目) 

平成 
24年度 

【第 18回研究会開催】(H24/6/25) 
・研究成果とりまとめについて ・緊急用河川敷道路整備に伴う干潟環境保
全・再生について ・平成 24年度各WG研究計画承認 

【第 19回研究会開催】(H24/9/14) 
 ・研究成果とりまとめについて 

【第 1回研究成果とりまとめワーキング開催】(H24/10/31) 
 ・研究成果とりまとめについて 

【第 2回研究成果とりまとめワーキング開催】(H24/12/7) 
 ・研究成果とりまとめについて 

【第 3回研究成果とりまとめワーキング開催】(H25/1/18) 
 ・研究成果とりまとめについて 

【平成 24年度研究発表会開催】(H25/2/14) 
 ・一般公開 

・干潟再生試験区施工後モニ
タリング(3年目) 
・研究会報告書とりまとめ 

（各WGの研究終了（第Ⅱ期）・研究会報告書とりまとめ） 
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2. 河口干潟の保全・再生に関する研究成果 
2.1 太田川生態工学研究会中間とりまとめ（平成 20年度）の概要と干潟再生試験への展開 
 
2.1.1 太田川生態工学研究会中間とりまとめの概要 
「太田川放水路における生態工学研究 －太田川生
態工学研究会 中間とりまとめ― 平成 21年 3月 太
田川生態工学研究会」では，太田川生態工学研究会にお
ける第 1期（平成 16～20年度の 5年間）の研究テーマ
である，「現状の太田川放水路の汽水域・干潟環境の実態
把握と機能評価」について，個々のワーキンググループ
の研究成果をとりまとめるとともに，第 2 期（平成 21
～24年度の4年間）の研究会活動に向けて，干潟再生試
験（人工干潟の造成）の実施概要を整理した（表2.1.1-1）． 
以下に各ワーキンググループの研究内容の概要を，研
究成果の概要を表2.1.1-2，図2.1.1-1に示す． 

 
(1) 河口域での有機泥の挙動・物質の輸送と河岸干潟の
変動・機能把握 （物質収支WG研究テーマ） 

1) 次世代超音波流速計による放水路分派流量の測定 
太田川放水路の環境・生態系を考える上で，放水路に
流入する太田川分派流量の常時測定は喫緊の課題である．
しかしながら，分派点は非定常性の著しい感潮域にあり，
従来の方法で流量を把握することは困難である．そこで
本研究では，音響トモグラフィー技術を用いて新たに開
発した次世代超音波流速計を祇園大橋の直下流部に設置
して，分派流量の把握について検討し，流量の連続観測
を可能とした． 
2) 放水路及び市内派川の洪水流の流下機構と土砂移動 
太田川では，本川流量 6,000 m3/s を放水路に 4,000 

m3/s，旧太田川に2,000 m3/sを分派するように設計され
た．現在，計画高水流量は改定され，本川流量8,000 m3/s
を放水路に4,500 m3/s，旧太田川に3,500 m3/sを分派さ
せる計画となっており，設計当時とは異なる分派率とな

表2.1.1-1 中間とりまとめの目次構成 
太田川放水路における生態工学研究：太田川生態工学研究会 中間とりまとめ 目次 
    
1章 太田川生態工学研究の概要 

1.1はじめに  1.2研究の目的・体制  1.3太田川の特性  1.4太田川放水路の特性  1.5中間報告書の構成 
2章 河口域での有機泥の挙動・物質の輸送と河岸干潟の変動・機能把握 

2.1序論  2.2次世代超音波流速計による放水路への分派流量測定  2.3放水路及び市内派川の洪水流の流下機構と土砂移動 
2.4放水路における流動形態と流動解析  2.5放水路における塩水遡上の変動特性  2.6放水路における懸濁粒子の輸送特性 
2.7放水路における河口干潟の特性と河川構造物の機能  2.8放水路における河口干潟とデルタ地下での水循環  2.9まとめと課題 

3章 太田川における河口干潟の物理環境の形成に関する研究 
3.1序論  干潟の大局的類型化と類型化した干潟の特性  3.2干潟の変遷と種々のインパクトとの関係   
3.3干潟の形成要因と安定維持に関する考察 3.4直線2タイプの物理環境形成機構の検討に向けた河床変動調査 3.5まとめと課題 

4章 水質浄化に果たす干潟の役割 
4.1序論  4.2太田川放水路の水質特性  4.3干潟の付着藻類による酸素供給能  4.4干潟の窒素浄化能   
4.5水質浄化に果たすタイドプールの役割  4.6まとめと課題 

5章 流動場の変化に対する河口域の河口干潟生態系の応答 
5.1序論  5.2流動場の変化  5.3河口干潟の物理化学的特性  5.4河口干潟の生物学的特性   
5.5増水時のマクロベントスの応答  5.6まとめと課題 

6章 河口域における底生生物群集の多様性および生産機能 
6.1序論  6.2砂泥性・岩礁性生物の生息状況  6.3マガキの分布と環境要因  6.4アサリの分布と環境要因   
6.5河口域における親水性と生物の役割  6.6まとめと課題 

7章 マガキによる懸濁物の濾過能力 
7.1序論  7.2濾過水量の直接・連続測定法  7.3濾過水量に及ぼす塩分低下の影響  7.4濾過水量に及ぼす低酸素の影響 
7.5濾過水量に及ぼす水温の影響  7.6濾過水量に及ぼす懸濁物の影響  7.7マガキの濾過による懸濁物除去量の推測 
7.8まとめと課題 

8章 河口域における塩性湿地植物の保全生態学的研究と河川水中の微細藻類の動態 
8.1序論  8.2GISを利用した太田川放水路河川敷の植物群落分布および過去との比較   
8.3塩性湿地植物群落の立地環境（比高と底質について）  8.4干潟の断面形状と塩生植物の生存・繁殖の関係   
8.5保全遺伝学的観点からみた塩性湿地植物の現状  8.6河川水中の微細藻類の現存量と光合成活性の季節変化  8.7まとめと課題 

9章 塩生植物群落の陸上節足動物群集 
9.1序論  9.2調査方法  9.3太田川放水路の塩生植物群落の昆虫・クモガタ類群集の特性  9.4太田川以外の日本各地の塩生植
物群落の昆虫・クモガタ類群集の特性  9.5塩生植物の植食性昆虫  9.6好塩性陸生節足動物の分布  9.7まとめと課題 

10章 これまでの成果と干潟再生実証実験に向けての課題 
10.1研究成果の概要  10.2干潟再生実証実験に向けての取組み  10.3干潟再生実証実験に向けての課題  10.4干潟再生実証実験 

＜巻末資料＞ 
1.研究会の活動概要  2.太田川生態工学研究会研究発表  3.研究会参考資料   
4.ゲスト講演：ヒューホ・コープス博士 講演録「低地を流れる大河:ライン川における河川管理と環境修復」 
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っている．これまで発生した洪水に対しての分派流量の
観測・把握は，必ずしも十分検討できておらず，河川整
備基本方針で定められた計画高水流量時の分派構造物の
機能，分派流量を把握することが課題となっている．  
 太田川は潮位変動の大きい瀬戸内海に面し，潮位変動
の影響が分派地点まで及ぶため，潮位変動が分派率に及
ぼす影響を十分考慮して検討する必要がある．分派地点
には土砂が堆積しており，洪水時の土砂移動を考慮しな
ければ観測水面形を解とした解析法では分派流量を正し
く把握できない．特に，分派地点は堰の存在や河道の線
形により複雑な流れを呈するため，水深平均流速から底
面せん断力を算定する従来の平面二次元洪水流河床変動
解析では洪水中の河床変動を含めた洪水流の挙動を十分
再現できないことが予想される．そこで本研究では，渦
度方程式から底面流速を算定する非定常非静水圧準三次
元解析法を一般化し，太田川に適用することで観測水面
形の時間変化から洪水時の分派機構・分派流量を把握す
る方法を検討した． 
3) 太田川放水路における流動形態と流動解析 
本研究では，太田川放水路の流動と汽水環境（塩分環
境）について，資料収集・分析を行うと共に流動解析を
実施し，平常時と洪水時の放水路内の流動メカニズムを
検討した． 
4) 放水路における塩水遡上の変動特性 
太田川放水路では今後の河川整備のために，治水上の
問題に加えて河川環境の把握と評価が求められているが，
感潮河川の環境を適切に保全していくためには，時々
刻々大きく変動している塩分と流動を長期にわたって観
測し，様々な時間スケールの変動と変動要因を把握して
おく必要がある． 
本研究では，出水期と平水期における塩分の鉛直分布
の連続観測結果と， ADP（超音波ドップラー流速分布
計）による流速分布の測定結果から，塩水遡上と残差流
（密度流，吹送流）の長期変動特性と変動に対する河川
流量，風，潮差と平均水深の影響を明らかにした． 
5) 放水路における懸濁粒子の輸送特性 
懸濁粒子は干潟の生態系と密接に関係している干潟
の土壌環境に大きな影響を与えていることから，その動
態と輸送過程の解明は重要な課題である． 
本研究では，潮汐による水深変化が大きく，河岸干潟
が発達している太田川放水路において，海水密度，流速，
懸濁粒子濃度分布の連続観測を行うとともに，河岸干潟
上における流速と懸濁粒子濃度を観測し，河川感潮域に
おける浮遊土砂の輸送過程について検討を行った． 
6) 放水路における河口干潟の特性と河川構造物の機能 

太田川では，洪水に伴う土砂輸送による干潟への土砂
堆積や数日間継続する河川水の淡水化等の多大な擾乱を
受けているにもかかわらず，1980年代の干潟地形と現在
の地形を比較しても大きな地形変動は観察されておらず，
大型ベントスの急激な死滅も確認されていない．  
本研究では，安定した地形や生物棲息環境を有する干
潟の形成機構を把握するため，太田川放水路に良好な干
潟環境が形成される機構を明らかにし，豊かな河川環境
を創造する構造物の在り方について検討を行った． 
7) 放水路における河口干潟とデルタ地下での水循環 
太田川デルタの沿岸域においては河川への地下水の
流出入が汽水環境の形成にとって無視できない可能性が
あることから，デルタ沿岸域における，沿岸帯水層と河
川水の水循環の実態を把握する必要がある． 
本研究では，太田川デルタにおける地下水位と水質の
長期観測データに基づいて海面水位と河川水位変動に対
する地下水位の応答を検討し，デルタ地盤の地質特性と
地下水構造の関係を明らかにした．次に，出水期と非出
水期におけるデルタ地盤に蓄えられた地下水位と干潟地
盤内の塩分の長期変動特性について考察を行った．さら
に，大潮と小潮に生じた洪水（高潮）時における河川水
位と地下水位，干潟地盤内塩分の観測結果をもとに，干
潟地盤内での地下水の淡水化，および河岸形状の果たす
役割について検討し，低水期においては河床面での塩分
収支から浸透・湧出速度を推定した． 

 
(2) 太田川における河口干潟の物理環境の形成に関する
研究 （物理環境WG研究テーマ） 
特殊な環境に分布する河川内干潟について，主に生物
学的視点から干潟を捉える研究が活発に進められている．
そうした研究を河川管理に活かすためにも，そもそも干
潟が，なぜその場所に，その形状・高さ・河床材料で分
布，維持されているか等，河川工学的視点で実際の干潟
を捉え，その特性を把握することが重要である．  
本研究では，人工開削河川でありながら河川内干潟が
数多く分布している太田川放水路及び，比較対照として
の旧太田川に分布する干潟を類型化するとともに，その
特性把握を試みた．次に，それらの干潟がどのような変遷を
経て現在の状況に至ったかを整理し，人為的インパクト・自然

インパクトとの関連を明らかにした．以上から，干潟の類型ご

との成立要因について考察した． 

 
(3) 水質浄化に果たす干潟の役割 （水質WG研究テーマ） 
本研究では，太田川放水路の水質環境を理解するため，
干潟の生態系が水質にどのように関わっているのかに着
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目し，広島湾から太田川放水路の上流約 5.5 km地点ま
でを対象に，特に“干潟付着藻類の酸素供給能”及び“干
潟の窒素浄化能（硝化・脱窒）” に焦点をあて検討を行
った． 

 
(4) 流動場の変化に対する河口域の河口干潟生態系の応答
（干潟水質WG研究テーマ） 

旧太田川と太田川放水路の分岐点では太田川放水路側

に祇園水門が設けられており，太田川の水量が一定量以

下であれば水門のゲートを一部開門し維持流量を流すが，

増水した時は水門を開け太田川放水路に流す仕組みにな

っている．大雨が生じた場合，太田川放水路の流動状況は

大きく変動することとなる．そうした流動環境であるにもかか

わらず，太田川放水路河口付近から祇園水門にかけての

汽水域には生物相が豊かな自然干潟が点在している．これ

は，増水によって干潟表面の状態が変動しても，干潟生態

系が自律的に回復し，持続していることを示している．  
本研究では，太田川放水路の汽水域に発達した干潟に
おいて，増水前後における物理化学的特性や生態学的特

性の変化を調査し，増水による干潟への影響を明らかにす

ると共に，その後の自律的回復過程を把握することを試み

た． 

 
(5) 河口域における底生生物群集の多様性および生産機能 
（底生生物WG研究テーマ） 
近年，河川整備計画にともなってコンクリート護岸や
敷石の造成が行われるようになり，汽水域生態系に加わ
った構造物は，様々な岩礁性生物に生息場所を提供して
いることが予想される．しかし，これまで太田川放水路
において，岩礁性生物群集を含めた多様性や生産機能に
ついてほとんど評価されていない． 
本研究では，太田川放水路において従来から存在する
砂泥性生物群集と新たに創出された岩礁性生物群集との
多様性および生産機能を比較することによって，人工改
変が河口域の底生生物群集に及ぼす影響の現状を評価し
た．さらに，「開かれた水辺づくり」というテーマを実現
させるための基礎的知見を得ることを目的として，潮干
狩りや魚釣りなどの親水性と生物の役割を検討した． 

 
(6) マガキによる懸濁物の濾過能力  
（付着生物WG研究テーマ） 
太田川放水路における優占種としては，付着生物では
マガキが上げられる．マガキ(Crassostrea gigas)は同放
水路においても養殖が行われている．このように大量に
現存しているマガキは同放水路における懸濁物を除去し，

河川の浄化に大きく貢献していると考えられる．一方，
このようなマガキの同放水路における生息域およびそこ
での濾過能力は塩分濃度，水温，酸素濃度などの環境要
因の変化によって大きく影響を受けていると考えられる．
また，それらの環境要因は同放水路への河川水の流入に
よって直ちに変化し，干満に伴ってもたえず大きく変化
していると考えられる． 
本研究では，マガキの濾過水量を直接測定し，連続記
録する方法を確立させ，塩分濃度，水温，酸素濃度など
の環境要因の変化がマガキの濾過水量に及ぼす影響を調
べた．合わせて，測定した濾過水量に対して，懸濁物に
よる補正の必要性を検討しておく目的で，餌生物として
一般に知られている珪藻の一種である Chaetoceros 
glacilisを投与して濾過水量の変化を調べた． 

 
(7) 河口域における塩性湿地植物の保全生態学的研究と
河川水中の微細藻類の動態（水生植物WG研究テーマ） 
太田川放水路内の両岸には，フクド・ハマサジ・ハマ
マツナ・ホソバハマアカザ・シオクグなどの，塩生湿地
植物の局所個体群が点在し，フクドとハマサジは環境省
のレッドリストで準絶滅危惧種（NT）（環境省 2007），
シオクグは広島県レッドデータブックで準絶滅危惧種に
指定されている（広島県 2004）．これらの絶滅危惧植
物の多くは，すでに生育地や個体数が減少していると考
えられ，今後これらの種が存続していくためには，生育
場所の確保と遺伝的多様性の保全が必要となる. 
本研究では，保全生態学的な見地から，放水路の干潟
に生育するフクド，ハマサジ，シオクグなどの塩性湿地
植物を対象に，これら植物の水平的・垂直的分布と比高，
底質，塩分，出水による撹乱などの環境因子との関連を
調べ，さらにこれら植物の遺伝的多様性について分析を
行った．塩性湿地植物の調査結果に加えて，これまで調
査例の無かった太田川河川感潮域における河川水中の微
細藻類の現存量および種組成，光合成活性の時空間変化
について分析を行った． 

 
(8) 塩生植物群落の陸上節足動物群集  
（陸生動物WG研究テーマ） 

2005年からの2006年にかけて己斐橋左岸下流側に成
立する塩生植物群落の陸生節足動物群集について予備的
調査の結果，①種数・個体数は乏しいが，満潮時に水面
下に没するような位置の群落でも若干の昆虫がみられ
る;  ②干潟デトライタスに発生限があると思われる双
翅目昆虫は個体数が多い； ③昆虫の種数・個体数はより
水際に近い場所を占めるハママツナやシオクグよりも，
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より陸側に生育するフクド上で多くなる； ④ハムシや鱗
翅目幼虫などの咀嚼型の口器をもつ植食性昆虫が少な
い； ⑤塩生植物群落中にはアリがほぼ完全に欠如する； 
⑥各植物上の昆虫群集には植物種の違いが反映されるが，
捕食者であるクモではそれがない； ⑦クモではアシナガ
グモ科をのぞき造網性のクモの割合が低い，などの興味
深い特性がわかってきた． 

これらの特性が塩生植物群落の一般的特徴であるか
どうかを確認するため，2007年には，日本国内の他地域
の塩生植物群落でも同様の調査を試みた． 
また，2008年には，同様の調査の延長として，太田川
放水路の塩生植物群落における群集の季節的変化と，干
潟の転石などに生息する陸生節足動物や塩生植物群落の
土壌動物相の把握を目指して定期調査を行なった． 

表2.1.1-2 中間とりまとめで整理した第1期研究会の研究成果の概要 
WG 研究テーマ 主な研究成果 

物
質
収
支 

○河口域での物質の輸送と河口
干潟の変動・機能把握 
①次世代超音波流速計による
放水路分派流量の測定 
②放水路及び市内派川の洪水
流の流下機構と土砂移動 
③放水路における流動の三次
元解析モデルの構築と現地
への適用 
④放水路における塩水遡上の
変動特性 
⑤放水路における懸濁粒子の
輸送特性 
⑥放水路における河口干潟の
特性と河川構造物の機能 
⑦放水路における河口干潟と
デルタ地下での水循環 

①新たに開発した次世代超音波流速計により，放水路の物質輸送を考える上で必要不可欠な分派流量の
連続自動観測が可能になった．次世代超音波流速計は流量と同時に断面平均塩分も推定可能である． 
②本研究では，平成17年の大洪水について観測された水面形の時間変化を解とするように，洪水流と河
床変動を一体的に扱い，洪水時の水理量と河床の変動状況を求める方法を開発した． 
③汽水域の淡塩水の流動を予測するための三次元モデルの開発を行った． 
④長期にわたる多点連続観測から，塩水遡上や浮遊土砂・懸濁粒子の輸送に与える主な要因である，潮
差や河川流量，風の影響と影響メカニズムが明らかになった． 
⑤長期的な縦横断方向の浮遊土砂・懸濁粒子の輸送を引き起こすメカニズムが明らかになった．現地機
器観測により,浮遊土砂濃度が一定の周期で変動していること,浮遊土砂は水路中央で巻き上げられて
河岸方向に輸送されることなどを確認した． 
⑥放水路中流域では洪水時に最大60cmを超える土砂堆積と最大4日間継続する河川水の淡水化などの擾
乱を受けるが，1996年の調査開始以降，安定した生物相が形成されている． 
⑦洪水による河川水の淡水化が起こった場合には，低水護岸背面に形成された潮だまり（タイドプール）
やデルタ地盤が起源の地下水の流れが干潟地盤内の環境を速やかに回復する役割を果たしていること
が明らかになった． 

物
理
環
境 

○太田川における河口干潟の物
理環境の形成に関する研究 

・太田川放水路の干潟は3つのタイプ（直線2，直線3，湾曲内岸）に類型化できる． 
・直線 2及び 3 タイプの干潟は高水敷高さが潮間帯に設定されたため，高水敷の河床部分が干潟となっ
たことが要因である． 
・直線3タイプは低水路と干潟の間に護岸構造物が設置され，顕著な侵食・洗掘作用から防がれている． 
・直線 2 タイプは護岸のような措置はとられておらず，基本的な形状特性は維持されているものの，河
道横断方向幅は全体として減少してきている． 

水
質 

○水質浄化に果たす干潟の役割 ・放水路及び干潟間隙水におけるＮＰバランスでは表流水では窒素過剰なのに対し，伏流水では上流側
ではリン過剰になっており，上流部の深い層では脱窒が起こっている可能性が示唆された． 
・水域の窒素浄化である脱窒作用として，有機物が大きな影響因子になっていることがわかった． 

干
潟
水
質 

○流動場の変化に対する河口干
潟生態系の応答とその持続性 

・増水に伴い，干潟表層から土壌が流出することが確認され，その後回復し，ほぼ元通りになることが
認められた． 
・大規模出水に伴いマクロベントス生物量は著しく減少するが，その後回復することが確認された． 
・増水に伴うマクロベントスへの影響は，増水の規模とパターンにより異なることがわかった． 

底
生
生
物 

○河口域における底生生物群集
の多様性および生産性機能 

・太田川放水路における底生生物の砂泥性・岩礁性生物群集の多様性及び生産性は，塩分勾配の影響を
強く受け，両群集とも河口部から上流部にかけて低下傾向にあることでほぼ一致した． 
・河口部付近での調査により，アサリの生残率と成長速度の双方が相対的に大きい生息適地は中央粒径
値が約1mmで含泥率が20%程度であると考えられた． 

付
着
生
物 

○マガキによる懸濁物の濾過能
力の推測 

・太田川放水路の懸濁物除去に寄与していると考えられる二枚貝の濾過能力を把握するための基礎研究
として，マガキを材料とした実験系を構築し，水温，塩分濃度，酸素飽和度等の環境要因と濾過水量
の関係を把握した． 

水
生
植
物 

○河口域における塩性湿地植物
の保全生態学的研究と河川水
中の微細藻類の動態 

・太田川放水路に見られる塩性湿地植物の分布特性（経年変化,環境条件と分布の関係の把握など）を明
らかにした． 
・遺伝子解析の結果,シオクグは河川横断・縦断方向の遺伝的交流がなく,全体として遺伝的多様性が低
下していることを確認した． 
・太田川放水路で見られる微細藻類は，上流から流下してくる淡水由来のもの,潮汐によって遡上する海
産のものであることが確認された．これらは放水路内でしばらくは光合成活性を維持していることを
確認した． 
・放水路内には海草のアマモ，コアマモの生育場所はみられなかった．  

陸
生
動
物 

○塩生植物群落の陸生節足動物
群集 

・陸生節足動物群集の特徴として，植食者では咀嚼型口器の昆虫やハダニが種数・個体数ともに少なく，
その捕食者のアリが少ない．双翅目昆虫（ハエ類）が多く，捕食者の造網性クモが少ないことなどを
確認した． 
・太田川放水路の塩生植物群落の陸生節足動物相は他地域に比べて決して豊かではなく,その要因として
は市街化された地域に孤立していることが考えられた． 
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潮
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の
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を
把
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●
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河
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変
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，
浮
遊
砂
観
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，
干
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の
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調
査
，
河
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調
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を
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し
た
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→
洪
水
流
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土
砂
移
動
に
つ
い
て
精
度
の
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い
解
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が
で
き
る
よ
う
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元
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を
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し
た
．

→
浮
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土
砂
濃
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で
変
動
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で
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上
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岸
方
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送
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れ
て
い
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こ
と
，
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上
流
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向
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が
生
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し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
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な
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た
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(2
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干
潟
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形
成
と
維
持
】
ど
こ
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の
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し
て
干
潟
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す
る
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？

■
干
潟
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区
分
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直
線
２
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３
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岸
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型
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線
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干
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構
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物
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て
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植
物
が
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す
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境
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で
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る
可
能
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示
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さ
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．
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潟
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潮
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．
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潟
表
層
か
ら
土
壌
が
流
出
す
る
が
，
そ
の
後
回
復
し
，
ほ
ぼ
元
通
り
に
な
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
た
．

→
大
規
模
出
水
に
伴
い
マ
ク
ロ
ベ
ン
ト
ス
生
物
量
は
著
し
く
減
少
す
る
が
，
そ
の
後
回
復
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
た
．

■
平
面
2次
元
多
層
干
潟
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築
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潟
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潟
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れ
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．
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把
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岸
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す
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河 川 汽 水 域 の 代 表 的 環 境 要 素

と し て の 干 潟 の 形 成 ・ 維 持 と 機

能 の 把 握

太
田
川
放
水
路
の
干
潟
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落
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.
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.
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．
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節
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．
双
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濾
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濾
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℃
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℃
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れ
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潮
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潟
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光
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．
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潮
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狩
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潮
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．
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湾
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凡
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物
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収
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干
潟
水
質
、
●
水
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物
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潟
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連
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っ
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有
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研
究
会
目
的
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現
状
の
太
田
川
放
水
路
の
汽
水
域
・
干
潟
環
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放
水
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に
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け
る
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の
水
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質
の
流
れ
に
よ
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成
さ
れ
る
干
潟
環
境
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2.1.2 干潟再生試験への展開 
太田川放水路では，河川事業として緊急用河川敷道路
の整備が計画されている．緊急用河川敷道路は，地震災
害等の緊急時の輸送路として不可欠なものであるが，計
画地には貴重な干潟環境が存在しているため（図
2.1.2-1），それらの環境に配慮し治水と利用，環境保全
の両立した河川環境整備・管理が求められている． 
一方，緊急用河川敷道路の既設区間においては，その
前面に形成された地盤高の高い区域に，広島湾域で唯一
のまとまった塩生植物群落が定着し，更にその前面の地
盤高の低い区域に，多様な生物の生息場や水質浄化に寄
与するとされるタイドプールが干潮時に形成しているな
ど，良好な干潟環境が成立している場所が見られる．そ
のような環境を参考にして，緊急用河川敷道路と低水路
をつなぐ干潟環境を創造することで，現状より質の高い
干潟環境を創出し，地域としての干潟の価値を高めるこ
とができる可能性がある． 
第1期の太田川生態工学研究会では，緊急用河川敷道
路の既設区間で成立している良好な干潟環境を含む，現
状の太田川放水路の汽水域・干潟環境の実態把握と機能

評価を行い，研究成果をとりまとめた．第1期研究成果
で得られた知見を今後の干潟環境の保全・再生に活かす
には，新たに創出される干潟環境に対して，物理環境の
安定性や生物の定着条件等について検証するとともに，
河川整備によるインパクトが与えられた際の干潟環境の
変化（レスポンス）を把握，評価する必要があった．  
そのため第 2 期の研究会活動の展開として，「緊急用
河川敷道路の整備とそれに伴う環境保全措置（干潟の保
全・再生）」（図 2.1.2-2）の実施を想定して，実際に太
田川放水路の緊急用河川敷道路整備計画区間に小規模の
人工干潟（干潟再生試験区）を造成し，そこを新たな研
究フィールドとして干潟環境の変化をモニタリングし，
より良い干潟環境の創出に向けた知見を得ることとした．
干潟再生試験での研究成果は，各専門分野の視点から質
の高い干潟環境とするための干潟の設計の考え方に反映
していくものであり，緊急用河川敷道路整備計画区間
（1.7km）に対して，どのような干潟環境を造成し，そ
れらが安定するか，周辺環境にどのような影響を生じう
るかを把握・評価する，今後の検討に繋げていくもので
ある．  

図2.1.2-1 太田川放水路の緊急用河川敷道路整備イメージ 
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図2.1.2-2 太田川水系河川整備計画記載の干潟保全検討イメージ（再掲） 
出典：太田川水系河川整備計画，H23.5 

緊急用河川敷道路の前面にどのような干潟
環境を創出するか？ 
創出した干潟環境は安定するか？  
周辺環境にどのような影響があるか？ 

干潟再生試験により
事前に検討 
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2.2 干潟再生試験の概要 
 
2.2.1 干潟再生試験の目的 
(1) 干潟再生試験の目的 
干潟再生試験は，以下を目的として，太田川放水路内
に「緊急用河川敷道路の整備とそれに伴う環境保全措置
（干潟の保全・再生）」に見立てた干潟（干潟再生試験
区）を造成し，干潟環境の変化をモニタリングしている． 
・第1期研究会で得られた「現状の太田川放水路の汽水
域・干潟環境の実態把握と機能評価」に関する知見に
ついて，干潟環境の保全・再生の視点から検証する． 
・本研究会の目標である「良好な干潟環境の保全・再生
に向けた河川管理への反映」を実現するため，新たな
干潟環境を造成した場合の干潟環境の変化や周辺環
境への影響について把握・評価し，より良い干潟環境
を創出するための知見を得る． 

 
(2) 干潟再生試験で明らかにしたい事項 
干潟再生試験では，より良い干潟環境を創出するため
の知見を得るため，研究会の各ワーキンググループの専
門的な観点から，以下の事項について明らかにする． 
①干潟への浮遊砂等の物質収支及び地形の安定プロセス 
②干潟におけるタイドプールの役割（地下水流動，水質
浄化効果等），河道内構造物（矢板等）のあり方 
③マクロベントスを主とした干潟生態系の出水への応答
及び安定プロセス 

④塩生植物群落が定着するための地盤高・形状，底質等
の条件 
⑤構造物（敷石護岸）の設置や底質改善，地下水流動等
による底生生物相の変化 
⑥干潟創出による副次的な効果（生態系の多様化） 
 干潟再生試験で明らかにしたい事項に対するモニタリ
ングの視点を図2.2.1-1に示す． 

  
2.2.2 干潟再生試験区造成の概要 
(1) 干潟再生実証実験ワーキンググループによる検討経緯 
干潟再生試験区の諸元の検討に当たっては，研究会メ
ンバーのうち，特に干潟環境の再生と関わりのある物理
環境を専門とするメンバーからなる「干潟再生実証実験
ワーキンググループ（表2.2.2-1）」を設置して議論を行
うと共に，その協議結果を踏まえ研究会や生物の専門グ
ループへの聞き取りにより意見収集・集約を行った（表
2.2.2-3）． 
 

 
 

図2.2.1-1 干潟再生試験で明らかにしたい事項（モニタリングの視点） 

緊急道路

堤防

満潮位

干潮位

タ
イ
ド
プ
ー
ル

地下水流れ

塩生植物群落

敷石護岸

■塩生植物群落が定着するための地盤高・形状，底質
等の条件
・各試験区に設定した条件（地盤高・形状，底質）に対
する塩生植物群落の定着状況（●）
・潮汐（干出時間，塩分濃度）や微地形の変化による塩
生植物の生育への影響（●●●）

凡例：●物質収支、●干潟水質、●水質、●底生生物、●付着生物、●水生植物、●陸生動物、●物理環境

【干潟再生試験で明らかにしたい事項】

矢板

■干潟におけるタイドプールの役割，河道内構造物のあり方
・タイドプールによる水質浄化効果（脱窒活性）（●）
・タイドプールや矢板の有無による地下水・水質環境の違い（●●）
・地下水流れの効用を取り入れるための河道内構造物（矢板，敷
石護岸）のあり方（●●）

■干潟創出による副次的な効果（干潟生態系の多様化）
・干潟造成後の底生生物，節足動物の定着状況（●●●）
・植物の定着に伴う節足動物の増加（●● ）

・底生生物の定着に伴う魚類等の餌環境改善（●）

■干潟への浮遊砂等の物質収支及び地形の安定プロセス
・干潟造成に伴う流れ場，浮遊砂輸送の変化（●）
・干潟造成後の物理環境（地形，底質）の変化，安定機構（●）
・干潟造成による周辺河道への影響（●●）

■マクロベントスを主とした干潟生態系の出水への応
答及び安定プロセス
・出水（淡水化，侵食）に対するマクロベントスの変化，
回復過程（●●●）
・マガキ，ムラサキイガイによる懸濁物の濾過能力に
対する塩分濃度の影響（●）

■構造物（敷石護岸）の設置や底質改善，地下
水流動等による底生生物相の変化
・造成干潟周辺の底生生物相の変化（●）
・潮汐（干出時間，塩分濃度）や地下水流れによ
る底生生物の生息への影響、効果（●●）
・敷石護岸による仔稚魚の移動への影響（●）

表2.2.2-1 干潟再生実証実験ＷＧのメンバー 

福岡捷二 中央大学研究開発機構 教授 

日比野忠史 広島大学大学院工学研究科 准教授
藤田光一 国土技術政策総合研究所 

河川環境研究部 環境研究官 

阿部 徹 太田川河川事務所 所長 

今津 勉 太田川河川事務所 計画課長 

※上記メンバーの所属・役職は平成20年度当時 
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1) 第1回干潟再生実証実験ワーキンググループ 
第1回干潟再生実証実験WG（平成20年8月21日開
催）では，干潟再生試験区の目標や場所について議論を
行った． 
干潟再生試験で造成する干潟環境のイメージとして 3
案（表 2.2.2-2）を提示し，協議の結果，より良い干潟
環境を目指す観点から，緊急用河川敷道路予定区間に道

路を模した盛土を行い，その前面にタイドプールを有す
る良好な干潟を創出するイメージ案②を採用した．また，
治水上，施工上の問題を考慮した上で問題がなければ，
塩生植物の定着も視野に入れた地盤高を検討するものと
した．試験区の場所については，現状で干潟が存在し，
砂が堆積傾向にある旭橋下流 0K200～C0K200 を候補
地とした． 

表2.2.2-2 干潟再生試験区で造成する干潟環境イメージ案（第1回干潟再生実証実験WG資料） 

干潟環境イメージ 干潟断面イメージ 
案①：  
緊急用河川敷道路整備計画区間に道路を模した盛
土を行い，その前面に現在ある干潟を復元する． 
 
試験区候補場所：旭橋下流左右岸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案②： 
 緊急用河川敷道路整備計画区間に道路を模した盛
土を行い，その前面に現在ある干潟ではなく，タイ
ドプールを有した良好な干潟を創出する． 
 
試験区候補場所：案①と同じ（旭橋下流左右岸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案③： 
 緊急用河川敷道路既設区間であるが，塩生植物群
落が定着していないなど，良好ではないと思われる
区間に覆砂を行い，多様な干潟機能を修復する． 
 
試験区候補場所：己斐橋旭橋下流右岸 
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2) 第2回干潟再生実証実験ワーキンググループ 
第2回干潟再生実証実験WG（平成 20年 11月14日
開催）では，干潟再生試験区の場所やデザイン，モニタ
リング調査ついて議論を行った． 
 試験区の場所は，緊急用河川敷道路の既設区間を延長
する形で，旭橋（0K200）直下流左岸とした．旭橋の真
下の区間は日光が当たらず塩生植物の生育に適さないこ
とから，緩衝区間（縦断 40m 程度）をとし，その下流
から縦断方向に約100m程度の区間を試験区間として干
潟を造成することとした．試験区のデザインは，タイド
プール，塩生植物群落が形成されている1k400左岸の干

潟断面をモデルとし，塩生植物の定着状況を比較する観
点から，平坦部を設ける急傾斜区と，緩傾斜区の2つの
異なる断面をもつ区域を検討するものとした（図
2.2.2-1）． 
3) 第3回干潟再生実証実験ワーキンググループ 
第 3回干潟再生実証実験WG（平成 21年 2月 4日開
催）では，干潟再生試験区のデザインやモニタリング調
査について議論を行った． 
試験区のデザインは，1k400左岸の干潟断面をモデル
とした斜面区，塩生植物の定着状況を比較できる2パタ
ーンの平坦区（平坦部地盤高：T.P.1.3m, T.P.0.8m）を設
けるものとした（図2.2.2-2）．また，試験区（旭橋）の
上流に，矢板による地下水流動への影響の把握，地盤高
は変えず底質のみを改良した場合の検証を行う対照区の
設置を検討するものとした（その後の協議で，底質を改
良する区域は，旭橋真下の緩衝区間内に地盤高を変えな
い現況高区を設定し，その中に設けることとなった）． 
その後の研究会での議論を経て，現行の試験区のデザ
インが概ね確定した．決定した試験区のデザインは以降
に示す． 0k000

100m

旭橋

40m

既設の緊急用河川敷道路
緊急用河川敷道路部分

緩衝区間
緩衝区間

40m

既設の捨石
40m

20m

（緩傾斜区） （急傾斜区）

干潟再生実証試験区間

流下方向

0k200

図2.2.2-1 干潟再生試験区平面案（第2回WG時点） 

図2.2.2-2 干潟再生試験区平面案（第3回WG時点） 
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表2.2.2-3 干潟再生試験区の諸元の検討に当たっての干潟再生実証実験ＷＧ及び研究会の経緯 
 開催日 議事 決定事項／主要な意見 

第1回 
WG 

H20.8.21 検討資料について（目標等）
実験サイトについて 

・干潟が現存し，砂が堆積傾向にある旭橋下流0k200～C0k200を試験候
補地として，事前調査を行う． 
・造成前と同じ干潟の再生にとどめず，タイドプールの創出や，可能であ
れば塩生植物の定着も視野に入れ，より良い干潟環境を目指す． 
・試験区の平面形や横断形は，実験として必要な規模や施工性，予算，流
下能力等を考慮してイメージを整理した上で，他のワーキンググループ
からも意見を伺い設定する． 

第2回 
WG 

H20.11.14 検討資料について（目標等）
実験スケジュールについて 
実験場所について 
試験区デザインについて 
モニタリング調査について 

・試験区の場所は旭橋（0k200）直下流左岸とする． 
・日照条件が植物の生育に適さない旭橋の真下の区間は徐々に嵩上げする
緩衝区間（縦断40m程度）とし，その下流から試験区間（縦断100m
程度）として干潟を造成する． 
・試験区は，タイドプール，塩生植物群落が形成されている1k400の断面
をモデルとする． 
・塩生植物の定着状況を比較する観点から，平坦部を設ける急傾斜区と，
緩傾斜区の2つの異なる断面をもつ区域を検討する． 
・試験区には様々な条件の区域があって，現場の状況を見ながら徐々に変
えていくという見方でよい．干潟が安定する高さや塩生植物が自生する
高さを見るためにも，干潟の高さを下げることも考慮して，その構造を
再検討する． 

・干潟の前面には敷石護岸を設置し．その前面に砂がつくかを調査したい．
・干潟造成に用いる土砂は，干潟の安定，定着する生物相の面でも重要で
ある．敷石で守られている干潟，守られていない干潟，今回造成する干
潟の土質は比較する必要がある． 

第10回 
研究会 

H20.12.3 実験計画について ・現状の干潟高さを変えず，材料の改善でどの程度効果があるのか検証す
る「対照区」も必要である． 
・試験区デザインは，勾配・平坦部地盤高の2つの条件を何通りか変えた
区域を設けるのがよい．  
・施工後の地形や底質の変化などを見ながら，必要に応じて塩生植物の移
植を検討する． 

第3回 
WG 

H21.2.4 試験区デザインについて 
モニタリング調査について 

・試験区には，1k400の断面をモデルとした「斜面区」，塩生植物の定着
状況を比較できる2パターンの「平坦区」（平坦部地盤高：TP1.3m, 
TP0.8m）を設ける． 
・試験区（旭橋）の上流に，矢板による地下水流動への影響の把握，地盤
高は変えず底質のみを改良した場合の検証を行う「対照区」を設ける．
・試験区には矢板を設置せずに，矢板が設置されている対照区との地下水
流動を比較することで，矢板による地下水環境への影響を把握する． 

第11回 
研究会 

H21.3.10 試験区デザインについて 
モニタリング調査について 

・緩衝区間内に地盤高を変えない現況高区を設け，その中を更に底質を改
良する区域と改良しない区域に分ける．現況高区では，底質改善の効果
や敷石内外での比較を行う． 
・高さの異なるタイドプールの間で水が保持できるように，堤などの工夫
が必要である． 

・斜面区の縦断延長は40mを基本とし，隣り合う平坦区との緩衝区域を設
けられるように調整する． 
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(2) 干潟再生試験の実施場所 
干潟再生試験区の実施場所は，以下の条件から，太田
川水系河川整備計画で緊急用河川敷道路の整備が計画さ
れている太田川放水路左岸の旭橋下流（試験区間：0k050
～0k160，緩衝区間：0k160～0k200）とした（図2.2.2-3）． 
・将来的に緊急用河川敷道路を整備することが計画され
ている区間であることから，試験で得られた知見を実
事業に反映しやすい． 
・現状で干潟が存在しており，地形が安定であることか
ら，造成後の干潟の安定が期待できる． 
・緊急用河川道路敷道路の既設区間から延伸することが
施工上，望ましい． 
・モニタリング調査時のアクセス（駐車，干潟へのアプ
ローチ）が容易である． 
・旭橋の真下は日陰となり塩生植物の生育に適さないた
め，日陰部分は緩衝区間（縦断長約40m）とし，その
下流から試験区間（縦断長約 110m）として干潟を造
成する． 
 
(3) 干潟再生試験区の諸元 
1) 目標とする干潟環境の設定 
干潟再生試験で目標とする干潟環境は，現状で塩生植
物群落が発達しており，タイドプールが形成されている
太田川放水路左岸1k400付近の干潟環境（図2.2.2-4）

とした．ここは，干潟の前面に敷石があることにより地
形が維持されていると考えられ，更に太田川放水路上流
の湾曲区間の出口の内岸側に位置するため，砂の供給・
堆積の多い安定した干潟環境を呈している．後述する試
験区内に設けた斜面区は 1k400 左岸の横断形状を参考
に設定した． 
2) 規模（盛土を施工する区域）：図2.2.2-8（試験区平面） 
干潟の縦断方向の規模は，太田川放水路において塩生
植物群落が成立している規模を参考に縦断方向50ｍ以
上を前提条件とし，事業規模の実現性や地元漁業協同組
合との調整等を踏まえて，延長約100ｍとした． 
横断方向の規模は，流下能力を確認した結果から，延
長約40ｍとした． 
3) 横断形状（各試験区の特徴）：表2.2.2-4（試験区横断） 
干潟の横断形状は，緊急用河川敷道路の高さ
（TP2.0m）以下に設定することを前提として，干潟再
生試験で明らかにしたい事項を踏まえ，干潟の安定性，
タイドプールの創出，塩生植物等の多様な生物環境の定
着の観点から干潟環境の変化を評価できるように，4 つ
の異なる試験区断面形状を設定した．  
① 干潟地形の安定性，タイドプールの観点 
 干潟前面に敷石護岸があることで地形的に安定してお
り，現状で塩生植物群落やタイドプールなどの良好な干
潟環境が成立している太田川放水路左岸 1k400 付近の

図2.2.2-3 干潟再生試験の実験箇所の干潟環境（左岸0k100付近） 

横断形状の変遷（0k000左岸） 

旭橋下流の干潟環境（0k100周辺左岸） 
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干潟形状（図 2.2.2-5）をモデルとした．試験区内に，
1k400断面を模して設定した「斜面区」（0k050～0k100）
を設け，主に干潟地形の安定性と塩生植物群落の定着過
程を把握するものとした．また，以下に示す「平坦区」
には，干潟と敷石護岸がすり付く部分の地盤高を低水位
（LWL）に設定し，タイドプールが形成されることを狙っ
た． 
② 塩生植物群落の観点 
放水路1k200付近の調査結果から，以下の塩生植物群
落が成立する条件が明らかとなっている． 
・T.P.0.4～1.3ｍの斜面部（勾配1/9～1/10程度），T.P.1.3
～1.5mの平坦部に塩生植物群落が成立． 
・平坦部の方が斜面部より芽生えが 1～2 桁ぐらい高く
発生していることから，平坦部の方が種子が流出しに
くい条件になっていると想定． 
以上の知見を踏まえ，塩生植物群落が定着しやすいと
考えられる地盤高T.P.1.3mの平坦部を設けた「平坦区1」
（0k105～0k125），地盤高 T.P.0.8m に下げた平坦部を
設けた「平坦区2」（0k130～0k150）を整備し，種子の
漂着や浸水の条件等が異なる2つの区域を比較検証でき
るものとした． 
③底生生物の観点 
地盤高の変化や敷石の内外による底生生物の定着状
況を比較できるように，現状の干潟地盤高を変えない「現
況高区」（0k150～0k160の河道近傍の10m四方の区間）
を設けた． 
④その他 

 地盤高の異なる区域間で砂が流動するなどの影響を緩
和するため，「斜面区」及び「平坦区1」，「平坦区2」の
間には地盤高を緩傾斜でつないだ緩衝区間（0k100～
0k105，0k125～0k130）を設けた． 
4) 干潟材料 
干潟の造成に用いる材料は，周辺環境への影響に配慮
して，上流から供給される土砂を用いることを基本とし
た．太田川放水路の分派点に位置する祇園水門上流に土
砂が堆積し砂州を形成しているため（図2.2.2-5），その
砂州の土壌を用いた．なお，祇園水門上流砂州と試験区
予定箇所の河床材料の粒度分布を比較した結果，試験区
予定箇所の河床の方が粒径の大きい集団（0.8～2mm：
粗砂）を多く含むものの，代表粒径は同程度であり（D60

で0.4～0.6mm：中砂～粗砂），干潟材料として用いるの
に問題ないことを確認している（図2.2.2-6）． 
土砂の使用に当たっては，植物の残骸を多く含むと考
えられる砂州の表面部分の土壌は除外し，土壌の状態を
均質にするため，採取した土砂は十分に撹拌した上で試
験区に投入した． 
また，底生生物の生息環境の改善に資する知見を得る
ため，上記の現状の干潟地盤高を変えない「現況高区」
の中に，底質を改良（河床材料の入れ替え）する「底質
処理区」，底質を変えない「底質未処理区」を設けた．改
良する底質の条件は，潮干狩りが行われアサリが豊富に
確認されている放水路右岸 C3k000 付近の底質の条件
（中央粒径で1mm）を参考とした． 

緊急用河川敷道路(既設) 

-3

-2

-1

0

1

2

3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

横断距離 [m]

標
高
 [
m
]

2011
2006
2005
2002
1994
1986
1972

敷石 敷石前面に砂が堆積 

塩生植物群落が定着（地盤高TP0.4m～1.5m） 

横断形状の変遷（1k400左岸） 

図2.2.2-4 目標とする干潟環境（左岸1k400 付近） 

位置図・干潟環境の状況 

旭
橋 

庚
午
橋 

新
己
斐
橋 

己
斐
橋 

1k 
2k 

C1k 0k C2k C3k 

干潟再生 
試験区 

目標とする 
自然干潟 



2.2 干潟再生試験の概要 

 43

 
 
 
 
 
 
 
図2.2.2-5 干潟再生試験区に用いる土砂の採取場所 

 
 
 
 
 
１ 

 
図2.2.2-6 干潟再生試験区に用いる土砂の粒度分布 

 
5) 附帯構造物 
干潟の安定性を確保しタイドプールの形成を狙って，
干潟再生試験区の周囲には捨石護岸を設置した．また，
砂の流出を防ぐため，捨石護岸と投入する土砂の間に透
水性の高い流出防止マット（ジオテキスタイル）を敷き
詰めて施工した． 
6) 対照区の設定（図2.2.2-7） 
干潟造成による影響を適切に評価するため，試験区直
上流の既設の緊急用河川敷道路の前面の干潟を「対照区」
（0k270左岸）として位置づけた．対照区は盛土が行わ
れていないため，盛土を行っている試験区の干潟環境と

比較することで，緊急用河川敷道路の前面に干潟を創出
するに当たって，盛土の有無（地盤高の違い）による干
潟環境の違いを評価することができる． 
また，対照区には緊急用河川敷道路の整備に伴い矢板
が設置されていることから，矢板による地下水流動への
影響を評価するため，試験区には矢板を施工しないもの
とした．矢板深さが浅く，タイドプールが形成され，良
好な地下水環境を呈している1k800左岸と，矢板深さが
深く，タイドプールが形成されていない対照区，矢板を
設置せずに，タイドプールの形成を期待して地盤高を設
定した試験区の地下水流動を比較することで，地下水流
動を促す河道内構造物（矢板等）のあり方を検討するも
のとした． 
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表2.2.2-4 干潟再生試験区の各区域の特徴 

区域 距離
標 特徴 

斜面区 

 
 
 
 
 
 
 
0k050 
 ～ 
0k100 

・敷石護岸により地形的に安定している1k400左岸を模倣した形状を創出し，自然状態の変化を検証
する試験区． 
・タイドプールは造成せず，自然の変化にまかせる． 
・干潟の安定性や塩生植物の定着過程に着目する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平
坦
区 

平坦
区1 

 
 
 
 
 
 
 
0k105 
 ～ 
0k125 

・塩生植物群落が定着しやすいと考えられる地盤高T.P. 1.3mの平坦部を設ける試験区． 
・干潟と敷石護岸のすり付け部に，タイドプールを創出する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平坦
区2 

 
 
 
 
 
 
 
0k130 
 ～ 
0k150 

・地盤高T.P. 0.8mの平坦部を設け，平坦区 1とは種子の漂着や浸水の条件等の違いによる塩生植物
の定着状況を比較する試験区． 
・干潟と敷石護岸のすり付け部に，タイドプールを創出する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現
況
高
区 

 
 
底質
処理
区 
 

 
 
0k150 
 ～ 
0k155 
 

・盛土は行わず現状の干潟地盤高を維持する試験区．
・底生生物の生息環境の改善の観点から，アサリが定着しやすいと考えられる底質に入れ替える． 
・構造物（敷石）や底質改善による底生生物相の変化に着目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

未処
理区 
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 ～ 
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2.2.3 干潟再生試験区の施工後の状況 
 干潟再生試験区は，平成22年3月1日に竣工した（図
2.2.3-1）．以下に試験区施工直後に実施した横断測量（出
来高確認）及び粒度分布調査の結果を示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.2.3-1 造成直後の干潟再生試験区（H22.3.1） 

 
(1) 横断測量 
試験区施工直後の横断測量は，平成 22年 3月 1日に
実施した．試験区上 20m ピッチで測線を設定し，各側
線上の勾配変化点のみを計測し，設計値に対する出来高
を確認した． 

 測量の結果（図 2.2.3-2），設計値と出来高の差異は
10cm以内であることを確認した． 
(2) 粒度分布調査 
試験区施工直後の粒度分布調査は，平成 22年 3月 2
日にサンプル採取を行った．試験区の全体的な粒度の状
況を確認するために，各試験区上（斜面区，平坦区 1，
平坦区2，現況高区（底質処理区，底質未処理区））で2
箇所ずつ，計10箇所で実施した（図2.2.3-3）． 
 調査の結果（図2.2.3-4），試験区施工直後の表層の状
態とは，ほぼ均質の砂（D60：0.57～0.65mm程度）で敷
き詰められていることを確認した．なお，No.8地点は底
質処理区にあたるため，他の地点に比べて，D60が0.1mm
程度小さい． 
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図2.2.3-4 干潟再生試験区施工直後（H22.3.2）の粒度分布調査結果 
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2.2.4 干潟再生試験のモニタリング調査 
干潟再生試験で明らかにしたい事項に着目して，干潟
造成後の環境変化を把握・評価するため，試験区施工前
後でモニタリング調査を実施した． 
モニタリングに当たっては，試験区内のそれぞれの区
域（斜面区，平坦区，現況高区）の特徴に応じて調査結
果を比較する観点に加えて，干潟再生の目標と考えた
1k400 左岸周辺の干潟環境（自然干潟），干潟造成の有
無や矢板の有無による違いを比較できる試験区直上流の
0k270周辺の干潟環境（対照区）も主要な調査箇所とし
て設定し（図 2.2.4.-1），それらの調査結果を適切に比
較することで，干潟造成によるインパクトや日々の潮汐，
出水による影響に対する環境変化を明らかにすることに
も着目した． 
第2期研究会におけるモニタリング調査の位置図を図
2.2.4-2に示す．調査項目によっては試験区，自然干潟，
対照区以外にも，放水路全域で実施した．干潟再生試験
区以外の調査地点の設定状況は以下のとおりである． 

 
・物質収支WGは放水路全体の水・物質循環を把握す
るため，放水路全域で水位や沈降物等を調査すると
ともに，市内派川を含めた洪水流・河床変動解析や，
分派点付近での流量測定を実施した． 
・物理環境 WG は，干潟の地形・材料の変化過程の実態を

捉えるため，試験区上下流を含む河口干潟において河床変

動調査，材料調査等を実施した． 
・干潟水質WG，底生生物WG，水生植物WG，陸生
動物WGは，試験区での生物環境の変化を比較評価
するため，試験区上下流を含む生物調査を実施した． 

旭橋 

新己斐橋 

己斐橋 

 

対照区（0k270付近） 

 

0k 

 1k 

庚午橋 

C1k 0 0.5 km 

図2.2.4-1 干潟再生試験に係る主要なモニタリング箇所 

自然干潟（1k400付近） 

干潟再生試験区（0k100付近） 
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図2.2.4-2 太田川生態工学研究会 第2期（平成21年度～24年度）調査サイト位置
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2.2.5 干潟再生試験区の変化の概況 
(1) 干潟表層の変化の概況 
干潟再生試験区施工後（平成 22年 3月 1日～）の流
況として，図2.2.5-1に矢口第一観測所（分派前）にお
ける流量を示す．試験区施工後 3ヶ月目（平成 22年 5
月24日），4ヶ月目（平成22年6月27日）に小規模な
洪水が続いた後，施工後7ヶ月目（平成22年7月14日）
に比較的大きな出水（分派点の上流の流量で約
4,200m3/s）を経験している．その後は，分派点の上流の
流量で1,000m3/s未満の洪水のみで大きな洪水は発生し
ていない． 
また試験区完成以降，定期的に撮影している写真（巻
末資料 2）によると，施工直後はほぼ均質の状態であっ
た表層材料は，施工後 1ヶ月目（平成 22年 4月 1日）
には干潟形状に応じて礫の分布が現れるようになり，施
工後2ヶ月目（平成22年4月29日）には勾配変化点よ
り堤防側で帯状の砂の堆積（バーム）が形成し始めるな
ど，日々の潮汐による変化が見られる．小規模な洪水が
続いた施工後3ヶ月目（平成22年6月2日），4ヶ月目
（平成22年6月28日）では表層に大きな変化は見られ
ないものの，試験区間の高低差がならされている状況が
現地で確認された．施工後5ヶ月目に発生した洪水後（平

成22年7月26日）はバームが消失し礫分の露出が顕著
になるが，その1ヵ月後（平成22年9月26日）にはバ
ームが再生し，出水前の状況に戻りつつある．なお，平
坦区の斜面部から敷石護岸へすり付く部分にタイドプー
ルが創出されることを狙って地盤高の低い箇所を設けて
いたが，土砂が堆積したためタイドプールは形成されて
いない．その後は大きな洪水はなく，バームが堤防側に
移動するなどの微小な変化は見られるものの，概ね安定
している状況が概観できる． 
生物の観点では，試験区施工後2年目以降の春期から
秋期にかけて塩生植物の生育が見られ，敷石の存在やバ
ーム，平坦区の平坦部に形成された水たまりなどに依存
して分布している（本書2.8.5を参照）．また，カニ類の
種類も年々多様になっており，表層材料の分布に応じて
生息している様子が現地で確認されている（本書 2.9.4
を参照）． 

 
 
 
 
 

図2.2.5-1 干潟再生試験区の完成以降の流況（矢口第一：分派前）及び干潟表層の経年変化 
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(2) 地形の変化の概況 
干潟再生試験区では，定期的に地形調査（横断測量，
レーザー測量）を実施しており，ここではレーザー測量
による地形の変化の概況を示す（横断測量結果について
は，本書2.4.4を参照）． 
 図2.2.5-2，図2.2.5-3に，試験区施工以降 3回（平
成22年6月24日，平成23年7月15日，平成24年7
月 19 日）実施したレーザー測量結果の地盤高の差分に
より算定した地形変化量コンターを，表 2.2.5-1，表
2.2.5-2に各区域の地形変化量の集計値を示す． 
試験区全体としての侵食量は，施工後4ヶ月にあたる
平成22年6月24日から平成23年7月15日までの約1
年間（以下，“1年目”と記載）で235m3，（単位面積あ
たり5cmの河床低下），その後の平成23年7月15日ま
での約1年間（以下，“2年目”と記載）で16m3（単位
面積あたり0.3cmの河床低下）と，近年では変化量が小
さくなっている．なお，1 年目の変化量には，平成 22
年7月洪水の影響が含まれるため，洪水による侵食量が
大きい． 
区域毎の変化量を見ると，1 年目の変化は，平坦区 2
の斜面部で侵食量が大きく（単位面積あたり 15cmの河
床低下），特に護岸背面や勾配変化点周辺での侵食が顕著
である．河道側の地盤高が低く冠水頻度の高い斜面部は，
全体的に侵食傾向にあり．表面の砂が流出し礫が露出し
ている状況が定期写真撮影結果からも確認できる．一方，
地盤高の高い斜面区の平坦（緩傾斜）部では帯状の堆積
（バーム）が見られ，全体として微堆積傾向にある（単
位面積あたり 1cmの堆積）．また，2年目は各区全体的
に変化量が小さくなり，斜面区や平坦区1の平坦部の帯
状の堆積が発達して堤防側に移動している． 
このように，試験区施工から 1 年目の変化（平成 22
年7月洪水含む）で試験区の地形は大きく変化（侵食）
するが，その後は大きな洪水が発生していないことから，
局所的に微小な変化が見られるものの全体的な地形の変
化としては概ね安定に向かっている状況が伺える． 

 
(3) 底質の変化の概況 
干潟再生試験区では，施工前後で定期的（夏季，冬季
の年2回）に干潟表層の底質調査（粒度組成，化学成分）
を定点（測線0k000，0k075，0k270上，堤防小段（及
び河川敷護岸）法尻から15m）で実施しており，ここで
は試験区の上下流を含む定点における干潟表層の底質の
変化の概況を示す（試験区における河床材料の全体的な
変化については，本書2.4.4を参照）． 

 

①粒度組成 
図 2.2.5-4，表 2.2.5-3に，干潟再生試験区及び上下
流における河床材料（干潟表層）の粒度組成の経年変化
を示す． 
試験区（0k075）の粒度組成は，試験区施工前後で代
表粒径は同程度（D60＝0.6mm）であるが，施工前に比
べて礫分の多い土砂が投入されている．平成 22年 7月
洪水後に粗粒化（D60＝0.79mm）するが，その後は洪水
前の状態（D60＝0.6mm）に近づき，大きな変化は見ら
れない． 
一方，試験区下流（0k000）の粒度組成は，平成 22
年 7月洪水前に代表粒径が 0.6mm程度であったのが，
洪水後に細粒化（D60＝0.37mm）し，その後は洪水前の
状態（D60＝0.58mm）に近づき，季節的に微小に変動し
ている．平成 22 年 7月洪水前後で，試験区（0k075）
の砂分の割合が減少して，試験区下流（0k000）で増加
していること，出水期にあたる夏季に試験区下流
（0k000）の代表粒径が微小に細粒化していることから，
試験区から流出した砂が下流に堆積している可能性が示
唆される． 
対照区（0k270）の粒度組成は，季節的に変動してお
り，試験区やその下流に比べて変動幅（D60＝0.65～
0.74mm）は大きい． 

 
②化学成分 
図 2.2.5-5，図 2.2.5-6に，干潟再生試験区及び上下
流における河床材料（干潟表層）の化学成分の経年変化
を示す． 
試験区（0k075）の河床材料の化学成分は，施工前後
で変化しており，pH，含水率の減少は，地盤高が高くな
ったことによると考えられる．また，干潟造成から間も
ないことから，生物環境が定着していないことが，酸化
還元電位（酸化状態（+）は，微生物・細菌が少なく，
有機物分解も少ないこと示す）やクロロフィル a（藻類
や植物の生育と関係）の変化に見られる． 
試験区の河床材料の化学成分は，全体的に特異な値は
示しておらず，上下流と同様に季節的に変動しながら，
試験区施工前の状態に近づく傾向にある． 
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侵食

堆積

斜面区平坦部（緩傾斜） 平坦区1平坦部 平坦区2平坦部

斜面区斜面部 平坦区1斜面部 平坦区2斜面部

現況高区

盛土部

侵食

堆積

斜面区平坦部（緩傾斜） 平坦区1平坦部 平坦区2平坦部

斜面区斜面部 平坦区1斜面部 平坦区2斜面部

現況高区

盛土部

表2.2.5-1 干潟再生試験区の地形変化量（1年目：平成22年6月24日～平成23年7月15日） 

  
斜面区 平坦区1※ 平坦区2※ 

盛土部 現況高区 合計 
平坦部 斜面部 平坦部 斜面部 平坦部 斜面部 

面積[m2] 750 1250 575 425 575 425 280 120 4400 

変化量
[m3] 

堆積量 21.7 6.6 8.2 0.3 5.6 0.9 2.1 3.9 49.3 
侵食量 -12.6 -94.8 -25.7 -39.8 -32.2 -64.7 -12.2 -1.8 -283.8 
合計 9.1 -88.2 -17.5 -39.5 -26.6 -63.8 -10.1 2.1 -234.5 

単位面積あたりの
変化量[m3/m2] 

0.01  -0.07  -0.03  -0.09  -0.05  -0.15  -0.04  0.02  -0.05  

※下流側の緩衝区域を含む 

表2.2.5-2 干潟再生試験区の地形変化量（2年目：平成23年7月15日～平成24年7月19日） 
  
 

斜面区 平坦区1※ 平坦区2※ 盛土部 
 

現況高区 
 

合計 
平坦部 斜面部 平坦部 斜面部 平坦部 斜面部 

面積[m2] 750 1250 575 425 575 425 280 120 4400 
変化量
[m3] 
 

堆積量 9.8 3.5 16.9 6.7 7.7 7.2 3.5 5.5 60.8 
侵食量 -22.1 -31.8 -5.1 -2.1 -4.2 -7.4 -3.8 -0.7 -77.2 
合計 -12.3 -28.3 11.8 4.6 3.5 -0.2 -0.3 4.8 -16.4 

単位面積あたりの
変化量[m3/m2] -0.02  -0.02  0.02  0.01  0.01  0.00  0.00  0.04  -0.003  

※下流側の緩衝区域を含む 

図2.2.5-2 干潟再生試験区の地形変化量コンター（1年目：平成22年6月24日～平成23年7月15日） 

図2.2.5-3 干潟再生試験区の地形変化量コンター（2年目：平成23年7月15日～平成24年7月19日） 
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表2.2.5-3 干潟再生試験区及び上下流の底質調査結果（代表粒径の経年変化） 

調査年月日 
代表粒径（60%粒径） 

試験区下流 
（0k000） 

試験区 
（0k075） 

対照区 
（0k270） 

H21.7.22(試験区施工前) 0.62mm 0.60mm － 

H21.12.7(試験区施工前) 0.60mm 0.54mm － 

H22.3.3（試験区施工直後） － 0.60mm － 

H22.7.26（施工後5ヶ月 ※出水後） 0.37mm 0.79mm 0.73mm 

H22.12.10（施工後9ヶ月） 0.58mm 0.60mm 0.72mm 

H23.7.29（施工後1年5ヶ月） 0.57mm 0.57mm 0.65mm 

H23.12.15（施工後1年9ヶ月） 0.59mm 0.60mm 0.74mm 

H24.7.31（施工後2年5ヶ月） 0.55mm 0.60mm 0.59mm 

H24.12.3（施工後2年9ヶ月） 0.60mm 0.60mm 0.55mm 

試験区下流（0k000） 試験区（0k750） 

対照区（0k270） 

図2.2.5-4 干潟再生試験区及び上下流の底質調査結果（粒度組成の経年変化） 

0k000 

旭 橋 

15m 

0k270 

0k075 

15m 

15m 

 底質調査位置 

干潟再生試験区 

調査位置 

H22.3試験区施工 
H22.7洪水 

H22.3試験区施工 
H22.7洪水 

H22.3試験区施工 
H22.7洪水 

未測定 

中礫（4.75～19mm）

細礫（2～4.75mm）

粗砂（0.85～2mm）

中砂（0.25～0.85mm）

細砂（0.075～0.25mm）

シルト・粘土（～0.075mm）

※粒径区分は土質工学の区分を採用 
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図 2.2.5-5 干潟再生試験区及び上下流の底質調査結果（化学成分の経年変化）(1/2) 
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図 2.2.5-6 干潟再生試験区及び上下流の底質調査結果（化学成分の経年変化）(2/2) 
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2.3 河口域での物質の輸送と河口干潟の変動に関する研究  

福岡捷二 1・川西 澄 2・日比野忠史 2・中下慎也 2・後藤岳久 1 
1 中央大学 研究開発機構 
2 広島大学大学院 工学研究科 社会環境システム専攻 

 

 
2.3.1 序論 
(1) 太田川放水路における塩分分布と塩水遡上および
潮流と浮遊土砂輸送特性 
太田川放水路の河口における最大潮差は4 mと大き
く，放水路内の平均水深と潮差が同程度であることに
加え，放水路上流端に位置する祇園水門の操作によっ
て流入する淡水流量が大きく変化するため，放水路内
の流れ場と塩分場は著しい非定常性を示す．大きな潮
差によって，太田川放水路の河岸沿いには良好な干潟
が形成されており，中流域にはフクド，ハマサジなど
の塩生植物の群落がみられる． 
治水上の問題に加えて感潮河川の環境を適切に保全
していくためには，時々刻々大きく変動している塩分
と流動を長期にわたって観測し，様々な時間スケール
の変動と変動要因を把握しておく必要がある． 
本研究では，放水路と旧太田川の分派点が感潮域に
あるため不明であった，放水路分派流量を新たに開発
した計測システムで連続モニタリングするとともに，
放水路内の多点で計測した流速と塩分データから，塩
水遡上と残差流（密度流，吹送流）の変動特性と変動
に対する河川流量，風，潮差と平均水深の影響を明ら
かにする． 
また，懸濁粒子は干潟の生態系と密接に関係してい
る干潟の土壌環境に大きな影響を与えていることから，
懸濁粒子の動態と輸送過程の解明は重要な課題と考え
られる．そこで，塩分，流速とともに浮遊土砂濃度の
連続観測を行うとともに，河岸干潟上における流速と
浮遊土砂濃度を観測し，河川感潮域における浮遊土砂
の輸送過程を把握する．河川感潮域における物質輸送
を考える上で，上げ潮と下げ潮流速の大きさの違い（流
速の非対称性）が重要となる．密度成層強度が上げ潮
期と下げ潮期で異なっていると，上げ潮と下げ潮流速
の鉛直分布形に差が生じる．この流速分布の違いは浮
遊土砂の輸送に大きな影響を与えると考えられること
から，河川流量とともに密度成層強度の変動特性を考
察し，放水路の浮遊土砂輸送過程を明らかにする． 
 (2) 太田川デルタ河川網の洪水流と河床変動および 
放水路の干潟形状の洪水流による変化 

太田川は下流域においてデルタを形成し，太田川放
水路と 5 つの市内派川（旧太田川，天満川，元安川，
京橋川，猿猴川）に分派し，潮位変動の大きい広島湾
に流入している．このような河口デルタ上の流路網に
ついて，それぞれの河道の流れと河床変動を明らかに
し，本川・派川の洪水流量配分を把握することは，太
田川デルタの治水と汽水域の生態環境を把握する上で
重要である． 太田川デルタ河川の河岸沿いには，干潟
が多く形成されており，汽水生物の貴重な生息・生育・
繁殖の場となっている．太田川放水路はハマサジやフ
クドなどの塩生植物群落が広島湾域で唯一まとまって
形成され，アサリやヤマトシジミなどの潮干狩りの場
所にもなっている．一方，太田川放水路では，災害時
の物資輸送を担う緊急用河川敷道路を河岸沿いに整備
する計画があり，治水と干潟環境の保全を両立させた
河川整備が求められている．河口干潟の環境を理解し，
干潟を保全・再生するためには洪水中の流れと河床変
動を把握することが不可欠である． 
これまで河川流路網における洪水流解析については，
一次元解析を用いた研究が多く行われてきた．例えば，
伊藤(1970)，岩佐ら(1976)が一次元定常流解析に基づ
き検討している．金本・常松ら(1992)は河川流路網に
おける洪水流の非定常一次元解析を構築し，太田川の
デルタ河川に適用している．海外のデルタ河川につい
ては，デルタの発達に関する研究が多く行われている．
以上の研究では，複雑な河川流路網において水位等の
観測点が少なく，流路網の流れを代表する水理量が観
測されていないため，流路網における平均的な流れと
河床変動を説明する解析方法になっているとは言い難
い．福岡は，洪水中の水面形の時間変化には，洪水の
非定常性，河道・河床形状，河床変動，植生の挙動，
分合流の影響等が積分された形で現れていることに注
目し，観測水面形の時系列データを用いて洪水流・河
床変動解析を行うことにより，種々の条件に対して河
道の抵抗分布，洪水中の流れと河床変動を評価し，洪
水流量ハイドログラフ等河川管理に必要な諸量が得ら
れることを示してきた（福岡ら 2004, 福岡 2005）．低
平地における河川網では，それぞれの河川における水
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位等の流れの状態が互いに影響しあう．このため，観
測水面形時系列をどのような手順で再現し，流量配分
を決定するかの判断が必要である． 
本研究の目的は，第一に，経年的な河床形状や洪水
流，河床材料のデータから，太田川デルタ河川網の洪
水流とそれに応じた河床変動の特徴を把握し，デルタ
河川網における水面形時系列観測値を用いた洪水流・
河床変動解析法を構築し，各河川の洪水流量配分や洪
水中の河床変動を把握する．第二に，太田川放水路に
おける現存の河岸沿い干潟の形状が経年的にどのよう
に変化し，さらに今後どのような変化をしていくのか
について，実測データと上述の解析法を用いて検討す
る．そして，今後緊急用河川敷道路を整備する区間に
おいて，現存干潟を保全していくための考え方を示す． 
(3) 太田川放水路における干潟環境の形成 
太田川は太田川デルタの扇頂で放水路と 5本の市内
派川に分派している．広島湾における潮差は大潮期に
は約 4 m，小潮期にも約 2 mあり，放水路では満潮時
に海水が河口から 10 km 上流の分派域を越えて遡上
している（日比野ら，2006a）．この潮差とデルタ地形
の緩やかな河床勾配によって放水路には砂質干潟が発
達している．放水路は 1967年の構築から約 45年を経
て，現在では自然干潟としての機能を十分に有してお
り，海域から汽水域に生息する底生生物が多く生息し
ている． 
デルタ河口干潟の生態環境（底質環境，水質環境，
生物生息環境）を形成する重要な要因として，水温や
塩分だけでなく，海水の遡上形態，干潟に輸送される
有機泥の性状（長戸ら，2007），干潟に繁茂する藻類
の種類や出現量（工藤ら，2003），河川流量，地下水
流れ（Burnett et al, 2003, Dale et al, 2007, トウら，
2008）等が挙げられる．特に，太田川放水路に流入す
る淡水流量は祇園水門（放水路）と大芝水門（市内派
川）によって制御されており，平水時には計画上，概
ね放水路へ 1割，市内派川に 9割が分派されているが，
洪水時（矢口第一地点（分派前）の流量が約 400m 3/s
以上）には祇園水門が開放され，放水路への流出量が
急激に増大する．太田川では 1980 年代から矢口第一
地点のピーク流量が 1000 m3/sを超える洪水を 25回
以上経験しており，特に 2005年には 7200 m3/sの既
往最大の洪水を経験した．放水路は洪水に伴う土砂輸
送や数日間継続する河川水の淡水化等の多大な擾乱を
受けており，洪水によって生態環境が甚大な影響を受
けてきたことが考えられる． 
また，河口への砂礫の堆積により形成された太田川

デルタは地下 30 m付近まで砂礫が堆積し，地下水位
の変動量が大きい特性を有している（駒井ら，2008）．
沿岸帯水層における水循環については帯水層中に形成
される塩水楔について多く議論がなされてきたが
（Zhang et al，2002，内山ら，2001），生態環境を考
慮した研究は少ない．太田川では，太田川デルタ地下
水が河川の塩分状態や海域・河川への有機泥の堆積等
に影響を及ぼしていることが徐々に明らかとなってお
り（駒井ら，2007，日比野ら，2006b），広域的な地
下水循環もデルタ河口干潟の生態環境を形成する重要
な要因であることが予想される．そこで，本研究では
十数年にわたる連続調査結果から，太田川放水路に形
成された干潟の特性を明らかにし，洪水やデルタ地下
水位の変動等を含めた種々の要因が生態環境に及ぼす
影響について検討した． 
さらに，太田川放水路中流域（0k000 ~ 2k200）に
は河道内に構築された敷石護岸や捨石護岸により，河
道が低水路と高水敷に区分されている．河道が複断面
形状を有する場合には，高水敷と低水路間に地下水流
が形成されることが予想される．沿岸域に構築された
構造物が生態系に及ぼす影響に関しては，防波堤周辺
の流れ場に応じて変化する底質環境や生物生息環境に
ついて多くの研究がなされている（加藤ら，1999，上
月ら，1995）が，河川構造物周辺に形成された地下水
場や生態環境を対象とした知見は少ない．そこで，豊
かな河川環境を創造するために必要な機能を発揮する
構造物の在り方について明らかにすることを目的とし
て，河川構造物周辺で形成された生態環境について検
討した． 
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2.3.2 太田川放水路における塩分分布と塩水遡上 
(1) 放水路－旧太田川分派点の流量と放水路への分派
流量（川西ら，2010） 
太田川は河口から約 9 km上流地点で放水路と旧太
田川に分派しているが，分派点が感潮域にあるため，
平常時における正確な流量配分率はよく分かっていな
い．治水上の観点から河川流量の把握が重要であるこ
とは言うまでもないが，河川流量は放水路内の塩分分
布を決める重要なパラメーターであるので，流量配分
の実態を把握しておくことは重要である． 
図2.3.2-1は，祇園水門が全開とならない範囲での
矢口流量 YQ に対する流量比の変化を示したものであ
る（ただし，赤点は祇園水門が全開）．使用したデータ
は 2009年 6～7月の期間に観測されたもので，日平均
操作により潮汐周期変動は除いてある． YQ は矢口第
１水位観測所（分派点の約 5km 上流地点）での水位
流量曲線(H-Q)から求めた流量， OQ は河川事務所によ
りADCPを用いて計測された大芝水門流量， GQ は祇
園大橋の直下流部で河川音響トモグラフィー
（Kawanisiら，2010; 川西ら，2011; Kawanisiら，
2012）により連続計測されている流量である．(a)は総
流量 O GQ Q Q= + と矢口流量 YQ の比，(b)は大芝水門流
量 OQ と矢口流量 YQ の比を示したものである． 

図2.3.2-1をみると，分派点の総流量と大芝流量の
矢口流量に対する割合は， 3

Y 100 m / sQ ≈ で最大とな
り，総流量で約 5 割，大芝流量で 4割程度矢口流量を
上回っている．分派点から約 1.5 km上流で合流する
古川の流量は 3～4 m3/sと小さかったことから，古川
流量がこのような大きな不一致を引き起こす原因とは
考えられない．いまのところ，矢口流量より分派点流
量が大きくなる原因は不明である． 
図2.3.2-2に放水路への分派率を示す．ただし，洪
水時の大芝流量としては，工兵橋と三篠橋で行われた
浮子観測流量を合算したものを使用している．祇園流
量と大芝流量の比を示している (a) をみると，流量比
は矢口流量が 150 m3/s 付近のとき約 0.05 の最小値
をとり，より小さな流量範囲では，矢口流量が減少す
るにつれて，流量比は 0.4 まで増加する傾向を示して
いる．祇園水門が全開となっている場合，矢口流量が
増加するにつれて流量比は増加し，浮子観測結果の平
均値である 1.4 に近づいている．なお，1.4 の流量比
は，大型模型実験の結果（水田ら，1968）にほぼ等し
い． 
祇園流量と矢口流量の比は，矢口流量が 150 m3/s
付近で約 0.1 の最小値をとり，矢口流量が少ない場合，
0.1～0.4 程度の範囲に分布している．流量が増加する
につれて分派比は増加し，洪水時の分派比である約
0.6 に漸近している．ただし，祇園計測地点は第１水
位観測所から約 6 km下流に位置するので，流量変動

に遅れがあること，また潮汐の影響を受けていること
に注意する必要がある． 
図 2.3.2-3 は，2009 年 6 月の平常時における日平
均矢口流量と日平均大芝水門流量の関係を示したもの
である．矢口第 1水位観測所から分派点までの取水量
は 3~4 m3/s，分派点から 1.5 kmで合流する古川の流
量は 1~3 m3/sであり，太田川流量に比べるとわずかで
ある． 
図2.3.2-3示すように，矢口流量と大芝水門流量間
に線形回帰式を当てはめると，負の切片値を持つこと
が分かる．図2.3.2-4は，2009年～2010年の平常時
における日平均矢口流量と日平均祇園流量の関係を示
したものである．矢口流量と大芝流量間の回帰式とは
反対に，図 2.3.2-4 の線形回帰式の切片は正で，約 8 
m3/sである． 
こうしたことから，大芝水門を通過する河川水の一
部が，潮汐によって祇園水門から放水路に流入してい
るものと推測される．各月の平常時における矢口流量
と大芝流量間の線形回帰式の切片を求めてプロットし
たものが，図 2.3.2-5である．2009年の 8月と 9月
を除いて，切片値は負で，観測期間内の平均は−8.6 
m3/sである． 
旧太田川と放水路間の流量は水理条件によって大き
く変化する可能性があり，その把握は困難で，今後の
課題である． 

 
図2.3.2-1矢口流量と流量比の関係；分派点の総流量
と矢口流量の比(a)，大芝流量と矢口流量の比(b) 
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図2.3.2-2矢口流量と流量比の関係；祇園流量と大芝
流量の比(a)，祇園流量と矢口流量の比(b) 
 

 
図 2.3.2-3 2009年 6月の平常時における矢口流量と
大芝水門流量の関係 
 

 
図 2.3.2-4  2009 年～2010 年の平常時における矢口
流量と祇園流量の関係 
 

 
図 2.3.2-5 平常時における矢口流量と大芝流量間の
線形回帰式の切片値の経月変化 

(2) 祇園大橋，己斐橋歩道橋，旭橋地点における塩分
の変動特性 
1) 己斐橋歩道橋 
河口から約 4.8 km上流（1K400付近）に位置する

己斐橋歩道橋で観測されたに出水期と平水期の結果
を図 2.3.2-6と図 2.3.2-7に示す（川西ら，2008）．
測定期間はそれぞれ，2006年 5 月 25 日 9 時～9 月
18 日18 時と2006 年10 月25日12 時～2007 年2 
月 28 日 10 時である．鉛直方向に等間隔で歩道橋橋
脚に設置した 5 個の水温塩分計と水圧式水位計およ
び大気圧計により，水温，塩分，水位が 20 分間隔で
連続測定された．水温塩分計の河床からの設置高さは
0.2, 1.2, 2.2, 3.2,4.2 mである．  
図2.3.2-6, 7の上から順に，矢口第 1 観測所での

河川流量，塩分の鉛直分布，河床から 4.2 m と 0.2 m 
における塩分の経時変化である．ここで， zは河床か
らの高さ， Ss と Sb はそれぞれ河床から 4.2 mと 0.2 
mの高さにおける塩分である．また，図(b)の黒線は水
面の位置を表している． 
最大潮差が約 4 mと大きいため，図2.3.2-6 ,7(b) 

の塩分鉛直分布には水柱全体の塩分を測定できてい
ない時間帯が存在していることに注意する必要があ
る．図 (c) に示す Ss が 0 となっているのは，出水時
を除けば，センサーが干出していることが原因である．
図 2.3.2-6 の観測期間内に祇園水門が全開となる出
水が 5 回発生している． 
底層塩分をみると，祇園水門が全開となっている期

間では潮汐位相にかかわらず塩分は 0 となっており，
塩水は完全にフラッシュされ，満潮時でも己斐橋歩道
橋まで到達していない．本地点は潮汐流程の範囲内に
位置しているため，水門平常後の底層塩分の回復はか
なり速く，水門が平常時の状態に戻ると，上げ潮期の
6 時間で底層塩分は0 から20 程度の値まで回復して
いる．一方，上層塩分の回復は底層に比べると遅く，
出水前の値に復帰するのに 20 日程度を要している．
大潮期の塩分は潮汐位相によって大きく変動してお
り，底層の塩分は低低潮時にスパイク的に減少してい
る．また，後述するように日平均塩分は大潮期より小
潮期の方が高い． 
日周潮以下の変動を除いた長周期変動（日平均値）

の経時変化を図2.3.2-8 に示す．上から順に，平均風
速，平均水位，平均潮差，底層の平均塩分である．風
速は広島気象台の風速・風向データを放水路に沿った
風速に変換したもので，風向は放水路上流方向を正と
している．図2.3.2-8 (a) の平均風をみると，夏季は
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上流方向，冬季は下流方向の風が卓越している．平均
水位の経時変化には，9 月が最も高く 2 月に最低とな
る年周期の変動に加え，8 月と 9 月中旬には台風の接
近にともなう気圧低下に対応した変動がみられる． 
平均底層塩分の経時変化には，出水にともなう大き

な減少のほかに，潮差の増減に対応した変動が明瞭に
みられる．すなわち，平均底層塩分は潮差と逆相関の
関係がある．これは，潮流が強い大潮期には，鉛直渦

動粘性係数が大きく，密度流による塩水遡上が妨げら
れるためである． 
上流方向の風によって誘起される吹送流は底層の

塩水遡上を妨げ，下流方向風は逆に遡上を助長する．
風の影響度は潮差にも関係し，小潮期に顕著である．
回帰分析の結果，潮差，河川流量と上流方向の風が塩
水の遡上を妨げ，平均水深の増加は塩水の遡上を助長
することが明らかになった（川西ら，2007a）． 

 

図2.3.2-6 出水期における河川流量(a)，塩分の時空間分布(b)，上層塩分(c) と底層塩分(d) の経時変化 
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図2.3.2-7平水期における河川流量(a)，塩分の時空間分布(b)，上層塩分(c) と底層塩分(d) の経時変化 

 
図2.3.2-8水路に沿った平均風速(a)，平均水位(b)，平均潮差(c) と底層平均塩分(d) の経時変化 

 
2) 祇園大橋と旭橋 
 河口から約 9 km上流（5K500付近）に位置する
祇園大橋と約 3.4 km上流（造成干潟，0K100付近）
に位置する旭橋で観測された塩分の長期変動を図
2.3.2-9 に示す．祇園大橋の塩分は河川音響トモグ
ラフィーシステムによって計測された断面平均塩分
（川西ら，2009a；川西ら，2009b）で，グレーの
部分は欠測期間である．旭橋の塩分は T.P. −1.5 mに
設置された塩分計で計測された塩分である． 
 2009 年 7 月の出水により塩分は大きく低下し，

祇園水門が全開となっている期間では両観測地点と
も塩分は 0 で塩水は完全にフラッシュされている．
河口に近い旭橋地点は潮汐流程の範囲内にあるため，
祇園水門が平常状態になると上げ潮流によって塩水
が遡上し，速やかに塩分が回復している．これは上
述した己斐橋歩道橋の結果と同様である．  
一方，潮汐流程より約 3 km上流に位置する祇園
大橋地点では，上げ潮流によって塩水が遡上するこ
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塩水遡上は，密度流と塩分拡散によって行われるこ
とになる．祇園大橋地点へ塩水が到達した数日後に
は，旭橋地点の塩分はほぼ完全に出水前の値に回復
している． 
 祇園大橋地点では，矢口流量が少ないときの潮汐

にともなう塩分変動は非常に大きく，0～30の範囲
で変動している．祇園水門が平常状態であっても矢
口流量が増えると塩分は大きく低下し，祇園塩分は
河川流量に敏感であることが分かる．

 
図2.3.2-9 祇園水門操作と矢口流量，祇園大橋塩分，旭橋塩分の時系列 

 
(3) 密度成層強度の変動特性（川西ら，2004） 
 一般に，河口域では河川から流入する淡水のため
に，大きな水平方向の密度勾配が存在する．そのた
め，密度成層強度は潮流によって短時間に大きく変
動する．密度成層，鉛直渦動粘性と鉛直循環流の相
互作用，変動過程は河口域における物質の長期的な
輸送に大きく影響していると考えられ，その実態を
把握しておくことは重要である．そこで，河口から
約 2.8 km上流地点（C0K700付近）で表底層の密
度とADCPによる流速の鉛直分布の観測を行った． 
1) 潮汐位相と密度成層 
 密度成層の強さを表す指標として，成層状態にあ
る水柱を一様な状態にするのに要する単位体積あた
りのエネルギーφが使われる(Simpson and Hunter, 
1974 )． 

 ( )0
ˆ1

h
gz dz Kgh

h
φ ρ ρ ρ

−
= =− Δ  (1) 

ここで h は水深，ρ は密度， ρ̂  は水深平均密度，
z は水面を 0 とした鉛直座標で， ρΔ は底表層間の
密度差 b sρ ρ− である．Kは密度の分布形に依存する
係数で，中水深に密度躍層がある場合 1/8，直線分
布の場合 1/12の値をとる． 
① 大潮期の時間変動 

図2.3.2-10 (a) に大潮期の観測結果を示す．流
速は / 0.8z h = − （赤線）と− 0.2 （黒線）における
ものである．基本的に Tidal Straining (TS) に対応
する周期的な成層強度の変動を示し，上げ潮期はほ
ぼ強混合状態にある．ただし，平均水深が小さいた
め，上述のように底面で発生する乱流による鉛直混
合と大きな水深変化によって， φ の最大は干潮時
ではなく，下げ潮初期に起こっている．水深の大き
な沿岸域の結果（川西ら，2010；川西ら，2006）と
異なり，干潮時は混合状態にある．成層強度の時間
変動は大きく，潮汐１周期の間に，下げ潮初期の強
い成層状態から干潮付近の強混合状態まで出現して
いる．表底層の流速差は，密度成層強度に対応して，
小潮期に非常に大きくなっている． 
② 小潮期の時間変動 
図 2.3.2-10 (b)に小潮期の観測結果を示す．成

層強度の最大値は高高潮時に起きている．底表層の
密度差は大潮期と異なり，干潮と満潮付近で最大と
なっている．底層の密度変化は非常に小さく，成層
強度の変動はほとんど表層の密度変動によって引き
起こされている．小潮期は潮流が弱く渦動粘性係数
も小さいため，表層の密度変動は風の影響を強く受
けている．すなわち，海陸風の影響を受けて，成層
強度の変動には１日周期の成分が卓越している．
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図2.3.2-10 大潮期と小潮期における経時変化；h: 水深，u: 表底層流速（黒が表層，赤が底層流速）， ( )t s

σ : 表

層密度， ( )t b
σ : 底層密度， ρΔ : 密度差，φ : 成層強度， vW : 風速の北方成分 

 
2) 密度成層強度の長期変動 
上述した短期変動に加えて，潮流にともなう乱流

混合や潮汐流程が大潮－小潮周期で増減するため，
密度成層は大潮－小潮に対応した約 2 週間周期の
変動を示すものと考えられる．さらに，気象擾乱や
淡水流入量の変化に応じた密度成層変動も予想され
る． 
図2.3.2-11 は全観測期間における水深と表底層

の密度の経時変化である．潮差は 5 月中旬の 3 m 
から 5 月下旬の 0.4 m まで変化している．潮汐周
期平均の表層密度は小潮期に減少する傾向がある．
台風 4 号の影響で河川流量が増加している 5 月末
から 6 月初めにかけて表層の密度は減少している
が，底層では出水にともなう顕著な密度低下は祇園
水門が全開となった 6 月 1 日の低低潮時にしか見
られない． 

図 2.3.2-12 (a)に示すように，大潮期の密度差
の変動は非常に大きく， 0～20 kg/m3 の範囲で変
動している．小潮期における潮汐周期平均密度差は
表層密度の低下にともなって大きくなっている．6 
月初めは大潮期であるが，上述したように，台風 4 
号の影響で表層密度が低下したために一時的に密度
差が大きくなっている．図2.3.2-12 (b)中に示した
太い実線は成層強度パラメーターφの日平均値の経
時変化である．φも密度差と同様，大潮で小さく，
小潮で大きくなる傾向を示している． 
図 2.3.2-13に，大潮期 (潮差 2.5~4 m) と小潮

期 (潮差0.5~2 m)における河川流量と日平均成層強
度の関係を示す 12)．大潮期は，河川流量の増加に伴
って日平均φが緩やかに増加し，流量が約 230 m3/s 
の時にピークを示している．小潮期は河川流量が
50~100 m3/s で日平均φが急激に増加しており，少
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ない流量でも密度成層が発達する事が分かる．この
ように，日平均成層強度の増加の仕方・大きさは異
なるが，観測地点では大潮期・小潮期共に河川流量
が 250 m3/s 程度までは流量の増加にともなって成
層強度が強められ，それ以上になると逆に弱められ
るという傾向がある． 

 
図 2.3.2-11 矢口流量，水深，表層密度，底層密度
の経時変化 

図 2.3.2-12 表底層の密度差(a)と成層強度パラメー
ター(b)の経時変化 

 
図 2.3.2-13 大潮期，小潮期における矢口流量と密
度成層強度の関係 

(4) 残差流と塩水遡上速度（川西ら，2007a） 
 ここでは，河口から約 4.8 km上流（1K400付近）
の己斐橋歩道橋で観測された塩分・水温と流速の鉛
直分布から，平水期における残差流と塩水遡上速度
の特徴を述べる． 
1) 残差流の変動特性 
 図 2.3.2-14 に相対高さ ( / ) 0.3, 0.5, 0.7z hζ ≡ = に
おける残差流の経時変化を示す．本報告では，日周
潮以下の周期変動を除いた主流方向流速の日平均値
を残差流としている．下層ζ = 0.3 では観測期間を
通して残差流は上流方向である．鉛直方向の流速差
は潮流による鉛直混合の強さに応じて大潮期に小さ
く，小潮期に大きくなっている． 
いずれの相対高さζ でも潮差の影響が最も大き
く，潮差が小さくなるほど上流方向の残差流が大き
くなっている．こうした残差流（密度流）の変動が，
前述した塩分の長期変動を引き起こしている主原因
であると考えられる． 

図2.3.2-14 残差流速の経時変化 
 
2) 海水遡上速度の変動特性 
広島湾の平均的な塩分 32.5 を用いて，底層にお
ける広島湾起源の海水の移流（遡上）速度を次式で
評価した． 

 
32.5f

b
b

S
S u=   (2) 

ここで， bu は河床からの高さ z = 0.2 m における底
層流速である． 
 図 2.3.2-15 に(2) 式で求めた底層における海水
の平均遡上速度の経時変化を示す．底層における塩
分と残差流はともに潮差と逆相関にあるので，平均
遡上速度の経時変化には大潮-小潮周期が明瞭にみ
られる．観測期間の平均遡上速度は 1.5～5 cm/s の
範囲で変動している．重回帰分析結果によれば，平
水期には潮差の平均遡上速度に与える影響が，矢口
流量や風などの影響より圧倒的に大きい． 

 
図2.3.2-15 海水遡上速度の経時変化 
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(5) 塩分分布の特徴 
 祇園大橋地点（5K500付近）と旭橋地点（0K100
付近）における塩分の横断面内分布をそれぞれ図
2.3.2-16 と図 2.3.2-17 に示す．祇園大橋地点では
ほとんどの潮汐位相で強い塩分成層がみられ，塩水
楔状態になっている．右岸側の水門だけが開度 0.3 
mで開いているため，下げ潮時には横断位置で塩分
成層に差が見られる．干潮時は深みに少し塩水が残
っているが，大部分の深さが淡水で占められている． 
 図 2.3.2-17 の旭橋地点における塩分の横断面内
分布は，大潮期の下げ潮初期のものであるが，上層
を流下してきた低塩分水によって成層が発達してい
る．横断方向への塩分勾配はほとんどない．水路中
央部における塩分分布の経時変化を図 2.3.2-18 に
示す．満潮の 1時間後～干潮の 2時間前あたりまで
塩分成層が形成されているが，他の期間では塩分成
層はほとんどみられない．造成干潟の地盤表面（T.P. 
0 m）は，12時から 14時前にかけて低塩分水にさ
らされていることがわかる． 
 M-Y 乱流モデルを用いて塩分の縦断分布を計算

した結果を図2.3.2-19, 20に示す．数値計算を行う
場合，信頼性のある結果を得るためには実測値に基
づく正しい境界条件を与えることが必須である．こ
こでは，上流境界条件として河川音響トモグラフィ
ーシステムによる，祇園大橋地点の流量と塩分の実
測値を用いている． 
 図 2.3.2-19 に示す祇園水門平常時の結果をみる
と，干潮時は河口付近を除いて，塩分成層はほとん
どみられない．一方，満潮時は放水路下流域の 1/3
は強混合状態で，塩分成層はないが，中上流域では
塩分成層が形成されている． 
 図2.3.2-20は祇園水門の全開直前，全開中，平常
復帰後最初の満潮時の塩分分布を示したものである．
開門直前でも河川流量が増加しているため，放水路
全体で塩分成層が形成されている(a)．開門後は底層
塩分もフラッシュされ，放水路内は淡水で占められ，
塩分成層は消滅している(b)．祇園水門が平常状態に
復帰すると，潮流によって塩水が遡上し，水門復帰
後最初の満潮時には，潮汐流程まで塩水が遡上して
いる(c)．

 

 
 

図2.3.2-16 祇園大橋地点における塩分の横断面内分布 



2.3 河口域での物質の輸送と河口干潟の変動に関する研究 

65 
 

 

図2.3.2-17 旭橋地点における塩分の横断面内分布 

図2.3.2-18 旭橋地点水路中央部における塩分分布の経時変化を 

 
図2.3.2-19 平常時の塩分縦断分布シミュレーション結果 
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図2.3.2-20 祇園水門の全開直前(a)，全開中(b)，平常復帰後最初の満潮時(b)の塩分縦断分布 

シミュレーション結果 
 

2.3.3 太田川放水路における潮流による浮遊土砂輸
送特性 
(1) 放水路における潮流の特徴（川西ら，2005a） 
河川流量が少ない冬季に，河口から約 1.2 km 
（C2K300付近）と 2.8 km上流（C0K700付近）
の地点(以下では，それぞれ Sta.B，Sta.A と呼ぶ) で
ADCPを用いて観測された流速データをもとに，放
水路における潮流の特徴を述べる． 

Sta.A と B で観測された水深と水深平均流速の
経時変化を図2.3.3-1 に示す．ただし，主流方向流
速は上流方向を正としている．太実線は水位変動の
日平均振幅 aη と水深平均流速変動の日平均振幅 aU

を示したものである．水位変動と平均流速変動の間
には約 90 度の位相差があり，一般的な河川潮汐と
同様に放水路内の潮汐は定在波の性格を持っている
8) ． 
河口に近い Sta.B における水深平均流速の振幅

は，Sta.A での流速振幅の約 1.3 倍の大きさを示し
ているが，これは以下の単純化した解析解から予測
される値とほぼ一致している． 

 0

sin
( ,

( )

c( ) 4os
)

kh g T
U x t t

h t h

x

k
η−  = +  




 

ここで， 0η は河口での水位変動，T は水位変動の

周期，は水路長，hは平均水深，そして 2 /k Lπ=

は波長 L T gh= の入射波の波数である． 

 図2.3.3-1の平均流速変動をみると，流速の非対
称性（下げ潮の最大流速より上げ潮の最大流速の方
が大きい）は Sta.B より Sta.A の方が顕著になっ
ていることが分かるが，これは，非線形性に基づく
流速波形の非対称性と，密度成層強度の変動が上流
に向かって増大するためである． 
 図2.3.3-2はSta.A における大潮期の水深平均流
速の変動波形を示したものである．平均流速の変動

祇園水門の開門直前（大潮満潮時）(a) 

祇園水門の開門後（祇園流量 800 m3/s）(b) 

祇園水門の復帰後最初の満潮時 (c) 
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波形は正弦曲線から大きく歪み，最大流速の発生は
干潮側に寄っている．これは，平均水深が小さく，
潮汐にともなう河積の変化が大きいためで，破線で
示した式の推定変動波形の歪み方は，実線の実測値
と良く一致している． 

 
図2.3.3-1 水深と深さ平均流速の経時変化 

 

 
図2.3.3-2 深さ平均流速の変動波形 

 
(2) 流速の鉛直分布と底面せん断応力（川西ら，
2005a） 
 上述したようにTidal Straining (TS) による密度
成層の変動によって，流速分布は下げ潮位相と上げ
潮位相で大きく異なることが予想される． 
河口から約 2.8 km上流（C0K700付近）の Sta.A
における下げ潮と上げ潮位相で平均した流速分布を
示すと図 2.3.3-3 のようになる．(a)が豊水期，(b)
が低水期の分布である．密度成層の強い下げ潮期の
流速は，上層に向かって急激に流速が増加しており，
中層より上では対数則からはもちろん，“ 対数+ 直
線” 則からもずれて，上に凸な分布形をしている．
一方，上げ潮流速は，中層より河床に近い部分では
対数分布からのずれは少ない．(a)の豊水期の上層部
は河川流の流下を反映して，水面に向かって流速が
減少している． 
以上の結果から，断面平均流速の強さが下げ潮位

相と上げ潮位相で同程度なら，底層流速と底面せん
断応力の最大値は上げ潮位相で起こることになる． 
図2.3.3-4は底面せん断応力の観測値と数値計算
値の経時変化を示したものである．せん断応力の非
対称性は大きく，観測期間中の上げ潮と下げ潮の最
大せん断応力の比は観測結果と計算結果でほぼ等し
く，約 1.9 である．ここには示さないが，下流側の
Sta.B における応力比は約 1.5 である． 
図 2.3.3-5 は数値計算から求めた最大せん断応
力比と最大，最小せん断応力の縦断方向変化を示し
たものである．せん断応力比は，祇園水門で計算条
件として与えた最も大きい河川流量 340 m /sGQ =  

の場合を除いて，河口部で最小となっている．河口
部の沖側で応力の非対称性が強くなるのは，重力循
環流とTS による密度成層変動の影響が大きいため
で，上流に向かって非対称性が強くなるのは，潮汐
波の非線形変形が原因であると考えられる． 
放水路への流入流量 GQ が増加するに従い，放水
路内のせん断応力比は減少していくが，その傾向は
上流ほど顕著である．河口部の沖側ではTS により，
河川水の流入がある方がせん断応力比は大きくなる． 
図2.3.3-5 (b) に示した最大，最小剪断応力の分
布を見ると，河川流量増加による応力非対称性の減
少は主に，上げ潮期のせん断応力の減少によること
が分かる．なお，図2.3.3-5 (b) に示されている実
線は，線形解析解を示している． 

 
図 2.3.3-3 下げ潮と上げ潮位相における位相平均
流速の鉛直分布；(a) 豊水期，(b) 低水期 

 
図2.3.3-4 底面せん断応力の経時変化；(a) 観測値，
(b) 計算値 
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図2.3.3-5 (a) 底面せん断応力比の縦断分布と祇園
流量によるその変化；(b) 最大底面せん断応力の縦
断分布と祇園流量によるその変化 
 
(3) 主流方向の浮遊土砂輸送 
 河口から約 2.8 km上流（C0K700付近）の Sta.A
における 2005 年夏季の表底層流速，高さ 0.6 mに
おける浮遊砂泥濃度，濁度，Chl.a の経時変化を図
2.3.3-6 に示す（川西ら，2007b）．ADCPの音響散
乱強度から求めた浮遊砂泥濃度は，濁度計の値と良
く一致している．浮遊砂泥濃度の顕著な上昇は大潮
期の低低潮前後に発生しており，流速のピークと一
致していることから，濃度変動は主に河床堆積物の
再懸濁により引き起こされている事が分かる．蛍光
光度から推定されたChl.a濃度は基本的に，浮遊砂
泥濃度・濁度と同様な変動を示しており，堆積土砂
に付着している藻類を検出している可能性がある． 
 図 2.3.3-7に，河口から 2.8 km地点における浮
遊土砂輸送率とその日平均値の経時変化を示す 12)．
なお，浮遊土砂輸送率は次式により評価しており，
上流向きを正としている． 

 1

0

( ) ( )
zS

z
Q B u z C z dz=   (3) 

ここでB: 川幅， 0z : 測定第 1 層目（深度 0.75 m） ，
z1: 0.8h m である．輸送率の変動には大潮期低低潮
前後の濃度のピークに対応したピークが見られる．
また，この時間帯以外の輸送率の値は小さく，浮遊
土砂輸送は間欠的が強い．大潮期における上げ潮時
の輸送率は下げ潮時の値より大きく，日平均輸送率
の値が正になっていることから，2.8 km（C0K700
付近）地点では，浮遊土砂は 1 潮汐間で上流方向へ
輸送されていることがわかる． 
 図 2.3.3-8 に観測地点での大潮期 (潮差 2.5～4 
m) と小潮期(潮差 0.5～2 m) における河川流量と

日平均浮遊土砂輸送率の関係を示す（川西ら，2006）．
大潮期の日平均輸送率は，河川流量が約 100 m3/s 
の時に最大となり，流量がそれ以上になると流量の
増加にともない減少している．しかし，河川流量が
水門操作の行われない 400 m3/s 未満であれば，下
流方向への輸送は生じていない．また河川流量が 30 
m3/s 以下の場合，流量の減少にともない日平均輸送
率も減少している．これは，河川水の流入量が少な
すぎると TS による密度成層強度の変動が無くなり，
流速分布の非対称性も生じなくなるためである． 
小潮期における日平均輸送率は小さく，上流方向
への輸送はほとんど生じていない．逆に，河川流量
が約 140 m3/s 以上になると日平均輸送率は負とな
り，浮遊土砂は下流方向へと輸送されることが分か
る． 
潮差と日平均輸送率の関係を図 2.3.3-9 に示す
（川西ら，2007b）．ただし，河川流量の影響も把握
できるように，プロット点の直径を矢口流量に比例
して変化させてある．前述したように，放水路下流
域では平水時，日平均土砂輸送率は正で浮遊土砂は
上流方向に輸送されており（潮差が小さく，河川流
量が大きい場合を除く），輸送率は潮差とともに大き
くなることが明瞭に見て取れる． 
祇園水門の開度が小さい平常時では，河川流量が
日平均土砂輸送率に与える影響は以下の通りである．
1) 潮差がある程度大きい期間では，河川流量の増加
は密度成層強度の変動を強め，上流方向への土砂輸
送率を増加させる．2) 潮差が小さい期間では，河川
流入は上流方向への土砂輸送を妨げ，河川流量の増
加とともに下流方向への土砂輸送率は増加する． 
観測データには大潮期に河川流量が大きい場合が
含まれていないが，河川流量がある値を超えれば，
大潮期であっても浮遊土砂は下流に押し流されるこ
とになり，上流方向輸送は河川流量の増加とともに
減少すると考えられる． 
 図2.3.3-10は 2004年 9月に，河口から 2.8 km
（C0K700付近）と 5.8 km（2K300付近）地点で
同時に測定した，平水時における浮遊土砂輸送率と
その累積値を示している（川西ら，2005b）． ただ
し，上流方向輸送率を正としている．日平均をする
と 2.8 km地点では上流方向，5.8 km地点では下流
方向に輸送されているので，両地点間では堆積傾向
にある．河口付近からの溯上量は上流からの輸送量
よりも 5倍以上大きい． 
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図2.3.3-6表底層流速，高さ 0.6 mにおける浮遊砂
泥濃度，濁度，Chl.aの経時変化 

 
図 2.3.3-7 浮遊土砂輸送率とその日平均値の経時
変化 

 

図 2.3.3-8 大潮期と小潮期における河川流量と日
平均浮遊土砂輸送率の関係 

 

図2.3.3-9 日平均浮遊土砂輸送率と潮差，矢口流量
の関係 

 

図2.3.3-10 浮遊土砂輸送率とその累積値 

 
(4) 河口干潟における流速と浮遊土砂輸送および底
質変動（川西ら，2005b；川西ら，2006c；Kawanisi
ら，2006） 
 河口から 2.8 km上流（C0K700付近）地点にお
いて，両岸に形成されている干潟上と河道中央部の
河床上に ADCP を設置して流速分布と浮遊土砂濃
度分布を同時測定した．ADCP の設置状況を図
2.3.3-11に示す．両岸に形成されている干潟は，澪
筋が蛇行しているため左右対称というわけではなく，
本観測地点においては左岸に約 50 mの幅の干潟が
ある一方，右岸干潟の幅は 30 m程度である．また，
干潟の勾配は左岸側が約 1/24，右岸側が約 1/11 と
なっており，左岸側の方がより緩やかな干潟が形成
されている． 
 潮汐に応じた周期的な流れは，主流方向だけに発
生しているわけではなく，図2.3.3-12に示される左
岸，右岸の流速経時変化からわかるように，横断方
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向流速 v についても潮汐に応じた周期的な流れが
発生している．すなわち，下げ潮期に河道中央方向
への流れが発生し，上げ潮期に岸方向への流れが発
生している．また，勾配が緩やかな左岸側の干潟の
ほうが平均流速は速い． 
図2.3.3-13に示すように，底面せん断応力は，河道
中央，干潟上ともに潮汐に応じた変化をしており，低
低潮の前後で最大となっており，河道中央では最大で
約1.0 N/m2，干潟上では最大でも約0.2 N/m2である．既
往の研究によれば，河口域の土砂の巻き上げ限界せん
断応力は0.2 N/ m2 程度との報告8),9)が多い．太田川放
水路中央ではそれを上回る底面せん断応力が発生し
ていることから，高濁度水塊の発生要因の一つが河道
内の巻き上げであると考えられる．一方，干潟上での
底面せん断応力は最大値でも0.2 N/ m2 程度であり，ほ
とんど潮流による堆積物の巻き上げはないと考えら
れる． 
図2.3.3-14 に右岸干潟上の浮遊土砂濃度（SSC）
の時空間分布を示す．干潟上でも河道中央と同様に
大潮期に浮遊土砂濃度が高く，小潮期に濃度が低く
なっているが，これは後述するように，上げ潮初期
の強い底層流れによって河道中央で巻き上げられた
土砂が干潟へ輸送されているためだと考えられる． 
浮遊土砂フラックスの経時変化を示した図
2.3.3-15 (b)，(c)を見ると，潮汐変動の大きい大潮
期に間欠的に大きなフラックスが発生しており，主
流方向では，上流方向への輸送を示す負のピークが
卓越し，小潮期には大きなフラックスは生じていな
い．横断方向についても潮差に応じたフラックスが
生じており，大潮期に河岸方向への輸送を示す大き
なフラックスが見られる． 
図2.3.3-15(d), (e)に浮遊土砂フラックスを時間
積分した土砂輸送量を示す．長期的に見ると平水時
は上流方向へ浮遊土砂が輸送されている．浮遊土砂
は横断方向へも輸送されており，大潮の上げ潮期に
岸方向へ輸送されている．左岸，右岸の干潟で比較
した場合，干潟の勾配が緩やかで大きな干潟が形成
されている左岸側の輸送量が大きくなっている． 
大潮の干潮時に干出する左岸沿いの干潟において，
河口から祇園水門まで約 1 km間隔で底質調査を行

った．表層 3 cmの底質を試料として採取し，実験
室に持ち帰り粒度試験を行った．図2.3.3-16に調査
日と矢口流量を示す．太田川流量が約 400 m3/sを超
えると放水路上流端の祇園水門が全開となる．調査
期間内（2004年 9月 1日～12月 15日）では 4回
の水門操作が行われている．9月 7日の台風 18号に
よる出水は 2500 m3/s超であった．調査は 5ヶ月間
にわたり 5回行った．図2.3.3-17に①9/1，②9/14，
④12/15の中央粒径(a)，淘汰係数（ふるい分け係数）
(b)，細粒分含有率(c)，強熱減量(d)の縦断分布変化
を示す．横軸は河口からの距離である．細粒分含有
率は 74μm以下の粘土・シルトの割合とした．  
 太田川放水路の底質は図2.3.3-17 (a)から分か
るように一般に河口から 4 km 上流付近までは粘
土・シルト・細砂で構成され，4 km 以上では中砂
から構成されている．9月 1日と 9月 14日のデー
タを比較することによって 9月 7日の台風 18号出
水による底質への影響を考察する． 
図2.3.3-17 (c)を見ると，9月 1日の時点では河
口から 2.5 km，2.8 km，3.5 km上流地点では細粒
分が多く含まれていたが，出水後の 9月 14日にそ
れらの地点では細粒分が大きく減少し，中央粒径が
増加していることが分かる．河口から 2.8 km上流
地点では出水後に普段存在しない中砂がシルト・細
砂の上に約 2 cm積もっていることが確認された．
それに対して，河口から 0.5 km上流地点では細粒
分が 3％から 16％に大きく増加している． 

12月 15日には河口付近での細粒分は 18号出水
前と同程度に戻っている．これは，平水時の潮汐に
よる浮遊砂泥の上流方向輸送によって，細粒分のピ
ークが上流側に移動したためである考えられる． 

 
図 2.3.3-11 河口から 2.8 km 上流地点の横断形と
ADCPの設置地点 
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図2.3.3-12 干潟上の深さ平均流速の経時変化 

 

 

図2.3.3-13 水路中央部と干潟における底面せん断応力の経時変化 
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図2.3.3-14 右岸干潟上の浮遊土砂濃度(SSC)の時空間分布 

 

図2.3.3-15 両岸の干潟における経時変化：(a) 水深，(b) 主流方向の浮遊土砂フラックス，(c) 横断方向の浮遊
土砂フラックス，(d) 主流方向の浮遊土砂フラックスの累積値，(e) 横断方向の浮遊土砂フラックスの累積値 

 

 
図2.3.3-16 矢口流量の経月変化と調査期間
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図2.3.3-17 中央粒径(a)，淘汰係数(b)，細粒分含
有率(c)，強熱減量(d)の縦断変化 

 
(5) 造成干潟付近の流速と浮遊土砂輸送 
 干潟造成前後における浮遊土砂輸送を調べるため，
図 2.3.2-38 に示す A’（干潟造成前）と A（干潟造
成後の現況高区）の河床にADCPを埋設して流速と
浮遊土砂濃度の鉛直分布を計測した．流速は下流方
向と右岸方向を正としている． 
 図2.3.3-19, 20に干潟造成前の流速と浮遊土砂濃
度分布，浮遊土砂輸送量の経時変化を示す．図
2.3.2-39 の最下段に示した下流方向輸送量は負で
あることから，浮遊土砂は上流方向へ輸送されてい
ることがわかる．干潟上の浮遊土砂濃度は上げ潮初
期に最大となっている．図2.3.3-20の最下段に示す
浮遊土砂輸送量の経時変化をみると，横断方向のネ
ットの浮遊土砂輸送は，護岸方向であり，主に大潮
期に護岸方向への輸送が発生している． 

 干潟造成後の現況高区における計測結果を図
2.3.3-21, 22に示す．下流方向の浮遊土砂輸送量を
みると，標高の高い造成干潟により下流からの浮遊
土砂輸送がブロックされるため，ネットの主流方向
土砂輸送は，造成前とは逆の下流方向となっている．
さらに，浮遊土砂濃度の最大は下げ潮の終わりに発
生している． 
 潮流による一ヶ月間の横断方向への浮遊土砂輸送
は，干潟造成前のものと変化がなく，護岸方向へ同
程度のネットの輸送が起こっている． 
 平常時の浮遊土砂の発生は，潮流による河床堆積
物の巻き上げが原因であり，潮流が強い，水位が T.P. 
−1 ～−0.5 mの時である．したがって，地盤高が T.P. 
0  m 以上である造成干潟が冠水している時には浮
遊土砂濃度が低く，干潟上への浮遊土砂輸送はほと
んどないと考えられる． 
 図2.3.3-23, 24はA（干潟造成後の現況高区）で
計測された流速と浮遊土砂濃度の鉛直分布のうち，
造成干潟の地盤高以下のデータを除いた結果である．
図2.3.3-19に示した干潟造成前の結果と比べると，
下流方向への土砂輸送量は 30%まで減少している．
護岸方向への土砂輸送量は，干潟造成前の干潟の輸
送量（図 2.3.3-20）や現況高区輸送量の 5%しかな
く，造成干潟への浮遊土砂輸送はわずかであると推
測される． 
 祇園水門が全開となった出水時（2012 年 7 月 7
日）における干潟前面（図 2.3.3-28の B地点）で
の流速分布を図2.3.3-25に示す．観測期間は下げ潮
期の後半で，造成干潟は干出していた．また，塩水
は完全にフラッシュされており，密度成層は消滅し
ていた． 
 図 2.3.3-25 に示した曲線は乱流境界層の対数則
を当てはめたものである．ADCPの測定流速は対数
則に良く適合していることが分かる．水面付近の最
大流速は 1 m/sに達している． 
 図2.3.3-26は，深さ平均流速と，対数分布から求
めた底面摩擦速度の経時変化を示している．深さ平
均流速は 0.8 m/s，摩擦速度は 0.14 m/sに達してお
り，河床材料は活発に移動していると考えられる．
祇園水門が平常状態に復帰した後の摩擦速度は
0.04 m/sであるが，これは密度成層が存在している
平常時の下げ潮期の値の約 2倍の大きさである． 
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図2.3.3-18 ADCPの設置地点 

 

図2.3.3-19 自然干潟上の浮遊土砂濃度，下流方向流速，下流方向浮遊土砂輸送量の経時変化 
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図2.3.3-20 自然干潟上の浮遊土砂濃度，中央方向流速，中央方向浮遊土砂輸送量の経時変化 

 

図2.3.3-21 現況高区の浮遊土砂濃度，下流方向流速，下流方向浮遊土砂輸送量の経時変化 
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図2.3.3-22 現況高区の浮遊土砂濃度，中央方向流速，中央方向浮遊土砂輸送量の経時変化 

 
図2.3.3-23 造成干潟地盤高上の浮遊土砂濃度，下流方向流速，下流方向浮遊土砂輸送量の経時変化 
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図2.3.3-24 造成干潟地盤高上の浮遊土砂濃度，中央方向流速，中央方向浮遊土砂輸送量の経時変化 

 

図2.3.3-25 出水時の造成干潟前面における流速分布 
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図2.3.3-26 深さ平均流速と底面摩擦速度の経時変化 
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2.3.4 太田川デルタ河川網における河床形状の経年変
化 
(1) 太田川放水路と旧太田川の分派点 
図2.3.4-1は，旧太田川と太田川放水路の分派点にお
ける航空写真の経年変化を示す．写真より，大芝水門
および祇園水門の上流には土砂が堆積する傾向にあり，
砂州上の樹木は，昭和 63年（1988年）以降より繁茂
していることが分かる．図2.3.4-2は分派点の低水路横
断形状（6.0km）の経年変化を示す．土砂堆積は，樹
木が繁茂し始めた昭和 63年（1988年）から平成 5年
（1993 年）までの 5 年間に顕著に生じており，大芝
水門の固定堰高程度の高さにまで発達している．この
間に 4000(m3/s)規模の中規模洪水（平成 5 年（1993
年）7 月洪水）を受けており，この洪水により土砂堆
積が生じたものと考えられる．平成 5（1993）年以降
は，中規模洪水を二回（平成 11(1999)年 6 月，平成
11(1999)年 9月）と大規模洪水（平成 17年 9月洪水）
を受けているが，砂州形状に大きな変化は見られない．

砂州は固定堰や高水敷の高さで安定しているものと考
えられる．平成 20(2008)年から平成 21(2009)年の間
では，分派点の砂州の掘削が行われているが（図
2.3.4-1(c)，図2.3.4-1(d)），平成 22(2010)年 7月洪水に
より砂州が再び発達して来ていることが分かる．以上
のことから，太田川放水路と旧太田川の分派点には，
河道線形や構造物の関係から砂州が形成され，固定堰
高程度の高さで安定していることが分かる． 

 

(a)昭和 49(1974)年撮影 (b)昭和 63(1988)年撮影 

太田川放水路 太田川放水路 

旧太田川 

旧太田川 

(c)平成 22(2010)年撮影 (d)平成 23(2011)年撮影 

太田川放水路 

旧太田川

太田川放水路 

旧太田川

図2.3.4-1太田川放水路と旧太田川の分派点付近の経年変化 

図 2.3.4-2 6.0kmにおける実測の低水路横断形状の経年変
化
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(2) 太田川放水路の河床形状の経年変化 
図2.3.4-3は，太田川放水路のC3.0km~2.4km付近
における平成 6(1994)年から平成 22(2010)年までの河
床形状コンターを示す．河床形状コンターは，各断面
の低水路平均河床高との差を用いて描いている．図
2.3.4-4は，横断形状の経年変化を示す．2.3.6及び 2.4
で詳細述べているが，太田川放水路は複断面河道とし
て計画され，高水敷が潮間帯に設定されたことから河
岸沿いが干潟となっている．そのため，河岸沿いの干
潟と低水路澪筋部との横断比高差は約1~2m程度もあ
る．上流から供給された土砂は，主に低水路を流下し
ており，河岸沿いの干潟と低水路河床高との比高差が
大きいことから，低水路から河岸沿い干潟上にほとん
ど輸送されていない．低水路の中央部には，約 1kmの
波長の交互砂州が形成されていることが分かる．太田

川放水路における交互砂州は，洪水によってやや下流
に移動しているものの経年的に安定した交互砂州形状
となっていることが分かる．これらの交互砂州は，1
洪水で約 50~100m 程度移動し，低水路河床高は±
1.0m 程度の変動の幅の中で安定している．この低水
路の交互砂州は，河岸沿いの干潟形状の変化に影響を
及ぼしており，2.3.6．ではそれらの現象について詳細
に検討している． 
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図 2.3.4-3 太田川放水路（2.4-C3.4km）における実測河床形状コンター 
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(3) 市内派川における実測河床形状の経年変化 
図2.3.4-5は，市内派川における平成 17年 9月洪水
および平成 22年 7月洪水前後における平均河床高・
最深河床高と堤間幅の縦断分布および両洪水における
平均河床高の変化量を示す．平成 22年 7月洪水後の
市内派川の定期横断測量は，天満川と元安川で行われ
ている．旧太田川では平成 17年 9月洪水により，川
幅が漸拡する河口付近や断面形の変化する分派点付近
を除くと，太田川放水路と同様に平均的に 20cm程度
の河床変動が生じている．川幅が漸拡する河口付近や
河床勾配が緩くなり元安川と分派する 2.6km 付近で
は土砂堆積が顕著になっている．天満川は河床勾配や
川幅が縦断的に大きく変化していないことから，平成
17年 9月洪水・平成 22年 7月洪水においても河床変

動量は 20cm程度である．旧太田川と同様に，川幅が
漸拡する河口付近では土砂堆積が顕著に生じているこ
とが分かる．元安川は縦断的に河床変動が小さい．図
2.3.4-6 は旧太田川および天満川の河口付近における
横断形状の経年変化を示している．天満川の河口では，
平成 17年 9月洪水，平成 22年 7月洪水ともに 1mほ
ど土砂堆積が生じており，経年的にも堆積傾向である．
旧太田川の河口付近については平成 17年 9月洪水で
は土砂堆積傾向であることが分かる．後述ように，
0.0km付近より下流では河床材料が細かいこと，川幅
が縦断的に大きく変化することから，河口付近の土砂
堆積には浮遊砂の影響について見極める必要があると
考えられる． 
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(e) 京橋川の平均河床高と最深河床高 

(f) 京橋川の平均河床高の変化量 

図 2.3.4-5 市内派川における実測平均河床高の変化 
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図 2.3.4-6 河口付近における実測横断形状の経年変化 
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(3) 太田川放水路および市内派川における河床材料 
太田川放水路および市内派川の河岸沿いに多くの干
潟を有している．太田川放水路の干潟は砂干潟である
のに対し，市内派川の干潟は広島湾を起源とした有機 
泥が河岸に堆積し，泥干潟となっていることが知られ 
ている（長戸ら 2007，富田ら 2005）．洪水中の河床変
動を把握するためには，太田川デルタの河川の河床材
料を詳細に把握する必要がある．平成 18(2006)年には，
太田川放水路・旧太田川・天満川・元安川において音
響探査調査，コアサンプリング調査とふるい分け試験
調査が行われている（図 2.3.4-7）．音響探査調査は河
道の縦断方向と横断方向に行われ，横断方向の調査は
1kmごとに観測されている．コアサンプリング調査は，
1km 間隔でみお筋付近を中心に観測が行われている．
河床材料のふるい分け調査は，左右岸の河岸際付近に
おいて 1km間隔で行われている．図2.3.4-8は太田川
放水路・旧太田川・天満川・元安川におけるふるい分
け試験とコアサンプリング調査による河床材料粒度分
布の結果を示している．河岸際で採取されたふるい分
け試験とみお筋付近で採取されたコアサンプリング調
査は，ともに 0.0km付近より下流においてややシルト
分を含む河床材料になっている．図 2.3.4-9 から図
2.3.4-16 は太田川放水路・旧太田川・天満川・元安川
における音響探査調査結果とコアサンプリング調査結
果を示す．太田川放水路および市内派川ともに 0kmよ

り上流区間では，深度方向にもほとんどシルト成分を
含んでおらず主に砂で構成されていることが分かる．
一方，0kmより下流区間では，シルト質の砂と礫混じ
りの砂が互層を成していることが分かる． 
これより，太田川放水路と市内派川の河床材料は，
河岸際は粘性土であっても低水路のみお筋付近の河床
材料は，0kmより下流では河床がシルト質の砂がやや
多いものの，縦横断方向・鉛直方向ともに粗砂から細
砂で構成されていることが分かる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2.3.4-7 音響探査調査およびコアサンプリング調査位置 

航跡（音響探査調査） 

コアサンプリング調査実施箇所 
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(c) 天満川における河床材料粒度分布 
（ふるい分け試験） 
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(d) 天満川における河床材料粒度分布 
（コアサンプリング調査） 
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(e) 元安川における河床材料粒度分布 
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(f) 元安川における河床材料粒度分布 
（コアサンプリング調査） 

粒径(mm) 

通
過
質
量
百
分
率
(％
) 

(g) 旧太田川における河床材料粒度分布 
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(h) 旧太田川における河床材料粒度分布 
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図 2.3.4-8ふるい分け試験・コアサンプリング調査による河床材料粒度分布 
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図2.3.4-10 太田川放水路-1.0kmにおける音響探査・コアサンプリング調査結果 
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図 2.3.4-9太田川放水路 3.0kmにおける音響探査・コアサンプリング調査結果 
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図 2.3.4-11 旧太田川 3.0kmにおける音響探査・コアサンプリング調査結果 
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図2.3.4-12 旧太田川-1.0kmにおける音響探査・コアサンプリング調査結果 
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図 2.3.4-13 元安川 2.0kmにおける音響探査・コアサンプリング調査結果 
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図 2.3.4-14 元安川 0.0kmにおける音響探査・コアサンプリング調査結果 
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図 2.3.4-16 天満川 1.0kmにおける音響探査・コアサンプリング調査結果 
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図 2.3.4-15 天満川 3.0kmにおける音響探査・コアサンプリング調査結果 

礫混じり 
粗砂 

礫混じり 
中～粗砂 

粗砂混じり 
細礫 

礫混じり 
中砂 

粗砂混じり 
細礫 

礫混じり 
中～粗砂 

貝片 

中礫 

貝片 

貝片 

貝片 

中礫 

中礫 

写真 記載 混入物 底質 色調・臭気 ふるい分けcm
河床

2.5Y 5/2 

2.5Y 5/1 

5Y 5/1 

7.5Y 5/1 

5Y 5/1 

粒度試験
(0.20-0.40)

粒度試験
(0.80-1.00)

マンセル値 



物質収支WG 

 88

2.3.5 太田川デルタ河川網における洪水流量配分およ
び洪水中の河床変動 

 
(1) 平成 22年 7月洪水・平成 17年 9月洪水における
太田川放水路と市内派川の洪水流量配分および洪水
中の河床変動 

 
1) 解析法の概要 
観測水面形の時系列データには，河床形状，河道抵
抗，樹木群の抵抗や河床変動などのあらゆる水理現象
の影響が現れている．そのため，観測水面形時系列デ
ータを再現するように洪水流と河床変動を解くことで，
洪水中の流れと河床変動を評価できるものと考えられ
る（福岡ら 2004, 福岡 2005）．そのため，平成 22(2010)
年 7月洪水において太田川放水路と市内派川の水面形
時系列の詳細な観測を行った．図2.3.5-1は，洪水の観
測体制を示す． 
低平地のデルタ河川は，複雑に分合流を繰り返す河
川流路網を形成している．このような河川流路網では，
それぞれの河川の流れと河床変動が互いに影響を及ぼ
しあう複雑な非線形現象である．このため，観測水面
形時系列データを用いた解析法を用いる場合，どの区
間からどのような順番で観測水面形を再現し，全体の

流れ場を決定するかが重要になる．本研究では，上流
端流量ハイドログラフ，下流端潮位時系列，水面形時
系列が既知であることから，上流から下流に向って水
面形を再現することで各河川の流れと河床変動，洪水
流量配分を求める．観測水面形を再現するためには，
流れと河床変動を規定する抵抗分布を適切に評価する
ことが重要になる．太田川デルタ河川網における河道
の抵抗分布，流量配分の決定方法を図2.3.5-2のフロー
チャートに示す． 
 河床変動解析を行うためには，底面流速を適切に評
価する必要がある．そこで本解析法では，浅水流方程
式に加え渦度方程式を解くことで流れの三次元性を評
価した非定常準三次元解析（内田ら 2009,2011）によ
り，底面流速を求めている． 
 本解析法の検証は，詳細に水面形を観測した平成
22(2010)年7月洪水と既往最大洪水である平成17年9
月洪水を対象として行った．ここでは，平成 22 年 7
月洪水の検証結果を主に述べ，平成 17(2005)年 9月洪
水についての検証結果は文献（後藤ら 2012）を参照さ
れたい．図 2.3.5-3は平成 17(2005)年 9月洪水の水位
ハイドログラフを示し，図2.3.5-4は平成 22(2010)年 7
月洪水の水位ハイドログラフを示している．対象とし
た両洪水は，下げ潮時に洪水ピークを迎えており，ほ

図2.3.5-1 対象区間と平成 22年 7月洪水における洪水観測体制 
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ぼ同じ潮位条件であった． 
2) 解析法検証 
図2.3.5-5は平成 22年 7月洪水における各河川の水
面形の解析結果と観測結果を示す．水面形の解析結果
は，洪水の立ち上がり付近で観測結果とやや差が生じ
ているものの，洪水ピークから減水期にかけて本川と
各派川の観測水面形を説明できている．下げ潮時には，
潮位低下により 0.0km 付近より下流で水面勾配が急
になっている．特に，1.0km付近で川幅が狭くなって
いる元安川，天満川と旧太田川は，0.0km付近で他の
派川よりも水面形が急勾配になっていることが分かる．
表 2.3.5-1 は観測水面形を再現するように決定した粗
度係数・樹木群透過係数を示す．表には，平成 17年 9
月洪水再現計算の結果も示している．市内派川および
平成 22年 7月洪水解析における太田川放水路の粗度
係数は，粒径から判断すると大きい粗度係数になって
いる．これは，解析格子サイズでは捉えられない河床
波などの微地形の影響が粗度係数に含まれているもの
と考えられる．平成 17年 9月洪水では，平成 22年 7
月洪水よりも 1m程度水深が大きいため，太田川本川
と太田川放水路における粗度係数は平成 22年 7月洪
水よりも小さくなっている． 
図2.3.5-6は平成 22年 7月洪水における平均河床高
の変動量の解析結果と観測結果を示している．実測と
解析結果より，平成 22年 7月洪水における太田川デ
ルタの河床変動は，平均的に約 20cm程度である．解
析結果は，観測結果に見られるような断面形が大きく
変化する地点や河口付近における土砂堆積の傾向を説
明できている．一方，0.0kmから河口より少し上流の

区間では，解析結果が実測値の河床より低下している
傾向にある．これは上流区間から運ばれる土砂供給を
十分評価できていないためと考えられる． 
図 2.3.5-7 は太田川放水路における解析と実測によ
る河床変動コンターを示している．太田川放水路にお
ける交互砂州の河床変動は，図2.3.5-7(a)に示す実測値
より，砂州の上流で洗掘が生じ，砂州下流で堆積が生
じている．解析結果は河床変動量がやや小さいものの，
観測結果に示したような砂州上流で洗掘が生じ，その
下流で堆積している現象をほぼ説明できている． 
図 2.3.5-8 は解析から得られた流量ハイドログラフ
と観測流量ハイドログラフの比較を示している．洪水
流量ハイドログラフの観測は，矢口第一観測所，祇園
大橋観測所，三篠橋観測所，工兵橋観測所で行われて
おり，太田川放水路と旧太田川の分派点，旧太田川と
京橋川の分派点における実測の流量配分が得られてい
る．解析から得られた流量ハイドログラフは観測の流
量ハイドログラフをほぼ説明している．これより，平
成 22年 7月洪水ではおよそ 60%の洪水流量が放水路
に流入していたことが分かった． 
以上のように，河床形状，河床形態，河道・樹木群
の抵抗，洪水中の河床変動等，様々な水理現象が積分
された形で現れている観測水面形時系列データを用い
て非定常準三次元洪水流・二次元河床変動を行うこと
により太田川デルタ河川網における実洪水中の流れと
河床変動，各河川の洪水流量ハイドログラフを求める
ことが出来た． 
前述のように，本研究では既往最大洪水である平成

17 年 9 月洪水についても同様の方法によって観測水

図2.3.5-2 抵抗分布，流量配分を決定するフローチャート 
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面形を再現し，解析法の妥当性について検証している．  
次章では，本解析法による平成 22年 7月洪水，平
成 17年 9月洪水の解析結果を比較し，太田川デルタ
河川網における洪水中の河床変動，洪水流量配分につ
いて検討する． 
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図 2.3.5-6 平成 22年 7月洪水における平均河床高の変化の解析結果と観測結果の比較 

図 2.3.5-7 平成 22年 7月洪水における太田川放水路河床変動コンターの解析結果と観測結果 
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3) 太田川デルタ河川網における洪水流量配分 
図 2.3.5-9は平成 22年 7月洪水および平成 17年 9
月洪水における各分派点の分派率と分派点上流の水位
の関係を示す．分派率は，各分派点の流入流量に対す
る派川流量の比で表している．太田川放水路と旧太田
川の分派点では，平成 22年 7月洪水において大芝水
門の可動堰のゲートの操作が行われており，ゲートの
開度は 2.45(T.P.m)とされていた．一方，平成 17年 9
月洪水では，大芝水門・祇園水門の可動堰は全開であ
った．解析結果と観測結果は，平成 22年 7月洪水で
は，大芝水門のゲートを閉めているにも関わらず，全
開となっていた平成 17年 9月洪水よりもやや多く旧
太田川に流入している．この原因については，平成 22
年 7月，平成 17年 9月洪水の太田川放水路の粗度の
違い等が考えられるが（図中の緑線で平成 22年 7月
洪水で決定した粗度を用いて平成 17年 9月洪水を解
いた場合の分派率を示している），まだ十分に分かって
おらず今後の課題とする．その他の分派点では，洪水
規模の異なる平成17年9月洪水と平成22年7月洪水
において分派率と水位の関係がほぼ同じ関係にあり，
潮位変動や洪水規模によって水位が高いほど，分派率
がやや大きくなる傾向にあることが分かる． 

 

4) 太田川放水路と旧太田川の分派点における洪水流
と河床変動 
図 2.3.5-10および図 2.3.5-11は，太田川放水路と旧
太田川の分派点における河床変動コンターの解析結果
と観測結果の比較を示す．図2.3.5-10(b)，図2.3.5-11(b)
に示す解析結果には，水位ピーク付近における底面流
速および水深平均流速の流線を重ねている．図
2.3.5-10(a)に示す平成 17年 9月洪水の実測河床変動コ
ンターの特徴は，6.2km付近の砂州前縁や左岸側の澪
筋で洗掘が生じ，祇園水門上流で土砂堆積が生じてい
ることにある．解析結果（図 2.3.5-10(b)）より，湾曲
の影響や派川方向に流れが引き込まれることで，この
付近で二次流が発達し，底面流速と水深平均流速との
間に差が生じていることが分かる．このように流れの
三次元性を考慮した解析法の適用により，解析結果は
左岸みお筋付近の洗掘がやや小さく計算されているも
のの，観測結果に見られるような 6.2km付近の砂州前
縁や左岸澪筋付近で洗掘を受ける傾向を捉えることが
出来ている．みお筋付近の洗掘が小さく計算された原
因は，護岸周辺で発達する渦を適切に評価できていな
かったためと考えられる． 
平成 21(2009)年度には分派点の砂州が掘削されて
おり，平成 22(2010)年 7月洪水時には砂州が発達して
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いない状態であった．平成 22 年 7 月洪水では図
2.3.5-11(a)に示す実測より，分派点上流では全体的に堆
積傾向であることが分かる．解析結果は，分派点上流
で全体的に堆積する傾向を説明出来ている (図
2.3.5-11(b))．特に，高水敷と固定堰に囲まれた範囲の
土砂堆積が顕著であり，今後分派点の砂州が発達して
いくことが分かる． 
5) 感潮域における洪水中の河床変動 
図 2.3.5-12は，平成 22年 7月洪水における各時間
帯の平均河床高の変動量の解析結果を示し，図
2.3.5-13 は，太田川放水路および天満川における流砂
量の縦断分布を示す．流砂量の縦断分布は，洪水ピー
ク時と洪水減水期について示している．図 2.3.5-12，
図 2.3.5-13 より， 1.0km 付近より上流では洪水ピー
ク付近において流砂量が河口付近に比べて多くなり，
河床変動量も洪水ピーク付近で大きくなっている．一
方，0.0km付近より下流では，洪水減水期において潮
位低下により水面形が急勾配になることにより，流砂
量が多くなり河床変動量が大きくなっている．平成 17
年 9月洪水についても同様に解析平均河床高の各時間
帯の変動量（図2.3.5-14），解析による流砂量の縦断分
布（図 2.3.5-15）を示す．平成 17 年 9 月洪水は平成
22年 7月洪水と潮位条件がほぼ同じであるため，平成
22年 7月洪水と同様に洪水減水期において 0kmより

下流の流砂量が多くなり，河床変動が大きくなってい
る． 
以上に示したように，大きな潮位変動を有する感潮
域では必ずしも洪水ピーク時に最大の河床変動が生じ
るとは限らないため，水面形の時間変化を観測し，観
測水面形を用いた洪水流・河床変動解析を行うことが
特に有効であることが分かる． 
太田川放水路および市内派川では粒度分布が変化す
る 0km 付近を境として，流砂の運動形態が異なって
いることが分かる．太田川放水路では，平均粒径が
1mm以下の0kmより下流で浮遊砂が卓越しているが，
0kmより上流では掃流砂量が浮遊砂量の2倍程度にな
っている．太田川放水路は，0km地点と河口付近以外
は断面形状がほぼ一様であるので，摩擦速度や流砂量
が縦断的にほぼ一様になっている．市内派川において
も 0km 付近より下流では，浮遊砂量が掃流砂量より
卓越し，市内派川の 1km より上流では，浮遊砂量が
少なく掃流砂量が多くなっている．従って，粒度分布
が細かく川幅が漸拡する河口付近（0km 付近）では，
河床変動に対する浮遊砂の影響が大きいことが分かる．
このような縦横断面形，河床材料で構成された河道の
河床変動解析には，浮遊砂を考慮する必要があること
が分かる． 
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図2.3.5-11 太田川放水路と旧太田川の分派点における河床変動コンター（平成 22年 7月洪水） 

(a) 実測 

-1.0(m) 1.0(m) 

6.6km

6.4km

6.2km 

6.0km 

5.8km 

固定堰 

図2.3.5-10太田川放水路と旧太田川の分派点における河床変動コンター（平成 17年 9月洪水） 

祇園水門護床 

固定堰 

-1.0(m) 1.0(m) 

6.2km 

6.4km 

6.6km

6.0km 

砂州前縁の洗掘 

澪筋の洗掘 

-1.0(m) 1.0(m) 

底面流速の流線 

水深平均流速の流線 

澪筋の洗掘 

砂州前縁の洗掘 

水深平均流速(3.0m/s) 

(a) 実測 (b) 解析 

洗掘 堆積 

洗掘 堆積 

固定堰 

祇園水門護床 

-1.0(m) 1.0(m) 

水深平均流速(3.0m/s) 

(b) 解析 

底面流速の流線 

水深平均流速 

の流線 

固定堰 



物質収支WG 

 96

 

縦断距離（km） 縦断距離（km） 

(a) 天満川における各時間帯の平均
河床高の変化 

(b)太田川放水路における各時間帯の平均河床
高の変化 

河
床
変
動
量
(m
) 

河
床
変
動
量
(m
) 

縦断距離（km） 縦断距離（km） 

河
床
変
動
量
(m
) 

河
床
変
動
量
(m
) 

(a) 天満川における平均河床高の変化 (b) 太田川放水路における平均河床高の変化 

図 2.3.5-14 解析より得られた各時間帯の平均河床高の変化（平成 17年 9月洪水） 

図 2.3.5-12 解析より得られた各時間帯の平均河床高の変化（平成 22年 7月洪水） 
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図 2.3.5-13 解析より得られた流砂量の縦断分布（平成 22年 7月洪水） 
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図 2.3.5-15 解析より得られた流砂量の縦断分布（平成 17年 9月洪水） 
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2.3.6太田川放水路における洪水流による干潟の挙動 

 
(1) 太田川放水路の工事履歴と干潟の関係 
太田川放水路は人工的に造られた河川であるものの，
竣工から 40 年以上経過した今日では河岸沿いに干潟
を有し，汽水生物の貴重な生息・生育・繁殖の場にな
っている. 本章では，現在，太田川放水路の河岸沿い
に干潟が残されている経緯について，太田川放水路の
工事履歴とともに考察する．図2.3.6-1は昭和 14年に
撮影された航空写真を示し，図2.3.6-2は平成 18年に
撮影された航空写真を示す．昭和初期までは，干潟は
太田川デルタの河口付近一帯に広がっていたが（図

2.3.6-1），現在では埋め立てや干拓，河道等の浚渫によ
って放水路と市内派川の河岸沿いに干潟が残されてい
る（図 2.3.6-2）．太田川放水路の-1.2km~0.0km 付近は
福島川を浚渫して造られ，-1.6km付近より下流は昭和
50年頃の埋め立て（広島市西部開発事業）によって河
道となった．0.0km より上流区間については，山手川
の河道を拡幅・掘削して太田川放水路が造られた． 

以下では，太田川改修三十年史・太田川史等の資料
に基づき，太田川放水路の工事履歴と河岸沿いの干潟
について考察する． 
太田川放水路の本格的な工事は，昭和 9年から行わ
れ太平洋戦争による中断を経て昭和42年に概成した．

図 2.3.6-1 昭和 14 年における太田川デルタと干潟 図 2.3.6-2 平成 18年における太田川デルタと干
潟
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昭和 8年に決定された改修当初の計画では，太田川放
水路の全川に亘り複断面とし，図 2.3.6-3 に示すよう
な複断面の標準断面形が採用されている．その後，昭
和 18年，昭和 20年の洪水を受け，昭和 23年に計画
流量 6,000(m3/s)とする計画に改訂された．図 2.3.6-4
は，0.0kmにおける当時の計画断面と施工前断面，現
在の断面を示す．図に示すように，計画断面の高水敷
高さは潮間帯の高さに設定され，満潮位より低いため，
潮位が高い時間帯に水が乗り上げる． 
放水路工事は，0.0kmより下流の浚渫から開始され，
昭和 9年～昭和 15年では，-1.0km~0.65kmの区間に
おいて福島川（当時）の低水路（河道の中央付近）の
浚渫が行われた．一方，高水敷に対応する河岸沿いを
浚渫・掘削した記録は残されておらず，洪水流による
洗掘を受けながらも福島川の河床が残されているもの
と考えられる．このように，低水路（河道の中央付近）
を浚渫したことにより，現在でも河岸沿いに干潟が残
されている．0.0kmより上流については，戦後に本格
的な掘削工事が開始された．前述のように，2.0km付
近までは高水敷の高さが満潮位よりも低いため，潮位
が高い時間帯では，高水敷に水が乗り上げる．0.0km
より上流区間の干潟（高水敷）前面には，図 2.3.6 -5
に示すように護岸が設置され，干潟が浸食・洗掘から
守られており，干潟は経年的に安定した形状をしてい
る．0.0kmより下流については，護岸が設置されてい
ないため，干潟が浸食・洗掘を受けやすい構造になっ
ている（図 2.3.6-6）． 
近年では，緊急用河川敷道路の整備が行われ，旭橋
より上流の区間では既に両岸で整備されている．今後，
0.2km(旭橋)~-1.5km(広島西飛行場)区間の左岸で整

備が予定されている．0.0km より下流区間の干潟は，
前述のように 0.0kmより上流区間と異なり，干潟前面
に護岸が設置されていないので，緊急用河川敷道路を
整備した場合における干潟の保全・再生策について検
討する必要がある． 
 

(2) 太田川放水路における洪水流による干潟の経年
変化 
太田川放水路に新たに設置する緊急用河川敷道路や
造成干潟が及ぼす影響を把握するためには，これまで
受けてきた洪水による干潟形状の変化を理解する必要
がある． 
図 2.3.6-7~図 2.3.6-9 は，昭和 62(1987)年から平成

22(2010)年までの平面的な干潟形状の経年変化をコ
ンター図で示している．ここで，-1.6(T.P.m)以上の高
さ（図中の黄土色より高い部分）を干潟高さの下限値
とした．これは，アサリが生息できる干潟高さの下限
値が，-1.7(T.P.m)であることを参考としたものである．
図 2.3.6-10は，横断的な干潟形状の経年変化を示して
いる．-1.2km右岸，-0.8km左岸，-0.2km右岸付近に
ある干潟は，経年的に面積が小さくなり高さも低くな
っている．これらの干潟は交互砂州の深掘れ部が接近
してくると，洪水による洗掘量が大きくなる傾向にあ
る．以下では，-0.8km付近左岸の干潟を例として詳細
に説明している．昭和 62(1987)年では，-0.8km 付近
左岸干潟の上流（-0.4km左岸付近）に深掘れの最深箇
所が位置し，その後の洪水（平成 5年 7月洪水）によ
り，深掘れ箇所が下流に移動している．平成 13（2001）
年では，平成 11年 6月洪水，平成 11年 9月洪水を受
け，深掘れ部は-0.5km~-0.6km付近に移動し，これに

低水護岸 
緊急用河川敷道路

図2.3.6-5太田川放水路左岸の0.2kmより上流区間の
敷石護岸と緊急用河川敷道路（1.2km付近左岸） 
（タイプ 3干潟） 

図 2.3.6-6緊急用河川敷道路の整備が予定されて
いる太田川放水路左岸の 0.2kmより下
流における干潟（タイプ 2干潟） 
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より-0.6km 左岸の干潟の洗掘量が大きくなっている
（図 
2.3.6-10(a)）．平成 17 年 9 月洪水では，前述の深掘
れ部が-0.8kmまで流下したため，-0.8km左岸干潟の
洗掘量が大きくなっていることが分かる（図

2.3.6-10(b)）．一方，-2.0km付近両岸の干潟は，その上
流側(-1.8km~-2.0km付近)で洗掘を受け，干潟高さが
やや低下する傾向にあるが，下流側では土砂が堆積す
ることによりやや下流に伸びていることが分かる．図
2.3.6-11は，太田川放水路における平均河床高および 
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図2.3.6-7 太田川放水路(-1.0km-0.0km)における実測の干潟形状の経年変化 

図 2.3.6-8 太田川放水路(-2.0km--1.0km)における実測の干潟形状の経年変化 
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図 2.3.6-9 太田川放水路(-3.4km--2.0km)における実測の干潟形状の経年変化 
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図 2.3.6-10 太田川放水路における干潟周辺の横断測量結果 
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最深河床高の経年変化を示す．昭和 47年から昭和 62
年では，0.0kmより下流における低水路河床高の低下
に伴い干潟高さも低下している．その後，0.0kmより
下流の低水路河床高は，昭和 62年から平成 6年では
上昇し，平成 6年から平成 13年で低下，平成 13年か
ら平成 17年でやや上昇，平成 17年から平成 22年で
低下している．河岸沿いの干潟高さの低下量は，低水
路河床高が低下している期間の方が上昇している期間
よりも大きくなっている．このような低水路の平均的
な河床低下に加え交互砂州の深掘れ付近の洗掘により，
干潟が低下しているものと考えられる． 
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図 2.3.6-11 実測による低水路河床高の経年変化 
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(3) 太田川放水路における干潟再生試験区設置後の
洪水流と河床変動 
 ここでは，再生試験区を設置後の洪水である平成 22
年 7月洪水を対象とし，再生試験区の設置が洪水流と
河床変動に及ぼす影響について考察する． 
図 2.3.6-12は，平成 22年 7月洪水における造成干
潟周辺の河床変動解析結果の時間変化を示す．造成干
潟は，図 2.3.6-13に示すように元の干潟を 1m以上嵩
上げしており，施工前断面に比べて低水路の河積が小
さくなっている．造成干潟の下流（0.0km）は，急拡
する縦横断面形になっている．洪水前の造成干潟の前
面は交互砂州の砂州になっていたが，洪水によって砂
州が 100m程度下流に移動したため，造成干潟前面に
深掘れが生じた．そして，造成干潟の下流では断面形
が広がることで土砂堆積が生じ，砂州が発達した． 造
成干潟の下流に形成された砂州は干潮時に干出する高
さ(T.P.-1.8m)以上にまで発達し，干潟となっている（図
2.3.6-13）．前述のように，対象洪水では潮位が低下し
水面形が急勾配になる 15~16 時の間の河床変動量が
大きかった．この時間帯の水位は，図 2.3.6-13 より
1.0(T.P.m)程度であるため低水路の縦横断面形の変化
の影響を大きく受ける．そのため，造成干潟周辺では，
干潟を造成し河幅を狭めたことで流速が施工前断面よ
り大きくなり，そこに交互砂州の深掘れ部が流下して
きたことで造成干潟周辺において洗掘が生じた．造成
干潟の下流(0.0~-0.2km付近)では断面形が急拡してい
ることに加え，砂州が上流から移動してきたため顕著

な土砂堆積が生じ干潟が形成された． 
試験干潟を造成し低水路の縦横断面形状を変化させた
ことで，干潟周辺の河床変動に影響を及ぼした．今後，
緊急用河川敷道路や干潟を設置するにあたり，それら
が洪水流と河床変動にどのような影響を及ぼすのかに
ついて適切に見積もる必要がある． 
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図 2.3.6-12 平成 22年 7月洪水における造成干潟周辺の河床変動の解析結果 
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(4) 新たに造成する干潟の設置位置，高さの検討  

表2.3.6-1 計算条件 

図 2.3.6-15 計算で与えた造成干潟の設置位
置
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図 2.3.6-16 洪水の外力条件 

表 2.3.6-2  過去の主要洪水 

過去30年

の洪水 

造成干潟位置 干潟形状 外力条件
Case0 なし 過去30年の主要洪水
Case1 -0.6km A 過去30年の主要洪水
Case2 -0.6km B 過去30年の主要洪水
Case3 -0.2km A 過去30年の主要洪水
Case4 緊急用河川敷道路のみ 過去30年の主要洪水
Case0' なし 過去30年の主要洪水×2
Case1' -0.6km A 過去30年の主要洪水×2
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2.3.6 (3)の検討から，造成干潟の高さや位置の違い
が低水路の河床変動に影響を及ぼすことが分かった．
太田川放水路の河岸沿いの干潟を保全，再生しつつ緊
急用河川敷道路を整備するためには，造成干潟の設置
位置や高さについて検討する必要がある．本検討では，
2.3.5(1)で構築した実洪水中の洪水流と河床変動を評
価し得る解析法を用いて様々な造成干潟の設置位置や
高さが，洪水流・河床高の変化に及ぼす影響について
調べる．そして，経年的に安定した河口干潟を保全・
再生するための考え方を示す． 
 計算で与えた造成干潟の設置条件，洪水の外力条件

を表2.3.6-1に示す．Case0では，現況河道において過
去 30年間の主要洪水（表2.3.6-2）を与えた場合の河床
変動や砂州の挙動を把握する．Case1，Case2 では，
干潟再生試験区(0.1km 付近)下流にある砂州の下流
（-0.6km）に図-2.3.6-14に示す高さの異なる造成干潟
をそれぞれ設置し，造成干潟の設置高さの違いが河床
変動や砂州の挙動に及ぼす影響について検討する．
Case3では，干潟再生試験区(0.1km付近)下流にある
砂州の途中（-0.2km）に干潟を設置し，造成干潟の設
置位置の影響について検討する．Case4では，緊急用
河川敷道路のみを設置した場合について検討する．

図2.3.6-17 Case0解析結果 

図 2.3.6-18 Case1解析結果 
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Case0’および Case1’については，詳細は後述するが，
干潟再生試験区(0.1km 付近)下流の砂州が造成干潟を
通過するまでの期間として，過去 30 年間の主要洪水
を再度与えて解析を行った．図 2.3.6-17～図 2.3.6-21
は，それぞれの条件における河床形状コンターの解析
結果を洪水毎に示している．図 2.3.6-22 は，-0.2km，
-0.6km，-0.8km におけるそれぞれの条件の断面形状
の最終結果を示している．現況河道(Case0)では洪水を
受けることにより，干潟再生試験区下流にある砂州の
先端は，-0.7km付近まで移動している．Case1では，

-0.6km 付近に設置した造成干潟によって砂州が変形
し，造成干潟の前面を流下している．造成干潟を設置
した区間では，河積が減少しているため，砂州高が低
くなっていることが分かる．Case1において， 
-0.4km~0.0km 付近に形成された砂州は，高さが
-2.0(T.P. m)以上となり，砂州は干潮時に干出している
ものと考えられる（図 2.3.6-22(a)）．低い造成干潟を設
置した場合（Case2）についても，同規模の砂州が形
成されている． 
一方，造成干潟の設置は，その前面の洗掘を生じさ

図2.3.6-19 Case2解析結果 

図 2.3.6-20 Case3解析結果 
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せ，Case1の場合では最大-3(T.P. m)まで河床が低下し
ているものの，砂州が流下してくることにより再び埋
め戻される．Case2の場合では造成干潟の高さが低い
ため，造成干潟前面での洗掘がCase1に比べて小さく
なっている．造成干潟前面の洗掘は，図2.3.6-22(b)，(d)

より，右岸側の干潟は，深掘れ部が流下してくると洗
掘を受け干潟の高さが低下している．この右岸側の干
潟洗掘は，造成干潟を設置しない場合も生じているが，
造成干潟の高さが大きいほど洗掘深が大きくなる傾向
にある． 
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図 2.3.6-21 Case4解析結果 
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Case3では，砂州の途中(-0.2km)に造成干潟を設置
し河積を狭めたため，-0.4km~0.0km付近の砂州が一
時的に小さくなる（図 2.3.6-20，図 2.3.6-22(a)）．砂州
が造成干潟を通過すると，河積が大きくなるため再び
元の規模程度の砂州が形成される． 
緊急用河川敷道路のみを設置した場合（Case4）につ
いては，Case0 の場合と砂州の挙動がほとんど変わら
ない（図2.3.6-21）．緊急用河川敷道路を設置した左岸
側の干潟は，設置しない場合に比べて洗掘を受ける傾
向にあることが分かる（図2.3.6-22(a)）． 
次に，Case1において造成干潟前面に形成された砂
州（干潟）が，その後さらに流下した場合にどのよう
に変形するかを調べるため，Case0およびCase1計算 
終了後の地形に同じ外力条件を再度与えて考察した
（Case0’ ，Case1’）．図 2.3.6-22と図 2.3.6-24は，解
析結果の河床形状コンターを示す．Case1’では，再生
試験区前面に位置していた砂州が，洪水を受けること
により流下し，造成干潟下流に到達する．砂州が造成
干潟の下流に達すると，何も設置しない場合（図
2.3.6-24）に比べて砂州高がやや小さくなるものの，造
成干潟下流で砂州が再び形成される． 
図2.3.6-25は，Case0およびCase4における 0.0km

より下流の河岸沿い干潟形状の変化を強調したコンタ
ー図を示す．黒線が洪水後の干潟の前縁線を示し，赤
線は洪水前の干潟前縁線を示している．これより，交
互砂州の深掘れ部付近や干潟の幅が縦断的に大きくな
る区間で，干潟が洗掘を受けていることが分かる．  
以上より，造成干潟を設置した区間では，一時的に
砂州の規模が小さくなるものの，砂州が造成干潟の下
流に達すると元の規模の砂州にほぼ回復することが分
かった．干潟再生試験区の干潟と同様な高さの造成干
潟を設置した場合では，造成干潟前面で顕著な深掘れ
が生じ右岸側の干潟も洗掘を受ける傾向にある．低い
造成干潟（0.0(T.Pm)程度の高さ）を設置すると，これ
らの洗掘は軽減されることが分かった．造成干潟前面

における洗掘は，砂州が流下してくると埋め戻される
ことから，1m 程度の変動の幅の中で河床が安定して
いるものと考えられる．右岸側の干潟は，造成干潟を
設置しない場合においても洪水流による洗掘を受ける
傾向にあるが，高い造成干潟を設置する方がその影響
がやや大きいことが分かった． 
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図2.3.6-25 Case0,Case4における河岸沿いの干潟の解析結果 
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2.3.7 太田川における干潟環境の変化 
(1) 太田川における調査内容と調査地点 
図2.3.7-1に太田川放水路と市内派川における調査
地点を示す．調査地点は太田川放水路河口の St.1-1
（C3k400）と河口から 3 km上流の St.1-2（C1k000），
5.5 km上流の St.1-3（1k600），7.5 km上流の St.1-4
（3k600），9 km上流の St.1-5（5k000）に設定され
た．さらに，市内派川には天満川河口から 2 km上流
の St.2-1（0k200），3 km上流の St.2-2（1k200），5 km
上流の St.2-3（3k000），旧太田川河口から 7.5 km上
流の St.2-4（5k400），10 km上流の St.2-5（6k200）
に設定された．括弧内の数字は調査地点に最も近い太
田川距離標を表している． 
(2) 太田川放水路と市内派川の河川水質 
図 2.3.7-2には 2007年 6月～8月に太田川放水路
と天満川，旧太田川の干潟面上で測定された河川水の
満潮時の塩分と河川流量の経時変化が示されている．
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図 2.3.7-2 太田川放水路と天満川，旧太田川の満潮
時の河川塩分と水位，河川流量の経時変化 
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図2.3.7-1 太田川における調査地点 
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図2.3.7-3 2004年6月～2005年10月に測定された(a)
矢口第一地点での河川流量，太田川放水路における有
機泥の(b)沈降量，(c)細粒分含有率，(d)干潟土壌の IL
の経時変化（図(d)は干潟土壌採取日が縦線で示されて
いる） 
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図2.3.7-4 2004年6月～2005年10月に測定された(a)
矢口第一地点での河川流量，市内派川における有機泥
の(b)沈降量，(c)細粒分含有率，(d)干潟土壌の ILの経
時変化（図(d)は干潟土壌採取日が縦線で示されてい
る） 
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図2.3.7-5 天満川の各調査地点にて2010年6月に採
取された干潟土壌の(a)細粒分含有率と(b)IL 
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海水遡上量の季節的な変化や小規模な出水により，
St.1-3においては 2ヶ月間で 10 psu程度の塩分差が
現われていること，出水によって放水路全域で急激な
塩分変動が生じていることがわかる．また，市内派川
においては太田川放水路よりも出水の影響が顕著であ
り，満潮であっても河川水が淡水となっている期間が
長い．これは，矢口第一地点の流量が約 400 m3/s以下
の出水では祇園水門が開放されず，河川水は平水時の
分派比（放水路に 1割，市内派川に 9割）で分派され
ているためである．太田川放水路と市内派川の塩分分
布を比較すると海水遡上量は同程度であるが，河川水
の分派比が異なるために，市内派川の方が淡水の影響
を強く受けていることがわかる． 
(3) 有機泥沈降（輸送）量の季節変動 
図2.3.7-3，図2.3.7-4には 2004年 6月～2005年

10 月の間に測定された太田川放水路と市内派川にお
ける(a)矢口第一地点での河川流量，有機泥（土粒子に
有機物が付着した粒子，粒径 1～100 μm程度）の(b)
沈降量，(c)細粒分含有率，(d)干潟土壌の強熱減量（IL）
の経時変化が示されている．セジメントトラップは
T.P.-0.5m～+0.5mの範囲に設置されており，河川水位
が T.P.+0.5m～2m の範囲の有機泥を捕捉しているた
め，有機泥の多くは海水とともに河口域から輸送され
たものとして扱うことができる（長戸ら，2007），（今
川ら，2009）． 
調査を行った 2004年～2005年では，有機泥の沈降
量は夏期に多く，7 月～9 月には放水路全域で 13 
g/m2/h程度の沈降量があり，8割以上が細粒分であっ
た．最も沈降量が多かったのは 2004 年であり，各地
点の最大値はSt.1-2で28 g/m2/h，St.1-3で22 g/m2/h，
St.1-5で 20 g/m2/h，St.2-5で 28 g/m2/hであった．冬
期から春期（12月～3月）には 2～3 g/m2/hの沈降量
であり，夏期と比べ 2割程度でしかない．一方，市内
派川においては 2004年の夏期に 50 g/m2/hを超える
有機泥の沈降量があったが，これは細粒分含有率が低
下していることから出水によって砂分が多く捕捉され
たものと考えられる．冬期から春期には放水路と同程
度の沈降量であり，放水路と市内派川の干潟に輸送さ
れる有機泥量には大きな違いが無いことがわかる． 
夏期に有機泥の沈降量が多いにもかかわらず，放水
路の干潟土壌の ILは年間を通じて 3 %以下で安定し
ている．さらに，2004年と 2005年の夏期には St.2-5
と St.1-3でそれぞれ ILの増加が生じているが，秋期
には IL が低下する傾向にある．図 2.3.7-5 には天満
川の各調査地点にて 2010年 6月に採取された干潟土

壌の(a)細粒分含有率と(b)IL が示されている．天満川
では St.2-2より上流では細粒分含有率が 20 %を超え
ている．天満川においては微地形や下水道の放流渠の
存在等により局所的に底質の細粒分含有率や IL が増
加する場所もあるが，全体的に見ると上流に向かうに
つれて細粒分含有率と IL が増加する傾向にあること
がわかる．低塩分下で堆積した有機泥は低塩分で巻き
上がりやすく，小粒径粒子が多いことから（阿部ら，
2011），天満川には細粒分含有率が高い干潟が上流ま
で形成されていると考えられる． 
(4) 大型藻類の異常繁茂に伴う底質環境の変化 
図2.3.7-6には 2003年に測定された(a)矢口第一地
点での河川流量，(b)St.1-3の低水路干潟における有機
泥の沈降量，(c)異常繁茂したオゴノリの乾燥重量と干
潟土壌の ILの経時変化が示されている．ILはオゴノ
リの繁茂期に大きく，3 月～6 月に生じた干潟土壌の
ILの急激な変化（泥化）はオゴノリの異常繁茂と枯死
によって生じている．泥化によって生物相も大きく変
化しており，河口付近に多く生息するアナジャコが
St.1-3付近で初めて確認され（32 N/m2），ソトオリガ
イやイトゴカイの個体数も増加した．水温の上昇とと
もにオゴノリの繁茂量が低下し，6 月の数回にわたる
出水（ピーク流量 800 m3/s以下）後に干潟表層の堆積
泥量が減少し，7月上旬には干潟土壌の ILが約 1 %ま
で低下した．ILの低下とともに生物相は砂干潟におけ
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図2.3.7-6 2003年に測定された(a)矢口第一地点での
河川流量，(b)St.1-3 における有機泥の沈降量，(c)異
常繁茂したオゴノリの乾燥重量と干潟土壌の ILの経
時変化（図(b)には実線で 2004~2005年の夏期の平均
沈降量が示されている） 
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る生物相に戻っており，数ヶ月程度のオゴノリの異常
繁茂では，干潟の生物相が壊滅的な被害を受けていな
いこと，オゴノリの掃流によって生物相が短期間に回
復可能であることが示唆される． 
夏期の干潟土壌の IL は有機泥の平均沈降量が 13 

g/m2/hと高いにもかかわらず1 %程度の増加であるの
に対し，オゴノリの繁茂期には有機泥の沈降量が 2 
g/m2/hと小さいが，ILは 3 %程度増加していることか
ら，オゴノリの異常繁茂による底質環境の変化量は大
きいことがわかる．オゴノリ周辺に沈降・堆積した有
機泥はオゴノリによって再浮遊が阻害され，河床の泥
化が進んだものと考えられる．ただし，ILの増加は4 %
程度に抑えられており，干潟表層において有機泥の分
解が効率的に行われていることが推定できる．河口に
おいてはオゴノリが繁茂し，有機泥が堆積した場にお
いてアサリの生息が促進されており，河床の泥化が生
態環境の悪化に直接繋がるわけではない．生物の生息
状況は，気象擾乱や水質変化によって直接的に生物が
受ける影響よりも，それらが引き起こす生息環境の変
化の影響が大きいことがわかる． 
(5) 干潟土壌の性状 
図2.3.7-7には二枚貝の生息が確認された地点の干
潟土壌の細粒分含有率と栄養塩状態等の関係が示され
ている．有機物は細粒分の増加に伴い増加しており（図
2.3.7-7 (b)），有機物の付着のため栄養塩の含有量が
多い（図2.3.7-7 (c)，(d)）．有機物の密度は 1.5 g/cm3

程度で，かつ保水能力が高い（西村ら，2008）ため，
細粒分の含有量が多いと，湿潤密度，含水比は大きく
なる傾向にある（図 2.3.7-7 (e)，(f)）．そのため，土
壌内に残留する塩分は接触する河川水の塩分と保水能
力の高い細粒分の含有量に依存していることがわかる．
クロロフィル-a，フェオフィチンは細粒分の増加に伴
って含有量が大きくなる傾向にあるが，細粒分含有率
が5 %以下の土壌内にも多く含まれている（図2.3.7-7 
(d)）．これは，干潟表層では微細藻類の生産量が高く
（鮎川ら，2006），微細藻類の付着基盤は粒径の粗い
砂となるため，細粒分の少ない土壌でクロロフィル-a
が高くなることを示している． 
(6) 二枚貝の生息環境 
図2.3.7-8には2003年～2008年に調査した太田川
放水路における二枚貝の生息数と生息地点の干潟土壌
の物理特性，栄養塩との関係が示されている．図中の
縦軸は 1 m2当たりに出現した二枚貝の個体数の最大
値（ヤマトシジミ 200，イソシジミ 96，オキシジミ
56，アサリ 120，クチバガイ 44，ソトオリガイ 11）

を 1として各地点での出現数を最大出現数で除するこ
とにより無次元化されている．2005年以降は干潟土壌
の物理特性（IL，細粒分含有率，湿潤密度）のみ測定
されているため，各図で調査数が異なる．底生生物の
生息量の支配要因については様々な研究が行われてお
り，例えばアサリに関しては ILが 8 %以下，細粒分含
有率が 35 %以下で生息可能であること等がわかって
いる（新保ら，1999）．太田川放水路に形成された干
潟の ILは最大で 5%，細粒分含有率は 30 %程度（図
2.3.7-3，図2.3.7-7）であることから，底質環境の面
から見るとどの地点においても二枚貝の生息条件は満
たしていると予想される．二枚貝は図2.3.7-8 (d)で示
したように河口からの距離（塩化物残留量）によって
概ね棲み分けがなされているため，本節ではその中で
の物理特性や栄養塩等の各要因が生息量に及ぼす影響
について検討した． 
 二枚貝の生息可能な場における干潟土壌の湿潤密度
は 2 g/cm3程度以下である．主に砂で構成される干潟
土壌の湿潤密度が小さいのは間隙率が大きいためであ
る．ヤマトシジミ，イソシジミの生息する干潟土壌の
細粒分含有率は 5 %以下と少ないため，有機物量は少
ないが，二枚貝の餌となるクロロフィル-a は図
2.3.7-7で示したように細粒分含有率が 5 %以下の土
壌内にも多く含まれている．すなわち，有機物量の少
ない砂泥内においても間隙が大きく保たれている土壌
内にはヤマトシジミ，イソシジミの餌となる微細藻類
が供給されやすいことが推定できる．なお，図2.3.7-8 
(a)よりアサリはヤマトシジミ，イソシジミよりも有機
物（細粒分）が多い場において生息数が多くなってい
る．アサリは，大型藻類（オゴノリ）の繁茂域である
St.1-1のオゴノリの下で多く確認された図2.3.7-7 (b)
と比較すると，大型藻類により有機泥が捕捉されるこ
と（栗原ら，1988）で ILが 2.8 %と高いにもかかわ
らず，細粒分含有率は 8 %と低く抑えられている．干
潟の表層に繁茂したオゴノリによって，エイ等による
アサリの食害（川原ら，2004）が抑えられるとともに，
細粒分含有量が低いため，水管（二枚貝が水の取り込
み，吐き出しを行う部位）を通じて行われるアサリの
摂餌が阻害されないことや土壌内での間隙水の流動性
が低下していないことがアサリの生息を増加させてい
ると考えられる．また，クチバガイ，ソトオリガイは
細粒分の多い高 COD の地盤に好んで生息しており，
比較的間隙率の低い（湿潤密度の高い）土壌中におい
ても生息可能であることがわかる． 
以上から，アサリやヤマトシジミ等の二枚貝の生息
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には土壌内に含まれる有機物量のほかに地盤内の間隙
率が重要であることが明らかとなり，地盤内への微細

藻類の輸送や間隙の保持には地下水流動が重要な役割
を果たしていると予想される．
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図2.3.7-7 太田川放水路の干潟土壌の細粒分含有量と物理特性，栄養塩の関係 
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2.3.8 河口干潟周辺での地下水の流れ（物質輸送）が
形成する地下水質・底質環境 
(1) 太田川放水路中流域における横断地形と調査地点 
図 2.3.8-1に太田川放水路河口から約 5.5 km上流
の己斐（1k600）左岸における河道断面の横断地形と
機器設置位置，写真2.3.8-1に己斐に形成された潮だ
まり（タイドプール），低水路干潟の写真を示す．写真
に示すように己斐には石積護岸の前面に干潟，背面に
タイドプールが形成されている． 
(2) 低水護岸周辺に形成された干潟地下水環境 
図2.3.8-2には 2007年 6月 1日（大潮最干時）に
測定された干潟地盤内での地下水面と塩分分布が示さ
れている．観測時，タイドプールの塩分は 22.1 psu，
流水部では 18.7 psuであった．干潮時にはタイドプー
ルから低水路干潟に水位勾配が形成されており，タイ
ドプールに溜まった河川水が干潟表層を流下するため，
低水路干潟では地盤表面と地下水面は概ね一致（地盤
勾配と地下水勾配が一致）している．干潮時において
も地盤内に高塩分水が残留しており，下げ潮時に河川
水の地盤内への浸透の影響が小さいこと，流水部に向
かって塩分が高くなっていることがわかる．  
図2.3.8-3には 2006年 10月 8日～9日（大潮期）
の間に測定された放水路河口（St.1-1），己斐（St.1-3）
におけるタイドプールおよび低水路干潟での水位が示
されている．図中には護岸高（T.P.+0.65 m）が実線で，
低水路干潟地盤高（図2.7.3-1の 70 m地点，T.P.-0.4 
m）が破線で示されている．タイドプール水位の下降
速度は護岸の地下構造や土砂の堆積状態によって変化
するが，河川水位が護岸高より低くなると，護岸によ
りタイドプールと低水路に水頭差ができる．この水頭
差は水位下降速度に約 3倍の差（タイドプール：0.08 
m/h，低水路：0.25 m/h）があるため，干潮に向かっ
て低水路に向かう水面勾配が増大していく．図
2.3.8-3では干潮時に河川水位は T.P.-1.5 m程度まで
低下するが，干潟地盤内（干潮時の流水際から約 30 m
地点）においては，地表面下 20 cm（T.P.-0.6 m）程
度までに地下水位が保たれている．干潮時に地下水面
が高く保たれ，図2.3.8-2に示す塩分分布が形成され
ているのは，タイドプールに向かって正の水位勾配が
形成され，満潮付近にタイドプールに溜まった河川上
層水（低塩分水）が低水護岸内や地盤内を通り低水路
干潟へ流出しているためと考えられる． 
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図2.3.8-1 太田川放水路中流域（1k600）における横
断地形と機器設置位置 

 

写真2.3.8-1 太田川放水路中流域に形成されたタイド
プール（護岸左側），低水路干潟（護岸右側） 
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図2.3.8-2 2007年 6月 1日（大潮最干時）に測定され
た低水路干潟地下水の塩分横断分布（図中の○は測定地
点を表している） 
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図2.3.8-3 2006年10月8日～9日の河口水位（St.1-1）
と低水路干潟，タイドプールの水位変動（河口水位は 1
時間，他は 10 分間隔の測定，図中の実線は護岸高
(T.P.+0.65 m)，破線は低水路干潟地盤高(T.P.-0.4 m)を示
す） 
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(3) タイドプールの有無による地下水環境の相違 
 タイドプールの有無による地下水環境の違いを明ら
かにするため，これまで調査を行ってきた地点（St.1-3，
本項では St.1とする）に加え，St.1よりも 100 m，
150 m下流の地点（それぞれ St.2，St.3とする）にお
ける地下水位，水質変動の比較を行った．図 2.3.8-4
に各地点の横断面図と機器設置高さ，写真2.3.7-2に
各地点のタイドプールと低水路干潟を示す．St.2では
St.1と同様にタイドプールが形成されているが，タイ
ドプールの地盤高が St.1よりも 0.2 m高いため，干潮
時にはタイドプールに溜まった水塊が St.2 から St.1
方向へ流出し，干出している．また，St.3では砂の堆
積によりタイドプールが形成されていない． 
 図2.3.8-5には St.1，St.2，St.3における(a)護岸背
面，(b)低水路干潟の地下水位変動，図2.3.7-6には(a)
放水路河口の河川水位，(b)St.1，(c)St.3における地下
水塩分の時系列変化が示されている．また図 2.3.8-6
の河川水塩分は St.1の澪筋（図2.3.8-4 (a)の 130 m
地点）で測定されている．なお，それぞれの機器設置
高さは図2.3.8-4に示されている． 
図2.3.8-5より，タイドプールの存在しない St.3の

護岸背面の水位は St.1よりも 10 cm程度水位が低い
こと，St.3 でも護岸背面の地下水位変動があること，
大潮最干時には St.1から St.3に向かうにつれて護岸
背面の水位が低くなることがわかる．また，干潟地下
水位も同様に St.1から St.3に向かうにつれて水位が
低くなっている．さらに，図2.3.8-4に示されている
ように，St.1と St.3の地下水面勾配を比較すると St.1
の方が大きいことから，タイドプールからの地下水流
出により地下水位が高く保たれていることが予想され
る． 
図2.3.8-6より，St.3の塩分変動は護岸付近と澪筋
付近で 2 psu程度の差しかなく，河川水の塩分変動と
同様の傾向が見られる．一方，St.1の塩分は護岸付近
と澪筋付近両者とも St.3よりも低く，護岸付近で塩分
変動が大きい．タイドプールには下げ潮時に表層の河
川水が流入するため，塩分の低い水塊がタイドプール
に溜まっている．これらのことから，タイドプールと
低水路干潟の水位差によって下げ潮時にタイドプール
から地下水が流出し，護岸周辺で塩分変動が大きくな
ることがわかる． 
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図2.3.8-4 (a)St.1，(b)St.2，(c)St.3における横断面図と機器設置高さ（図中には実線で大潮最干時の地下水面
が示されている） 
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写真2.3.8-2 (a)St.1，(b)St.2，(c)St.3におけるタイドプールと低水路干潟 
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図2.3.8-5 St.1，St.2，St.3における(a)護岸背面，(b)低水路干潟の地下水位変動 
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図2.3.8-6 (a)放水路河口の河川水位，(b)St.1，(c)St.3における地下水塩分の時系列変化（図(a)には破線で護岸
高が示されている） 
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(4) タイドプール周辺に形成された底質，生物生息環
境 
図2.3.8-7には(a)2006年 5月 2日と 8月 8日に測
定された低水路土壌の IL，(b)2006年 5月 2日に測定
された低水路干潟における二枚貝（イソシジミ）の生
息量と干潟土壌の間隙率の鉛直分布が示されている
（調査地点は低水護岸から 20 m地点，図2.3.8-1参
照）．図(a)には図 2.3.8-2 の地下水面に対応する大潮
最干地下水位（LGWL）が実線で示されている． 
干潟土壌の間隙率は50 %程度（湿潤密度 1.3 g/cm3）
と高く，100 N/m2を超えるイソシジミが生息している．
また，ILは LGWLを境に 2倍程度の差がある．2.3.7
節で示したように太田川放水路では夏期に 13 g/m2/h
程度の有機泥の沈降量があることから，有機泥の分解，
消費または地下水流れによる輸送が無ければ，表層で
IL が多くなるのが自然である．しかし，LGWL 以深
では表層付近より 2 倍程度 IL が高くなっており，地
下水の流れによって有機物が下層に輸送されているこ
と，間隙率が高く維持されることが推定される．低水
護岸周辺で干潟地盤内に有機物が輸送され，間隙率が
高く維持されることで，洪水による土砂堆積後にも干
潟深部でイソシジミの生存を可能にしたと考えられる． 
図 2.3.8-8には 2006年 11月 5日～11月 25日の

20日間に測定された(a)放水路河口（C3k400）の河川
水位，(b)低水路干潟地盤下 0.5 m（T.P.-1.5 m）での
溶存酸素濃度（DO），クロロフィル-a（Chl-a）変動，
(c)日照割合が示されている．日照割合は午前 7時から
午後 6時までの間の日照時間の割合である．(a)には実
線で低水路干潟地盤高（T.P.-0.7 m）が示されている． 
図より，地盤下 0.5 m においても 1 μg/L 程度の

Chl-aの供給があること，DOは 0.5 mg/L程度の貧酸
素状態にある（イソシジミが大潮干潮地下水面以下で
生息していない理由）が，大潮期には 1mg/Lを超える
濃度になる時期があることがわかる．Chl-a の存在は
干潟地盤内に有機物が輸送されていること，DO の変
化は干潟地盤内で好気的，嫌気的状態が周期的に形成
されていることを示している．また，観測期間前半は
日照量が多くChl-aの生産が活発であったと考えられ
る．Chl-a の増加は低水路水位が地盤高よりも低くな
った場合に観測されていることから，干潟地盤内への
Chl-a 輸送は下げ潮時に行われていることがわかる．
11月 11日頃の小潮期には干潟が干出する時間が短く
Chl-aの地盤内への輸送が制限されたと考えられる． 
潮汐に起因する地下浸透により，二枚貝のエサとな
るChl-aの干潟地盤内への輸送が行われている．下げ

潮に伴う大潮干潮地下水位以深へのChl-aの供給は地
下水位の下降等，地下水による輸送が主な要因として
推定される．  

11月 17日頃からのChl-aの減少に伴ってDOが増
加しており，DOの増減に Chl-aが関連していること
が予想される．半日周潮の周期で見ると，Chl-a の減
少が DOの増加に伴っていること，DOの増加は大潮
期に大きく，下げ潮のタイミングで起こっていること
から，下げ潮に伴う地下水流の変化がDOの供給を生
起していることが考えられる． 

Chl-aの地盤内への供給は DOの供給と相まって脱
窒活性を向上させており，放水路においては生物の生
息環境の維持や有機物の浄化を促進する良好な地下浸
透機構が形成されていると予想できる．
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図2.3.8-7 低水路干潟における(a)IL，(b)二枚貝（イ
ソシジミ）の生息数と間隙率の鉛直分布（図中の実線
は LGWLを示す） 
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図2.3.8-8 (a)放水路河口の河川水位，(b)低水路干潟
地盤下 0.5 m（T.P.-1.5 m）の地下水のDO，Chl-a変
動，(c)日照割合（2006年 11月 5～25日，上段図中の
実線は低水路干潟地盤高(T.P.-0.7 m)を示す） 
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(5) 洪水による干潟地下水の塩分変動 
a) 出水に伴う河床地盤内の淡水化と塩分回復（大潮
期） 

2004年 8月～10月には台風や低気圧の接近に伴う
計 5回の出水（矢口第一地点での流量が 400 m3/s超）
が発生し，太田川放水路の流入部（祇園上流）の水門
ゲートが開放された．以下では，非出水時の潮汐変動
に比べて水位上昇と河川水の塩分低下が著しい出水時
について大潮期と小潮期に分けて考察し，河床地盤内
の塩分低下と水位差による浸透流との関連を検討する． 
図2.3.8-9は大潮期における洪水・高潮に伴う河川
水位，デルタ地下水位（大芝観測所），低水路干潟およ
びタイドプール地盤内の地下水位，水温，塩分，湧出
速度，および塩分フラックスの変動を示している．図
中の河川水位（祇園，草津，矢口第一）と水温・塩分
（己斐・低水路，1k600左岸）はすべて流水部におけ
る値を示している．塩分・水温の測定位置は低水路流
水部の河床上，低水路干潟地盤では地表面下 25 cmと
地表面下 50 cm，タイドプール地盤では地表面下 25 
cm であり，水位は国土交通省による観測値（草津，
祇園，矢口第一）に合わせて，T.P.を基準としている．
基準時刻（0 day）は観測開始時の 7月 17日である．
湧出速度は正が湧出方向（鉛直上向き）である．また，
塩分フラックスは湧出速度に塩分を乗じて求められた． 
まず，図2.3.8-9 (a)では，台風 TY0416の接近に伴
って矢口第一地点での出水（図2.3.8-9 (a-2)）のピー
クが 44.2～44.3 dayに発生し，祇園水門からの放水路
への流入（図2.3.8-9 (a-1)）が 45 day付近で最大と
なった．これに伴って低水路流水部の河川水は 44.3 
dayに淡水化（0 psu）し，その後，約 1日間継続した．
河川水の淡水化の約 0.15日以降には 44.4～44.6 day
に 2度，低水路干潟で一時的に塩分が 5～15 psu低下
したがいずれも 0.1 dayも継続せず，上げ潮に伴う水
位上昇が始まると塩分は回復された．このとき，干潟
地盤の塩分低下が続かなかったのは，以下の 2つの原
因が考えられる．一つは河川水塩分の淡水化時にすで
に天文潮は干潮に差しかかっており，デルタ地下水位
に比べて低水路干潟の地下水位が低い状態にあったた
め浸透流が生じなかったことである．これは，河川水
の淡水化直後に図2.3.8-9 (a-4)の地中の流れが湧出傾
向で河床深部からの塩分供給があったことに示されて
いる．もう一つは，河川水が淡水化している間の高潮
位時，すなわち河道内水位がデルタ地下水位より高く
なる 44.6～44.8 dayと 45.1～45.9 dayの期間には最
大約 1 m の水位差が生じたが継続時間はわずか 0.2 

dayであったことである． 
図 2.3.8-9 (b)でも図 2.3.8-9 (a)と同様に TY0421
による出水のピークが満潮に重なり，出水に伴う河川
水の淡水化は水温低下した時刻と合わせて判断すると
74.1 dayに始まっている．河川水の淡水化後の高潮位，
すなわちデルタ地下水位が河道内水位より低くなる期
間は 74.1～74.4 dayと 74.6～74.8 dayであり，この
ときの水位差は最大約 0.8 mに達したものの継続時間
は 0.2～0.3 dayであった．図 2.3.8-9 (b-4)からもわ
かるようにデルタ地下水位との水位差に起因する湧出
と地下からの塩分供給によって 74.5 day 以降の塩分
低下がわずか 2 psu程度しか起こらなかった原因と考
えられる．ちなみに，出水による水位上昇が低下し始
めて低水路干潟とタイドプールの間に水位差が生じ始
める 74.8 day 以降の干潮時に低水路干潟の塩分が低
下しているのは，流水部水面付近の淡水が干潟地盤に
浸透したか，あるいはタイドプールの低塩分水が流入
したことが原因と考えられる． 
以上のように，大潮期には地下からの塩分供給が生
じやすく，出水に伴う間隙水の淡水化が起こっても回
復しやすい状況にあると考えられる． 
b) 出水に伴う河床地盤内の淡水化の持続（小潮期） 
図2.3.8-10は小潮期における洪水・高潮に伴う干潟
地盤内の塩分，水温および河川・デルタ地下水位の変
動を示している． 
図 2.3.8-10 (a)では，TY0418 に伴う高潮のピーク
が 51.8 day，その直後の 52.1 dayに矢口第一地点（図
2.3.8-10 (a-2)）での出水ピークが生じた．河川水の塩
分低下は祇園水門からの流入量が増大する 52 day に
始まり，52.1 dayには干潟地盤内は淡水化した．この
とき，河道内水位はデルタ地下水位よりも 0.8 m高い
ため，図 2.3.8-10 (a-4)に示すように河川水が地中へ
浸透する方向にあったと考えられる．このため，河川
水の淡水化後すぐに干潟地盤内が淡水化した．河道内
水位が高い状態が 0.4日間続いた後，上流からの河川
流量の低下によってデルタ地下水位との高低関係が逆
転した後に，干潟塩分が回復し始めた．ただし，小潮
期の干潮水位は高いため，塩分の回復は大潮期よりも
遅い．このときの河川水は淡水化しており，地中から
塩分が供給されたと考えられる． 
図 2.3.8-10 (b)では矢口第一地点（図 2.3.8-10 

(b-2)）での TY0423による出水のピークが 95 dayに
あり，河川水が淡水化したのは祇園水位が上昇した後
の 94.8 day以降である．デルタ地下水位と河道内水位
の水位差は最大 0.4 mであったが，高潮位が 94.9 day
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から約 0.5日間続き，低水路干潟の塩分が振動しなが
ら低下した．出水ピーク後，満潮を迎えた 95.8 dayに
はほぼ低水路干潟は淡水化し，その後，小潮期だった
ため，水位差が生じずに低水路干潟の塩分は回復され
ないまま 2 psu未満で維持された． 
以上のように，小潮期には大潮期に比べてデルタ地
下水位との水位差が小さいため，地下からの塩分供給
が少なく，干潟地盤内の淡水化が長期化しやすい状況
にある．
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図2.3.8-9 洪水，高潮に伴う河川，デルタ地下水位，
干潟地盤内の水位，水温，塩分，湧出速度，および塩分
フラックスの変動 
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図2.3.8-10 洪水，高潮に伴う河川，デルタ地下水位，
干潟地盤内の水位，水温，塩分，湧出速度，および塩分
フラックスの変動 
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2.3.9 地下水循環の抑制が干潟環境に及ぼす影響 
(1) 調査地点の概要 
図2.3.9-1には太田川感潮域における調査地点と太
田川放水路の堤防法尻に打設されている矢板深さが示
されている．太田川放水路は建設後約 45 年を経てお
り，現在では放水路全域に安定した干潟が形成されて
いる．太田川河口から約 3 km上流に位置する旭橋周
辺（0k000）では実証実験場所として干潟造成前の既
存の干潟（以下，実験区と称する）で 2009年 3月か
らモニタリングが開始された．同時に，旭橋より100 m
上流側の既設緊急道路の前面に形成された干潟（以下，
対照区と称する）でモニタリングが開始された．図
2.3.9-2 には(a)実験区と(b)対照区の横断形状と機器
設置位置が示されている．各断面内には地下水質の観
測井（No. 1，3，4，6，7，8，9，10）が埋設されて
おり，No.10はNo.6より 30 m上流の緊急道路上に位
置している．また，図中には実線で 2009 年 5 月 26
日の大潮最干時の水面位置と点線で線形補間された地
下水面が示されており，図2.3.9-2 (b)では太線で矢板
深さが示されている．調査地点の地質構造の調査結果
より，T.P.-10 mから T.P.-25 mまで主に粘土で構成さ
れる不透水層があることがわかっている．対照区には
平成10年から11年にかけて行われた堤防強化工事に
おいて長さ 13 mの不透水性の広幅鋼矢板（Ⅳw型）
が不透水層である T.P.-11 mまで打設されている．  
表2.3.9-1には観測井の諸元，図2.3.9-3には観測
井のストレーナの構造が示されている．観測井は図
2.3.9-3 に示すストレーナを有する塩ビパイプに，砂
粒の浸入を防ぐために2 mmメッシュのプラスチック
製の網を全層に巻いたものが地中に打設されている．
なお，井戸底部は閉じられており，塩ビパイプ長さ 4 m
毎の連結部分では 10 cm程度の無孔帯が存在する． 
各観測井には図2.3.9-2に示す深さに塩分・水温計
（Compact CT，JFEアドバンテック社製），水温・水
位計（Compact TD，JFEアドバンテック社製）が設
置され，水温，塩分，地下水位が 10 分毎に連続測定
された．各観測井には，大潮干潮時の地下水面下 30 cm
程度の位置にパッカー（ナイスシールD型，応用計測
サービス株式会社）が設置されているため，井戸上部
から直接河川水が浸透することはない． 
また，2009年 1月から 5月の間に広島市内の八丁
堀（図 2.3.9-1）にて国土交通省で管理されている観
測井の深度 10 m（T.P.-8 m）に塩分・水位計が設置さ
れ，太田川デルタ地下水の水温，塩分が 30 分毎に連
続測定された．同時に国土交通省により 1時間毎の地
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矢板なし 0              2 [km]
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図2.3.9-1 太田川感潮域における調査地点と太田川
放水路に打設された矢板深さ 
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図 2.3.9-2 (a)実験区と(b)対照区の横断形状と機器
設置位置（図中には実線で 2009年 5月 26日の大潮
最干時の水面位置と点線で線形補間された地下水面
が示されている） 

 
表2.3.9-1 観測井の緒元

No
井戸深さ

[m]
ストレーナ
位置[m]

No.1 5.0 全層
No.3 5.0 全層
No.4 3.0 全層
No.6 7.5 全層
No.7 5.5 全層
No.8 5.5 全層
No.9 3.0 全層

No.10 32.0 29.3-31.3

50mm

20mm×16

25mm

材質：VP

φ75mm

φ5mm

全層に2mmメッシュのプラスチック網
（砂粒侵入防止のため）  

図2.3.9-3 観測井の 
構造（模式図） 
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下水位が測定されている．ストレーナ位置は地盤下 4
～13 m の砂層にあり，地下水質は不圧地下水を測定
している（駒井ら，2008）． 
(2) 矢板の有無による干潟地盤内の地下水環境の相違 
a) 水位変動 
 図2.3.9-4には(a)実験区（矢板無し），(b)対照区（矢
板有り）での 2009年 5月 26日（大潮期）の河川水と
地下水の水位，塩分変動が示されている．図中には実
線と一点鎖線で各観測井の地盤高が示されており，機
器の設置位置は図2.3.9-2に示されている． 
 地下水位変動は実験区と対照区で大きく異なる．実
験区の地下水位は干潮時でもNo.1で 15 cm，No.3で
30 cm程度の低下であり，河川水位に比べて 75～150 
cm 程度高く維持されている．また，上げ潮時の地下
水位の上昇は河川水位が No.1，No.3 の地盤高よりも
低い位置にあるときから生じていることから，河川水
の地盤面からの直接の浸透によるものではないことが
わかる． 一方，対照区の地下水位は河川水位の低下に
伴って 100 cm以上低下し，実験区よりも 70～100 cm
低下する．また，上げ潮時の地下水位の上昇は河川水
位が No.7，No.8 の地盤高よりも高い位置で生じてい
ることから，河川水が地盤面から直接浸透することに
より地下水位が上昇していることがわかる． 
b) 塩分変動 
 実験区の塩分変動は干潟干出時よりも満潮時に大き
い．満潮時には，No.1，No.3の地盤下 4 m程度まで
河川水の浸透の影響が及んでいる．また，上げ潮時に
はNo.1の地盤下 2 mで 8時頃に生じた 2程度の塩分
低下が 70分後に地盤下 4 mでも生じており，塩分低
下が表層から深部へ伝わっていることがわかる．太田
川感潮域では，河川水位がデルタ地下水位よりも高い

ときに干潟地盤内へ河川水が浸透することがわかって
おり（駒井ら，2009），実験区での満潮時の塩分上昇
は河川水位（T.P.2 m）とデルタ地下水位（No.6：T.P.0.3 
m）の水位差によって生じていることが予想される．8
時頃に生じた塩分低下は地盤表層の河川水が浸透した
ものと考えられ，低塩分水塊が地盤内へ浸透している
ことから，密度差による浸透ではないことがわかる．
一方，矢板が不透水層まで打設されている対照区の塩
分は全地点で実験区と比較して 2程度低く，No.7の地
盤下 2 mのみ大きな変動が確認されるが，他の 3地点
の変動は 1 psu以下である．上げ潮時には，No.7の地
盤下 2 mで 7時頃に 1.5 psuの塩分低下，130分後に
地盤下 4 mで 0.5 psuの塩分低下が生じている． 
これらのことから，矢板の打設により陸域のデルタ
地下水と河川水や干潟地下水の循環が制限された干潟
においては，満潮時の河川水の浸透は矢板の無い干潟
と比較すると僅かであり，塩分がほとんど変化しない
ことがわかる．また，干潟干出時には No.7，No.8 の
地盤下 2 mで塩分低下が確認されるが，地下水位が地
盤下 1.2 mまで低下していること，塩分が干潮時の河
川水の塩分と同程度であることから，干潟表層の河川
水が河川水との水位差によって浸透したものであると
予想される． 
(3) 出水時における干潟地盤内の塩分変動  
図2.3.9-5には(a)実験区（矢板無し），(b)対照区（矢
板有り）での 2009年 7月 20日から 23日（大潮期）
の河川水と地下水の水位，塩分変動が示されている．
図中にはデルタ地下水位としてNo.6で測定された地
下水位，図2.3.9-4と同様に実線，一点鎖線で各観測
井の地盤高が示されている．また，観測期間中には矢
口第一地点で測定された河川流量が 1000 m3/sを超え
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(a)実験区（矢板無し）               (b)対照区（矢板有り） 

図2.3.9-4 (a)実験区，(b)対照区での 2009年 5月 26日（大潮期）の河川水と地下水の水位，塩分変動 
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る出水が 2度発生し，河川水が 2日間程度淡水化した． 
 実験区では，平水時の地盤内塩分変動に比べて著し
い変動が生じており，満潮時に地盤下 2 mまで淡水が
浸透し，No.3では地盤下 4 mまで塩分が低下してい
る．その後，干潮時には塩分は 25 psu程度まで急激
に上昇している．地盤内への淡水の浸透は河川水位が
デルタ地下水位より高くなった時に生じている．また，
河川水位がデルタ地下水位より低くなったときには，
地下水の塩分はすぐに応答せず，2時間後に遅れて塩
分が急激に上昇している．これは，満潮時に浸透した
淡水が干潮時に全て流出した後に，デルタ地下水が流
出しているためと考えられ，平水時には河川水とデル
タ地下水の塩分差が小さかったために顕著な差が確認
されなかったが，河川水が淡水化したことにより塩分
上昇の遅れとして確認されている．一方，対照区では
満潮時の塩分変化は見られず，実験区とは逆に干出時
にNo.8の地盤下 2 mで塩分の低下が確認される． 
(4) 地下水循環の抑制が干潟底質，生物生息に及ぼす
影響 
a) 沈降物特性と底質環境 
 図2.3.9-6には 2009年 4月～2010年 3月に測定さ
れた干潟堆積泥（TF）とセジメントトラップ捕捉泥
（TP）の(a) SSflux，(b)IL，(c)細粒分含有率の時系列
変化，図2.3.9-7には(a)実験区と(b)対照区の細粒分含
有率の横断分布が示されている．なお，7 月上旬に発
生した4回の500 m3/sを超える出水によりセジメント
トラップが流出したため，欠測期間がある．セジメン
トトラップの設置高さは両断面とも図2.3.9-2に示す

ように T.P.0 m付近で同じである．図2.3.9-7には底
質採取地点が○で示されている． 
 図 2.3.9-6より，干潟に堆積する有機泥の SSflux， 
IL は実験区と対照区で大きな違いが無いにもかかわ
らず，干潟堆積泥は，年間を通じて実験区より対照区
の方が IL，細粒分含有量が多いことがわかる．これは，
実験区と対照区での地盤内への浸透傾向の違いが関係
している．すなわち，実験区では毎潮汐での地盤表面
からの直接の浸透が無いが，対照区では毎潮汐での地
盤表面からの直接浸透が干潟表面への細粒分の沈着を
促進していると考えられる．さらに図2.3.9-7より，
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(a)実験区（矢板無し）               (b)対照区（矢板有り） 

図2.3.9-5 出水に伴う(a)実験区，(b)対照区での河川水と地下水の水位，塩分変動（図中にはデルタ地下水位と
してNo.6で測定された地下水位が示されている） 
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図2.3.9-6 干潟堆積泥とセジメントトラップ捕捉泥
の(a)SSflux，(b)IL，(c)細粒分含有率の変化（TFは干
潟堆積泥，STはセジメントトラップ捕捉泥であり，
それぞれ実線，点線で示されている） 
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干潟表層だけでなく干潟地盤下1 m程度の範囲まで細
粒分含有率が実験区と対照区で異なっており，対照区
の細粒分含有率は矢板付近のNo.7では地盤下 1 mで
も 8 %と高い値を示していることがわかる．これは，
対照区の地下水位変動は矢板付近で大きく，No.7で 1 
mを超えていることから，干潟表層に堆積した有機泥
が地下水位の低下に伴い地盤内へ輸送されることによ
り，地盤下 1 m程度まで細粒分含有率が高くなったと
考えられる． 
b) 生物生息状況 
 図 2.3.9-8に 2010年 3月に実験区と対照区で確認
された二枚貝の個体数を示す．対照区のホトトギスガ
イの個体数は 1000 N/m2であった．図2.3.9-2には調
査地点が示されている．アサリ，オキシジミの個体数
は同程度であるが，ソトオリガイ，ホトトギスガイの
個体数は対照区で多い．対照区の干潟でソトオリガイ，
ホトトギスガイの個体数が多いのは，急激な地下水位
の低下とそれに伴う細粒分の増加に関係があると考え
られる． 
(5) 地下水環境の形成機構 
平水時と出水時の干潟地盤内での地下水位，塩分変
動の調査結果より，実験区と対照区における地下水環
境の形成機構が以下のように予想される．実験区（矢
板無し）では河川水位がデルタ地下水位よりも高くな
ると，地盤面付近の河川水が地盤内へ浸透する．河川
水位がデルタ地下水位よりも低くなると，まず満潮時
に地盤内へ浸透した河川水が流出し，その後デルタ地
下水が流出する．そのため，干潟地盤内の塩分はデル
タ地下水の塩分の影響を受けたものとなる．一方，対
照区（矢板有り）ではデルタ地下水との循環が制限さ
れているため，満潮時の塩分変化は小さく，下げ潮時
には河川水位の低下に伴って1 m以上地下水位が低下
し，地下水面下 1 m程度までの塩分が河川水の影響を
受けて変化している．そのため，干潟地盤内の塩分は
河川水の影響のみを強く受け，実験区よりも塩分が 2 
psu程度低い分布が形成されている．

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

-10 0 10 20 30 40 50 60 70 80
Distance from letf DM [m]

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

024681012

2

24

024681012

Fine-content [%]

Fine-content [%]

2

2

4

4

6
6

8
8

0

Sheet pile
T.P.-11m

(a)

(b)

実験区(矢板無し)

対照区(矢板有り)

 

図2.3.9-7 (a)実験区と(b)対照区における細粒分含
有率の横断分布（○は底質採取地点を示す） 
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図2.3.9-8 実験区と対照区に出現した二枚貝 
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2.3.10人工干潟造成に伴う干潟環境の変化 
(1) 地下水環境の変化 
a) 地下水位変動 
 図 2.3.10-1 に大潮最干時における人工干潟造成前
後の地下水位の変化が示されている．試験区の地下水
位は干潟造成前後で大きな変化が無かったため，干潟
造成前は50 cm程度の地下水位の低下であったのに対
し，1 mの盛土を行った干潟造成後は 150 cm程度の
地下水位の低下となっている．石積護岸には土砂の流
出を防ぐためにジオテキスタイルが入っているが，干
潟造成前と同様に石積護岸より下の地盤から地下水が
流出しているものと予想される． 
b) 地下水質変動 
 図2.3.10-2に（a）干潟造成前（2009年），（b）造
成後（2010年）における夏期の地下水質変動の経時変
化が示されている．水温，塩分はそれぞれ 25 時間の
移動平均値である．また，地下水質の測定位置は干潟
造成前後とも図2.3.10-1に示す地点である． 
造成前の 2009年と造成後の 2010年において 7月
に同程度の出水が生じているが，地下水塩分，水温の
応答は少し異なる．造成前の地下水塩分は河川水と同
程度の値であったが，造成後は 2，3 psu 程度低く維
持されている．また，地下水温も塩分と同様に造成後
は河川水と少し異なる変動をしていることがわかる．
これは，干潟造成の 1 m程度の盛土により，河川水の

干潟地盤内への浸透量が少なくなり，デルタ地下水方
向からの地下水流出の影響が強くなったものと考えら
れる． 

 
(2) 底質環境の変化 
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図 2.3.10-1 干潟造成前後における地盤高，大潮最干
潮時の地下水位の変化と地下水質の測定地点 
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図2.3.10-3 干潟底質の調査地点 
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図2.3.10-2 （a）干潟造成前，（b）造成後における夏期の地下水質変動の経時変化 
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図2.3.10-3に干潟底質の調査地点が示されている．
底質調査は 2009年から 2011年にかけて実験区，比較
区，対照区の 3地点で底質調査，セジメントトラップ
調査，干潟造成区下流の地盤高調査が行われた． 
a) 干潟底質の経時変化 
 図 2.3.10-4 には干潟造成前後の干潟底質の経時変
化が示されている．干潟底質は各セジメントトラップ
周辺の底質を表層から 5 cm程度採取し，分析を行っ
た．護岸造成から 10 年程度経過し，安定した干潟が
形成されている対照区においては底質の変化はほとん
ど確認されないが，実験区においては，中央粒径の
2011年の変化を見ると，出水に伴う擾乱により底質が
急激に変化していることがわかる． 
b) 有機泥輸送量の経時変化 
 図 2.3.10-5 には干潟造成前後のセジメントトラッ
プ性状の経時変化が示されている．セジメントトラッ
プは，回収時に 2 mmのふるいを通過したものを採取
し，さらに 75 µmのふるいを用いて細粒分含有率を測
定した．ILや粒度分布は 75 µmを通過した捕捉泥を
用いて分析を行った．実験区においては，人工干潟造
成後に有機泥の IL が他の地点と比較して増加してい
ること，SSfluxが増加していることがわかる．各 ST
の設置高さは実験区：T.P.0.96 m，対照区：T.P.-0.2 m，
比較区：T.P.-1 mと異なっているため，高さ毎に採取
される有機泥の性状が異なっている．SSfluxについて
は，冠水時間当たりの捕捉量となっており，実験区は
地盤高が高いため，冠水時間が短く，相対的に SSflux
が増加している． 
c) 周辺干潟の地盤高の経時変化 
 図 2.3.10-6には（a）干潟造成 4ヶ月後から 16ヶ
月後，（b）干潟造成 16ヶ月後から 28ヶ月後の地盤高
の変化が示されている．  
 干潟造成から 4ヶ月と 16ヶ月を比較すると，干潟
前面で最大で 100 cm程度の洗掘が生じており，下流
側では 60 cm程度の堆積が生じている．この間には大
きな出水があったため，出水時にこのような急激な地
盤高の変化が生じたものと予想される．一方，干潟造
成から16ヶ月と28ヶ月後を比較すると大きな出水を
経験していないため，洗掘量は最大でも 40 cm程度で
あり，全体的にみると地盤高に大きな変化は見られな
い．また，2.3.6章の計算結果からも，出水に伴って造
成干潟周辺で洗掘が生じること，砂州の位置が下流へ
移動することが明らかとなっている． 
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図2.3.10-4 干潟造成前後の干潟底質の経時変化 
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図2.3.10-5 干潟造成前後のセジメントトラップ性状
の経時変化 
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図2.3.10-6 （a）干潟造成 4ヶ月後から 16ヶ月後，
（b）干潟造成 16ヶ月後から 28ヶ月後の地盤高の変
化 
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2.3.11 河口域での物質の輸送と河口干潟の変動の観
点からの留意点 
(1) 太田川放水路における塩分分布と塩水遡上 
 太田川放水路の塩分は，放水路上流端にある祇園水
門の操作によって大きく変化する．河口からの距離が
潮汐流程（約 6 km）より短い下流域では，塩分低下
の時間は祇園水門が全開となっている期間に限られる
ため，出水が生物に与える影響は少ないと考えられる．
一方，潮汐流程より上流域では出水・水門操作による
塩分低下の期間が長く（河口から約 9 km上流，5K500
付近に位置する祇園大橋地点では，水門が平常状態に
復帰後 2～3週間程度塩水遡上がみられない），塩分変
化の影響が大きいことに留意する必要がある． 
 平常時の放水路では，下げ潮時に上層を流下してき
た低塩分水によって成層が発達しているが，上げ潮時
は強混合状態で塩水が遡上し，塩分の鉛直分布はほぼ
一様である．干潟が低塩分水にさらされる期間は，干
潟の地盤高と位置（縦断距離）に依存していることに
注意する必要がある（潮汐による水位変化は放水路内
で一様に起こるが，低塩分水の流下は下流ほど遅れる）．
平常時の大潮期，0K100付近に位置する造成干潟では，
満潮の 1時間後～干潮の 2時間前あたりまで塩分成層
が形成されており，造成干潟の地盤表面（T.P. 0 m）
は，満潮の 2時間後から 2時間程度，低塩分水にさら
されている．このことが塩生植物の発芽に重要な役割
を果たしているものと考えられる． 

(2) 太田川放水路における潮流による浮遊土砂輸送特
性 
 平常時，下流域では，上げ潮時の潮流によって巻き
上げられた微細土砂が上流と河岸方向に運ばれている．
上げ潮流速が最大となる水位は，−1 ～−0.5 T.P. mで
あるので，この水位より地盤高が高い干潟は，微細土
砂が干潟に供給されず，シルト・粘土分が少ない干潟
となることに留意する必要がある．また，干潟の横断
勾配が緩やかな方が，河岸方向への浮遊土砂輸送が多
くなることにも留意する必要がある．平常時の浮遊土
砂輸送は，主に大潮期に起こっており，小潮期にはほ
とんど堆積土砂の巻き上げはなく，浮遊土砂輸送量は
ほぼ 0である． 
潮流による上流方向への浮遊土砂輸送量は，上流に
向かうにつれて減少し，河口から 5.8 km上流（2K300
付近）地点の輸送量はわずかに下流方向となっている
ことから，下流域の地盤高の低い干潟では微細土砂の
堆積が起こっており，このことが現状の干潟を維持し
ていることに注意する必要がある． 

(3) 太田川デルタ河川網の洪水流と河床変動および 
放水路の干潟形状の洪水流による変化 
干潟再生試験区では，低水路幅をやや狭めて造成干
潟を設置した．干潟再生試験区直下流では，造成干潟
を設置することで低水路幅が急拡する低水路線形にな
った．このため，造成干潟の前面で洗掘が生じ，干潟
再生試験区直下流では，顕著な土砂堆積が生じた．緊
急用河川敷道路や造成干潟を整備するにあたり，河道
の断面形を変化させることによる影響を理解し，今後
干潟を造成するための基礎的な情報を収集していく必
要がある． 
太田川放水路の 0.0km より下流の河岸沿いの干潟
は，経年的に洪水流により，やや低下傾向にある．緊
急用河川敷道路を左岸沿いに整備することで低水路の
河幅を狭めると，干潟の侵食・洗掘がより大きくなる
と想定される．具体的には，干潟再生試験区（0.1km
付近）と同様の高さの造成干潟を設置すると，護岸前
面での洗掘や右岸干潟の洗掘を大きく助長させること
が分かった．また，緊急用河川敷道路を整備すると，
道路前面に設置した護岸により，緊急用河川敷道路前
面の干潟が洗掘を受ける．0.0kmより下流では，交互
砂州の高さは潮間帯より低く，干潮時においても水面
上にほとんど現れないため，交互砂州は干潟となって
いない．河岸沿いの干潟は，低水路河床高との比高差
が 1m以上あり，洪水中の土砂は主に低水路を流下し
ているため，低水路から河岸沿いの干潟にはほとんど
輸送されない．そのため，河岸沿いの干潟は，一度洗
掘を受けると元の高さに回復することが難しい．新た
に干潟を造成すると現存の干潟高さの低下を助長させ
るため，新たに干潟を造成するよりも現存干潟前面に
護岸を設置し，現存干潟を洪水流による洗掘から保全
していくことが必要である． 
 (4) 河岸地下水とデルタ地下水の循環 
 干潟での健全な生態系の形成に地下水循環が果たす
役割が大きいことを明らかにした．河岸の耐震対策と
しては，鋼矢板の打設が一般的であるが，不透水層
（T.P.-10 m 以深）まで矢板が打設されると，デルタ
地下水と河岸地下水（河川水）間での地下水循環が阻
害される．鋼矢板の打設にあたっては地形に応じた地
下水循環を生起させる機構（タイドプールなど）を耐
震構造とともに構築する必要がある． 
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2.3.12 まとめと課題 
(1) 太田川放水路における塩分分布と塩水遡上 
まず，塩分分布に大きく影響する，放水路－旧太田
川分派点の流量と放水路への分派流量について検討し
た．太田川放水路における淡水の流入量は祇園水門，
大芝水門によって操作されているが，平水時の太田
川放水路への分派率は 0.1～0.4程度であった．祇園
水門が全開となっている場合，矢口流量が増加するに
つれて分派率は増加し， 1.4 に漸近していた．分派
点は感潮域にあるため，旧太田川と放水路間で河川水
の交換が起こっている可能性がある．矢口，祇園，大
芝の日平均流量の変動を調べた結果，大芝水門を通過
する河川水の一部が，潮汐によって祇園水門から放水
路に 8 m3/s程度，流入しているものと推測された．旧
太田川と放水路間の流量は水理条件によって大きく変
化する可能性があり，その把握は困難であるが，河川
環境を考える上で重要であると考えられることから，
正確な分派流量観測は喫緊の課題である． 

次に，祇園大橋（5K500付近），己斐橋歩道橋（1K300
付近），旭橋地点（造成干潟，0K100 付近）における
塩分の変動特性について検討した．太田川放水路の塩
分は，放水路上流端にある祇園水門の操作によって大
きく変化する．祇園水門が全開となっている期間では，
全地点で潮汐位相にかかわらず塩分は 0 となり，塩水
は完全にフラッシュされ，満潮時でも塩水の遡上はみ
られない．河口に近く潮汐流程（約 6 km）の範囲内
に位置している，己斐橋歩道橋，旭橋地点では，水門
平常後の底層塩分の回復はかなり速く，水門が平常時
の状態に戻ると，上げ潮期の6 時間で底層塩分は0 か
ら 20 程度の値まで回復する．一方，上層塩分の回復
は底層に比べると遅く，出水前の値に復帰するのに 20
日程度かかる．一方，潮汐流程より上流域では出水・
水門操作による塩分低下の期間が長い．河口から約 9 
km 上流，5K500 付近に位置する祇園大橋地点では，
水門が平常状態に復帰後 2～3 週間程度塩水遡上がみ
られない． 
平常時の大潮期，0K100付近に位置する造成干潟で
は，満潮の 1時間後～干潮の 2時間前あたりまで塩分
成層が形成されており，造成干潟の地盤表面（T.P. 0 
m）は，満潮の 2時間後から 2時間程度，低塩分水に
さらされている． 
平水時における日平均塩分には，潮差の増減に対応
した変動が明瞭にみられる．すなわち，平均底層塩分
は潮差と逆相関の関係がある．これは，潮流が強い大
潮期は，密度流による塩水遡上が妨げられるためであ

る．上流方向の風によって誘起される吹送流は底層の
塩水遡上を妨げ，下流方向風は逆に遡上を助長する．
風の影響度は潮差にも関係し，小潮期に顕著である．  
平水時の己斐橋歩道橋（1K300付近）地点の底層に
おける海水の平均遡上速度は 1.5～5 cm/s の範囲で変
動しており，潮差と逆相関にある．平水期には，潮差
の平均遡上速度に与える影響が，矢口流量や風などの
影響より圧倒的に大きい． 
(2) 太田川放水路における潮流と浮遊土砂輸送特性 
 下流域における潮流流速の非対称性（下げ潮の最大
流速より上げ潮の最大流速の方が大きい）は上流に向
かって強くなっているが，これは，非線形性に基づく
流速波形の非対称性と，密度成層強度の変動が上流に
向かって増大するためである．さらに，放水路は浅く
潮汐にともなう河積の変化が大きいため，平均流速の
変動波形は正弦曲線から大きく歪み，最大流速の発生
は干潮側に寄っている．密度成層強度は下げ潮期に大
きくなるため，底層流速と底面せん断応力の最大値は
上げ潮位相で起こる．密度成層強度の変動によって，
流速分布は下げ潮位相と上げ潮位相で大きく異なる． 
平常時の浮遊土砂は，潮流による堆積土砂の巻き上
げによって発生している．上述したように，平常時に
おけう底面せん断応力は下げ潮期より上げ潮期のほう
が大きいため，ネットの浮遊土砂輸送は上流方向に行
われている．河口から 2.8 km（C0K700付近）におけ
る大潮期の日平均輸送率は，河川流量が約 100 m3/s 
の時に最大となり，流量がそれ以上になると流量の増
加にともない減少している．しかし，河川流量が水門
操作の行われない 400 m3/s 未満であれば，下流方向
への輸送は生じていない．また河川流量が 30 m3/s 以
下の場合，流量の減少にともない日平均輸送率も減少
している．これは，河川水の流入量が少なすぎると密
度成層強度の変動が無くなり，流速分布の非対称性も
生じなくなるためである． 
小潮期における日平均輸送率は小さく，上流方向へ
の輸送はほとんど生じていない．逆に，河川流量が約
140 m3/s 以上になると日平均輸送率は負となり，浮遊
土砂は下流方向へと輸送される 
潮汐による上流方向への浮遊土砂輸送量は，上流に
向かうにつれて減少し，5.8 km（2K300付近）地点で
はわずかに下流方向となっている．このことから，祇
園水門が平常状態にある期間では，河口から中流域に
かけては，河口付近の微細土砂が遡上して堆積してい
ると考えられる．出水時は，放水路内の浮遊土砂輸送
は全域で下流方向となる． 
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干潟では，潮汐に応じた周期的な流れは，主流方向
だけに発生しているわけではなく，横断方向について
も周期的な流れが発生している．すなわち，下げ潮期
に河道中央方向への流れが発生し，上げ潮期に岸方向
への流れが発生している．また，勾配が緩やかな干潟
のほうが平均流速は速い．上げ潮初期の強い底層流に
よって河道中央で巻き上げられた微細土砂は，干横断
方向の流れによって干潟へ輸送され，堆積している． 
出水時に比べると平常時の浮遊土砂フラックスは小
さいが，その継続時間は出水期間より圧倒的に長いた
め，干潟環境を考える上で重要で，浮遊土砂フラック
スの継続的なモニタリングが望まれる． 
(3) 太田川デルタ河川網の洪水流と河床変動および 
放水路の干潟形状の洪水流による変化 
本研究では，経年的な実測データと実現象を再現し
得る洪水流・河床変動解析法を構築し，太田川デルタ
河川網における洪水流と河床変動を評価し，太田川放
水路の干潟の保全・再生について検討した．以下に主
な結論を示す． 

観測された水面形の時間変化には，河床形状，河床
形態，河道・樹木群の抵抗，洪水中の河床変動の影響
が積分された形で現れており，観測水面形時系列デー
タを用いた非定常準三次元洪水流・二次元河床変動解
析を行うことにより，大きな潮位変動や堰構造物を有
する太田川デルタ河川網における洪水中の流れと河床
変動，各河川の洪水流量配分を評価することができた．  
太田川放水路と旧太田川の分派点における砂州は，
大芝水門の固定堰高や高水敷高程度の高さで安定して
いる．砂州は掘削を行なっても河道線形，構造物，河
床勾配の関係から，再び元の大きさ程度の砂州が形成
されることが分かった．太田川放水路の低水路には約
1km波長の交互砂州が形成されている．太田川放水路
の交互砂州は，1 洪水で約 50~100m 程度下流に移動
しながら安定した交互砂州形状になっている．  
市内派川では，河口や分派点付近など断面形状が縦
断的に変化するような区間を除き，経年的に約 20cm
程度の河床変動である．河口付近では，川幅が漸拡す
ることにより，経年的に土砂が堆積する傾向にある．
このように河床材料が細かく，川幅が縦断的に変化す
る河道では，浮遊砂が河床変動に及ぼす影響が大きい
ことを示した． 
太田川デルタの河床材料は，0km旧太田川と太田川
放水路の分派点から河口に向かって徐々に細かくなっ
ている．市内派川では，粘着性の河床材料は河岸際に
堆積しているものの，低水路のみお筋付近の河床材料

は主に砂で構成されていることが実測データより分か
った．  
太田川放水路に形成されている交互砂州の高さは，
潮間帯より低いため，砂州は干潮時においても水面上
にほとんど現れていない．太田川放水路の干潟は，高
水敷として設定された河岸沿いに残されている．
0.0km付近より上流では，干潟と低水路との間に護岸
が設置され，干潟の浸食を防いでいる．0.0km付近よ
り下流では護岸が設置されていないため，低水路河床
高の変化が河岸沿い干潟の形状変化に現れている．放
水路の低水路河床高は経年的に低下傾向であるため，
それにつれて干潟の高さも経年的に低下している．特
に，交互砂州の深掘れ部付近では，干潟の洗掘量が大
きくなる傾向にある．河岸沿いの干潟と低水路河床と
の比高差は 1.0m 以上と大きく，低水路を流下する土
砂は，河岸沿いの干潟にほとんど輸送されない．その
ため，河岸沿いの干潟は，一度洪水によって消失する
と元の干潟高さに回復することは難しい． 
干潟再生試験区の造成干潟は，低水路幅をやや狭め
て設置されたため，造成干潟周辺で洗掘が生じた．一
方，造成干潟下流では低水路幅が急拡しているため，
顕著な土砂堆積が生じ干潟が形成されている．平成 22
年洪水では，潮位変動との関係から低水路満杯の時間
帯に水面形が急勾配になったため，干潟を造成し低水
路線形を変化させたことによる影響が顕著に現れたも
との考えられる．今後，緊急用河川敷道路や造成干潟
を設置することによって，河岸沿い干潟の形状変化，
砂州の挙動にどのような影響を及ぼすのかを把握する
必要があることから，様々な位置や高さの造成干潟を
想定し，洪水流・河床変動解析を行った．その結果，
干潟再生試験区（0.1km付近）と同様な高さの干潟を
緊急用河川敷道路前面に新たに造成すると，対岸（右
岸）干潟をより大きく低下させることになる．また，
緊急用河川敷道路は，道路周辺（左岸）の干潟の洗掘
を助長させ，干潟の低下量を大きくしている．現況河
道のままとした場合，緊急用河川敷道路のみを整備し
た場合，緊急用河川敷道路前面に T.P. 0.0mの干潟を
造成する場合では，三つのケースともに対岸（右岸）
干潟の低下量は，計算上ほぼ同じであった．前述のと
おり，0.0km より下流の干潟は低水路河床高より
1~2m 高く，低水路の土砂は洪水中にほとんど干潟方
向に輸送されないことから，一度洗掘を受けると元の
高さにほとんど回復出来ない．前述のとおり，造成干
潟を設置すると対岸干潟に影響を及ぼすこと，低水路
に形成された交互砂州は潮間帯より低いため干潟とな
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らないことから，現存干潟を保全していくことが重要
であり，そのためには，現存干潟の前面に敷石護岸を
設置する必要がある． 
(4) 太田川放水路における干潟環境の形成 
a) デルタ地下水の流れと干潟の地下水環境 
潮汐に起因する河川水とデルタ地下水の水位差によ
って，デルタ地下と干潟地盤との間には地表下数mで
の地下水流れが継続的に生じている．八丁堀（太田川
河川事務所）で測定されたデルタ地下水質は年間を通
じて塩分が15 psu程度，水温が18 ℃程度であり，地表
下数mの地下水流れによって水質が安定しているデル
タ地下水が河川に流出している．一方，デルタ内河川
においては河川堤防や護岸に鋼矢板の打設が進められ
ており，不透水層まで達する鋼矢板の打設は河道地下
との地下水循環を妨げ，干潟環境に影響を与えている． 
図2.3.12-1には太田川河口から3 kmに位置する旭
橋周辺（0k000）での実験区（矢板無し）と比較区（矢
板あり）における地下水環境の形成機構が示されてい
る．実験区（矢板無し）では河川水位がデルタ地下水
位よりも高くなると，地盤面付近の河川水が地盤内へ
浸透する．河川水位がデルタ地下水位よりも低くなる
と，まず満潮時に地盤内へ浸透した河川水が流出し，
その後デルタ地下水が流出する．そのため，干潟地盤
内の塩分はデルタ地下水の塩分の影響を受けたものと
なる．一方，対照区（矢板有り）ではデルタ地下水と
の循環が制限されているため，満潮時の塩分変化は小
さく，下げ潮時には河川水位の低下に伴って1 m以上
地下水位が低下し，地下水面下1 m程度までの塩分が
河川水の影響を受けて変化している．そのため，干潟
地盤内の塩分は河川水の影響を強く受けたものとなる 

b) タイドプールに起因する地下水流れ 

 太田川放水路の中流部（1k600 付近）では，平均潮
位高付近（T.P.0.6 m）に設置された低水護岸背面の窪
地に上げ潮時に溜まった海水が干潮時に残留し，汽水
性のタイドプール（潮だまり）が形成されている．低
水護岸背面の高水敷にタイドプールが形成されている
場合には，低水路干潟～タイドプール～高水敷間に
様々な水位勾配が形成される．そのため，満潮付近に
タイドプールに溜まった河川上層水（低塩分水）が護
岸内や地盤内を通り低水路干潟へ流出する地表下数十
cmにおける地下水流れが生じている．  

c) 洪水が干潟生物の生息に与える影響 
1k600 地点左岸付近の湾曲内岸タイプの干潟ではオ
ゴノリの異常繁茂による浮遊土砂の捕捉と枯死によっ
て 2003年 3月～6月に低水路干潟土壌の強熱減量の急

激な増加（1 %→4 %）が生じている．泥化に伴って生
物相も大きく変化しており，河口付近に多く生息する
アナジャコが確認され，ソトオリガイやイトゴカイの
個体数も増加した．2003年6月の数回にわたる洪水（矢
口第一ピーク流量 800 m3/s以下）により干潟表層のオ
ゴノリが掃流され，堆積泥量が減少し，7 月上旬には
干潟土壌の強熱減量が約 1 %まで低下した．強熱減量
の低下とともに生物相は砂干潟における生物相（イソ
シジミなど）に戻っており，洪水による掃流によって
生物相が短期間に回復可能であることが示唆された． 
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2.4.1 序論 
(1) 研究の背景と目的 
河川の汽水域は，淡水と海水が混合し，周期的な外
力である潮汐・海陸風や洪水等の作用で，常に変動す
る特殊な環境を有している．このため，海水域や淡水
域に生息する生物に加え，汽水性の生物が生息・生育
する独特な環境を形成している．また，干拓・埋め立
てをはじめとする地形改変など人為的な攪乱を受ける
と淡水と海水のバランスが容易に崩れ，さまざまな影
響を生じやすい． 
このような特殊な環境に分布する河口干潟について，
主に生物学的視点から干潟を捉える研究が活発に進め
られている．そうした研究を河川管理に活かすために
も，そもそも干潟が，なぜその場所に，その形状・高
さ・河床材料で分布，維持されているか等，河川工学
的視点での実際の干潟を捉え，その特性を把握するこ
とが重要である．これらを知ることは，河道に種々の
インパクトを加えた際の干潟形状・材料の応答予測技
術の構築や干潟保全・再生のための河川整備・管理手
法の高度化に役立つであろう． 
河口干潟の物環環境について，山本(2008)は河口干
潟の形態とスケールを規定するのは，河川からの流出
土砂量とその粒径，波浪の強さ，潮流の強さ，潮位変
動であり，河口の存在する位置で潮位・波浪が概略決
まるので，これ河口干潟の材料を加えれば，干潟地形
の形成とその特徴を概略記載できるとしている． 
河口域の河床変動特性や，その要因となる土砂動態
に着目した研究として，末次ら(2002)は，白川及び多
摩川を対象に，洪水時に上流から供給される浮游土砂
量と干潟の土砂堆積量を粒径別に比較したところ，両
者はほぼ整合していたこと，平水時の上げ潮時に潮流
や波の影響により表層底質が巻き上げられ浮游土砂が
河道内に移動・堆積し，年間を通して堆積が生じると

するとその量は中規模程度の洪水流出量に匹敵するこ
となどを示している．中野ら(2004)は，潮汐や波浪が
表層底質の攪拌または交換する機能に着目して，掃流
砂および浮游砂を定量的に評価する手法の検討を行っ
ている．また，西條ら(1996)は，河川感潮域では，懸
濁粒子の凝集作用により，シルト・粘土が堆積してい
ることが多い．このような凝集性の高い底泥が堆積し
ている干潟では，その巻き上げ，沈降，輸送などの現
象が河床変動に大きな影響及ぼしていることを示唆し
ている．横山ら(2006)は，筑後川の感潮河道を対象と
して洪水による底泥のフラッシュの状況を観測し，浸
食量と底面剪断応力との相関が見られた．さらに底泥
コアの回転粘度試験を攪乱状態と不攪乱状態で実施し
たところ，不攪乱状態の底質の粘着性が攪乱状態の粘
着性よりも 3倍程度大きく，これは筑後川の底泥はセ
メンテーションの効果による強度発現量が大きいこと
が要因であると推測している． 
河口干潟の物理環境と生物に関するものとしては，
植生との関係では，例えば鎌田ら(2006)は那賀川河口
汽水域の一砂州において，塩生湿地植物群落の空間分
布を，底質粒径及び地盤高の空間分布との関連を分析
し，ハママツナ群落，ハマサジ群落等が，大潮満潮位
よりも低い場所に対しての選好性が高く，細・中礫の
領域に対して最も高い先行性を持っていることを示し
た．底生生物群集との関係では，例えば大谷ら(2007)
は底質の粒度組成及び地盤高さにより河口干潟を 7つ
のグループに分け，それが底生生物群集の分布と関係
があることを示している． 
上記に示した知見をはじめとして，河口干潟の物理
環境を形成する要因となっている，河口部における土
砂・物質の動態に起因する個別の事象についてその機
構が明らかになってきている．本研究では，まずマク
ロな視点での河道形状の変化や干潟の形成の実態を整
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理した．その際に見られた物理環境の変化，あるいは
安定・維持の要因について，個別の知見を考慮しつつ
調査・分析を実施し，太田川放水路全体でのシステム
としての干潟を含む物理環境形成要因について検討し，
河口干潟の保全・再生を主軸に置きつつ，河川全体を
見渡した河川管理手法を検討できることを狙いとした． 
 
 (2) 研究の方法と流れ 
本研究の流れは以下の通りである．まず太田川河口
全体の現在の干潟の基本的な特徴を空中写真や定期横
断測量成果等の既往知見を用いて整理し，類型化を行
った（2.4.2）．次に，それらの干潟がどのような変遷
を経て現在の状況に至ったかを整理し，人為的インパ
クト・自然インパクトとの関連を明かにした．（2.4.3）．
以上から，干潟の類型ごとに成立要因について考察し
た（2.4.4）．ここまでの結果に基づき，河口干潟の環
境形成に関して説明が困難な現象や，さらに詳細な調
査が必要な項目等の課題を整理･抽出した．特に，放水
路の河口付近にある干潟（後述する直線 2干潟）につ
いては，物理環境形成機構が定性的にも不明であった．
そのため，それらの干潟を中心とした現地調査を行っ
た（2.4.5）．また，得られた物理環境情報と生物との
関係を分析した（2.4.6）．最後に，物理環境形成機構
を構成する要素を整理した（2.4.7）うえで，河口干潟
の設計・管理に向けた考察を行った（2.4.8）． 

 
2.4.2 干潟の大局的類型化と各類型の干潟の特徴 
(1) 放水路及び旧太田川の干潟の概況 
太田川放水路及び旧太田川に分布する干潟の全体的

状況を，空中写真，横断図等の資料から，主に物理的特

徴について概略整理した．図2.4.2-1に太田川放水路及
び旧太田川の全体空中写真，図2.4.2-2～2.4.2-7に特
定範囲を拡大したオルソ画像（左）とレーザー標高段採図

（右）を示す．ただし，レーザーでは水面下の地形は計測

できないため，水域では不正確なデータとなっている． 

放水路の河口付近C2k800～0k000までの両岸には，
帯状に干潟が分布している．この帯状干潟の横断形状は，

幅広の平坦部とそれに比べて横断勾配が急な水際部か

らなることが特徴である．ただし，平坦部を持たずに緩斜

面で構成されている横断形状もみられる．干潟の標高は，

概ね T.P.-1m 程度で，所々に横断方向の溝がみられる．
また，この帯状の干潟の一部はカキ棚として利用されてい

る． 

放水路の0k200～2k200の両岸には，下流のC2k800
～0k000 と同様に帯状に干潟が分布しているが，水際に

構造物が設置されていること及びヨシやフクドなどの植物

が生育していることが C2k800～0k000 との違いであり， 
0k200～2k200 干潟の特徴でもある．干潟の標高は， 
T.P.0m～1.5m 程度で，横断形状は，平坦もしくは緩斜

面で成っており，植生の有無等の地被状況に応じて細か

な凹凸がみられる箇所もある． 

放水路及び旧太田川の湾曲部の内岸側には，固定砂
州が付いており，これらの高さが潮間帯にあることで
干潟となっている．横断形状は，水際に向かって緩や
かな勾配を持ち，砂堆による微細な凹凸が見られるの
が特徴である．干潟の標高は，概ね T.P-1.0～0.5m程
度である． 
旧太田川の 2k600～3k100 左岸付近の湾曲部の外岸
側には，水制が設置されており，その間に干潟が形成さ

れている．横断形状は，平坦ないし緩やかな勾配をもち，

水際で急に落ち込んでいるのが特徴である．干潟の標高

は，概ね T.P.-0.5m程度である． 
旧太田川の 5k000～6k000 付近には，陸域の状況を
呈している中州が点在しており，その後流域に干潟が形

成されている．現地の目視観察による横断形状は，平坦

で水際では緩やかに落ち込んでいるようにみえる． 干潟

の標高は，概ね T.P.-0.5～0mである． 
旧太田川の河口付近 C0k800～0k200 は，川幅が上
流に比べて大きく広がっている区間にあたり，その左
岸側に干潟が分布している．横断形状は，干潟の中央
部が凸になっている“逆さ”お椀型で水際部も横断勾
配が緩やかなのが特徴である．干潟の表面は滑らかで，
標高は，T.P.-1.5～-0.5m程度である． 

  
(2) 干潟と低水路の河床材料特性 
干潟や低水路を構成する河床材料の特性について，放

水路及び旧太田川でこれまでに実施した河床材料調査

結果を用いて整理した（実施：太田川河川事務所(2005
年），国土技術政策総合研究所（2006年～2011年）．放
水路及び旧太田川における粒径加積曲線を図2.4.2-8
～2.4.2-10に示す． なお，河床材料調査の結果は，概
ね河床表層（数 cm）で行われたものである． 

両河川の干潟と低水路の河床材料のおおまかな特性

は下記のとおりである． 

●放水路 

放水路の低水路における粒径加積曲線を図 2.4.2-8
に示す．C3k000 ではシルト以下粒径が主体になって
いるが，それ以外は全体として，0.25mm～2mmとい
う中砂～極粗砂が中心的な材料となっている，そして，
上流部の 4k000と 5k000において 2mm以上の細礫
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 図2.4.2-1 太田川放水路及び旧太田川の空中写真（2006年 3月撮影 国土技術政策総合研究所）
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図2.4.2-2 放水路Ck300～0k000 図2.4.2-3 放水路 1k000～2k000 

図2.4.2-4 放水路 4k000～5k000 図2.4.2-5 旧太田川 5k000～6k000

図2.4.2-6 旧太田川 3k000付近 図2.4.2-7 旧太田川C1k000～0k000

（空中写真・レーザー測量 2006年 3月撮影 国土技術政策総合研究所） 
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がこれに加わり，逆に下流側の C1k000，C2k000 で
は 0.25mm 以下（細砂，微細砂，シルト）が加わる，
この図を見る限り，シルト分が河床材料の中に有意に
含まれる（数％以下のレベルでなく 10%のオーダー）
かどうかの境界が0k000とC1k000の間にあるようで
ある．放水路の干潟部における粒径加積曲線を図
2.4.2-9に示す．3k000～5k000の干潟は低水路に存在
することから，その河床材料は低水路と同じで，中砂
～極粗砂に細礫が少し混ざったものになっている，
2k000より下流については，最下流のC3k000を除く
と概ね同じような粒度分布すなわち微細砂～極粗砂に
20%程度のシルト以下粒径を含むものとなっており，
中には細礫が混ざる（多くても 10%程度以下）地点が
ある，図2.4.2-9を図2.4.2-8と比較するとわかるよ
うに，低水路の脇に存在する 2k000およびその下流の
干潟の河床材料は，前述の低水路の中心的な材料に細
砂，微細砂，シルトという 0.25mm以下の粒径成分を
混ぜたものに対応している， 
●旧太田川 

旧太田川の低水路及び干潟の粒径加積曲線を図
2.4.2-10に示す．低水路の材料に，それより細粒の粒径
成分が付加されて干潟の材料になるという放水路に見ら

れた低水路と干潟の河床材料間の関係は，旧太田川に

おいても同様に存在しているようである， 

●放水路河口部の干潟の深度別の河床材料特性 

放水路の河口付近（距離標 0k000より下流）に分布
している干潟については，2.4.5(2)2)で後述するものも
含め，2009年～2011年にハンディジオスライサーを
用いて表層から深さ 1ｍ程度まで地層試料を採取し目
視による観察結果を記録するとともに，特徴の異なる
層ごとに試料を採取し，それらについて粒度分析を行
った．また，C2k400,C2k000,C1k400,C0k800の低水
路部分において，バイブレーションコアサンプラーを
用いて表層から 50~100cm程度の試料を採取し，同様
に深度別に分析を行った（2011年 2月実施） ． 
各測線における干潟（各側線 T.P.-1.0m程度の干潮時
の干潟水際）及び河道中央（低水路）の粒径毎の割合
を，深度別に整理したものを図2.4.2-11に示す．なお，
干潟上の粒度分析は 2009年 2月，河道中央の粒度分
析は 2011年 2月に実施したもので示している．表層
の材料に着目すると（3 本のグラフのうち一番上のグ
ラフ），C0k200からC0k800までは，左右岸，低水路
ともに，中砂～極粗砂を中心とした材料に，20~30%
程度の細砂以下（そのうち 10~20%程度がシルト以下）
を含む材料構成となっている．干潟部ではこれに細礫，

中礫が数～10%程度混ざっているところがある．
C1k400 より下流では，全体的には下流ほど細かくな
る傾向があるが，同じ側線でも細砂以下の材料の混入
状況は異なる．左岸は低水路より細砂以下が多く含ま
れており特にC2k000ではシルト以下が30%程度に達
する．右岸は低水路と同程度の混入状況である． 
 深度別に見るとC2k000左岸ではシルト以下が表層
において下層より比較的多い．しかし，その他の地点
では下層も同様にシルト以下を含んでおり，干潟，低
水路ともに表層にシルト以下が堆積しているという傾
向は見られなかった． 

 
(3) 干潟の類型化 

(1)，(2)で整理した各干潟の物理的な特徴（形状・標高・
材料等）に着目し，太田川放水路及び旧太田川に分布す

る干潟を大局的に類型化した． 

図 2.4.2-12は，類型化した干潟の平面分布を示したも
のである．まず，放水路の直線部は，下流から順に「直線

1 タイプ」（C3k000 付近），「直線 2 タイプ」（C2k800ｋ～
0k000），「直線 3 タイプ」（0K200～2k200）が存在する．
湾曲部には，放水路と旧太田川に「湾曲内岸タイプ」が，

旧太田川に「湾曲外岸タイプ」がある．旧太田川 5k000～
6k000 付近の中州後流域に形成する「中州下流タイプ」
が，旧太田川河口付近の川幅急拡部には「急拡タイプ」

が形成されている．なお，直線１タイプは干潮時でも水没

しているため，これ以降扱わないこととする． 

放水路及び旧太田川の平均河床高と各干潟タイプの平

均標高の関係を図 2.4.2-13 に示す．特徴を整理すると
以下のとおりである． 

・ 直線 2 タイプは標高が低水路の高さとは関係なく
T.P.-1mを中心に形成されている． 
・ 直線 3 タイプは T.P.0m→T.P.1.5m と縦断的に変化
（上昇）しており，敷石護岸の天端高さに沿った高さにな

っている． 

・ 直線3 タイプのうち，距離標 0k600（図中赤○で示す）
は周囲の標高が T.P.0～0.5m の中で，T.P1.0m 程度と突

出して高くなっている． 

・ 湾曲内岸タイプ，急拡タイプ，中州下流タイプは低水
路平均河床高より 50cm~1m程度の高さになっている． 
また，各類型の主な特徴は表 2.4.2-1 のとおりであり，
湾曲内岸タイプのみ放水路と旧太田川の両方に存在し，

それ以外のタイプは直線1，直線2，直線3は放水路のみ，
湾曲外岸，中州下流，急拡は旧太田川のみであり，これ

らのことは両者の河道特性やインパクトの違いに関係して

いると考えられる． 
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図2.4.2-8 放水路の低水路の粒径加積曲線

図2.4.2-9 放水路の干潟部の粒径加積曲線

図2.4.2-10旧太田川の低水路と干潟の粒径加積曲線
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右岸 河道中央（低水路） 左岸 距離標
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図2.4.2-11 測線ごとの干潟（水際）と低水路の深度別粒径割合 
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図2.4.2-12 干潟の類型区分 
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なお，1k600付近左岸は，図2.4.2-14のように，敷
石護岸を境に 2つのタイプが並存しており，類型にし
がって高さや粒度組成が異なっている． 

図2.4.2-13 放水路及び旧太田川の河床高と干潟の平均標高の関係 
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表2.4.2-1 各類型の干潟の主な特徴

図2.4.2-14 2つのタイプの干潟が並存する例
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2.4.3 干潟の変遷と放水路建設等の事業及び出水との
関係 
(1) 干拓，太田川放水路建設，その他の河川整備 
ここでは，2.4.2 に示した類型化にも考慮しながら，
横断測量成果や空中写真を中心に干潟の変遷を整理し，
太田川放水路及び旧太田川における干潟形成に関わる
要因とその役割を人為と自然（洪水）の両面から調べ
た． 
1)干拓・埋立て造成の歴史 
太田川放水路 5k300付近の祇園大橋より下流は，太
田川がつくった三角州であり，通称太田川デルタと呼
ばれる．広島城築城当時の海岸線は，図2.4.3-1の濃
紺部分にあたり，ここまでが自然的につくられた三角
州である．この図は，自然三角州の前面の干潟が次々
と干拓されていった過程を示しており，新しい干拓が
古い干拓地の地先に付け加えられている様が見てとれ
る．本川及び各派川の河口から吐き出される土砂が新
しい干拓における土手の材料として用いられた． 
海側への陸部の拡張は，明治～昭和初期（戦前）も
続いており，庚午地区，江波地区，吉島地区，宇品地
区，観音地区なども干拓された．これらの干拓地は，
干潟を排水，陸地化させたものであるため，新しい時
代の干拓地ほど地盤が低い傾向がある（図 2.4.3-2）． 
戦後以降になると，都市の人口集中と土木技術の進歩
により，従来の干拓地地先に大規模な埋立地を造成し
た（広島西飛行場，出島地区，西部開発等）．埋立地は，
干拓地と違って高く盛土されているので，一般に干拓
地よりも地盤高が高い． 
以上の一連の埋立て造成によって，太田川デルタの
干潟は大幅に減少した． 
2)太田川放水路建設  
太田川放水路事業は，太田川デルタを流れていた 7
河川のうち，西側 2河川の山手川と福島川を放水路と
して改修し，出水時には大部分の水をこれより排水さ
せて広島市内及び広島港を守るという考えのもと， 
1932年に開始され， 1967年に概成した．この事業の
中で，太田川分派地点の放水路側に祇園水門，旧太田
川側に大芝水門を建設した．両水門とも 1961年に工
事が開始され，1964年 12月に大芝水門，1965年 3
月に祇園水門がそれぞれ完成した．  
流量配分は，2007年の河川整備基本方針策定に伴い，
矢口第一の計画高水流量を 8，000m3/sとし，放水路 4，
500m3/s：市内派川 3，500m3/sとなっている． 
3)その他の河川整備 
太田川放水路建設（1967年）以降の太田川放水路と

旧太田川を対象に，干潟の形成・変化過程を考える上
で考慮すべき主要な河川整備について図2.4.3-3に整
理した．太田川放水路建設以降，放水路及び旧太田川
では，砂利採取や浚渫等の河床掘削実績はなく，1970
年代を中心に堤防や護岸の整備，近年では緊急用河川
敷道路の敷設を行っている． 

 

 
図2.4.3-1 太田川デルタの干拓・埋立て造成の開
発進展状況        出典：太田川史 

図2.4.3-2 太田川デルタの地盤高 
出典：太田川史 
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図2.4.3-3 主な河川整備 
出典：太田川史，構造物台帳等 （太田川河川事務所提供） 
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(2) 出水の発生状況 
太田川放水路及び旧太田川に与えた自然インパクトとし

て，1954～2005年の年最大流量を図2.4.3-4に整理し
た．大規模出水を含む期間と含まない期間での物理環境

の変化を比較するため，年代を 1986年までの 1期と，
1987～2002年の前の 2期，2003～2006年の 3期，
2006～2011年の 4期に区分した．第 3期は既往最大で
ある 2005年出水を含む期間であり，その他の期間は 4，
000m3/s中規模出水が 1～2回発生している．1954～
1973年のデータは玖村，1975年以降のデータは矢口第
１であり，両地点とも放水路と旧太田川の分派点より上流

に位置している． 

1954～2010の平均年最大流量は約 2，300 m3/sで，
1972，1976年には 6，000m3/s前後の大規模洪水が，さ
らに 2005年 9月には，既往最大 7，200 m3/sの洪水を
記録している．数年に1回程度の割合で3，000～4，000 
m3/s程度の中規模洪水が発生している． 
年最大洪水の出現パターンを見ると，1950～60年代
に比べて近年は，1，000 m3/s前後の小規模洪水の発
生頻度が増加し，平均年最大流量程度の洪水が減少し
ており，大規模出水の発生はあるものの，年最大洪水
の規模が二極化する傾向にある． 

 
(3) 河道の横断形状の変化 
 太田川放水路建設（1967年）以降の河道変化の全体
像を，既往の横断測量成果を用いて整理した． なお，使

用した横断図は放水路の距離標C3k400～6k000，旧太
田川の距離標C1k600～6k200の範囲である． 
図2.4.3-5，図2.4.3-6に太田川放水路及び旧太田川
のいくつかの断面の横断測量成果（経年変化）を示す．な

お，断面図の X軸は，左岸距離標杭からの距離を示して
いる． 

 

 

干潟部分の詳細な形状変化に着目した分析の結果は

後ほど(6)で述べることとし，ここでは河道全体の変化に重
点を置くこととする． 

全体の傾向として横断形状全体の変化が大きいのは，

放水路では 1972.9～1986.11，旧太田川では 1969～
1988年である．この期間は，堤防を中心とした整備が行
われ，自然インパクトとして 4，000m3/sを超える比較的大
きな洪水も数回発生している．この期間の変化に比べると，

両河川とも 1994.3以降 2005.4までの変化は小さい．そ
の後，2005年 9月に既往最大洪水を記録したが．この洪
水の前の2005.4断面と洪水後の2006.6断面を比較する
と低水路部分の一部でかなり大きく変動しているところが

見られるものの，干潟を含め河床は全体としては安定した

状態が維持された．直近の期間すなわち 2010年 7月の
出水を挟んだ 2006.6断面と 2011.3断面で比較すると，
2005年 9月洪水に比べ大きな変化が生じているところが
ある．これら 2005年洪水時とその後の変化についてはす
ぐ後で詳しく述べる．  

以上に示した横断形状変化と主な人為インパクトと自然

インパクトの関係について整理する． 

1)埋立て造成 
C3k000やC2k000が代表例である．埋立て造成によ
り1972.9から1986.11の間に低水路部で大きく河床が変
動し，その後は概ね落ち着いている． 

2)緊急用河川敷道路・ふれあいの水辺 
緊急用河川敷道路の一部が干潟の一部分に整備され，

それに対応した形状変化が現れている(1k000 と 1k800
の左岸など)．ふれあいの水辺整備による形状変化が起こ
っている（1k000右岸）． 
3)堤防整備・川幅拡幅・縮小 
旧太田川の3k600では1969～1988年に，堤防整備・
川幅拡幅とともに河床が上昇している．これは川幅拡幅の

影響で，低水路全体に土砂が堆積したものと考えられる．

一方で，旧太田川 1k200，5k000のように川幅を縮小し
てもその後の河床にほとんど変化がみられない断面もみ

られる． 

4)2005年 9月洪水 
既往最大の洪水であること，2005.4と2006.6の横断測
量成果があり洪水前後の比較が最も容易であることから，

当該洪水による地形変化の傾向を整理した．図2.4.3-7
は放水路を対象に，2005.4 と 2006.6の横断測量成果の
差分を測線ごとに算出して侵食を寒色系，堆積を暖色系

に着色し， 横断距離 0（左岸堤防の法肩）を縦方向にそ
ろえて図の上方を上流にして，それらを順次貼り付けたも

のである．背景が白く表示されたところは干潟である．土 
図2.4.3-4 洪水履歴（年最大流量の経年変化）
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図2.4.3-5 代表横断面の経年変化（放水路）

1k800_放水路 

1k000_放水路 

C2k000_放水路 

C3k000_放水路 
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図2.4.3-6 代表横断面の経年変化（旧太田川）
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砂の仮置き等と見られる洪水とは関係ない一部の変化を

除けば，洪水による河床高変化を俯瞰することができる．

この図から変化が大きい，すなわち色の濃い部分が低水

路部に集中していることがわかる．また，0k000より下流，
すなわち直線 2タイプの区間は干潟のみならず，低水路
部も比較的動きが小さいことがわかる．こうした中で目立

つのは 1k000付近の青色の楕円の部分である．図に
2004年に整備されたふれあい水辺の区間を示している．
これによる河積が小さくなったことにより洪水時の掃流力

が増大し，低水路部の侵食が起きたと推測できる．その下

流の0k400付近の赤色の楕円で示す部分は特に低水路
右岸側で堆積が目立っているが，上流で侵食した土砂が

ここに堆積した可能性がある． 

次に目立つのは，ピンク色の楕円の 4k800，2k400付
近である．2k400は低水路左岸の侵食が目立つが，この
付近の河積が相対的に小さいこと，4k800は低水路左岸
の堆積が目立つが，この付近の河積が相対的に大きいこ

とが影響している可能性がある． 

図2.4.3-8は，2006.6の横断測量成果をもとに現況
の放水路の標高分布を図 2.4.3-7と同様に横断距離 0
を縦方向にそろえて順次貼り付けたものである．放水
路の法線は 2k200から上流は蛇行し，下流は直線とな
っているが，蛇行区間について蛇行に沿って湾曲外岸
側が赤丸のように掘れている様子が見てとれ，さらに
直線区間に入ってもなお，蛇行区間ほど顕著ではない
が桃色の丸に示すように左右岸交互に掘れている傾向

が見てとれる．  
5)2010年 7月出水と 2006.6-2011.3年の変化 

2006年以降は，2010年 7月に 4，200m3/sの出水が
あった．それを挟む 2006.6-2011.3の横断結果について，
4)と同様にその変化量を示したものを図 2.4.3-9 に示す．
C3k000右岸，C2k000左岸では，T.P.-4.0～-2.0mで特
に低水路側からの侵食が見られた（横断図では図
2.4.3-5 参照）．この部分は図 2.4.3-8 では桃色の丸で
示す左右岸交互に存在する深掘れ部にあたる．ここは，

2005 年出水の際も同様に低水路側からの侵食の傾向が
見られている． 

1k000 付近の低水路では堆積が起きている．ここは
2005.4から2006.6では深掘れが起きていた場所であり，
洪水により侵食された河床が再び埋め戻されている． 

0k200～0k600 左岸の捨石護岸脇の低水路側で深掘れ
が起きている．これは出水中の深掘れの下流への移動
が原因と考えられる．本内容は，物質収支 WG(2.3.7)
において，シミュレーション解析の結果からも示され
ている．また，この期間では，2005.4から 2006.6に
比較して干潟部において侵食が見られることが特徴で
ある．特に直線 2タイプの干潟の 0k000～C1k200の
左右岸において侵食が多く見られた． 
 

図2.4.3-7 太田川放水路の 2006.6の 2005.4に対する地形変化 
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(4) 洪水時に干潟に作用する掃流力 

放水路を対象として準 2 次元不等流計算を行い，洪
水により干潟部に作用する掃流力を概略検討した，地
形条件は 2006.6 の横断測量成果を用いた．計算ケー
スは，流量条件 2ケース（中規模洪水 4,000m3/s，平
均年最大流量程度 1,490m3/s）とし，このうち
4,000m3/s のケースについては出発水位条件を高潮位

T.P.2.5m，低潮位 T.P.-1.0mの 2ケースで行った．図
2.4.3-10は，直線 2タイプの干潟（左岸），直線 3タ
イプの干潟（左岸），湾曲内岸タイプの干潟（左岸），
低水路におけるそれぞれの各計算ケースでの無次元掃
流力τ*の縦断分布である．2.4.2(2)に示した河床材料
の特徴を踏まえ，干潟の代表粒径は 0.4mm，低水路の
代表粒径はC0k000より上流は1.0mm，下流は0.7mm

図2.4.3-8 太田川放水路の 2006.6の標高

図2.4.3-9 2011.3の 2006.6に対する地形変化 



物理環境WG 

 150

とした． 
この図によれば，流量 1,490m3/s，高潮位のケースに
おいても，全てのタイプの干潟で無次元掃流力は無次
元限界掃流力（ここでは 0.05とする）を大幅に上回る．
また，干潟の無次元掃流力は低水路の無次元掃流力と
同程度か，やや小さめであり，両者に大きな差は見ら
れない，これらのことから，放水路の干潟を構成する
主材料は，干潟タイプによらず，高潮位・低潮位いず
れの条件においても，少なくとも平均年最大流量規模
の洪水が流下したときには有意に移動する，あるいは
低水路河床材料に匹敵する移動性を示すと言える， た
だし，以上の結果は準 2次元計算によるもので，水理
量の平面分布の計算精度に限界があること，また
2.4.2(2)で述べたように，低水路の脇に位置する干潟
（直線 2および 3タイプ）の河床材料にはシルト粒径
以下の成分を有意に含んでおり，それが付加しうる粘
着性が計算では考慮されていない，図2.4.3-10の解釈
においては，これらの点に留意する必要がある， 

  
 (5) 干潟面積の変遷 

1925 年の干潟分布と 2006 年の干潟分布及びそれら
の面積について比較したものが図 2.4.3-11 である．
1925 年の干潟は，地形図で示されていた干潟をトレース

してプラニメータで面積を集計した．河道内干潟について

は，地形図からは判別不能のため集計していない．2006
年の面積は，空中写真から目測で干潟をトレースし，GIS
で面積を集計した．1925 年の干潟は，主に河口地先の
海側に拡がっており，その面積は概算でも約 700ha弱に
及ぶ．一方，2006 年の干潟は，1970 年代まで続く干潟
の干拓・埋立事業で海側突出していた干潟が大部分消失

し，約 80ha の干潟（放水路及び旧太田川の干潟での集
計）が河道内に分布している状況である．面積集計範囲

の違いにより単純な比較はできないが，1925年から2006
年の約70年間で太田川デルタに分布する干潟の総面積
は約 1/9～1/10になったと推測される． 

2006年時点で，放水路及び旧太田川に分布する干潟
の面積，両河川の水域と干潟の割合を比較したものが図
2.4.3-12 である．現在，放水路には約 63ha，旧太田川
には約 16ha の干潟が分布しており，総面積では放水路
は旧太田川の約 4 倍もの干潟が分布している．また，水
域と干潟の分布割合からも，放水路の方が干潟の割合が

大きく，旧太田川と比べると干潟の多い河川である．これ

は，太田川デルタが埋め立てられ水域及び干潟の面積

が大きく減少してしまったことが背景にあり，その中で放

水路という空間スケールの大きい整備を行い，複断面的

に河川敷の高さを設定，その高さが適度な高さとなったた

図2.4.3-10 洪水時に干潟及び低水路に作用する無次元掃流力 
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め，ある程度の面積の干潟が縦断的に形成されたことが

要因となっていると考えられる． 

また，図2.4.3-13には，河川別に各干潟タイプの面積
割合を示したものである．放水路は，主に直線 2 タイプと
湾曲内岸タイプで構成される．旧太田川は，急拡タイプの

占める割合が大きく，これを除くと干潟面積は放水路に対

して極端に小さくなる． 

以上のことから，太田川デルタにおける干潟は，過去と

比較すると主に干拓・埋立事業により大幅に減少し，それ

に伴って干潟特有の生物の生息・生育場も減少したと考

えられる．そして，現存する全干潟の中で人工河川である

放水路の干潟は， 質（生物の生息・生育にふさわしい物

理環境），量（面積）の両面で環境上重要な役割を果たし

ている可能性を指摘できる．この点から，放水路は治水目

的だけでなく，環境上も重要な意味を持っているという観

点からの吟味が必要と考えられる． 

 

 

(6) 各類型の干潟形状の変遷 
本項では，(1)～(5)で全体像を整理した干潟を含む河
道形状の変遷について，干潟タイプごとに詳細に分析
する．なお，分析に用いた既往の空中写真は，撮影時
の潮位条件の違いで対象とする干潟が干出していない
場合もある． 
1)直線 2タイプ 
直線 2 タイプの干潟のうち，放水路 C0k800 及び
C2k000の左岸部の横断面図を図2.4.5-14に示す．断
面により程度は異なるが，全体的に低水路側からの侵
食（干潟の後退）と高さの低下（干潟の低下）が徐々
に進行する傾向にある．C0k800 左岸はその中でも傾
向が顕著であり，干潟の低下と後退の両方が生じてい
る．C2k000 左岸の干潟低下ははっきりせず，後退の
みが現れている．さらに，干潟の後退，前進傾向（低
水路側からの侵食だけでなく，低水路側への堆積が生
じている箇所・時期もあり，それをここでは前進と呼

図2.4.3-11 1925年と 2006年の干潟分布と面積比較

1925年の干潟 

図2.4.3-13干潟タイプ別面積(2006) 図2.4.3-12 水域と干潟の割合(2006)

出典：太田川史 
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んでいる）を分析するため，干潟と低水路との境界を
代表する T.P.-2.0m 河床地点の平面位置変化量の整理
を行ったものを図2.4.3-15に示す．図2.4.3-4で示し
た 4期間のうち，中規模出水までの出水を含む第 2期
と大規模出水を含む第 3期の結果である． 2期は，左
岸側に着目すると，C0k600，C1k600で後退，C1k200
で前進している．それぞれの場所は，もともとの地形
に見られる交互砂州のうち，深掘れの箇所である
C0k600，C1k600，干潟が張り出しているC1k200に
対応している．このことは，中規模出水までの出水の
場合には，交互砂州の間隔にあった干潟の後退（側岸
侵食）が生じていることを示している．3期は，C1k600，
C1k200では 2期とは逆の傾向を示しており，深掘れ
箇所では前進，干潟の張り出している箇所では後退が
起きている．このことは，大規模な出水においては，
流れを直進化させるような変化が発生していることを
示唆している．関連した分析が，物質収支WG（2.3）
で述べられている． 

 また，図2.4.3-16は，既往の空中写真を時系列で
比較したもので，1939年及び1960年は放水路建設中，
1977年以降が放水路建設後である．放水路建設初期段
階である 1939 年の空中写真をみると，放水路の前身
である福嶋川の河道がまだ残されており，河道内には，
うろこ状に干潟が拡がっている．さらに河口地先の海
浜部にも干潟が見られる．1960年には，放水路の形状
が概ね完成しているが，潮位の関係からか直線 2タイ
プの干潟はみられない．放水路完成後の 1977年，2002
年，2006年は，帯状に干潟が伸びており，年代によっ
てその形状に大きな違いはみられない． 
2)直線 3タイプ 
直線 3タイプの干潟のうち，放水路 1k400及び

1k800の左岸部の横断面図を図2.4.5-17に示す．直
線3タイプの特徴である水際の構造物が横断距離50m
付近にみられる．前述のように，両断面ともに 2002
年以降に左岸の堤防際の干潟を埋め立てて緊急用河川
敷道路の整備を行ったことによる変化が出ている．ま
た，1k800断面では，1972.9から 1994.3にかけて侵
食が進行し，凹地となっている．なお，この凹地は，
タイドプールとなっており，放水路内においては他の
干潟のタイプにはみられない特殊な環境となっている．
また，2005年 9月の既往最大洪水の前後の断面（図
2.4.3-17の 2005.4と 2006.6）を比較しても，干潟部
分に有意な変動はみられない．  
また，図2.4.3-18は，既往の空中写真を時系列で比
較したもので，1939 年及び 1960 年は放水路建設中，

1971年以降が放水路建設後である．放水路建設初期段
階の 1939年では，山手川，福島川が残存し，1960年
においても，左岸部が工事中で，何れの年代も直線 3
タイプの干潟はみられない．放水路完成後の 1971 年
では，左右岸に帯状に拡がる干潟が確認できるが，直
線 3タイプの特徴である水際の構造物はみられず，直
線 2タイプに近い干潟となっている．ただし，当該区
間の放水路計画断面等の資料は現存しないため，確認
はできていない．1972.9の横断図から構造物らしき凸
部が確認できること及び既往文献（太田川改修六十年
の歩み p.63）から直線 3タイプ付近の低水護岸工事が
1972年に竣工との記述があることを踏まえると，直線
3 タイプの構造物（護岸）は 1972 年に完成したもの
と推測できる．1977年では，水際に構造物がみられ，
ほぼ 2006年と同様な直線 3タイプの干潟が形成され
ている．  
3)急拡タイプ 
図 2.4.3-19 は，1969 年以降で，急拡タイプの代表
横断面と拡大した干潟部の経年変化を示したものであ
る．旧太田川C0k600及びC0k200に着目すると，1969
年から 1988 年にかけて干潟部分の変動が大きく，特
に C0k600では，横断距離 100～120m付近が大きく
上昇している．この期間は，高潮堤防整備で川幅が狭
められている．これらの変動が高潮堤防整備に起因す
るものなのか，この期間に発生した洪水によるものか
は不明である．ただし，2005 年 9 月の既往最大洪水
の前後の断面（図2.4.3-19）の 2005.4と 2006.6）を
比較しても，干潟部分に変動はみられない．1988年以
降，両断面とも急拡タイプの干潟に大きな変動はみら
れず，その形状は概ね維持されている． 
また，図2.4.3-20は，既往の空中写真を時系列で比
較したもので，1939 年は吉島地区の開発事業(写真右
下)以前，1977 年以降が開発後である．吉島地区の開
発事業前の 1939 年では，現在の急拡タイプの位置が
河口地先の海となっており，急拡タイプに似た形状の
干潟がみられる．吉島地区の開発事業後である 1977
年は，旧太田川河口左岸部が下流に延伸し，延伸部は
その上流よりも川幅が広くなっている．急拡干潟は，
その川幅拡幅部分を埋めるように定着しており，1977
年以降は，その平面形状に変化はみられない．なお，
1990年の写真は，干潟の南側が確認できないが，直近
の 1988 年横断図から，干潟形状の変化によるもので
なく，高潮位時の写真のため干潟が干出していないも
のと判断した． 
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図2.4.3-14  直線 2タイプの干潟の横断形状変化 
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図2.4.3-16 直線 2タイプ干潟の変遷（空中写真の経年比較から） 

図2.4.3-15  直線 2タイプの干潟の T.P.-2.0m河床地点の横断位置 
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図2.4.3-17直線 3タイプ干潟の横断形状変化 

図2.4.3-18 直線 3タイプ及び湾曲内岸タイプ干潟の変遷（空中写真の経年比較から） 
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図2.4.3-19 旧太田川急拡タイプ干潟の横断形状変化 

図2.4.3-20急拡タイプ干潟の変遷（空中写真の経年比較から） 
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2.4.4 類型ごとの干潟成立要因に関する整理 
(1)直線 2タイプ 
図 2.4.4-1 は，1932 年頃の放水路建設計画の

C3k000～C1k500及び 1948年計画の標準断面である．
図からも明らかなように，放水路計画段階では直線 2
タイプに該当する区間は複断面河道が想定されている．
ただし，実際の施工断面資料が現存しないため，図
2.4.4-1 のような断面で放水路が施工されたかどうか
は不明である． 
放水路は計画断面のとおり施工されたとすると，直
線 2タイプの干潟の形成には放水路築造当時の横断形
状が影響しているものと考えられる（表2.4.4-1）．そ
うであったとして，2.4.3(4) で示したように平均年最
大流量程度の洪水時に干潟の河床材料が有意に動く可
能性があること，その場合横断形状の特性から干潟部
が侵食・洗掘の作用を受けると推察できることを考慮
すると，その後干潟部について築造当時の基本的な形
状特性が，前述のような後退・低下を徐々に起こしつ
つも今日まで大方維持されてきた機構の説明がさらに
必要であることから，2.4.5で述べる現地調査などを行
い，さらに詳細な検討を加えることとする． 

 

表2.4.4-1 直線 2タイプの成立要因 

考えられ

る形成要

因 

高水敷高が潮間帯に設定されたことによ

り，高水敷が干潟化した． 

干潟形成

までのシ

ナリオ 

①放水路計画当初から箱形河道ではな
く，複断面河道を計画 

②何らかの理由（流下能力，カキ養殖に

配慮？）で高水敷を施工前の高さよりも

切り下げ，T.P.-1.0ｍ程度と以前よりも低
い敷高となる． 
③潮汐により，高水敷は干出，水没を繰

り返す干潟的環境となる． 

④基本的な形状特性は維持されている

ものの，河道横断方向の幅は全体として

減少してきており，高さが低下する傾向も

近年場所により見られる． 

 
(2)直線 3タイプ 
直線 3タイプは，直線 2タイプと同様に高水敷高が
潮間帯に位置していたことが大元の成立要因と考えら
れる．ただし，高水敷と低水路との間に護岸が存在す
る点で異なっている．直線 2 タイプの場合と同様に，
洪水による河床材料の移動性から判断して，洪水時に

は干潟は侵食・洗掘作用を受けると推察できる．した
がって，護岸により干潟幅の減少が防がれていること
が重要な形成・維持要因となっている．また，直線 3
タイプでは植生帯が分布している．植生帯では流速を
減少させるため，せん断力を減少させ河床の侵食を防
ぎ，土砂が沈降・堆積しやすくさせる働きがある．そ
のため，植生帯と裸地帯という地被状況の違いと物理
環境との相互作用の可能性を考慮する必要がある（表
2.4.4-2）． 

表2.4.4-2 直線 3タイプ成立要因 

考えられ

る形成要

因 

高水敷高さが潮間帯に設定されたことに

より，高水敷が干潟化した． 

護岸構造物が干潟の形状を維持させて

いるとともに，植生に適した高さとなった

ところには植生が繁茂して土砂堆積を促

し，裸地帯では侵食されてやや低くな

る． 

干潟形成

のシナリ

オ 

①放水路建設時に高水敷(現直線 3 タイ
プの干潟)と低水路からなる複断面河道

が形成？（工事図面等は未確認） 

②1972 年までに高水敷(干潟)の水際に
護岸(構造物)を設置．護岸により干潟が

顕著な侵食・洗掘作用から防がれてい

る．低水路との干潟境界には，護岸前面

の低水路河床が洗掘を受け，護岸を挟

んで河床高の違いが大きくなることから，

図2.4.4-1 放水路計画時の標準断面 
出典：太田川改修 60年のあゆみ

当初計画(1932年頃) 

放水路C3k000~C1k500標準断面 

1948年計画 

放水路 0k000標準断面
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非連続的な状況となる． 

③護岸(構造物)の高さは直線 2 の干潟
面より高いため，直線 2 と比べ干潟の標
高が高く，露出している時間が長くなる．

④護岸で仕切られた高水敷(干潟)内に

おいて，冠水頻度等の諸条件の微妙な

差異により，植生帯・裸地帯など地被状

況が様々になる． 

⑤植生帯は一部若干の堆積傾向，裸地

帯は侵食傾向を示すようになり，現在の

微地形につながる． 

 
(3)急拡タイプ 
旧太田川の河口付近 C0k800～0k200 に分布する急
拡タイプは，川幅が上流に比べて広がっている区間に
あり，その左岸側に干潟が分布している．横断形状は，
干潟の中央部が凸になっている逆お椀型で水際部も緩
やかなのが特徴である．干潟の表面は滑らかで，標高
は，T.P.-0.5～-1.5m 程度である．この干潟は，1969
年以降，その基本的な形状が概ね維持されている． 
図 2.4.4-2 は，旧太田川河口付近の吉島地区干拓前
後の空中写真と干拓履歴を示したものである．1939
年では，現在の急拡タイプの位置は旧太田川の河口に
あたり，河口の前面には広大な干潟が広がっている．
干拓履歴から吉島地区干拓事業（吉島沖新々開）は，
戦前に行われたもので，1941年頃には完成したものと
考えられる．その際，河口付近土砂は干拓の土手に利
用されたとの記述から（太田川史 p.71），1939年当時
の干潟の一部あるいは全てが消失したと推測される．
左岸干拓後の 1977 年は，干拓箇所の川幅が上流より
も広くなっており，その川幅拡幅部に干潟が形成して
いる． 
以上から，急拡タイプの形成は，干拓による川幅拡
幅の影響が大きく，川幅拡幅後に拡幅箇所に土砂が堆
積して形成されたと考えられる（表2.4.4-3）． 

 

表2.4.4-3 急拡タイプの成立要因 

考えられ

る形成要

因 

上流よりも川幅を広くとって，その後拡幅

部に土砂が堆積した． 

干潟形成

のシナリ

オ 

①1939 年以前，現急拡タイプの位置は
旧太田川の河口にあたり，河口の前面

には広大な干潟が広がる． 

②1939年～1941年に旧太田川の左岸

部が（川幅が下流に向かって広がるよう

な平面形で）干拓される． 

③この干拓により，旧太田川が下流側に

延伸し，1939 年以前からあった河口干
潟が消失する（現急拡タイプの干潟は，

干拓の土手づくりに利用され，一部ある

いは全て消失）． 

④川幅拡幅部において，上流の川幅に

合わせるように土砂が堆積し，現在の急

拡干潟が形成される． 

 
(4)その他のタイプの成立要因について 
湾曲内岸タイプ，湾曲外岸タイプ，中州下流タイプ
の干潟の形成要因については下記のように考えられる． 
1)湾曲内岸タイプ 
 蛇行区間である放水路2k000～5k800付近において，
湾曲内岸に形成される砂州に対応するもので，この砂
州の高さが潮間帯にあることから，あるいは砂州高が
潮間帯に十分届くスケールを持っていることが干潟と
なる要因となっている． 
2)湾曲外岸タイプ 
旧太田川の基町環境護岸整備等における水制による

図2.4.4-2 吉島地区干拓・埋立て造成前
後の急拡タイプ付近の空中写真と干拓履
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土砂堆積が要因となっている． 
3)中州下流タイプ 
陸域の状況を呈している中州の下流側における，流
速減少による土砂堆積が要因となっている． 

(5)干潟形成における放水路整備の役割についての考
察 
直線 2タイプ，直線 3タイプ，湾曲内岸タイプの形
成には何れも放水路整備が関係しているが，その内容
には違いがある．直線 2および 3タイプは，整備した
放水路の形状そのものが干潟成立の直接原因となって
いる．ただし，直線 3タイプでは護岸により形状保持
が図られているので，上記のタイドプール形成の原因
となった護岸背後の洗掘は別として，干潟横断幅は長
期的に維持される状況にある．一方，直線２タイプは，
そうした措置が施されていないため，洪水営力の作用
（場合によっては潮汐も）と土砂動態にしたがって干
潟が侵食・洗掘を受ける状況にある．今までの地形変
化を見る限り，たとえば 1回の洪水で干潟が一気に失
われるような顕著な侵食・洗掘は考えにくいものの，
動的もしくは静的平衡状態にあるとは本質的に考えに
くく，洪水の流下により侵食・洗掘が進行するという
性質を踏まえての管理方針を検討する必要がある．場
所によっては洗掘・侵食が速い速度で進行しているこ
とにも注視すべきである．湾曲内岸タイプ形成の直接
原因は湾曲流路内岸での砂州形成であり，放水路整備
は，そうした砂州形成を起こす流れと土砂流送の境界
条件（低水路や堤防法線の蛇行平面形状）を与えたと
言える． 
以上のように，干潟タイプによって放水路整備の寄
与の仕方が次のように異なる． 
・直線 3タイプ：整備した放水路形状の一部が干潟→
積極的にそれを保持． 
・直線 2タイプ：整備した放水路形状の一部が干潟→
積極的な安定化措置は講じず→縮小傾向にあるが，現
時点までは相当程度残存． 
・湾曲内岸タイプ：整備した放水路の流路平面形（蛇
行）の下で，干潟となる河床地形（固定的砂州）が洪
水流と土砂動態により形成． 
干潟保全を考える際には，こうした違いに応じた適
切な検討を行う必要がある． 
なお，直線 2および 3タイプの干潟が存在する直線
区間にも，低水路に砂州が形成されている．これは，
直上流の蛇行区間の影響を受けている可能性があるが，
基本的には直線流路での交互砂州に分類されるもので
あり，その下流への移動性を考慮することになる．こ

こでの交互砂州の高さは潮間帯より低いため砂州は基
本的に干出せず，それが干潟そのものになることはほ
とんどないが，交互砂州に伴う流れの偏倚と堆積・洗
掘の平面パターンが上記の直接 2タイプ干潟の侵食・
洗掘に影響を与えている可能性が高いことから，交互
砂州の挙動は当該タイプの干潟保全上，考慮すべき事
象と言える． 
市内派川についても，基盤となる河床形状の形成を
理解することが，なぜそこにそのような干潟があるか
を考える立脚点になる．その一方で各市内派川は，放
水路に比較して河幅が狭いため砂州は発生しにくいか，
形成されたとしても潮間帯に入る高さまで成長するこ
とは難しいと考えられる．同様にして，放水路整備と
は事情が異なり，干潟となるような高水敷を設定する
ということも行われてこなかった．このため，市内派
川で干潟が形成されるためには，放水路とは別の仕組
みを必要とする．たとえば旧太田川に形成されている
干潟を見ると，蛇行・湾曲部の外岸側に設置された水
制背後に土砂が堆積し形成された干潟（湾曲外岸タイ
プ→構造物による人為的地形形成），陸域状を呈する中
州の下流に形成された干潟（中州下流タイプ→顕著な
河床凹凸に付随する地形），河口付近の急拡部に形成さ
れた干潟（急拡タイプ→流路の特徴的な平面形状に伴
う地形形成）など，太田川放水路とは別の原因が主役
となっている． 
干潟の元となっている地形形成の仕組みについての
放水路と市内派川の違いは，河口干潟における放水路
の役割（今日の太田川デルタの全干潟面積に占める放
水路干潟の面積割合が大きいことなど）を議論する上
で重要な着眼点を提供する． 
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2.4.5 干潟の物理環境の変化過程に関する現地調査・
分析 
前項までの検討では，空中写真や定期横断測量成果
を用いて現在の干潟のマクロな特徴を整理するととも
に，現在にいたる数十年スケールの干潟変遷を整理し，
その成立（形成・維持）要因について分析した．河口
干潟の設計・管理を適切に行うための知見を得るには，
こうした大局的分析に加えて，干潟の物理環境の形成
過程に関するより具体的かつ定量的な知見を把握して
おく必要がある．本稿 2.4.5 では，このような観点か
ら，物理環境形成過程の不明確さの度合いが大きい直
線 2タイプ干潟に特に焦点を当てて行った現地調査と
分析の内容を示す．なお，再生試験区では，斜面区，
平坦区 1，平坦区 2 の勾配の変化点付近において図
2.4.5-1 に示すような帯状に砂が堆積する微地形が見
られた．堆積している砂はよく分級され，頂点では
10cm 以上の分級された砂の堆積厚がある．その陸側
の背後は標高が低くなるため，水溜まりになりやすく，
砂泥質の材料になる．このような砂の帯状の堆積は砂
浜海岸でよく見られ，波浪の作用によって形成されて
いるとされ，バームと呼ばれている．本稿においても
同様に，波浪が要因となって形成される帯状に砂が堆
積する微高地をバームと呼ぶこととする．なお，再生
試験区以外の自然干潟においてもバームと類似した帯
状に砂が堆積する微高地が見られる箇所があるが，出
水や流れの作用が要因であると考えられ，バームとは
異なる（詳細な形成要因は(3)で後述）．このような微
地形が形成される場所では，表層材料の明確な区分が
見られ，河口干潟生物の生息に影響していると考えら
れることから，このような微地形が形成されている場
所ではそこに着目した調査を行うものとした．調査・
分析の構成は表2.4.5-1に示す通りである．  

表2.4.5-1 調査項目一覧 

(1)出水，潮位変動に伴う地形変化過程把握のための調
査 

出水期間中や平常時の潮位変動に伴う河床変動調査 

(2)干潟材料の変化過程把握のための調査 

細粒土砂の混入状況調査 

河口干潟の材料の堆積構造調査 

(3)再生試験区における地形・材料の変化過程の調査 

再生試験区のモニタリング調査 

(4)バーム形成過程に関する現地観測と定量的分析 

バーム形成に関する波浪や流れの状況把握のための
現地調査 

波浪や底質移動に関する既往の算定式による定量的
分析 

 
(1) 出水，潮位変動に伴う地形変化過程把握のための
調査 
1)調査の狙いと手法 

2.4.3(4) で示したように，平均年最大流量程度の洪
水でも干潟の河床材料が有意に動く可能性があり，河
口干潟が，出水時の流量増大に伴う掃流力の増大によ
って，場所によっては侵食・堆積が生じていることが
考えられる．また，潮位変動に伴う流れ（順流と逆流
の交互の変化，流速の変化）による掃流力の作用も干
潟の材料を移動させる可能性があり，普段の潮汐の作
用による河床高変化の可能性も排除できない．一方，
河床材料の移動を抑える方向に働く細粒土砂による粘
着性の影響も不明確である．こうしたことを踏まえ，
出水中のみならず潮位変動という普段の状況も含め，
どの程度の河床高変化が生じているかを把握すること
は，河川管理上では河床の変動を予測し適切な維持管
理を検討するための情報として重要であり，また，生
物にとってはハビタットの消長・更新に関わる情報と
して重要であると考えられる． 

2.4.3では定期横断測量成果を活用し，干潟形状の変
化に関する整理を行ったが，時間間隔の大きい測量結
果の比較だけから出水中や潮位変動中に生じている河
床変動を捉えることは難しい．そこで，植木ら(2007)
と同様の手法で，リング法による河床変動調査を実施
した．リング法の概要を図2.4.5-2に示す．調査前（出
水前，対象とする潮位変動前）にあらかじめ調査地点
の河床面にリングを通した杭（鉄杭）を設置しておき，
出水後または対象とする潮位変動後に河床高の変化と
リング位置を計測することにより，対象とする期間に

図 2.4.5-1 再生試験区で形成された砂の微高地
（2010年 6月撮影：再生試験区） 
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おける（A）期間初めの河床高，（B）期間中の最深河
床高，（C）期間終了時の河床高の３つの河床高を把握
することができる．そして，その結果から，調査期間
中に最大でどれほどの侵食が発生したのか（（B）より），
期間を通して見たときに，最大の侵食が発生した後，
それがどの程度回復したのか（（B）と（C）の差（期
間開始時と終了時の差）より）を合わせて把握するこ
とができる．なお，河床が上昇する場合に（C）より
河床が高い状態になった期間，河床が低下する場合に
（A）より河床が高い状態になった期間があった場合
は，期間中の最高河床高（D）という高さがあったこ
とになるが，この高さは本手法では捉えることができ
ない．そうした特徴と限界を踏まえた分析を行う必要
がある．リング法による調査は，図 2.4.5-3に示す 7
測線，合計 36地点で行った． 杭・リングの設置およ
び計測は，水位が低下する大潮の干潮時に行うものと
した．調査開始時に杭にリングの設置をするとともに
その位置を計測する．期間終了時に再度リングの位置
を計測し，その変化を把握する．調査は合計 8回行っ
ており，具体的な年月日，時刻は図 2.4.5-4 に示す．
（黄色の矢印の①～⑧で示す） 
2)結果 
リング法結果を図 2.4.5-5 に示す．各期間における
変化量を期間の終わりが初めより上がっている場合は
白色のグラフ，下がっている場合は黒色のグラフで示
している．また，その期間中に最も下がった深さを，

グラフの下の黒線で表している． 
調査を開始している 2007 年 10 月以降，2010 年 7
月出水以外は 2009年 7月出水に 2,000m3/sの出水が
あった以外は大きな出水がなかったが，各期間ほとん
どの地点で河床変動は数 cmに留まっていた．しかし，
図2.4.5-5のように，2010年 7月出水後には，C0k200
左右岸，C0k800 左岸，C2k000 右岸などを中心に，
数 10cmの大きな河床変動が起きている地点が見られ
た．  
また，出水による河床低下とその後の復元に関する
傾向を見るため，出水を含む期間⑥の変化量（縦軸）
と期間⑦から期間⑧にかけての変化量（横軸）をプロ
ットしたものを図2.4.5-6に示す．大きく分けると以
下の 3つのパターンに分けられた． 

A：洪水時も平水時も安定． 
B：洪水時に少し上がり，その後平水時に下がる．（全
体としては低下） 

C：洪水時に下がり，その後平水時に少し上がる．（全
体としては低下） 
変化の見られたBとCでは，平水時と洪水時の変化
傾向が異なる．Bは洪水前後では河床が少し上昇し，
その後の平水時に河床が低下しており，下流部が比較
的多い．Cは洪水前後では河床が低下し，その後の平
水時には河床が上昇しており，河積の小さな上流側や
水際部分において多くみられた．これは，出水では流
れが直線的になるため，上記のような地点では，出水

図2.4.5-2リング法の概要 
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図2.4.5-3 調査地点（直線２タイプ干潟） 

⑥ 
（砂の微高
地） 

① 
（砂の微高
地） 

② 
（後背部）

③ 
（水際）

④ 
（水際） 

⑤ 
（中央）
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図2.4.5-4 リング法調査実施日と期間中の出水 

図2.4.5-5(1) リング法結果 
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図2.4.5-5(2) リング法結果 
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図2.4.5-6 2010年出水前後の変化量と出水後から 2011年 12月までの変化量 

図2.4.5-5(3) リング法結果 
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時に大きな掃流力の影響を受けやすいためであると考
えられる．Cのように出水時に河床が低下した地点は
その後堆積しており元に戻る傾向にはあるものの，出
水から 16 ヶ月後（⑦～⑧の期間）では出水前の高さ
まで戻っているところは少なかった．洪水時，平水時
とも，直線 2タイプの干潟において，場所により少な
くとも 10cmオーダーの河床高変化が生じていること
が明らかとなり，このことから，直線 2タイプの干潟
はある程度活発な地形変化を平水時も含め示しうると
考えられた． 

 
(2) 干潟材料の決定過程の把握に向けた調査 

2.4.2(2)で述べたように，直線 2タイプの干潟を構成
する材料は，細粒土砂（シルト・粘土）を 10%～20%
ほど含んでいるという特徴がある．細粒土砂の混入は，
粘性の付与等の物理性状や生物生息状況に影響を及ぼ
していると考えられるが，細粒土砂の混入がどのよう
に起きているのか不明である． 
また，干潟の地形と同様，材料も出水及び潮位変化
によって形成されていると考えられる．干潟の材料変
化の予測のためには，出水や潮汐流による水理的環境
の地点ごとの違いによる堆積状況の違いがどのような
ものかを把握することは重要である． 
以上を踏まえ，干潟の材料の決定に関する課題とし
ては，細粒土砂の混入状況及び河口干潟の堆積状況に
ついて検討した． 
なお，直線2タイプ及び直線3タイプの干潟上には，
縦断方向に帯状に砂が堆積し微高地になっている場所
がある(C2k000 左岸，1k200 左岸等)．図 2.4.5-7 に
C2k000 左岸の干潟状況の写真を示す．これは，再生
試験区で見られるバームと類似した地形であるが，波
浪のみが要因になっているのではなく，流水による砂
州の形成による砂の堆積が要因の一つとなっていると
考えられるものであり，その形成機構には違いがある．
詳細な要因は 2）で堆積状況を見ながら考察する．こ
のような地形形成は，干潟材料の決定過程に関係して
いると推定されるため，以降，このような帯状に砂が
堆積した微高地を含めた調査地点を選び調査を行って
いる． 
1)細粒土砂の混入状況調査 
①調査の狙いと手法 
細粒分混入の要因として，河川水に含まれる細粒土
砂が干潟干出時に干潟表層に堆積し，それが徐々に河
床材料中に混入していることが考えられた．そこで表
層からの細粒土砂の混入状況を把握するための調査を

行った． 
調査方法を図 2.4.5-8に示す．直線 2タイプの干潟
において，1ｍ四方程度の範囲及び 30cm 程度の深さ
で掘削し，干潟表層の材料を細粒分の少ない干潟材料
（1k600左岸に存在する干潟材料，礫混じり粗粒砂）
に埋め戻し，その後に埋め戻し材をジオスライサーで
採取し，細粒土砂の混入状況を観察した．また側面か
らの混入や，生物の侵入等の影響を排除するために，
直径 10cmの円形パイプ及び底面にネットを設置した
ケースも実施した．パイプは上端を表層に合わせたケ
ースと，河川水滞留時間を長くすることで細粒土砂の
堆積を発生させやすくすること目的とした表層より
10cm 高くなるように埋め込こんだケース（深さはと
もに 30cm）で設置し，同様に土砂の混入状況を確認
した．調査地点はC2k000付近の左岸に存在する干潟
の帯状の砂の微高地及びその陸側の後背地部とした．
調査時期はパイプ内については 1週間後，2週間後，3
週間後の合計 3回，パイプ外についてはそれに１年後
を加えた合計 4回の調査を行っている． 
②調査結果と考察 
細粒土砂混入状況調査の成果を以下に示す．パイプ
を設置したケースの堆積物については全てのケースで
3 週間内では変化はほとんどなく，3 週間の期間では
表層への堆積に起因する干潟材料へ細粒土砂の混入は
見られなかった． 
パイプを設置していない地点での 1回目～4回目の
結果を図2.4.5-9に示す．2～3週間後には，埋め戻し
材とその下層の在来干潟堆積物との地層境界が徐々に
不明瞭になっていた．それと同時に，帯状の砂の微高
地ではスナモグリ，後背地ではアナジャコの巣穴が発
見されるようになっており，生物攪乱により材料の攪
乱が生じていると考えられる．1年後には帯状の砂の
微高地では埋め戻し材と思われる砂は捉えられなかっ
た．地表にはリップル（波や流れの作用により河床に
形成された表層の微地形）が明瞭に見られることから，
表層付近では砂粒子の移動が頻繁であることや，深度
20cmより深いところではスナモグリの巣穴が密集し
ていたことからスナモグリによる攪乱が要因として考
えられる．念のため，周辺に複数の箇所で試料の採取
を試みたが，いずれも埋め戻しで使用した砂は見いだ
すことができなかった．後背地部ではアナジャコの巣
穴が密集しており生物攪乱が著しく，全体がシルト混
じり砂に変化していたが，埋め戻し材と思われる砂の
混入が確認できた．後背地部では帯状の砂の微高地で
見られたような顕著な表層のリップル構造はなく，流
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れや波浪による表層材料の全面的な移動は発生してい
ないことが 2地点間の埋め戻し材料の残留状況の違い
の要因として考えられる．帯状の砂の微高地はスナモ
グリ，後背地のシルト・粘土が混入する場所にはアナ
ジャコとスナモグリが密集して生息している．スナモ
グリ類は最大で 1m，アナジャコは 5mの深度まで巣
穴を作り，シルトの壁面を有する．特にアナジャコは
5mm~10mmの厚いシルトによる巣穴壁面の裏打ち
構造を作る．そのため，巣穴到達深度までの間は，砂
の堆積物にもシルトを混入させる等，粒度組成を変化
させる可能性がある． 

図2.4.5-8 細粒土砂の混入状況調査 

図2.4.5-7 C2k000左岸干潟上に見られる帯状
の砂の微高地 

図2.4.5-9(1) 細粒土砂の混入状強調査成果（パイプなし） 

①砂の微高地 
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以上の結果から，干潟堆積物への細粒土砂の混入に 
ついては，少なくともC2k000左岸に存在する干潟に
ついては，冠水時に表層に沈降した細粒土砂が徐々に
低下し混入していくという物理的な要因よりも，アナ
ジャコ・スナモグリによる生物攪乱による混入が支配
的な要因となっているようである． 
干潟の表層付近はその他の生物（ゴカイなどの多毛
類，カニやテッポウエビなどのその他の巣穴形成生物）
も多く生息しており生物攪乱による粒度組成変化は無
視できないものであろう．このように多くの内在型の
底生生物が生息している干潟では，ある粒度組成を好
む生物が生息する反面，生物によって選択的に粒度が
変化する（竹門ら(1995)）ことがあることも考慮すべ
きである． 

2）河口干潟の材料の堆積構造調査 
①調査の狙いと手法 
干潟の材料は出水及び潮位変化による堆積・侵食に
よって形成されていると考えられる．干潟の材料変化
の予測のためには，地点による出水または潮汐の影響
度合いの違いによる堆積状況の違いがどのようなもの
かを把握することは重要である．現在の干潟材料の堆
積状況がどのように形成されてきたか，干潟の表層の
堆積地形や地層構造等から考察が可能である．そこで，

ハンディジオスライサーを用いて堆積物を採取し，干
潟堆積物の性状（粒径，色，生物，巣穴等）を記録す
るとともに，潮汐による堆積，波浪による堆積，出水
時の洗掘，堆積等の考察を行った．考察に関しては，
堆積学の一般的な教科書（原田訳(1999)，堆積学辞典
(1998)等）を参考にした．  
調査地点は図2.4.5-3に示す 14地点である．調査日
時は 2011年 3月及び 2012年 3月である． 
②結果 
河口干潟の物理環境形成機構を検討するうえで有用
な特徴的な結果として，C2k000左岸（図2.4.5-3①），
1k200 左岸付近（図 2.4.5-3⑥），1k000 左岸（図
2.4.5-3b），0k000左岸付近 (図2.4.5-3c) で見られ
た砂の堆積状況を対象とする堆積状況調査結果につい
て，その詳細を図2.4.5-10～13に示す． 

C2k000 左岸の帯状の砂の微高地の堆積物状況調査
の結果(図 2.4.5-10)を見ると，主に細砂～中砂を主体
としており，河道側に傾斜している斜面上には，リッ
プルが認められる．そのクレスト（リップルの一つ一
つの凸部の峰）は丸みを帯びていた．これは，複合流
リップルと言われ，波浪のような振動流と同方向への
流れの作用の両方が効いて形成されたものである．帯
状の砂の微高地では，河道側への傾斜が大きいため，

図2.4.5-9(2) 細粒土砂の混入状強調査成果（パイプなし） 
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河道から打ち寄せる波が強く作用する．これと同方向
の潮汐流のうち陸側へ向かう流れが組み合わされ，陸
側への傾斜を持つ複合流リップルが形成される．よっ
て，ここで見られる帯状の砂の微高地は，河川流と波
浪が複合して形成されたものと考えられる． 
帯状の砂の微高地が発達し，かつ堤防側へ移動して
いることが観察されている 1k200 左岸付近（1k200
の距離標よりも 41.7m上流）の堆積物調査の結果（図
2.4.5-11）を見ると，深度 33cmで明瞭に色調の差が
見られる．表層から 33cmまではシルト以下を含まな
い灰黄褐色の粗砂であり，それより下位は黒褐色のシ
ルト混じり砂となり，植物根の痕跡が点在する．それ
らは明らかに植生がある堤防側に砂の微高地の頂部が
移動したためであると考えられた．上部の砂の層には，
陸側に 30℃程度傾斜した，流れ方向に厚さの変化があ

まりない平行な層（平板型斜交層理）が認められる．
これは波長 0.6m 以上の大型のリップル（メガリップ
ル）の前進等で形成され，ここでは増水時など河道の
水量が増した時に河道外にあふれ出すときに，その流
れによって砂州が陸側へ移動したことによって生じた
ものであると考えられる．よって，この砂の微高地は
増水時の河川流によって形成されたものと考えられる． 

1k000左岸は，直線 3タイプ干潟の敷石護岸の後背
部であり，タイドプールになっており，シルト以下が
多く堆積するような地形の場所である．しかし，2010
年 7月の出水後にはこの場所は砂が堆積し，上流にあ
った砂の干潟が延伸するような形状で伸びていた．こ
のような変化があった場所において，出水後に堆積物
を採取した．結果を図2.4.5-12に示す．表層から45cm
付近を境に明瞭に境界が見られ，上部は細礫混じりの

図 2.4.5-10 C2k000 左岸 バーム部(図 2.4.5-2 図 2.4.5-11 1k200左岸 バーム部(図2.4.5-2⑥) 

図2.4.5-12 1k000左岸(図2.4.5-2b) 
 

図2.4.5-13 0k000左岸(図2.4.5-2c) 
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粗砂，それより下は大変明瞭な地層境界が有り，粗砂
混じりシルトであった．上部は，堆積構造がほとんど
見られなかった．一般に洪水中に堆積した洪水堆積物
は堆積構造の発達が悪いことが多いとされることから，
表層から 45cmに見られる粗砂の堆積物は洪水堆積物
であると考えられる．このことから，この部分に見ら
れた砂の堆積は，出水時に供給された土砂が堆積した
ものであると考えられる．  
再生試験区直下の 0k000左岸では，2010年 7月出
水後に再生試験区の造成直後には存在しなかった砂干
潟が形成されていた．その場所における結果を図
2.4.5-13に示す．試料中には不鮮明な平行葉理が見ら
れる．また，すべて緩やかに下流側へ傾斜している．
これは現在の表層微地形とほぼ平行である．再生試験
区の直下であり，敷石護岸が途切れた箇所であること
から判断して，出水時に下流方向への流れの中で下流
側へ付加していった堆積物であると考えられる．なお，
表層 0~5cm は対象性が高く，クレストがやや尖った
形状を示しているリップルが形成されている．これは，
静穏時の波浪によってできたリップル（ウェーブリッ
プル）の特徴であり，表層部分の微地形は静音時の波
浪の影響を受けていると考えられる．  
以上より，砂の堆積が見られる場所に着目した検討
では，洪水時に供給された土砂の堆積によるものや，
潮汐流と波浪による砂の移動により形成されたものが
あることが分かった．いずれも表層材料の粒度構成等，
周囲と明確な物理環境違いが生じていることから生物
環境という観点からその実態や原因を知ることは重要
である．今回行ったように干潟表層の堆積地形や地層
構造を観察することで，堆積学の知見を活用し，その
場所の地形形成要因をある程度考察することが可能で
ある．このような検討は，改変が予定される場所の環
境が，どのような要因によって形成されているのかを
予測することができる簡易な手法として有効であろう． 
 
(3)再生試験区における地形・材料の形成過程の調査 
1)調査の狙いと手法 
再生試験区では形状の異なる 5 つの試験区を人工的
に造成している．再生試験区において，2.4.5(1)(2)で
検討を行った干潟の地形・材料の形成過程についてそ
の実態を捉えるため，再生試験区の造成後より，横断
測量及びジオスライサーを用いた堆積物調査等のモニ
タリング調査を定期的に行っている．その成果を以下
に示す． 
2）結果 

図2.4.5-14に試験区の変化の概況を写真で示す．こ
れらの写真は，左上図に示すように旭橋上から下流方
向へ向かって撮影したものである．また，参考に施行
段階における再生試験区の工区の区分を図 2.4.5-15
に示す．施工直後はほぼ一様な材料で構成されていた
が，完成後約 59日後である 2010年 4月 29日では，
斜面区，平坦区 1，平坦区 2の勾配が変化する斜面部
と平坦部の境界付近において帯状に砂が堆積する微地
形が見られた．なお，ここでの砂の堆積は波浪が原因
となっていると考えられることからバームと表すこと
とする（詳細は次項(4)で述べる）．堆積している砂は
よく分級され，頂点では 10cm以上の堆積厚がある．
その陸側の背後は標高が低くなるため，水溜まりにな
りやすく，砂泥質の材料になる．なお，この間は出水
はない．その後 5月，6月の小規模出水を経て，2010
年 7月 14日の大規模出水後にはバームの多くが流出
している様子が見て取れる．その後，出水がない状況
が続いたが，しだいにバームが復活している．そして，
バームの頂部は徐々に堤防側に移動していた．変化の
傾向としては，①2010年 7月出水前（バームの発達），
②2010年 7月出水後（バームの流出），③その後（バ
ームの発達）の 3段階に整理できる． 
図2.4.5-16に，各測線における横断測量結果から，
横断形状の重ね合わせたものを上部に，その前の調査
時からの変化量を下部に示す．先述の①の期間では，
勾配の変化地点付近を中心にバームの発達・移動が斜
面区・平坦区ともに見られ，平坦区 2についてはその
後の後背地にシルト質砂が堆積していた．さらに平坦
区 1の斜面部の水溜まりにはシルト分の堆積が見られ
た．2010年 4月 29日から 2010年 6月 24日の間に
は小規模な出水が 1度あったが，その間の横断形状の
変化は小さい．その後，2010年 7月出水により，バ
ームの大部分がなくなるとともに，平坦区の斜面部に
は砂が堆積していた．また，この間の侵食量が大きい
のは相対的に地形が張り出しているところが中心にな
っている．③の期間では再びバームが復活し，砂の堆
積が進行した．この傾向はとくに平坦区 1の 0k120で
顕著であり，変化量を見ると，出水後の 2010年 7月
14日以降，バーム部分で堆積傾向にあり，その位置は
初めは横断距離15m付近だったものが5m付近にまで，
堤防側に移動している．  
河床材料調査の結果を図2.4.5-17に示す．上図に表
層材料の性状ごとに色分けをした平面部分布図，下図
には上図の赤丸で示した点の表層の堆積物の厚さ及び
性状を示すグラフである．ここでいう堆積物の厚さと
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は，再生試験区の建造に置き換えた材料（シルト混じ
り砂）の上に堆積したと考えられる材料の厚さを示す．
建造後の 2010年 4月 30日から 2010年 6月 29日で
は帯状に斜面部に砂が堆積し始めている様子がみられ
る（2010/6/29図中 A）．その後は出水後の 2010年 7
月 26 日では，全体的に表層の砂分・シルトが飛び堆
積厚は減少し，造成に用いた土砂に含まれていた礫が
露出しているところが多くなっている．また，平坦区
の斜面部では，シルトが砂に変化している(2010/7/26
図中B)．後背地ではシルトが堆積していたが，礫と砂
に変化している(2010/7/26図中C)．その後は，大きな
出水はないが，2010年 12月 25日には主にバーム部
において 10cm以上の砂の堆積が見られ，消失したバ
ームが通常時に再発達している様子がうかがえる
(2010/12/25図中D)．その後はバームが堤防側に移動
傾向にあり，それに伴い堆積厚が減少・増加している
地点が見られる．斜面区，平坦区のバームの後背部や，
低水路側のプール部は水が溜まりやすくなっていると
考えられるが，水溜まりになっているところでも，表
面にうっすらとシルトが堆積する程度であり，細粒分
の堆積・混入は少ない．これは，試験区の標高が高く，
物質収支WG(2.3)によると，T.P.0.5m以上の高い干潟
は微細土砂が干潟に供給されにくいことから，供給量
が少ないことが原因としてあげられる．その他の試験
区より標高の低い現況高区では，他の試験区では砂の
堆積がメインであることに比べ，シルト質を含む細か
い成分の堆積が見られた(2011/3/10図中D)． 
平坦区 2 の後背部から，標高の低い現況高区にかけ
て水みちが出来ており，現況区の干出とともに，後背
部に溜まった水がその水みちを通って抜けている様子
が確認された(2010/12/26,2011/3/11図中F)．  
以上を総括し，再生試験区で起きた微地形変化を整
理すると以下のようである．斜面区の勾配の変化地点
と平坦区 1及び平坦区 2の平坦区と斜面区の境界付近
の勾配の変化地点において，よく分級された砂が帯状
に堆積するバームの形成が見られた．バームの頂点よ
り陸側（バームの後背部）はバーム部より標高が低く
なるため水が抜けにくくなり，干出時にも水溜まりに
なり，表層にはシルトが堆積していた．この水溜まり
から標高の低い現況高区へ水が抜ける水みちが形成さ
れた．このような水みちの形成によって後背部，プー
ル部での水の滞留時間が左右され，細粒分の沈降・堆
積に影響を及ぼしている可能性がある． 
バームは平常時には徐々に発達しながら堤防側へ移
動していった．出水時には堆積した砂は流出しバーム

は消失したが，その後の平常時に再び形成され，発達
と堤防側への移動を続けている． 
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出水直後(2010.7.16) 施行後 9ヶ月(2010.12.6) 

図2.4.5-14  試験区の概況

施行直後(2010.3.3) 
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図2.4.5-16(1) 地形調査結果（重ね合わせ）（上部）前の調査からの変化量（下部）

図2.4.5-15 再生試験区の平面図
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図2.4.5-16(2) 地形調査結果（重ね合わせ）（上部）前の調査からの変化量（下部） 

出水による 

バームの消失

出水後の 

バームの発達と移動 

バームの発達と移動 

出水による 

バームの消失 
出水による侵食

出水による侵食
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図2.4.5-16(3) 地形調査結果（重ね合わせ）（上部）前の調査からの変化量（下部） 
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図2.4.5-17(1) 河床材料調査結果 

2010/7/26 調査結果

2010/6/29 調査結果

0k075               0k115        0k140    0k160  
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図2.4.5-17(2) 河床材料調査結果 

2010/12/25 調査結果

2011/3/10 調査結果

0k075               0k115        0k140    0k160  
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(4) バーム形成過程把握に向けた定量的分析 
 (3)の再生試験区のモニタリング調査では，バームの
発達とそれに伴う表層材料の変化が観察された．バー
ム斜面部には分級された砂が厚く堆積し，後背部には
水溜まりができ表層に細粒土砂が溜まるというように，
明確な表層材料の分布の違いが見られた．また，表層
材料の違いにより生物の分布が異なっている様子が見
られた．これらのことから，バームの形成がその後の
干潟環境に影響を及ぼしていると考えられる．このよ
うなバーム形成に関して，その予測に繋がる定量的な
分析を行うことを目的とした調査を行った． 
平常時のバーム付近の様子を観察してみると，干潟が
水没または干出する前後の時間の干潟の水深が浅いと
きに，波浪がバームの斜面に到達し，砕波する際に斜
面部の砂が巻き上がっている様子が見られた．ここで
対象としている波浪とは，静穏時に恒常的に発生して
いる波高 10cm以下の波であり，このような波浪がバ
ームの形成・発達の要因になっていると考えられた．
そこで，再生試験区において波浪状況や底質の移動状
況を正確に捉えることを目的とした現地調査を行った．
さらに，干潟地形の予測評価手法の検討として，現地
調査の結果を用いて，再生試験区のバーム及び自然干
潟で帯状の砂の堆積が見られる場所の断面を対象とし
て，海岸等で活用されている既往の波浪及び底質の移

動に関する式を適用し，河口干潟への既往知見の適用
性の検討を行った．   
1)バーム形成に関する波浪や流れの状況把握のための
現地調査（再生試験区） 
①調査の狙いと手法 
実施した調査は a)～f)のとおりである．それぞれの
調査地点は図2.4.5-18に示す．調査時間は図2.4.5-19
に示すように，2012年 1月 23日（大潮）の一潮汐を
主な対象とした． 
a)波浪状況の連続観測 
 自記式 3次元流速計（Vector：水圧精度：フルスケ
ールの 0.25%，流速精度：測定値の±0.5%±0.1cm/s）
による連続観測により，代表 4地点における波浪・流
速の時間変化を捉えた．5分毎に 3分間の観測を実施
した．設置高さは，干潟表面から約 5cmの流速を測定
するように設置した． 
b)流れの平面分布観測 
 ポータブル型の直読式流速計（AEM213-D：流速精
度：測定の±1cm）により，定点観測だけでは把握で
きない汀線際の流れの平面分布を観測した．1 時間ご
とを基本とし，流れの変化が見られた場合は捕捉調査
を実施した． 
c)砕波位置と砕波水深の観測 
 バームの形成・発達には砕波の発生が影響している

図2.4.5-18 再生試験区調査地点 
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と思われることから，砕波の発生の有無を観察すると
ともに，後で行う定量的解析の検証に使用することを
目的として，発生している際はその位置及び水深を計
測した．調査員がスタッフを持って立ち，護岸からの
距離（位置）と砕波水深を簡易測定した．30分ごとを
基本とする． 
d)着色砂を用いた底質移動実態観測 
 表層材料の輸送状況を把握するため，干潟上 8地点
に着色砂約 30gを直径 10cmの円形に設置し，その移
動状況を観察した（図2.4.5-20参照）．それぞれの地
点の干出時に着色砂を設置し，冠水直後，干出直前を
主とし，適宜観察を行った．使用した着色砂は以下の
表2.4.5-2の通りである．なお，現地の干潟材料と比
較して比重が小さいこと，また表層に盛るように載せ
ている（埋め込みは行っていない）ため，実際の材料
より移動しやすい状況になっていると考えられる． 

 
表2.4.5-2 用いた着色砂（硬質ゼオライト）の詳細 

成分 天然硬質ゼオライト 

粒径 1～2ｍｍ（定規で簡易測定） 

比重 2.35 

 
e)風向・風速の連続観測 
 干潟下流側の護岸上にプロペラ式風向・風速計を設
置し，調査期間中の風教の連続観測を実施した．10分
ごとに期間平均，瞬間最大風速を記録した． 

 
 

②調査結果 
a)～f)の調査の結果を以下に示す． 

a)波浪状況の連続観測 
4 地点の流速および波高・周期の比較を図 2.4.5-21
に示す．観測期間中の流速は数 cm～13cm/sの範囲で
あった．干潮時や上げ潮時の流速は St.1，下げ潮時の
流速は St.3で大きくなる傾向が見られた．一方，満潮
時は St.1 の流速が他地点に比べて小さくなる傾向に
あった．観測期間中の最大波浪は 9:50の航走波発生時
に観測されており，最高波高8~20cm，有義波高6~9cm，
有義波周期 2~4秒であった．なお，低水路側よりも斜
面部の地点（St.3や St.4）で波高が高く，浅水変形や
屈折などの波浪変形の影響と考えられる．8:10，8:50
及び 10:50前後にも波浪や周期が上昇しているが，こ
れは河口（下流側）から来襲した波浪の影響と考えら
れる．11:50 以降は波高と周期が増加していた．これ
は，後述する西寄りの風速が強まる時間帯と概ね一致
していること，河口（下流側）から来襲した波浪は見
られなかったことから，河道内で発達した風波が要因
と考えられる．9:50と 11:30に発生した波はボート通
過に伴う航走波である． 
b)流れの平面分布 
観測時間ごとの平面的な流速な分布をベクトル図で
示したものを図2.4.5-22に示す．1潮汐間の再生試験
区内の流速は 1cm/s～25cm/sの範囲に分布していた．
満潮（1/23 10:00前後）の 1.5時間前の 8:30に 0k120
で上げ潮の流速ピーク，1.5時間後の 11:20に 0k120 

図2.4.5-19調査時の潮汐状況（草津水位観測所） 図2.4.5-20着色砂を用いた移動実態調査イメージ 
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図2.4.5-21 波浪状況調査(1月 23日) 
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図2.4.5-22流速ベクトル図
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で下げ潮時のピークが見られ，特に下げ潮時の最大流
速は 20cm/s 以上で，下流方向への強い流れが見られ
た．また，満潮１時間前の 9:00に，突堤を周り込んで
澪筋（0k140付近）から流入する5cm/s程度の流れと，
0k1000 の上流方向への流れがバームの後背地のたま
り周辺でぶつかるような流れが見られた．一方，満潮
1時間後の 11:00には同じく後背地のたまり周辺から
澪筋に沿って上流側に流出する流れと下流方向に流出
する流れがほぼ同時に発生している様子が観測された． 
c)砕波位置と砕波水深の観測 
観測された砕波位置及び観測水深を表 2.4.5-3 に示
す． 0k120（平坦区 1）よりも 0k080(斜面区)のほう
が砕波は多く観測される傾向にあった．波浪状況調査
の結果と比較すると，上げ潮時は静音なとき，下げ潮
時は流速が大きくなった 10:56 や風が強くなる 11:56
以降で砕波が観測された． 
d)着色砂を用いた底質移動実態観測 
干出後の着色砂の状況を整理したものを図2.4.5-23
に示す．なお，前述のとおり，着色砂は干潟材料より
比重が小さく，表層に盛るように設置しているため，
現地の表層材料よりも動きやすい状態であったと考え
られる．すなわち，着色砂の移動方向は現地表層材料
と一致するが，移動量は現地表層材料より強調されて
いるものとして捉える必要がある．各地点の円の色は

干出後の残留状況を表しており，紫色で示す St.1,2で
は設置した着色砂がほとんど残っていたこと，桃色で
示す St.5,6では大部分が移動していたこと，白色で示
す St.3,4,7,8では元の位置にはほとんど残っていなか
ったことを示している．このように，低水路に近い
St.1,2では動きが小さいことが分かる．各地点の赤色
の円は干出後に着色砂が発見された範囲を，水色の矢
印は移動方向を示しており，St.3,4,5,7は主に一方向
に移動，St.6,8が複数の方向へ移動していたことを示
している．緑色の四角は主に移動が発生したタイミン
グを示しており， 2回以上のタイミングで移動が観測
された地点では，より大きな移動が観測された方に

表-2.4.5-3 砕波位置及び観測水深 

図2.4.5-23 着色砂を用いた移動状況調査 
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（大）と記している．St.3,4,7,8はバーム及びその前
面の斜面であり，ここでは冠水直後や干出直前の水深
が小さい時に大きく堤防側に動く傾向にあった．静穏
時に恒常的に打ち寄せる波浪でも，水深が低いときに
打ち寄せる波浪や砕波によって表層材料が巻き上がり
移動していく様子が観察され，これらの部分の表層材
料の移動は，波浪が主な要因となっていると考えられ
る．St.5,6はバーム背後でバーム部より標高が低くな
っているが，これらの地点で主に満潮前後に移動が見
られた．波浪による巻き上げは観察されないことから
冠水後の流れによって移動が発生していると考えられ
る．St.7のバームでは冠水直後に下流側に大きく動い
ているが，冠水直後には平坦区 2の平坦部から平坦区
1の平坦部へ，上流から下流への波の回り込みが発生
することから，その影響によるものと考えられる．St.8
では堤防側だけでなく低水路側にも大きく動いている
が，平坦部の高さが隣接する下流の平坦部より低く，
潮位が高い時に護岸からの反射波が発生しており，そ
の影響によるものと考えられる 
e)風向・風速の連続観測 
観測された再生試験区周辺の風向(10 分平均値)・風
速の時系列図を図2.4.5-24に示す．風速が大きいのは
上げ潮のピークの 1月 23日 6:00（平均 3m/s），下げ
潮のピークの 1月 23日 12:00～14:00（平均 5m/s）で
あり，ピークでも 5m/s と静穏な期間であった．風向
が南～西のときに風速は強まる傾向にあるが，これは
再生試験区から見て河口が南西方向にあり開けている
ため風速が大きくなることが要因であると考えられる． 
波浪状況の観測結果（図 2.4.5-21）によると，11:40
頃からSt.1,2で比較的大きな流速と波高が観測されて
いるがこれは西向きの風が発達してきた時間と一致し，
この期間は風波の影響が大きくなっていると考えられ
る． 

2)波浪によるバーム形成機構についての考察 
2.4.5(2)(3)(4)1)の調査結果より，平常時に波浪により
形成されるバームについてその形成機構を考察する．
再生試験区に形成されたバームを例に，その形成機構
の仮説を図2.4.5-25に示す．平常時に干潟に作用する
波浪により，斜面部の砂分が巻き上がり，斜面上方向
に移動する．砕波が発生し，エネルギーが減衰し斜面
と平面部の境界部分にはよく分級された砂が堆積し，
砂の微高地であるバームが形成される．バームは周辺
の地形の中では干潮時にもっとも早期に離水し，流れ
が速い状態から急に水がなくなるため，細粒分が堆積
しにくいと考えられる．その後背部とは明瞭な安息角
面の段差が生じるため，後背部は周囲より低くなり，
干潮後も水がたまり滞留時間が長くなるため表層に泥
が堆積し，嫌気的な状態になることがある． 
以上から，平常時の波浪によるバームの形成の要因と
して“波浪”及び“地形”が考えられる．波浪に関し
ては，どのような波高・周期の波が干潟に到達するか
であり，河口から到達する波と風波による波が関係す
る．現地調査によると，波高数 cm程度でも表層材料
の巻き上がりと移動は見られたことから，静穏時に恒
常的に打ち寄せる波を考慮しなければならない．地形
に関しては， バームは勾配の変化部分に形成されたこ
とから，斜面部の勾配や勾配変化点の位置・標高など
が影響を与えると考えられる． 

 

図2.4.5-24 風向・風速観測結果 
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3)波浪や底質移動に関する既往の算定式による定量的
分析（再生試験区と自然干潟） 
①分析の狙いと手法 

2)で考察した仮説によると，バーム形成に影響を及
ぼしているのは“波浪”“地形”であり，その関係を定
量的に求めることができれば，河道設計時の地形によ
り，バームの形成の有無やその位置などを予測するこ
とが可能になる．海岸分野においては海岸保全施設に
作用する波力を推算する手法や，漂砂の動態から海浜
変形を予測する多数の手法が提案され，実用化されて
いる（海岸保全施設技術研究会（2004））．河口干潟を
対象とした，数 cmから数 10cmのスケールでのバー
ム形成を検討した事例はほとんど見られない．そこで，
海岸分野において通常用いられている漂砂に関する各
種算定式及び係数が河口干潟域でも適用可能かを検証
した．ある斜面部と平坦部をもつ断面形状における波
浪によるバームの形成を考察する際は，以下 a)～c)の
プロセスが必要になると考える．  

a)沖波の設定 
 ・外力条件となる沖波条件（波高・周期） 
b)浅海波における波高・波長及び波高の変化 
・干潟に到達する波浪条件（波高・周期） 
・砕波水深の検討 

c)波力が底質に与える影響の検討 
 ・限界移動水深との関係による底質移動形態の判定 
本項では，再生試験区の 5 断面及びバームに類似し
た帯状の砂の堆積が見られる自然干潟の 5 断面（図
2.4.5-26）を対象に， a)～c)の各項目について検討を
試みた．  

②分析結果 
a)沖波の設定 
 一般には，沖波の推算には，天気図や気圧情報から海
上風を読み取り，上層の自由大気の風を計算し，これ
に海面摩擦や大気安定度の補正を行って推定される
（海岸保全施設技術研究会（2004））． 
本検討においては現地調査で波浪の連続観測を行っ
ていることからその結果を用いるものとした．なお，
自然干潟に対する沖波条件は，再生試験区と同様の外
力が作用すると仮定し，同様の条件を適用することと
した． 
水位条件を表2.4.5-4，波浪条件を表2.4.5-5に示す．
波浪条件の算定については，以下の式-(1)を用いた． 
※沖波波長 L0＝(g/2π)・T2(m)・・・ (1) 
g:重力加速度(m/s2)，π:円周率，T:周期(s) 

b)浅海波における波高・波長及び波高の変化 
海岸保全構造物等に作用する波浪の検討には，浅海
域における沖波の変形（水深変化による屈折，浅水変
形，砕波さらに周辺の島・岬・構造物による回折や反
射による波浪変改）を適切に考慮した換算沖波波高を
用いるものとしており，そのための種々の波浪変形モ
デルが提案されている．モデルにより屈折，回折等の
適用可能な要素が異なっており，計算対象領域や発生
している現象を考慮し，適切なモデルを選択する必要
がある（海岸保全施設技術研究会（2004））． 
浅海域に進入すると波高が大きくなり，やがて表層
の水粒子速度が波速よりも大きくなるような領域にな
ると波形が崩れて，波は砕波する．砕波現象は非線形
性の強い現象で，数値計算で波高変化を求めることが 

図2.4.5-25 再生試験区におけるバーム形成の仮説 
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表2.4.5-4 水位条件 

表-2.4.5-5 波浪条件 

 
難しい．数値的に砕波限界水深を求める手法としては
合田の砕波判定式（式-(2)）が用いられている． 

(合田の砕波判定式) ・・・(2) 

 ここで，Hb：砕波波高，L0：波長，hb：砕波水深，
θ：断面勾配，A，B：係数（Aの一般値は 0.17，Bの
一般値は 15）（海岸保全施設技術研究会(2004)） 

ここでは，本判定式の適用可能性について検証を行
った．入力条件として，現地調査における波浪の連続
観測結果より，斜面部への到達地点で観察された波浪
条件での波長を用いた（図 2.4.5-18 st.1,2）．また，
現地調査における砕波位置と砕波水深の観測の結果よ
り砕波発生時の位置及び砕波水深を用いて，式-(2)に適
用し得られた砕波波高と，波浪の連続観測において得
られた波高を比較した．その結果を表2.4.5-6に示す．
係数 A，Bを種々変更して検討したが，どのケースも
波高の計算値は現地調査結果と同様の値が得られた．
その結果より，海岸で通常用いられている砕波波高の
算定式および係数（A=0.17，B=15）が河口干潟域でも
適用可能であることが示唆された．  

さらに，合田の砕波判定式において推定した砕波
波高Hbを用いて，干潟を遡上する水位高（遡上高）
を推定した．算出式は波高と波長を考慮したRector
の式-(3)とした．（土木研究センター(2005)） 

 
 
 
 
・・・ (3) 
ここで，hBS：遡上高(m)，H0：沖波波高(m)，L0：
沖波波長(m)である． 
なお，算定は，砕波波高をH0と仮定し，砕波水深位
置の波長 Lを L0と仮定して行った． 
砕波水深地点の波長 Lは，任意水深における波長算
定式である式-(4) （水理公式集(1999)）による収束計
算により算定した．  

 
 

推定式の妥当性を確認するため，現地調査で得られ
た遡上高との比較を行った．その結果を表2.4.5-7に 

表2.4.5-6  合田の砕波判定式による再現性確認結果 一覧 

現地調査結果
波高H(m) 周期 水深h(m) 波長 波形勾配 遡上高 0.08k測線
(砕波波高) T(sec) (砕波水深) L(m) （H0/L0） hBS(m) 遡上高(m)

12:00 0.08k 斜面部 0.050 6.0 0.050 4.20 0.012 0.101 0.090

12:30 0.08k 斜面部 0.020 2.0 0.050 1.39 0.014 0.033 0.030

観測時刻 測線NO. 位置

入力値 計算値

表2.4.5-7 遡上高計算式の妥当性確認結果（現地調査による遡上高情報との比較） 

( ) 5.0

00000 /18.0/:018.0/ LHLhLH BS =<

024.0/:018.0/ 000 =≥ LhLH BS
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再生試験区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自然干潟 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 

図2.4.5-26検討対象断面 
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示す．現地調査結果より12:00時点の砕波波高は5cm，
周期 5s，12:30時点の砕波波高は 2cm，周期 2sと整
理している．砕波波高，周期を式(3)に適用し，遡上高
を算出した．結果を表2.4.5-7に示す．確認した砕波
波高，周期時の遡上高 9cm，3cm に対して，式(3)に
より得られた結果はそれぞれ 10cm，3cmとなり，現
地調査による遡上高を再現可能であることを確認した．  
c) 波力が底質に与える影響の検討 
波力が底質に与える影響の検討として，移動限界水
深と砕波発生時の水深を比較することによる底質の移
動状況の判定を試みた．以下に示す漂砂の移動限界水
深の式(5) (土木学会(1999))を用いて，砕波発生時の水
深ごとの波高から移動限界水深を推定した． 

 
 
 
ここで，H0:沖波波高(m)，hi：移動限界水深(m)，

H:水深 hでの波高(m)，L0：沖波波長(m)，d：粒径，
L：水深 hiにおける波長(m)，αと nは各種移動限界
水深に対する定数（表2.4.5-8参照）である．計算の
対象は砕波の発生地点とし，波高は砕波波高を採用し
た．  
 
表 2.4.5-8 αと nの値 一覧（土木学会(1999)） 

 
土木学会(1999)によれば，各種移動限界水深は，波

による底質の移動状況によって，水深の深い順に表
2.4.5-9のように定義されている． 
算定式による各種移動限界水深を求め，底質の移動
の有無を把握した．再生試験区における波高 5.13cm，
周期 1.2sのケース（現地調査結果よりほぼ平均的な波
浪条件）における結果を表2.4.5-10に示す．ここでは，
移動限界水深＞水深（移動する）の場合を○，移動限
界水深＜水深（移動しない）の場合を×で表す．なお，
他 2ケースでもほぼ同様の結果が得られている．ほと
んどの地点で初期移動及び全面移動形態では“移動す
る”，表層移動及び完全移動形態では“移動しない”結
果となった． 
なお，0k160の斜面部では表層移動が”移動する”と

なっていることについては，その要因として他の地区
に比べて斜面勾配が急であること，今回の現地調査に
おいて，0k080および 0k120で観測した波浪データを
用いて波浪条件を設定したため，0k140と 0k160の間
に存在する敷石護岸による波浪の低減効果を考慮して
いないことが挙げられる． 
初期移動限界，全面移動限界時に“底質が移動する”
結果となり，いずれも表層の一部が移動する状況を表
す限界水深時であることから，本推定式による底質移
動の有無の推定結果は着色砂を用いた底質移動実態観
測で得られた表層材料の移動傾向を定性的に再現でき
ているものと考えられる． 
  ただし，再生試験区は周辺より標高が高いことや敷
石護岸に囲まれていることから，周辺の干潟や河道と
非連続になっており，流れによって周辺から土砂が運
ばれにくくなる．このため，周辺の自然干潟と比較し
て微地形変化に及ぼす要因としての流れの影響を受け
にくくなっていると考えられる．そのため，ここでは
波浪にのみ着目した検討を行っているが，河川流や潮

移動限界水
深 

概要 

初期移動限
界水深 

海底表面の突出砂粒子がいくつか動
き出す限界の水深 

全面移動限
界水深 

海底の表層がほとんど動き出す限界
の水深 

表層移動限
界水深 

表層の砂が波の方向に集団で輸送さ
れる限界の水深 

完全移動限
界水深 

水深変化が明瞭に現れるほどの顕著
な砂移動が生ずる限界の水深 
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表 2.4.5-10 再生試験区における底質の移動状況
（波高 5.13cm，周期 1.2sのケース） 

表2.4.5-9 底層の各種移動状況 
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汐による流れの影響が大きいところでは両面からの検
討が必要である． 

自然干潟における波高 5.13cm，周期 5.0s のケース
（観測された中で最高周期での条件）を表 2.4.5-11
に示す．自然干潟においては波浪以外の要因が関係し
ていると考えられるが，仮に波浪の影響のみ考えた場
合として検討を行った．全面移動においてバームが移
動する地点としない地点が分かれており，地形と波浪
の条件によっては斜面部では表層材料が移動する一方，
勾配の緩やかなバーム部の表層材料は移動しないこと
になり，波浪の影響によるバームの移動という観点に
おいては微地形が安定している（バームの移動が発生
しにくい）ことがあることが示唆された． 

 
 a)~c)の結果を踏まえて，以下の内容が整理できる． 
・再生試験区では平穏時の波浪によって，バーム部及
び斜面部において表層材料が移動し，微地形形成に寄
与していることが現地調査と数値解析の結果から分か
った．なお，現地調査結果によると，表層材料の巻き
上げ・移動は汀線近傍の波浪外力によって生じ，特に，
周期 5秒程度の大きな波浪が来襲するときに顕著な移
動が生じているものと推測された． 
・海岸工学で用いられる砕波波高，遡上高及び移動限
界水深を算定する数式により，河道内の干潟部に作用
する砕波波高，水位（遡上高）及び底質の移動の有無
を推定した．その結果，現地調査により得られた結果
を概ね再現する結果を得ることができ，海岸で通常用
いられている漂砂に関する各種算定式及び係数が河口
干潟域でも適用可能である可能性を示した．それによ
ると，砕波波高，遡上高及び移動限界水深の算定に大
きく影響している要素は“波浪”と“断面勾配”であ
る． 

  
(5)物理環境変化過程における出水時と平常時の役割
に関する考察 
出水が生じれば，河道内において，平常時に比較し
てはるかに広域にわたり大きな営力が作用し，また上
流からの土砂供給も大きくなるので，河道形状や河床
材料に大きな変化が起こる可能性が出てくる．たとえ
ば 2.4.5(1)2)で述べたように，リング法の結果から，
も 2010年 7月出水がその前の平常状態が続く期間に
比べ大きな河床変化を生じさせていることが明らかと
なっている．ただし，洪水規模が増大し，作用する流
水の力や範囲が大きくなることと，河道に大きな変化
が生じることとは必ずしもきれいに対応するものでは

ない．このことは 2.4.3(3)5)および 2.4.3(6)1)で大規模
－中規模洪水の河床形状へのインパクトの比較を通じ
て述べた．それでも，平常時に比べ出水時の土砂流送
は大規模に起こっているはずであり，干潟表面・表層
を生息・生育の場にしている生物にとって出水は有力
な攪乱となるはずである． 
一方，平常時においては，河道変化を起こしうる外
力規模は出水に比べずっと小さい．しかし，日常的な
事象であれば作用時間が出水に比べはるかに大きくな
ること，また，平常時の事象であっても，局部的には
微地形変化や表層材料変化を起こしうる事象が存在す
ること，そして，干潟生物の生息・生育に関わる条件
としては，たとえ微地形の形成や表面・表層材料の変
化であっても重要となり得ることから，物理環境の変
化過程を考える際に平常時を除外するのは適切でない．  
平常時に物理環境の変化を起こす有力な事象として
今回見いだされたのが，静穏時でも存在する小さな波
浪によるバームの形成である．すなわちバームは，前
述の(4)で示したように，平常時に干潟に作用する波浪
により砂の巻き上げ，移動が発生して形成される． 
物理的外力によるものではないが，平常時に物理環
境を変化させる事象として，今回，生物活動の寄与が
有意である可能性も示された，すなわち，スナモグリ，
アナジャコ等の生物が生息する干潟では，表層からの
細粒土砂の混入よりも，それら生物活動が起こす攪乱
による細粒土砂混入の影響が大きいことが示唆された．  
出水のインパクトにより，状況によっては河道の状
況が大規模に変化する．その後，平常時に種々の事象
によって物理環境の変化が徐々に生じる．そして，出
水時の変化と平常時の変化は，再生試験区で見られた
バームの消失→復活のように，平常状態の継続により

表 2.4.5-11 自然干潟における底質の移動状況
（波高 5.13cm，周期 5.0sのケース） 
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数ヶ月の時間スケールで洪水による変化が修復される
場合もあり，C0k200 のリング法結果で見られたよう
な，出水による侵食が数ヶ月経っても元に戻るに至ら
ない場合もある．洪水による河道変化に着目するなら，
前者は可逆的，後者は不可逆的変化と呼ぶことができ
る．いずれにしても，物理環境の変化過程を捉える際
には，出水の作用と平常時の作用の両方を考慮し，両
者の組み合わせあるいは重ね合わせの結果として，各
時点での物理環境があるという視点を持つことが必要
である． 

 
2.4.6 干潟の物理環境と生物との関係 
物理環境WGの調査結果を用いて，物理環境と生物
の分布との関係について分析した．  

(1)標高及び冠水状況と植生との関係 

1)調査の狙いと手法 

塩生植物群落の分布に関しては様々な研究がなされ

ており，標高や潮位，河床材料等の干潟の物理環境と密

接な関係があるとされている（栗原ら(1998)）. 太田川放
水路を俯瞰して，ヨシや塩生植物が繁茂しているのは，直

線 3の一部(1k200～2k000)だけである．荒木ら(2009)
は放水路 1k200付近の左右岸 300mについて，群落の
標高及び土壌の粒度を調べ，左岸ではハマサジの分布

の境界はT.P.0.4mの等高線と良く一致し，フクドは
T.P.0.5mと一致していたこと，それに対して右岸では，ハ
マサジは稀でフクドはT.P.1.0m以上と，境界が左岸よりも
高いことを示した.その理由として，右岸は，T.P.1.0m以
下の領域ではシルト～細砂の割合が多く，左岸よりも細か

いため，干潮の間も土壌水分が高いことが原因であると

考察している.塩生植物ハビタットとしての干潟の評価や

生物目標を考慮した干潟の設計手法への活用に向けて

河口干潟の物理環境と塩生植物群落との関係を検討す

るため，地盤高と潮位との関係に着目した詳細調査・分析

を行った．その方法を以下に述べる.0k200～2k200左岸，
横断方向 50mの範囲を対象とした植物調査及び地形測
量を行い（2009年12月10～12日），その結果をGISを
用いて内挿補間により 10m メッシュで地盤高及び植生の
面的分布を整理した（大沼ら2011a）．ここでは，潮間帯に
対応して，朔望平均干潮位を 0，朔望平均満潮位を 1とし
て標準化した指標（相対潮汐地盤高=（地盤－朔望平均

干潮位）/（朔望平均満潮位－朔望平均干潮位））に着目

した．具体的には，相対潮汐地盤高を軸に植物種ごとに

その種が被覆しているメッシュ数をカウントすることで，相

対潮汐地盤高に対する植物種の被覆面積を求めた．併

せて，対象区域の地盤高ごとの面積分布の特徴を示すた

め，相対潮汐地盤高の低い位置から高い位置にかけて

当該高さのメッシュ数を集計して，全メッシュ数で除するこ

とで，累積メッシュ率という指標を作成し，これを整理した．

累積メッシュ率は，標高に応じた干潟面積の累積変化を

示すものであるため，相対潮位高を縦軸に，累積メッシュ

率を横軸にとった図を作成すれば，累積メッシュ率の勾

配がゆるくなっている高さは，その高さに該当するメッシュ

数が多いことを示す．なお，ここでは相対潮汐地盤高は

0.05ピッチで整理し，その下限値を表記して作図すること
とした．さらに，相対潮汐地盤高ごとに各植物が占める割

合を整理し，高さごとに各植物が占める割合を出現する

植物種の特徴を分析することとした．潮汐差を算出するに

あたって用いた観測所は広島観測所のデータを用いた． 
また，日常的な潮位変動が植物に対して与える影響を

示す指標として，潮位変動による平均的な冠水時間（平

均冠水時間=年間冠水時間/冠水回数）や平均的な冠水
水深（平均冠水水深=各地盤高における冠水中の水深の
総和/冠水時間）に着目し，それぞれ整理した． 
さらに，それらの指標の汎用性を検証するため，いくつ

かの代表的な河川においても同様の調査を実施し，それ

らの指標値を比較するとともに，指標値の違いとそれぞれ

の河川の物理環境の特徴との比較を行った(大沼ら
2011a)． 
2)結果 
詳細調査の分析結果として，相対潮汐地盤高ごとの累

積メッシュ数を算定したものを図2.4.6-1に示す．T.P.換
算はその相対潮汐地盤高に該当するT.P.の値を示す．出
現しはじめるのは，ヨシ，ハマサジは相対潮汐地盤高が

0.55をこえたあたりから，フクドは相対潮汐地盤高が 0.6
程度をこえたあたりから，シオフグは最も高く相対潮汐地

盤高が 0.65程度をこえたあたりである.出現のピークはヨ
シ，フクド，シオフグで相対潮汐地盤高 0.8程度，ハマサ
ジはそれよりも低く相対潮汐地盤高 0.7程度となった． 
ヨシ群落について平均冠水時間を求めると，最も低い

位置で確認された相対潮汐地盤高で5時間，出現のピー
クとなる相対潮汐地盤高で 3時間であり，これは一潮汐の
うち冠水期間の割合では，40%以下になると生え始め，
25%程度が最も適しているということになる．また，平均冠
水水深は生え始めで0.57m，ピークでは0.30mであった．
太田川放水路に分布するヨシ及び塩生植物は，以上より，

太田川放水路における植生の種ごとの相対潮汐地盤高

（及びそれによって決まる平均冠水時間，平均冠水水深）

に対する選好性を現地調査結果より確認できた． 
次に，これらの指標値が一般的に見て汎用性のある値

なのかを検証するため，太田川を含む代表6河川におい
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てヨシ群落を対象に比較を行った．この結果，相対潮汐

地盤高による一般化は困難であること，太田川は他河川

に比べ相対潮汐地盤高が高くなる傾向があることが分か

った．その原因として潮汐差があり，太田川のような潮汐

差が比較的大きい河川は同じ相対潮汐地盤高を持つ地

盤における湛水深が大きくなるためである.平均冠水水深
で評価すると比較的ばらつきが少なく，生え始めは

40-70cm，ピークで 15-30cm と整理でき，平均冠水水深
によりヨシ群落分布の一般的な評価が可能になることが

示唆された.また，平均冠水時間について，太田川は他
河川に比べて短かった．しかし，ヨシ群落分布との一般的

な相関関係は見られず，関係性は見いだせなかった． 
 
(2)再生試験区における物理環境とカニの生息状況と
の関係 
図2.4.6-2は物理環境WGで行った再生試験区の材
料分布に陸生生物 WG における調査結果より得られ
たカニの分布状況の結果を重ねたものである．バーム
や斜面区の下流端など砂が多い所を好むコメツキガニ，
平坦区２のバーム後背部など比較的泥分の多い所のチ 
ゴガニ，礫の下のタカノケフサイソガニ等表層の底質
の相違に合わせてカニが生息しており表層材料の決定
が，カニの生息に関係していることが確認された． 

 
2.4.7 まとめ 
(1)物理環境形成機構に関する考察 
著者らは，既往の知見及び本研究を踏まえ，河口干
潟生物の生息・生育状況を規定する条件としての物理
環境の形成において， 5つの要素が重要と考える．大
沼ら(2011b)の議論を基本に，それを拡充して以下に
示す． 
①河道の基本形状の設定 
特に放水路など，その基本形状のほぼ全てが河道設
計にしたがい設定される場合，またそこまででなくと
も，日本の河川については治水を含む種々の目的で自
然状態にある河川を大なり小なり整備してきているこ
とが一般的であるから，そうした整備によって河道の
基本形状がどのようにつくられてきたか？ あるいは
今後つくられるか？ は，その後の干潟の物理環境を
規定する最も重要な条件となる． 
基本形状の設定に関しては，護岸等の人工構造物の
効果も合わせて考慮すべき要素となる．たとえば，比
較的大規模な 2010年 7月出水後でも，試験区及び直
線 3タイプの自然干潟の敷石護岸の内側の形状の変化
は小幅に留まっており，敷石護岸が干潟の安定に寄与
していたと考えられる．敷石護岸のような人工構造物

図2.4.6-1 植生群落と相対潮汐地盤高との関係 
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によりある程度の河道形状制御が可能という点からは，
河道の基本形状の設定とともに，それを維持する手段
としての構造物等の設置も，その後の物理環境を規定
する条件として合わせて捉えておく必要がある． 
② 洪水による物理環境基盤の変化あるいは形成 
そうして設定された河道の基本形状は，いわば「初
期条件」を与えるものであって，その形状がそのまま
維持されるとは限らない．特に，土砂供給・流送を含
む洪水の作用は，場合によっては設定された形状の骨
格までも変える潜在力を持つ． 
実際，横断測量成果や河床変動調査結果に見られる
ように，太田川放水路の河道形状の骨格や河床材料は
比較的大きな出水により有意に変化し，変化が徐々に
落ち着いて一定の状態に移行する，あるいは，洪水に
よる変化の進行が継続する状態にあると考えることが
できる．特に，河道縦断形の変化，砂州（交互砂州，
固定砂州；深掘れを含む）の形成，低水路川幅の変化
などは，川幅水深比，河道平面形（湾曲や蛇行），洪水
営力のスケール，供給土砂などを規定要因として洪水
により生じるものであり，ここで取り上げた「洪水に
よる物理環境基盤の変化あるいは決定」が重要な要素
となる．  
河道掘削や高水敷造成等の人為的河道変化があると，
洪水時に新たなバランスをとろうと河道が変化する場
合がある．これも洪水が起こしうる変化として考慮し
ておく必要がある． 
③潮汐による干潟の冠水状況と汽水環境の決定 

①と②により形成された河道形状の下で，日常的な
潮汐の作用により河道各地点の冠水状況が決まる．植
生の分布や裸地の出現は冠水頻度との関係が深い．ま
た河道形状と潮汐条件の組み合わせは，冠水状況のみ
ならず河道各地点の地下水を含む汽水環境そのものを
決定し，それは干潟生物にとって根幹的な環境要因と
なる． 
④平常時の潮汐や波浪による表面の形状や材料の微
細な変化 
①，②により形成された基盤に，平常時の潮汐や河
道内波浪（静穏時波浪）と細粒土砂を含む物質運搬が
合わさって，表面の微細な形状や同じく表面・表層の
材料に修正が加わる．自然干潟及び試験区で見られる，
平常時の波浪によるバームや後背地の形成がこの代表
例である．また，有意な出水が無くても干潟部で河床
高変化が起こることもある． 
これらは上記②に比べると局部的であることが多く，
変化の度合いも小規模かつ表層にとどまるが，そもそ
も生物の生息・生育にとって河床表面が最も重要であ
ることから，物理環境形成機構の中で無視できない一
定の役割を果たすと考えられる．ただし，こうした平
常時の変化に関わる事象は，①，②を通じて形成され
た基盤がその基底的条件となる． 
⑤生物攪乱による表面材料の変化 
スナモグリ・アナジャコ等が生息する自然干潟では，
生物攪乱による堆積物への細粒土砂の混入が顕著であ
り，それは干潟材料の成分構成に少なからず影響を与

図2.4.6-2 再生試験区における表層材料の分布とカニの分布 
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えていると考えられる．これは，生物活動による河床
材料粒度の変化の例と位置づけられる．この変化は平
常時に生じるものであり，その点からは④の亜要素と
も言える． 
その一方⑤の事象は，生物と物理環境との関係が，
後者から前者への一方向的なものだけとは限らず，場
合によっては双方向的なものになることを示すものと
言え，その実際上の影響度合いは別としても，生態系
を捉える上で質的に重要な事象と言える． 
 さて，以上に示した干潟の物理環境形成機構に関わ
る①～⑤の要素を横断的に考察して，論点や着眼点を
示すと次のようになる． 
a)①と②の重み比較 
 ①によって，その後の河道がほぼ決まる状況であれ
ば，干潟の物理環境は①の段階で決まることになり，
基本形状を決める河道設計が最重要と言うことになる．
その後の洪水による変化の重みが増すにつれ，設計に
したがい整備した河道に生じる，その後の変化を織り
込むこと，河道設計の段階においても後の河道変化を
考慮することがより重要となる．このことは，後々の
河道維持管理労力を考えた河道設計という考え方とも
共通する． 
 太田川放水路の場合，初期に設定した河道骨格が，
その後種々の変化に晒されてきているとは言え，今日
においても基本的に残っている．直線２および３タイ
プについては，施工時に設定した高水敷高が今日にお
いてもなお干潟成立の根幹要因であり続けている．ま
た，干潟を含む河床材料は，中砂から極粗砂を中心的
材料として，それに細粒土砂が付加される（下流側），
あるいは小礫が混ざる（上流側）というパターンで説
明できるものが多く，太田川デルタの形成過程での河
床主材料をそのまま生かした放水路整備が，河床材料
の面でも今日の状態を概ねつくっていると言えそうで
ある． 
 その一方，たとえば砂州のような河床形態は，整備
段階で造ることが難しい，あるいはそれに適さないも
のと言える．そのような河床形態がつくる物理環境に
ついては，整備後にどのような河道変化が起こるかを
適切に読むことが必要となる．このように，物理環境
を構成する要素によって，①と②の重みは変わってく
る． 
 また，上述①の説明で触れた護岸の役割のように，
そのままでは河道変化によって設定した河道の骨格が
大きく変化すると予測される場合に，構造物等の積極
的な手段もあらかじめ講じて，①の重みを大きくして

おくことも選択肢となる．ただし，この場合，洪水な
どの自然インパクトによる河道変化そのものを物理環
境形成・変化システムとして重視するという立場から
は，必ずしも好ましい選択とは言えないという議論も
起こり得る．こうした議論から適切な帰結を導くには，
最終的に全体としてどのような役割を河道に求めるか
という目標像が重要となってこよう． 
b) ①および②において③を考慮すること 
 各河川において潮汐は基本的に所与の条件であるか
ら，①と②によりどのような河道形状となるかで③が
基本的に決定されることになる．逆に，どのような冠
水状況や汽水環境を得たいのかがはっきりしているの
であれば，それを達成するような①すなわち河道設定
と②すなわち洪水による河道変化の織り込み方を考え
るというアプローチが浮かび上がる．当然，治水など，
河道整備において考慮すべき他の目的と合わせての検
討が必須となるが，逆にそのことで，治水や環境の目
標達成が河道設計およびその後の洪水による河道変化
の織り込みに集約されるという構図が出てくる．これ
は，治水と環境を統合した川づくり技術を具体化する
という観点から重要である． 
c) 平常時の変化（④，⑤）の織り込み方 
 平常時に生じる種々の事象（④と⑤）が，干潟生物
にとって一定の重要性を持つ場合，①と②に加え④と
⑤が合わさることで，どのような物理環境が生じるか
をあらかじめ知っておくこと，さらには，④と⑤の作
用を取り込んだ河道設計に踏み込むという発想が出て
くる．例えば，干潟造成において，斜面部と平坦部を
適切に組み合わせれば，望む場所に分級度の高い砂か
らなるバームと後背湿地を微地形レベルで造ることの
可能性が，本研究の成果から示されている． 
 その一方，平常時に生じた変化は，洪水というイン
パクトにより大きく攪乱されることも明らかとなって
いる．すでに論じたように，平常時の作用により形成
される物理環境を攪乱する洪水の作用が，可逆的か不
可逆的かにより，④や⑤を河道設計段階で取り込むこ
との位置づけが変わりうる．洪水による攪乱作用が小
さい，あるいは可逆的なものであれば，平常時の変化
を河道設計で取り込むことの意義は増し，逆であれば，
その必要性あるいは効果が減じるかもしれない．ある
いは，平常時と洪水時の河道形成作用の間で適度なバ
ランスが取れているならばよしとする考えもあろう．
この点も，前述と同じで，最終的に全体としてどのよ
うな役割を河道に求めるかという目標像の議論に帰着
しよう． 
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d)河道変化の制御のあり方 
 以上のa)～c)の論点に共通しているのは，河道変化
の制御を，どの程度（強く～柔らかく），どのように（直
接～間接），どの階層で（河道の骨格の設計レベル～構
造物等河道各部の設計レベル～維持管理レベル）で行
うか？ということである．このような見方から整理を
していくことで，少なくとも物理環境形成という面で
河道設計や維持管理の具体的な技術論がさらに見えて
くると期待される． 
e)河道の規模が大きいことの意味 
 2.4.4 (5)において，放水路と旧太田川の干潟の比較
分析から，両者の干潟形成の要因がだいぶ異なってお
り，相対的に大きな干潟面積を有する放水路について
は，洪水を安全に流すために必要となる河川の規模の
確保が，平常時の干潟環境の形成につながっている可
能性を論述した．この点についてはさらに議論を深め
ていく必要がある．いずれにしても，治水の機能を適
切に有する河道においては，干潟生物にとって物理環
境が好ましい状態になる上で少なくとも潜在的に有利
であるという仮説をもって，今後技術的な検討を行っ
ていくことが重要と考える． 
 
(2)河口干潟の設計・管理に向けた総合的な考察 
以上を踏まえ，河道の設計・管理につながる技術論
が重要との認識の下，今後干潟の設計・管理を行って
いく上での考察と留意点について述べる． 
図2.4.7-1 に太田川放水路への適用を想定した横断
形状の設定フロー案を示す（「②」などの数字は前項(1)
の各要素に対応）．まず，生物目標を踏まえて，求めら
れる物理環境の大枠と治水上の要求（流下能力，河道
の安定性，維持管理労力の限度）の大枠を設定し，求
められる潮間帯面積や高さ（裸地干潟や塩生植物，ヨ
シ等の立地条件と関連）から，両岸のテラスの設定や
湾曲部の二次流等の自然の営力による砂州の形成の予
測をする．(①②③が関連)．次に，低水路幅とその安
定性，テラスの土砂移動の安定性，交互砂州が側岸侵
食に与える影響等の，マクロな安定性のチェックを行
う（②が関連）．一方，求められる河床材料やその空間
分布が実現できるよう，前提となる河川流，潮汐流，
波浪の設定やテラス勾配とその組み合わせを設定し，
次に流れや波浪によるバームの形成予測を行うととも

に，物質輸送やバーム後背地の表面材料の細粒化の予
測を行う（④が関連）．さらに，洪水外力による河床変
動のチェックを行い，変化が可逆的か不可逆的か判定
する（②④が関連）．以上の場を前提に，生物生活史を
勘案した評価を行い，場合によっては⑤も取り込み，
課題があれば上記と合わせて統合的にフィードバック
する（必要に応じ①まで）．また，必要に応じて構造物
による対処も検討する（①が関連）．なお，以上の前段
で，堤防間幅，洪水時や平水時の流況，土砂供給（川，
海両方）等が所与の条件で与えられるが，場合によっ
てはこれらの所与の条件にまで戻って設計することも
ありうる．以上のような設計の流れが確立できるよう，
個々の研究が進展することにより，あらかじめ治水・
環境機能の変化を見越した干潟の設計・管理ができる
ようになるであろう． 

 
2.4.8 今後の課題 
 河口干潟の物理環境の形成について検討を行った結
果，現地調査による実測データから，河口干潟の物理
環境形成に関わる要素（2.4.7(1)で述べた 5つの要素）
について，それぞれの要素における定性的・定量的な
機構の検討及び各要素間の関係性について整理した．
その成果から，河口干潟の設計を行っていく上での手
順や留意点について検討した(2.4.7(2))．本研究成果は，
複雑な機構を持ち検討が困難である河口干潟の設計・
管理の枠組みの検討に資する，今後の治水・環境機能
の変化を見越した河道計画に貢献できる重要な成果と
なると考えられる． 
 しかし，個別の要素の中にはその機構が未だ不明な
ものや，定性的な検討に留まっており定量的な検討へ
の発展が必要なものがある．例えば細粒土砂の混入の
機構や，混入による干潟材料の性質の変化， 生物攪乱
が微地形形成や材料変化に与える影響，河川流・潮汐
流・波浪を加味した流動・土砂動態及びそれに伴う地
形変化予測手法などが挙げられる．個々の研究の発展
とともに，個別に行われているこれらの研究を総合的
に考察し，河口干潟の環境形成に関する検討を今後も
深めていくことが重要である． 
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図2.4.7-1 河口干潟の設計管理に向けた考察図－横断形状の設計という切り口から－ 
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2.5.1序論 
 広島県太田川放水路は，治水を目的に 1934 年より約
30年かけて造成された全長約9 kmの人工的な河川であ
り，洪水時以外は緩やかに流れ，広島湾の潮位変動に伴
い海水が遡上する感潮河川である．その両岸には泥干潟，
砂泥干潟及び砂干潟が形成されており，河口からの距離
により塩分差があるため，多様な生態系を有している（日
比野ら，2006）． 
 これまで8年間に渡り（2005～2012年），干潟の多様
な生態系が水質にどのように関わっているのかに着目し
調査研究を進めてきた．本研究では，特に干潟の付着藻
類の酸素供給能やバクテリアの有する浄化機能（硝化・
脱窒）に焦点をあて検討した． 
 先ず太田川放水路の水質環境を知るために，河川水と
干潟間隙水の水質について調査を行った．代表干潟３地
点を中心に調査・研究を進めるとともに，広島湾から太
田川放水路の上流域（河口から約5.2 km上流まで）にか
けて水質調査を行った．ここでは，干潟河川水と干潟間
隙水の潮汐に伴う水質変動と，広島湾から河川上流まで
の栄養塩の鉛直分布等について検討した． 
次に，干潟直上の溶存酸素（DO）が日中の上げ潮時に
異常に高い飽和度を示すことを見出したことに端を発し
（鮎川ら，2006），この興味深い現象が干潟の付着藻類に
よる光合成に起因するのではないかとの予測の基に検討
を進めた．旭橋付近の干潟を基準に，上流と下流の水質
およびクロロフィル a（Chl-a）の観測を行った．また， 
DO の鉛直分布（干潟直上から表層まで）の時系列変化
を上げ潮時と下げ潮時にそれぞれ観測した．さらに，石
英ガラス瓶を用い明暗瓶法による干潟付着藻類の酸素生
成能について検討した． 
 また，汽水環境は多様な生態系を有することが知られ
ているが，筆者らのこれまでの汽水域における窒素循環
に関する研究を踏まえ（清家ら，1986a, 1986b, 1997; 福
森ら，2003; Hirota et al., 2007; Seike et al., 1990, 2004, 
2009; Senga et al., 2001, 2002, 2006, 2009, 2010），本研
究では，特に太田川干潟の水質浄化能（硝化・脱窒）に
着目し調査研究を行った．本研究の最終目標は，太田川
干潟の硝化・脱窒を定量的に捉え，太田川放水路の水質 

 
 
 
 
 
 
 
に果たすその役割を明らかにすることにあるが，日比野
研究グループと共同研究を進めるなかで，硝化・脱窒に
は，酸素を含む地下水の流れが重要であることを見出し
た（福井ら，2013）．その関連から地下水水質及び湧水水
質にも着目し検討した． 

 
2.5.2 太田川放水路の水質特性 
(1) 調査内容と調査地点 
○ 調査地点と調査期間 
 調査は，2005年には，8月（13～15日：小潮→若潮）
と 11月（23～26日：小潮）に行った．太田川放水路の
干潟３地点，0k270左岸付近（0 K’ 地点），1k800左岸
付近（1.8 K地点）および4k600左岸付近（4.6 K地点）
を対象に（図2.5.2-1），河川水と干潟間隙水の水質を調
べた．0K’ から4.6Kまでの距離は約4.3 kmある．2006
年には，上記３地点に－3k000右岸付近（C3K地点）ま
たは－2k000 右岸付近（C2K 地点）を加え，6 月（9～
11日：大潮）と10月（6～9日：大潮）にそれぞれ調査
した．2007年には，10月（6～9日：若潮→大潮）に，
広島湾から太田川放水路の上流約5.2 km地点(1.8K)まで
の４地点（湾，河口，水道橋，1.8K）及び干潟３地点（0K’, 
1.8K, 4.6K）の計７地点を対象に（図2.5.2-1），広島湾，
河川水及び干潟の水質を調べた．2008 年には，8 月（9
～11日：小潮→若潮；14～16日：大潮）に，広島湾から
上流（1.8K）までの 5地点を対象に河川水の水質を鉛直
的に調べるとともに，1.8Kのタイドプール内と低水路側
の水質についても調査した． 
○ 水試料及び堆積物のサンプリング 
 広島湾及び太田川放水路の河川水は，採水器を用いて，
底泥堆積物は，エックマンバージ採泥器を用いて，それ
ぞれ船上から採取した．干潟河川水については，オート
サンプラー等を用いて採取した．また，干潟堆積物の間
隙水については，土壌採水器（藤原製作所，東京）を用
いて吸引採取した．水試料の採集速度は１時間当たり150
～200 mLであった．干潟堆積物は干潮時にアクリルパイ
プで採取した． 
○ 調査項目と測定法 
 栄養塩（N, P）定量用の水試料は，ポリ瓶に採取し，
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冷蔵状態で実験室に持ち帰り分析に供した．NH4-N, 
NO2-N, NO3-Nは，それぞれインドフェノール青法（Sagi, 
1966），ナフチルエチレンジアミン法（Bendschneider 
and Robinson, 1952），Cd-Cu還元法（Wood et al., 1967）
及びナフチルエチレンジアミン法を用いて定量した．TN
およびDTNは全窒素計（三菱化成TN5型）を用いて測
定した．PONはTNからDTNを，DONはDTNから
DIN(NH4-N + NO2-N + NO3-N)をそれぞれ差し引いて
求めた．PO4-P はモリブデン青法（Murphy and Riley, 
1962）により定量した．TPおよびDTPは過硫酸カリウ
ムを用いて分解後モリブデン青法により定量した．POP
はTPからDTPを，DOPはDTPからPO4-Pをそれぞ
れ差し引いて求めた． Chl-a は SCOR/UNESCO 法
（1966）により定量した．塩分，水温，溶存酸素（DO）
及び酸化還元電位（ORP）については多項目水質計
（Hydrolabo社製）を用い現場で計測した． 

 
図2.5.2-1 太田川放水路の調査地点 
 
(2) 広島湾及び太田川放水路における水質の鉛直分布 
 太田川放水路の河川水の水質を知るため，2007 年 10
月6日と2008年8月9, 11, 14日にそれぞれ水質の鉛直
分布を調べた．先ず2007年の結果についてみると，河川
水のNO3-N濃度は，上流から下流にむけて低くなる傾向
を示した（図2.5.2-2）．このNO3-Nは，図2.5.2-3に
示すように，塩分の低下が観られる表層で特に高かった
ことから，陸域由来であると考えられる．一方，広島湾
では，NO3-NのみならずNH4-Nも比較的低濃度であっ
たが，底層で高濃度のNO2-Nが検出されたのが特徴的で
あった（図2.5.2-2）．このNO2-Nは，底層DOが30%
程度存在していることから（図2.5.2-3），硝化由来であ

ると考えられる．またリンについてみると，深くなるに
つれてPO4-P濃度が増加する傾向を示した．これは底質
からの溶出を反映するものと考えられる． 
その他，特筆すべきこととして，高濃度の溶存メタン
が湾の中層付近（6m層）で観測されたことが挙げられる
（図2.5.2-3）．同地点の底層では，溶存メタンは低濃度
であったことから，湾内の底泥からの溶出は考えにくい．
一方，河口の 6m 層（河床付近）では，高濃度の溶存メ
タンが観測されていることから，そこからの移流拡散に
よる可能性が示唆される．しかしながら，その起源を明
らかにするためには，溶存メタンのより詳細な鉛直分布
の把握等さらなる検討を要する． 
次に，2008年8月9日（小潮），11日（若潮）及び14
日（大潮）のいずれも上げ潮時の初期に計測した結果を
図2.5.2-4, 2.5.2-5, 2.5.2-6に示す．8月 9日の小潮
時は，0K’ 地点から広島湾に向かって計測した．表層DO
は上流より下流で高い傾向を示した（図2.5.2-4,上段）．
また，何れの地点も深くなるにつれて低下する鉛直変化
を示した．0K’ から河口にかけての表層Chl-aは，5～10 
µg/L 程度であった．また，湾（水深 13.5 m）の Chl-a
分布は深度2～4m層にピーク（約20 µg/L）をもつ鉛直
変化を示した．一方，栄養塩についてみると，NO3-Nは
河川上流で高い傾向を示し，PO4-P は河床付近で高い傾
向を示した（図2.5.2-4,下段）． 

8月 11日の若潮時には，湾から上流の 1.8Kに向かっ
て計測を行った．DO は，いずれも表層から河床に向け
て低下する鉛直変化を示した．表層DOは，湾では150%
程度であったが，河口から 1.8K の上流までいずれも
200%を超える超過飽和を示した（図2.5.2-5,上段）．一
方Chl-aは，河口から上流の 0Kにかけて深度 1m層に
ピーク（35～50 µg/L）をもつ鉛直変化を示した．また，
C2Kから 0K’の間で高い傾向を示した．湾では，表層で
低く（3 µg/L），3～4 m層にピーク（22 µg/L）をもつ鉛
直分布を示した．また，栄養塩では，湾と河口の表層で
NO3-Nが高いのが特徴的であった（図2.5.2-5,下段）． 

8月14日の大潮時には，11日の観測と同様，湾から上
流の1.8Kに向かって計測を行った．表層DOは，湾と河
口で 200%の超過飽和を示し，C2Kで 150%，さらに上
流では100%以下であった（図2.5.2-6,上段）．このとき
の河口と湾の Chl-a の分布は，前２回の調査時とは異な
り，表層で最大値を示す鉛直変化を示した．河口の表層
で最大値56 µg/Lをとり，次いで湾表層の28 µg/Lであ
り，上流域ほど低い値を示した．一方，栄養塩について
みると，全般的にNO3-Nは表層で高く，PO4-Pは底層で
高い傾向を示した（図2.5.2-6,下段）． 
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図 2.5.2-2 広島湾及び太田川放水路における窒素化学種（NH4+, NO2-, NO3-, DON, PON）及び
リン化学種（PO43-, DOP, POP）の鉛直分布（2007年10月6日） 
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図 2.5.2-3 広島湾及び太田川放水路における溶存メタン及び各種水質パラメーター（DO, ORP, 
塩分, 水温）の鉛直分布（2007年10月6日） 
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図2.5.2-4 広島湾及び太田川放水路における水温，塩分，DO及びChl-a（上段），並びに窒素化学種
（NH4+, NO2-, NO3-），PO43-及びSiO2（下段）の鉛直分布（2008年8月9日，小潮） 
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図2.5.2-5 広島湾及び太田川放水路における水温，塩分，DO及びChl-a（上段），並びに窒素化学種
（NH4+, NO2-, NO3-），PO43-及びSiO2（下段）の鉛直分布（2008年8月11日，若潮） 
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また，この時には，藻類組成（深度1m）について同時
に調べた．その種組成及び種別現存量を図 2.5.2-7 に示
す．興味深いことに，いずれの地点においても付着珪藻
の占める割合が最も高く，また，その現存量は河口で最
も高かった．これらの結果は，湾及び河口で観られた最
表層で異常に高い Chl-a 分布や最表層で 200%もの超過
飽和の DOは，剥離され輸送された干潟付着藻類による
ことを示唆する． 
 また，堆積物の粒度分布を調べたところ，広島湾及び
河口の堆積物組成では，その 80%以上がシルトで占めら
れていたのに対し，河川本流及び干潟の堆積物組成では，
その70%以上が砂で占められていた（図2.5.2-8）． 
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図2.5.2-6 広島湾及び太田川放水路における水温，塩分，DO及びChl-a（上段），並びに窒素化学種
（NH4+, NO2-, NO3-），PO43-及びSiO2（下段）の鉛直分布（2008年8月14日，大潮） 
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図2.5.2-7 太田川放水路河川水（深度1m）における
藻類種組成（上段）及び種別現存量（下段） 
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(3) 水質の時系列変化及び水質パラメータの相関関係 
○ 水質の時系列変動 
 太田川放水路の河川水（表層水）の潮汐に伴う水質変
動を調べた．干潮時に干出する３地点（0 K’，1.8 K，4.6 
K）を対象に，2005年8月13～15日と2005年11月23
～26日の小潮時に調査を行った．8月の結果を図2.5.2-9, 
2.5.2-10に示す．河川水の水温は，26～32℃の範囲で昼
間上昇し夜間低下する日周変動を示した（図2.5.2-9A, B, 
C）．上流の4.6Kでやや高いものの，その差は僅かであっ
た．河川水の塩分変動は，下流の0K’で最も大きく，その
変動幅は約20psu（5～24psu）もあった（図2.5.2-9A）．
1.8Kと4.6Kでは，それぞれ10～20psuおよび3～15psu
の範囲で変動した（図2.5.2-9B, C）． 
 Chl-a濃度は，それぞれ3～45 µg/L (0K’)，2～22 µg/L 
(1.8K)および 3～33 µg/L (4.6K)の範囲で変動した．DO
は 30～180％の範囲で変動し，どの地点においてもその
変動幅はかなり大きかった．また，DO の変動と Chl-a
の変動との間には，正の相関性が認められた（図2.5.2-9A, 
B, C）． 
河川水の栄養塩変動では，特徴的なこととして，NO3-N
が，塩分の減少時に増加し，逆に塩分の増加時には減少
したことが挙げられる．その傾向は，0K’と 4.6Kにおい
て特に顕著であった（図2.5.2-10A, C）．また，どの地点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
も無機態窒素（NH4-N, NO2-N, NO3-N）のうちNO3-N
の占める割合が高い傾向にあった． 
 11月の結果を図2.5.2-11，2.5.2-12に示す．河川水の
Chl-a濃度が３地点何れも5 µg/L以下と極めて低濃度で
あったことがこの調査時の特徴であった（図2.5.2-11A, 
B, C）．DOは 70～110％の範囲を推移し， 11月に比べ
てその変動幅は小さかった．塩分は，0Kおよび1.8Kで
は5～30psuの範囲で大きく変動したが，最上流の4.6K
では，2～10psu の変動であった．それに呼応し水温も
4.6Kがやや低い傾向を示した．一方，干潟間隙水の塩分
は，それぞれ 25psu (0K’)，24psu (1.8K)および 16psu 
(4.6K)程度であり，何れの地点においてもその変動は極め
て小さかった（図2.5.2-11a, b, c）． 
 河川水の栄養塩の変動では，8月同様，NO3-Nが塩分
の変動に呼応する変動パターンを示した（図2.5.2-12A, 
B, C）．その傾向は塩分変動の大きかった 0K’と 1.8Kで
特に顕著であった．その他，特徴的であったこととして，
下流の 0K’で異常に高濃度の PO4-Pが２回観測されたこ
とが挙げられるが（図2.5.2-12a），その原因は不明であ
る． 
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塩分の時系列変化（下段：a, b, c）（小潮： 2005年8月13～15日） 
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○ 水質パラメータの相関関係 
 潮汐に伴う栄養塩の変動を明確にするため，河川水中
の主な窒素化学種およびリン化学種と塩分との相関関係
について調べた．2006年 6月及び10月の結果をそれぞ
れ図2.5.2-13及び図2.5.2-14に示す．上記干潟 3地点
（0K’, 1.8K, 4.6K）の他に下流域の1地点（C2Kまたは
C3K）を加え，計 4地点を対象に調査を行った．ここで
は，無機態の窒素・リンと塩分との相関性についてのみ
示している．NO3-Nと塩分との間に高い負の相関性を示 

 

 

 
 
 
 
 
したことから（図2.5.2-13a, 2.5.2-14a），太田川放水路

のNO3-N負荷は流入起源であると判断できる．また，6
月にはNH4-Nと塩分との間に，10月にはPO4-Pと塩分
との間にそれぞれ有意な正の相関性が認められた（図
2.5.2-13b, 2.5.2-14c）．下流域でNH4-NとPO4-Pの濃
度が高いことを示すこの結果は，NO3-N負荷（外部負荷
＝陸域起源）とは異なり，河口付近がNH4-N及びPO4-P
の負荷起源となっていること（内部負荷）を示唆する． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に，塩分，DO，PON，POP，DINおよびPO4-Pと
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図2.5.2-13 干潟河川水（表層水）における塩分と栄養塩との相関性（2006年6月9～11日） 
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図2.5.2-13 干潟河川水（表層水）における塩分と栄養塩との相関性（2006年10月6～9日） 
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Chl-aとの相関性を調べた．2005年の 11月は調査時を
通してChl-a濃度が低かったため（< 5 µg/L），ここでは
2005年8月のデータについてのみ解析した．その結果を
図2.5.2-15に示す．Chl-aは塩分との相関性を全く示さ
なかったことから（図2.5.2-15a），その起源については， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上流起源か下流起源かのように，単純な判断はできなか
った．DOとは良好な正の相関を示した（図2.5.2-15b）．
このことは，調査時に DOが過飽和を示した要因が，植
物プランクトンの光合成によることを示唆する．しかし
ながら， 150％を越えるようなDO値に対しては，Chl-a
濃度から判断すると疑問が残る．また，懸濁態窒素
（PON）および懸濁態リン（POP）とは，それぞれ良好
な正の相関性を示した（図2.5.2-15c, d）．このことは，
河川水中の懸濁粒子が植物プランクトンを主体としてい
たこと示唆する．また，栄養塩である DIN (NH4-N + 
NO2-N + NO3-N)およびPO4-PとChl-aとの間には良好
な負の相関を示した（図2.5.2-15e, f）．このことは，こ
の時期の栄養塩の変動が植物プランクトンによる摂取を
反映していたことを示唆する． 
 次に，太田川放水路の栄養塩バランスについてみるた
め，干潟河川水と干潟間隙水のそれぞれのN/P比につい
て調べた．干潟間隙水は深度別にサンプリングしている．
2006 年 6 月と 11 月の結果をそれぞれ図 2.5.2-16, 
2.5.2-17に示す．ここでは，DIN (NH4-N + NO2-N + 
NO3-N)とPO4-Pの比についてのみ示している．レッドフ
ィールド比（N/P = 7.2）を基準にみると，植物プランク
トンが直接利用するDIN/PO4-P比は，N過剰を示し（図
2.5.2-16a, 2.5.2-17a），特に 6月には著しいN過剰を
呈した．一方，干潟間隙水においては，0Kと4.6Kでは，
河川水同様，N過剰を呈したが，1.8Kでは，深度を問わ
ず P過剰を呈し（図 2.5.2-16b, 2.5.2-17b），その傾向
は特に 6月において顕著であった．また，1.8Kを除き，
浅い層ではN過剰，深い層ではP過剰の傾向を示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2.5.2-16 河川水(左図)及び干潟間隙水(右図)におけるNPバランス（2006年6月9～11日） 

 

0

10

20

30

40

50

0 10 20 30

Salinity (psu)

C
h
l-
a 
(u

g/
L
)

(a)

R = 0.68

0

2

4

6

8

10

12

0 20 40 60

Chl-a (ug/L)

D
O
 (
m
gO

/
L
)

(b)

R = 0.84

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0 20 40 60

Chl-a (ug/L)

P
O
N
 (
u
gN

/
L
)

(c)

R = 0.77

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 20 40 60

Chl-a (ug/L)

P
O
P
 (
u
gP

/
L
)

(d)

R = - 0.71

0

100

200

300

400

500

600

700

0 20 40 60

Chl-a (ug/L)

D
IN

 (
u
gN

/
L
)

(e)

R = - 0.57

0

10

20

30

40

50

60

70

0 20 40 60

Chl-a (ug/L)

P
O

4-
P
 (
u
gP

/
L
)

(f)

図2.5.2-15 太田川放水路の Chl-a 濃度と水質パラメ
ータとの相関関係（2005年8月13～15日） 
○：0K’，□：1.8K，△：4.6K 
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(4) 干潟間隙水における窒素化学種（NH4-N, NO2-N, 
NO3-N）の挙動について 
 2007年に，10月6～9日の日程で4地点の干潟（0K’, 
1.8K低水路, 1.8Kタイドプール及び4.6K）を対象に調査
を行った．干潟間隙水は，干潟表面からの深度がそれぞ
れ10cm，30cm及び70cm層から土壌採水器を用いて採
取し，無機窒素化学種（NH4-N, NO2-N, NO3-N）及び塩
分について調べた．その結果を，採取用真空瓶の回収時
が分かるように水位変化とともに，図2.5.2-18（0K’），
図 2.5.2-19（1.8K低水路），図 2.5.2-20（1.8Kタイド
プール）及び図2.5.2-21（4.6K）にそれぞれ示した．0K’
及び1.8Kの間隙水の塩分は20～30 psuの値を，最上流
の4.6Kにおいても20 psu付近の値を示し，いずれも干 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
潟河川水の塩分に比べてかなり高い値を示した．また，
鉛直変化も小さかった． 
窒素化学種についてみると，全般的に，上層でNO3-N
の占める割合が高いのに対し，深くなるにつれてNH4-N
の割合が高くなる傾向を示した．4.6K 地点においては，
深度10cmのみならず30cm層もNO3-Nの占める割合が
高かった（図2.5.2-21）．前述したように間隙水の塩分が
高いことから，このような高濃度のNO3-Nの起源を河川
水の浸透によるものとは考えにくい．硝化由来と考える
方が妥当と考えられる．一方，1.8K タイドプールでは，
深度 10cm 層においても NO3-N は低濃度であった（図
2.5.2-20）．これは，脱窒による消失を示唆するものと考
えられる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2.5.2-17 河川水(左図)及び干潟間隙水(右図)におけるNPバランス（2006年10月6～9日）
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図2.5.2-18 干潟間隙水における窒素化学種（NH4+, 
NO2-, NO3-）及び塩分の鉛直分布（0K’）（2007 年
10月6～9日） 
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NO2-, NO3-）及び塩分の鉛直分布（1.8K 低水路）
（2007年10月6～9日） 
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(5) タイドプール内外における干潟河川水の水質の時系
列変動 
 調査は，2007年10月（6～9日：若潮→大潮）と2008
年の8月に2回（9～11日：小潮→若潮；14～16日：大
潮）の計３回，1.8Kのタイドプール内外において行った
（図2.5.2-22）．干潟河川水のサンプリングは，オートサ
ンプラーを用いて２時間または３時間毎に行った． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 1.8K地点のタイドプール内外にある干潟上の河川水の
潮汐に伴う水質変動を捉えるため，干潟直上に多項目水
質計を設置し，水質（水温，塩分，DO及びChl-a）の連
続観測を2008年8月に行った．その結果を潮位変化とと
もに，図2.5.2-23に示す． 
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先ず低水路干潟についてみると，塩分は潮位変動に連
動した変化を示し，水温は干潮時にやや上昇する傾向を
示した．DO及びChl-aは，調査期間中，それぞれ20～
200%及び3～90 µg/Lの間で変化しその変動幅は予想以
上に大きかった．DO は，前半の小潮から中潮にかけて
は，日中の上げ潮時に上昇し夜間低下する傾向を示した．
注目すべきは，上げ潮が始まって直ぐに急激な上昇が見
られ過飽和を呈したことである（8月 11～13日）．この
とき，DOの上昇に少し遅れて Chl-a が急激に上昇する
傾向を示した．このような Chl-a の上昇は，上げ潮路に
干潟の付着藻類が剥離されることを示唆する．これらの
結果は， DO上昇に対する干潟付着藻類の寄与がいかに
大きいかを示すものと考えられる．また，後半の大潮時
（8月14～16日）には，DOは20～95%の間で推移し，
Chl-aも2～15 µg/Lの低濃度であった．これは，大潮時
には，剥離された付着藻類がより下流域にまで運ばれる
ためと推察される．このことは，前述した河川本流調査
結果（図2.5.2-5上段，2.5.2-6上段及び2.5.2-7参照）
からも支持される．一方，タイドプール内の水質変動も
低水路干潟のそれとほぼ同様の傾向を示した． 
 次に，潮汐変動に伴うタイドプール内外の干潟直上の
栄養塩の変動についてみた（図2.5.2-24, 2.5.2-25）．先
ずN系についてみると，NH4-N及び NO3-Nのいずれも，
全般的にタイドプール内の方が外より低濃度であった
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図2.5.2-20 干潟間隙水における窒素化学種（NH4+, 
NO2-, NO3-）及び塩分の鉛直分布（1.8Kタイドプー
ル）（2007年10月6～9日） 

図 2.5.2-21 干潟間隙水における窒素化学種
（NH4+, NO2-, NO3-）及び塩分の鉛直分布（4.6K）
（2007年10月6～9日） 
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図 2.5.2-22 1.8K におけるタイドプールのイメージ
（1.8K内：タイドプール；1.8K外：低水路干潟） 



2.5 水質浄化に果たす干潟の役割に関する研究 
 

209 
 

（図2.5.2-24）．また，PO4-Pについても，タイドプー 

 

 

 

 

ル内の方が低濃度であった（図2.5.2-25）． 
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図 2.5.2-23 潮汐変動に伴う干潟直上の水質（水温，塩分，DO，Chl-a）の時系列変化（2008年 8月 9～
16日）（上段：タイドプール；下段：低水路干潟） 

図2.5.2-24 潮汐変動に伴う干潟直上の水質（NH4+, NO2-, NO3- Cl-, 及びChl-a）の時系列変化（2008
年8月9～16日）（上段：タイドプール；下段：低水路干潟） 
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 以上，太田川放水路の水質環境を把握するため，本研
究では，広島湾から太田川放水路の上流約5.2 km地点ま
での４地点及び干潟３地点の計７地点を対象に調査を行
い，次の知見を得た． 
１）  河川水のNO3-N濃度は，塩分の減少時に増加し，

逆に塩分の増加時には減少する傾向を示した．この
ことは，太田川放水路の NO3-N は陸域からの流入
起源であることを示す． 

２）  河川水のN/P比から太田川放水路のNPバランス
は全般的にN過剰であることが分かった． 

３）  干潟堆積物の間隙水中の NO3-N 濃度は，中流域
（1.8K）で極めて低く，上流域（4.6K）で高い傾向
を示した．これは，両者の脱窒能の差を反映するも
のと考えられる． 

４）  間隙水中の溶存NPバランスは，中流域（1.8K）
のみP過剰を呈した（その他はN過剰）．これら地
点間の相違も，脱窒能の差を反映するものと考えら
れる． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５）  干潟堆積物の間隙水中の NO3-N 濃度は，上層で

高く，深くなるにつれて低下する傾向を示した．一
方，タイドプール内の干潟堆積物では，表層部にお
いても NO3-N は低濃度であった．これは，脱窒能
が極めて高いことを示唆するものと考えられる． 

６）  時折観測される超過飽和のDOは，干潟の付着藻
類によることが示唆された． 

７）  広島湾において，中層付近(6m)にのみ高濃度の溶
存メタンが存在するという興味深い現象を観測した．
メタンは本来還元的な環境下で生成されることから，
この現象は，河口付近で生成したものが移流された
ことを示すものと推察された． 
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図2.5.2-25潮汐変動に伴う干潟直上の水質（PO43-, SiO2 , Cl-, 及びChl-a）の時系列変化（2008年8月9
～16日）（上段：タイドプール；下段：低水路干潟） 
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2.5.3 干潟の付着藻類による酸素供給能 
(1) 調査内容と調査地点 
○ 調査地点と調査期間 
調査は，2005年8月12～15日と，2006年6月10～

14日の２回実施した．初回は，旭橋（0K’ 地点）を中心
に，その上流（1.8K）及び下流（C3K）の計3地点を対
象とし（図2.5.2-1参照），干潟直上の水質（水温，DO，
塩分，Chl-a，濁度，pH，ORP）の連続観測を，2005年
8月12日から15日にかけて行った．対象地点0K’，1.8K
及び C3K は，0K270（0K’）を基準にその上流 1k800
（1.8K）及び下流 -3k000（C3K）にそれぞれ位置する．
二回目は 0K’ 地点を中心に調査を行った．2006年 6月
10 日（大潮時）には，0K’地点の干潟上の水質（水温，
塩分，DO，pH，ORP）を下げ潮時及び上げ潮時に，そ
れぞれ水位変化に併せて鉛直的（20cmおき）に計測した．
さらに，付着藻類による酸素供給能に関する現場実験も
併せ行った．この日の日出及び日没の時刻は，それぞれ4
時57分及び19時22分であった．さらに6月11日の満
潮時（午前 9時）に，河川断面の水温，塩分，DOをそ
れぞれ計測した． 
○ 水質計測及び化学分析 
 干潟直上の水質（水温，DO，塩分，Chl-a，濁度，pH， 
ORP）の連続観測には，多項目水質計（米国ハイドロラ
ボ社，DataSonde5x）を使用し，特にDOセンサーには，
センサー部の干出に強い蛍光式を用いた．一方，干潟上
の水質の鉛直分布並びに河川断面の水質計測には，米国
ハイドロラボ社，Quanta-G を使用した．また，明暗瓶
法による DOの定量には，ウインクラー法アジ化ナトリ
ウム変法を用いた． 
○ 明暗瓶法による干潟付着藻類の酸素供給能に関する
現場実験 
 0K’ 地点の干潟を対象に行った．100ml の石英製バイ
アル瓶に，干潟直上河川水のみ，および干潟直上河川水
＋干潟表層堆積物（5cm×5cm×0.2cm）をそれぞれ充
填・密閉し，日中の干潮時に現場に設置しインキュベー
トした．明瓶については，各サンプルを干潟に固定タイ
プ（底層用）と水位に連動して浮上するタイプ（表層用）
に分けて設置した．暗瓶については，干潟に固定タイプ
のみとした．この地点における調査時の水位変化は，満
潮時で約110cm であった．なお，藻類の強光阻害を考慮
するため，ここでは石英製バイアル瓶を使用するととも
に，充填する河川水は，予め良く撹拌し，気液平衡とし
たもの（DO飽和度100%）を用いた．また，干出時に干
潟表層部試料を採取しChl-aの分析に供した． 
 

(2) 干潟直上DOの日周変動 
対象 3 地点における干潟直上の DO の日周変動を図
2.5.3-1に飽和度で示している．0K’ 地点では，日中の上
げ潮時に急激な DOの上昇が見られ，超過飽和状態を呈
した．一方，広島湾の河口に近いC3KのDO飽和度は，
30～70% の範囲で推移していた．したがって，このよう
な0K’地点における超過飽和現象は，下流の広島湾から輸
送された水塊によるものではないと考えられる．また，
0K’ の DOは下げ潮時には飽和付近にまで低下すること
から，上流から輸送される水塊は飽和付近にあると考え
られる． 

0K’ 地点の干潟直上で DOが超過飽和を呈したのは，
上下流から輸送される水塊とは関係なく，0K’ 地点を含
めた周辺の干潟での生産によることを示唆するものと考
えられる． 

(3) 河川水及び干潟表層泥中のChl-a 
藻類量の指標として，Chl-aを計測し，図2.5.3-2およ
び表2.5.3-1に示した．下流にあるC3Kでは，干潟直上
河川水中クロロフィル aが 5 μg/l 程度であったのに対
し，上流の1.8K地点では，30 μg/l前後，日中の上げ潮
時には 100 μg/lもの値が計測された（図2.5.3-2）．こ
のように上流では，上げ潮時に河口付近から輸送されて
くる植物プランクトン量を遙かに上回るChl-ａ濃度が計
測されたことから，0K’ およびその周辺干潟の表層堆積
物が巻き上がる際に，剥がれた付着藻類の輸送が示唆さ
れる．その堆積物中のChl-aは，0Kで9.2 μg/cm3，1.8K
で5.5 μg/cm3，4.6Kで13.0 μg/cm3であり（表2.5.3-1），
かなり高い濃度を示し，付着藻類が，高密度で生息して
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図2.5.3-1 C3K, 0K’及び1.8K 地点における干潟直
上DOの時系列変化（2005年8月12～15日）（広島湾
の潮位変化を併記） 
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いることを示した． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 河川断面の表層DO及び底層DO 
対象干潟（0K’）の位置する河川幅約 100mの地点で，
満潮時に，20mおきに4ヶ所，表層30cmと底層（河床
上 30cm）の DO を計測した．その結果を河川断面地形
図上にDO飽和度で示す（図2.5.3-3）．左岸に対象干潟
がある．右岸には積石護岸があり，干潟の形成はなかっ
た．干潟のある左岸底層のDOのみが過飽和であった．
この結果は，干潟で酸素が活発に生産されていることを
示す． 
(5) 干潟の付着藻類による光合成と強光阻害 
干潟堆積物に付着する藻類の光合成による酸素供給能
を検証するため，石英瓶を用い明暗瓶法による現場実験
を行った．その結果を実験開始時の河川水のDO飽和度
（100%）と併せて表2.5.3-2に示す． 
石英瓶内に河川水のみを充填したサンプルは，明瓶の
表層及び底層にそれぞれ設置したサンプルのどちらも，
実験開始時のDO飽和度（100%）と比較し，かなり減少
した．また，表層と底層の深度別に設置した双方につい
て比較すると，表層よりも底層の方がやや DO減少率が

低かった．これらの結果は，藻類の一次生産に必要な光
量が過度になると，その活性が抑制される光阻害による
ものと考えられる． 
一方，石英瓶内に付着藻類（干潟堆積物）を含んだサ
ンプルは，表層及び底層にそれぞれ設置したサンプルの
どちらも，河川水だけのものと比較し，DO 飽和度が大
きく上昇した．この結果は，付着藻類がDO飽和度の上
昇に多大に貢献していることを示す．また，表層と底層
の深度別に設置した双方について比較すると，表層より
も底層の方がやや DO飽和度として高かった．これは，
前述の光阻害による抑制を示す．しかしながら，付着藻
類は，干潟堆積物中では移動能力を有することから，一
次生産に最適な光量の位置へ移動するものと推察され，
強光阻害を受けにくいものと考えられる．河川水のみの
サンプルと干潟堆積物を含むサンプルとの DO飽和度の
大差は，藻類量の差もさることながら，光阻害から逃れ
るために堆積物の隙間を利用する付着藻類の移動能力に
負うところが大きいことを示している． 
また，暗瓶に示されるように光量を完全に遮断された
ものについては，河川水のみのサンプルと比較し，干潟
堆積物を含むサンプルのDO消費は著しかった．これは，
干潟堆積物が有機物を多く含むことを示している． 
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図2.5.3-2 C3K及び 1.8K地点におけるChl-a濃
度の時系列変化（2005年8月12～15日） 
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5m

River Wide 100m

地点 
 深度  Chl-a  フェオフィチン

 cm  μg/cm3 μg/g dry  μg/g dry 

0 K’  0-0.2  9.2 6.4   1.3  

  0-3  - 4.0   4.6  

  3-6  - 1.4   3.0  

  6-9  - 1.1   3.4  

  9-12  - 0.6   2.9  

  12-15  - 0.8   3.2  

    15-18   -   0.6    5.4  

1.8 K  0-0.2  5.5 3.2   2.5  

4.6 K   0-0.2   13   7.9   3.0  

表 2.5.3-1 干潟堆積物中の Chl-a 及びフェオフィチン
（2006年6月9日） 

図2.5.3-3 0K’地点の断面図及び表層（水面下30cm）と
底層（底上 30cm）の DO 濃度. 左岸に対象干潟．観測
日時：2006年6月11日9時（満潮時） 

  DO飽和度（％） 

  河川水  河川水＋干潟堆積物

    実験前  実験後  実験後 

明ビン 表層 100  80  256 

 底層 100  87  263 

暗ビン    100   73   35 

表2.5.3-2 明・暗ビン法による干潟付着藻類の酸素供給
能に関する現場実験（2006年6月9日） 
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(6) 上げ潮時と下げ潮時における干潟直上DOの鉛直分布
の時系列変化 

2006年6月10日に，日中の下げ潮時（8:10～10:30）
と上げ潮時（17:50～19:30）に，対象干潟（0K’）直上の
全水深が 20cm変化するごとに，塩分，水温及びDOを
鉛直的に計測した．最大水深100cmから干出まで，下げ
潮と上げ潮時に，それぞれ 6回計測した．その結果，下
げ潮と上げ潮で全く違う挙動を示すことを見出した． 
下げ潮が始まった 8 時 10 分に計測を開始し（水深

100cm），20cm水位が低下するごとに鉛直的に計測した．
下げ潮時における塩分と水温の鉛直分布の時系列変化を
図2.5.3-4 及び図2.5.3-5に示す．計測開始時には，表
層塩分が12 psuを，干潟直上20cmで最大値（20 psu）
を示し，塩分成層がみられた．水位の低下とともに，上
層塩分が徐々に低下したのに対し，最下層（干潟直上）
の塩分低下は遅れる傾向を示した．また水温は，下層水
温がほとんど変化しなかったのに対し，上層水温は徐々
に上昇した．一方，上げ潮時における水温と塩分につい
ては，干出していた干潟に遡上水が満たされた直後に，
塩分は19 psuを示し，その後22 psuまで上昇した（図
2.5.3-4）．また，鉛直的にはほぼ均一に分布し，強混合
型の遡上形態を示した．水温もほぼ均一な鉛直分布を示
したが，水位の上昇とともに21℃から19.5℃まで低下し
た（図2.5.3-5）． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
下げ潮時における DO の鉛直分布の時系列変化を図
2.5.3-6aに飽和度で示す．DOについてみると，計測開
始時には，表層 DOが飽和度 100%付近を示し，干潟直
上 20cm 以下で最大を示した．表層付近（0～40cm）の
DO が高くないのは大気との平衡もさることながら，水
中に浮遊する植物プランクトンが，光阻害を受けること
もその一因と考えられる．注目すべきは，干潟直上のDO
値が水位の低下に伴い徐々に増加し，最大140%もの高い
値（水深 60cm 時）が観測されたことである．干潟付着
藻類の活性の大きさを示唆する． 
上げ潮時におけるDOの時系列変化を図2.5.3-6bに示
す．干潮時（0cm 水深）に計測を開始し，20cm 水位が
上昇するたびに鉛直的に計測を行った．干潟干出時には，
その表層は乾いた状態だったが，河川水流入直後に，い
きなり 140%を越える DO飽和度を観測した．また，水
位の上昇に伴い，DO値はやや減少する傾向を示したが，
全水深でほぼ均一に分布し 130%以上の過飽和状態を維
持していた．このように，上げ潮時におけるDOの変動
パターンは，下げ潮時のそれとは全く異なるものであっ
た．下げ潮時には，光合成に対する顕著な強光阻害が認
められたのに対し，上げ潮時には，強光阻害を示すもの
は認められなかった． 
本研究により，下げ潮時において干潟直上 DOの著し
い増加（最大140%）が観測されたこと，並びに上げ潮時
において，干出干潟への河川水流入直後に140%を超える
DO 値が観測されたこと，のいずれもが，河川水の DO
上昇に対する干潟付着藻類の寄与がいかに大きいかを示
すものと考えられる．水中を浮遊する植物プランクトン
が光阻害を受けやすいのに対し，干潟付着藻類は自ら位

干潟水温の鉛直的時系列変化
（2006年6月10日）大潮
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（2006年6月10日）大潮
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図 2.5.3-4 下げ潮及び上げ潮時における 0K’干潟の
塩分の鉛直的時系列変化（2006年6月10日）．観測
時刻：8:10～10:30（下げ潮）；17:50～19:30（上げ潮）．
日出～日没：4:57～19:22 

図2.5.3-5 下げ潮及び上げ潮時における0K’干潟の水
温の鉛直的時系列変化（2006年 6月 10日）．観測時
刻：8:10～10:30（下げ潮）；17:50～19:30（上げ潮）．
日出～日没：4:57～19:22 
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置を移動することにより最大の一次生産を得ることがで
きることも，付着藻類が河川水への DO供給に大きく貢
献できる所以と考えられる． 

 
 
 
 

 
以上，感潮河川である太田川放水路の0K’地点において，
上げ潮時に，干潟直上水のDOが超過飽和を呈すること
を見出し，その原因を明らかにするために調査研究を行
った．本研究では，その主要因が干潟の付着藻類による
酸素供給（光合成）にあることを示す次の知見を得た． 
１）0K’ 地点では，日中の上げ潮時に急激な DOの上昇
が見られ，超過飽和状態を呈したのに対し，下流に位
置するC3KのDO飽和度は，30～70% の範囲で推移
していたことから，この現象は，0K’地点を含めた周辺
の干潟でのDO生産によることが示唆された． 
２）0K’ 地点において，満潮時に，表層30cmと底層（河
床上 30cm）の DO を河川断面方向に計測し，干潟の
ある左岸底層の DOのみが過飽和であったことから，
干潟で酸素が活発に生産されていることが示唆された． 
３）干潟堆積物に付着する藻類の光合成による酸素供給
能を検証するため，石英瓶を用い明暗瓶法による現場
実験を行い検討した．河川水だけのサンプルが，強光
阻害を受け初期 DOより減少したのに対し，干潟堆積
物（付着藻類）を含んだサンプルは，大きく上昇した．
両者におけるこの大差は，藻類量の差もさることなが
ら，光阻害から逃れるために堆積物の隙間を利用する
付着藻類の移動能力に負うことが示唆された． 
４）下げ潮時において干潟直上でDOの著しい増加（最
大140%）が観測されたこと，並びに上げ潮時において，
干出干潟への河川水流入直後に 140%を超える DO値
が観測されたこと，のいずれもが，河川水のDO上昇

に対する干潟付着藻類の寄与がいかに大きいかを示す
ものと考えられた． 
１）～４）より，水中を浮遊する植物プランクトンが
光阻害を受けやすいのに対し，干潟付着藻類は，自ら移
動することにより最適の光量を得るため，河川水へのDO
供給に大きく寄与できるものと考えられる．つまり付着
藻類は，干潟干出時にも，直射日光をさけ最適光量の場
所で光合成を行うことができ，次の上げ潮時に相当な量
の河川水をも過飽和にさせる酸素生産能を有するものと
考えられた．これらは，付着藻類が干潟生態系を支える
上で非常に重要な役割を担っていることを示すものであ
り，非常に興味深い結果といえる． 
また，干潟堆積物には浮遊性植物プランクトンの一部
も保留されるものと考えられる．その保留率は，河床材
料により違ってくると考えられるほか，干潟には，生物
による無数の巣穴が存在しており，これらも干出時の植
物プランクトンの保留に関係するものと考えられる．そ
の保留された植物プランクトンの寄与については今回考
察できなかった．今後の検討課題としたい． 

 
2.5.4 地下水及び湧水の水質特性 
(1) 調査内容と調査地点 
 地下水の水質調査は，タイドプールのある 1.8K の 2
ヶ所（高水敷とタイドプール内），旭橋の造成干潟（試験
区）0Kの2ヶ所，その少し上流にある対照区0K’の3ヶ
所（陸域 1ヶ所と自然干潟 2ヶ所）に設置されている観
測孔から地下水を採取し行った（図2.5.4-1）．調査は，
2009年から 2012月にかけ、それぞれ夏期と秋期に実施
した．また，2012 年には，1.8K の高水敷とタイドプー
ルの観測孔に多項目水質計を設置し，水質（水温，塩分，
DO，pH）の連続観測を行い検討した． 
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図2.5.3-4 下げ潮及び上げ潮時における0K’干潟のDO
の鉛直的時系列変化（2006年6月10日）．観測時刻：
8:10～10:30（下げ潮）；17:50～19:30（上げ潮）．日出
～日没：4:57～19:22 
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図2.5.4-1 地下水調査地点（0K, 0K’, 1.8K） 
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 湧水調査は，0K～1.8K間の左岸の干潟約2 kmの範囲
を対象に，2010年から2012年にかけ計5回行った．調
査地点を図2.5.4-2及び図2.5.4-3に示す．湧水はシー
ページメータを用いて採取した（図2.5.4-4）．湧水採水
前後に底層水も併せて採水し比較検討した． 

 

 
 
 

 

 

 
 
 

(2) 地下水の水質 
 1.8Kにおける地下水水質（NH4+, NO2-, NO3-, PO43-, 
Salinity, DO）の 2009 年（図 2.5.4-5），2010 年（図
2.5.4-6），2011年（図2.5.4-7）及び2012年（図2.5.4-8）
の観測結果をそれぞれ示す．採水時刻も潮位変化に併せ
て示している．高水敷(A)の地下水は，全般的に高濃度の
溶存酸素（DO）と硝酸イオン（NO3-）を含む傾向を示
した．一方，タイドプール(B)の地下水は，貧酸素から無
酸素状態を呈し，かつ高濃度のアンモニウムイオン
（NH4+）を含む傾向を示したが，興味深いことにDOや
NO3-を含むことが時折観測された．また，リン酸イオン
は，窒素化学種のうちNH4+の占める割合が高いときに高
くなる傾向を示した． 
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 次に，大潮時（2012年 10月 18～20日）に多項目水
質計を用いて計測した高水敷(A)とタイドプール(B)にお
ける地下水の水質（水温，塩分，DO，pH）の時系列変
化を示す（図2.5.4-9，図2.5.4-10）．高水敷地盤内では，
DOはそれぞれ45～83%（深度1m）及び43～61%（深
度 3 m）の範囲で変動し，無酸素状態を呈することはな
かった（図2.5.4-9）．また，DOの増加初期には pHと
塩分の増加を伴う傾向を示した．一方，タイドプール地
盤内では，基本的には無酸素状態にあるが，時折，水塊
の移流による増加現象が観られ，0～50%（深度 1m）及
び0～20%（深度2.5 m）の範囲で変動した（図2.5.4-10）．
また，また，DO の増加初期には，高水敷の結果と同様
に，pHと塩分の増加を伴う傾向を示した． 
 次に，0K（造成干潟 試験区）における人工的に干潟
を造成する前（2009 年 11 月）及び後（2010 年，2011
年，2012年）の地下水水質（NH4+, NO2-, NO3-, PO43-, 

Salinity, DO）の観測結果をそれぞれ図 2.5.4-11，図
2.5.4-12，図2.5.4-13，図2.5.4-14に示す．また，OK’
（対照区）における地下水水質の 2010年，2011年及び
2012年の観測結果をそれぞれ図 2.5.4-15，図 2.5.4-16
及び図2.5.4-17に示す．造成干潟の試験区0Kでは，干
潟造成後一時的に高濃度のNH4+（最大6,000 μgN/L）が
検出されたが（図2.5.4-12），現在は，造成前の良好な水
質（DO及び NO3- を含む）に戻りつつある．この一時
的な NH4+ の増加現象は，上流域（淡水）の土砂の搬入
に起因するものと考えられ，土砂に含まれる有機物の分
解無機化，及び土壌粒子に吸着していた NH4+ が海水に
含まれる塩類とカチオン交換されたためと考えられる．
一方，対照区の 0K’では，陸域（⑥）で NO3- の比率が
高い傾向を示すと共にその変動幅も大きかった． 
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ドプール（2011年，上段8月，下段10月） 

図2.5.4-8 地下水水質（1.8K）．(A)高水敷，(B)タイ
ドプール（2012年，上段8月，下段10月） 
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図2.5.4-9 大潮時（2012. 10/17～20）における高水
敷地下水水質（水温，塩分，DO, pH）の時系列変化
（上段：深度1m, 下段：深度3m） 
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図2.5.4-11 地下水水質（0K）（2009年11月） 
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図2.5.4-12 地下水水質（0K）（2010年，上段8月，
下段10月） 

図2.5.4-13 地下水水質（0K）（2011年，上段8月，
下段10月） 
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図2.5.4-14 地下水水質（0K）（2012年，上段8
月，下段10月） 
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(3) 湧水の湧出量と水質 
 湧水の湧出量に関する 2010 年（図 2.5.4-18），2011
年（図2.5.4-19）及び2012年（図2.5.4-20）の観測結
果をそれぞれ示す．併せて湧水のサンプリング当日から2
週間前まで遡り降水量の状況を示している．これより，
湧出量は，サンプリング日近くに降水のあったときの方
が多くなる傾向を示した．次に，太田川デルタ地下水位
と同様の水位変動を有する0K’の陸域（⑥）の地下水位の
時系列変化を図2.5.4-21に示す．これより，デルタ水位
は，降水後に急激に上昇し，その後徐々に低下すること
が分かる（中下ら，2013）．したがって，降水後の数日間
は，デルタ水位と河川水の水位差は大きいまま保たれ，
湧出量は増加するものと推察される． 
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図2.5.4-16 地下水水質（0K’）（2011年，上段8月，
下段10月） 

図2.5.4-17 地下水水質（0K’）（2012年，上段8月，
下段10月） 

図2.5.4-18 湧水輸出量及び降水量（2010年，10月）

図2.5.4-19 湧水輸出量及び降水量（2011年 8月，
10月） 
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 次に，湧水の水質（NH4+, NO2-, NO3-, PO43-, Salinity）
の2010年10月（図2.5.4-22），2011年8月（図2.5.4-23），
10月（図 2.5.4-24），2012年 8月（図 2.5.4-25），10
月（図2.5.4-26）における観測結果をそれぞれ示す．2010
年及び 2011 年においては，全般的に，湧水中に占める
NO3- の比率が高く，TIN（NH4+ + NO2- + NO3-）濃度
は比較的低い傾向にあったが，2012年においては，湧水
中に占めるNH4+ の比率が高く，TIN濃度は高かった． 
 次に，sp13（タイドプール内）の 2012 年 8 月（図
2.5.4-27）における湧水の湧水量と栄養塩の時系列変化
を示す．湧水の採取時刻を潮位変化に併せて示している．
これより，湧出量は下げはじめ，下げ止まり，及び満潮
近くになると少なくなる傾向を示した．デルタ水位と河
川水位の差を反映しているものと考えられる．また，こ
のときの湧水の栄養塩は，高濃度のNH4+ 及びPO43- を
含有していた． 
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図2.5.4-20 湧水輸出量及び降水量（2012年 8月，
10月） 

図2.5.4-21 デルタ水位の時系列変化（2012年11月
16～18日） 

図2.5.4-22 湧水の栄養塩濃度（2010年10月）上段：
上潮，下段：下潮 
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図2.5.4-23 湧水の栄養塩濃度（2011年8月）上段：
上潮，下段：下潮 
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 次に，2012年に観測した湧水中のNH4+ と PO43- の
相関関係を観た（図2.5.4-28）．両者の間には正の高い相
関性（R = 0.55～0.95）が認められた．この結果は，還元
的な地下水の湧出を意味する． 
 次に，タイドプールに設置したシーページメータ内に
多項目水質計をセットし，湧水水質（水温，塩分，DO，
pH）の時系列変化（2012年8月15～17日）を示す（図
2.5.4-29）．シーページメータ内のDOは，徐々に減少し
無酸素状態を呈したが，その後，時折増加する現象が認
められた．この結果は，酸素を含有する高水敷地盤内の
地下水がタイドプール地盤内に移流後湧出したことを示
唆する． 
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図 2.5.4-28 湧水中の NH4+と PO43-の相関関係
（2012年） 
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2.5.5 干潟及びタイドプールの窒素浄化機能 
(1) 脱窒活性及び硝化活性の測定法 
脱窒活性の測定にはアセチレン阻害法（Yoshinari et 

al., 1977）を用いた．70 mLのバイアル瓶に干潟堆積物
（湿泥）5 mLと河川水を満たし，ブチルゴムセプタムと
アルミシールで密封した．次に，ガスタイトシリンジを
用いてアセチレン3 mLを添加し約６時間培養を行った．
最大脱窒活性は，基質（NO3-）を 5 mgN/Lとなるよう
に添加し25℃の条件下で約６時間培養後，生成した亜酸
化窒素（N2O）濃度から求めた．現場脱窒活性は，基質
を添加せず現場の温度条件下で培養し求めた．N2O は
ECD付ガスクロマトグラフ（島津GC-14B）で測定した．
また，硝化活性については，NO2-N + NO3-N濃度の増加
量から概算した． 
(2) 広島湾，河川本流河床及び干潟の堆積物における硝化
活性及び脱窒活性 
 先ず 2006年 6月及び 2007年 10月に，0K，1.8K及
び 4.6K における干潟堆積物表層の硝化活性について検
討した（図2.5.5-1）．現場活性においては負の値が得ら
れた．これは脱窒活性が硝化活性を上回っていることを
示唆する．一方，基質が十分に存在する条件下で行った
活性，すなわち最大活性は，0.5～3.5 µgN/g dry/dayの値
を示し，特に上流域（1.8K 及び 4.6K）で高い傾向を示
した．また，鉛直的には，表層部（0～10cm）で高い活
性を示し，深度 40cm では，活性はほとんど認められな
かった（図 2.5.5-2）．前述した干潟間隙水 NO3-N濃度
の鉛直分布（図2.5.2-17 及び 2.5.2-19 参照）の傾向と
一致する． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に，太田川放水路の干潟が有する窒素の浄化機能を
評価するため，その脱窒活性をアセチレン阻害法を用い
て調べた． 
 2007年10月に，干潟堆積物の脱窒活性（図2.5.5-3）
及び広島湾と河川本流の堆積物の脱窒活性（図2.5.5-4）
について検討した．ここでは，干潟堆積物がどのくらい
の深度まで脱窒能を有するのかを評価するため，深度別
に測定を行っている．なお，前述したように（図2.5.2-8
参照），広島湾と河口の堆積物の粒度組成が干潟堆積物の
それと大きく異なることを考慮し，ここでは脱窒活性の
単位をシルト以下の粒子分の乾燥重量当たりの脱窒量
（µgN/silt g dry/day）として表示している．脱窒活性は，
いずれも堆積物表層で高い傾向を示した．また，広島湾
及び河口よりも河川本流及び干潟において高い傾向を示
した．現場活性に着目すると，河川本流では，水道橋及
び1.8Kにおいて高い活性を示した．また，干潟堆積物の
C2K，1.8K内及び 4.6Kでは，表層のみならず深い層ま
で比較的高い活性を示したことが興味深い． 
 次に，2010年から2012年にかけて行った硝化活性及
び脱窒活性に関する調査地点（図2.5.5-5）とその観測結
果（図2.5.5-6，図 2.5.5-7，図 2.5.5-8，図 2.5.5-9）
を示す．調査は0Kから1.8Kにかけて左岸の干潟を対象
に行った．硝化活性は，全般的に負の活性を示し，脱窒
活性が優位であることを示したが，1.8K付近（Sps11, 13, 
14, 15）では時折正の活性を示し，活発な硝化が起こって
いることを示唆した．現場脱窒活性は，< 0.5～18 
μgN/mL wet/day の値を示し，かなり広範囲に渡った．
ここで，太田川干潟の脱窒量を評価するため，現場脱窒
活性の単位を mgN/m2/day に換算し表 2.5.5-1 及び表
2.5.5-2に示した．2011年及び 2012年における太田川
干潟の脱窒量は，それぞれ 18 mgN/m2/day 及び 34 
mgN/m2/day と概算された．これらの値は，他の汽水域
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図2.5.5-1  干潟堆積物表層における硝化活性（2006
年6月及び2007年10月） 
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の中海（2.2 mgN/m2/day）及び宍道湖（7.8 mgN/m2/day）
よりかなり高い活性であった．これらの結果より，太田 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川放水路干潟が，窒素の系外への除去に対し良好な水質
浄化機能を有していることが分かった． 
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0～7日間の培養による無機窒素化学種（NO2
－＋NO3

－）増加量から算出

○脱窒活性→ アセチレン阻害法

○硝化活性→

脱窒活性・硝化活性それぞれ堆積物表層0～2cmについて測定
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図2.5.5-5  硝化活性及び脱窒活性の調査地点（2010
～2012年） 
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図2.5.5-6  硝化活性及び脱窒活性（2010年）．上段：
8月，下段：10月 
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図2.5.5-7  硝化活性及び脱窒活性（2011年）．上段：8月，

下段：10月 

2011年8月

2011年10月

0 1 2 3 4 5 6 7

0 5 10 15 20 25

現場脱窒活性 (μgN/mL wet/day)

PC (mgC/g dry)

0 50 100 150 200 250
最大脱窒活性 (μgN/mL wet/day)

0 5 10 15 20 25

0 100 200 300 400
NH4

+,NO2
-,NO3

- (μgN/L)

PC (mgC/g dry)

0 5 10 15 20 25

0 1 2 3 4 5 6 7
現場脱窒活性 (μgN/mL wet/day)

PC (mgC/g dry)

0 50 100 150 200 250
最大脱窒活性 (μgN/mL wet/day)

0 5 10 15 20 25

0 100 200 300 400
NH4

+,NO2
-,NO3

- (μgN/L)

PC (mgC/g dry)

sp2
sp4
sp5
sp6
sp7
sp8
sp9
sp13
sp15
sp16

sp2
sp4
sp5
sp6
sp7
sp8
sp9
sp13
sp15
sp16

2011(8月・10月) 脱窒活性
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図2.5.5-9  硝化活性及び脱窒活性（2012年）．上段：
8月，下段：10月 

現場脱窒活性
(mgN/m²/day)

sp2 20
sp4 17
sp5 1
sp6 26
sp7 56
sp8 48
sp9 3
sp13 16
sp15 4
sp16 10

現場脱窒活性
(mgN/m²/day)

sp2 5
sp4 20
sp5 0
sp6 4
sp7 16
sp8 8
sp9 2
sp13 57
sp15 4
sp16 37

8月 10月

平均 15 平均 20

2011年 太田川干潟の単位面積当たりの脱窒量
18 mgN/m2/day

2011年 太田川干潟の単位面積当たりの脱窒量

表2.5.5-1  現場脱窒活性（2011年．左：8月，右：
10月) 
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 以上，干潟堆積物の窒素浄化能を捉えるため，脱窒活
性及び硝化活性について検討し，次の知見を得た． 
１）干潟堆積物の脱窒能は，中流域（1.8 K地点）で高く，
上流域（4.6 K地点）で低い傾向を示した．この活性の
差は，有機物量の差に起因することが示唆された． 
２）干潟堆積物の C2K，1.8K 内（タイドプール）及び

4.6Kでは，表層のみならず深い層まで比較的高い現場
脱窒活性を示した． 
３）干潟堆積物の硝化活性（最大活性）は，上流域の1.8K
及び 4.6Kで高く，また鉛直的には，脱窒活性と同様，
表層部（0～10cm）で高く，深い層（40cm）で低い傾
向を示した． 
４）特に1.8Kでは，脱窒活性のみならず硝化活性も高い
ことが分かった．このことは，硝化脱窒の一連の反応
による窒素浄化能が極めて高いことを示唆しており，
1.8K地点の干潟間隙水中のDIN濃度が低いことに寄
与しているものと考えられる． 
 
2.5.6 水質浄化に果たすタイドプールの役割 
これまでの調査によりタイドプールでは脱窒活性が高
いことが示唆された．そこで，水質浄化に果たすタイド
プールの役割を明確にするため，1.8Kのタイドプールを
対象に検討を行った． 
(1) 調査内容と調査地点 
○ 水試料及び堆積物のサンプリング 
 干潟河川水については，オートサンプサーを用いて２
時間又は３時間毎に採取した．陸域及びタイドプール内
の地下水，並びに干潟堆積物の間隙水については，広島
大学日比野研究室の設置場所を使用させていただき吸引
採取した．干潟堆積物は干潮時にアクリルパイプで採取
した． 
 

○ 調査項目と測定法 
 栄養塩（N, P）定量用の水試料は，ポリ瓶に採取し，
冷蔵状態で実験室に持ち帰り分析に供した．NH4-N, 
NO2-N, NO3-Nは，それぞれインドフェノール青法（Sagi, 
1966），ナフチルエチレンジアミン法（Bendschneider 
and Robinson, 1952），Cd-Cu還元法（Wood et al., 1967）
及びナフチルエチレンジアミン法を用いて定量した．
PO4-Pはモリブデン青法（Murphy and Riley, 1962）に
より定量した．クロロフィル -a（ Chl-a）は
SCOR/UNESCO法（1966）により定量した．また，タ
イドプール内外の塩分，水温，溶存酸素（DO）及び chl-a
の連続観測については多項目水質計（Hydrolabo 社製）
を用い計測した． 
(2) 高水敷－タイドプール－低水路干潟の地下水及び干
潟間隙水における栄養塩の挙動 
 2007年10月に，タイドプールのある1.8K地点左岸の
高水敷から右岸側の河川本流にかけて，地下水及び干潟
間隙水における窒素化学種の鉛直分布を調べた（図
2.5.6-1）．植生がヨシ帯の高水敷地下水（深度 1m 及び
2.5 m）では，深度1m及び2.5mのいずれもほとんどが
NO3-で占められ，かつ高濃度であり，畑系地下水の特徴
を示した．一方，タイドプールでは，高水敷とは全く異
なり，NO3-Nは全く検出されずNのほとんどがNH4+で
占められ，かつTIN（NH4+ + NO2- + NO3-）は低濃度で
あった．また，タイドプールの河川水中には高濃度の
NO3-Nが観測されたのに対し，タイドプール及び低水路
干潟の間隙水の30 cm層以深ではほとんど検出されなか
った．これらの結果は，地下水の移流過程における脱窒
による消失を示唆する． 
 一般に脱窒活性は，堆積物表層部で高い傾向を示すが，
前述したように（図2.5.5-3参照），タイドプール内では，
深い層まで高い活性を有することを今回の一連の調査に
より見出した．このことは，深い層に定常的なDOもし
くはNO3-の供給があることを意味する．つまり，高水敷
(A)地点のようなNO3-とDOを含む地下水（図 2.5.4-5
～2.5.4-8参照）の影響があることを示唆する．また，低
水路側の干潟間隙水については，そのほとんどを NH4+ 

が占めていたが，大潮の下げ潮時に 30 cm層でNO3-が
増加する現象が観られた．これは河川水の浸透によるも
のと考えられる（図2.5.2-19参照）． 
(3) タイドプール内外の脱窒活性及び硝化活性 
 2008年8月にタイドプール内外の干潟堆積物における
脱窒活性と消化活性を鉛直的に調べた．比較の意味から
本流河川の河床堆積物についても検討し，併せて図
2.5.6-2に示した．また，脱窒活性については，特に表層 

現場脱窒活性
(mgN/m²/day)

sp 1 1
sp 2 3
sp 4 15
sp 10 16
sp 11 166
sp 13 3
sp 14 1
sp 15 178
sp 16 104

現場脱窒活性
(mgN/m²/day)

sp 1 11
sp 2 17
sp 4 26
sp 10 2
sp 11 23
sp 12 12
sp 13 0
sp 14 23
sp 15 19
sp 16 2

平均 54

○他の汽水域…
中海 （2.2 mgN/m2/day）
宍道湖（7.3 mgN/m2/day）

平均 14

8月 10月

2012年 太田川干潟の単位面積当たりの脱窒量
34 mgN/m2/day

2012年 太田川干潟の単位面積当たりの脱窒量
表2.5.5-2  現場脱窒活性（2012年．左：8月，右：
10月) 
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図 2.5.6-1  1.8K の地下水及び間隙水（高水敷→タイドプール→低水路干潟→本流）における窒
素化学種(NH4+, NO2-, NO3-, DON)及び塩分の鉛直分布 

図2.5.6-2  タイドプール内外の干潟堆積物及び本流河川河床における月窒活性及び硝化活性の鉛直分布
（2008年8月16日）．上段：脱窒活性，下段：硝化活性 
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部に着目し，ここでは，表層から深度5 cmまで詳細にみ
た．脱窒活性は最表層部で高い傾向にあるものの，深度5 
cmまで活性を示すことが分かった（図2.5.6-2上段）． 
 硝化活性は，ここでは NO3-の増減から概算している．
したがって，負の値は，脱窒活性を意味する．タイドプ
ール内の干潟及び本流河川の河床堆積物では，表層から
深度 20 cm 層まで脱窒活性が硝化活性を上回った（図
2.5.6-2下段）．タイドプール外の干潟（湧水地点を含む）
では，表層部では脱窒が優位であるが，深度が深くなる
につれ，硝化が優位であることを示した．このことは，
1.8Kの干潟には，硝化細菌が活性化できるような定常的
な DOの供給が深い層にあることを示唆する．前述した
ように，高水敷(A)地点のようなDOを含有する地下水が
関係しているものと推察される． 
(4) 窒素浄化能に及ぼす地下水流れの影響 
 日比野研究グループにより明らかにされた高水敷－タ
イドプール－低水路干潟の地下水の流れを模式図で示す
（図2.5.6-3）．高水敷と低水路間の地下水の流れは，デ
ルタ水位と河川水位の差によって決まる．満潮時には河
川水位がデルタ水位を上回るため，低水路側から高水敷
方向への地下水の流れが生起し，一方，干潮時にはデル
タ水位が河川水位を上回るため，高水敷側から低水路側
への地下水の流れが生じる．通性嫌気性従属栄養細菌で
ある脱窒細菌が活性を維持するためには，NO3- の供給
と有機物の供給が不可欠であり，また，好気性独立栄養
細菌である硝化細菌が活性化するためには，DO の供給
が不可欠である．高水敷地盤内の地下水は，前述したよ
うに（図2.5.4-5～2.5.4-8参照），高濃度のNO3- と十
分な DOを含有していることから，その水塊が無酸素か
つ高濃度の NH4+を含むタイドプール地盤内に定常的に
移流することは（図2.5.4-9～2.5.4-10参照），硝化反応
の活性化及び脱窒反応の活性化を促すことになり．硝
化・脱窒の一連の反応（図2.5.6-4）による高効率な窒素
浄化能に寄与するものと考えられる． 
 以上，タイドプールの水質浄化に果たす役割を窒素浄
化能の面から検討し，次の知見を得た． 
１）干潟堆積物の間隙水中の NO3-濃度は，上層で高く，
深くなるにつれて低下する傾向を示した． 
２）一方，タイドプール内の干潟堆積物では，表層部に
おいてもNO3-は低濃度であった．これは脱窒能が極め
て高いことによるものと考えられた． 
３）タイドプールの干潟堆積物では，表層のみならず深
い層まで高い脱窒活性を示した．このことから，DO
及び NO3-を含む地下水の影響を少なからず受けてい
るものと考えられる． 

４）また，タイドプール左岸の陸域における地下水（深
度 1m及び2.5m）では，高濃度のNO3-が観測された
のに対し，タイドプール内の同深度では，NO3-は全く
検出されなかった．この差は脱窒に起因するものと推
察される．脱窒によるとすれば，タイドプールの窒素
浄化に果たす役割は極めて大きいと云える． 
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図 2.5.6-3  デルタ水位と河川水位の差に基づく地下
水流れのイメージ図（高水敷→タイドプール→低水路干
潟） 

図2.5.6-4  微生物が関与する窒素循環プロセス 
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2.5.7 河川干潟の生態系特性の観点からの留意点 
○ 矢板構造と水質浄化能 
 日比野研究グループが指摘しているように（本稿
2.3.10），不透水層まで矢板を打設した場合には，デルタ
地下水と河岸地下水間での地下水循環が阻害されること
が予想される．これまで述べてきたように，太田川干潟
の高い窒素浄化能は，デルタ水位が河川水位を上回ると
き生起される，高水敷地盤内地下水（高濃度のNO3-と十
分な DOを含有）が低水路地盤内へ移流する過程で発現
する．したがって，矢板の打設により地下水循環が阻害
されると，窒素浄化能にも影響が及ぶことが懸念される．
地下水流の循環を妨げない透水性矢板の利用も視野に検
討を要する． 
 
2.5.8 まとめと課題 
太田川放水路の水質環境を理解するため，干潟の生態
系が水質にどのように関わっているのかに着目し，広島
湾から太田川放水路の上流約 5.2 km 地点までを対象に
調査研究を行った．そのなかで特に，“干潟付着藻類の酸
素供給能”及び“干潟の窒素浄化能（硝化・脱窒）”に関
して興味深い知見を得た． 
(1) 干潟付着藻類の酸素供給能 
時折観測される河川水中DOの超過飽和現象の要因を
究明するために検討したところ，その主要因が干潟の付
着藻類による酸素供給（光合成）にあることを示す次の
ようなデータ及び知見を得た． 
① 0K’ 地点の干潟直上において，日中の上げ潮時に，急
激なDOの上昇が見られ超過飽和状態（DO > 200%）
を呈した． 

② 満潮時に，0K’ 地点の表層 30cm と底層（河床上
30cm）の DOを河川横断方向に計測したところ，干
潟のある左岸底層のDOのみが過飽和（140%）を示
した． 

③ 干潟堆積物に付着する藻類の光合成による酸素供給
能を検証するため，石英瓶を用い明暗瓶法による現場
実験を行い検討したところ，河川水だけのサンプルが，
強光阻害を受け初期DOより減少したのに対し，干潟
堆積物（付着藻類）を含んだサンプルは，大きく上昇
し超過飽和状態（DO > 200%）を呈した． 

④ 下げ潮時には，干潟直上で DO の著しい増加（最大
140%）が観測され，上げ潮時には，干出干潟への河
川水流入直後にいきなり140%を超えるDO値が観測
された． 
以上の結果は，干潟で酸素が活発に生産されているこ
とを示すとともに，河川水の DO上昇に対する干潟付着

藻類の寄与がいかに大きいかを示すものと考えられた．
また，水中を浮遊する植物プランクトンが光阻害を受け
やすいのに対し，干潟付着藻類は，自ら移動して干潟堆
積物の隙間を利用することで最適の光量を得ていること
が示唆された．つまり付着藻類は，干潟干出時にも，直
射日光をさけ最適光量の場所で光合成を行うことができ，
次の上げ潮時に相当な量の河川水をも過飽和にさせる酸
素生産能を有するものと考えられた．これらは，付着藻
類が干潟生態系を支える上で非常に重要な役割を担って
いることを示すものであり，非常に興味深い． 
また，1.8K 地点の干潟直上に多項目水質計を設置し，
小潮から大潮にかけて水質の連続観測を行ったところ，
DO は，日中の上げ潮が始まって直ぐに急激に上昇し超
過飽和（最大200%）を呈するとともに，DOの上昇に少
し遅れてChl-aが急激に上昇する（最大90 µg/L）という
興味深い現象を観測した．このような Chl-a の上昇は，
上げ潮時に干潟の付着藻類が剥離されることを示唆する
ものと考えられる．また，後半の大潮時には，DOは 20
～95%の間で推移し，Chl-aも2～15 µg/Lの低濃度であ
った．これは，大潮時には，剥離された付着藻類がより
下流域にまで運ばれるためと推察された．このことは，
この時，下流域の河口や湾の表層で，超過飽和の DO及
び高濃度 Chl-a が観測され，かつその藻類種組成におい
て付着珪藻の占める割合が極めて高かったことからも支
持された． 
しかしながら，剥離された付着藻類が，どの程度の期
間まで活性を維持できるのかについては検討できなかっ
た．また，干潟堆積物には浮遊性植物プランクトンの一
部も保留されるものと考えられる．その保留率は，河床
材料により違ってくると考えられるほか，干潟には，生
物による無数の巣穴が存在しており，これらも干出時の
植物プランクトンの保留に関係するものと考えられる．
その保留された植物プランクトンの寄与についても今回
考察できなかった．それらについては，今後の検討課題
としたい． 
(2) 干潟の窒素浄化能（硝化・脱窒） 
 干潟堆積物の窒素浄化能を捉えるため脱窒活性及び硝
化活性について検討し，特に，タイドプールの存在する
1.8K地点で両活性が高いという興味深い知見を得た． 
① 脱窒活性（最大活性）は，中流域（1.8 K地点）で高
く，上流域（4.6 K地点）で低い傾向を示した．また，
1.8K では，表層のみならず深い層まで高い活性を示
した． 

② 硝化活性（最大活性）は，上流域の 1.8K 及び 4.6K
で高い傾向を示した．また，1.8K では，表層のみな
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らず深い層まで高い活性を示した． 
③ 特に 1.8Kでは，脱窒活性のみならず硝化活性も高い
傾向を示した． 
以上の結果は，1.8Kでは，硝化脱窒の一連の反応によ
る窒素浄化能が極めて高いことを示しており，この地点
の干潟間隙水中のDIN濃度が低いことに寄与しているも
のと考えられる．また，1.8Kでは，表層のみならず深い
層まで高い活性を示したことから，DO及びNO3-を含む
地下水の影響を少なからず受けているものと考えられる． 
また，低水路側の干潟堆積物の間隙水中のNO3-濃度は，
上層で高く，深くなるにつれて低下する傾向を示したの
に対し，タイドプール内の干潟堆積物では，表層部にお
いてもNO3-は低濃度であった．これは脱窒能が極めて高
いことによるものと考えられた．また，タイドプール左
岸の陸域における地下水（深度1m及び2.5m）では，高
濃度のNO3-が観測されたのに対し，タイドプール内の同
深度では，NO3-は全く検出されなかった．この差は脱窒
に起因するものと考えられ，タイドプールの窒素浄化に
果たす役割は極めて大きいものと推察される．  
(3) その他 
 河川水中の栄養塩（NH4-N, NO2-N, NO3-N 及び
PO4-P）と塩分との相関性から，主として，NO3-N負荷
は陸域からの流入（外部負荷）に，NH4-N 及び PO4-P
負荷はむしろ河口付近の底泥からの溶出（内部負荷）に
よることが示唆された．また，太田川放水路河川水のNP
バランスは，そのN/P比から全般的にN過剰であったの
に対し，間隙水中のNPバランスでは，中流域（1.8K）
のみ P過剰を呈した（その他はN過剰）．これら地点間
の相違も，脱窒能の差を反映するものと考えられた． 
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5 水産大学校 生物生産学科 

 
 
2.6.1 序論 
太田川は広島市を流れる一級河川であり，その中流
域で太田川は市街地を流れる旧太田川と太田川放水路
に分岐しており，旧太田川と太田川放水路の分岐点で
は太田川放水路側に祇園水門が設けられている．放水
路側にある祇園水門は太田川の水量が一定量以下であ
れば水門のゲートを一部開門し維持流量を流すが，増
水した時は水門を開け増水した水を太田川放水路に流
す仕組みになっている．それにより，太田川放水路は
広島市内を流れる旧太田川の水量を減らし，広島市内
を洪水から守る働きを担っている． 
このような大雨が生じた場合，太田川放水路の流動
状況は大きく変動することとなる．そうした流動環境
であるにもかかわらず，太田川放水路河口付近から祇
園水門にかけての汽水域には生物相豊かな干潟が形成
されている．これは，増水によるかく乱を受けながら
も，干潟生態系が自律的に回復し，持続されているこ
とを示しており，このようなかく乱の中での干潟の持
続性を評価することは，太田川放水路での干潟生態系
評価にとどまらず，干潟生態系を理解し，さらにいえ
ば造成干潟の設計において大変意義が大きい． 
干潟生態系にかかる主たる物理的外力(Hir ら，

2000)は，1)潮汐，2)波，3)吹走流，4)密度流があげら
れるが，このような外力は，干潟の物理化学的環境を
変化させるため干潟に生息するベントスの種組成やバ
イオマスが大きな影響を受けることが報告されている
(Pickettら，1985；Chainhoら，2007)．このような
外力の 1日の中での時間的な変化や季節的な変化に加
えて，台風のような一時的かつ強力なイベントは極め
て大きな影響を及ぼす．台風に基づく強い波は特に前
浜干潟では甚大な影響を及ぼし(Kimら，2003)，韓国
の Daeho 干潟では冬季に訪れる強力な嵐によって干
潟の浸食が起こり，生態系が影響を受けていることが
報告されている(Lee ら，1999)．一方，河口干潟では
洪水等増水の影響が大きい．増水は干潟上で低塩分環
境を引き起こすとともに，干潟土壌の浸食を引き起こ

す(Cardoso ら，2008)．イベントによる低塩分環境の
曝露は，河口干潟特有の現象であり，内湾性のベント
スにとっては強いストレスとなる(Ritter ら，2005)．
特に太田川放水路内に発達した干潟は，河川内である
ため低塩分環境は特に起こりやすいことが想定される． 
そこで本研究では，太田川放水路の汽水域に発達し
た干潟において，増水が干潟の物理化学的特性や生態
学的特性に及ぼす影響を評価すると同時に，その後の
自律的回復過程の把握を含め，変化しながらも持続的
に存在する太田川放水路内の干潟生態系の特性を評価
した．また，その一方で干潟生態系の特性の一つとし
て，捨石などの構造物に付着するベントスの水質浄化
能力に着目し，塩分濃度の変化等，環境条件の変化に
対する応答を評価すると共に，その懸濁物の濾過能力
を把握することとした．さらに，再生試験区と既存干
潟の生態系の比較により，干潟造成にあたっての留意
点を干潟生態系の観点から検討することとした． 
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2.6.2太田川放水路内干潟生態系の変動要因 
(1) 増水時，平常時の定義 
太田川本川の祇園水門から上流5 kmにある矢口第一
観測所で水位が 6.6 m (以下，東京湾平均海面 T.P.基準
である)以上に達すると，祇園水門のゲートを開放し，増
水した河川水が放水路に流される．この状態を増水時と

定義した．一方，同観測所での水位が 6.6 m未満であれ
ば，ゲート 1門が 30 cm程度開放され，河川生態系の維
持管理を目的とした維持流量が流れるようになっている．

この状態を平常時と定義した．なお，ゲートの開放日時，

流量のデータは国土交通省中国地方整備局太田川河川

事務所から提供された． 
(2) 矢口第一観測所の水位変化と祇園水門の開門状況 

2004年から2010年までの調査期間中，矢口第一観測
所の水位変化と祇園水門の開門状況を図 2.6.2-1 に示
す．なお，本図で示す水位は各日の平均値である．増水

の頻度と規模は年により大きな違いがある．2004 年は小
規模な増水が頻繁に起こっており，合計7回(No.1～7)に
達した．一方，2005年には 9月に台風 14号による集中
豪雨が起こり，最大水位が 12.51 mに達した(No.9)．この
年の 7 月の増水(No.8)ピーク時における時の出水量が
770 m3/s であるのに対し，9 月の増水(No.9)ピーク時に
おける出水量は 7200 m3/sであり， 10倍近い規模であ
った．このため，特に 9 月の流動環境の変化は干潟生態
系に影響を与えたと予想された． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2006 年も頻繁に増水が起こっており，特に 2006 年 6
月 26日～7月 9日の 14日間に開門は 4～5日間行わ
れた(No.12～15)．一方，2007年から 2008年にかけて，
2007年 7月に 6.62 mの規模の小さな増水(No.17)が 
起こっただけであった．従って，2007年，2008年は増水
による撹乱がなく，維持水量が流れていた時期として他の

年と比較するためのコントロール的な見方ができると考え

られた． 
2009年に 3回(No.18～20)，2010年に 3回(No.21～

23)の増水が起こり，2010年7月 12日から 15日には 98
時間，最大水位 11.15 mの増水が起こった(No.23)．この
増水は，調査期間で，もっとも長期にわたる開門であっ

た． 
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図2.6.2-1 矢口第一観測所における水位変化(数字が入っているところで開門された) 
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2.6.3 太田川放水路に形成された干潟生態系の物理化
学的変動 
(1) 太田川放水路における調査地点と調査項目 

図2.6.3-1に太田川放水路における調査地点を示す．
調査地点は太田川放水路河口より 1.5 km 上流(C2k)
の右岸から 60 m(T.P. -124 cm)付近の汽水干潟を選定し
た．調査地の右岸から左岸に向けた土壌勾配を図
2.6.3-2に示す．調査は 2005年から月 1回～2回の頻
度で，大潮の干潮時に行った． 
物理化学的特性として，深さ 25 cmまで 5 cm毎の粒
度分布，有機物含有量を表す強熱減量，傾斜勾配，砂面

変動を調査した．粒度分布および強熱減量(750±50℃)
は土壌試験法(JISA1226)に準拠し，傾斜勾配は測量法
によって求めた．また，増水に伴う砂面流出を把握するた

め，2006 年より砂面変動計(光電式砂面計 SPM-Ⅶ，三
洋測機社製)を護岸から 50 m，60 m地点に設置した． 

サンプリング
ポイント

太田川放水路 旧太田川

祇園水門

矢口第一水位観測所

3000 m
 

図2.6.3-1 太田川放水路内干潟の調査地点 
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図2.6.3-2 太田川放水路内干潟の調査地の勾配 

(2008年 10月) 
 

 (2)干潟土壌の粒度の変化 

増水のよる土壌の浸食やかく乱による粒径の小さい粒

子の流出を明らかにするために，粒度分布とシルト・クレ

イ粒子(75 μm 以下)含有率から評価を行った．各年度の
粒度分布の違いは，�2 テスト，各粒子の違いは一元配
置分散分析（oneway ANOVA）により評価した．分散分
析は比較する各群の分散が等しい（等分散性）が分析の

前提となる．したがって，まず等分散性をバートレット検定

およびルビーン検定によって有意水準（P 値）5％におい
て確認したのち，分散分を実施した．分散分析による各

群の比較においてはP値5％（p < 0.05）で有意な差があ
るとした．ただし，2005年の粒度分布測定は，他の年度と
一部異なっていたため，比較からははずした． 
その結果，粒度分布には統計的な違いは見いだせな

かった(χ2 . 4 df = 8.00, p = 0.00)．調査地点における主要
な粒子は粗砂(0.425-2.0 mm)であり，2006 年の表面か
ら 5 cmまでの土壌で，その割合は 60 + 1.1%であった．
同深さでの粗砂割合を年ごとに比較した場合(F5, 42 = 
2.112, p = 0.083)および深さごとの違いを比較した(F5, 

35 = 1.381, p = 0.255)が，いずれも違いはなかった． 

シルト・クレイ含有量の年変化を図 2.6.3-3に示す．シ
ルト・クレイ含有量は表面から 5 cm土壌では，年による違
いは統計的に有意であり(F5, 36 = 6.093, p = 0.0003)，
2007 年，2008 年とそれ以外の年で大きく異なった．
2006年の含有量は平均 9.4％であったが，2007年には
平均12.5％(p = 0.022)に増加し，2008年は平均13.5％
(p = 0.908)とほぼ同じ値を維持した．しかし，2009 年に
は9.8％(p = 0.002)まで低下し，ほぼ2006年の値に戻っ
た．先に示したように，2004年～2006年は増水が頻発し
た時期であり，2007年と2008年にはほとんど増水は起こ
っていない．一方で 2009年にふたたび 3回の増水が起
こった．2007 年，2008 年は増水が起こらなかったため，
シルト・クレイといった微粒子が堆積傾向にあったことを示

唆している． 
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図2.6.3-3 シルト・クレイ含有率の経年変化 
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一方，図2.6.3-3に5 cm～10 cm，10 cm～15 cmの
シルト・クレイ含有率についても示すが，年による違いは

いずれも見いだせなかった．また，さらに深い15 cm～20 
cm，20 cm～25 cmについても調査したが，いずれに違
いは見いだせなかった ( 5 cm to 10 cm: F5, 35 = 1.381, 
p = 0.255; 10 cm to 15 cm: F5, 32 = 2.367, p = 0.062; 
15 cm to 20 cm: F5, 35 = 0.933, p = 0.472; 20 cm to 25 
cm: F5, 34 = 1.285, p = 0.293)． 
(2)干潟土壌の強熱減量の変化 

シルト・クレイ含有率と同様に，堆積や浸食によって変

化することが想定される粒子状有機物含有量の指標とし

て，強熱減量を測定した．測定結果を図 2.6.3-4 に示す
が，表面から 5 cmの土壌では，強熱減量は 2006年の
1.87％から 2007 年には 2.14％に増加し，2008 年
2.00％であった値が，2009年には1.80％と減少した．
この傾向は，シルト・クレイ含有率と同様であったが，
統計的な有意な差は見いだせなかった(F5, 41 = 1.70, p 
= 0.156)．他の深さの土壌についても，年による違い
を比較したが，いずれも統計的に有意な差はなかった．
(5 cm to 10 cm: F4, 35 = 1.09, p = 0.375; 10 cm to 15 
cm: F4, 35 = 1.264, p = 0.303; 15 cm to 20 cm: F4, 35 = 
0.819, p = 0.522; 20 cm to 25 cm: F4, 35 = 2.20, p = 
0.089) 
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図2.6.3-4 強熱減量の経年変化 

 
(3) 増水に伴う砂の移動 
 調査地点における増水に伴う砂の浸食など移動につ
いては，2006年に調査地点に砂面変動計を設置し，モ
ニタリングを行った．図2.6.3-5は，2006年 6月 15
日から 9月末までの砂面変動計による 60 m地点の砂
面高さの変動である．砂面は比較的小規模な増水であ
った 6月 26日の増水(No.12；14時間，最大水位 7.04 
m)で 2 cm程度の浸食が起こったが，その後の 3回の
増水(No.13～15)では浸食はほとんどなく，その後は
徐々に堆積が起こり，再び 9 月 16 日～18 日の増水

(No.16)で大きな浸食を受けた．No.16の増水では浸食
は 12 cm に及んだ．No.16 の増水では，増水期間が
49時間，最大水位は 10.07 mに達し，No.12の増水
と比較して，増水時間で 3倍以上，最大水位で 2倍以
上の違いがあった．No.12およびNo.16の増水時の砂
面変動と矢口第一観測所の水位および最寄りの草津漁
港の潮位をそれぞれ図2.6.3-6と図2.6.3-7に示す．
いずれの増水でも増水直後に砂の浸食が起こっており，
その後は顕著な浸食は起こっていない． 
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図2.6.3-5 調査地点(60 m)の砂面変動 
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図2.6.3-6 砂面変動の時間変化と矢口第一観測所の

水位および草津漁港の潮位(No.12) 
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図2.6.3-7 砂面変動の時間変化と矢口第一観測所の

水位および草津漁港の潮位(No.16) 
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(4) 増水に伴う塩分濃度変化 
 洪水時の塩分濃度低下について評価するため，降雨
のない平常時，増水時の干潟直上水の塩分濃度，なら
びに増水時の干潟土壌中の塩分濃度を測定した．干潟
土壌直上の塩分濃度経時変化の測定には多項目水質計
(東亜ディーケーケー，WQC-24)を用い，土壌中の塩
分濃度についてはポーラスメディアを深さ 5 cm、10 
cm まで挿入して採取した間隙水を分析して得た．な
お，測定は護岸から 50 m地点にて行った．小規模増
水の例としてNo.21を，比較的大規模な増水の例とし
て No.23 の増水時の直上水の塩分濃度変化を図
2.6.3-8～図2.6.3-10にそれぞれ示す． 
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図2.6.3-8 平常時の塩分濃度変化 
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図2.6.3-9 小規模増水時(No.21)の塩分濃度変化 
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図2.6.3-10 大規模増水時(No. 23)の塩分濃度変化 

 
平常時には干潮時の塩分濃度低下が観察されたが，最
低でも 20‰を下回ることはなかった．一方，No.21の
増水では最高水位は 7.03 m，16時間の継続時間と比
較的小さな規模であったが，干潮と重なった時間に大
きく塩分濃度が低下し，塩分濃度がゼロに達した．塩
分濃度ゼロは 16時間中 2回起こり，塩分濃度ゼロの
積算時間は 13時間(4時間＋9時間)，塩分濃度 5‰以
下は 13時間(4時間＋9時間)であった．大規模増水で
あったNo.23では，長期間の塩分濃度ゼロが起こった．
水位が 8 m を越えると満潮時においても塩分濃度は
5‰を超えておらず，塩分濃度 5‰以下の連続時間は
49時間に達した．さらに，No.23の 7月 15日に干潟
土壌 0～5 cm，5～10 cmの間隙水の塩分濃度を測定
した結果，表 2.6.3-1 に示すように干潟直上水より塩
分濃度は高いものの，5‰を下回ることを確認した．
従って，増水時は，干潟上の海産性，汽水性ベントス
への影響が生じる可能性が考えられた． 

 
表2.6.3-1 大規模増水時(No. 23，7月 15日)の干潟 

土壌間隙水の塩分濃度（括弧の数字は標
準偏差，n=3） 

測定試料 塩分濃度[‰] 

干潟直上水 2.0 (0) 

干潟土壌 
間隙水 

－5 cm 3.7 (0.019) 

－10 cm 4.3 (0.58) 
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2.6.4 太田川放水路に形成された干潟生態系の生物学
的変動 
(1) 調査方法 

生物学的特性としては，マクロベントスに注目した． 25 
cm×25 cm×25 cm(表面積 0.0625 m2)のコドラートを用
いて任意の 3か所で干潟土壌を採取し，これを深さ 5 cm
毎に切り分けた．現地において，各層を 1 mm で篩い，

残ったマクロベントスをローズベンガル含有 10％のホル
マリン水溶液で固定・染色した(日本海洋学会，1986)．実
体顕微鏡を用いてソーティングし，マクロベントスを同定

(今島実，1998；西村三郎，1998)すると共に個体数と重
量(バイオマス)を計測した． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) マクロベントスの種組成とバイオマス変化 
 2005年から 2010年のマクロベントスの個体数とバイオ
マスを図 2.6.4-1 と図 2.6.4-2 に示す．全期間を通じて
23種のマクロベントスが現れた． 
まず，2005年から 2010年を通観してみると，2005年
から 2008 年前半にはイトゴカイが優占し，全個体数の
70％以上に達していたが，イトゴカイの減少に伴い，個
体数は減少した．その後は種構成が多様化した 2008 年
には個体数は低い水準で推移し，その後再びイトゴカ
イの一定の回復とともに多少の個体数の増加が起こっ
た． 
 イトゴカイは小型の多毛類であるため，バイオマスとし
て大きな割合を占めない．2007年から特に夏季に二枚 
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      図2.6.4-1 マクロベントスの個体数変化     
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    図 2.6.4-2 マクロベントスのバイオマス変化     
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貝であるホトトギス貝のマットが形成されるようになり，バイ

オマスとしては，甲殻類とともに大きな割合を占めた．マク

ロベントスの個体数とバイオマスを年変動でまとめると図
2.6.4-3となるが，増水がほとんど起こらなかった2007年
と 2008年にホトトギスマットと甲殻類の増加の影響で他の
期間よりバイオマスが大きい傾向を示した． 
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図2.6.4-3 マクロベントスの年変動 

 

増水との関係を見ると，比較的規模の大きかった 2005
年 7月 3日～6日の増水(No.9; 最大水位 12.51 m))で
は 50 %に個体数が減少した．どの種も影響を受けている
が，貝類，甲殻類ではそれぞれ個体数で 100 %，87 %の
減少となり，多毛類では 50 %であった．このとき砂面変動
は計測していないが，No.9 の増水より最大水位に関して
規模が小さい No.16の増水(最大水位 10.07 m)におい
ても 12 cmの浸食が起こったことから，この時も同程度か
それ以上の浸食が起こり，土壌表面に生息していたベン

トスが土壌とともに持ち去られた可能性が高い．しかし，

2005年 10月以降 12月までは多毛類と甲殻類の個体数
は増加しており，増水によって一時的に個体数が減少し

ても短期間に回復していくことが認められた．ただし，この

期間での貝類の増加は認められなかった． 
2006 年は小規模であったが，増水が生じる頻度が高

かった．一方，2005年や 2007年と比較すると，2006年
のマクロベントス個体数は，やや低く推移した．最高水位

は 7.51 mではあるが，特に 6月26日～7月9日の増水
時のマクロベントスの減少は著しかった．これに対し，9月
の 49 hにわたる増水では最高水位が 10.07 mに達する
増水が発生し，貝類は 1/10 程度まで減少したものの，本
研究での調査間隔では多毛類，甲殻類の個体数に影響

は認められなかった．6月 26日～7月 9日のうち 5日は
増水が起こっており，増水状態が39 h継続した．したがっ
て，増水量の他に，増水のパターンもマクロベントスに影

響する可能性が考えられた． 
一方，増水がほとんど生じなかった 2007年～2008年

に特徴的であったのはイトゴカイの減少と貝類の増加で

あった．イトゴカイ減少の原因は不明であるが，この結果

から，攪乱がない場合，そうした状況に適合した生物相に

なっていくと考えられた．個体数に変動はあるが4～12月，
いずれの月もアサリやホトトギス貝，馬刀貝などの貝類が

認められた． 2006年も 8月から 9月にかけて貝類が増
加したが，増水後の 10 月以降の貝類は極めて少なかっ
た．また，2005年も9月に増水が生じた後，貝類はほとん
ど認められなかった．これらの結果から，特に貝類は増水

による影響を受けやすいことが示唆された． 
なお，本研究では，1 mm以上のマクロベントスをモニ

タリングしている．従って，貝類の増加は，1 mm 以下の

貝類が成長した結果も含んでいると考えられる．一方，

2005年ならびに 2006年の 9月の増水後，12月まで貝
類の増加は認められていなかった．従って，8～9 月に貝
類が増水によるダメージを受けた場合，見かけ上回復す

るのは次年以降になると考えられた． 
(3) 個別マクロベントスの消長 
 主要なマクロベントスの個別の消長について整理した．

2005年については，大まかな分類のみであったため，個
別種の整理では2006年から2010年のデータを用いた． 
まず，多毛類として小型の内湾性であるイトゴカイ，汽

水性大型種(3～4 cm)であるヤマトスピオ，同じく汽水性
であるが高塩分を好む大型種コケゴカイを図 2.6.4-4～
図2.6.4-6に示す． 
 イトゴカイは，2006年から 2007年は比較的高い水準で
推移し，2008年は 100個体以下と常に低い値を示し，増
水が再び始まった 2009年に多少の回復を見せた．イトゴ
カイは日和見種として知られており，増水がなく土壌が安

定した特に 2008年に個体数の減少が認められた． 
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図2.6.4-4 イトゴカイの消長 
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 イトゴカイは，Kuwaeら(2000)のメソコスムを用い
た実験でも，移入・増殖した日和見種として報告され
ている． 
ともに汽水性大型種であるヤマトスピオとコケゴカ
イは対照的な挙動を示した．ヤマトスピオはイトゴカ
イと同様に増水による攪乱があった期間に高い個体数
を示し，土壌が安定した 2007年，2008年にはほとん
ど姿を見せず，再び 2009 年以降に増殖した．一方，
コケゴカイは2007年，2008年に高い個体数を示した．
2007年，2008年は後で詳しく示すが，ホトトギス貝
のマットが形成されたことから，土壌内の嫌気度が高
まった可能性があり，低酸素に対する耐性がヤマトス
ピオとコケゴカイでは違った可能性がある． 
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図2.6.4-5 ヤマトスピオの消長 

マ
ク
ロ
ベ
ン
ト
ス
個
体
数

[個
体

/m
2 ]

 

図2.6.4-6 コケゴカイの消長 

 
次に主要な出現二枚貝であるホトトギス貝について
図2.6.4-7に示す．ホトトギス貝は，2007年および 2008
年夏季に土壌表面でマットを形成した．土壌表面で生育

するホトトギス貝は攪乱によって容易に表面から剥離され

ると考えられることから，増水がなく土壌が安定した時期

に顕著な増殖が起こったと考えられる．また，2010 年に
は 7月 12日～15日に大規模な増水があったが，その後

は増水が起こらなかった．ホトトギス貝は 2010年8月から
個体数が増加しており，増水によって更新された土壌表

面に日和見種であるホトトギス貝がタイミングよく移入し，9
月の台風シーズンに増水がなかったためそのままマットを

維持したと考えられる． 
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図2.6.4-7 ホトトギス貝の消長 

 
最後に甲殻類であるニホンドロソコエビとスナウミ
ナナフシについて，図 2.6.4-8 と図 2.6.4-9 にそれぞ
れ示す．ニホンドロソコエビは汽水性種であり，砂泥
質から泥質干潟の土壌表面に巣穴をほって生活するこ
とが知られているが，2008年までほとんど生息してい
なかったが，2009年夏季に移入し，一旦姿を見なくな
ったが再び 2010 年夏季に移入してきた．なぜ 2008
年まで姿を見せなかったかについては不明である．一
方，汽水種であるスナウミナナフシは，2006 年から
2007年にかけて一定の個体数を示したが，2008年以
降ほとんどいなくなった．スナウミナナフシについて
も増水との関係などは不明である． 
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図2.6.4-8 ニホンドロソコエビの消長 
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図2.6.4-9 スナウミナナフシの消長 

 
(4) 多毛類の耐低塩性 
 (3)にて上述したように，増水の有無とマクロベント
スの消長との間の関係が示される一方で，表 2.6.3-1
に示すように増水に伴う干潟土壌中の塩分濃度の低下
も生じることが認められた．そこで，イトゴカイやコ
ケゴカイ，ゴニアダを用いて耐低塩分性の評価を行っ
た．実験では，次亜塩素酸を除去した水道水を用い，
所定の塩分濃度に希釈した濾過海水に，マクロベント
スを入れ，その後の生残性を評価した．マクロベント
スの生残は，ピンセットでの刺激への応答の有無を目
視で観察して判定した． 
図 2.6.4-10～図 2.6.4-12 に各々のマクロベントス
の活性の有無の経時変化を示す．イトゴカイ及びゴニ
アダについて，塩分濃度が 8‰となるとダメージを受
け，さらに塩分濃度が低下するにつれて応答が認めら
れない個体数が増加した．5‰では，投入から 20～22
時間経過後に全ての個体に応答が認められなくなった．
これに対し，コケゴカイでは 7‰以下で 20時間以降全
ての個体に応答が認められなくなっており，コケゴカ
イの低塩分耐性はイトゴカイやゴニアダより低かった． 
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図 2.6.4-10 イトゴカイの耐低塩分性  
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図 2.6.4-11 コケゴカイの耐低塩分性 
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図 2.6.4-12 ゴニアダの耐低塩分性  
 
これに対し，表2.6.3-1に示すように，干潟土壌中
の塩分濃度は 5‰以下まで低下することも認められた．
これら一連の結果は，増水に伴う塩分濃度の低下によ
り，マクロベントスがダメージを受けることを示した．
試験に用いたマクロベントスでは，特にコケゴカイは
低塩分に対して敏感であったが，増水が頻繁に起こっ
た 2005年から 2006年と 2009年から 2010年にかけ
ての増殖は困難であったとする結果(図 2.6.4-6 コケ
ゴカイの消長)と矛盾しなかった． 

 
(5) 統計解析 
各サンプリング時のベントス群の相同性を明らかに
するために，Bray-Curtis の類似度に基づくクラスタ
ー解析と多次元尺度構成法 (MDS)による評価を
Primer 6.1（PRIMER-E Ltd）を用いて行った(Clarke 
and Warwick, 1994)．生物群集の地域間の違いや時間
的な変遷など群集構造の違い・類似性を表す指標として

類似度指数があり，Bray-Curtis指数はその代表的なも
のである．この類似度の違いを視覚的に表現する手法
として，樹形図により表現するクラスター解析と平面図2.6.4-10 イトゴカイの低塩分耐性

図2.6.4-12 ゴニアダの低塩分耐性

図2.6.4-11 コケゴカイの低塩分耐性
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上（2 次元）や立体的（3 次元）等で表現する MDS
解析がある．樹形図では Similarity（類似度）を％で
表し，設定した Similarityで類似した群集をグループ
化（クラスター）する．一方，MDS では類似した対
象どうしを近く，類似していない対象どうしを遠くに
配置させることにより，視覚的に類似度を理解できる． 
図2.6.4-13は，各地点のベントス群の出現種と数に基
づいて Bray-Curtis 類似度指数を計算して結果を示す
樹形図である．70％の Similarity を基準としてグルー
プ分けを行うと2006年から2010年における各サンプ
リング時におけるベントス種組成は 7つのグループに
分けられることがわかった．以降G1～G7として示す．
さらに，それぞれのサンプルを多次元尺度構成法によ
り二次元で表現したものが図2.6.4-14である．2009年
9月（G6），2010年 8月（G7），2010年 9月（G5）
はそれぞれ単独のグループを形成し，他の期間とは大
きな違いがあった． 

G1とG2は大きなグループを構成した．G1は 2006
年のすべてと 2007年 7月までを含み，G2はそれ以降
と 2008年，2009年の夏季から秋季を除いたサンプル
を含んでいた．一方，G3は 2009年の 7月から 11月，
G4は 2008年の 8月から 10月と 2010年の 11月から

構成されていた． 
クラスター解析は，増水が起こった 2006 年から土壌
が安定した 2007 年にかけて種構成と個体数から評価
されるマクロベントス相に変化が現れ，2008年夏季と
2009 年夏季を除いては同様なマクロベントス相で推
移したことを示している．夏季は，ホトトギス貝によ
るマット形成やコケゴカイの増殖など基本的に他の期
間とは異なる種構成となるためマクロベントス相に違
いが表れたと考えらえる．2007年，2008年の増水が
起こらない安定期から再び増水が起こった 2009 年，
2010年は，2006年のマクロベントス相に戻るのでは
なく，新たなマクロベントス相を形成したことが示さ
れたことは興味深い．2005年から 2007年に優占して
いたイトゴカイは汚染指標種としても知られており，
2009年，2010年には甲殻類や貝類の個体数も増え，
多様性が高まったことが推定されることから，2005
年～2007年と比較して，河川水質が多少改善した可能
性も考えられる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図2.6.4-13 マクロベントスの個体数によるクラスター解析    図 2.6.4-13 マクロベントスの個体数によるクラスター解析    
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図2.6.4-14 多次元尺度構成法(MDS)による評価図2.6.4-14 多次元尺度構成法(MDS)による評価 
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2.6.5 再生試験区に形成された生態系評価 
再生試験区(T.P. 0.8 m)に形成されたマクロベント
ス生態系の評価のため，同区ならびにその対岸(0K，
T.P.＝－1.2 m)において，マクロベントスの採取と同
定を行った．方法は 2.6.4 (1)において述べたとおりで
ある． 
図2.6.5-1に再生試験区(T.P. 0.8 m)で観察されたマ
クロベントスを示す．再生試験区ではマクロベントス
生態系が形成されていることが確認された．また，
2010年 7月 12日～15日に過去 5年で最大級の増水
があったが，12 月にはマクロベントス個体数がほぼ
10倍まで増加した．従って，増水が生じてもマクロベ
ントス生態系は持続していくことが明らかとなった． 
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図2.6.5-1 再生試験区のマクロベントス 

 
再生試験区で最も多かったマクロベントスは多毛類
であり，次いで甲殻類，二枚貝となった．なお，2012
年 5月の貝類の急激な増加は後述するようにソトオリ
ガイの発生に伴うものである．その後のソトオリガイ
の減少について，理由は明らかではないが，2012年 7
月の増水による流出や魚類による捕食などが考えられ
る． 
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図2.6.5-2 再生試験区対岸(0K)のマクロベントス 

 
一方，T.P.は異なるが，河口域から同じ距離にある

0K地点，再生試験区の対岸(T.P. －1.2 m)において同
様の調査をしたところ，再生試験区と同様に，多毛類
が最も多く，次いで甲殻類となった(図2.6.5-2)．また，
生息数については，再生区と対岸とで大差なかった． 
しかしながら，種の構成に着目すると，図 2.6.5-3
及び図2.6.5-4に示すように，コケゴカイが最も優占
している点で一致するところもあるが，対岸の方が優
占種の偏りが少なく，多様であった．  
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図2.6.5-3 再生試験区において 10%以上を占めた 
マクロベントス 
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図2.6.5-4 再生試験区対岸(0K)において 10%以上を 
占めたマクロベントス 

 
再生試験区及びその対岸の表層 5 cmの粒度分布を
図 2.6.5-5，図 2.6.5-6 に示す．粒度分布に変動は認
められず，再生試験区のシルト・クレイ含有率は約
13%，対岸では約 2%であった．また，データは示さ
ないが，以深(～20 cm)においても，粒度分布に変動は
認められなかった． 
一方，再生試験区の強熱減量は 20 cmまで約 2％程
度と概ね一定であったのに対し(図2.6.5-7)，対岸にお
いては表層 10 cmまでは 1.5％以下，それ以深では強
熱減量の増加が認められた (図2.6.5-8)． 
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 調査で採取したマクロベントスは深さ25 cmまでで
あるが，表層 10 cmまで，10 cm以深には，概ね 50％
ずつ分布しており，こうした強熱減量の変動によるマ
クロベントス種構成への影響も考えられるが，これら
土壌の物理化学的特性とマクロベントスの種構成との
関係を明らかにできるほどではなかった． 
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図2.6.5-5 再生試験区の表層(5 cm)土壌の粒度分布 
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図2.6.5-6再生試験区対岸(0K)の表層(5 cm)の土壌の
粒度分布 
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図2.6.5-7 再生試験区の表層土壌の強熱減量 
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図2.6.5-8再生試験区対岸(0K)の表層土壌の強熱減量 
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2.6.6 懸濁物の濾過能力に対する塩分濃度の影響 
(1) 懸濁物の濾過生物とその能力の評価について 
 自然界において水域の浮遊懸濁物を除去し，浄化す
ることに寄与している生物濾過として，二枚貝の濾過
が上げられる．二枚貝は，鰓の繊毛運動で水流を起こ
し，入水口から水を外套腔内に取り入れて鰓弁で懸濁
物を濾過している．その濾過水量は，入水口と出水口
の開く大きさを変化させて調節している．この時，水
中の懸濁物のうち直径 5 �m以上のものは全て各鰓弁
の鰓糸間に篩状に密生している触毛で捕捉され，5 �m
よりも小さいものも出来るだけ多くを鰓糸の表皮から
分泌される粘液に絡めて捕捉されている． 
 太田川放水路における優占種としては，付着生物で
はマガキ Crassostrea gigas およびムラサキイガイ
Mytilus galloprovincialis が上げられる．同時に，マ
ガキは同放水路においても養殖されている．このよう
に大量に現存しているマガキおよびムラサキイガイは
同放水路における懸濁物を除去し，河川の浄化に大き
く寄与していると考えられる．一方，マガキおよびム
ラサキイガイの同放水路における生息域およびそこで
の濾過能力は，塩分，水温，酸素濃度などの環境要因
の変化によって大きく影響を受けていると考えられる．
また，それらの環境要因は，同放水路への河川水の流
入量の変化によって直ちに変化し，干満に伴ってもた
えず大きく変化していると考えられる． 
 マガキおよびムラサキイガイが浮遊懸濁物を除去し
ている量を推測するためには，まず，マガキおよびム
ラサキイガイの濾過能力を把握し，濾過に及ぼす環境
要因(塩分，水温，酸素濃度など)の影響を調べておく
必要がある．そこで，マガキについては「太田川放水
路における生態工学研究，太田川生態工学研究会中間
とりまとめ」および論文(山元・半田 2011a, 2011b, 
20011c, 20011d)で報告した．本研究では，ムラサキイ
ガイを用いてマガキの場合と同様に濾過水量を直接測
定する方法で，太田川放水路で頻繁に遭遇していると
考えられる塩分，水温および酸素濃度の変化がムラサ
キイガイの濾過水量に及ぼす影響を調べた．合わせて，
懸濁物による補正の必要性を検討しておく目的で，餌
生物として一般に知られている珪藻の一種である
Chaetoceros glacilis を投与して濾過水量の変化を調
べた．これらの結果を基に，マガキの結果との比較も
交えて考察を行った． 

 
 (2) 材料 
 材料には，水産大学校に隣接する海岸で，各実験時

の水温に近づいた時に採取した殻高 64.8 ± 3.2 mm(平
均値±標準偏差，以下同様に表す)，殻長35.2 ± 1.8 mm，
殻幅 23.9 ± 1.7 mm，体重 24.8 ± 2.6 gのムラサキイガ
イ 460個体を用いた．貝は，入手後マガキの場合と同
様にして，屋内に設置した FRP 水槽(長さ 170 cm，
幅 78 cm，深さ 40 cm)に浮かべた篭(46 x 32 x 16 cm)
に入れて塩分 35 psu および各実験時の水温に調節し
た状態で 1ヶ月以上予備飼育した．従って，各実験で
の水温，および「濾過水量に及ぼす水温の影響」を調
べた実験での水温上昇開始時の水温は，各個体の順応
水温として実験を進めた．同水槽への生海水は注入量
を 50 l/minとし，500 lパンライト水槽で餌と混合し
た後注入した．餌は野外の 5 ton水槽 2個で培養した
植物プランクトンを前記の注入水中に連続投与(0.4 
l/min)した．なお，同プランクトンの優占種は
Pyramimonas sp.であった． 

 
(3) 濾過水量の連続測定法 
 濾過水量は，濾過水量測定用の箱(ムラサキイガイの
出水口から出水される水を受ける箱)に取り付けた電
磁血流計のプローブ(内径 1.0 cm，1.0 l/min測定用，
Model FF-100T，日本光電)を通過する水量を電磁血流
計(MFV-3200，日本光電)で測定し，これを記録計
(MacLab/8，ADI)を用いて毎秒 4回の読み込み速度で
連続記録した．測定は，殻に手術を施したムラサキイ
ガイに濾過水量測定用の箱を取り付けて呼吸室に設置
して行った．手術は，採集した後直ちに，ゴムの薄膜
を止めるために，殻の外套皺襞の部分に金切り鋸を用
いて深さ約 7 mmの切り込みを入れ，外套皺襞の反対
側の殻頂付近にストッパーを取り付けた．濾過水量測
定用の箱は，透明アクリルの筒を用いて作成した幅
3.5~4 cm，長さ 8.5~10 cmの楕円形で高さ 3.5 cmの
ものを用いた．同箱に設置したゴムの薄膜は，手術用
の手袋を利用し，そのほぼ中央を長さ 4~6 cm，幅 2~3 
cm で，ムラサキイガイの外套皺襞の部分に当たる部
位を幅 1.0~1.3 cmに切り抜いて窓を開け，輪ゴムで濾
過水量測定用の箱に固定した．窓の長さは，ムラサキ
イガイの殻の蝶番の部分から殻の切れ込みまでの長さ
より 2~3 mm短く，幅はほぼ殻を開けた際の幅とした．
窓を開ける際には，水で濡らした紙製のガムテープを
ゴムの薄膜に貼り付け，これに窓の形を書き込んで，
ガムテープと一緒にゴムの薄膜を切り抜いた．殻頂付
近に取り付けたストッパーは，ビニールホースを約 3 
mmの幅に輪切りにし，これを約 4等分に切り分けた
ものを，瞬間接着剤で殻に貼り付けて設置した． 
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 各実験に先立ち，予備実験としてムラサキイガイで
の濾過水量の測定法の確認を行った．ムラサキイガイ
は，呼吸室に設置すると 20 分以内には濾水を開始し
た．この状態で，蛍光灯を常時点灯して 1週間観察し
たが，濾過水量はその間連続測定，記録が可能で，し
かも濾過水量には日周期および潮汐周期などの周期的
な変化が認められなかった．この間に，エバンスブル
ー(和光)の 2.5%海水溶液を注射器でムラサキイガイ
の入水口付近に滴下して海水の流れを確認したが，入
水口から吸入された同溶液はムラサキイガイの出水口
から排出された後，濾過水量測定用の箱に入り，同箱
に取り付けた電磁血流計のプローブを経由して排出さ
れており，他の部分から漏れ出ることはなかった．こ
れらのことから，本実験で用いた方法は，マガキの場
合と同様に，各実験での連続測定に使用することが可
能であると判断した． 

 
(4) 鰓の繊毛運動の測定法 
 鰓の繊毛運動は，濾過水量の測定と同様の装置を用
いて，ムラサキイガイの鰓弁の表面に載せた小片(直径
2.0 mm，厚さ 0.3 mmのビニールの薄膜)の移動する
速度(小片の移動速度)を計測して調べた．実験は，ム
ラサキイガイの殻の一方を除去して鰓を露出させ，測
定用の箱に鰓の表面を水平に設置して，14時間経過し
た後に開始した．測定用の箱は長さ 35 cm，幅 20 cm，
深さ 7 cm のものを用い，同箱への流入水量は 3 l/min
とした．小片の移動速度(mm/min)は，次の段階の塩
分および酸素濃度への低下開始前あるいは次の段階の
水温上昇の開始前の 15 分間に測定用の箱への海水
の流入を止めて 5回測定し，その平均値で表した． 
 
(5) 濾過に及ぼす塩分低下の影響 
 ムラサキイガイの塩分の低下に伴う濾過水量およ
び鰓の繊毛運動の変化を調べた． 
1) 方法 
 濾過水量は，酸素飽和の状態で塩分を徐々に低下
させて，水温 13.0 ± 0.1℃，21.0 ± 0.1℃，25.0 ± 0.1℃
および 28.0 ± 0.1℃で測定した．実験例数はそれぞ
れの水温で 20 例ずつ行った．濾過水量は，餌を十
分に投与した状態の予備水槽からムラサキイガイを
取り上げ，直ちに呼吸室に設置して 3時間経過した
後測定を開始した．塩分は塩分計(UC-78，セントラ
ル科学 )で測定し，濾過水量と同時に記録計
(MacLab/8，ADI)を用いて毎秒 4回の読み込み速度
で連続記録した．塩分は，実験装置への海水の注水

を止め，2 昼夜空気で曝気した水道水を定量ポンプ
(PST-550，イワキ)で連続注入して，濾過水量がゼロ
を示すまで低下させた．濾過水量は，塩分低下開始前
の 10分間および塩分が 30，25および 20 psuを示し
た前後 10 分間をそれぞれ計測して平均値を求め，体
重 1 kg当たりの値(Vg，l/min/kg TW)に換算した． 
 鰓の繊毛運動は，酸素飽和の状態で塩分を低下させ
て，水温 12.0 ± 0.1℃と 20.0 ± 0.1℃で測定した．実験
例数はそれぞれ の水温で 20例ずつ行った．塩分は実
験装置への海水の注入を停止し，2 昼夜空気で曝気し
た水道水を手で汲み入れて 1時間毎に 35から 25，20，
15，10，6，4，2 psuに順次低下させた．なお，28.0℃
では 10 psuの次は 9 psuに低下させた． 
2) 結果 
 濾過水量は，図2.6.6-1に示したように，水温 13℃
では，塩分35 psuで4.13 ± 1.58 l/min/kg TWを示し，
この値を塩分 30 psu に低下するまでは維持し，更に
塩分が低下するとこれに伴って減少して塩分 18.8 ± 
2.3 psu でゼロを示した．21℃では，塩分 35 psu で
3.90 ± 0.39 l/min/kg TWを示し，この値を塩分 30 psu
に低下するまでは維持し，更に塩分が低下するとこれ
に伴って減少して塩分 18.7 ± 1.7 psuでゼロを示した．
25℃では，塩分 35 psuで 4.19 ± 1.43 l/min/kg TWを
示し，この値を塩分 30 psuに低下するまでは維持し，
更に塩分が低下するとこれに伴って減少して塩分
18.5 ± 2.0 psuでゼロを示した．28℃では，塩分 35 psu
で 2.86 ± 1.02 l/min/kg TWを示し，この値を塩分 30 
psu に低下するまでは維持し，更に塩分が低下すると

図2.6.6-1 塩分の低下に伴う体重 1kg当たり
の濾過水量の変化（白丸および実線は水温
13℃，黒丸および実線は水温 21℃，白丸およ
び破線は水温 25℃，黒丸および破線は水温
28℃の場合を示す．） 
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これに伴って減少して塩分 18.4 ± 3.2 psuでゼロを示
した．このように，塩分 35 psuでは，13~25℃で濾過
水量がほぼ同じ値(約 4 l/min/kg TW)を示し，28℃で
はこれらよりも小さい値(約 3 l/min/kg TW)を示した．
しかし，濾過水量がゼロを示す塩分は 13~28℃でほぼ
同じ値(18~19 psu)を示した． 
  小片の移動速度は，図2.6.6-2に示したように，水
温 13℃では，塩分 35 psuで 15.5 ± 0.9 mm/minを示
し，この値を塩分 20 psu に低下するまでは維持し，
更に塩分が低下するとこれに伴って減少して塩分 2 
psuでゼロを示した．水温 21℃では，塩分 35 psuで
26.8 ± 1.9 mm/minを示し，この値を塩分 20 psuに低
下するまでは維持し，更に塩分が低下するとこれに伴
って減少して塩分 2 psuでゼロを示した．水温 25℃で
は，塩分 35 psuで 34.3 ± 2.4 mm/minを示し，この
値を塩分 25 psu に低下するまでは維持し，更に塩分
が低下するとこれに伴って減少して塩分 2 psuでゼロ
を示した．水温 28℃では，塩分 35 psuで 33.9 ± 1.5 
mm/minを示し，この値を塩分 25 psuに低下するま
では維持し，更に塩分が低下するとこれに伴って減少
して塩分 9 psuでゼロを示した．このように，小片の
移動速度は 13~25℃ではぼ同じ塩分 2  psuでゼロを
示し，25℃ではこれらよりも大きい塩分 9 psuでゼロ
を示した．また，小片の移動速度は，13~20℃では塩
分が低下しても 20 psuまで，25~28℃では塩分が低下
しても 25 psuまでほぼ同じ値を示した． 
3) 考察 
 マガキは 12~20℃の水温範囲で同様に，塩分の低下

に伴って濾過水量を減少させるが，ムラサキイガイは
12~28℃の水温範囲で同様に，塩分が 30 psuに低下す
るまでは濾過水量をそれまでと同様に維持し，更に塩
分が低下するとこれに伴って濾過水量を減少させた．
これらのことから，マガキは塩分が低下するとこれに
伴って濾過して懸濁物を除去する量を減少させるが，
ムラサキイガイは塩分が 30 psu に低下するまでは除
去する量を維持し，塩分が 30 psu よりも低下すると
これに伴って減少させると考えられる．このような傾
向は，水温が変化してもマガキでは 12~20℃，ムラサ
キイガイでは 12~28℃の範囲で，同様であると考えら
れる．一方，このように濾過水量の変化から判断する
と，ムラサキイガイの懸濁物を濾過して除去する能力
はマガキよりも塩分低下の影響を受けにくいと考えら
れる． 
 しかし，マガキは 12~20℃の水温範囲で塩分が 19 
psu に低下すると濾過を停止させている．同様に，ム
ラサキイガイは，12~28℃の水温範囲で同様に，塩分
が 19 psu で濾過を停止させた．これらのことから，
ムラサキイガイは，塩分が 19 psu に低下するとマガ
キと同様に直ちに懸濁物の濾過を停止させることが明
らかである．このような懸濁物を除去する変化は，季
節変化などによって水温が変化しても同じ傾向を示す
とことが明らかである．この時，ムラサキイガイは，
マガキと同様に順応水温に関係なく塩分 19 psu 以下
の水域では，濾過の停止に伴う捕食の停止によって成
長が停止することはもとより，呼吸困難に陥ると考え
られる． 
 ムラサキイガイの小片の移動速度は，水温 13℃と
21℃のいずれの場合でも塩分が 20 psuに低下しても
塩分 35 psu の場合と同じ値を示し，更に塩分が低下
すると減少し，塩分 2 psuで停止した．マガキでは，
水温 12℃と 20℃で塩分が 25 psuまで塩分 35 psuの
場合と同じ値を示し，更に塩分が低下すると減少し，
塩分 8 psuで停止している．これらのことから，ムラ
サキイガイの鰓の繊毛運動は，水温 13～21℃の範囲で
は水温に関係なくマガキ(25 psu)よりも低い塩分(20 
psu)に低下するまでは低塩分の影響を受けないと考え
られる．更に塩分が低下するとこれに従って，繊毛運
動の活動は低下して繊毛での水流を起こす能力が低下
してゆき，ムラサキイガイはマガキ(8 psu)よりも低い
塩分(2 psu)になると繊毛運動を停止して水流を起こ
す能力が停止することが明らかとなった．また，ムラ
サキイガイは，マガキよりも鰓の繊毛運動が塩分低下
の影響を受けにくいことが明らかとなった． 

図 2.6.6-2 塩分の低下に伴う鰓の表面に載せ
た小片の移動速度の変化（白丸および実線は水
温 13℃，黒丸および実線は水温 21℃，白丸お
よび破線は水温 25℃，黒丸および破線は水温
28℃の場合を示す．） 
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 一方，水温 25℃と 28℃では，ムラサキイガイの小
片の移動速度は塩分が 25 psu よりも低下すると減少
し，水温 25℃では塩分 2 psuで停止したが，水温 28℃
では塩分 9 psuで停止した．これらのことから，ムラ
サキイガイの鰓の繊毛運動は，水温が 25℃以上に上昇
すると塩分低下の影響を受け易くなることが明らかで
ある．なお，水温の影響については，「濾過水量に及ぼ
す水温の影響」のところで考察する． 
 二枚貝での濾過は，鰓の繊毛運動で水流を起こし，
外套膜を調節して鰓への入水口と出水口の開く大きさ
を変化させて濾過水量を調節している．濾過水量と鰓
の繊毛運動に及ぼす塩分低下の影響の相違から，ムラ
サキイガイは塩分が低下すると鰓の繊毛運動に影響が
出始める(水温 13～28℃では 30 psu)よりも高い塩分
(水温 13～21℃では 20 psu，水温 25～28℃では 25 
psu)から外套膜を調節して濾過水量を減少させ，低塩
分の海水と軟体部との接触を減少させていると考えら
れる．マガキでも，同様な調節が認められている．こ
のような濾過水量の減少は，生存してゆくために最も
重要な呼吸機能と捕食機能に直接関係する繊毛を保護
すると同時に，軟体部を保護するための防御機能の一
つとして，作用していると推測される． 
 ムラサキイガイは，無酸素あるいは致死濃度の硫化
水素の元でも殻を閉じて，低水温の状態では 1週間以
内，高水温でも 3日以内生存することが知られている．
マガキは，塩分が 20 psu以上では 10日間全て生存し，
鰓の繊毛運動が停止する塩分(8 psu)と同等以下に低
下すると殻を閉じて体内の浸透圧の低下を防ぐことに
よって 3日間生存している．以上のことから，太田川
放水路においても，常時塩分が 19 psu 以下を示すと
ころには，ムラサキイガイはマガキと同様に生息でき
ないと推測される．しかし，ムラサキイガイはマガキ
と同様に一時的に出水などによって塩分が低下しても
数日以内に回復すれば斃死することはないと考えられ
る．しかし，殻が発達する前の段階(例えば浮遊期)で
は，軟体部が直接環境水と接していることから，塩分
が 19 psu に低下すると成貝よりも早く斃死に至ると
考えられる．これらのことを総合すると，太田川放水
路でムラサキイガイおよびマガキが固着して生息して
いる所は，塩分が長期間 19 psu 以下に低下しない水
域であると推測される． 

 
(6) 濾過に及ぼす低酸素の影響 
 ムラサキイガイの低酸素に伴う濾過水量，鰓の繊毛
運動の変化を調べた． 

1) 方法 
 濾過水量は，酸素分圧を窒素ガスの曝気によって 1
時間毎に順次 8 段階に低下させて，水温 12.3±0.1℃，
20.5±0.1℃および 28.1±0.1℃で測定した．実験例数は
それぞれの水温で 20 例ずつ行った．酸素分圧は酸素
計(UC-100M，セントラル科学)で測定し，濾過水量と
同時に記録計(MacLab/8，ADI)を用いて毎秒 4回の読
み込み速度で連続記録した．濾過水量の測定は，餌を
十分に投与した状態の予備水槽からムラサキイガイを
取り上げ，直ちに呼吸室に設置して 3時間経過した後
開始した．濾過水量は，連続記録をもとに次の段階の
酸素分圧への低下開始前 5分間の平均値を求め，体重
1 kg当たりの値(Vg，l/min/kg TW)に換算した． 
 鰓の繊毛運動は，酸素分圧を窒素ガスの曝気によっ
て 1時間毎に順次 7~8段階に低下させて，水温 12.0 ± 
0.1℃，20.0 ± 0.1℃および 27.0 ± 0.1℃で測定した．実
験例数はそれぞれの水温で 20例ずつ行った． 
2) 結果 
 濾過水量は，図2.6.6-3に示したように，酸素飽和
(酸素分圧 155mmHg)の状態で，水温が 12℃では 2.91 
± 0.63 l/min/kg TW，20℃では 2.00 ± 0.42 l/min/kg 
TW，27℃では 1.80 ± 0.33 l/min/kg TWを示し，いず
れの水温でも同様に，酸素分圧が 20mmHg(酸素飽和
度約 13%)に低下するまでは酸素飽和の状態での値を
維持し，更に酸素分圧が低下すると減少した． 
  小片の移動速度は，図2.6.6-4に示したように，水
温が 12℃，20℃，27℃のいずれの場合でも，酸素分
圧が低下してもほぼ酸素飽和の状態での値を維持し，
水温 12℃では顕著ではないが，20℃では酸素分圧が
52.2 ± 1.2 mmHg(酸素飽和度 34%)，28℃では酸素分
圧が 33.3±1.2 mmHg(酸素飽和度 21%)よりも低下す
ると減少した． 

図 2.6.6-3  酸素分圧の低下に伴う体重 1kg
当たりの濾過水量の変化（白丸および実線は水
温 12℃，黒丸および実線は水温 20℃，黒丸お
よび破線は水温 28℃の場合を示す．） 
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3) 考察 
 二枚貝は，低酸素下で酸素摂取量を維持するために，
酸素摂取の効率を増大させて対応する種類と濾過水量
を増加させて対応する種類とに分けられる．ムラサキ
イガイは濾過水量を酸素分圧が低下しても酸素飽和の
状態での値を維持した．マガキは濾過水量を酸素分圧
の低下に伴って増加さている．これらのことから，ム
ラサキイガイとマガキでは低酸素下における呼吸・循
環の生理的対応の機構が異なっていると考えられる． 
 ムラサキイガイは，水温 12~27℃で同様に，酸素分
圧が 20mmHg(酸素飽和度約 13%)に低下するまでは
酸素飽和の状態での濾過水量を維持した．マガキは，
水温 12~27℃で同様に，酸素分圧 20 mmHg(酸素飽和
度約 13%)に低下するまでは酸素分圧の低下に伴って
濾過水量を増加させている．二枚貝の濾過は，鰓の繊
毛運動で水流を起こし，入水口から水を外套腔内に取
り入れて鰓弁間を通過させて行っている．この時，濾
過水中の懸濁物のうち直径 5μm 以上のものは全て各
鰓弁の鰓糸間に篩状に密生している触毛で捕捉し，5 
μm よりも小さいものも出来るだけ多くを鰓糸の表皮
から分泌される粘液に絡めて捕捉している．これらの
ことから，ムラサキイガイは，水温が変化しても酸素
飽和度が約 13%に低下するまでは酸素飽和の状態と
同等の懸濁物の捕捉量を維持していると考えられる．
しかし，マガキは，酸素飽和度が約 13%に低下するま
では酸素量の低下に伴って懸濁物の捕捉量を増加させ
ると考えられる．しかし，酸素飽和度が約 13%よりも
低下すると，ムラサキイガイおよびマガキはいずれも
濾過水量を減少させて懸濁物の捕捉量を減少させると

考えられる． 
 一方，ムラサキイガイは，水温 12~28℃で同様に，
酸素分圧 52 mmHg(酸素飽和度 34%)以上では酸素飽
和の状態での小片の移動速度を維持した．マガキは，
水温 12~27℃でどうように，酸素分圧 80mmHg(酸素
飽和度 50%)以上において酸素飽和の状態での小片の
移動速度を維持している．これらのことから，小片の
移動速度から判断すると，ムラサキイガイはマガキよ
りも低酸素に強いと考えられる．また，ムラサキイガ
イは水温が異なっても酸素飽和度 34%以上では酸素
飽和の状態での鰓の繊毛運動の活動度を維持して懸濁
物の捕捉を行っていると考えられる．マガキは，酸素
飽和度 50%以上では，酸素飽和の状態での懸濁物の捕
捉量を維持していると考えられる． 
 二枚貝での濾過水量は，鰓への入水口と出水口の開
く大きさを変化させて調節されている．このことから，
ムラサキイガイでは小片の移動速度が減少する酸素飽
和度 34%から濾過水量が減少する酸素飽和度 13%の
間での濾過水量の維持，およびマガキでは 50%から
13%の間での濾過水量の増加は，入水口と出水口の調
節で達成されていることが明らかである． 
 以上のことから，太田川放水路において，ムラサキ
イガイは酸素飽和度が 13%，マガキは 13%よりも長期
間低下する水域では，濾過水量の減少に伴う懸濁物の
捕捉量の減少によって成長に影響が出ていると推測さ
れる．また，ムラサキイガイは酸素飽和度が 13~34%，
マガキは 13~50%の範囲が，長期間継続する水域にお
いても濾過機能に影響が出ていると推測される． 

 
(7) 濾過に及ぼす水温の影響 
  ムラサキイガイを用いて，水温上昇に伴う濾過水量，
鰓の繊毛運動の変化を調べた． 
1) 方法 
 実験は，水温 12.0 ± 0.1℃，20.0 ± 0.1℃および 28.0 
± 0.1℃から水温を 3℃ずつ 1時間毎に上昇させて，濾
過水量および小片の移動速度を調べた．実験例数はそ
れぞれの水温で 20 例ずつ行った．以降，実験前に順
応させておいた水温であることを明記する上で，各水
温での実験を水温 12℃群，水温 20℃群および水温
28℃群と表す．濾過水量の測定は，餌を十分に投与し
た状態の予備水槽からムラサキイガイを取り上げ，直
ちに呼吸室に設置して 3時間経過した後開始した．濾
過水量は，前記の方法を用いて連続記録し，次の段階
の水温への上昇開始前の 10 分間の平均値を求め，体
重 1 kg当たりの値(Vg，l/min/kg TW)に換算した． 

図 2.6.6-4 酸素分圧の低下に伴う鰓の表面に
載せた小片の移動速度の変化（白丸および実線
は水温 12℃，黒丸および実線は水温 20℃，黒
丸および破線は水温 28℃の場合を示す．） 
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2) 結果 
 濾過水量は，図2.6.6-5に示したように，水温 12℃
群での水温12℃では2.08 ± 0.37 l/min/kg TWを示し，
水温を上昇させると水温の上昇に伴って増加して水温
18℃で 3.30 ± 0.53 l/min/kg TWへと 1.6倍増加し，更
に水温を 22℃以上に上昇させると水温の上昇に伴っ
て減少して水温 34℃でほぼゼロを示した．水温 20℃
群での水温 20℃では，水温 12℃群での 12℃での値と
ほぼ同じ値(2.17 ± 0.32 l/min/kg TW)を示し，水温を
上昇させると水温の上昇に伴って増加して水温 22℃
で 2.22 ± 0.55 l/min/kg TWへとわずかに増加し，更に
水温を 25℃以上に上昇させると水温の上昇に伴って
減少して水温 35℃でほぼゼロを示した．水温 28℃群
での水温 28℃では，水温 20℃群での水温 20℃よりも
小さい値(1.07±0.41 l/min/kg TW)を示し，水温を上昇
させると水温の上昇に伴って減少した． 
 小片の移動速度は，図2.6.6-6に示したように，水
温 12℃群での水温 12℃では 10.7 ± 1.8 mm/minを示
し，水温を上昇させると水温の上昇に伴って増加して
水温 27℃で 26.3 ± 3.5 mm/minへと 2.5倍増加し，更
に水温を上昇させると水温の上昇に伴って減少した．
水温 20℃群での水温 20℃では 25.3 ± 2.7 mm/minを
示し，水温を上昇させると水温の上昇に伴って増加し
て水温 30℃で 41.1 ± 5.1 mm/minへと 1.6倍増加し，
更に水温を上昇させると水温の上昇に伴って減少した．
この時，水温 20℃群での水温 20℃での値は，水温 12℃
群での水温 12℃での値よりも小さい値を示し，水温
12℃群での 20℃の値よりも大きい値(18.4 ± 2.7 
mm/min)を示した．水温 28℃群での水温 28℃では

29.9 ± 1.3 mm/minを示し，水温を上昇させると水温
の上昇に伴って増加して水温 32℃で 43.1 ± 2.2 
mm/minへと 1.4倍増加し，更に水温を上昇させると
水温の上昇に伴って減少した．この時，水温 28℃群で
の水温 28℃での値は，水温 20℃群での水温 20℃での
値とほぼ同じ値(18.4 ± 2.7 mm/min)を示し，水温20℃
群での水温 20℃から 28℃へ上昇させた時の値(38.0 ± 
5.2 mm/min)よりも小さい値を示した． 
3) 考察 
 ムラサキイガイの濾過水量は，水温 12℃群では水温
の上昇に伴って増加したが，水温を 25℃よりも上昇さ
せると水温の上昇に伴って減少して水温 35℃でほぼ
ゼロを示した．一方，マガキの濾過水量は，水温 12℃
群では水温の上昇に伴って増加したが，ムラサキイガ
イよりも1℃高い26℃よりも上昇すると減少してムラ
サキイガイよりも3℃高い38℃でほぼゼロを示してい
る．ムラサキイガイの小片の移動速度は，水温 12℃群
では水温を上昇させると水温の上昇に伴って増加した
が，水温 30℃よりも水温を上昇させると水温の上昇に
伴って減少した．一方，マガキの小片の移動速度は，
水温 12℃群では水温の上昇に伴って増大したが，ムラ
サキイガイよりも5℃高い35℃よりも上昇すると減少
している．このように濾過水量および小片の移動速度
の変化から見る限り，ムラサキイガイはマガキよりも
高温に対する耐性が弱いと考えられる． 
 ムラサキイガイでは，水温 20℃群での水温 20℃で
の濾過水量は，水温 12℃群での 12℃とほぼ同じ値を
示した．水温 20℃群での水温 20℃で小片の移動速度
は，水温12℃群での水温12℃よりも大きな値を示し，

図 2.6.6-6 水温上昇に伴う鰓の表面に載せた
小片の移動速度の変化（白丸および実線は水温
12℃，黒丸および実線は水温 20℃，黒丸およ
び破線は水温 28℃の場合を示す．） 

図 2.6.6-5  水温上昇に伴う体重 1kg 当たり
の濾過水量の変化（白丸および実線は水温
12℃，黒丸および実線は水温 20℃，黒丸およ
び破線は水温 28℃の場合を示す．） 
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水温 12℃群での 20℃の値よりも大きい値を示した．
二枚貝は，鰓の繊毛運動で水流を起こし，入水口と出
水口の開く大きさを変化させて濾過水量を調節してい
る．このような調節が行われない場合には，濾過水量
は鰓の繊毛の活動度と正の相関関係にあることが知ら
れている．これらのことから，ムラサキイガイは，季
節変化などで長期に渡って変化する12~20℃の水温範
囲では，水温に順応させて濾過水量を一定に維持する
ことが明らかである．従って，ムラサキイガイは，
12~20℃の水温域では，順応した水温に関係なくほぼ
同じ懸濁物の捕食量を示すと考えられる． 
 水温 28℃群での小片の移動速度は，水温 28℃では
水温20℃群での水温20℃での値とほぼ同じ値を示し，
水温 28℃よりも水温を上昇させると水温の上昇に伴
って増大した．このことから，鰓の繊毛運動は，季節
に伴う水温変化などの長期に渡って変化する20~28℃
の水温範囲では，活動度を変化させることなくほぼ一
定に維持することが明らかである．しかし，水温 28℃
群でのムラサキイガイの濾過水量は，水温 28℃におい
て水温 20℃群での水温 20℃よりも小さい値を示し，
水温 28℃よりも水温を上昇させると水温の上昇に伴
って減少した．また，ムラサキイガイは，水温が 25℃
よりも上昇すると水温の上昇に伴って高温障害が出始
めて，代謝量が減少することが知られている．これら
のことから，28℃の水温域でも，懸濁物を濾過して捕
食する能力は，鰓の繊毛運動の活動度を維持すること
によって水温 20℃と同等に維持されていると考えら
れる．しかし，水温 28℃の水温域では，外界水が軟体
部と接触する水量を減らして軟体部を高温傷害から保
護するように，濾過水量を減少させる調節を行ってい
ると考えられる．従って，ムラサキイガイは，季節変
化に伴う長期にわたる水温変化および短時間での水温
変化の場合のいずれにおいても水温 28℃以上になる
と，濾過水量の減少に伴って懸濁物を濾過して捕食す
る能力を著しく減少させると推測される． 
 以上のことから，太田川放水路において，ムラサキ
イガイの生息域はマガキよりも水温変化の小さいとこ
ろであると考えられる．従って，マガキが生息可能な
上流域および直射日光にさらされる干出帯は，ムラサ
キイガイにとっては生息不適なところであると推測さ
れる．また，ムラサキイガイは，マガキよりも塩分低
下に強いと考えられるが，マガキよりも夏期の水温上
昇の影響を強く受けて，実際の生息域を構成している
と推測される． 

 

(8) 濾過水量に及ぼす懸濁物の影響 
 濾過水量に及ぼす懸濁物の影響を明らかにしておく
目的で，ムラサキイガイを用いて，濾過水量を直接測
定する方法で連続測定し，濾過水運動の変化を餌生物
として一般に知られている珪藻の一種である
Chaetoceros glacilisを投与して調べた． 
1) 方法 
 実験は，0.5 μm 以上の粒子を除去した海水中で 2
日間畜養して絶食させた後，実験装置に設置して 14
時間経過後から餌を連続投与して，水温 15.0 ± 0.1℃，
20.0 ± 0.1℃および 24.0 ± 0.1℃で濾過水量の変化を調
べた．実験例数はそれぞれの水温で20例ずつ行った．
濾過水量の測定は，予備水槽からムラサキイガイを取
り上げ，3日間絶食させた後，呼吸室に設置して 3時
間経過した後開始した．絶食は，下記の濾過海水の注
入下で畜養して行った．餌の投与は，Chaetoceros 
glacilis (1.1x108 cell/ml，ヤンマー製)100 mlを濾過海
水2.7lに加えたものを7.00 ml/minで定量送液ポンプ
(PST-050，IWAKI)を用いて，呼吸室へ流入させてい
る濾過海水(1,030 ml/min)中に添加した．従って，呼
吸室への流入水中のC. glacilis濃度は 26,519 cell/ml
と計算された．濾過海水は，化繊綿を詰めた筒，0.5μm
のフィルター(Model III, ORGANO)の順に通過させ
て作成した． 
 濾過水量は，毎分 4回の読み込み速度で連続記録し
た値をもとに，餌の投与前および投与後に濾過水量が
最大を示した時のそれぞれ 10 分間の平均値を計算し
て平均濾過水量とし，これらの値を体重 1 kg当たりの
値(l/min/kg TW)に換算した． 
2) 結果 
 濾過水量は，図2.6.6-7に示したように，C. glacilis
を投与すると数分後から約 30 分後にかけて徐々に増
加して，水温 15℃では 0.84 ± 0.46 l/min/kg TWから
6.39 ± 1.92 l/min/kg TWへと 7.6倍，水温 20℃では
1.78 ± 1.12 l/min/kg TWから 7.23 ± 2.38 l/min/kg 
TWへと 4.1倍，水温 24℃では 2.17 ± 1.00 l/min/kg 
TWから6.65 ± 1.54 l/min/kg TWへと3.5倍増加した． 
3) 考察 
 濾過水量は，マガキと同様に，C. glacilisを投与す
ると数分後から約 30 分後にかけて徐々に増加した．
その増加率もマガキ(約 5倍)とほぼ同じ値(3.5~7.6倍)
を示した．これらのことから，ムラサキイガイは，マ
ガキと同様に餌を捕食する際には出来るだけ多くの餌
を捕捉するために濾過水量を増加さることが明らかと
なった．また，ムラサキイガイはマガキと同様に餌と
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なる懸濁物に遭遇すると濾過水量を著しく増加させる
能力を有していることが明らかである． 
 二枚貝は，鰓の繊毛運動で水流を起こし，入水口と
出水口の開く大きさを変化させて濾過水量を調節して
いる．このことから，ムラサキイガイは，マガキと同
様に，鰓の繊毛運動の活動度を増大させるなどの代謝
量の増大を伴わずに，外套膜の開閉や外套膜を開く角
度を調節することによって濾過水量を増加させると考
えられる． 

 
(9) 濾過による懸濁物除去量の推測 
 ここでは，ムラサキイガイおよびマガキの濾過によ
る太田川放水路における懸濁物の除去量を推測する上
での考え方を示す． 
 塩分，低酸素および水温に関する実験での各条件を
与える前の値を用いて，ムラサキイガイおよびマガキ
の濾過水量を推測すると，次のようになる．ムラサキ
イガイおよびマガキの濾過水量は，それぞれ水温
12~13℃では，体重 1 kg当たり毎分 2.08~4.13 l(1日
2,995~5,947 l)および体重 1 kg当たり毎分 0.60 l(1日
864 l)，水温 20~21℃では体重 1 kg 当たり毎分
2.00~3.90 l(1日 2,880~5,616 l)および体重 1kg当たり
毎分 1.06 l(1日 1,526 l)，水温 27~28℃では体重 1 kg
当たり毎分1.07~2.86 l(1日1,540~4,118 l)および体重
1kg当たり毎分 1.60 l(1日 2,304 l)となる．これらの
値は，測定開始まで飼育水槽中で餌を与えている状態
での値である．一方，3 日間絶食させた後に珪藻を投
与すると，濾過水量はそれまでのムラサキイガイでは
3.5~7.6 倍，マガキでは 5 倍に増加させている．自然

界においては濃度の違いがあっても餌となる懸濁物が
常時存在していると考えられる．これらのことから，
絶食期間が異なることから前記の倍率を利用すること
は検討を要すると考える．しかし，ムラサキイガイお
よびマガキは，自然界において餌生物の状態が良好な
場合には，少なくとも前記に示した各値よりも大きな
濾過水量を示して懸濁物を除去していると考えられる． 
 しかし，低塩分の海水に遭遇すると，ムラサキイガ
イは 30 psu よりも塩分が低下するとこれに伴って濾
過水量を減少させ，マガキは塩分の低下に伴って濾過
水量を減少させ，ともに塩分 19 psu で濾過を停止さ
せる．低酸素の海水に遭遇すると，ムラサキイガイは
酸素分圧 20 mmHg(酸素飽和度約 13%)に低下するま
ではほぼ酸素飽和の状態での濾過水量を維持し，更に
低下すると減少させる．マガキは，酸素量の低下に伴
って徐々に濾過水量を増加させ，酸素分圧 20 
mmHg(酸素飽和度13%)よりも低下すると減少させる．
水温が季節変化に伴って変化する場合やかなり長時間
かけて変化する場合には，ムラサキイガイは 12~20℃
の水温範囲ではほぼ同じ濾過水量を示すが，28℃に高
くなると減少させている．また，水温が急に上昇する
と，ムラサキイガイは 12~20℃の水温範囲においては
水温の上昇に伴って濾過水量を増加させ，28℃におい
ては水温の上昇に伴って濾過水量を減少させる．マガ
キは，生息していた水温より 6℃上昇するまでは，水
温の上昇に伴って濾過水量を増加させる． 
 以上のように，太田川放水路でムラサキイガイが懸
濁物を濾過する量は，現存量に現場と同じ水温におけ
る濾過水量を乗じ，これに塩分，酸素濃度および水温
の影響，加えて懸濁物の影響を考慮して補正すること
によって計算されると考える． 

 
 

図 2.6.6-7 珪藻の一種である Chaetoceros 
glacilisを濃度26,519cell/mlで投与した場合の
濾過水量の変化（白丸は投与前，黒丸は投与後
の場合を示す．） 
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2.6.7河川干潟の生態系特性の観点からの留意点 
 これまで，再生試験区，0K，C2K での調査結果を
示してきた．これらに C1K，2Kでの調査で得られた
結果も加え，今後，太田川放水路での干潟再生を行う
にあたり，留意すべき点について考察する． 
干潟の造成において，造成場所とその規模について，
地形，地盤高なども想定しながら決定することとなる．
再生試験区対岸(0K)の調査地点の T.P.は－1.2 mであ
ったが，同じレベルで，下流に位置する C1K，C2K
の干潟のマクロベントスを調査した結果，図 2.6.7-1
～2.6.7-4 に示すように，C1K と C2Kのマクロベン
トス種の構成は異なった．また，C1Kではコケゴカイ
が主な構成種となるなど，再生試験区対岸(図2.6.5-2
や 2.6.5-4)と共通する部分も認められた．さらに，再
生試験区(T.P.＝0.8 m)と同じ地盤高の 2Kでの調査結
果では，データ数が少ないが，同時期の再生試験区と
比較してホトトギスガイ，クーマが多いなど特徴があ
った(図 2.6.5-3，図 2.6.7-5，図 2.6.7-6)．このよう
に，河口からの距離が異なる干潟では，マクロベント
スの組成が異なった．従って，干潟造成において，河
口部からの距離は移入するマクロベントスと関係があ
ることに留意する必要がある． 
一方，図2.6.5-1～2.6.5-4に示されるように，河口
からの距離が同じである再生試験区とその対岸での調
査地点において，コケゴカイなど主要なマクロベント
スは共通していた．従って，造成場所と想定される場
所の対岸のマクロベントスの組成を知ることにより，
造成干潟に構成される生態系のマクロベントス構成種
をある程度予測することは可能と考えられた．但し，
地盤高が違うとマクロベントスの組成も異なった．今
回のケースでは地盤高が高い再生試験区でのマクロベ
ントス構成種は対岸よりも単純であった． 
従って，人工干潟の造成において，造成場所の選択
が可能な場合，ライフサイクルの成立を期待するマク
ロベントスがあれば，その種が見られる河口域からの
範囲を把握した上で，造成する場所を選定することも
一案となろう．ただし，マクロベントスの種構成は永
続的ではなく，先述のように河川等の水質によって影
響を受け，変遷していくことがあることを認識しなけ
ればならない．また，地盤高については，高くするこ
とでかえって種の構成の単純化を招きうることから，
造成場所周辺のマクロベントスの分布を把握した上で，
決定する必要があると考えられた． 
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図2.6.7-1 C1K地点のマクロベントス 
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図2.6.7-2 C2K地点のマクロベントス 
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図2.6.7-3 C1K地点にて10%以上を占めたマクロベントス 
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図2.6.7-4 C2K地点にて10%以上を占めたマクロベントス 
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図2.6.7-5 2K地点のマクロベントス 
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図2.6.7-6 2K地点にて10%以上を占めたマクロベントス 

 
2.6.8 まとめと課題 
放水路の最も重要な機能は都市部での洪水の発生防
止であり，放水路の増水はその機能が果たされている
ことの証左である．本研究では，放水路に形成された
干潟生態系が放水に対して，どのように応答し，自律
的に回復，持続されているかを調査した． 

2005年から実施したC2K地点での調査の結果，砂
面変動や粒度，強熱減量といった物理化学的な特性に
は，増水による変動期と増水が起こらない安定期がみ
られた．しかしながら，長期的に見ると，これらの物
理化学的な特性は概ね一定であった．また，マクロベ
ントス相については，増水が起こった 2006 年から土
壌が安定した 2007年にかけて叢に変化が現れ，2008
年夏季と 2009 年夏季を除いては同様なマクロベント
ス相で推移した．2007年，2008年の増水が起こらな
い安定期には，ホトトギス貝の群落が認められるなど，
流動環境に応じて変化していくマクロベントス種構成
の側面が認められた．その後，再び増水が起こった
2009年，2010年は，2006年のマクロベントス相に戻
ると期待されたが，新たなマクロベントス相が形成さ
れた．こうした変遷の原因については今後の検討課題

である． 
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2.7 底生生物及びその生息環境に関する研究  

斉藤英俊・今林博道 
広島大学大学院 生物圏科学研究科 

 

2.7.1 序論 
太田川放水路は，太田川の治水計画によって昭和 42
年に完成した人工河川である．上流からの淡水流量は，
祇園水門（放水路）と大芝水門（市内派川）によって
制御されており，平水時には放水路と市内派川へ 1：9
の割合で分派されているが，洪水時には祇園水門が開
放されて放水路への流出量が急激に増大する（2.3 章
参照）．放水路は，最大潮差が 4ｍと大きく，平水時に
は高塩分の海水遡上が河口から約 9ｋｍ上流の祇園水
門付近で観察され，一方，洪水にともなう土砂輸送や
数日間継続する淡水化などの撹乱を受けている．この
ように放水路の環境特性として，平水時には海的性質，
洪水時には河川的性質に変化する．放水路では，高水
敷高が潮間帯に設計されたことにより，干潮時には総
面積で市内派川のひとつである旧太田川（16ha）の約
4倍もの干潟が現在も維持されている（2.4章参照）． 
放水路の機能として，一義的には市街地を洪水から
守るためのものであるが，平水時には市民の憩いの場，
あるいは多様で有用な汽水性動植物の生息場所として
期待されている．これまでの放水路内の底生生物相に
おける知見では（平野ほか 1985；斉藤・今林 2009），
両岸に設置されたコンクリート護岸や敷石にはマガキ
やムラサキイガイなどの二枚貝類やフジツボ類などの
定着性の強い岩礁性生物が，砂質干潟にはアサリやヤ
マトシジミなどの二枚貝類やカニ類およびヨコエビ類
などの砂泥性生物がそれぞれ生息し，また，生活史の
一部あるいは全てを過ごすマハゼやクロダイなど移動
性の底生魚類の生息場所としても知られている．本研
究では，これら岩礁性・砂泥性生物や魚類の分布に及
ぼす水質・底質環境要因の影響および汽水生態系にお
ける食物網の解析をおこなった． 

2.7.2章では，河口部の庚午橋，中間部の己斐橋およ
び上流部の祇園大橋の 3 地点において，橋脚にコンク
リート製の付着基盤を潮位別に設置し，岩礁性生物の
分布に及ぼす塩分および干出時間の影響について検討
した． 

2.7.3章では，旭橋周辺に実証実験区として 2010年
3 月に完成した造成干潟とその下流にある自然干潟に
おいて，砂泥性生物である二枚貝類の生息密度に及ぼ

す地盤高および底質の影響について検討した． 
造成干潟には，砂止めのために敷石が設置され，干
潟の構造に垂直的な不連続性を生み出している．した
がって，造成干潟では敷石が魚類，特に遊泳力の乏し
い仔稚魚期に潮間帯への移動を制限する要因となり，
魚類の成育場として機能していない可能性がある．
2.7.4章では，敷石の有無が仔稚魚期および未成魚期の
異なる成長段階の魚類の分布に与える影響について検
討した． 
放水路における底生生物の餌起源として，河川上流
域あるいは海域からの基礎生産物を利用していると考
えられている．また，放水路内にはマハゼやキチヌな
ど高次の栄養段階に位置すると考えられる捕食性魚類
が生息している．2.7.5章では，このように多様な生物
の炭素・窒素安定同位体比を測定することにより，放
水路内の食物網における栄養の流れの推定を試みた． 

2.7.6章では，平水時の岩礁性・砂泥性生物や魚類の
分布に及ぼす塩分，干出および底質粒度組成など生息
環境からの留意点について記述した． 
 
2.7.2 岩礁性生物の分布に及ぼす塩分および干出の影
響 
（1）材料と方法 
調査は，河口部の庚午橋、中間部の己斐橋および上
流部の祇園大橋の 3 地点において（図 2.7.2-1），橋
脚にコンクリート製の付着基盤（10×10 cm）を水底
直上から水面まで 0.5mごとに設置した．実験は，岩
礁性生物の多様性および生産性の高くなる時期である
2007 年 9 月に開始し，2ヶ月後の各付着基盤におけ
る被度から群集組成を比較した． 
また，庚午橋において，橋脚に上記と同様の方法に
よって 2009年 7月から付着基盤を 6ヶ月間設置し，
各付着基盤における被度から岩礁性生物群集の初期遷
移状況を追跡調査した． 
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図2.7.2-1 太田川放水路における調査地点 
 
（2）結果 
①岩礁性生物の垂直分布 
庚午橋，己斐橋および祇園大橋の橋脚に設置した付
着基盤における岩礁性生物の被度を図2.7.2-2に示し
た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.7.2-2 調査地点別の岩礁性生物の垂直分布 
 
庚午橋では，-0.8m 層にはマガキが出現した．他の
岩礁性生物について，-0.8～0.7m層にはタテジマフジ
ツボやシロスジフジツボが出現した．-1.8～-1.3m 層
にはカサネカンザシが優占しており，タテジマイソギ
ンチャクやマンハッタンボヤも出現した．しかし，

1.2mより上層には岩礁性生物が出現しなかった． 
己斐橋では，-0.3m 層にはマガキが出現した．他の
岩礁性生物について，-0.8～1.2m層にはフジツボ類が
出現しており，上層にはドロフジツボ，下層にはタテ
ジマフジツボやシロスジフジツボが出現する傾向があ
った．-1.3～-0.8m層にはカサネカンザシが出現した．
しかし，1.7m 層には庚午橋と同様に岩礁性生物は出
現しなかった． 
祇園大橋では，全層でマガキが出現しなかった．他
の岩礁性生物についても-0.8m から上層では出現せず，
-1.3m層のみドロフジツボが出現した． 

 
②岩礁性生物の初期遷移 
庚午橋の橋脚に設置した付着基盤における6ヶ月間
（7～12月）の被度の変化を図2.7.2-3に示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.7.2-3 庚午橋における岩礁性生物の被度の変化 
 
調査期間中，フジツボ類，マガキ，カサネカンザシ，
タテジマイソギンチャクの付着が見られた．調査開始
1ヶ月後（7月）には，フジツボ類が-1.8～-0.8m層で
それぞれ 40.6～67.2%付着していた．フジツボ類は，
2ヶ月後（8月）以降も-1.8～0.2m層で 75～100％付
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着していた．一方，マガキは調査開始 1ヶ月後（7月）
には付着は見られなかったが，2ヶ月後（8月）に-1.8
～-0.8m層で 1.6～4.7%の付着がみられ，3ヶ月後（9
月）以降も 6.3～12.5%付着していた．カサネカンザシ
は，2ヶ月後（8月）の-1.8m層で 3.1％の付着がみら
れ，4ヶ月後（10月）まで確認できた．しかし，6ヶ
月後（12月）になると，カサネカンザシの付着部位に
フジツボ類が覆って付着していた．タテジマイソギン
チャクは，3 ヶ月後（9 月）の-1.30m 層でのみ 1.6%
の付着が確認できた． 
 
（3）考察 
①岩礁性生物の分布に及ぼす塩分および干出の影響 
一般的に河口域における岩礁性生物の垂直分布は，
塩分や干出の影響を受けていることが知られている．
本調査地点における大潮平水時の塩分データを一潮汐
ごとの平均値として求めると，河口部の庚午橋で 26.9
～31.8psu，中間部の己斐橋で 23.9～31.8psu および
上流部の祇園大橋で 11～18psu と潮位によって変化
していた．また，大潮平水時の干出時間を潮汐表から
算定すると，1.0～11.2 時間と潮位が高くなるにとも
ない長くなっていた． 
岩礁性生物の垂直分布と潮位別の塩分データおよび
干出時間の関係を図2.7.2-4に示すと，ドロフジツボ，
タテジマフジツボ，マガキおよびカサネカンザシなど
の岩礁性生物は，塩分 16.4～29.4psuおよび干出時間
1.0～9.0時間の範囲で出現していた．とくに祇園大橋
では干出時間が 3.2時間を越えると岩礁性生物は出現
しないことから，塩分の低い地点ほど干出の影響を強
く受けると考えられた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.7.2-4 岩礁性生物の分布に及ぼす塩分および干
出時間の関係 

 

種別にみると，低塩分に生息するドロフジツボ（山
口・久恒 2006）は塩分 16.4～28.7psuおよび干出時
間 1.0～9.0 時間，タテジマフジツボは塩分 23.9～
29.4psuおよび干出時間3.2～9.0時間と広範囲に出現
していた．これに対してマガキは塩分 25.2～28.0psu
および干出時間 4.7時間，カサネカンザシは塩分 24.2
～27.1psuおよび干出時間1.0～3.2時間と限定的に出
現しており，物理的環境要因が分布を制限しているこ
とが示唆された． 
 
②岩礁性生物の初期遷移 
庚午橋の橋脚に設置した付着基盤における岩礁性生
物の付着状況について（図2.7.2-3）， 1～2ヶ月後に
フジツボ類は潮位-1.8～-0.2mで付着し，-1.8～-0.8m
の間で一部はマガキとなって成長した．タテジマイソ
ギンチャクおよびカサネカンザシは 2～3 ヶ月後にそ
れぞれ-1.3m，-1.8mで付着するが，6ヶ月後に再びフ
ジツボ類に遷移した．フジツボ類やカサネカンザシは，
橋脚に直接付着していたのに対して，マガキおよびタ
テジマイソギンチャクは，フジツボ類を基盤にして覆
いかぶさるように付着していた．このように感潮河川
におけるフジツボ類，マガキ，カサネカンザシおよび
タテジマイソギンチャクの初期遷移を考慮すると，フ
ジツボ類が最初に基盤を覆った場合は，そのまま成長
するかあるいはマガキやタテジマイソギンチャクに付
着基盤として利用される．一方，カサネカンザシの場
合，今回の調査では基盤に付着した場合でも，遷移が
進むに連れてフジツボ類に覆われることによって死滅
することから，競争能力が弱い種と考えられる．した
がって，カサネカンザシは，上述したように感潮河川
では物理的環境要因によって分布が強く規定されてい
ることに加えて，生物的要因の影響も強く受けている
ことが示唆された． 
 
2.7.3 砂泥性生物の分布に及ぼす底質および地盤高の
影響 
（1）材料と方法 
①旭橋周辺の二枚貝類の生息密度 
調査は，旭橋周辺の 3地点（A、B、C）でおこなっ
た(図2.7.3-1)．地点A，Bは，実証実験区として 2010
年 3月に完成した造成干潟であり，地点Cは，下流に
ある自然干潟である．各地点の地盤高は，造成前の地
点 A，Bは 0ｍ，自然干潟の地点 Cは-1.2ｍであり，
造成干潟の 2地点よりも低地盤であった． 

 

 

0

2

4

6

8

10

12

05101520253035

ﾄﾞﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ

ﾀﾃｼﾞﾏﾌｼﾞﾂﾎﾞ

ﾏｶﾞｷ

ｶｻﾈｶﾝｻﾞｼ

出現せず

塩分（psu）

干
出
時
間
（
h
r）

0

2

4

6

8

10

12

05101520253035

ﾄﾞﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ

ﾀﾃｼﾞﾏﾌｼﾞﾂﾎﾞ

ﾏｶﾞｷ

ｶｻﾈｶﾝｻﾞｼ

出現せず

塩分（psu）

干
出
時
間
（
h
r）



底生生物WG 

 258

 
 
 
 
 
 
 
図2.7.3-1 旭橋周辺における調査地点 
 
底質材料については，放水路より上流部から持ち込
まれた堆積物を地点Aでは造成前と地盤高になるよう
に掘り入れたのに対して，地点Bでは 0.3ｍ程度盛土
されている(図2.7.3-2)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図2.7.3-2 旭橋周辺における造成干潟の断面図 

 
二枚貝類の採集は，造成前後の 2009年 2月～2011
年 11月の大潮の干潮時に， 2mm目合いのふるいに
かけて 30cm×30cm コドラート内の底質から選別し
ておこなった．持ち帰ったサンプルは，いずれも 10%
ホルマリンで固定後，同定を行った．底質環境として，
干潟の表面から厚さ 1cmの堆積物を採集し，中央粒径
値および含泥率（＜63μmの細粒分率）を測定した． 
 
②アサリのカゴ実験 
河口域である旭橋周辺がアサリの放流場所として適
しているかどうかを検証するため，2011 年 7 月～12
月に地点A，Cの他に，比較のために広島湾の中央部
に位置する潮干狩り場の江田島江南干潟を加えた3地
点において，カゴ実験をおこなった．方法は，プラス
チック製カゴ（縦 30×横 20×深さ 20cm）に目合い
10mm の網で遮蔽する網区と遮蔽しない網なし区を
干潟に設置し，カゴ内にアサリ（殻長 20～30mm）を

25個体投入して，期間中のアサリの生残率を測定した． 
実験期間中，カゴ内には放流個体（殻長 20～30mm）
とは明らかにサイズの異なる小型のアサリ（殻長＜
10mm）が混入していることがある．本研究では，こ
の小型個体を天然着底個体と定義し，生息密度を計数
した． 

 
（2）結果 
①旭橋周辺における二枚貝類の生息密度 
旭橋周辺の二枚貝類の生息密度のデータを図

2.7.3-3に示した．地点Aでは，全調査期間を通じて 8
種の二枚貝類が出現した．干潟造成前の 2009年 2月
～10月の間では，アサリ，ヒメシラトリ，ユウシオガ
イ，オキシジミ，ソトオリガイおよびホトトギスガイ
が出現したが，それらの生息密度はいずれも 10個体/
ｍ2未満と低密度であった．干潟造成後の 2010年 3月
以降では，ヒメシラトリおよびユウシオガイが消失す
る一方で，新たにイソシジミおよびバカガイが出現し
た．造成後の各種の生息密度について，ソトオリガイ
が 2011年 5月に最大 231個体/ｍ2を示すように優占
していた．アサリの生息密度は，造成前後で 0～7 個
体であったが，2010年 9月以降出現しなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.7.3-3 二枚貝類における生息密度の時間的変化 
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地点Bでは，全調査期間を通じて 5種の二枚貝類が
出現した．干潟造成前の2009年2月～10月の間では，
アサリ，ユウシオガイ，オキシジミ，ソトオリガイお
よびホトトギスガイが出現したが，アサリ以外の生息
密度はいずれも 10個体/ｍ2未満と低密度であった．干
潟造成後の 2010年 3月以降では，ユウシオガイとオ
キシジミを除く 3種出現したが， 7月から 11月の間
では全く出現しなかった．造成後の各種の生息密度に
ついて，ソトオリガイが 2011年 5月に最大 575個体/
ｍ2を示すように優占していた．アサリの生息密度は，
造成前の 2009年 10月に最大 27個体であったが，造
成後の 2010年 7月以降出現しなかった． 
地点Cでは，全調査期間を通じて 9種の二枚貝類が
出現した．2009年 2月～10月の間では，アサリ，ヒ
メシラトリ，オキシジミ，マテガイ，ソトオリガイお
よびホトトギスガイが出現した．最も優占していたホ
トトギスガイは，2009 年 8 月を除くと 1520～2445
個体/ｍ2と高密度であった．2010年 3月以降では，ヒ
メシラトリが消失し，新たにイソシジミ，バカガイお
よびハザクラが出現した．造成後の各種の生息密度に
ついて，最も優占していたホトトギスガイは，2010
年7月を除くと763～2445個体/ｍ2と高密度であった．
次いで優占していたのはソトオリガイであった．アサ
リの生息密度は，2010年 5月に最大 173個体/ｍ2であ
り，地点 A，Bでアサリが消失していた 2011年 5月
以降も 19～63個体/ｍ2の生息密度があった． 
 
②底質環境 
底質環境のデータを図2.7.3-4に示した．地点Aの
中央粒径値は，調査期間中 0.37～0.91mmの範囲を推
移した．干潟造成前の 2009年 2月～8月の間は，0.37
～0.41mmと安定していたが，10月に 0.91mmと大
きく増加していた．干潟造成直後の 2010年 3月にお
いて，中央粒径値は 0.43mmと大きく減少し，その後
0.4～0.53mmの範囲をゆるやかに変化していた．地点
A の含泥率は，調査期間中 2.6～14.8％の範囲を推移
した．干潟造成前の 2009年 2月～10月の間は，5.8
～11.4％であった．干潟造成後の 2010年 3月～5月に
おいて,含泥率は 12.2～14.8％と大きく増加し， 7 月
に 2.6％と大きく減少した．その後数値は，14.8％ま
で増加傾向にあった． 
地点Bの中央粒径値は，調査期間中 0.18～1.08mm
の範囲を推移した．干潟造成前の 2009年 2月～8月
の間は，0.59～0.63mm と安定していたが，10 月に
0.83mm と大きく増加していた．干潟造成後の 2010

年 5月において，中央粒径値は 0.18mmと大きく減少
し，7月に 1.08mmと大きく増加していた．その後数
値は 0.64mm までと低下傾向にあった．地点 B の含
泥率は，調査期間中 1.4～26.1％の範囲を推移した．
干潟造成前の 2009年 2月～10月の間は，3.2～7.7％
であった．干潟造成後の2010年3月～5月において，
含泥率は 10.4～26.1％と大きく増加し，続く 7 月に
1.4％と大きく減少した．その後数値は，9.5％まで増
加傾向にあった． 
地点Cの中央粒径値は，調査期間中 0.53～0.91mm
の範囲を推移した．2009年 2月～10月の間は，0.56
～0.76mmであった．2010 年 5月において，中央粒
径値は 0.53mm とやや減少したが，その後 0.71～
0.91mmの範囲を小幅な変化で推移した．地点Cの含
泥率は，調査期間中 0.5～8.3％の範囲を推移し，地点
A，Bのような大きな変動は示さなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図2.7.3-4 底質環境の時間的変化 

 
③アサリのカゴ実験 
カゴ実験網なし区におけるアサリの生残率のデータ
を図2.7.3-5に示した．アサリの生残率は，実験開始
1ヶ月後（8月）において放水路の造成干潟で 49.7％
および下流の自然干潟で 53.3％と半減したが，江田島
江南干潟で 94.7％と高い値を示していた．その後，生
残率は，造成干潟で実験開始 1ヶ月半後に 0.7％，自
然干潟で実験開始 3ヶ月半後に 4％とほぼ全滅状態に
なった．一方，江田島江南干潟における生残率は，実

含
泥
率
（
％
）

調査期間

0

0.3

0.6

0.9

1.2

1.5

2月 5月 8月 10月 3月 5月 7月 9月 11月 5月 8月

A

B

C

0

5

10

15

20

25

30

2月 5月 8月 10月 3月 5月 7月 9月 11月 5月 8月

A

B
C

2009年 2010年 2011年

2009年 2010年 2011年

中
央
粒
径
値
（
m

m
）

造成干潟
完成

造成干潟
完成

出水

出水

含
泥
率
（
％
）

調査期間

0

0.3

0.6

0.9

1.2

1.5

2月 5月 8月 10月 3月 5月 7月 9月 11月 5月 8月

A

B

C

0

5

10

15

20

25

30

2月 5月 8月 10月 3月 5月 7月 9月 11月 5月 8月

A

B
C

2009年 2010年 2011年

2009年 2010年 2011年

中
央
粒
径
値
（
m

m
）

造成干潟
完成

造成干潟
完成

出水

出水



底生生物WG 

 260

験開始 4ヶ月後に 54.7％，6ヶ月後に 16％であり，放
水路の2地点と比較して減少傾向はゆるやかであった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
カゴ実験網区におけるアサリの生残率のデータを図
2.7.3-6に示した．アサリの生残率は，実験開始 6ヶ
月後（12 月）においても造成干潟で 87.3％，自然干
潟で 77.2％，江田島江南干潟で 79.3％といずれも高い
値を示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図2.7.3-6 カゴ実験網区におけるアサリの生残率 
 
カゴ実験網区にみられた天然アサリ稚貝の生息密度
を図2.7.3-7に示した．10月下旬における稚貝の平均
生息密度は，造成干潟で 0 個体/ｍ2，自然干潟で 4.2
個体/ｍ2，江田島江南干潟で 58.3個体/ｍ2であった． 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

（3）考察 
①旭橋周辺における二枚貝類の生息密度 
旭橋周辺の地点A，Bは，干潟造成前においてはア
サリ，ユウシオガイ，オキシジミ，ソトオリガイおよ
びホトトギスガイなどを構成種とする似通った二枚貝
相をしていた．両地点におけるアサリの生息密度は，
地点Aで最大 7個体/ｍ2であるのに対して，地点Bで
は最大 27個体/ｍ2とやや多いものの，アサリ以外の二
枚貝類の生息密度は，両地点では 10個体未満/ｍ2であ
った．このように干潟造成前において両地点は地盤高
が同じであり（0ｍ），さらに底質について含泥率が地
点A（5.8～11.4％）と地点B（3.2～7.7％）で大きな
差がないことが，共通の二枚貝類相を形成させている
と考えられる． 
干潟造成は 2010年 3月に完了したが，その後の二
枚貝類の出現状況は両地点で異なっていた．地点Aで
は，2010年 5月～11月の間に二枚貝類はホトトギス
ガイ，ソトオリガイ，オキシジミおよびアサリが出現
していたが，地点Bではソトオリガイやアサリが出現
したものの，7月～11月は全く出現しなかった．この
要因として，地点Bでは底質の中央粒径値が 5月から
出水のあった 7月の間に 0.18mmから 1.08mmと大
きく変化していることから，盛砂の撹乱が起きている
ことが影響したもの考えられる．2010 年 7 月以降，
地点Bの底質粒子サイズは細粒化傾向にあり，地点A
の粒子サイズに近づいたことが，両地点ともソトオリ
ガイを優占種とする二枚貝相になった要因であると考
えられる． 
造成干潟の下流に位置する自然干潟である地点Cで
は，全調査期間を通じてホトトギスガイを優占種とし
た二枚貝相を示していた．地点Cは，地点A，Bより
も地盤高が低く（-1.2m），さらに底質の粒子サイズが
0.53～0.91mmと地点A，Bのそれよりも変動幅が小
さく安定的であることが示唆される．また，アサリは，
地点A，Bでは 2010年 9月以降出現していないが，
地点Cではそれ以降も出現していることから，地盤高
の低さがアサリの着底に有利に働いていると推察され
る． 
 
②アサリのカゴ実験 
カゴ実験網なし区におけるアサリの生残率は，実験
開始1ヶ月後の8月において放水路の造成干潟および
下流の自然干潟で 50％前後に半減しており，同時期で
90％以上の高い生存率を示した江田島江南干潟より
もアサリの生存には厳しい環境であることが判明した．
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図 2.7.3-5 カゴ実験網なし区におけるアサリの生残
率 

図 2.7.3-7 天然アサリ稚貝の生息密度（2011 年 10
月下旬） 
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実験期間中，カゴ内には割れたアサリ殻がみられたこ
とから，おもにクロダイやナルトビエイによる食害の
影響が示唆される（斉藤ら 2007）．一方，目合 10mm
の網で保護したカゴ実験網区におけるアサリの生残率
は，実験開始 6ヶ月後の 12月においていずれの干潟
にでも 80％前後の高い値を示しており，網保護によっ
てアサリの食害生物対策は可能であることが示唆され
た． 
カゴ実験網区にみられた 10 月下旬における着底個
体と考えられるアサリ稚貝の平均生息密度は，造成干
潟で 0個体/ｍ2，自然干潟で 4.2個体/ｍ2および江田島
江南干潟で 58.3個体/ｍ2であった．放水路の 2地点間
では，低地盤の自然干潟でのみアサリの生息がみられ
たが，高地盤の造成干潟では出現しなかった．また，
アサリの出現が見られた自然干潟の稚貝の生息密度は，
江田島江南干潟の 1/10以下と低かった．カゴ内は食害
の影響は排除できることから，稚貝の生息密度は着底
量の違いが反映されていることが示唆される． 
 
2.7.4 仔稚魚の分布に及ぼす敷石の影響 
（1）材料と方法 
①自然干潟と造成干潟の構造 
調査は，旭橋上流の自然干潟および下流の造成干潟
で仔稚魚の採集おこなった(図 2.7.4-1)．両地点は，
自然干潟では沖側から岸側に向かって緩やかに地盤高
が上昇しているのに対し，造成干潟では砂止め用の敷
石により沖側と岸側で垂直な段差が生じ，不連続な構
造となっている(図2.7.4-2)． 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図2.7.4-1 調査地点 

 
②仔稚魚の採集 
仔稚魚は，2010年 4月～2011年 3月の毎月一回，
大潮の干潮時にサーフネット（幅 4m×高さ 1m×目
合い 2mm）を曳くことによって採集した．サーフネ
ットは，二人の調査者により網口が 2mになるよう距

離を調節しながら，人力で 10m を曳いて得られたサ
ンプルを一回分（採集面積：20ｍ2）として採集を行っ
た．本調査では，地盤高の高低や敷石の有無などの干
潟物理環境の影響による魚類の分布の違いを明らかに
するため，自然干潟および造成干潟のそれぞれにおい
て岸側からの距離に応じた地盤高の異なる 3地点(沖，
中間，岸)を設定して採集した．魚類は 80%エタノー
ルで固定後，持ち帰って種の同定と体長測定をおこな
った． 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図2.7.4-2 自然干潟と造成干潟の断面模式図 
 
③未成魚の採集 
未成魚は仔稚魚よりも遊泳力が高く，サーフネット
での採集が難しいため，本研究では釣りによる採集を
おこなった．2010 年 10 月 27 日の日中および 2011
年 9月 22日の夜間において，自然干潟および造成干
潟に同人数を配置して満潮前後4時間計8時間を同じ
仕掛けと餌によって釣獲調査した．得られた魚類は釣
獲時刻，種名および体長を記録し，持ち帰った後冷凍
保存した．その後，魚類の消化管内容物の同定と重量
測定をおこなった． 

 
④餌生物の採集 
魚類が摂餌していると思われる生物を採集するため，

2011 年 11 月４日に仔稚魚を採集した定点において
30cm×30cmコドラート内の砂泥を2㎜目合いのふる
いにかける方法で底生生物を採集した．敷石の底生生
物は，スクレイパーで適当な範囲の牡蠣を殻ごと削り
そのまま採集した．また，遊泳性の餌生物は，仔稚魚
採集と同時にネットによって得られたものを利用した．
持ち帰ったサンプルは，いずれも 10%ホルマリンで固
定後，同定をおこなった．  
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（2）結果 
①仔稚魚の季節変化と分布 
自然干潟では調査期間中，15 種の魚類が採集された
（表2.7.4-1）．最も多く採集されたのはビリンゴであ
り，他にもヒメハゼやチクゼンハゼなどを含めたハゼ
科魚類は，周年見られる傾向があった．ハゼ科以外の
魚種は季節的に出現が異なり，春にアユ，スズキ，ウ
ミタナゴ，マコガレイ，夏にカタクチイワシ，クロダ
イ，シロギス，冬にキチヌなどがみられた． 
 
表2.7.4-1 自然干潟における１曳網あたり（20m2）
の仔稚魚の採集状況 

魚種 4～5月 6～7月 8～9月 10～11月 12～1月 3～4月
アユ 1
シラウオ
カタクチイワシ 1 89 2 6
マゴチ 1 3 3 1
マコガレイ 1
スズキ 12
クロダイ 3
キチヌ 3
ヒイラギ
ウミタナゴ 2
シロギス 83
マハゼ 8
シロウオ
ビリンゴ 97 43 13 9 21 3
チチブ 3 1
スジハゼ 5 5
ヒメハゼ 15 2 1 2 7
チクゼンハゼ 1 2 1 1 2
合計個体数 122 146 111 17 31 26
合計種数 7 6 7 4 6 6  

 
造成干潟では調査期間中，13種の魚類が採集された
（表2.7.4-2）．自然干潟と同様に，優占種はハゼ科の
ビリンゴであり，他にチチブも周年見られた．各季節
の代表的な種は，春にシロウオ，夏にカタクチイワシ，
クロダイ，ヒイラギがみられた． 
 
表2.7.4-2 造成干潟における１曳網あたり（20m2）
の仔稚魚の採集状況 

魚種 4～5月 6～7月 8～9月 10～11月 12～1月 3～4月
アユ
シラウオ 2 1
カタクチイワシ 17 12 14
マゴチ 1 1
マコガレイ
スズキ 7
クロダイ 2
キチヌ
ヒイラギ 45 9
ウミタナゴ
シロギス
マハゼ 2
シロウオ 2
ビリンゴ 81 67 27 7 13 7
チチブ 2 2 3 2 5 1
スジハゼ 3
ヒメハゼ 10 7 3
チクゼンハゼ 1 1
合計個体数 95 141 56 24 18 17
合計種数 4 7 7 5 4 4 
 
調査期間中，最も個体数が多く採集された 6～7 月
について，ハゼ科魚類を定住魚，それ以外を来遊魚に
区分し，自然干潟と造成干潟の沖側，中間および岸側

の各地点で採集個体数をクラスカル・ウォリス検定に
よる多重比較をおこなったところ（図2.7.4-3），自然
干潟では，定住魚および来遊魚の双方とも各地点で有
意な差はみられなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2.7.4-3 調査地点間の仔稚魚の生息密度の比較 

 
一方，造成干潟では定住魚および来遊魚の双方とも
沖と中間，沖と岸といった敷石を挟んだ地点間の個体
数に有意な差が現れており，沖と比較して中間および
岸における個体数は少なかった． 
 
②未成魚の分布 

2010年 10月 27日の釣獲調査では，満潮（13時 16
分）の前後4時間を調査時間とした結果 (図2.7.4-4)，
自然干潟と造成干潟の双方ともマハゼやチチブを中心
に出現した．造成干潟では，自然干潟と比較して有意
に多くの個体が採集されていた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.7.4-4 各干潟における昼夜での未成魚の釣獲数 
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2011年 9月 22日の調査では，満潮（18時 01分）
の前後 4時間を対象時間とした結果，クロダイを中心
に出現した．夜間も昼間のデータと同様に造成干潟で
は，自然干潟と比較して有意に多くの個体が採集され
ていた． 
 
③自然干潟と造成干潟における底生生物の分布 
環境中の餌生物の組成について，各地点の 0.1m2当
たりの生物個体数を算出した(図 2.7.4-5)．各地点で
最も多く見られた生物は，自然干潟の沖側でヨコエビ
類(8.1個体)，中間で多毛類(10.1個体)および岸側で多
毛類(9.7個体)であった．一方，造成干潟の沖側でヨコ
エビ類(4.4個体)，中間でヨコエビ類(10.3個体)および
岸側でヨコエビ類(13.4 個体)となった。また，敷石に
おける底生生物で最も多かったものは，ヨコエビ類
(18.7個体)であった． 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.7.4-5 自然干潟と造成干潟の餌生物生息密度 
 
環境中の底生生物の組成について，自然干潟では多
毛類(39%)，ヨコエビ類(20%)，二枚貝類(15%)，カニ
類(10%)，巻貝類(7%)、貧毛類(6%)およびエビ類(3%)
であり，一方，造成干潟ではヨコエビ類(45%)，カニ
類(22%)，多毛類(16%)，エビ類(5%)，巻貝類(5%)，貧
毛類(4%)および二枚貝類(3%)であった(図2.7.4-6)． 
 
 
 
 
 
 
 

 

図2.7.4-6 自然干潟と造成干潟における餌生物組成 

④未成魚の摂餌活動 
自然干潟で採集された魚類の消化管内容物について，
マハゼは，多毛類(43%)やヨコエビ類(17%)，チチブは，
ヨコエビ類(26%)や多毛類(21%)，クロダイは，カニ類
(25%)やエビ類(15%)を摂食する割合が高かった(図
2.7.4-7)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.7.4-7 自然干潟と造成干潟の魚種別消化管内容
物組成 

 
一方，造成干潟では，マハゼは，ヨコエビ類(30%)
やカニ類(17%)，チチブは，ヨコエビ類(34%)や多毛類
(18%)，クロダイは，カニ類(44%)や多毛類(16%)を摂
食する割合が高かった．また，各魚種の空胃率につい
て，いずれも造成干潟よりも自然干潟において高い傾
向があった。 
各魚種が環境中に多い底生生物を食べているかどう
かについて，スピアマンの順位相関行列をおこなうと，
自然干潟では，マハゼ(p = 0.140)，チチブ(p = 0.268)，
クロダイ(p = 0.658)となりいずれの種においても有意
な相関はなかった．一方，造成干潟では，マハゼ(p = 
0.015)，チチブ(p = 0.036)，クロダイ(p = 0.037)とな
り，3種とも有意な相関があった． 
 
（3）考察 
①仔稚魚に及ぼす敷石の影響 
一般的に表在性餌生物は，埋在性餌生物よりも魚類

0

20

40

60

80

100

自然干潟 造成干潟

多毛類

貧毛類

カニ類

エビ類

ヨコエビ類

二枚貝類

巻貝類底
生
生
物
組
成
（
％
）

0

20

40

60

80

100

自然干潟 造成干潟

多毛類

貧毛類

カニ類

エビ類

ヨコエビ類

二枚貝類

巻貝類底
生
生
物
組
成
（
％
）

消
化
管
内
容
物
組
成
（％
）

0

20

40

60

80

100

マハゼ

空胃率： 40.0％ 8.8％

0

20

40

60

80

100

チチブ

空胃率： 30.8％ 20.0％

クロダイ

0

20

40

60

80

100

自然干潟 造成干潟

多毛類

カニ類

エビ類

ヨコエビ類

二枚貝類

その他

空胃率： 33.3％ 11.5％

消
化
管
内
容
物
組
成
（％
）

0

20

40

60

80

100

マハゼ

空胃率： 40.0％ 8.8％

0

20

40

60

80

100

チチブ

空胃率： 30.8％ 20.0％

クロダイ

0

20

40

60

80

100

自然干潟 造成干潟

多毛類

カニ類

エビ類

ヨコエビ類

二枚貝類

その他

空胃率： 33.3％ 11.5％

底
生
生
物
個
体
数
/
0.
1
m
2

0

10

20

30

40

0

10

20

30

40

沖 敷石 中間 岸

貧毛類

多毛類
巻貝類

二枚貝類
ヨコエビ類

エビ類
カニ類

自然干潟

造成干潟

底
生
生
物
個
体
数
/
0.
1
m
2

0

10

20

30

40

0

10

20

30

40

沖 敷石 中間 岸

貧毛類

多毛類
巻貝類

二枚貝類
ヨコエビ類

エビ類
カニ類

自然干潟

造成干潟



底生生物WG 

 264

の摂餌努力は少なく食べやすいと考えられる．本研究
では，表在性餌生物の中でとくに仔稚魚の餌として重
要であるヨコエビ類の出現状況に注目して，餌環境を
検討した．旭橋周辺の餌環境についてみると，自然干
潟では沖，中間および岸において，餌生物の総個体密
度は同程度であることがわかった．しかし，ヨコエビ
類の割合は岸側にいくにともない減少していった．一
方，造成干潟においては，餌生物の密度は沖側から岸
側にいくにともない増加していった．全体に占めるヨ
コエビ類の割合は，造成干潟のほうが多いことから，
自然干潟の浅場よりも餌環境として適していると考え
られる． 
本研究において，自然干潟では合計 15 種および造
成干潟では合計 13 種調の魚類が出現したが，これら
はいずれも瀬戸内海に出現する代表的な種であった
（岩本ほか 2009）．調査期間中最も魚類個体数が多く
採集された 2010年 6～7月では，自然干潟では地盤高
の違いにより仔稚魚の分布密度に有意差は見られなか
ったが，造成干潟では敷石を挟んで沖側と中間および
岸側の地点間では有意差が見られた．このように，造
成潟の浅場における仔稚魚の分布密度が極端に低いと
いうことは，仔稚魚の移動が敷石に阻害されている可
能性が示唆される． 
 
②未成魚に及ぼす敷石の影響 
未成魚の場合，仔稚魚とは逆に造成干潟での採集数
が多い結果となり，空胃個体はどの魚種においても自
然干潟で採集された魚類において多かった．消化管内
容物と環境中の餌生物との対応について，自然干潟で
はどの魚類にも相関が見られなかったのに対し，造成
干潟ではマハゼ，チチブおよびクロダイにおいて順位
相関が見られた．このように，造成干潟ではヨコエビ
類やカニ類が多いことから，未成魚の餌場として機能
している可能性が示唆される。以上のことから仔稚魚
期よりも遊泳力のある未成魚は敷石に移動を阻害され
ることなく，より良好な餌環境を求めて造成干潟に集
まっていると推測される． 
 
③生物・物理要因から見た造成干潟の評価 
一般的に，潮間帯のような浅場では水温上昇と太陽
光の影響で一次生産のサイクルが活発であり(山下・田
中、2008），浅場では仔稚魚の餌となりうる植物・動
物プランクトンが豊富に存在している．仔稚魚期に適
切な摂餌ができなかった個体は初期減耗により淘汰さ
れるため，魚類の成長の初期段階ではいかに早く，確

実に餌の豊富な場所へたどり着けるかが鍵である．ま
た，浅場は，捕食者から身を守る場所としても意義が
あることから，仔稚魚にとって必要不可欠なものであ
る． 
今回の調査において，仔稚魚は，敷石を越え難いた
め造成干潟の潮間帯を利用できていない可能性が示唆
された．一方，未成魚期の個体は，造成干潟に多く出
現し，同所の底生生物を選択的に摂餌していることか
ら，遊泳力のある未成魚期では敷石を越えて良好な餌
環境の整っている造成干潟の浅場に入ってきていると
考えられる．以上のことから，敷石のある造成干潟の
役割は魚類の成長段階に応じて変わり，仔稚魚の成育
場としては適していないが，未成魚期以降の魚類につ
いては餌場として適していると推察される． 
さらに今回は確認できなかったが，敷石の間隙は，
仔稚魚や餌生物の隠れ家として利用されている可能性
が高く，敷石の外側では魚類の分布が自然干潟と同程
度に高密度であったことの要因としても考えられる．
また，造成干潟の敷石よりも岸側で餌生物が多かった
ことについては，敷石によって水流が変化し，輸送さ
れてくる懸濁態有機物が堆積しやすい場所になってい
るためと推察される．したがって，現在の仔稚魚への
影響を少なくするための造成干潟の改良点としては，
敷石の内外の高低差を少なくすることや，敷石自体に
勾配をつけることなどが考えられる． 
 
2.7.5 太田川放水路における食物網の解析 
（1）材料と方法 
①サンプル採集 
放水路内における上流域の祇園大橋周辺および下流
域の旭橋周辺において（図2.7.5-1），2010年 7～9月
に魚類，底生生物，懸濁態有機物および堆積有機物を
採集した． 
魚類はクーラーボックスに保管して研究室に持ち帰
り，胸鰭上部の筋肉を切り取り，－30℃で冷凍保存し
た．底生生物については，干潟や敷石の生物を網やピ
ンセットを用い採集し，80％エタノールで保存した．
水中の懸濁態有機物（以下、SOM とする）について
は，上流および下流域において表層水 60ℓをタンクで
持ち帰った．干潟の堆積有機物（以下、POMとする）
については，干潟の表層の砂を持ち帰り，研究室にて
冷凍保存した． 
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②サンプル処理 
魚類は，栄養状態による脂質の含有量の影響を取り
除くため，筋肉をクロロホルム：メタノール=2：1（体
積）溶液に一時間浸す脱脂処理を行った．その後，60℃
の乾燥機で 48 時間乾燥させ，乳鉢ですりつぶし，分
析用のサンプルとしてスクリュー管瓶に保存した．甲
殻類は，海水中の溶存無機炭素由来の可能性のある外
骨格の影響を取り除くため，サンプルを 1N塩酸で一
晩反応させた後，クロロホルム：メタノール=2：1（体
積)溶液で脱脂処理した．その後，60℃の乾燥機で 48
時間乾燥させ，乳鉢ですりつぶして分析用のサンプル
とした．二枚貝類は，殻を取り除いて内部のみ利用し
た．SOMおよびPOMは，0.125mmのふるいを通し
て大型の混入物を取り除き，ワットマン社のGF/Fグ
ラスファイバーフィルター(目合い 0.45μm)で吸引ろ
過し，ろ紙に残った懸濁物を 1N塩酸で処理し，60℃
の乾燥機で 48 時間乾燥させた．以上のサンプルを，
愛媛大学沿岸環境科学研究センターにて 1mg ずつス
ズ箔に包み，安定同位体質量分析器を用いて，炭素と
窒素の安定同位体比を算出した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.7.5-1 太田川放水路における調査地点 

 
（2）結果 
①放水路の魚類と底生生物の炭素・窒素安定同位体比 
安定同位体質量分析器により算出された放水路の魚
類と底生生物の炭素安定同位体比（δ13C）および窒素
安定同位体比（δ15N）を図 2.7.5-2 に示す．魚類に
ついては，上流域の祇園大橋周辺におけるウグイ（δ
13C：-18.9～-17.1‰，δ15N：12.2～13.4‰）は，下流
域の旭橋周辺におけるマハゼ（δ13C：-16.4～-15.1‰，

δ15N：14.6～17.0‰）やキチヌ（δ13C：-15.5～-15.0‰，
δ15N：16.2～16.5‰）と比較して炭素・窒素同位体比
が低かった．マハゼについて詳細に検討すると，上流
域（δ13C：-18.5～-15.4‰，δ15N：13.4～14.2‰）と
下流域（δ13C：-16.4～-15.1‰，δ15N：14.6～17.0‰）
の両地点では，窒素同位体比では上流域で低かったも
のの，炭素同位体比ではそのような傾向はみられなか
った．また，下流域のヒイラギ（δ13C：-19.2～-16.7‰，
δ15N：17.2～18.4‰）の場合，炭素同位体比のバラツ
キが大きかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.7.5-2 祇園大橋と旭橋周辺で採集された分類群
ごとの炭素・窒素安定同位体比 
 
底生生物については，以下に示すように各分類群に
おいて，上流域の採集標本は下流域と比較して異なる
炭素・窒素同位体比を示す傾向があった．すなわち，
多毛類については，上流域のヤマトカワゴカイ（δ
13C：-20.6～-19.6‰，δ15N：11.7～13.1‰）は，下流
域のスナイソゴカイ（δ13C：-15.2～-13.4‰，δ15N：
13.7～14.9‰）と比較して炭素・窒素同位体比が低か
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った．また，小型甲殻類については，上流域のトゲメ
リタヨコエビ（δ13C：-20.1～-18.4‰，δ15N：11.2
～12.7‰），ウミナナフシ科 sp．（δ13C：-18.5‰，δ
15N：13.4‰）およびヨコエビ亜目 sp．（δ13C：-19.8
～-19.6‰，δ15N：10.6～11.6‰）は，下流域のトゲ
メリタヨコエビ（δ13C：-15.0～-14.7‰，δ15N：15.6
～15.8‰），ウミナナフシ科 sp．（δ13C：-14.8‰，δ
15N：15.5‰）およびニホンソコエビ（δ13C：-16.0‰，
δ15N：13.2‰）と比較して炭素・窒素同位体比が低か
った．二枚貝についても同様に，上流域のヤマトシジ
ミ（δ13C：-27.5～-20.9‰，δ15N：9.0～13.3‰）は，
下流域のホトトギスガイ（δ13C：-18.0～-17.5‰，δ
15N：15.2～15.7‰），ソトオリガイの（δ13C：-17.0
～-16.4‰，δ15N：14.8～15.8‰）およびアサリ（δ
13C：-17.7～-16.4‰，δ15N：14.5～15.4‰）と比較し
て炭素・窒素同位体比が低かった． 
有機物については，上流域のSOM（δ13C：-24.6‰，
δ15N：1.7‰）は，下流域の SOM（δ13C：-21.7‰，
δ15N：7.3‰）と比較して炭素・窒素同位体比が低か
った．また，上流域のPOM（δ13C：-24.5～-22.3‰，
δ15N：7.5～9.2‰）は，下流域のPOM（δ13C：-20.5
～-18.6‰，δ15N：7.6～10.3‰）と比較して窒素同位
体比にバラツキがあるもの，炭素窒素同位体比は低か
った． 
 
②魚類の食物源 
魚類の食起源について下流域を例にとり，魚類およ
び底生生物のδ13C－δ15N相関図を図2.7.5-3に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.7.5-3 旭橋周辺で採集された魚類および底生動
物の炭素・窒素安定同位体比 
 
一般的に，餌生物から捕食動物へ栄養段階が 1つ上

がるごとに 13C 濃縮係数については約 1‰，15N 濃縮
係数については約 3‰上昇する（富永・高井 2008）．
この捕食者-被食者間の同位体値の濃縮係数から求め
ると，マハゼやキチヌの餌としてニホンソコエビ，ヒ
イラギの餌としてホトトギスガイが該当した． 
 
（3）考察 
①放水路の魚類と底生生物の炭素・窒素安定同位体比 
炭素安定同位体比（δ13C）は，一次生産者により異
なることから有機物の起源の推定に用いられており，
窒素安定同位体比（δ15N）は，栄養段階の特定に有
効であるとされている（永田・宮島  2008）．また，
捕食者―被食者間の同位体値の差を濃縮係数といい，
13C濃縮係数については約 1‰，15N濃縮係数について
は約 3‰が一般的に用いられている（富永・高井  
2008）．このように炭素同位体比は窒素同位体比と異
なり栄養段階が上がっても相対的に変化しないことか
ら，対象とする動物が直接摂食した餌だけでなくその
食物源を一次生産者まで遡って解析できるとされてい
る．例えば、一次生産者は，陸上植物で-30～-25‰，
植物プランクトンで-24～-18‰および底生微細藻類で
-20～-10‰の範囲にあるとされている．このことから，
食物源となる一次生産者が，陸域起源物質と海域起源
物質のどちらに近いかを判定することができる． 
河口域の一次生産者の炭素・窒素安定同位体比に影
響を及ぼす主な要因（富永・高井 2008）を表2.7.5-1
に示した． 
 
表2.7.5-１ 河口域の一次生産者の炭素・窒素安定同
位体比に影響を及ぼす主な要因（高井・富永 ２００８
を改変） 

同位体 要因

δ
１３
C 光合成時に取り込まれる無機態炭素の値：　河川水（陸起源物質）＜海水（海起源物質）

増殖速度↑

浮遊系＜底生系

δ１５N 窒素代謝系：窒素固定↓，脱窒↑

無機態窒素の値：　河川水（陸起源物質）＜海水（海起源物質）

都市排水からの窒素供給↑

アンモニアの揮発↑

増殖速度↑

捕食‐被食関係を通じての
１５
Nの濃縮↑  

 
炭素安定同位体比（δ13C）では，海水に含まれる海
起源物質は河川水に含まれる陸起源物質よりも上昇す
ることや，一次生産者の増殖速度と正の相関にあるこ
となどが報告されている．また，窒素安定同位体比（δ
15N）では，脱窒，都市排水からの窒素供給，アンモ
ニアの揮発および捕食-被食関係を通じてのδ15Nの濃
縮などによって上昇し，一方，窒素固定によって減少
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することなどが報告されている． 
有機物の炭素同位体比について，上流域の祇園大橋
周辺で採集されたSOM（δ13C：-24.6‰）とPOM（δ
13C：-24.5～-22.3‰）は，陸上植物と植物プランクト
ンの境界付近の値に多く，相対的に陸域起源物質に近
いことが示唆された．一方，下流域の旭橋周辺で採集
されたSOM（δ13C：-21.7‰）とPOM（δ13C：-20.5
～-18.6‰）は，植物プランクトンあるいは，底生微細
藻類の境界付近の値に多いことから，海域起源物質に
近いことが示唆された． 
底生生物の炭素同位体比について分類群別にみると，
上流域で採集された多毛類（δ13C：-20.6～-19.6‰），
小型甲殻類（δ13C：-20.1～-18.4‰）および一部の個
体を除く二枚貝類は（δ13C：-22.0～-20.9‰），いずれ
も植物プランクトンを餌起源とし，これに対して下流
域で採集された多毛類（δ13C：-15.2～-13.4‰），小型
甲殻類（δ13C：-15.0～-14.7‰）および二枚貝類（δ
13C：-18.0～-16.4‰）は，いずれも底生微細藻類を餌
起源とすると推定された．ただし，上流域に生息する
ヤマトシジミの一部の個体（δ13C：-27.5～-26.2‰）
は，陸上植物を餌起源とすると推定された． 
一般的に，陸上植物はセルロースなどの難分解性物質
を含むため，底生動物が餌として直接利用できないと
されていたが，近年の研究でヤマトシジミは内在性の
セルラーゼを保持しており，セルロースも消化・吸収
できることがわかり，陸上植物を餌として利用する可
能性が指摘されている（Kasai et al，2006）．本研究
においても，ヤマトシジミが陸上植物を餌として利用
していることが示唆された． 
 魚類の炭素同位体比について，上流域で採集された
魚類（δ13C：-18.9～-15.4‰）と下流域で採集された
魚類（δ13C：-19.2～-15.0‰）で重複がみられた．こ
の要因として，一般的に魚類は底生生物と比較して遊
泳能力が大きいことから，放水路内を移動している履
歴が反映されている可能性がある． 
 
②魚類の食物源 
上述したように，δ13C濃縮係数については約 1‰、
δ15N 濃縮係数については約 3‰が一般的に用いられ
ている（富永・高井 2008）．すなわち，栄養段階が 1
つ上がるときに 13C の変化が 1％前後，15N の変化が
3‰前後にあればその餌を捕食しているとみなせる．
図2.7.5-3をみると、下流域で採集されたマハゼおよ
びキチヌは，ニホンソコエビを餌として利用している
可能性が示唆された．とくに，マハゼの消化管内容物

組成においてヨコエビ類は主要な餌生物であることと
一致していた（図2.7.4-7）．ヨコエビ類は，魚類の重
要な餌生物であることはよく知られており，高次栄養
段階へとつながる役割を担っているとされる（奥谷ほ
か  1997）．一方，チゴガニ，タカノケフサイソガニ
およびムラサキイガイは，キチヌの餌として利用され
ていないとみなされた．クロダイやキチヌを含むタイ
科の魚類は，犬歯，門歯，円錐歯および臼歯をもち，
カニ類や貝類などの硬い殻を割って中身だけを食べる
という高等な摂餌法が可能になっていると報告されて
いるが（中坊・望月  1998），今回分析したキチヌは
未成魚期であったことが影響したものと考えられる．
クロダイの成魚は，ムラサキイガイを好んで食べると
報告されており（斉藤ほか 2008），近縁種のキチヌに
ついても発育段階別に安定同位体比を今後分析する必
要がある．また，ヒイラギの餌としては，ホトトギス
ガイを利用している可能性が示唆された．ヒイラギは，
前方下に伸びる口を使って底生性の甲殻類や貝類など
を摂食するとされているが（中坊・望月 1998），放水
路でホトトギスガイが主要な餌であることが安定同位
体比によって推測できる． 
 
2.7.6 造成干潟の形成が底生生物の生息に及ぼす影響
の観点からの留意点 
 河口域潮間帯に生息する底生生物は，塩分，干出時
間および底質粒度組成などの生息環境条件の影響を受
けている．ここでは，太田川放水路旭橋下流の造成干
潟を例として，平水時の砂泥性・岩礁性生物および魚
類の分布に及ぼす生息環境条件における留意点につい
て記述する． 

 

図2.7.6-1 旭橋造成干潟の断面模式図 
 
造成干潟の垂直断面図を図2.7.6-1に示すと，干潟
面の地盤高は 0～1.4ｍにあり，敷石は-1.5～0.1ｍに設
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置されていた．干潟面では，河川水(低塩分)よりも海
水（高塩分）の進入が大きいものの，年平均干出時間
の割合は半分以上であった．この干潟構造は，とくに
砂泥性底生生物の分布に大きく影響するものと考えら
れる． 
砂泥性生物の場合，造成干潟下部の地盤高（0.3～0.8
ｍ）および底質の中央粒径値（0.3～0.6ｍｍ）の環境
条件下では，チゴガニ、コメツキガニおよびヤマトオ
サガニなどのカニ類や，ソトオリガイおよびオキシジ
ミなどの二枚貝類が出現している（図2.7.6-2）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.7.6-2 二枚貝類およびカニ類の生息環境 
 
一方，造成干潟下流の自然干潟の地盤高（-1.5ｍ）
および底質の中央粒径値（0.9ｍｍ）の環境条件下では，
水産有用種であるアサリが出現している．アサリ浮遊
幼生は，中央粒径値 1ｍｍ前後の底質に多く着底する
とされており（柳橋  1992），このことは放水路下流
域（C3K周辺）におけるアサリ稚貝（殻長＜10ｍｍ）
の出現量の最も多い底質粒径は，中央粒径値で 1.0ｍ
ｍおよび含泥率で 12.4％であること（斉藤・今林 
2009）からも裏付けられる．また，広島県内における
アサリの代表的な生息地である地盤高は，-1.7～-0.5
ｍで，その傾斜もゆるやかである（図2.7.6-3）．しか
し，地盤高が 0ｍ以上である太田川放水路の造成干潟
では，殻長 20ｍｍ以上の放流アサリの生存は可能であ

る（図 2.7.3-7）ものの，天然個体の着底による個体
群の維持は期待できないことに留意する必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2.7.6-3 広島県内干潟の断面模式図 
 
岩礁性生物の場合，旭橋に隣接する庚午橋のデータ
（図 2.7.2-3）を基に検討すると，シロスジフジツボ
やタテジマフジツボは地盤高-1.8～0.2ｍ，マガキは
-1.8～-0.8ｍ，タテジマイソギンチャクは-1.3ｍ，およ
びカサネカンザシは-1.8ｍに出現している．造成干潟
における敷石の地盤高（-1.5～0.1ｍ）では，フジツボ
類は全域に分布できるが，それ以外は敷石の下部に分
布が集中している．したがって，種の多様性の観点か
らみると，敷石上部の貢献度は低く，敷石の最適な地
盤高は-1.8～-0.8ｍであると考えられる． 
魚類の場合，主要な餌生物であるヨコエビ類の生息
密度は自然干潟よりも造成干潟において高く（図
2.7.4-5），未成魚にとって餌場として利用されている．
一方，敷石より内側にある造成干潟における仔稚魚の
来遊量は，敷石外と比較して少なかった（図2.7.4-3）． 
遊泳力のない仔稚魚にとっては，敷石の存在が造成干
潟への来遊の障害となっている可能性があり，敷石の
高さを再検討する必要がある． 
  
2.7.7 まとめと課題 
岩礁性生物について，垂直分布と潮位別の塩分デー
タおよび干出時間の関係をみると，塩分の低い地点ほ
ど干出の影響を強く受けると考えられた．種別にみる
と，ドロフジツボは塩分 16.4～28.7psuおよび干出時
間 1.0～9.0 時間，タテジマフジツボは塩分 23.9～
29.4psuおよび干出時間3.2～9.0時間と広範囲に出現
していた．これに対して，マガキは塩分 25.2～28.0psu
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および干出時間 4.7時間，カサネカンザシは塩分 24.2
～27.1psuおよび干出時間1.0～3.2時間と限定的に出
現しており，物理的環境要因が分布を制限しているこ
とが示唆された． 
砂泥性生物について，旭橋周辺の地点A，Bは，干
潟造成前においてはアサリ，ユウシオガイ，オキシジ
ミ，ソトオリガイおよびホトトギスガイなどを構成種
とする似通った二枚貝相をしていた．両地点は，地盤
高が同じであることや（0ｍ），底質の含泥率が地点A
（5.8～11.4％）と地点B（3.2～7.7％）で大きな差が
ないことが，共通の二枚貝相を維持させていたと考え
られる． 
しかし，干潟造成後（2010 年 3 月）の二枚貝類の
出現状況はA，B両地点で異なっていた．地点Aでは，
2010年 5月～11月の間に二枚貝類は，ホトトギスガ
イ，ソトオリガイ，オキシジミおよびアサリが出現し
ていたが，地点Bではソトオリガイやアサリが出現し
たものの，7月～11月は全く出現しなかった．この要
因として，底質の中央粒径値の変化（図 2.7.3-5）か
ら判断して，地点Bでは盛砂の撹乱が起きていたこと
が影響したもの考えられる． 
造成干潟の下流に位置する自然干潟である地点Cで
は，全調査期間を通じてホトトギスガイを優占種とし
た二枚貝相を示していた．地点Cは，地点A，Bより
も地盤高が低く（-1.2m）、さらに底質の粒子サイズが
0.53～0.91mmと地点A，Bのそれ（0.18～1.08mm）
よりも変動幅が小さく安定的であった．また，アサリ
は地点A，Bでは2010年9月以降出現していないが，
地点Cではそれ以降も出現していることから，地盤高
の低さとそれにともなう底質の安定性がアサリの着底
に有利に働いていると推察される． 
魚類について，造成干潟では調査期間中，合計 13
種が採集された．優占種は，ハゼ科のビリンゴであり，
他にチチブも周年見られた．各季節の代表的な種は，
春にシロウオ，スズキ，夏にカタクチイワシ，クロダ
イ，ヒイラギ，冬にキチヌがみられた． 
仔稚魚は，敷石を越え難いため造成干潟の潮間帯を
利用できていない可能性が示唆された．一方，遊泳力
のある未成魚期の個体では，敷石を越えてヨコエビ類
などの餌生物が豊富な造成干潟の浅場にも分布を広め
ることができると考えられる． 
有機物の炭素同位体比について，上流域の祇園大橋
周辺で採集された SOMと POMは，陸上植物と植物
プランクトンの境界付近の値（δ13C：-24.6～-22.3‰）
に多く，相対的に陸域起源物質に近いことが示唆され

た．一方，下流域の旭橋周辺で採集された SOM と POM
は，植物プランクトンあるいは，底生微細藻類の境界
付近の値（δ13C：-21.7～-18.6‰）に多いことから，
海域起源物質に近いことが示唆された． 
底生生物の炭素同位体比の関係からみると，上流域
で採集された多毛類，小型甲殻類および一部の個体を
除く二枚貝類はいずれも植物プランクトンを餌起源と
し，例外的にヤマトシジミの一部の個体は，陸上植物
を餌起源とすると推定された．これに対して，下流域
で採集された多毛類，小型甲殻類および二枚貝類は，
いずれも底生微細藻類を餌起源とすると推定された． 
安定同位体比の濃縮係数から魚類の食物源について
推測すると，下流域で採集されたマハゼおよびキチヌ
は，干潟のニホンソコエビを餌として利用している可
能性が示唆された．一方，チゴガニ，タカノケフサイ
ソガニおよびムラサキイガイは，キチヌの餌として利
用されていないとみなされた． 
底生生物の生息環境の観点からの留意点について，
砂泥性生物の場合，造成干潟の地盤高（0.3～0.8ｍ）
および底質の中央粒径値（0.3～0.6ｍｍ）の環境条件
下では，チゴガニやソトオリガイが出現している．水
産有用種であるアサリについて，広島県内におけるア
サリの代表的な生息地である地盤高は，-1.7～-0.5ｍで
あり，地盤高が 0ｍ以上である造成干潟では殻長 20ｍ
ｍ以上の放流アサリの生存は可能であるものの，天然
個体の着底による個体群の維持は期待できないことに
留意する必要がある． 
岩礁性生物の場合，種の多様性の観点からみると，
敷石の最適な地盤高は-1.8～-0.8ｍであると考えられ，
魚類の場合，遊泳力のない仔稚魚にとっては，敷石の
存在が造成干潟への来遊の障害となっている可能性が
あり，敷石の高さを再検討する必要がある． 
したがって，河口域に干潟を造成する場合，潮間帯
をどのような地盤高に設定するかによって，砂泥性・
岩礁性生物および魚類の出現組成が大きく異なること
が予想される．平水時の放水路は，汽水性動植物の生
息場所や市民の憩いの場として期待されているが，市
民のニーズに合った場を提供できるかどうかが，今後
の課題である． 
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2.8 塩性湿地植物の生育環境と保全に関する研究  
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島根大学  汽水域研究センター 
 

 
2.8.1 序論 
干潟は，満潮に伴う浸水と塩分，波浪，過剰な土壌
水分，土壌の流出又は堆積，漂着物による撹乱などの
影響のため，植物の生育には厳しい環境である．特に
塩分の存在は大多数の植物の生育を阻止する．しかし
塩分に耐性がある植物の中には，むしろ，他の植物が
生育できない干潟において，発達した群落を形成する
ものがある．塩分がある土壌に特有な植物は塩生植物
と呼ばれ，太田川放水路沿岸では，フクド Artemisia 
fukudo，ハマサジ Limonium tetragonum，ハママツ
ナ Suaeda maritima，シオクグCarex scabrifolia，ホ
ソバハマアカザ Atriplex gmelinii の 5種が見られる
（図 1.3.2-5）．このうち，ホソバハマアカザは，干潟
より陸側の砂地に多く見られ，他の 4種は干潟を主な
生育場所とする．塩生植物は，塩分のある環境に適応
した特徴的な生態，生理，形態を持つ植物群で，その
群落は，かつては河口域でごく普通に見られていたと
考えられるが，干潟などの塩性湿地の減少に伴い，群
落が発達している河川は限られるようになった（大阪
市立自然史博物館 2000; 財団法人河川環境管理財団 
2008）．上記の種についても全国版レッドリストでは
フクド，ハマサジ，広島県版ではフクド，ハマサジ，
シオクグが準絶滅危惧種となっている．ハママツナも
広島市の調査において「環境の変化または乱獲により
急激に個体数が減少しつつある種」とされた経緯があ
る（吉野 2009; 環境省 2012）． 
塩生植物が生育できるかどうかは，地盤高，土質，
塩分，出水等に伴う土壌移動などの撹乱，ヨシによる
被圧といった要因に影響される．塩生植物は，干潟の
中でも地盤高が高く浸水時間が短い領域に生育する
（阿部ほか 2006, 2007; 鎌田・小倉 2006; 橋本ほか 
2010; 大沼ほか 2010a, 2011a）（図 2.4.6-3）．中間と
りまとめでは，1k200左岸の群落で，フクドとハマサ
ジの分布限界が，それぞれT.P. 0.5m，0.4mの等高線
と良く一致している事を報告した．この高さは，両種
の発芽時期（春）の水没時間の割合が，約 4割に相当
する．これより低い領域では，実生（芽生え）が殆ど
見られない事から，水没時間がこれ以上長くなると，
種子の発芽，または，実生の生存が阻害されると考え

られる．本節では沿岸の地形，土壌，塩分に注目し，
植物の分布，発芽，実生の生存に影響する要因を現地
調査と室内実験で検討した結果を報告する．次いで，
中間とりまとめを踏まえて設計された干潟再生試験区
（2.2 節参照）での，2010 年～2012 年の各植物種の
実生の出現，及び発芽後の生存率について述べ，種子
の漂着のしやすさと地形との関係，また，干潮時も水
が残る凹地の形成が植物の生育に及ぼした影響を考察
する．これらの結果を踏まえ，塩生植物の生育が可能
な干潟の条件，及び，そのような干潟を保全，創出す
る際に留意すべき点を議論する． 

 
2.8.2 太田川河口域での植物群落の現状 
太田川放水路では，0k500～2k300（旭橋の上流～
広島西大橋付近）の両岸に，塩生植物，及び淡水域で
も見られるヨシ Phragmites australisの群落がある．
この範囲より上流・下流にも干潟はあるが，これらの
植物が生育するには地盤高が低すぎる等の理由で，生
育していない（大沼ほか 2010b; 荒木・國井 2011）．
フクド，ハマサジ，ハママツナは互いに共存しやすく
混生群落を成している事が多いが，干潟の中でも平坦
かつ地盤が高い所では，フクドの割合が多くなる傾向
がある．これは，そのような場所では，細かい種子を
多量に生産するフクドが過密になり，より草丈の低い
ハマサジ，ハママツナの生育が阻害されることが一因
である．ホソバハマアカザは，満潮の間も浸水しない
か，または，ごく短時間だけ浸水する場所に生育する
ため，干潟の中には少なく，太田川放水路では干潟と
緊急用河川敷道路を隔てる敷石の隙間の砂だまり等に
見られる．シオクグ，ヨシは排他的で，地下茎による
栄養繁殖によって密な群落を形成するため，その内部
では他の種は生育しにくい．現在，太田川放水路では
塩生植物が優占する部分（1k400～1k600 右岸など），
ヨシが優占する部分（1k400～1k800 左岸など）が交
互に見られ，ごく一部にシオクグが優占する所がある
（荒木・國井 2011）．なお，牡蛎いかだを組む場所が
ある 0k500左岸など，満潮水位よりも高い砂地の沿岸
では，ハマヒルガオなどの海浜性の植物が少数見られ
るが，それらについては本稿では割愛し，干潟を生育
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場所とする種について述べる． 
放水路の塩生植物群落がいつ頃から在るのかは定か
ではない．おそらく放水路を拡幅する以前の山手川・
福島川の沿岸に塩生植物が生育しており，放水路建設
の長い工期の間に，未拡幅の沿岸から拡幅済みの場所
へと種子が漂着し，群落が受け継がれたのではないか
と考えられる．なお，旧太田川（本川）などの市内派
川沿岸にも部分的に植生があるが，こちらは主にヨシ
群落である．市内派川の干潟は，放水路に比べて干潟
土壌の粒度が細かいため，塩生植物の生育には向いて
いないと考えられる． 
大林ほか（2008）は，中国・四国地方の 23ヶ所の
塩生植物群落を調べ，太田川放水路の群落はフクドと
ハマサジの個体数については香川県の一河川の群落に
次いで規模の大きい群落であること，また，生育種に
ついては最も多様な群落の一つであることを報告して
いる．太田川水系河川整備基本方針（国土交通省河川
局 2007）では，塩生植物の生育環境に配慮する旨が
記されており，地形・土質などの変化に伴って発達・
衰退する塩生植物の群落を，今後どのように保全して
いくかが課題となっている． 

 
2.8.3 既存の群落における実生の分布と沿岸形状との

関係 
1k100～1k400（新己斐橋～己斐橋）の左岸には，
フクド，ハマサジ，ハママツナ，シオクグ，ヨシの 5
種からなる群落が発達している（図2.8.3-1）．2007年
10 月の調査時には，この場所は，フクド，ハマサジ，
ハママツナの混生群落の中に，1k270～1k300 付近の
シオクグ群落と，1k320～1k350 付近のヨシ群落が割
り込んだ形になっていた（中間とりまとめ参照）．3種
の混生群落の動態を調べるため，1k240付近で群落を
横断する方向に S1～S5の 5つ，1k255付近で同様に
N1～N5の 5つの調査用プロット（各 60cm四方）を
設置し，2005年 6月から，およそ月 1回の調査によ
り各種の個体数を記録した．本稿では 2006～2011年
の発芽時期（春）に見られた実生数の年変動を報告す

る．なお，2011 年には 1k245，1k250 付近にも同様
に 5プロットずつ（L1～L5，U1～U5）追加で設置し
3 月，4 月の実生数を調べた．この沿岸は緊急用河川
敷道路に沿った T.P.1.3～1.5mの平坦面と，そこから
低水路へ下っていく 1/9～1/10 の勾配の斜面からなる
（図2.8.3-2a）．平坦面から斜面へ変わる部分にバーム
が見られ，高い所では，平坦面よりも 30cmほど盛り
上がっている（2.4.5項参照）．20ヶ所のプロットのう
ち，S1，L1，U1，N1 は平坦面，S2，L2，U2，N2
はバーム，他は斜面に位置するが（図2.8.3-2b），調査
期間中，バームが徐々に陸側へ移動したため，S2 は
2007～2008年頃，N2は 2010～2011年頃までには，
斜面の側に含まれるようになった．S1は 2011年 9月
から，移動してきたバームへの埋没が始まった．なお
S2～S4，L2～L4，U2～U4，N2～N4では 2007年頃
から表土の粗粒化が生じている． 
各プロットで見られた実生数の変化を図 2.8.3-3 に
示す．いずれの年も，平坦面のプロットで特に多くの
実生が見られた．この特徴は実生が多いフクドとハマ
サジに顕著で，ハママツナでは，やや不明瞭だった．
この事から，波の作用で種子がバームの後背部に集中
しやすい，または平坦面の方が斜面よりも種子が流出
しにくいという効果が考えられる．平坦面とバームの
境界部分で特に多数の実生が見られるケースがあった
事から，少なくとも前者の効果が働いている可能性は
高い．3 種とも，実生数は年により大きく変動した．

図2.8.3-1 1k100～1k400左岸の植物群落． 
a: 満潮，b: 干潮． 

図2.8.3-2 1k200付近左岸の調査用プロット． 
a: 青：フクド・ハマサジ・ハママツナ混生群落，
緑：ハマサジ・ハママツナ混生群落，紫：シオク
グ群落．等高線は 10cm間隔．b: 断面模式図． 

(a) 
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ある年の実生数は，前年の種子生産数に影響されると
考えられるが，3 種とも開花個体数と翌春の実生数は
必ずしも連動していなかった．例えば，フクドでは， 
10ヶ所のプロットでの 2010年の開花個体数の平均は
プロット当り約 1 個体で，2005～2011 年の調査期間
の平均（2.2個体）の半分以下だったが，2011年には
平坦面で多数の実生が見られた．種子生産量の他，地
形や土壌の変化，発芽時期の天候，波浪など諸要因が
実生数に影響していると考えられる．斜面のプロット
のフクドとハマサジの実生数は 2006 年に特に多く，
2007年以後は少ない状態が続いている．これは，表土

が干潮の間に乾きやすい粒度組成に変化した事が原因
である可能性がある（2.8.4項参照）．粗粒化が生じて
おらず干潮時も乾燥しにくい N5，S5 については，
2008年と 2010年にハマサジの実生が見られた． 

2007年以後，斜面での実生の出現が減少したため，
この場所の群落の外観は大きく変化した．調査期間の
前半は，T.P.0.5m付近まで多くのフクド，ハマサジが
見られたが，後半では，植物はバームの背後の平坦面
に集中するようになっている（図 2.8.3-4）．なお，プ
ロットを設置した領域のすぐ上流側には，シオクグ，
ヨシの群落があるが，観察期間中，これら 2種の実生
がプロット内に現れる事は殆どなく，稀に出現した場
合でも，発芽から間もなく死亡した． 

 

図2.8.3-3 各プロットでの出現実生数の変化． 
a～c: フクド，d, e: ハマサジ，f, g: ハママツナ．
U1～U5，L1～L5の調査は 2011年のみ．縦軸の
スケールが大きく異なる点に注意． 
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2.8.4 既存の群落における実生の出現と土壌・塩分等の
関係 

(1) 塩生植物群落の土壌の特徴 
塩生植物の分布が，土壌，特に粒度分布と関係して

いる事は良く知られている（高橋ほか 2005; 阿部ほ
か 2006; 鎌田・小倉 2006）．アッケシソウ，シチメ
ンソウのように，ややシルト・粘土の多い干潟で見ら
れる種もあるが，多くは砂レキ質の干潟に生育する．
これは土壌への種子の混ざりやすさ，干潮の間の含水
率・塩分などが，粒度によって異なるためと考えられ
る．本稿では，群落が発達する場所，及び群落が衰退
した場所の，干潟表土の粒度分布，干潮時の含水率，
間隙水の塩分濃度に注目し，フクド，ハマサジ，ハマ
マツナの生育に適した土壌の特徴を考察する． 
粒度分析用の土壌を以下のように採取した： 
（ア）2008年 10月，前項で述べた己斐橋下流の左岸
のプロットN1～N5の近傍で，地表から概ね深さ 1cm
まで 1ヶ所ずつ． 
（イ）2008年 10月，プロット S1，S2，S4の近傍で，
地表からの深さが約 20cmの土壌を 1ヶ所ずつ．深さ
を 20cmとしたのは，この場所の群落の発芽 2年目の
フクド，ハマサジの多くは，地表から約 20cmまでは
根が達している事による． 
（ウ）2011年 9月，（ア）と同様に採取． 
（エ）2011年 10月，塩生植物の群落が発達する己斐
橋上流の右岸で，1k425付近の平坦面の中央付近と低
水路側の緩斜面，及び 1k515付近の平坦面の中央付近
と低水路側の緩斜面の 4ヶ所から，地表から概ね深さ
1cmまで 1ヶ所ずつ．4ヶ所とも主にフクドの生育が
見られるが，緩斜面の方は，やや個体数が少ない． 
採取した土壌は，乾燥の後，4，2，1.18，0.5，0.25，
0.125，0.063mmの 7種類の篩にかけ，粒度分布を調
べた．なお，本節では地学での粒度区分を用い，粒子
サイズ 4mm 以上を中レキ，4～2mm を細レキ，2～
1mmを極粗粒砂，1～0.5mmを粗粒砂，0.5～0.25mm
を中粒砂，0.25～0.125mm を細粒砂，0.125～

0.063mmを極細粒砂，0.063mm以下をシルト・粘土
と記述する． 
 各採取地点の粒度分布を，図2.8.4-1に示す．太田川
放水路の沿岸で，塩生植物が見られる場所の多くは，

図2.8.3-4 1k100～1k400左岸の群落の変化． 
a: 2007年 8月，b: 2012年 9月． 

図2.8.4-1 塩生植物群落の土壌の粒度分布． 
a: 1k200付近左岸，2008年，表面 1cm，b: 1k200
付近左岸，2008年，深さ 20cm，c: 1k200付近左
岸，2011年，表面 1cm，d: 1k400付近右岸，2011
年，表面 1cm． 
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中粒砂～粗粒砂を中心とした砂質の干潟であるが，実
生が多く見られる所と見られない所では，粒度分布に
異なる特徴が見られた．2007年以後，実生の出現が少
ないN2，N3，N4は，粒径 0.25mm以上の中粒砂～
レキの割合が特に多く，粒径 0.125mm 以下の極細粒
砂～シルト・粘土を殆ど含まない事から，干潮の間に
乾燥しやすい土壌と考えられた．一方，多くの実生が
見られる N1，及び右岸の群落の表土は，様々な粒径
の粒子から成り，粒径 0.125mm 以下の極細粒砂～シ
ルト・粘土を 5～15％ほど含むことから，干潮の間も
湿り気が残る土壌と考えられた（干潮時の土壌水分に
ついては後述）．また，表土の見た目の様子からは多く
ないように見える粒径 2mm以上のレキも，20％ほど
含まれている場合が多かった．プロットN1～N5の表
土は，2008年と 2011年の 2回の採取時で N3，N4，
N5 については目立った変化は無かったが，N2 では，
粒径 0.125～0.25mmの細粒砂が増え，0.5～1.18mm
の区分（およそ粗粒砂に相当）が減少した．これは，
この期間中，N2 付近で進んだバームの発達の間に，
以前と異なる粒径の砂が堆積したものと考えられる．
N1 では 4mm 以上の中レキの割合が大きく減少した
が，N1 がある平坦面の表土は，採取地点のわずかな
違いによって，中レキの割合が大きく変化するため，
実際は，表土の様子は大きく変化していない．なお，
深さ 20cm付近の土壌は，3ヶ所の採取地点の間で粒
度分布の違いが殆ど見られず，様々な粒径の粒子から
成っていた． 
 次に，このような粒度分布と，干潮時の土壌水分，
間隙水の塩分の関係を調べるため，以下の調査を実施

した．2010年 9月 25日の大潮の干出から 3～5時間
後に，N1～N5，S1～S5の近傍で，地表から深さ 2cm
及び 5cm までの表土を，1 ヶ所ずつ採取した．同年
10月 17日の小潮の干潮時も，同様の場所で同じ深さ
まで採取した．小潮の際は，満潮時でもN3，S3付近
までしか浸水しないため，10 月の採取時の土壌は，
N1～2，S1～2については最後の干出から 3日が経過
していた．一方，N5，S5は，干出から 8時間後であ
る．採取した土壌は，乾燥に伴う重量の変化から含水
率を算出し，次に乾燥後の土壌を一定量の蒸留水中で
撹拌し，その塩分を計測することで，土壌に含まれて
いた塩分量を算出した．これらの値に基づいて，算出
された塩分が全て間隙水に溶けていたと仮定した場合
の，間隙水の塩分濃度を推定した． 
 この結果，干潮時の含水率と間隙水の塩分濃度は，
干出からの経過時間と，表土の粒度組成の両方に強く
影響されると考えられた．群落全体が冠水する大潮の
干出から間もない表土の含水率は，場所による違いは
見られたが，地表から 2cmの場合と 5cmの場合でほ
ぼ同様の値を示した（図2.8.4-2a）．間隙水塩分は表面
2cm の方がやや高い値であったが，大きな差はなく，
表面 2cm では 22～33‰，5cm では 21～25‰だった
（図2.8.4-2b）．これらの値は，土壌採取前に測定した
満潮時の表層水の塩分（18～25‰）に近い事から，冠
水時の水が，ほぼそのまま間隙水として残っていたと
考えられる．一方，小潮の期間の表土は，干出からの
経過時間が長い N2，S2 等の含水率が低下しており，
特に表面 2cm では乾燥が進んでいた（図 2.8.4-3a）．
ただし，比較的，粒度の細かい土壌を含むN1，S1に

図2.8.4-2 干出から3～5時間後の群落表土の含
水率（a）と間隙水の塩分濃度（b）． 

図 2.8.4-3 干出から約 8 時間～3 日が経過した
場合の群落表土の含水率（a）と間隙水の塩分濃
度（b）． 
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ついては，干出からの経過時間は長いものの，含水率
の顕著な低下は無かった．特に乾燥が進んでいたN2，
S2，N3の表面 2cmの土壌では，間隙水塩分が著しく
上昇していた（図2.8.4-3b）．これらは，粒径 0.125mm
以下の極細粒砂～シルト・粘土を殆ど含まない土壌で
あり，干出から時間が経つ事により乾燥が進み，その
結果，間隙水の塩分が濃縮されたと考えられる．この
ような乾燥や塩分濃縮は，実生の生存には不利と考え
られ，N2，S2，N3 での実生の出現が，2007 年以後
大きく減少した事と関係している可能性がある．一方
多くの実生が見られるN1，S1の表土は，干潮時に 15
～20％の含水率を維持しており，塩分の濃縮も顕著で
はなかった． 
 
(2) 塩生植物の発芽と塩分との関係 
干潟では水は豊富に供給されるが，その水は塩分を

含んでいる．塩生植物であっても，海水に近い塩分濃
度では，種子が発芽しない場合が多く，河川水や降水
による塩分の低下が発芽を促進する（Masuda et al. 
1999; Houle et al. 2001; Hanslin & Eggen 2005; 増
田・西村 2007）．フクドについて，Ishikawa & Kachi
（2000）は，0，100，500mMの 3通りのNaCl濃度
で発芽実験を行ない，0及び 100mMでは 5日以内に
80～90％の種子が発芽する一方で，海水レベルに相当
する 500mMでは，全く発芽しないという結果を得て
いる（明暗と温度の設定は，14時間 25℃の明期／10
時間 20℃の暗期の繰り返し）．本稿では，塩分と発芽
率の関係を室内実験によって調べた結果を，フクド，
ハマサジの順に述べ，次いで，太田川放水路で実際に
観測されている塩分状況と合わせて，塩生植物の生育
を可能にしている背景を考察する． 
太田川放水路の群落からフクドの種子を採集，風乾
し，2ヶ月間，5℃の低温条件に置いた後，125粒ずつ
0，25，50，75，100％の 5通りの濃度の人工海水（マ

リンアートハイ 富田製薬）に沈め，発芽率を調べた．
なお，ここで海水比 100％は 35‰の塩分に相当する．
太田川でのフクドの発芽時期は 1～5 月の長い期間に
及ぶが，浸水後の条件設定は，温度 20℃，明暗のサイ
クルは 12時間ずつとした．海水比 0％，及び 25％の
塩分条件での発芽率は，浸水から 1週間で 8割を超え
た．海水比 50％では，5～10日後に発芽率が上昇した
が，その後は殆ど変化がなく，実験期間（8 週間）の
最終発芽率は約 5割だった．海水比 75％での発芽率は
1 割未満で，海水比 100％では発芽しなかった（図

2.8.4-4）．この実験と平行して，高塩分の条件に置かれ
た種子が生存しているかどうかを確認するため，海水
比 100％の塩分の水中に 6週間沈めておいた種子を，
そのまま海水比 100％の条件で維持した場合，及び，
海水比 50％，または 25％の塩分の水中に移した場合
の発芽の有無を調べた（それぞれ 125粒ずつ，15℃で
明暗サイクルは 12時間ずつ）．海水比 50％及び 25％
の条件に移した種子は，移してから 5日間で約 8割が
発芽した．海水比 100％の条件で維持した種子は発芽
しなかった（図 2.8.4-5）．この事からフクドの種子は
海水相当の塩分の水中でも生存しており，塩分の低下
に応答して速やかに発芽するよう待機しているものと
考えられる． 
ハマサジについても，太田川放水路の群落から結実
期（11～12月）の花序を採集し，風乾後，種子を取り
出し，2ヶ月間，5℃の低温状態に置いた．50粒ずつ，
0，25，50，75，100％の 5 通りの濃度の人工海水に
沈め，発芽率を調べた．太田川ではハマサジの発芽は
主に 3～6 月に見られる．浸水後の条件設定は，温度
20℃，明暗のサイクルは明期 14時間／暗期 10時間と
した．淡水中での発芽率は 9日で 6割を超え，実験期

図2.8.4-4 フクドの発芽率と塩分の関係． 
2 ヶ月の低温処理後，5 通りの濃度の人工海水に
沈めたフクド種子の発芽率（20℃，明期 12 時間
／暗期 12時間）． 

図2.8.4-5 塩分が低下した場合のフクド発芽率．
100％濃度の人工海水に 6 週間沈めておいた種子
を 50％または 25％濃度の人工海水中に移した場
合の発芽率（15℃，明期 12時間／暗期 12時間）．



2.8 塩性湿地植物の生育環境と保全に関する研究 

 277

間（60日）の最終発芽率は 70％だった．海水比 25％
の塩分条件では，9日後の発芽率が 2割に達した後は
あまり変化せず，最終発芽率は 24％だった．海水比
50％では，発芽率は 33日で 2割に達し，最終発芽率
は 24％となった．海水比 75％，及び 100％でも発芽
は見られたが，60 日後の発芽率は，それぞれ 16％，
14％だった（図 2.8.4-6）．この実験と平行し，海水比
100％の塩水中に 6 週間，沈めておいた種子を，その
まま海水比 100％で維持した場合，50％，または 25％
の塩分の水中に移した場合の発芽の有無を調べた（そ
れぞれ 50粒ずつ，15℃で明暗サイクルは明期 14時間
／暗期 10時間）．低塩分の条件に移すと発芽率は上昇
し始め，移してから 25日後の発芽率は，海水比 25％
の条件では 86％，海水比 50％では 50％となった．海
水比100%の塩分条件で維持した場合の発芽率は16％
だった（図 2.8.4-7）．これらの事からハマサジの種子
は海水相当の塩水中でも生存しており，塩分の低下に
応答して発芽する性質があると考えられる． 
太田川放水路の沿岸は，満潮の際，塩分躍層よりも

上の，低塩分の水に浸っている時間と，躍層より下の
高塩分の水に浸っている時間がある．また，出水時は
顕著な塩分の低下が見られる（図2.3.2-6，図2.3.7-2）．
塩生植物の群落が発達している 1k400付近では，平水
期の満潮時には海水塩分の 7割以上に相当する塩分が
観測されているが，出水時は殆ど淡水になる事もある
（川西ほか 2008; 中下ほか 2010）．2010 年 9月 25
日の大潮の下げ潮の間，1k200左岸の群落でフクドや
ハマサジなどの植物が浸っている河川表層水の塩分を
測定したところ，17.4～17.7‰（海水の 5割程度）で
あった．同年 6月 15日（雨天時）の大潮の下げ潮の
間，同様の測定を行なったところ，10.4～11.9‰（海
水の 3割程度）だった．7月 20日（豪雨の翌週）の小
潮の上げ潮の間も同様に測定したところ，4.1～4.6‰

という低い値になっていた．先述した発芽実験の結果
と合わせて考えると，塩分躍層よりも下の高塩分の水
に浸っても種子は生存しており，塩分の低い表層水に
浸っている間や，干潮時に降雨があった時などに，吸
水などの生理的活動を行ない，発芽に至ると考えられ
る．後述する干潟再生試験区においても，干潟の表土
は，短時間であるが下げ潮の際に塩分の低い表層水に
浸っており（図2.3.2-18），造成後は塩生植物の定着が
見られた．フクド，ハマサジ，ハママツナといった塩
生植物は，満潮の間に海水に近い塩分濃度の水に浸る
河口付近でも見られる種であるが（小林 1996; 大林
ほか 2008），一回の干満ごとに低塩分の水を利用でき
る時間帯があることで，その生育が可能になっている
と考えられる． 
 
(3) 種子の埋没と潮だまりの影響 
干潟の植物では，波と土壌の動きによって，種子が
深く埋没，又は種子が潮だまりに移動するという事が
起こりうる．種子が深く埋もれると，発芽や発芽後の
地表への到達が阻害される可能性がある．また，潮だ
まりでは水没時間が長くなるため，発芽しても実生の
生存が阻害されると考えられる．実際に，太田川放水
路の干潟では，地盤が高くても，干潮の間，潮だまり
となって残る所では塩生植物は生育していない．また
潮だまりの近辺の土壌水分が過剰な所では，植物の成
長が悪い．塩生植物の分布と種子の埋没，潮だまりと
の関係を調べるため，放水路沿岸で採集したフクドと
ハマサジの種子を用いて以下の実験を行なった． 
人工海水（マリンアートハイ 富田製薬）を入れた水
槽に，園芸用の真砂と種子を入れた鉢を設置した．種
子が置かれる状態は次の 4通りとした： 
（ア）水位より 1cm下の砂面上で，常時，水没． 

図2.8.4-6 ハマサジの発芽率と塩分の関係． 
2 ヶ月の低温処理後，5 通りの濃度の人工海水に
沈めたハマサジ種子の発芽率（20℃，明期 14 時
間／暗期 10時間）． 

図 2.8.4-7 塩分が低下した場合のハマサジ発芽
率．100％濃度の人工海水に 6 週間沈めておいた
種子を，100％濃度で維持した場合，50％または
25％濃度の人工海水中に移した場合の発芽率の
変化（15℃，明期 14時間／暗期 10時間）． 
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（イ）水位より 1cm上の砂面上． 
（ウ）水位より 1cm上で，砂面より 1cm下に埋没． 
（エ）水位より 1cm上で，砂面より 2cm下に埋没． 
鉢底の穴から真砂に人工海水が染込むため，イ～エの
場合も，種子は吸水が可能である．人工海水の濃度を
2通り（10％，20％）としたため，全部で 8条件であ
る．各条件に，フクド 30粒，ハマサジ 15粒の種子を
用いた．水槽は 2009年 1月 5日から島根大学（松江
市）構内の温室に設置した．温室は側面を開放して外
気にさらし，雨水の混入だけを阻止した．蒸発による
水の減少分は蒸留水を補給して伴い，水位と塩分が変
化しないように維持した．設置から 4ヶ月間，観察を
行ない，展葉に至った実生数を記録した． 
展葉したフクド実生数の変化を図2.8.4-8に示す．ア
（砂面上に水没），イ（地表）の 2条件で，高い発芽・
展葉率を示した．ウ（1cm埋没）の条件では，海水比
10％の塩分濃度で半数以上の種子が展葉に至る一方，
海水比 20％では，殆ど展葉に至らなかった（埋没状態
なので見えてはいないが，発芽はしていた可能性があ
る）．エ（2cm 埋没）の条件では，いずれの塩分濃度
でも展葉率はわずかだった．イ～エの条件では，展葉
した実生の外見は正常だったが，アの条件では，根が
土壌中に入らず，水中を迷走する様子が観察された．
このような実生は，実際の干潟なら満潮時に流出する
と考えられ，潮だまりの内部に殆ど実生が見られない
ことと一致する．また，海水比 20％の塩分ならフクド
の種子は十分，発芽が可能（2.8.4 (2) 参照）であるに

も関わらず，ウ，エの埋没条件では展葉率が低かった
事から，フクドの種子は，数 cm埋没すると，ごく弱
い塩分ストレスであっても発芽または発芽後の地表へ
の到達が阻害されると考えられた．このため，土壌の
動きが大きい干潟では，フクドの実生は定着しにくい
と予想される． 
ハマサジでの結果を図2.8.4-9に示す．いずれの塩分
濃度でも，ア，ウの条件で高い展葉率を示し，エの条
件では約半数の種子が展葉に至った．イの条件では海
水比 10％なら多くが展葉したが，海水比 20％では殆
ど発芽・展葉できなかった．アの場合，約半数の実生
はフクドと同様，根が土壌に入らず水中を迷走した．
これらの事から，ハマサジの種子は，フクドに比べて
埋没への耐性が強いと考えられる．一方，地表に置か
れた種子の発芽・展葉率が，海水比 20％の塩分濃度で
は低下した事から，土壌に埋もれておらず地表に露出
している種子の吸水力は，フクドに比べて弱い可能性
がある．なお，この実験で観察されたハマサジの発芽
率は 2.8.4 (2) で述べた海水比 25％の塩分の水中での
発芽率（図 2.8.4-6）より明らかに高くなっているが，
外気にさらした事によって生じた，季節・昼夜の温度
変化が，発芽を促進した可能性が考えられる． 
以上の結果から，植物の分布と潮だまりとの関係に
ついては，フクド，ハマサジとも，持続的な水没状態
でも良く発芽するが，実生の定着が阻害されることが
わかった．分布と埋没との関係については，特にフク
ドは，干潟土壌の移動が大きく，種子が深く埋没しや

図2.8.4-8 水没・埋没のフクド種子への影響． 
各 30 粒の種子のうち展葉に至った数．実験条件
は本文参照．a: 10％，b: 20％濃度の人工海水を利
用．減少が見られるのは枯死したケース． 

図2.8.4-9 水没・埋没のハマサジ種子への影響．
各 15 粒の種子のうち展葉へ至った数．実験条件
は本文参照．a: 10％，b: 20％濃度の人工海水を利
用．減少が見られるのは枯死したケース． 
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すい所では，実生の出現が阻害されると考えられた．
太田川放水路の沿岸で群落が発達する場所では，発芽
時期の土壌の動きは顕著ではなく（中間とりまとめ参
照），その事により，植物の生育が可能になっていると
考えられる． 
 
2.8.5 干潟再生試験区の造成後に出現した植物 
(1) 試験区での調査の考え方 
干潟再生試験区は，最も下流にある既存の群落
（0k500～0k800の左岸）から，さらに 400m下流に
造成された．既存の群落から種子が漂着し，発芽，及
び発芽後の生存・成長に適した環境ができていれば，
試験区に植物が定着すると予想される．本研究では，
干潟の断面形状が，種子の漂着のしやすさ，及び発芽
後の生育に及ぼす影響に注目して調査を行なった．植
物群落の修復・創成実験では，移植を実施する場合が
多いが，植物の死亡率が最も高いのは発芽直後の実生
であるため，ある程度育った株を移植して，それが定
着したとしても，群落が維持される環境ができたとは
言えない．ヨシのように専ら地下茎で栄養繁殖する種
と異なり，フクド，ハマサジは，種子だけで繁殖する
二年生植物，ハママツナは，種子だけで繁殖する一年
生植物であるため，種子の発芽と実生の生存が可能な
環境ができているかどうかを確認することが不可欠で
ある．人為的に種子を散布する事も考えられるが，本
研究では，既存の群落から自然に漂着して定着するも
のがどれだけあるかを調べることに主眼を置いた． 

既存の群落では，先述のように T.P.1.3～1.5mの平
坦面で実生が多い（2.8.3項参照）．この事を踏まえ，
試験区の中に 3 通りの断面形状の区分が設定された．
全体が斜面からなる斜面区，斜面と T.P.1.3mの平坦面
からなる平坦区 1，斜面とT.P.0.8mの平坦面からなる
平坦区 2 である（表 2.2.2-4）．各区分の平坦面・斜面
に出現した実生数を比較することによって，漂着した
種子が流出しないで残存しやすいようにするためには，
平坦であるかどうかが重要なのか，それとも地盤高が
重要なのかという事を検討した．なお，3 区分の造成
に使われた土壌の粒度分布は，群落が発達する沿岸と
良く似ており，少なくとも造成の直後は各区分の間で
違いがなく，ほぼ同様であった（図2.2.3-4）． 

 
(2) 試験区造成後に見られた植物種 
試験区は 2010年 3月 1日に竣工した．その後，平

坦面と斜面の境界付近に砕波による砂の堆積が生じ，
バームが形成された（大沼ほか 2011b）．このため平
坦面は凹地となり，干潮の間も浅く水がたまっている
ことが多くなった．これにより，平坦区１・２の平坦
面の表土は，比較的，細かい粒子サイズの砂の割合が
増加した．また，2010 年 7 月の豪雨で一部の土壌が
流出したため，バーム以外の部分ではレキの露出が目
立つようになった（2.4.5項参照）．このような土壌移
動と圧密による沈下のため，施工直後と比べ数十 cm
の地盤高の変化が生じたが，平坦区１が高い平坦面
（T.P.1.3～1.5m）と斜面から成り，平坦区２が低い平
坦面（T.P.0.8～1.0m）と斜面から成るという形状は概
ね維持された．ただし，斜面区の T.P.1.3m以上の部分
は，バーム形成に伴う砂の流入のため斜面ではなくな
り，ほぼ平坦になった．以後，本稿では３区分のそれ
ぞれについて，レキの露出が殆ど見られず，比較的，
粗い砂に覆われている領域をバーム，バームの陸側の
平坦な領域を平坦面，バームより水路側を斜面と記し
て区別する（図2.8.5-1）． 

2010年の植物の出現は，ごく少数だった．上流の群
落で見られる塩生植物にヨシを加えた 6種の発芽時期
はいずれも春であるが，4 月～7 月の月一回の観察で
見られた実生数を試験区全体で見ると，フクド，ハマ
マツナ，ホソバハマアカザ，ヨシが 1～3 個体で，ハ
マサジ，シオクグは見られなかった．この他，シオク
グ，ヨシでは，種子ではなく，地下茎が漂着して葉を
展開したと見られるものが 2～3 個体あった．これら
は全て，2010 年 7 月の豪雨の際，根元が洗い出され
るなどの損害を受け，開花に至ることなく枯死した．

図2.8.5-1 上流側から見た干潟再生試験区． 
斜面の緑色の呈色は冬期に一時的に増殖する緑
藻（ノリ類）のため．手前側から平坦区 2，平坦
区 1，奥が斜面区となる． 
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後述する 2011 年以後と比べて実生の出現が少ないの
は，種子が親株から離れる時期（フクドでは 12 月）
から竣工までに数ヶ月の開きがあったために，種子が
既に別の場所へ漂着，又は，広島湾へ流出しており，
放水路内を漂流しているものが殆ど無かったからでは
ないかと考えている． 

2011年は，シオクグ以外の 5種の実生が出現した．
2～10月の毎月の調査の結果，個体数が最も多かった
6～7月には，試験区全体でフクド 412，ハマサジ 74，
ハママツナ 69，ホソバハマアカザ 4，ヨシ 5個体が見
られた（図 2.8.5-2）．斜面，バームなどの領域ごとの
実生数については後述する． 

2012年は，4月に全種，6月に他種より発芽が遅い
ハマサジを対象に 2012 年に新たに出現した実生数を
調べた．フクド，ハマサジは二年生植物であるため，
2011年に試験区で発芽したものは，まだ開花・結実に
至っておらず，2012年に見られた実生は，上流の群落
から漂着した種子が発芽したものである．一方，ハマ
マツナは，一年生植物なので，2012年に見られた実生
には，上流から漂着した種子が発芽したものに加え，
試験区で 2011 年に発芽し，開花・結実に至ったもの
が生産した種子が発芽したものが含まれていると考え
られる．また，ホソバハマアカザとヨシは，2011年に
試験区で発芽した個体は全て開花に至らず枯死したの
で，2012年に見られた実生は，全て上流から漂着した
種子に由来するものである．4 月の実生数は，試験区
全体で，フクド 967，ハマサジ 13，ハママツナ 1943，
シオクグ 0，ホソバハマアカザ 4，ヨシ 0であった．
また，6月のハマサジの実生数は 22であった． 
以上ように，試験区では，干潟で種子繁殖している

3種（フクド，ハマサジ，ハママツナ）が多く見られ，
一方，干潟では専ら地下茎によって栄養繁殖していて
実生が殆ど見られない 2種（シオクグ，ヨシ）の出現
は少なかった．また，主に干潟より陸側の砂地に生育
するホソバハマアカザも稀であった．ヨシの場合は，
実生が定着しやすいのは，水域の内部ではなく沿岸の

湿地である事が知られている（Alvarez et al. 2005; 
Engloner et al. 2010）．今回，実生があまり見られな
かった理由は，発芽時の塩分耐性が弱い場合があるこ
と（Mauchamp & Mesleard 2001; Greenwood & 
MacFarlane 2006），また，浸水に対する実生の耐性
が弱いこと（Armstrong et al. 1999）などが関係して
いると考えられる．シオクグの種子も他の種と同じく
水の流れによって散布されると考えられるが（藤井 
2010），上流の干潟と同様，実生は見られなかった．
太田川放水路の沿岸のシオクグ群落は，少数の種子に
由来するクローンが地下茎による栄養繁殖で広がって
形成されている事が判っている（Hodoki et al. 2009, 
in press）．オオクグ等の塩性湿地のスゲ類で，初期の
実生は浸水に対する耐性が特に弱い事が知られている
ことから（Araki & Kunii 2008, 2013），シオクグの
実生の定着適地も，干潟の内部ではなく，満潮時でも
浸水しないような干潟の周縁部分である可能性が考え
られる． 
 
(3) 試験区の形状と実生分布の関係 
先述した実生の出現頻度は，干潟の断面形状に応じ
て偏りが見られた．2011年に実生が出現した 5種はい

図2.8.5-2 干潟再生試験区で見られた個体数． 
2011年に斜面区，平坦区 1，平坦区 2の 3区分で
見られた個体数の合計． 

図2.8.5-3 平坦面・バーム・斜面の個体数変化．
2011年の平坦区 1・2の各領域でのフクド（a），
ハマサジ（b），ハママツナ（c）の個体数変化．
斜面区での分布や個体数変化は，平坦区 1とほぼ
同様の特徴が見られた． 
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ずれもバームではごく少数だった．フクドは，斜面区，
平坦区 1，平坦区 2それぞれの平坦面に多く見られ，
次いで斜面にも少数みられた．平坦面ではバームから
数十 cm以内の範囲に特に多く出現した．この事は，
干潟での波の動きが，種子の漂着場所に強く影響して
いることを示唆する．ハマサジ，ハママツナ，ホソバ
ハマアカザ，ヨシの 4種は，平坦区 1と斜面区の平坦
面に集中し，それ以外の領域ではごく少数だった（図

2.8.5-3）．ホソバハマアカザは，本来，満潮時にも全く
浸水しないか，ごく短時間だけ浸水する沿岸に生育す
る種であり，また，ヨシの実生も，水没時間が長い干
潟では見られないため，平坦区 1の平坦面に局在した
と考えられる．ハマサジ，ハママツナについては，波
の動きが種子をバームの背後まで運んだと考えられる
事に加え，総数が少なかったため斜面には殆ど種子が
残らなかったものと考えている．ハマサジ，ハママツ
ナは平坦区 2の平坦面には殆ど見られなかったが，こ
れは後述するように，この部分に干潮の間も水が残っ
ている場合が多かったことが影響している可能性があ
る．斜面で見られた実生のうち最も低い位置に現れた
のは，フクド，ハマサジともに T.P.0.7m付近であり，
上流の既存の群落での分布限界（T.P.0.4～0.5m）と比
べると，出現範囲が制限されていた．この原因は明ら
かではないが，総数が少なかったことに加え，過剰な
土壌水分が影響した可能性が考えられる．試験区では，
斜面部分に 10cm大のレキが多く露出しており，その
間に細かい砂が溜る事により，水の染込みや流れが阻
まれ，干潮の間もレキの間の凹みに水が残っているこ
とが多かった．このため，実生の定着が阻害されたの
かも知れない（2.8.4 (3) 参照）． 
 このような，断面形状と関連した実生分布の偏りに
加えて，2011年には，試験区の縦断方向の構造と関連
したフクドの実生の局在が見られた．上述のように，
フクドの実生は，平坦区１と斜面区では，平坦面だけ

でなく斜面にも出現したが，斜面区の斜面に出現した
実生の大半は，試験区の下流端を囲む捨石工沿いに見
られた（図2.8.5-4a）．これは，捨石が下げ潮時の水の
流れを止め，上流から流れて来た種子が，この場所に
トラップされた可能性を示唆する．一方，捨石工で区
切られていない平坦区１の斜面でも，フクドの実生が
見られた．試験区の設計上，平坦区１の斜面は，他の
２区分よりも水路側へ張り出す構造になっているため
（図2.8.5-4b），下げ潮時に上流から流れてきた種子が
トラップされやすかった可能性がある． 

2012 年も実生は平坦面に多く見られたが，この年
特に出現が多かったハママツナとフクドについては，
バームや斜面でも植物の定着が見られた（図2.8.5-5）．
この事から，この 2種については，供給される種子の
総数が多ければ，そのうちの一部はバームで埋もれて
発芽するケースもあると考えられる．ハママツナは，
平坦区 2の平坦面では，2011年には，ごく少数しか見
られなかったが（図2.8.5-3c），2012年は，約 80個体
が出現した．バームに堆積していた粗い砂の一部が平
坦面に流入したために，ハママツナが定着しやすくな
ったと考えられる．平坦面の標高が異なる平坦区 1と
平坦区 2を設計した目的は，種子の漂着のしやすさが
平坦であるかどうかに影響されるのか，それとも標高
の違いに影響されるのかを検証する事であったが，泥
質化や，干潮時の水の残存などの影響がなければ，平
坦面の標高が上流の既存の群落ほど高くなくても，実
生の定着は可能と考えられる．なお 2010～2012年の
調査期間中，バームは徐々に陸側へ移動したため，平
坦面の面積は2011年より2012年の方が縮小しており，
特に斜面区では，バームが堤防まで移動した所もある
（図2.2.5-3，図2.4.5-13）．ここで述べた結果は，各年
の発芽時期の時点での，平坦面，バーム，斜面で見ら
れた実生数である． 

 
 

図2.8.5-4 斜面部分でのフクドの分布の偏り． 
2011年に斜面で見られたフクドは，下流側の捨石
工沿い（a）と，水路側に張り出している平坦区 1
の斜面（bの赤丸部分）で，特に多かった．

図2.8.5-5 3年目の干潟再生試験区． 
2012年 9月の，平坦区 1の平坦面（a）と斜面区
のバーム部分（b）． 
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2.8.6 干潟再生試験区での植物の生存・成長に対する物
理条件の影響 
(1) 試験区内での生育位置や潮だまりと実生の生存
率の関係 

2011年，フクドの実生は 3区分の平坦面に多く出現
したが，そのうち平坦区２の平坦面に出現したものは，
5月から 6月にかけての死亡率が高く，6月にはほぼ
消滅した．これは，平坦区１と斜面区の平坦面・斜面
の実生数が，5月以後も増加して 6月にピークに達し
たのとは対照的である（図2.8.5-3a）．平坦区２の平坦
面での高い死亡率は，平坦区１・２の平坦面が浅いプ
ールになり（図 2.8.6-1），特に平坦区２の場合は干潮
の間も水が残っている時間が長かった事が影響したと
考えている．平坦区２の平坦面でフクドの実生が激減
する前の 5月の時点で，この場所の個体は，他の領域
の個体よりも成長が悪かった（図 2.8.6-2）．凹地化し
た事に加えて，表土の細粒化が生じたために水が抜け
にくくなり，植物が生育できない環境になったと考え
られる． 

ハママツナでも，プール化の影響と見られる生存率
の違いが見られた．浅いプール化が生じた平坦区１の
平坦面と，プール化しなかった斜面区の平坦面では，
花期までの生存率が異なった（図 2.8.6-3）．プール化
した部分では，他の領域と比べてハママツナの成長は
悪く，水没している部分の葉が脱落している等の特徴
が見られた（図2.8.6-4）． 
 
(2) 生育位置と潮だまりが植物の成長，繁殖に及ぼし

た影響 
フクド，ハマサジは，生育条件によって，発芽から

開花・結実までに要する年数が変化する可変性二年草
である．1k200左岸の群落で 2006年に発芽した個体
を対象にした追跡調査では，フクドは，発芽の翌年～

図2.8.6-2 フクド実生の平均葉数． 
2011年に試験区で発芽したフクドの 5月の時点で
の平均葉数．斜面については陸側と水路側に 2 分
し，陸側を（高），水路側を（低）とした．エラー
バーは SD．平坦区 2の斜面（低）は 1個体だった
ため SDは無い． 

図 2.8.6-3 プール化した平坦区 1の平坦面と，し
なかった斜面区の平坦面の，ハママツナ個体数の
変化（2011 年）．平坦区 1 の平坦面で花期まで生
存した個体は，ごく一部だった． 図 2.8.6-1 干潮の

間も水が残る平坦
区 1・2の平坦面と，
残らない斜面区の
平坦面． 

図2.8.6-4 プール化部分の内外のハママツナ． 
バームの個体は良く成長し，40cmほどの広がりを
持つ一方，プール部分の個体は衰弱している． 
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5年目（多くは翌年～3年目），ハマサジは，発芽した
その年～5年目（多くは 3～5年目）に，開花に至った
（中間とりまとめ参照）．可変性二年草では，生育条件
が良く成長が早かった個体が早く開花に至り，条件が
悪く成長が遅かった個体が遅れて開花に至ることが多
い．1k200左岸の群落では，個体の密度が高く植物同
士で葉が重なり合うような所では，開花が 4～5 年目
まで遅延した．本稿では，試験区で 2011 年に発芽し
たフクド，ハマサジの，2012年の花期（夏～秋）での
開花率，及び，開花時の個体サイズについて報告し，
試験区の物理的な条件が植物の成長と繁殖に及ぼした
影響を考察する． 

2011 年に出現した実生の，2012 年 4 月の生存数，
及び 2012年 9月の開花個体数を，図 2.8.6-5に示す．
平坦区 1の平坦面では，フクドは，発芽 2年目の時点
で 60 個体以上が生存していたが，そのうち花期に開
花したのは約 20個体で，1／3程度だった．他の領域
では概ね開花率は良く，発芽 2年目まで生存した個体
の 2／3以上が 2年目で開花した．ハマサジは全体的
に開花率が高く，2／3以上は 2年目で開花した．9月
の時点での両種の開花個体の花茎高を，図2.8.6-6に示
す．開花率が低かった平坦区 1の平坦面のフクドは植
物体が小型で他の領域と比べ成長が悪かった．1k200

左岸などの上流の群落と異なり，試験区の個体密度は
未だ高くないため，平坦区 1の平坦面でフクドの成長
が悪く開花率が低いのは，植物間の競合とは別の要因
が強く影響している可能性が高い．図2.8.5-5から判る
ように，平坦区 1でも干潮時にずっと水が残っている
所では植物は生育しておらず，その周辺の土壌水分が
過剰な領域では，フクドの生育は見られるものの，植
物は概して小型で成長が悪かった．この事から，平坦
区 1でのフクドの開花の遅れはプール化の影響による
ものと考えられる．一方，ハマサジは平坦区 1の平坦
面でも高い開花率を示し（図2.8.6-5b），花茎高も他の
領域と比べ顕著に低い訳ではなかった（図 2.8.6-6b）．
フクドがプール化した所の周辺でも成長は悪いながら
生育できたのと異なり，ハマサジはプール化した所と
その周囲では殆ど生存しておらず，平坦面の中でも，
専らプールから離れた位置に見られたため，2 年目の

図2.8.6-5 干潟再生試験区での発芽2年目の生存
個体数と開花個体数．生存個体数は 2012年 4月，
開花個体数は 2012年 9月に調査． a: フクド，
b: ハマサジ． 

図 2.8.6-6 干潟再生試験区での開花個体の花茎
高．2011 年に発芽した個体のうち 2012 年に開花
したフクド（a）とハマサジ（b）の 9月の花茎高．
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開花率と花茎高については，他の領域との間に明瞭な
差は生じなかったと考えている． 
 
2.8.7 塩性湿地植物の保全の観点からの留意点 
(1) 植物の生育と干潟の環境条件との関係 
太田川放水路の沿岸では，1k800付近の右岸などの

ように，干潟と陸域が地形的に連続的してつながって
いる所もあるが，多くの場合，干潟と緊急用河川敷道
路の間の護岸構造が干潟と陸域を明確に分けている．
このため，放水路沿岸の塩性湿地の大部分は，満潮の
際に冠水する干潟域となっている．本稿では，干潟を
主な生育場所とする植物に注目し，また，淡水域でも
見られるヨシ，及び，栄養繁殖により安定した群落を
形成しているシオクグを除いた，フクド，ハマサジ，
ハママツナの 3種の塩生植物について，その保全の観
点からの留意点を考察する．これらの群落を保全する
事は，その生育条件が成立している場所を残すという
ことと，ほぼ等しい．太田川放水路では，既設の緊急
用河川敷道路が整備された際，塩生植物が生育する場
所の人為的な改変が行なわれている．この時は，堤防
沿いの干潟が道路，法面等に改変された分だけ群落は

縮小したが，整備前と比べて種組成や各植物種の縦断
方向の分布に目立つ変化はなかった（整備前の各植物
種の分布については荒谷建設コンサルタント（1996）
参照）．生育に好適な条件の場所の幅が広く存在してい
たため，堤防沿いが改変された後も，なお生育に適し
た領域が残った．しかし，そういった人為的な影響の
有無に関わらず，河口域の沿岸は，出水，波浪などの
影響で徐々に変化していく場所であり，塩生植物の群
落にも盛衰が生じる．2.8.3～2.8.4 項で述べた通り，
1k100～1k400（新己斐橋～己斐橋）の左岸では，本
研究の調査期間中に，生育範囲が大幅に減少した（図

2.8.3-4）．2007年 10月と 2012年 1月の横断測量の結
果，この場所では T.P.1.5m付近のバームの発達，及び，
バームよりも水路側の干潟斜面の標高の低下が生じて
いた（図 2.8.7-1）．斜面部分の標高の低下は，植物調
査用プロットの位置を示す棒が地面より上に出ている
長さの変化から，地盤沈下によるものではなく，主に
土壌の移動・流出によると考えられる．この標高の低
下は大きくても 10～15cm程度で，植物の生育が可能
な領域を大幅に減少させるほどではないが，このバー
ムの発達と土壌移動の間に生じた表土の粒度分布の変
化は，植物の生育に強く影響し得るものと考えている
（2.8.3～2.8.4 項参照）．同様の生育範囲の減少が，
1k800の左岸の群落でも観察されている．一方，1k400
～1k600右岸のフクド・ハマサジ群落（図2.8.7-2）は
観察期間中，むしろ発達してきている． 

2.8.3～2.8.4項で述べたように，地形，土壌，塩分，
潮だまり，埋没といった要因は，直接，植物の生育の
可否に影響するが，これらの要因は，元々，出水時や
平常時の水の動き，土砂の動態によって形成されてい
る（2.4節参照）．2005年 9月の豪雨で，太田川が既
往最大の流量を記録した際，1k200付近の左岸の群落
部分では，概ね 4cm未満の堆積が生じた（中間とりま
とめ参照）．この時，発芽一年目の小型の個体について
は葉が埋もれるなどの被害が見られたが，この場所の

図2.8.7-2 己斐橋上流側右岸の塩生植物群落． 
2011年 9月．一部にヨシが混在． 

図2.8.7-1 己斐橋付近左岸の断面形状の変化． 
塩生植物とヨシの群落が見られる沿岸の 2007 年
10月と 2012年 1月の横断測量結果．a: 1k251，
b: 1k350の左岸． 
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元々の表土よりも細かい土砂が供給されたため（図

2.8.7-3），翌春の実生の定着には，むしろ有利に作用し
た可能性がある．一方，この付近の沿岸では平常時の
流れによりバームが発達し（2.4.5項参照），バームと
斜面部分の土壌の粗粒化が生じていると考えられ，こ
れは植物には不利である．このような物理的条件の変
化によって，個々の群落は，数年，または，より長期
的な時間スケールで盛衰していると考えられる． 
現在，太田川放水路で塩生植物の群落が見られるの

は，0k500～0k800 の左岸，1k100～1k400 の左岸，
1k800 付近の左岸，1k200～1k600 の右岸，1k800～
2k200の右岸（荒木・國井 2011），そして新たに植物
が定着した干潟再生試験区の 6ヶ所である．放水路の
植物群落の保全は，個々の群落は，それぞれの場所の
物理的条件の変化に伴って盛衰するという事を前提に
考える必要がある．ある群落が衰退しても別の群落が
維持されていて，衰退した場所の条件が好転した際に
は，維持されていた群落から種子が漂着することによ
り速やかに植生が回復するといった，群落間の関係を
保っておくことが重要と考えられる．全く植生が無い
状態からでも，漂着種子によって群落が形成され得る
事は，試験区で観察された通りである．このような関
係を維持するため，現在ある 6ヶ所は，基本的に減ら
さない方向で考えるべきである．干潟部分に何らかの
人為的なインパクトを与える際，群落全体を消失させ
るような改変を行なわなくても，群落の中で陸寄りの
平坦な部分は，種子が流出しないで残存しやすい場所
であるため，そのような場所を一時的にでも消失させ
る事は，群落を不安定にする可能性がある．また，群
落の土壌の顕著な細粒化，または，粗粒化をもたらす
ような構造物ができることも，群落に影響を及ぼす．

植物の生育を可能にしている地形，土壌条件を大きく
変える事が無いよう，配慮する必要がある． 
 
(2) 造成干潟における塩生植物への影響要因 
干潟再生試験区では，植物の定着が見られ，新たな
群落が形成された．しかし，設計当初は予想していな
かった平坦面の部分的なプール化が生じた．プール化
した部分では植物の定着は阻害された．1k200付近の
左岸の群落でも，バームの陸側は凹地になっており，
潮が引いた直後は水が残っているが，一時間もしない
間に地中に染込み，水が溜ったまま残るということは
ない．一方，試験区の平坦区 1，平坦区 2の平坦面に
生じた水たまり（図 2.8.6-1）は，特に 2011年の平坦
区 2では，次の満潮まで残存していると見られること
も多かった．このような違いが生じた原因は，土壌の
違いであると考えている．試験区の方は，凹地化した
部分で表土の細粒化が生じ（2.4.5項参照），満潮時に
たまった水が染込みにくい状態になっていた．太田川
放水路では，河口に近い方が干潟への沈降物に占める
細粒分の割合が多く（長戸ほか 2007）（図 2.3.3-17），
その事が，試験区の平坦面の細粒化が顕著だった事の
一因かも知れないが，より局所的なスケールでの浮遊
土砂の動きが，表土の細粒化の生じやすさに影響して
いる可能性もある．また，試験区の造成後，表土の粗
粒化が生じたバーム部分は，スナガニ，コメツキガニ
といったカニ類の好適な生息場所となる一方（2.9.4
項参照），植物の個体数は少なかった（図2.8.5-3）．た
だしバームは干潟の勾配が変化する所で砕波によって
生じたもので（2.4.5項参照），漂着した種子が，その
まま残存しやすいと期待した平坦面を設計した事によ
り，バームの形成も必然的にもたらされたと言える．
そのため，バーム部分での個体数が少ないことより，
バーム形成によって凹地となった平坦面で細粒化が生
じ，その一部がプール化した事の方が，群落の形成に
対するマイナス面は大きい．この問題の対処法として
は，造成時に，予め，澪に相当する地形を造り，水が
抜けるように工夫するなどの事が考えられるが，
1k800 の左岸の群落での観察によると，澪自体には，
生育可能な標高であっても植物は生育しておらず，干
潮時に澪で生じる水の流れが種子を流出させている可
能性がある．そのため，澪の幅や勾配，また，平坦面
と斜面に対してどのように配置するかなどについて，
検討が必要と考えられる． 
 なお，試験区の形状，土壌などの状態は，造成から
2 年以上が経過した 2012 年も，徐々に変化が続いて

図2.8.7-3 出水時の堆積物． 
2005年 9月の豪雨の際に堆積した土砂が部分的に
はがれ落ち，元々の表土が見えている．出水に伴
い，元の表土より細かい土壌が約 4cm堆積した．
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いる．平坦区 2の平坦面は，バームから粗砂の一部が
流入し，表土の様子は変化してきている．表面 1cmの
粒度分布を見ると，2011年 9月の時点で，既に上流の
群落の土壌と同様，細粒分は少なくなっている（図

2.8.7-4）．これに伴って，植物も生育しやすくなったと
考えられる．この領域では，2011年にはハママツナは
殆ど出現しなかったが，2012年は 4月に約 80個体が
見られ，9月の時点で，成長は悪いものの約 20個体が
生存していた．今後も，土壌などの生育場所の条件の
変化は，試験区の植生の状態に影響していくと考えら
れ，注目していく必要がある． 

 
2.8.8 まとめと課題 
(1) まとめ 
都市河川の河口域は大規模な人為的改変を経て現在
に至っている事が多く，本来の川らしさ，河口らしさ
は部分的にしか残っていない．太田川放水路は，洪水
調節機能のために拡幅された人工河川でありながら，
植物に関して見る限り，都市河川としては例外的に規
模の大きい塩生植物とヨシの群落が発達する恵まれた
ケースである．放水路の設計の際に採用された水路の
断面形状（2.3.6 (1) 参照），広島湾の潮位差，干潟に
供給される土砂の性質，平常時と出水時の地形・土壌
の動態などが，これらの群落の発達を可能にしている
と考えられる．本節では，沿岸の地形（特に干潟の地
盤高と勾配），土壌（特に粒度分布），塩分（特に種子
の発芽と河口域沿岸で生じる塩分の変動との関係）に
注目し，塩生植物群落の形成・維持に必要な環境条件
を考察した．フクド，ハマサジ，ハママツナは，発芽
時期の冠水時間が 4割を超えない，比高の高い領域に
見られ，（おそらく波が種子を運ぶ作用のため）バーム
の背後の平坦な部分に実生が出現しやすい．これらの
植物は粒径 0.25～1.0mm の中粒砂，粗粒砂を多く含
む砂レキ質の干潟に見られたが，実生が多く出現する

領域は様々な粒子サイズの砂を含んでおり，特に，粒
径0.125mm以下の極細粒砂～シルト・粘土を5～15％
ほど含み，干潮の間も表土に適度な湿り気が残ってい
た（含水率は 15～20％）．塩分については，フクド，
ハマサジは海水相当の塩分濃度の水に長い期間浸って
いても，塩分が低下すれば，発芽が促進されることが
示された．群落が見られる沿岸は下げ潮の際に塩分の
低い表層水に浸っており，また降水時に干潟の塩分が
低下するため，それらの要因が発芽を促進していると
考えられる．本稿では言及しなかったが，発芽時期を
過ぎた土壌には埋土種子は見つからない事から，これ
ら 2種は埋土種子集団を形成せず，最初の発芽時期に
殆ど発芽していると考えられる．なお，地形，土壌，
塩分は互いに独立した要因ではなく，沿岸の水の動き
が地形に，そして水の動きと地形が土壌に影響し，さ
らに土壌が干潮時の表土の塩分に影響するというよう
に互いに関連している．これらの点を踏まえ，個々の
群落の盛衰や植生の遷移はあるとしても，放水路全体
で見れば沿岸の植生が存続できるよう，放水路の管理
のあり方を考えていく事が望まれる． 
 既存の群落から 400m離れた下流に造成された干潟
再生試験区では，干潟では専ら地下茎による栄養繁殖
を行なっているヨシ，シオクグは定着せず，種子繁殖
しているフクド，ハマサジ，ハママツナの 3種が多く
出現した．植物の生育が可能な地盤高の領域を含む，
斜面区，平坦区 1，平坦区 2の 3区分を合わせると，
縦断方向に約 100mあり，これだけの規模で，移植を
行なわずに種子の自然な漂着による植生の形成過程を
観察することができたのは，貴重な研究事例である．
この結果，種子の供給源となる既存の群落が近くにあ
れば，自然に群落の形成が起こり得ることが示され，
同時に，造成後に，潮だまりを形成するような地形と
土壌の変化が生じやすい個所で，植物の生存・成長が
阻害される事も観察された．植生の定着を主眼とした
干潟の整備を実施する際は，植物が生育し得る地盤高
の部分に，干潮の間も水が残存するような場所がなる
べく少なくなるよう，干潟の形状の設計と，用いる土
壌に注意が必要である． 

 
(2) 課題 
本節では，専ら太田川放水路沿岸の物理的条件と，
フクド，ハマサジ，ハママツナの生育との関係につい
て述べたが，放水路の沿岸植生の今後の長期的な存続
を考える際には，植物同士の競合，特にヨシ群落の拡
大が塩生植物の群落の衰退を引き起こすか否かという

図2.8.7-4 干潟再生試験区表土の粒度分布． 
6領域の中央付近で，概ね深さ 1cmまでの表土を
採取，分析したもの（2011年 9月）． 
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点に注意が必要である．ヨシとシオクグは，それらの
種にとって生育条件が好適な場所では，地下茎による
栄養繁殖で密な群落を形成するため，その群落の内部
では，他の種は生育できない．2005年から 2012年に
かけての調査期間中，放水路沿岸のシオクグ群落には
目立った拡大や衰退は無かったが，ヨシ群落の拡大が
見られた場所はある．1k800付近の左岸では，ヨシの
侵入により，フクド群落とヨシ群落の境界が年間 2m
程度の速さでフクド群落側へ移動している．また，
1k300 付近の右岸では，2006 年には，緊急用河川敷
道路に沿った狭い範囲にフクドが見られる以外は殆ど
裸地だった所が，2010 年頃までにヨシ群落となった
（図 2.8.8-1）．一方で，ヨシ群落の拡大が顕著でない
所もある．どのような要因がヨシ群落の拡大を遅らせ
他の種との共存を可能にし得るのか，今後の研究課題
である．一見したところでは，粒度がやや細かい場所
でヨシが優占し，やや粗い砂レキ質の場所でフクド，
ハマサジなどが優占しているように見え，土壌の違い
がヨシと他種の共存のための重要な条件のように思え
るが，ヨシが増加すると流れを遅くする効果によって

表土の細粒化が生じるため，ヨシ群落の表土に細かい
砂・シルトが多いのは，ヨシが増加したことによって
もたらされた結果でもある．干潟表面の土壌だけでな
く，深い部分の土壌，地下水の動き，その水質なども
どのタイプの群落が発達するかに影響している可能性
がある．陸側からの地下水の侵入は干潟地盤内の塩分
に影響するので（日比野ほか 2008），地下水の侵入に
よって低塩分になっているような所はヨシが優占しや
すいといった効果があるのかも知れない．塩生植物の
群落が発達しているのは太田川放水路の大きな特徴で
あるが，ヨシ群落も汽水域生態系の主要な構成要素で
ある場合が多い（大阪市立自然史博物館 2000; 財団
法人河川環境管理財団 2008）．現在，放水路で見られ
る群落の多様性が，遠い将来に全てヨシ群落へと遷移
していく過程の途中にあるのか，それとも，何らかの
要因が異なる群落の共存を可能にしているのかという
点は，今後の放水路の管理のあり方にも関係してくる
問題である． 
一方，2012年の時点で，干潟再生試験区での定着が
見られていないヨシ，シオクグについて，その群落の
発達が可能な沿岸を人為的に創出することは可能かと
いう問題も，今後，太田川河口域，または他の河川で
検討されることがあるかも知れない．ヨシについては
地下茎を含む土壌ごと移植，地下茎を掘り出してきて
移植，発芽させた実生をヤシ繊維などのマット上であ
る程度まで成長させてからマットごと移植するなど
（福岡ほか 1997; 島谷 2000），各地で事例がある．
また，種子の供給源になる既存の群落が近くにある場
合は，発芽と実生の定着が可能な条件の場所を造成す
れば，移植を行なわなくても自然に群落の形成が生じ
得る（荒木・國井 2004）．しかし，シオクグでは発芽
と実生の生存が可能な条件は正確には理解されておら
ず，まず発芽特性などの基本的な生態を理解し，それ
に応じて，地盤高，土壌などの条件を検討することが
必要と考えられる． 
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2.9 感潮性陸生動物および干潟のカニ類に関する研究  

鶴崎展巨 1・亀山 剛 2・井原 庸 3 
1鳥取大学 地域学部 地域環境学科 
2復建調査設計株式会社 環境技術部 生物環境グループ 
3広島県環境保健協会 環境生活センター 

 

 
2.9.1 序論 
 広島市の太田川放水路には，全長が感潮域に含ま
れることや，両岸または片岸に適度な砂泥の堆積が
あること，また，顕著な干満差があること，などに
より，干潮時には 63ha にも及ぶ広大な干潟がみら
れ，またその陸側との接点には近年絶滅が危惧され
ているフクド（環境省版レッドリスト（RL）2012 準
絶滅危惧 NT；広島県版レッドリスト（RL）2011
準絶滅危惧NT）やハマサジ（環境省版RL 2012準
絶滅危惧 NT；広島県版RL 2011準絶滅危惧NT）
などの塩生植物のかなりまとまった群落もみられる．
干潟の動物については，カニ類を中心にかなり多く
の研究があり，一般向けの出版物も多く出ているが
（逸見 1994；.小野 1995；和田 2000；逸見泰久；
三浦 2008），このような干潟に出現する昆虫やクモ
ガタ類などの陸生動物や，塩生植物群落をすみかと
する陸上節足動物の群集についてはこれまで研究例
が乏しい． 
 しかしながら，このような河川感潮域の干潟や，
ヨシ原をふくむ塩生植物群落は，都市部を中心に消
失が著しく，そのような環境に生息する海浜性の陸
生節足動物にはレッドリストに掲載されている種が
少なからず含まれるため，生物保全の面からも早急
の調査が望まれているところである． 
 本研究グループ（陸生動物ワーキンググループ）
は，以上のような点に注目し， 2005年からの 2008
年にかけてはおもに己斐橋左岸下流側に成立する塩
生植物群落の陸生節足動物群集を対象に群集の特徴
を調査し，1）種数・個体数は乏しいが，満潮時に
水面下に没するような位置の群落でも若干の昆虫が
みられる；2）ハムシや鱗翅目幼虫などの咀嚼型の
口器をもつ植食性昆虫が少ない；3）塩生植物群落
中にはアリがほぼ完全に欠如する；4）クモではア
シナガグモ科をのぞき造網性のクモの割合が低い，
などの興味深い特性があることを明らかにした（鶴
崎ら 2009）． 
 また，2009年には太田川放水路の旭橋左岸下流側

に 2010年 3月に人工干潟の造成が行われ，2009年
におこなった予備調査では，水面下に没している時
間のほうがはるかに長い当該試験区域にもトビムシ
類やナギサハネカクシ類の生息が確認されたので，
人工干潟の造成にともなうこれらの潮間帯生息性の
陸生動物の生息状態の変化を追跡することにした．
また，これらの生物の生息場所形成にも影響すると
思われるカニ類の定着と出現種の変化についてもあ
わせて調査した． 
 ここではこの旭橋の造成干潟でおこなったこれら
の陸生動物の調査結果を報告する． 

 
2.9.2 造成干潟の陸生節足動物（昆虫類・クモガタ
類等） 
(1) 調査方法 
 旭橋の太田川左岸の下流側の造成干潟（図2.9.2－
1～2）において大潮の干潮時に岸辺（河川敷の緊急
道路の末端を起点）から河川中央に向って 1m幅の
ラインを設定し（実際には 50m長の巻尺を延ばす），
そのライン上にある転石をマップ上に記録し，転石
を起こして転石の表面にみられる小型の陸生節足動
物を 80%エタノール入りのサンプル管（ポリエチレ

図 2.9.2－1 旭橋左岸下流側造成干潟調査地. 1～
4: 平坦区 2, 平坦区 1, 斜面区，コントロール. 
ラインセンサスは各区画 1 本，川の中央に向
かっておこなった． 
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ン製の 50ml の遠沈管）にすべて採集した（吸虫管
を使用）．個体数は 1m×1mのコドラート単位，ま
たは転石あたりの両方で計数した． 

 このコドラート調査の実施日は下記のとおりであ
る： 
2009年 10月 30日（干潟造成以前） 
2010年 5月 13日（干潟造成から約 2カ月後） 
2010年 11月 5日（干潟造成から約 11カ月後） 
2011年 9月 12日（干潟造成から約 1年 6カ月後） 
2011年 12月 9日（干潟造成から約 1年 9カ月後） 
2012年 7月 27日（干潟造成から約 2年 4カ月後：
塩生植物上の昆虫の調査のみ） 
 人工干潟造成以前は，当地はカキ殻が多数付着し
た大きな転石の多い泥質の干潟で，カキや海藻の付
着の程度から干出時間はかなり限定されていた場所
であることが窺われた． 
 人工干潟の造成で基盤は砂質に変わり，転石もご
く小型のものが散在する程度であった（これらの転
石は意図して置かれたもの）が，その後，時間が経
過するにつれて，増水による砂の流出などにより場
所によって小石や泥質が優占する干潟に移行した
（図2.9.2－2）． 
 調査ラインは干潟造成区に 3本（斜面区，平坦区
1，平坦区 2），コントロールとしてその下流側に 1
本とり，干潟造成区内の相違の有無にも注意を払っ

図 2.9.2－2 旭橋左岸下流側の調査区域. 干潟
造成前（2009年 10月 30日：上）と造成か
ら約 2カ月後（下左）と約 8カ月後（下右）
の造成干潟. 造成前は地盤高が約 1ｍ低く，
カキ殻のついた大きい岩がごろごろしてい
た．増水による表面砂の洗い出しにより造成
8カ月後には干潟表面に小石が増えている．

表2.9.2－1 旭橋左岸調査地における昆虫とクモガタ類の出現種の変遷. 
個体数： +++ 多数，++ふつう，+数個体，（ ）内は造成干潟外での採集. 
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た．ただし，最初の 2回ほどの調査で，おもに転石
下に生息する昆虫などの陸生節足動物に関しては，
干潟造成区内での分布はほとんど転石の有無や量に
依存しており，斜面区－平坦区での差はないことが
わかったので，以後は干潟造成区とコントロールの
1本ずつとしている場合がある． 

 
(2) 陸生動物相 
旭橋左岸下流側の造成干潟ではこれまでに表
2.9.2－1に示すような約20種の陸生節足動物の生息
が認められた（2012 年 7 月に調査した人口干潟の
塩生植物上の昆虫類はのぞく）．このうち，年間をつ
うじて比較的安定して生息を確認できたのは，トビ
ムシの 2種（オナガシオトビムシAxelsonia nitida 
(Folsom 1899: ツチトビムシ科)とエサキウミトビ
ムシOudemansia esakii （Kinoshita 1932）：イボ
トビムシ科）），甲虫のハネカクシ科の 3種（ヒメハ
ネカクシ族Athetiniの 1種，ナカネナギサハネカク
シBryothinusa nakanei （Sawada 1955），ウスア
カナギサハネカクシ Bryothinusa algarum
（Sawada 1971），カキガラダニHalotydeus sp.（ミ
ドリハシリダニ科）の 6種である．なお，エサキウ
ミトビムシについてはおそらく本種であるが，完全
に確定しているわけではないことをお断りしておく． 
 ナカネナギサハネカクシとウスアカナギサハネカ
クシの 2種は干潮時に現れる転石は海藻の下にみら
れる小型（体長約 2mm）のハネカクシである．小
型で同定が難しいことやその特殊な生息環境により

調査が遅れているが，これまでにナカネナギサハネ
カクシは兵庫県，大阪府，和歌山県（河上 2005），
ウスアカナギサハネカクシは山口県椹野川河口（河
上 2005），兵庫県，大阪府，和歌山県（河上 2005）
で記録されている． 
 ウスアカナギサハネカクシの季節消長は大阪府で
調査されており，それによると，本種は年 1化で新
成虫は秋に出現，冬期は地表面から姿を消し（おそ
らく地中で越冬）成虫がみられるのは 3 月から 12
月までで夏季には個体数が減少という生活史をもつ
（河上 2008）． 
 これら以外で注目されるのは，ゴミムシ科甲虫であ
るキバネキバナガミズギワゴミムシとキバナガミズ
ギワゴミムシの 2種とイソタナグモであるがこれら
については後述する． 

 
(3) 干潟造成にともなう昆虫等の出現種の変化 
 旭橋左岸下流側の人工干潟では，干潟造成以前と
以後とで次のような変化が見られた． 
 まず，干潟形成前には優占種であったカキガラダ
ニ（図2.9.2－4～5）が消失した．これは水深の減少
とこのダニが餌としている海藻類（体が緑色なのは
餌の色による）の付着した転石がなくなったことに
よると思われる．興味深いのは，干潟造成後には干
潟の下流側の対照区（深度や転石には違いがない）
でも個体数が減少したことである（図2.9.2－5）．対
照区は造成干潟の下流側であるが，近接しており，
工事や干潟造成による濁水や水流の変化がなんらか

図2.9.2－3 旭橋左岸下流の調査地で出現した昆虫・クモガタ類. 
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の影響を与えた可能性が考えられる． 
 トビムシの 2種も工事前に比べて，工事後の造成
干潟上では生息密度が著しく減少した．これは転石
の大きさと数の減少にともなうものと思われる．カ
キガラダニがほぼ完全に消失したのに対して，トビ
ムシは少数であるが，継続して確認された． 
 トビムシの 2種の分布で興味深いのは，両者が相
互排他的な分布を示したことで，これは造成前，造
成後をつうじてこの傾向は一貫していた（図2.9.2－
6～8）． 
 甲虫のハネカクシでは，ヒメハネカクシは少なく
とも一時的には（2010年）増加したが，ナギサハネ
カクシの 2種は顕著に減少した（図2.9.2－9）． 
 キバネキバナガミズギワゴミムシとキバナガミズ
ギワゴミムシの生息は干潟形成以後に確認されたも
のであるが，これが人工干潟の形成にともなってあ
らたに出現したものか，それとももともと生息して
いたものかは不明である．両種とも後翅は発達して
おり飛翔できる（森田ら 1996）．上流側の己斐橋付
近での以前の調査でもこの仲間のゴミムシは春季の
大潮の干潮時にしか現れないような河川の中央付近
の深部でも生息が確認されていたので，旭橋周辺で
ももとから生息していた可能性は考えられる． 
 

 
 
 
 

 

図2.9.2－4 干潟造成以前（2009年 10 月 30日）
の調査区域におけるカキガラダニの 1m×1m
区画あたりの個体数分布. 横軸は左岸末端から
の距離. 

図 2.9.2－5 トビムシ 2 種とカキガラダニにお
ける個体数の経時的変化. 造成干潟（人工
干潟）では干潟造成後，個体数が大きく減
少した．

図2.9.2－6 干潟造成以前（2009年 10 月 30日）
の調査区域におけるトビムシ 2 種の 1m×
1m 区画あたりの個体数分布. 横軸は左岸末
端からの距離. 

図 2.9.2－7 干潟造成から約 2 カ月後（2010
年 5 月 13日）の調査区域におけるトビム
シ 2種の 1m×1m区画あたりの個体数分
布. 横軸は左岸末端からの距離. 造成干潟
上（斜面区と平坦 1区）では著しく個体数
が減った． 



2.9 感潮性陸生動物および干潟のカニ類に関する研究 

 

295 
 

 
 
2.9.3 塩生植物上の昆虫とクモ 
 太田川放水路旭橋左岸の造成干潟には造成前お
よび直後にはなかった塩生植物が順調に定着しはじ
めている．干潟造成から 2年が経過した 2012年に
はフクド（キク科），ハマサジ（イソマツ科），ハマ
マツナ（ヒユ科）の株数がそれらの上に出現する昆
虫やクモの調査が可能なていどに増えてきたので，
どのような昆虫・クモが出現しているかを調査した． 
 

 
(1) 調査方法 
 旭橋造成干潟上のフクド，ハマサジ，ハママツナ
は順調に生育しているとはいえ，株数はまだ少ない
ので，以前に己斐橋左岸付近の塩生植物群落の調査
でおこなった捕虫網によるスウィーピングでの調査
には問題がある．この方法では金属製の頑丈な枠を
もつネットで植物の茎葉を横から強く払うので，植
物株を傷める（少なからず茎葉がちぎれる）ためで
ある． 

図 2.9.2－8  干潟造成から約 8 カ月後（2010 年
11 月 5 日）の調査区域におけるトビムシ 2
種の 1m×1m区画あたりの個体数分布. 横軸
は左岸末端からの距離. 造成干潟上（斜面区
と平坦 2区）では著しく個体数が減った． 

 

図2.9.2－9 ハネカクシ3種の個体数の経時的変化.
上は 1m2あたりの個体数， 下は石あたりの個
体数．造成干潟では干潟造成前（2009年 10月）
と比べて，ナカネナギサハネカクシとウスアカ
ナギサハネカクシは減少したが，ヒメハネカク
シは増加した． 

図 2.9.2－10 干潟造成前の調査地におけるハネ
カクシ 3種の 1m×1m区画あたりの個体数
分布. 横軸は左岸末端からの距離. ナギサハ
ネカクシの 2 種は相互排他的な分布を示し
た． 

図2.9.2－11 干潟造成から 8カ月後の調査地のい
けるハネカクシ3種の1m×1m区画あたりの
個体数分布. 横軸は左岸末端からの距離. ナ
ギサハネカクシの2 種は相互排他的な分布を
示した． 
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 そこで，植物株の下に濃色のプラスチックバット
をおき，植物体を傷つけないように注意しながら茎
葉を直接手で持って揺らしたりはたいたりすること
で昆虫類等を下のバットに落下させる。；これらで落
下しない固着性の昆虫類等を発見した場合は刷毛や
筆でこすり落とすという方法で調査した． 
 なお，バットのかわりに最初は，水田の稲株の昆
虫調査で使うような虫見板をイメージしてプラスチ
ックのクリップボードを試したが，これは落下した
虫が風で容易に飛ばされるという問題があった． 
 調査した塩生植物は，フクド，ハママツナ，ハマ
サジがそれぞれ 20株（ランダムに選択），ホソバハ
マアカザは 3株（調査地点の生息本数）である．そ
れぞれの株上の昆虫を，上の方法でバットに落し，
落下した昆虫・クモを吸虫管を用いて採集し，80％

エタノールの液浸標本とした．この際，それぞれの
株の枝張り（直径）と高さを記録した． 
 調査日は 2012年 7月 27日（調査者：亀山剛）で
ある． 
 使用した種多様度指数の定義についてはBegon et 
al. （2005）を参照． 

フクド ハマサジ ハママツナ ホソバハマアカザ

塩生植物と調査株数
Artemisia
fukudo

Limonium
tetragonum

Suaeda
maritima

Atriplex
gmelinii

20 20 20 3

ハマベテンサイカスミカメ Orthotylus parvulus 199(38a161n） 1(n) 58(7a51n)
アブラムシsp. Aphidoidea gen.&sp. 3
ヨコバイsp. Cicadellidae gen. sp. 1
アオバネサルハムシ Basilepta fulvipes 1
ゾウムシsp. Curculionidae gen. sp. 1
コバチ類sp.A Chalcidoidea gen. sp.A 1
コバチ類sp.B Chalcidoidea gen. sp.B 1
鱗翅目幼虫 Lepidoptera larva 1
ヤホシヒメグモ Chrysso octomaculata 2juv.
ノコギリヒザグモ Erigone prominens 1♂
ニセアカムネグモ Gnathonarium exsiccatum 1subad.♀
シロスジショウジョウグモ Hypsosinga sanguinea 1juv. 1juv.
コゲチャオニグモ? Neoscona punctigera? 1juv.
ドヨウオニグモ Neoscona adianta 2juv.
アシナガグモsp. Tetragnatha sp. 5juv. 1juv.
ドヨウグモsp. Metleucauge sp. 1juv.
フクログモsp. Clubiona sp. 1juv. 1juv.
ハリゲコモリグモ属sp. Pardosa  sp. 1juv.

個体数総数 Total number 214 5 66 1

株あたり個体数 Number indiv. per plant 10.7 0.25 3.3 0.33

SimpsonのＤ Simpson's D 1.16 5.00 1.29 -
SimpsonのE Simpson's E 0.14 1.00 0.14 -
ShannonのH’ Shannon's H’ 0.38 1.61 0.62 -
ShannonのJ Shannon's J 0.18 1.00 0.28 -

植物の高さの平均値（cm) Plant height (mean) 60.8 40.6 24.5 28
植物の高さのSD Plant height (SD) 15.4 7.7 4 -
植物の高さの中央値（cm) Plant height (median) 65.5 40.5 25 24
枝張り直径平均値（cm) Canopy diameter (mean) 59.9 52.6 50.8 42
枝張り直径SD Canopy diameter (SD) 22.5 14.6 8.2 -
枝張り直径中央値（cm) Canopy diameter (median) 62.5 56 51 42

*SimpsonのD = Simpson's Diversity Index, Simpson's E= Simpson's Unbiased Diversity Index,
*Shannon's H' = Shannon-Weaner's Diversity Index, J = Shannon-Weaner's Unbiased Diversity Index

表2.9.3－1 旭橋の塩生植物上の昆虫とクモの個体数. 
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(2) 結果 
 結果を表2.9.3-1にまとめた．出現種は，昆虫が
8種，クモが 10種である． 
 個体数で目だったのは，ハマベテンサイカスミカメ
ムシOrthotylus (Melanotrichus) parvulus（半翅目カ
スミカメムシ科：図2.9.3－2A～B）である．本種は吸
汁型の植食者で寄主としてはハママツナとアッケシ
ソウ（いずれもヒユ科．以前はアカザ科とされていた）
が知られているようである（安永ほか 2001）が，今
回はもっとも個体数が多かったのはフクド（キク科）
で次いでハママツナであった．ハマサジでも1幼虫が
採集されたが，これは偶発的なものかもしれない．野
崎・野崎（2006）は瀬戸内市邑久町虫明宇藤の海岸
の塩性湿地のフクドとハマサジ（イソマツ科）から本
種の近縁種であるテンサイカスミカメOrthotylus 
(Melanotrichus) flavosparsus（ヒユ科のテンサイの
害虫として知られる）を報告しているので，これらの
テンサイカスミカメムシ類（Melanotrichus亜属）の
食草はヒユ科に限定されるかなり広いのではないか
と思われる（ただし，今回のハマベテンサイカスミカ
メと野崎・野崎（2006）のテンサイカスミカメは同
一種をさしている可能性もあるので，種名については，
今後さらによい状態の標本を得て再検討する必要が
ある）． 
 ハマベテンサイカスミカメはフクドでは 20 株中
17株，ハママツナでは20株中8株でこれが見られ，
株あたりの平均個体数は，フクドで 10（中央値 7.5），
ハママツナで 6.3（中央値 0）であった．両植物種と
もにほとんどの株に成虫と多数の幼虫がそろって見
られ，少なくとも 1世代がこれらの植物上で経過し
ていることがうかがわれた． 
 アブラムシはフクド上で 1種の 3個体が，それぞ
れ単独で見つかったのみである（図 2.9.3－2C）．い
ずれの個体も無翅虫であるが，以前の己斐橋付近の
塩生植物群落での昆虫調査（2005-2008年）のおり
に各塩生植物上から見つかったアブラムシとは別種
のようである．無翅虫なので，外から飛来した可能
性は考えにくいが，残念ながら，今回は，コロニー
としては確認できていないので，これらがこれらの
塩生植物に特異的な種であるのかどうかはいまのと
ころ判定できない． 
 アオバネサルハムシBasilepta fulvipesはヨモギ
を寄主とするハムシ科甲虫である．周辺の河川敷か
ら同属のフクドに飛来したものと思われる． 
 クモは 10種中 8種が造網性であった．多くは幼

体であったが己斐橋付近の塩生植物群落で出現種リ
ストを参考に，ある程度まで種名は推測できた．い
ずれも河川敷によく出現する種で，太田川放水路の
周辺の河川敷からバルーニングで飛来したものと推
測される．個体数は株辺り 1（まれに 2）であった．
己斐橋の塩生植物群落でめだった徘徊性のハエトリ
グモ科は含まれていなかった． 
 植物の高さ，あるいは枝張り（直径）と，昆虫と
クモをあわせた総個体数，あるいはハマベテンサイ
カスミカメの個体数との間には相関は認められなか
った．ただし，植物の体積（植物の高さと枝張り直
径から植物体を円柱として計算）とハマベテンサイ
カスミカメの個体数には，フクド上では相関がみら
れた（図2.9.3-3）． 

図2.9.3－1 旭橋造成干潟の塩生植物. A: フクド. 
B: ハマサジ. C: ハママツナ. D: ホソバハマ
アカザ.（2012年 7月 27日. 撮影：亀山剛）

図 2.9.3－2 ハマベテンサイカスミカメムシ（A: 
フクド上. B: ハママツナ上）とアブラムシ sp. 
（C: フクド上）．旭橋の造成干潟で 2012年 7
月 27日に採集．いずもエタノール液浸標本の
ため脱色していることに注意．ハマベテンサイ
カスミカメムシの生時の色彩は黄緑であった．
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(3) 旭橋の造成干潟の塩生植物上の昆虫とクモ 
 旭橋の造成干潟の塩生植物上には，干潟造成から
わずか 2年ですでに塩生植物に選好性の高いカスミ
カメムシ類や造網性のクモが進出していることがわ
かった． 
 以前の己斐橋付近の塩生植物群落上の昆虫の調査
では，口器吸汁型の昆虫の比率が目だつこと，アリ
がいないこと，造網性のクモが少ないことなどの特
性が抽出されていた（鶴崎ら 2009）．このうち，塩
生植物群落のクモに造網性種が少ないのは河川敷特
有の足場の悪さ（木本の枝が提供するようなしっか

りした足場が形成されない）と風の強さで造網によ
る採餌が難しいためと推察された． 
 己斐橋の塩生植物群落上の群集と比べると，旭橋
造成干潟の現在の群集は未発達で，種数や個体数の
少なさが目だつ．フクド上の昆虫類（クモを含む）
の種多様度指数（Shannon の H’）は，己斐橋では
ほとんどどの季節でも 1～1.5であったが，今回の旭
橋造成干潟では 0.38，ハママツナでも己斐橋で 1以
上だったが，今回の旭橋造成干潟では 0.62であった． 
 またクモに関しては，今回はむしろ造網性種がめ
だった．今回，造網性種がめだったのはおそらく造
網性種のほうが風による受動分散を受けやすく，徘
徊性のクモよりも早く到達したためでないかと思わ
れる．己斐橋の群落で目だった徘徊性のヤハズハエ
トリ（ヨシやススキなどのイネ科の葉上に多い腹部
の長いハエトリグモ科のクモ）などは，近くにヨシ
の群落が成立しないと供給源ができないために未侵
入なのではないかと思われる． 
 旭橋の塩生植物も今後さらに成長して密な群落を
形成するとすれば己斐橋の塩生植物群落で観察され
たような性質をもつ群集に，移行してゆくかもしれ
ない． 

 
2.9.4 太田川放水路のカニ類 
(1) まえがき 
干潟の保全を検討する場合，カニ類は比較的大型
で人目につきやすいため，重要な指標生物と考えら
れることが多い．太田川放水路の河口域にはハクセ
ンシオマネキ Uca lactea やスナガニ Ocypode 
stimpsoni などの希少種がみられ，それ自体が保全
の対象でもある．また，スナガニ類は干潟に巣孔を
掘って生息するため，底質を攪拌するとともに，底
質内に酸素を供給して有機物の分解を促進するとい
う干潟浄化の役割を果たす．大規模な干潟は鳥類の
生息場としても重要であるが，干潟のカニ類はゴカ
イ類とともにシギ・チドリなどの重要な餌生物であ
る． 

 
(2) 調査方法 

2010年5～11月と2011年7～10月に目視観察お
よび採集によって太田川放水路の干潟のカニ類の生
息状況を調査した．また，希少種であるハクセンシ
オマネキとスナガニについては 2011年 7月に河口
域の干潟を踏査して分布状況を確認した． 

2012年 10月 26日および 29日に，ハクセンシオ

図2.9.3－3 フクドとハママツナの株の体積とハ
マベテンサイカスミカメムシの成虫と幼虫
を合わせた総個体数の関係. 調査した 20 株
の体積（高さと直径の測定値から植物体を円
柱として計算）. フクドでは植物の体積と個
体数に有意な相関（r=0.5）がみられた． 
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マネキの生息環境の選好性を把握するため，造成干
潟と自然干潟（旭橋上流左岸）において，生息区域
の底質を採取し粒度組成を分析した．採取地点はハ
クセンシオマネキの生息個体数とその他のスナガニ
類の生息状況を考慮して設定した．また，巣孔の分
布下限の潮位高からハクセンシオマネキの生息可能
な地盤高を推定した． 

 
(3) 太田川放水路のカニ類 

2010～2011 年の調査で，太田川放水路の河口域
からは表 2.9.4－1のとおり 6科 14種のカニ類が確
認された．これらの生息場所は，干潟と高水敷に大
きく区分することができる．干潟には，コメツキガ
ニ Scopimera globosa，チゴガニ Ilyoplax pusilla，
ヤマトオサガニ Macrophthalmus japonicus（図
2.9.4-1)などが広く分布している．また，希少種で
あるスナガニやハクセンシオマネキも生息する．こ
れらは，スナガニ類（スナガニ科・コメツキガニ科・
オサガニ科）と呼ばれ，干潟に巣孔を掘って生息し
ている．干潟の転石の下には空気中を好まないタカ
ノケフサイソガニ Hemigrapsus takanoi がみられ
る．干潟の低い部分には，マメコブシガニ Philyra 
pisumが生息する．一方，干潟の後背地の構造物や
植生にはベンケイガニ科の種が生息する．造成干潟
では，護岸は構造が単調であるためカクベンケイガ
ニParasesarma pictumが確認されただけであるが，
周辺地域には石積みの護岸やヨシなどの植生がみら
れるため，アカテガニChiromantes haematochir，
ユビアカベンケイガニ Parasesarma erythodactyla，
カクベンケイガニ，フタバカクガニ Perisesarma 
bidensが確認された．また，ヨシ原が発達した場所
ではアシハラガニHelice tridensが多く生息する． 

 

表2.9.4－1 太田川放水路河口域におけるカニ類の生息状況  

図 2.9.4－1 旭橋造成干潟でみられたカニ類の代
表種. 

図 2.9.4－2 太田川放水路におけるハクセンシオ
マネキの分布図. 
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(4) 造成干潟形成にともなうカニ類の出現種 
調査では太田川放水路の河口域から 6科 14種の
カニ類が確認されたが，そのうち造成干潟ではスナ
ガニ，ハクセンシオマネキ，コメツキガニ，チゴガ
ニ，ヤマトオサガニ，タカノケフサイソガニ，アシ
ハラガニ，ヒメアシハラガニHelicana japonicaの 8
種が確認された．種数は 2010年の 5種から，2011
年には 8種に増加している． 
種数や個体数の増加だけでなく，2010年にはハク
センシオマネキ，2011年にはスナガニといった希少
種の定着もみられた．ハクセンシオマネキは，2010
年 11月には干潟の一部の区域(平坦区Ⅰのバーム後
背地)に小型個体が少数確認されただけであるが（図
2.9.4－3），2011年には個体数や分布域は著しく増加
し，大型個体も見られるようになった。 
また，2011年には肉食性の種であるヒメアシハラ
ガニや大型で雑食性のアシハラガニのような異なる
生態型をもつ種が確認された．ヒメアシハラガニは
ハクセンシオマネキやチゴガニなどの他のカニ類を
捕食することが知られている．このように，造成干
潟では生息地の安定化や生態系の複雑化が進行して
いることが示唆された． 

(5) 太田川放水路における希少なカニ類の分布状況 
2011 年 7 月に確認された太田川放水路河口域に
おけるハクセンシオマネキおよびスナガニの分布状
況は図2.9.4－3，2.9.4－4のとおりである． 
ハクセンシオマネキは己斐橋上流から旭橋の間に
局所的に分布する．太田川放水路河口域にはこの範
囲以外にも干潟は広く分布しているが，干潟の高潮

域側にコンクリートや石積みの護岸が設置されてい
るため，ハクセンシオマネキの好む地盤高の高い干
潟が少ないためである． 
スナガニは旭橋上流側の左岸の一部の区域に限っ
て生息が確認された．スナガニは高潮域の砂質の干
潟に生息するため，太田川放水路河口域では生息適
地はきわめて少なかった．生息が確認された区域は，
護岸の石積みがなく，高潮域まで砂浜が連続してい
る場所である． 

 
(6) スナガニ類の生息環境 
スナガニ類（スナガニ科・コメツキガニ科・オサ
ガニ科）の各種は，底質と潮位高に応じて分布して
いることが知られている．太田川放水路の干潟では，
砂質にはコメツキガニ，砂泥質にはチゴガニ，泥質
にはヤマトオサガニがすみ分けている（図2.9.4－5）．
また，転石の下にはタカノケフサイソガニが多い．
コメツキガニとチゴガニは環境選好性が異なるため，
相互に排他的な分布を示す傾向が強い．ハクセンシ
オマネキは砂泥質に生息するため，コメツキガニや

図 2.9.4－3  旭橋造成干潟におけるハクセンシオ
マネキの分布位置(2010年 11月). 

図 2.9.4－4  太田川放水路におけるスナガニ分
布図(2011年 7月). 

 

図2.9.4－5 旭橋造成干潟におけるカニ類各
種の分布位置（2010年）. 
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チゴガニと同所的に生息することが多いが，高潮域
付近にしか分布しない（図2.9.4－6）．また，スナガ
ニは砂質の底質を好むが，高潮域付近にしか分布し
ないため，造成干潟での生息適地は局所的である．
2011 年にはバーム上と護岸沿いの部分に限って生
息していた（図2.9.4－7）．そのため，干潟内での各
種の分布をみると，底質の微細な違いや潮位高に応
じて，パッチ状で複雑な分布パターンを示す． 

ハクセンシオマネキは，砂泥質または礫のある砂
浜で，高潮線に比較的近く，地盤がやや固いところ
を好む（日本ベントス学会編 2012）．2012年 10月
29日の観察では，ハクセンシオマネキの分布域の下
限は，造成干潟ではおよそC.D.L 約2 m（T.P. 0.2m），
自然干潟ではC.D.L 2.1 m（T.P. 0.3m）であった．
ハクセンシオマネキの好む底質を特定するため，底
質を採取して粒度組成を分析した．造成干潟の地盤
高が高い区域では，バームの護岸側を除いて砂分が
多い底質であるため，ハクセンシオマネキはコメツ
キガニと同所的にみられることが多い．これに対し
て，旭橋の上流側の自然干潟では底質の砂分やシル
ト・粘土分の割合に応じてコメツキガニまたはチゴ
ガニと同所的に生息する．それぞれの場所で，ハク
センシオマネキの多いところ，生息しないところ，
他種と共存するところの底質の粒度組成を比較した．
造成干潟のコメツキガニとの共存域では，シルト・
粘土分がハクセンシオマネキの多いところでは
6.6 %，少ないところでは 3.9 %，コメツキガニだけ
が生息しているところでは 2 %であった．また，礫
分も8 %，4.4 %，3.6 %と順に減少している（図2.9.4
－8）．ハクセンシオマネキが砂泥質の底質を好む結果
が現れており，砂分が卓越するとコメツキガニが生
息するようになる．一方，自然干潟のチゴガニと共
存する区域では，ハクセンシオマネキ単独域ではシ
ルト・粘土分／（シルト・粘土分＋砂分）が 10.2 %，
共存域では 13.5 %，チゴガニ単独域では 14.3 %で
あり，シルト・粘土分が一定の割合以上になると，
チゴガニが優占しハクセンシオマネキが生息しなく
なると考えられる（図2.9.4-9）． 

図2.9.4－6 旭橋造成干潟におけるハクセンシオ
マネキの分布図（2011年 7月）. 

図 2.9.4－7 旭橋造成干潟におけるスナガニの出
現範囲(A: 2011年 10月)と出現地(B: 2011年
10月). 

図2.9.4－8 旭橋造成干潟におけるハクセンシオ
マネキとコメツキガニの生息場所の粒度組
成. （礫：2.0mm以上，砂：2.0～0.075mm，
シルト・粘土：0.075mm） 
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2.9.5造成干潟の鳥類 
 干潟はシギ・チドリ類，サギ類などの多くの野鳥
の採餌場所として重要である．太田川放水路河口域
では春の干潮時に出現する干潟などには多くのシギ
やサギ類がみられるので（図 2.9.5-1～3），造成干
潟がこれらの野鳥類にどのように利用されるか検討
するために，干潟造成直後の 2010 年に鳥類の生息
状況を調査した． 

 
(1) 調査方法 
 多くが旅鳥であるシギ・チドリ類による干潟の利
用は春季と秋季に集中するので，調査は春と秋にお
こなった． 
 太田川河川敷の管理道を放水路に沿って歩き，双
眼鏡とスコープを用いて鳥類を同定し，個体数を計
数した．2010年は干潟造成直後でもあり，底質が砂
地でまだカニ類やゴカイ類はほとんど定着していな
いせいか，鳥類の利用はほとんどみられなかった．
ここに示す調査結果は，造成干潟の周辺の太田川放
水路下～中流域でのものである． 

 
(2) 結果 
 春季の調査結果は図2.9.5－4に示すとおりである．
調査期間中には，チュウシャクシギ Numenius 
phaeopus（図2.9.5－2～3），ムナグロPluvialis fulva
（図2.9.5－3），キアシシギHeteroscelus brevipes，
ハマシギCalidris alpinaのなど 7種のシギ・チドリ
類がみられた．個体数が多いのはチュウシャクシギ，
ついでハマシギ，キアシシギの順であった． 
 秋季の調査結果は表2.9.5－1のとおりで，春季と
比べると旅鳥のシギ類がまったく出現していないの
が特徴である．調査時期が限られたことと，秋季に
は春季に個体数の多かったチュウシャクシギの渡り

図2.9.4－9 旭橋上流側の自然干潟におけるハク
センシオネキとチゴガニ，ならびにそれらの
共存域における粒度組成. 

図 2.9.5－1 旭橋左岸下流側干潟のチュウシャ
クシギ（左）とコサギ（右）. 2010年 5月
13 日. 撮影：鶴崎. 造成干潟の下流側の春
の大潮時に出現する干潟に飛来したもの. 

図2.9.5－2 チュウシャクシギ 2010年 4月 26
日. 旭橋左岸下流側造成干潟のさらに下流
側の干潟. 撮影：原竜也氏. 

図 2.9.5－3 旭橋左岸の干潟（造成干潟ではな
い）に出現するシギ類. 撮影はいずれも
2010年 4月 26日. 撮影：原竜也氏. 
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ルートが異なることが大きな原因だと考えられる． 
 なお，旭橋左岸下流の造成干潟は，その後の観察
ではチュウシャクシギなどに利用されることがある
が，その頻度は少ないと考えられる。広い行動圏を
もつため，確率的に造成干潟の利用頻度が少ないこ
と，さらに連続した生息環境を好むため周辺の干潟
のほうがシギ・チドリ類に利用されやすいなどの要
因が想定される． 

2.9.6干潟における保護上重要な動物 
太田川放水路の干潟または塩生植物群落で生息が
確認された動物には，環境省レッドリスト（2012）
または広島県レッドリスト（2011）に掲載されてい
るものが 6 種,それらには掲載されていないが日本

ベントス学会が編集した「干潟の絶滅危惧動物」に
選定されているものを加えると 8 種含まれている．
今後の干潟の管理にも，これらの種への配慮は重要
であるので，ここにまとめて掲載する． 

図 2.9.5－4 太田川放水路河口から新己斐橋
までの範囲でのシギ・チドリ類の確認個体
数. 2010年 4月～5月の 3回の調査に基
づく. S =夏鳥，R =留鳥, M = 旅鳥（春
または秋にのみ通過. ただしハマシギは

表 2.9.5－1 太田川放水路新己斐橋から庚午
橋間での鳥類の確認種と個体数. 調査日
は 2010年 10月 9日. シギ類は留鳥のイ
ソシギしか確認されていないことに注意．
セグロカモメ，ウミネコの 2種は冬鳥，他
は留鳥である．

図 2.9.6－1 希少種のカニ. A: ハクセンシオマ
ネキ. B: スナガニ. C: ヒメアシハラガニ. 
（撮影：井原 庸） 
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略号：VU = vulnerable 絶滅危惧 II類，NT = 
near threatened 準絶滅危惧，DD = Data defficient
情報不足, AN = Attention needed 要注意種. 絶滅
危険度はVU>NT，DD, ANは絶滅危険度に関して，
他のランクとの軽重はない（とくにDDは，情報が
集積されれば，実際には非常に危険になっていると
いう場合もありうる）．環境省は環境省レッドリスト
（2012），広島県は広島県レッドリスト（2012），日
本ベントス学会は日本ベントス学会が独自に編集し
た干潟生息動物のレッドリスト（日本ベントス学会 
2012）． 
(1) ハクセンシオマネキ Uca lactea（環境省 VU；
広島県 NT；日本ベントス学会 NT）（スナガニ科）
（図2.9.6－1A）：伊豆半島以南の本州・四国・九州，
国外では朝鮮半島，中国，ベトナムに分布する．や
や礫のまじる砂泥質の干潟の高潮帯に生息する．こ
の高潮帯付近は護岸工事で失われる場合が多いため
に，瀬戸内海など都市近郊では本種の生息地は減少
している．繁殖のピークは 6～８月（和田 2000）． 
太田川放水路では旭橋～新己斐橋間左岸の砂堆積
地の高潮帯付近でごくわずかな生息が確認されてい
るのみだった．旭橋造成干潟で干潟完成の 2010 年
の夏に出現した．今回の旭橋下流造成干潟ではちょ
うど高潮帯に近い礫混じり砂質の干潟ができたため
に新たに定着したものと考えられる． 
(2) スナガニOcypode stimpsoni（広島県NT）（図
2.9.6－1B）．日本では東北地方以南の砂浜海岸に広く
分布し，後浜に深い縦穴を掘って生息する甲幅 3 cm
のカニである．本種は日本海側の砂浜海岸ではふつ
うに生息しているが，瀬戸内海沿岸ではその生息地
は大規模な砂浜が開発等の影響で著しく減少してい
る．旭橋造成干潟では 2011 年から出現した．太田
川水系や周辺地域ではハクセンシオマネキ以上に希
少な存在になっていたので，今回の造成干潟での出
現は特筆される． 
(3) ユ ビ ア カ ベ ン ケ イ ガ ニ  Parasesarma 
tripectinis (Shen 1940) (日本ベントス学会NT)：静
岡県から沖縄諸島にかけてに生息．塩性湿地のやや
上部付近（アシハラガニよりもやや高いところを好
む）に生息するため，ハクセンマネキと同様生息地
が失われやすい．太田川放水路河口域では植生が発
達したところに多い． 
(4) ヒメアシハラガニ Helicana japonica (K. Sakai 
& Yatsuzuka 1980) （モクズガニ科）(日本ベント
ス学会NT) （図2.9.6－1C）：房総半島以南から台湾，

中国に分布．河口干潟のハクセンシオマネキやコメ
ツキガニが生息するような干出地でそれらと混棲す
る．肉食の強い雑食性で，ハクセンシオマネキやチ
ゴガニを捕食する（三浦 2008）．旭橋造成干潟では
2011年から出現した． 
(5) キ バ ネ キ バ ナ ガ ミ ズ ギ ワ ゴ ミ ム シ
Armatocillenus aestuarii S.Uéno & Habu（環境省
VU; 広島県NT）（図2.9.6－2A）：環境省レッドリス
ト（2012）では前回（2007）の NT から VU にラ
ンクが上がった．次種，キバナガゴミムシとともに
干潟に生息するオサムシ科昆虫で，満潮時には石下
や砂中の坑道に潜み，間隙にたまった空気の泡を空
気えらとして利用することで酸素を得ているものと
思われる．干潮時には干潟の砂泥表面を歩いている
のが見つかる．トビムシなどを捕食しているといわ
れるが，2010年 6月 14日に採集したキバネキバナ

図 2.9.6－2 キバネキバナガミズギワゴミムシ
（上：旭橋造成干潟，2010年 6月 14日. 撮影：
鶴崎）とキバナガミズギワゴミムシ（下：旭橋
造成干潟. 2011年 7月 1日，撮影：亀山剛）.
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ガミズギワゴミムシは市販の乾燥フレーク状の金魚
の餌でしばらく飼育できた．濡れた砂中に坑道を堀
り，同一坑道に複数個体が共存した．次種キバナガ
ゴミムシよりも海に近い場所に生息する（森田ら
1996; 豊橋市自然史博物館 2010）といわれるが，旭
橋下流造成干潟ではこの違いは明瞭でない．旭橋下
流造成干潟での生息確認地点は造成干潟の河川中央
に近い最末端部である（図2.9.6-3）． 
寺田（1996）によると，太田川では京橋川と猿侯
川の合流点から約 2.5km上流の新こうへい橋（祇園
新道）の下にわずかに残されたヨシ原で 1990 年と
1995 年のいずれも 6 月上旬に生息が確認されてい
る．ヨシ原中には見つからず，次種とともに干潮時
にはその周辺の泥地や砂地の表面を動き回っている
のが観察されている． 
分布は千葉県以西の本州・四国・九州（森田ら 

1996）． 

(6) キバナガミズギワゴミムシ Armatocillenus 
yokohanae (Bates)（広島県NT）（図2.9.6－2B）. 旭
橋造成干潟での 2011年 7月 1日の調査時に確認さ
れた．確認地点は，前種とほぼ同様，造成干潟の海
側末端部である．広島市付近では太田川新こうへい
橋（1990 年と 1995 年のいずれも 6 月上旬：寺田
1996），宮島の南側海岸の河口（2006年 5月：大塚 
2006），山口県錦川河口（2008年 6月上旬：大塚・
寺田 2008），愛媛県松山市重信川河口（河上ら  
2008）と，前種キバネキバナガミズギワゴミムシよ
りもやや多く記録されている．瀬戸内海では他に，
大阪府淀川河口（河上 2002）でも確認されている． 

分布は北海道から奄美大島まで（森田ら 1996）． 
(7) ジュウサンホシテントウ Hippodamia 
tredecimpunctata（広島県NT）. ヨシ原に生息し，
ヨシを 2次寄主とするモモコフキアブラムシを捕食
する種である．ヨシが生育していない旭橋下流の造
成干潟では出現していないが，2005年 10月 24日
に己斐橋直下のヨシ群落のスウィーピングで採集さ
れている． 
(8) イソタナグモ（広島県AN要注意種）（図2.9.6
－4）．イソタナグモ Paratheuma shirahamaensis 
(Oi, 1960) はウシオグモ科に属し，磯浜の波しぶき
がかかるような高潮帯付近の岩のくぼみなどにシー
ト網を張る海浜性のクモである．琉球列島から北海
道までの日本列島各地と韓国の海岸で分布が知られ
ている．よく似た種にシマイソタナグモ
Paratheuma insulana (Banks 1902) があり，日本
国内では小笠原諸島，硫黄鳥島，尖閣列島などで最
初に報告されたが，フロリダ半島，キューバ，ハイ
チなどに分布し，人為的に移入されたと考えられて
いる(小野 2006)．井原は，広島県，山口県，福岡県
の海岸でも本種の生息を確認している．太田川放水
路では旭橋から己斐橋の間で両種の存在を確認した．
生息場所は高潮帯付近の石下などである．両種の生
息環境には違いがみられないため，競合する可能性
があり，今後の動向が注目される．旭橋造成干潟で
も 2010年 11月に幼体であるが，1個体が石下から
確認されている．この個体は暫定的にイソタナグモ

図2.9.6－3 旭橋下流造成干潟におけるキバネキ
バナガミズギワゴミムシの生息ポイント. 
2010年 6月 14日. 

図2.9.6－4 シマイソタナグモ（左）とイソタナ
グモ（右）の雌の背面観（上）と外雌器（下）
（撮影：井原） 
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としているが，幼体なので，正確にはどちらの種で
あるか未確認で，今後，成体を採集してこの点につ
いては確認の必要がある． 
 なお，最近，本属の日本における第 3の種が新種
として沖縄本島から新種として報告された
（Shimojana 2012）. 

 
2.9.7 感潮性陸生動物および干潟のカニ類の保全の

観点からの留意点 
2010 年 3 月に完成した旭橋左岸下流造成干潟で
は，造成から 2年以上が経過し，カニ類のところで
ふれたように砂質，砂礫質，泥質など多様な底質が
出現しつつあり，それにつれて生息するカニ類にも
多様化がみえている． 
ハクセンシオマネキやスナガニなど高潮側の砂泥
または砂質の浜を必要とする種にとっては高潮域の
これらの環境が今後も維持されることが重要である．
ただし，このような干潟の高潮域側はフクドやハマ
サジなどの塩生植物群落も発達しやすい場所でもあ
る．植物の定着は底質の変動の緩衝作用をもつと考
えられるため，塩生植物群落の安定化はカニ類の質
の高い生息地を提供する可能性が高い．今後も生態
系の変化を継続して注意深く観察してゆく必要があ
ると思われる． 
カニ類は幼生時期にプランクトン生活を送った後
に，稚ガニ（図2.9.7-1）となって干潟に定着する．
旭橋造成干潟で造成後速やかにハクセンシオマネキ
が定着したのは，上流側に供給源となる生息地があ
ったためである．干潟のカニ類やその他の感潮性陸
生動物の保全を考える場合には，対象となる造成干

潟だけでなく供給源となる周辺の地域個体群や生態
系全体を考慮した目標設定が必要になると思われる． 
また，干潟上の転石の存在は，ハネカクシ類など
の潮間帯性の昆虫の生息にかなり重要と思われる。
キバネキバナガミズギワゴミムシやキバナガミズギ
ワゴミムシなどのレッドリスト掲載種の生息にも一
定の役割を果たしている可能性がある。干潟造成に
は若干の転石を意図して配置することがこれらの動
物の生息場所確保の点で望まれる． 
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2.10 研究成果に関する総合的な考察 
 
2.10.1 基本的な考え方 
 本項では，上述の研究成果（2.3～2.9）として明らかと
なった太田川放水路の河川汽水域・干潟環境に関する知
見ついて，各専門分野の関連性を踏まえた総合的な視点
で考察する． 
基本的な考え方として，太田川放水路の干潟環境の形
成・変化に着目し，「① 干潟の物理環境の形成･変化に関
わる主たる要因」，① に対する「② 物理環境の形成・変
化過程とその機構」，② に伴う「③ 生物の生息・生育状
況とその物理環境形成・変化との関わり」の知見を抽出，
それらの関連性を分析・整理する．「① 干潟の物理環境
の形成･変化に関わる主たる要因」としては，「太田川放

水路整備→(1)」，「潮汐→(2)」，「地下水流れ→(3)」，「洪水
→(4)」，「干潟の造成→(5)」に着目し，それぞれの要因に
対する地形，河床材料，微地形，塩分濃度等の干潟の物
理的環境要素（② の列）と底生生物，塩生植物，陸生節
足動物等の干潟特有の生物の応答関係（③ の列）をとり
まとめた． 

干潟環境の形成・変化の全体像と総合的な考察の関連
性を図2.10.1-1に，総合的な考察の全体アウトラインを
表2.10.1-1に示す．  

水位，流れ・掃流力
土砂・物質流送（干潟基盤の間隙 含む）

イベント的な自然の作用
（洪水，高波浪 他）

日常的な自然の作用
（潮汐，地下水流れ，微小な波 他）

自然の作用 (4)-①(4)-①(2)-①(2)-① (3)-①(3)-①
河川整備（河道地形改変，構造物設置，地被の改変 他）
流水のコントロール（高水，低水）
流域からの物質供給およびそのコントロール 他

人〔防災・減災，環境保全，利用，流域での活動・・・〕

人間による働きかけ

境界・初期条件の規定
（太田川放水路整備）

人工的インパクト
（干潟造成 他）

(1)-①(1)-① (5)-①(5)-①

冠水状況，淡水・塩水環境
地形，地形変化
河床材料，地被，微地形
地下水の流れ，水質浄化
流砂系（土砂動態）

河口干潟及び河川の
物理環境の形成・変化

干潟生物相の形成

生物の棲み分け（生息・
生育場の形成・変化）
生物群集の消長
生物間の相互作用

(2)(3)(4)-②(2)(3)(4)-②
(1)(5)-②(1)(5)-②

(2)(3)(4)(5)-③(2)(3)(4)(5)-③今回考察の対象としていない部分

図2.10.1-1 干潟環境の形成・変化の全体像と総合的な考察の関連性 
※図中の番号（1），①などは総合的な考察の全体アウトライン（表2.10.1-1）の行，列の項目
に対応している．なお，本考察が，図中の全ての内容を網羅しているわけではない． 
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 表2.10.1-1 総合的な考察の全体アウトライン 

 ① 干潟の物理環境の形成･変化に関わる主
たる要因 

② 物理環境の形成・変化過程とその機

構 

③ 生物の生息・生育状況とその

物理環境の形成・変化との関

わり 

(1) 干潟の物

理環境の基盤

としての基本

的河床の成立 

【境界・初期条件の規定】 

太田川放水路整備 

・河道浚渫・掘削 

・高水敷掘削（複断面化），護岸整備 

・緊急用河川敷道路整備 

潮汐・洪水（経年） 

・放水路河道に応じて，干潟環境の基

盤となる基本的な河床が形成（形状，

表層の材料） 

・太田川放水路では，河床形状により

3 つのタイプの干潟（湾曲内岸タイ

プ，直線2タイプ，直線3タイプ）

が形成 

・縦断的に変化の富んだ干潟環

境に適応した多様な生態系が

成立 

→(2)，(3)で記述 

 

(2) 潮汐によ

って形成され

る干潟環境 

【日常的な自然の作用】 

潮汐 

・最大潮差4 m 

・分派点で淡水の流入を制御 

・潮汐に伴う河川水の塩分変化 

・潮汐に伴う浮遊土砂，有機泥輸送量

の変化 

・これらに平常時の微少な波の作用が

加わって，表層材料変化や微地形形

成が生じる 

 

・塩分変化や冠出時間（地盤高），

河床材料に応じて，底生生物，

塩生植物等が分布 

(3) 地下水流
れによって形

成される干潟

環境 

【日常的な自然の作用】 

地下水流れ 

・陸域のデルタ地下と河川の水位関係に起

因する地表下数mでの地下水流れ 

・河川構造物や微地形（タイドプールなど）

によって生じる地表下数十 cmでの地下

水流れ 

・矢板の有無による地下水流れ（地表

下数m）の違い 

・タイドプールに起因する地下水流れ

（地表下数十cm） 

・地下水流れによって底生生物

の良好な生息場が形成 

(4) 洪水によ

る干潟環境の

変化 

【イベント的な自然の作用】 

洪水（一洪水） 

・矢口第一観測所で水位がT.P.4.6 m（流量

で約400 m3/s）を超えると祇園水門を全

開 

・太田川放水路完成後，矢口第一観測所で

4,000～5,000 m3/s規模の洪水は5～6年

に一回程度，1,000 m3/sに満たない小規

模の洪水は年数回発生 

・洪水による比較的規模の大きい河床

高・河床材料の変化 

・洪水による塩分環境の変化（淡水化）

・洪水に伴う擾乱（河床変動，

塩分環境の変化）により底生

生物は一時的に消失するが，

その後回復 

(5) 造成した

干潟（干潟再生

試験）の干潟環

境 

【人工的インパクト】 

干潟造成（干潟再生試験） 

・1 m以上の盛土を行い，干潟を造成 

・形状の異なる区域（斜面区，平坦区，現

況高区（非盛土））を設定 

・干潟前面に捨石護岸を設置 

・矢板は未設置 

・干潟造成後の地形・河床材料の変化

・微地形（バーム，水溜まり）の形成

・試験区前面は深掘れし，下流に砂州

が形成 

・干潟造成前後で生物相が変化 

・地形や河床材料の変化，微地

形の形成に応じて底生生物，

塩生植物等が分布 
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2.10.2 太田川放水路の干潟環境の総合的な考察 
(1) 干潟の物理環境の基盤としての基本的河床の成立 
河口干潟環境の成立は，潮間帯に一定程度の規模と安
定性を持つ河床形状が存在することが前提となる．太田
川放水路がこの前提を満足するような基本的河床形状を
持つに至った仕組みを理解することが，「太田川放水路の
河口干潟環境」を理解するための出発点となる．この仕
組みと放水路整備とは密接な関係を持つことから，最初
に放水路整備の状況を改めて概観する． 

 
①太田川放水路の整備 
 太田川放水路は，福島川と山手川を掘削，浚渫して整
備され，1967（昭和42）年に概成した．太田川放水路と
旧太田川の分派点には大芝水門・祇園水門が設置され，
平水時では大芝水門の可動堰を全開とし，祇園水門はゲ
ート3門のうち右岸側1門のみを30 cm開き放水路に河
川水を流している．洪水時は祇園水門を全開とし，大芝
水門のゲート開度を全開からT.P.2.45 mまで下げること
で洪水流を放水路に通水している． 
太田川放水路は，全川にわたり複断面河道として計画
され，高水敷が潮間帯の高さに設定されたことから，河
岸沿いに干潟が残っている．0k000 より下流は戦前から
河道中央部付近の浚渫が行われ，0k000 より上流は戦後
から河道掘削が本格的に行われた．0k000 付近~2k200
区間では高水敷前面には低水護岸（T.P.0.0~0.8 m）が設
置されているが，0k000 より下流では干潟前面に護岸が
設置されていないため，干潟が浸食・洗掘を受けている．  

地震等の災害時の緊急輸送路を担う緊急用河川敷道路

は，0k200から5k400までの区間の両岸で整備済みであ
り，今後，左岸側では0k200からC1k500までの1.7 km
の区間で延伸する計画がある． 

 

②干潟環境の基盤となる基本的な河床形状の形成 
 太田川放水路に形成された干潟は，その基盤となって
いる基本的な河床形状から湾曲内岸タイプ，直線 2タイ
プ，直線3タイプの3つのタイプの干潟に分類される（そ
れぞれの干潟の区間は図2.10.2-1参照）． 

湾曲内岸タイプの干潟は，蛇行区間である 1k200～
5k200 付近において，湾曲内岸に形成される砂州に対応
するものである．この砂州は固定砂州として存在し，砂
州高が潮間帯にあることから，干潟となっている．直線2
および 3タイプの干潟はいずれも上記蛇行区間下流に続
く直線区間に存在し，上述のように複断面形状として施
工された放水路の高水敷部分に対応しており，高水敷高
が潮間帯に位置していたために干潟となったものである． 
直線2タイプの干潟（C2k800～0k200）は，太田川放
水路を整備する以前に流れていた福島川の河床に起因す
るものである．この区間では，河道中央部付近を浚渫し
て低水路として通水しているが，河岸沿いは高水敷とし
て，浚渫が行われなかったことから，高水敷状の河床部
分が干潟となった．この干潟は，後述の直線 3タイプの
干潟と異なり，高水敷状河床と低水路との間に護岸が設
置されていないため，洪水などによる侵食・洗掘作用を
受ける．実際，直線 2タイプの干潟の河道横断方向の幅
は全体として減少してきており，近年は河床高が低下す
る傾向も場所により確認される． 

緊急用河川敷道路整備計画区間（左岸のみ） 

庚
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橋 
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緊急用河川敷道路既設区間（両岸） 
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図2.10.2-1 太田川放水路位置図 

直線2タイプ干潟区間 
（C2k800～0k200） 

直線3タイプ干潟区間 
（0k200～2k200） 

湾曲内岸タイプ干潟区間 
（1k200～5k200） 

直線2タイプ干潟 直線3タイプ干潟 湾曲内岸タイプ干潟 
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直線3タイプの干潟（0k200～2k200）は，山手川を開
削して放水路を整備した区間であり，直線 2タイプの干
潟よりは河床高が高いものの，高水敷高が潮間帯に位置
していたことから，高水敷部分に干潟が形成された．直
線 3タイプの干潟が存在する区間は，直線 2タイプの干
潟より上流に位置し，掃流力もやや大きくなることから，
侵食・洗掘作用もより大きいと推察できるが，高水敷に
形成された干潟は低水護岸により保護されているため，
侵食・洗掘作用による干潟幅の減少が防がれている．な
お，本タイプの低水路との干潟境界には，護岸前面の低
水路河床が洗掘を受け，護岸を挟んで河床高の違いが大
きくなることから，非連続的な状況を呈す傾向が見られ
る．また，高水敷前面に設置された低水護岸の近傍では，
洪水時に流速が大きくなるため，護岸近傍の干潟が洗掘
を受け，護岸天端よりも低い溝となり，1k600 付近では
低水護岸背面にタイドプールが形成されている． 
直線 2タイプ，直線 3タイプの干潟がある直線区間に
は，低水路に交互砂州が形成されているが，砂州の高さ
は潮間帯より低いため砂州は干出しない．低水路に形成
された交互砂州は洪水流により流下し，低水路河床高が
変化することで，低水護岸が設置されていない直線 2 タ
イプの干潟形状も変化している． 

  

(2) 潮汐によって形成される干潟環境 
①干潟環境形成における潮汐の特徴 
太田川放水路河口では，大潮期に約4 m，小潮期に約1 m
の潮差がある．この潮差と(1)で述べた様々な仕組みによっ
て形成された多様な河床地形によって，大潮最干時に約63 
ha（平成18年計測）の干潟が出現し，冠水頻度も場所に
よって異なる．また，太田川は河口から約10 km上流がデ
ルタ扇頂に位置するが，大潮満潮時には扇頂を越えて河口
から12 km地点まで海水が遡上する．太田川放水路におけ
る淡水の流入量は，祇園水門，大芝水門によって操作され
ており，潮汐に依存して放水路と市内派川への分派量は変
化するが，平水時には太田川放水路に1割程度の河川水を
通水している． 
 

②潮汐に伴う干潟の物理環境の変化 

1）潮汐に伴う河川水中の塩分変化 
祇園大橋地点（5k400）では，平水時の潮汐に伴い，
塩分が 0～30 psu の範囲で変動している．旭橋地点
（0k000）における塩分の横断面分布によれば，大潮期
の下げ潮初期には上層を流下してきた低塩分水によって
成層が発達していることを示しているが，横断方向への
塩分勾配はほとんどない．旭橋地点（0k000）の低水路

中央部における塩分の鉛直分布の経時変化によれば，満
潮の 1時間後～干潮の 2時間前あたりまで塩分成層が形
成されているが，他の期間は塩分の鉛直分布はほぼ一様
で，強混合状態にある． 

 
2）潮汐に伴う浮遊土砂，有機泥輸送量の変化 
浮遊土砂（河床から巻き上がった細かい土砂）に着目
した 2008 年の調査では，太田川放水路河口（C0k600，
右岸）において平水時に上流方向へ浮遊土砂の輸送が確
認された．浮遊土砂は横断方向へも輸送されており，大
潮の上げ潮期に河岸方向へ輸送される傾向がある．有機
泥（主に海域から輸送される土粒子に有機物が付着した
もの）に着目して太田川放水路全域で調査が行われた
2004年～2005年では，有機泥の沈降量は夏期に多く，7
月～9月には放水路全域で10 g/m2/hr程度の沈降量があ
り，8割以上がシルト・粘土分（粒径 0.075 mm以下）
であった．平水時では，浮遊土砂が河道から河岸方向に
輸送されており，洪水時に洗掘した箇所で堆積が生じ，
河床材料は細粒化する傾向にある．さらに，広島湾から
輸送される有機泥により，泥化している箇所が見られる． 

 

③潮汐と干潟生物の生息・生育 
1）塩分環境，干出時間（地盤高）と干潟生物の関係 
a. 底生生物 
太田川放水路では，ドロフジツボ，タテジマフジツボ，
マガキおよびカサネカンザシなどの岩礁性底生動物が，
大潮平水期の一潮汐毎の平均値で塩分16.4～29.4 psuお
よび干出時間1.0～9.0時間の範囲で出現していた（庚午
橋（C0k900），己斐橋（1k400），祇園大橋（5k400）橋
脚における調査結果）．祇園大橋では干出時間が 3.2時間
を越えると岩礁性底生動物は出現しない． 

b. 塩生植物 
太田川放水路1k200左岸付近では，ハマサジの分布限
界がT.P.0.4 m（平均干出時間約13 hr/day）の等高線と
良く一致し，フクドでは T.P.0.5 m（平均干出時間約 14 
hr/day）と一致していた．それに対して右岸側では，ハ
マサジは稀でフクドは T.P.1.0 m（平均干出時間約 18 
hr/day）以上と，左岸側よりも高い傾向にあった．また，
フクド・ハマサジ種子の発芽率は，海水塩分に相当する
35 psuではフクドは0%，ハマサジは15%と低く，8 psu
程度ではフクドは 80%，ハマサジは 20%程度であった．
両種とも塩分の低下に応答して発芽する性質があり，ハ
マサジの場合，35 psuの塩水中に長期間浸っていた種子
を8 psuの塩水中に移すと80％以上が発芽した．これら
の事から，海水中を漂流した種子でも，漂着，降雨によ
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って塩分条件が好転すると発芽可能と考えられる． 

c. 昆虫などの陸生節足動物 
満潮時に大半が水没してしまう太田川放水路の塩生植
物群落では，アブラムシやカメムシ類のように吸汁型口
器をもつ昆虫が多く確認されている．これらの昆虫は植
物茎に口針を差し込むことにより水没時にも摂食が可能
で長時間の水没に耐えることができる．  

 

2）河床材料と干潟生物の関係 
 干潟の材料は，日常の潮汐の作用（細粒土砂の運搬を
含む）とともに，放水路整備時に設定された基盤，経年
的な洪水の作用（土砂供給・流送と堆積・侵食作用を含
む），日常的な小さな波の作用などの要因が複合して形成，
変化する．これらのことは既述の(1)に加え，(4)および(5)
でも述べられる．ここでは，こうした種々の物理的要因
により規定される河床材料と干潟生物との関係について
考察する． 

a. 底生生物 
太田川放水路におけるカニ類の生息場所は，干潟と高
水敷に大きく区分することができる．干潟では，砂質に
コメツキガニ，砂泥質にチゴガニ，泥質にヤマトオサガ
ニなどが分布している．干潟の転石の下には空気中を好
まないタカノケフサイソガニがみられる．一方，高水敷
では，アカテガニ，ユビアカベンケイガニ，カクベンケ
イガニ，フタバカクガニが確認された．また，ヨシ原が
発達した場所ではアシハラガニが多く生息する． 

ハクセンシオマネキは，コメツキガニあるいはとチゴ
ガニと同所的にみられることがあり，これら 3 種の生息
場所のシルト・粘土分（粒径0.075 mm以下 ※土質工学
における区分）は，コメツキガニの生息場所で2.0～6.6%，
ハクセンシオマネキの生息場所で3.9～13.5%，チゴガニ
の生息場所で13.5～14.3%であった．  
太田川放水路下流域（C3k000 周辺）の干潟底質は，
中央粒径値で0.1～1.0 mm，シルト・粘土分（0.062 mm
以下）で2.8～49.4%の範囲にあった．アサリ稚貝（殻長
10 mm未満）は，中央粒径値で1.0 mm，シルト・粘土
分で 12.4%の地点で最も多く出現したが，シルト・粘土
分が38.7%以上の地点では出現しなかった． 

b. 塩生植物 
太田川放水路で塩生植物が見られる場所の多くは，中
砂～極粗砂（粒径0.25 mm～2 mm）を中心とした砂質
の干潟である．実生の出現は粒度分布との関係が見られ，
実生の出現が少ない所は，中砂～中礫（粒径0.25 mm～
4.75 mm）の割合が特に多く，干潮の間に乾燥しやすい
土壌である．一方，実生の出現が多い所は，様々な粒径

の粒子から成り，極細砂～シルト・粘土（粒径0.125 mm
以下）を5～15%ほど含む干潮の間も適度な湿り気（含水
率15～20%）が残る土壌であると考えられる． 
 

(3) 地下水流れによって形成される干潟環境 
①太田川における地下水流れ 
太田川では陸域のデルタ地下水と河川水の水位関係に
よって決まる地表下数mでの地下水流れと，河川構造物や
微地形（タイドプールなど）によって生じる地表下数十cm
での地下水流れが生じている． 
陸域のデルタ地下水位は，海水位の年変動に河川水位
（矢口第一水位）変動の約1/3を加えた水位で変化してい
る．潮汐に起因する河川水とデルタ地下水の水位差によっ
て，デルタ地下と干潟地盤との間には地表下数mでの地下
水流れが継続的に生じている．八丁堀（太田川河川事務所）
で測定されたデルタ地下水質は年間を通じて塩分が15 
psu程度，水温が18℃程度であり，地表下数mの地下水流
れによって水質が安定したデルタ地下水が河川に流出し
ている．また，デルタ内河川においては河川堤防や護岸に
鋼矢板の打設が進められており，不透水層まで達する鋼矢
板の打設はデルタ地下と干潟地盤との地下水循環を妨げ，
干潟環境の形成に影響を与えている． 
 太田川放水路の中流部（1k600 付近）では，平均潮位
高付近（T.P.0.6 m）に設置された低水護岸背面の窪地に
上げ潮時に溜まった海水が干潮時に残留し，汽水性のタ
イドプール（潮だまり）が形成されている．低水護岸背
面の高水敷にタイドプールが形成されている場合には，
低水路干潟～タイドプール～高水敷間に様々な水位勾配
が形成される．そのため，満潮付近にタイドプールに溜
まった河川上層水（低塩分水）が護岸内や地盤内を通り
低水路干潟（湾曲内岸タイプなど）へ流出する地表下数
十cmにおける地下水流れが生じている． 

 

②地下水流れによる干潟の物理環境の変化 

1）デルタ地下水の流れと干潟の地下水環境 
 鋼矢板の打設が無い0k000左岸付近の干潟（干潟造成
前）では，上げ潮時に河川水位がデルタ地下水位よりも
高くなると，地表面付近の河川水が地盤内へ浸透する．
下げ潮時には河川水位がデルタ地下水位よりも低くなる
と，地盤内の地下水が河道方向に流出するが，地下水の
供給があるため干潮時でも地下水位が地表下20 cm程度
に維持されている．一方，鋼矢板が不透水層まで打設さ
れている0k270左岸の干潟では，鋼矢板によってデルタ
地下水との循環が制限されているため，上げ潮時の河川
水の地盤内への浸透量は少なく，下げ潮時には河川水位
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の低下に伴って地表下1 mまで地下水位が低下する． 

 
2）タイドプールに起因する地下水流れ 
低水護岸背面にタイドプールが存在する1k600左岸と
存在しない1k450左岸における低水護岸前面の低水路干
潟にできる地下水面勾配を比較すると，タイドプールが
存在する1k600で大きく，タイドプール方向からの地下
水流れにより地下水位が高く保たれている．さらに，タ
イドプールと低水路干潟の水位差によって下げ潮時にタ
イドプールに溜まった低塩分水が流出し，低水護岸周辺
で塩分勾配が大きくなっている． 
タイドプールやタイドプールを低水護岸背面に持つ低

水路干潟では，潮汐に起因する地下水浸透により，溶存
酸素などが活発に干潟地盤内へ輸送され，脱窒活性を向
上させている．2011年に測定したタイドプール内の脱窒
活性は，27.8 mgN/m2/day（8月）及び7.6 mgN/m2/day
（10 月）であり，放水路全地点の平均値（8 月：7.5 
mgN/m2/day， 10月：9.9 mgN/m2/day）と比べると，8
月は平均値の 4倍程度高く，活発な脱窒反応が起こって
いる． 
 
③地下水流れと干潟生物の生息 
干潟堆積泥は地下水流れの影響を受け，地下水が高く

保たれている0k000左岸の干潟（干潟造成前）より，河
川水に連動して地下水位が大きく変動する鋼矢板が打設
されている0k270左岸の干潟で細粒分（シルト・粘土分）
が沈着しやすく，細粒分含有量や強熱減量が高い．さら
に，0k000の地表下20 cmで細粒分含有率は3%程度で
あるのに対し，0k270の鋼矢板前面では地表下1 mでも
8%と高い値を示しており，干潟表層だけでなく地表下の
細粒分含有率も0k000と0k270で異なっている． 
また，タイドプールを低水護岸背面に持つ低水路干潟
（1k600）では，地下水流れに伴う細粒分などの輸送・
流出が活発に生じ，干潟土壌の間隙率が 50%程度と高く
維持されることにより，多くのイソシジミが生息してい
る．二枚貝の生息には土壌内に含まれる有機物量のほか
に地盤内の間隙率が重要であり，地盤内への微細藻類の
輸送や間隙の保持には地下水流れが重要な役割を果たし
ている． 

 
(4) 洪水による干潟環境の変化 
①太田川放水路での洪水履歴 
 太田川放水路に設置された祇園水門は，矢口第一観測
所の流量が約400 m3/s以上になると，ゲートを全開にし，
洪水流を放水路に流下させる．太田川放水路の概成後で

は，7,000 m3/s規模の洪水が昭和47（1972）年7月，平
成17（2005）年9月に発生し，4,000~5,000 m3/s規模の
洪水は 5~6 年に一回程度の割合で発生している． 
2004~2010年の祇園水門の開門状況は，以下の通りであ
る． 
 2004年は小規模な洪水が頻繁に生じ，計7回の開門が
行われた．2005年 9月には既往最大洪水（平成 17年 9
月洪水：矢口第一観測所ピーク流量約 7,200 m3/s）が発
生し，計 2回の開門が行われた．2006年では，6月 26
日～7月9日の14日間に小規模な洪水が頻発し，4回の
開門が行われた．2007年の開門は，1回のみであった．
2008 年は洪水が発生せず開門が行われていない．2009
年では，計3回の開門が行われた．2010年7月には，矢
口第一観測所におけるピーク流量約4,200 m3/sの洪水が
発生した． 

 

②洪水による干潟の物理環境の変化 
1）洪水による河床高・河床材料の変化 
太田川放水路の低水路に形成されている砂州のうち，

2k200～5k200 付近にあるものは蛇行流路の湾曲内岸に
位置し，概ね固定砂州として存在している．2k200 付近
より下流の直線区間には交互砂州が形成されており，こ
こでの砂州は，洪水によって砂州の上流側が洗掘を受け，
下流側で土砂堆積が生じることにより，全体的にやや下
流に移動しながら安定した河床形状を保っている．
2k200 付近から下流に向けて始まる内岸側の砂州は，や
や下流側に伸びる傾向にある．太田川放水路の河床高変
動量の縦横断的な平均値は1洪水あたり約20~30 cmで
あり，この変動の幅の中で安定している．断面形が縦断
的に拡幅する0k000付近，河口付近（C3k400より下流
側）では土砂堆積量が比較的大きい． 

0k200より下流の低水護岸が未設置の直線 2タイプの
干潟は，洪水により全体として干潟が経年的に侵食・洗
掘を受ける傾向にある．特に，交互砂州の深掘れ付近に
おいて，干潟の侵食・洗掘が顕著である． 
干潟上の洪水時および平水時の河床変動量については，
直線タイプ2の干潟について，2010年7月洪水（矢口第
一ピーク流量約 4,200 m3/s）の前後（洪水時）とその後
の2011年12月まで（平水時）の2期間を対象にしたリ
ング法の結果より，洪水時・平水時ともに安定している
地点，洪水時に数cm程度の堆積が生じ平水時に数cm～
数10 cm程度低下する地点（全体としては低下），洪水時
に数cm～数10 cm程度低下し平水時に数cm程度堆積す
る地点（全体としては低下）の三つのパターンに分類さ
れた．洪水時にやや土砂堆積が生じる地点は C2k200，
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C2k400 のように比較的下流側の干潟に多く見られ，洪
水時に低下する地点は河積の相対的に小さい上流側や干
潟前縁付近（低水路との境界近く）で多く見られた． 
河床材料については，2004年9月洪水（台風18号）
後において，C0k600 左岸干潟に比較的粗い中砂の河床
材料が堆積していた．これは洪水において上流から供給
されたものと考えられる． 

 

2）洪水による塩分環境の変化 
2009年7月の洪水（矢口第一ピーク流量約2,100m3/s）
において，祇園大橋地点（5k400）では，祇園水門が全
開となっている期間では潮汐位相にかかわらず底層塩分
は0 psuとなっており，満潮時でも己斐橋（1k400）まで
到達していない．また，祇園水門が平常状態に戻った後，
河口からの距離が潮汐の流程（潮汐半周期間の潮流によ
る海水の移動距離：約6 km）より短い旭橋地点（0k000）
では，上げ潮流によって速やかに底層塩分が回復するが，
潮汐の流程より上流に位置する祇園大橋地点では，塩分
が回復するのに20日程度を要する．  

2006年の6月～9月にかけて生じた5回の洪水（矢口
第一ピーク流量約 3,000m3/s）においては，己斐橋地点
（1k400）での底層塩分（河床＋0.2 m）の回復は早く，
水門が平常時の状態に戻ると，上げ潮期の6 時間で底層
塩分は0 psuから20 psu程度の値まで回復している．一
方，上層塩分（河床＋4.2 m）の回復は底層に比べると遅
く，洪水前の値まで回復するのに20日程度を要している． 
干潟地下水は，大潮期にはデルタ地下水と河川水の水
位差が大きく，地下からの塩分供給が生じやすいため，
洪水時には淡水化が生じにくく，淡水化が起こっても回
復しやすい．ただし，2010年7月13日～15日のような
大規模な洪水（矢口第一ピーク流量約4,200m3/s）があっ
た場合，塩分が5psuを下回ることもあった．一方，小潮
期には大潮期に比べてデルタ地下水位と河川水の水位差
が小さいため，デルタ地下方向からの塩分供給が少なく，
干潟地下水の淡水化が長期化しやすい． 

 

③洪水が干潟生物の生息に与える影響 
1）河床高・河床材料の変化による干潟生物の変化 

1k600 地点左岸付近の湾曲内岸タイプの干潟ではオゴ
ノリの異常繁茂による有機泥の捕捉と枯死によって
2003年3月～6月に低水路干潟土壌の強熱減量の急激な
増加（1%→4%）が生じている．泥化に伴って生物相も
大きく変化しており，河口付近に多く生息するアナジャ
コが確認され，ソトオリガイやイトゴカイの個体数も増
加した．その後，2003年6月の数回にわたる洪水（矢口

第一ピーク流量800 m3/s以下）により干潟表層のオゴノ
リが掃流され，堆積泥量が減少し，7月上旬には干潟土壌
の強熱減量が約1%まで低下した．強熱減量の低下ととも
に生物相は砂干潟における生物相（イソシジミなど）に
戻っており，洪水による掃流によって生物相が短期間に
回復可能であることが示唆された． 
一方，太田川放水路下流域（C2k000）周辺の直線タイ
プ2の干潟では2005年7月3日～6日の洪水によりマク
ロベントスの個体数は 50%に減少した．貝類，甲殻類，
多毛類ではそれぞれ個体数で100%，87%，50%の減少で
あった．これは，洪水によって土壌表面に生息していた
ベントスが土壌とともに持ち去られたと考えられる．洪
水後の 2005年 10月から 12月までは多毛類と甲殻類の
個体数は増加しており，洪水によって一時的に個体数が
減少しても短期間で回復している．  

 
2）塩分環境の変化による干潟生物の変化 
室内実験によると，イトゴカイ及びゴニアダは，塩分
濃度8 psuにおいて，24時間後に約2割が失活した．ま
た，5 psuでは投入から20～22時間経過後に全ての個体
に応答が認められなくなった．これに対し，コケゴカイ
は7 psu以下において20時間後に全ての個体に応答が認
められなくなっており，コケゴカイの低塩分耐性はイト
ゴカイやゴニアダより低かった． 
イトゴカイやコケゴカイの出現が認められている

C2k000地点では，2010年7月13日～15日の洪水時に
は干潟直上の塩分濃度が49時間連続して5 psuを下回り，
干潟土壌内の塩分濃度も 5 psu以下に至ったことが確認
されている．また，1k600においても，12時間以上干潟
土壌内の塩分濃度が 6 psu以下となったことも認められ
ており，洪水の規模と持続時間，潮汐の条件によっては，
干潟土壌内の塩分低下に伴う干潟生物への影響が生じる
ことが明らかとなった．ただし，洪水に伴う影響が一時
的に生じても，その後は干潟環境に応じて底生生物生態
系が形成され，持続する． 
また，捨石などの構造物に付着するマガキ，ムラサキ
イガイについては，室内実験の結果，短時間の塩分低下
であっても活性の低下が確認された．マガキやムラサキ
イガイは10分以上継続して30 psu以下に低下すると濾
過水量が減少し，マガキは 12~20℃の水温範囲，ムラサ
キイガイは，12~28℃の水温範囲で塩分が10分以上継続
して19 psuに低下すると濾過が停止した．さらに，マガ
キは塩分が1時間以上継続して8 psu，ムラサキイガイは
2 psuに低下すると鰓の繊毛活動が停止した． 
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(5) 造成した干潟（干潟再生試験）の干潟環境 
①太田川放水路における干潟造成（干潟再生試験） 
新たに干潟を造成した場合の干潟環境の変化・形成過
程を把握するため，太田川放水路旭橋下流左岸の地盤高
T.P.-1.5 m～-0.2 mの干潟上に，1 m以上の盛土を行い，
縦断長110 m（0k050～0k160）× 横断長40 mで地盤高
T.P.0 m～1.5 m の干潟（干潟再生試験区）を造成した
（2010年 3月完成）．干潟造成においては，造成干潟の
諸元と安定性および多様な生物の定着との関係を幅広く
把握し，干潟造成の方法に関する評価・技術判断を行う
ための知見が多く得られるように，以下に示す 4つの異
なる断面形状を持つ区域を設定した（図2.10.2-2）． 

1) 斜面区（0k050～0k100） 
干潟前面に敷石護岸があることで地形的に安定してお
り，現状で塩生植物群落やタイドプールなどの良好な干
潟環境が成立している太田川放水路左岸1k400付近の干
潟形状をモデルとした試験区．  
2) 平坦区1（0k105～0k125） 
塩生植物群落が定着しやすいと考えられる地盤高

T.P.1.3 mの平坦部を設けた試験区． 
3) 平坦区2（0k130～0k150） 
地盤高T.P.0.8 mの平坦部を設け，平坦区1と塩生植物
の定着状況を比較する試験区． 
4) 現況高区（0k150～0k160） 
地盤高の変化や捨石による底生生物の定着状況の違い
を評価できるように，現状の干潟地盤高を変えずに土壌
の置き換えだけ実施した試験区． 
 また，造成した干潟環境の変化を比較評価するために，
以下の区域も調査箇所として設定した． 
○自然干潟（1k200～1k800付近） 
 斜面区のモデルとした，良好な干潟環境が定着してい

る干潟再生の目標となる調査区域． 
○対照区（0k270付近） 
 試験区直上流に位置し，干潟造成の有無，矢板の有無
による干潟環境の違いを比較する調査区域． 
○試験区下流（0k000付近） 
 試験区直下流に位置し，干潟造成の有無による干潟環
境の違いや干潟造成による周辺環境への影響を把握する
調査区域． 
干潟造成に用いる材料は，周辺環境への影響に配慮し
て上流から供給される土砂を使用するものとし，放水路
分派点に位置し潮汐の影響を受けている祇園水門上流の
堆積土壌（D60で0.4～0.6 mm：中砂～粗砂）を使用した．
造成干潟（試験区）からの砂の流出を防ぐため，干潟前
面に捨石護岸（T.P. 0.3 m）を設置し，護岸と干潟の間に
透水性の高い土砂流出防止マットを敷き詰めた．また，
緊急用河川敷道路の既設区間にあたる造成干潟（試験区）
上流の対照区（0k270 付近）には鋼矢板が設置されてい
ることから，矢板による地下水流れへの影響を比較評価
するため，造成干潟（試験区）の背面には矢板を打設し
ていない． 
 

②造成後の干潟の物理環境の変化 
1）造成干潟（試験区）の地形変化 
造成干潟（試験区）の地形は，完成以降，平成22（2010）
年 7月洪水で大きく侵食したが，それ以降は大きな洪水
が発生していないことから，概ね安定している．また干
潟の造成により，放水路河道の断面形を狭めることとな
ったため，洪水時に造成干潟（試験区）前面で洗掘を受
け，試験区下流（0k000 付近）では断面が急拡すること
により土砂が堆積し，砂州が形成されている． 

 

図2.10.2-2 造成干潟（干潟再生試験区）位置図 
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2）造成干潟（試験区）の微地形・河床材料の変化 
造成干潟（試験区）の表層では，冠水および流れ・波
の作用による河床材料の変化と微地形形成が起こってい
る．平水時においては，強風時でなくても見られる小規
模の波により，斜面区と平坦区の勾配の変化点付近に帯
状の砂の堆積（バーム）が形成される．バームを構成す
る砂は良く分級されている．平成22（2010）年7月洪水
によりバームの大部分は消失し，全体的に表層の砂・シ
ルト分が流出，礫を含む粗い材料の割合が増加した．そ
の後，バームが再び形成され，徐々に堤防側に移動して
いる．バームの背後では干潮時にも河川水が溜まってお
り，表層に泥が堆積しているが，造成干潟（試験区）の
高さは現況の干潟の高さよりも高く有機泥の輸送量が小
さいため，堆積量はごく僅かである．現況高区では，斜
面区や平坦区に比べてシルト分の堆積が多く見られた． 
なお，造成干潟（試験区）の底質（粒度組成，化学成
分：斜面区（0k075）における調査結果）は，徐々に干
潟造成前の状態に近づく傾向にある． 

 

③造成干潟の物理環境と生物の生息･生育状況の関係 
2010年3月に完成した造成干潟（試験区）における生
物の生息･生育状況を以下に示すが，現時点で干潟造成か
ら 3年経っていない期間での調査研究結果であり，干潟
の物理環境の変化とともに，干潟生物の生息･生育状況も
遷移段階であることが想定される． 

1) 底生生物の生息状況 
干潟造成後，単位面積当たりの底生生物の個体数は経
時的に増加する傾向にあり，生物の移入が行われている． 
二枚貝類を見ると，干潟造成前の調査ではアサリ，ユ
ウシオガイ，オキシジミ，ソトオリガイおよびホトトギ
スガイなどの生息が確認された．干潟造成後の調査では，
現況高区では，2010年 5月～11月の間に確認された二
枚貝類は干潟造成前と変わらなかったが，平坦区2では，
ソトオリガイやアサリが出現したものの，7月～11月は
出現しなかった．これは，平坦区 2では底質の中央粒径
値が 2010年5月から 7月の間に 3回の洪水（矢口第一
ピーク流量：670 m3/s，780 m3/s，4,200 m3/s）により
0.18 mmから1.08 mmと大きく変化していることから，
盛土の撹乱による影響が強いと考えられる．その後，平
坦区 2の底質粒径は細粒化傾向にあり，現況高区の底質
粒径に近づき，両地点ともソトオリガイを優占種とする
二枚貝相になった． 
カニ類は，太田川放水路河口域の干潟で14種が確認さ
れており，造成干潟（試験区）では，2010年で5種，2011
年で 8種と，種数は増加しており，ハクセンシオマネキ

やスナガニなど希少種も確認されている．また，2011年
に確認されたヒメアシハラガニは肉食性であり，他のカ
ニ類を捕食することから，生息地の定着に伴って生態系
が多様化していることが伺える．造成干潟（試験区）の
カニ類は，表層の底質や地盤高に応じて分布している傾
向が確認され，コメツキガニは砂が多い所，チゴガニは
比較的泥分の多い所，タカノケフサイソガニは礫の下，
ハクセンシオマネキは高潮線寄りの砂地，スナガニは高
潮線のやや上の後浜に見られた． 
イトゴガイやコケゴカイ，シュードポリラ等の多毛類
は，干潟造成から短期間で大きく個体数が増加し，その
後は洪水等による生息環境の変化に伴い経年的に変動し
ている．また，造成干潟（試験区）と対岸の干潟で確認
されたマクロベントス（多毛類，貝類，甲殻類など）の
生物相が共通していることから，造成干潟において移入
するマクロベントスは，河口からの距離と関係している
ことが示唆された． 
なお，本造成干潟（試験区）は，塩生植物も含めた多
様な生物の移入を評価するために，地盤高T.P.0~1.5 mに
造成されている．従って，移入生物の評価を行う場合，
地盤高による制限が生じている可能性があることを考慮
しなければならない．例えば，広島県内におけるアサリ
の代表的な生息地である地盤高は，T.P.-1.7～-0.5 mであ
るとされ，本造成干潟（試験区）へのアサリの移入は認
められていないが，地盤高がT.P.-1.2m程度である造成干
潟（試験区）の下流（0k000 付近）では，アサリが確認
されている． 

 

2) 塩生植物の生育状況 
旭橋下流堤防護岸などでは，干潟造成前に上流からの
種子供給に由来する塩生植物の個体がわずかに確認され
ていたが，河道内の干潟では地盤高が低い（T.P.0 m以下）
ため，塩生植物の生育には適さなかった．干潟造成によ
り，塩生植物が生育可能な地盤高（上流の既存干潟にお
いて，T.P 0.4～1.5 m）の干潟が創出された． 
造成後も塩生植物が生育可能な地盤高は維持されてお
り，塩生植物の個体数は経年的に増加している．フクド
は斜面区，平坦区 1，平坦区 2それぞれの平坦面に多く
見られ，次いで，斜面にも少数出現した．ハマサジ，ハ
ママツナ，ホソバハマアカザ，ヨシの 4種は，平坦区 1
と斜面区の平坦面に集中し，それ以外の領域ではごく少
数であった．斜面で見られた実生のうち最も低い位置に
現れたのは，フクド，ハマサジともにT.P 0.7 m（平均干
出時間約16 hr/day）付近であり，上流の既存の群落での
分布限界（T.P 0.4～0.5 m：平均干出時間約 13～14 
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hr/day）に比べると，出現範囲が制限されていた．なお，
他の種が共存できないような密な群落を形成するシオク
グとヨシの実生は，造成干潟では殆ど出現しなかった．
これらは干潟では専ら地下茎によって栄養繁殖している
ため，種子の漂着によって新たな生育場所へ分布を広げ
るフクド等に比べて，定着が遅れるものと考えられる． 
塩生植物の分布と生育はバームや潮だまりなどの微地
形の影響を受ける．バーム上は砂の移動による種子の埋
没や干潮時の土壌の乾燥のため植物の定着は少ないが，
バームの後背部の平坦面には波の作用によって種子が集
中し，前述のように多くの実生が出現した．ただし，バ
ーム形成によって凹地となった平坦面の一部では干潮の
間も水が残るようになった．そのような場所では，実生
の水没時間の長期化に加え，粘土・シルト分の増加によ
って土壌水分が過剰になったため，植物の成長は悪く，
生存率も低下した． 

 

3) 魚類の生息状況 
造成干潟（試験区）には捨石護岸（T.P.0.3 m）が設置
されたため，捨石より内側にある干潟における仔稚魚の
来遊量は捨石外（低水路）と比較して減少する傾向が見
られた．一方，仔稚魚期よりも遊泳力のある未成魚の個
体は敷石に移動を阻害されることはない．造成干潟（試
験区）の未成魚の胃の内容物は，造成干潟の甲殻類の種
構成とほぼ一致しており，造成干潟（試験区）が魚類の
給餌の場所としての役割を果たしている． 

 

4) 昆虫などの陸生節足動物の分布状況 
干潟造成前には優占種であったカキガラダニは干潟造
成後に消失し，トビムシ 2種も生息密度が著しく減少し
た．これは水深の減少（地盤高の増加）や餌となる海藻
類の付着した転石が減少したことによると考えられる．
今後，出水時などに上流から大型の転石が造成干潟に流
入したり，表層の砂泥の流出で下部に埋没している礫が
表層に増えたりすることがあれば，これらの個体数は回
復する可能性が高い．一方，造成干潟（試験区）に定着
しつつある塩生植物に昆虫・クモが確認されるようにな
った．また，環境省版や広島県版のレッドリストで掲載
種となっているキバネキバナガミズギワゴミムシやキバ
ナガミズギワゴミムシなど，干潟造成後に確認された種
もある． 

 

5) 鳥類の利用状況 
 干潟造成1年目（2010年）の調査期間中に造成干潟（試
験区）における鳥類の利用は確認できなかったが，その

周辺ではチュウシャクシギ，ムナグロ，キアシシギ，ハ
マシギ等の旅鳥の飛来が確認されていることから，底生
生物の定着とともに鳥類の採餌利用が増えることが期待
される． 

 
図2.10.1-1の干潟環境の形成・変化の全体像に対する，
既述の各項目(1)～(5)の総合的な考察のまとめを図
2.10.2-3に示す．
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図 2.10.2-3 干潟環境の形成・変化の全体像と総合的な考察のまとめ 

人間による働きかけ

自然の作用

干潟生物相の形成

(2)-②潮汐による干潟の物理環境の変化

潮汐による塩分変化
・潮汐に伴い，塩分濃度は0～30psuの
範囲で変動．
・塩分の横断分布（0k000付近）では，
塩分成層は見られるが，横断方向に塩
分勾配は生じていない．

潮汐による土砂輸送変化
・潮汐に伴い，浮遊土砂は，横断方向
にも輸送されている（大潮上げ潮期に
河岸方向へ輸送）．
・洪水時に洗掘した箇所に浮遊土砂が
堆積して河床材料が細粒化する傾向が
見られる．
・放水路全域で10g/m2/hr程度の有機泥
の沈降（7～9月の調査結果）があり，8
割以上がシルト・粘土分．

(2)-②潮汐による干潟の物理環境の変化

潮汐による塩分変化
・潮汐に伴い，塩分濃度は0～30psuの
範囲で変動．
・塩分の横断分布（0k000付近）では，
塩分成層は見られるが，横断方向に塩
分勾配は生じていない．

潮汐による塩分変化
・潮汐に伴い，塩分濃度は0～30psuの
範囲で変動．
・塩分の横断分布（0k000付近）では，
塩分成層は見られるが，横断方向に塩
分勾配は生じていない．

潮汐による土砂輸送変化
・潮汐に伴い，浮遊土砂は，横断方向
にも輸送されている（大潮上げ潮期に
河岸方向へ輸送）．
・洪水時に洗掘した箇所に浮遊土砂が
堆積して河床材料が細粒化する傾向が
見られる．
・放水路全域で10g/m2/hr程度の有機泥
の沈降（7～9月の調査結果）があり，8
割以上がシルト・粘土分．

潮汐による土砂輸送変化
・潮汐に伴い，浮遊土砂は，横断方向
にも輸送されている（大潮上げ潮期に
河岸方向へ輸送）．
・洪水時に洗掘した箇所に浮遊土砂が
堆積して河床材料が細粒化する傾向が
見られる．
・放水路全域で10g/m2/hr程度の有機泥
の沈降（7～9月の調査結果）があり，8
割以上がシルト・粘土分．

(3)-②デルタ地下水の流れ
・0k000左岸付近の干潟（鋼矢板なし）では，
デルタからの地下水流れにより，地下水位が高
く保たれ，安定した水質（塩分濃度，水温な
ど）の地下水が供給される．
・0k200左岸付近の干潟（鋼矢板有り）では，
鋼矢板により，デルタからの地下水流れが抑制
されるため，河川水位に連動して地下水位が大
きく変動する．
・デルタからの地下水流れが抑制されている干
潟（0k200付近左岸）では，地下水位の変動に
伴って細粒分が沈着しやすい．

(3)-②タイドプールに起因する地下水流れ
・タイドプールを低水護岸背面に持つ低水路干
潟（1k600左岸付近）では，タイドプールから
の地下水流れにより，地下水位が高く保たれる．
・タイドプールからの地下水流れにより，溶存
酸素などが干潟地盤内へ供給され，脱窒活性が
向上する．
・タイドプールからの地下水流れより，細粒分
の輸送・流出が活発に生じ，干潟土壌の間隙率
が高く保たれる．

(3)-②タイドプールに起因する地下水流れ
・タイドプールを低水護岸背面に持つ低水路干
潟（1k600左岸付近）では，タイドプールから
の地下水流れにより，地下水位が高く保たれる．
・タイドプールからの地下水流れにより，溶存
酸素などが干潟地盤内へ供給され，脱窒活性が
向上する．
・タイドプールからの地下水流れより，細粒分
の輸送・流出が活発に生じ，干潟土壌の間隙率
が高く保たれる．

(3)-②地下水流れによる干潟の物理環境の変化

(4)-②洪水による干潟の物理環境の変化

洪水による塩分変化
・放水路全川にわたり，洪水時の淡水
化が及ぶ．
・河口からの距離が潮汐の流程（約
6km）内であれば，洪水後，塩分は速
やかに回復するが，流程より上流の場
合，塩分の回復に長時間を要する（祗
園大橋地点（5k400）で20日程度）．

洪水による河床の変化
・放水路直線区間の低水路には，交互
砂州が形成されており，洪水により砂
州が流下し，河床高が変化することで，
直線2タイプの干潟形状も変化する．
特に，交互砂州の深掘れ付近で，侵
食・洗掘が顕著．
・直線2タイプの干潟では，1洪水あた
りで数cm～数10cmのオーダーの河床
高変化が生じている（リング法による
観測結果）．

(4)-②洪水による干潟の物理環境の変化

洪水による塩分変化
・放水路全川にわたり，洪水時の淡水
化が及ぶ．
・河口からの距離が潮汐の流程（約
6km）内であれば，洪水後，塩分は速
やかに回復するが，流程より上流の場
合，塩分の回復に長時間を要する（祗
園大橋地点（5k400）で20日程度）．

洪水による河床の変化
・放水路直線区間の低水路には，交互
砂州が形成されており，洪水により砂
州が流下し，河床高が変化することで，
直線2タイプの干潟形状も変化する．
特に，交互砂州の深掘れ付近で，侵
食・洗掘が顕著．
・直線2タイプの干潟では，1洪水あた
りで数cm～数10cmのオーダーの河床
高変化が生じている（リング法による
観測結果）．

洪水による河床の変化
・放水路直線区間の低水路には，交互
砂州が形成されており，洪水により砂
州が流下し，河床高が変化することで，
直線2タイプの干潟形状も変化する．
特に，交互砂州の深掘れ付近で，侵
食・洗掘が顕著．
・直線2タイプの干潟では，1洪水あた
りで数cm～数10cmのオーダーの河床
高変化が生じている（リング法による
観測結果）．

(5)-②造成後の干潟の物理環境の変化

干潟造成に伴う周辺環境への影響
・干潟造成により河道断面が狭められ，洪水
により造成干潟の前面が洗掘傾向にある．
・造成干潟下流（0k000左岸）では，断面が急
拡することにより土砂が堆積し，砂州が形成．

造成後の干潟の物理環境の変化
・造成干潟の地形は，平成22年7月洪水で
大きく侵食したが，それ以降は概ね安定し
ている．
・造成干潟の表層では，冠水および流れ・
波の作用により河床材料が変化，微地形
（バーム，水溜まり）が形成．

(5)-②造成後の干潟の物理環境の変化

干潟造成に伴う周辺環境への影響
・干潟造成により河道断面が狭められ，洪水
により造成干潟の前面が洗掘傾向にある．
・造成干潟下流（0k000左岸）では，断面が急
拡することにより土砂が堆積し，砂州が形成．

干潟造成に伴う周辺環境への影響
・干潟造成により河道断面が狭められ，洪水
により造成干潟の前面が洗掘傾向にある．
・造成干潟下流（0k000左岸）では，断面が急
拡することにより土砂が堆積し，砂州が形成．

造成後の干潟の物理環境の変化
・造成干潟の地形は，平成22年7月洪水で
大きく侵食したが，それ以降は概ね安定し
ている．
・造成干潟の表層では，冠水および流れ・
波の作用により河床材料が変化，微地形
（バーム，水溜まり）が形成．

造成後の干潟の物理環境の変化
・造成干潟の地形は，平成22年7月洪水で
大きく侵食したが，それ以降は概ね安定し
ている．
・造成干潟の表層では，冠水および流れ・
波の作用により河床材料が変化，微地形
（バーム，水溜まり）が形成．

(5)-③造成干潟での魚類の利用状況
・造成干潟の捨石護岸（T.P.0.3m）は，
遊泳力のない仔稚魚の移動に影響する．遊
泳力のある未成魚になると影響しない．
・造成干潟の未成魚の胃の内容物は，造成
干潟の甲殻類の種構成とほぼ一致しており，
造成干潟が魚類の給餌の場所としての役割
を果たしている．

(5)-③造成干潟での魚類の利用状況
・造成干潟の捨石護岸（T.P.0.3m）は，
遊泳力のない仔稚魚の移動に影響する．遊
泳力のある未成魚になると影響しない．
・造成干潟の未成魚の胃の内容物は，造成
干潟の甲殻類の種構成とほぼ一致しており，
造成干潟が魚類の給餌の場所としての役割
を果たしている．

(5)-③造成干潟での鳥類の利用状況
・造成干潟周辺では，チュウシャクシギ，
ムナグロ等の旅鳥の飛来が確認されてお
り，今後，底生生物の定着とともに鳥類
の採餌利用が増えることが期待される．

(5)-③造成干潟での鳥類の利用状況
・造成干潟周辺では，チュウシャクシギ，
ムナグロ等の旅鳥の飛来が確認されてお
り，今後，底生生物の定着とともに鳥類
の採餌利用が増えることが期待される．

陸上節足動物の生息

(2)-③潮汐と陸上昆虫類の生息の関係
・塩生植物群落（1k200左岸付近）には，
長時間の水没に耐えうる摂食形態も持つ昆
虫類（アブラムシ，カメムシ類）が多く生
息している．

(5)-③造成干潟での生息状況
・干潟造成により転石が除去されたため，
カキガラダニが消失し，トビムシも生息密
度が著しく減少した．
・貴重種であるキバネキバナガミズギワゴ
ミムシやキバナガミズギワゴミムシなどが
干潟造成後に確認された．また，塩生植物
を好む昆虫・クモが確認されるなど，陸上
節足動物は多様化している．

陸上節足動物の生息

(2)-③潮汐と陸上昆虫類の生息の関係
・塩生植物群落（1k200左岸付近）には，
長時間の水没に耐えうる摂食形態も持つ昆
虫類（アブラムシ，カメムシ類）が多く生
息している．

(2)-③潮汐と陸上昆虫類の生息の関係
・塩生植物群落（1k200左岸付近）には，
長時間の水没に耐えうる摂食形態も持つ昆
虫類（アブラムシ，カメムシ類）が多く生
息している．

(5)-③造成干潟での生息状況
・干潟造成により転石が除去されたため，
カキガラダニが消失し，トビムシも生息密
度が著しく減少した．
・貴重種であるキバネキバナガミズギワゴ
ミムシやキバナガミズギワゴミムシなどが
干潟造成後に確認された．また，塩生植物
を好む昆虫・クモが確認されるなど，陸上
節足動物は多様化している．

(5)-③造成干潟での生息状況
・干潟造成により転石が除去されたため，
カキガラダニが消失し，トビムシも生息密
度が著しく減少した．
・貴重種であるキバネキバナガミズギワゴ
ミムシやキバナガミズギワゴミムシなどが
干潟造成後に確認された．また，塩生植物
を好む昆虫・クモが確認されるなど，陸上
節足動物は多様化している．

塩生植物の生育

(2)-③潮汐と塩生植物の生育の関係
・1k200左岸付近では，地形（冠水頻度，種子
の漂着しやすさ）や河床材料等の関係で，多様
な塩生植物の群落が形成．
・塩生植物は，満潮時に高塩分水に冠水するが，
下げ潮や降水に伴う塩分の低下を利用して発芽
に至ることができる．

(5)-③造成干潟での塩生植物の生育状況
・塩生植物の個体数は経年的に増加．
・1k200左岸付近での知見を参考に，生育に適
していると考えられる干潟形状に設定した平坦
区1と斜面区の平坦面での個体数が多い．
・塩生植物の分布と生育はバームや潮だまりな
どの微地形の影響を受ける．

塩生植物の生育

(2)-③潮汐と塩生植物の生育の関係
・1k200左岸付近では，地形（冠水頻度，種子
の漂着しやすさ）や河床材料等の関係で，多様
な塩生植物の群落が形成．
・塩生植物は，満潮時に高塩分水に冠水するが，
下げ潮や降水に伴う塩分の低下を利用して発芽
に至ることができる．

(2)-③潮汐と塩生植物の生育の関係
・1k200左岸付近では，地形（冠水頻度，種子
の漂着しやすさ）や河床材料等の関係で，多様
な塩生植物の群落が形成．
・塩生植物は，満潮時に高塩分水に冠水するが，
下げ潮や降水に伴う塩分の低下を利用して発芽
に至ることができる．

(5)-③造成干潟での塩生植物の生育状況
・塩生植物の個体数は経年的に増加．
・1k200左岸付近での知見を参考に，生育に適
していると考えられる干潟形状に設定した平坦
区1と斜面区の平坦面での個体数が多い．
・塩生植物の分布と生育はバームや潮だまりな
どの微地形の影響を受ける．

底生生物の生息

(2)-③潮汐と底生生物の生息の関係
・岩礁性底生動物（ドロフジツボ，マガ
キ等）が，一定の塩分濃度及び干出時間
の範囲で生息（庚午橋（C0k900），己斐
橋（1k400），祇園大橋（5k400）橋脚に
おける調査結果）．
・カニ類が，干潟表層材料や地盤高，植
生などに応じて生息．

(4)-③洪水と底生生物の生息の関係
・洪水に伴う河床の侵食，淡水化により，
干潟の底生生物の個体数は一時的に減少
するが，その後，短期間で回復する．
・低塩分環境における底生生物（多毛類，
ムラサキイガイ等）への影響は，室内実
験でも明らかとなった．
・洪水により，表層に堆積した有機泥が
フラッシュされることで干潟生物にとっ
て有効な効果も確認された．

(3)-③地下水流れと底生生物の生息の関係
・地下水流れにより，地盤内の間隙率が保持され，
二枚貝の良好な生息場となる．
・地下水流れにより，低塩分水が供給されるため，
洪水後の淡水化による底生生物への影響が長期化
しない．

(5)-③造成干潟での底生生物の生息状況
・盛土により地盤高が高くなったことから，出
現する二枚貝の種数は減少し，下流（0k000左
岸）の干潟と比べても生息密度は低い．
・カニ類は，表層の底質や地盤高に応じて分布
している．また，経年的に種数が増加しており，
ハクセンシオマネキやスナガニなど希少種も確
認された．
・造成干潟下流に形成された砂州は，アサリの
生息条件（地盤高，粒径）を満たしており，ア
サリが出現している．

底生生物の生息
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・岩礁性底生動物（ドロフジツボ，マガ
キ等）が，一定の塩分濃度及び干出時間
の範囲で生息（庚午橋（C0k900），己斐
橋（1k400），祇園大橋（5k400）橋脚に
おける調査結果）．
・カニ類が，干潟表層材料や地盤高，植
生などに応じて生息．

(4)-③洪水と底生生物の生息の関係
・洪水に伴う河床の侵食，淡水化により，
干潟の底生生物の個体数は一時的に減少
するが，その後，短期間で回復する．
・低塩分環境における底生生物（多毛類，
ムラサキイガイ等）への影響は，室内実
験でも明らかとなった．
・洪水により，表層に堆積した有機泥が
フラッシュされることで干潟生物にとっ
て有効な効果も確認された．

(3)-③地下水流れと底生生物の生息の関係
・地下水流れにより，地盤内の間隙率が保持され，
二枚貝の良好な生息場となる．
・地下水流れにより，低塩分水が供給されるため，
洪水後の淡水化による底生生物への影響が長期化
しない．

(5)-③造成干潟での底生生物の生息状況
・盛土により地盤高が高くなったことから，出
現する二枚貝の種数は減少し，下流（0k000左
岸）の干潟と比べても生息密度は低い．
・カニ類は，表層の底質や地盤高に応じて分布
している．また，経年的に種数が増加しており，
ハクセンシオマネキやスナガニなど希少種も確
認された．
・造成干潟下流に形成された砂州は，アサリの
生息条件（地盤高，粒径）を満たしており，ア
サリが出現している．

河口干潟及び河川の
物理環境の形成・変化

生物間の相互作用生物間の相互作用

(4)-①洪水
・分派点上流の矢口第一観測所で水位
がT.P.4.6 m（流量で約400 m3/s）を超
えると，祇園水門を全開にして洪水を
放水路に流下させる．
・放水路では，矢口第一観測所で
4,000～5,000 m3/s規模の洪水は5～6年
に一回程度，1,000 m3/sに満たない小
規模の洪水は年数回発生している．

(4)-①洪水
・分派点上流の矢口第一観測所で水位
がT.P.4.6 m（流量で約400 m3/s）を超
えると，祇園水門を全開にして洪水を
放水路に流下させる．
・放水路では，矢口第一観測所で
4,000～5,000 m3/s規模の洪水は5～6年
に一回程度，1,000 m3/sに満たない小
規模の洪水は年数回発生している．

(3)-①地下水流れ
・放水路では，陸域のデルタ地
下と河川の水位差に起因する地
表下数mの深い地下水流れと，
タイドプールなどに起因する地
表下数十cmの浅い地下水流れが
発生している．

(3)-①地下水流れ
・放水路では，陸域のデルタ地
下と河川の水位差に起因する地
表下数mの深い地下水流れと，
タイドプールなどに起因する地
表下数十cmの浅い地下水流れが
発生している．

(1)-②干潟基盤となる河床形状の形成
・太田川放水路に形成された干潟は，基盤となる基本的
な河床形状から，3つの干潟のタイプに分類される．
・直線2タイプ（C2k800～0k200），直線3タイプ
（0k200～2k200）の干潟は，放水路整備時の河床高に
起因し，高水敷が潮間帯にあったことで干潟が形成．
・直線3タイプの干潟は，前面に設置された護岸により
形状が維持されている．
・直線2タイプの干潟は，護岸が設置されていないため，
経年的に侵食・洗掘を受ける．
・湾曲内岸タイプ（1k200～5k200）の干潟は，放水路
湾曲部に起因する内岸に形成された固定砂州．
・低水護岸近傍の干潟では，洪水時による洗掘で溝が生
じ，タイドプール（潮溜まり）が形成．

(1)-②干潟基盤となる河床形状の形成
・太田川放水路に形成された干潟は，基盤となる基本的
な河床形状から，3つの干潟のタイプに分類される．
・直線2タイプ（C2k800～0k200），直線3タイプ
（0k200～2k200）の干潟は，放水路整備時の河床高に
起因し，高水敷が潮間帯にあったことで干潟が形成．
・直線3タイプの干潟は，前面に設置された護岸により
形状が維持されている．
・直線2タイプの干潟は，護岸が設置されていないため，
経年的に侵食・洗掘を受ける．
・湾曲内岸タイプ（1k200～5k200）の干潟は，放水路
湾曲部に起因する内岸に形成された固定砂州．
・低水護岸近傍の干潟では，洪水時による洗掘で溝が生
じ，タイドプール（潮溜まり）が形成．

放水路整備（河床形状形成）を
変化の要因とするフロー

潮汐を
変化の要因とするフロー

地下水流れを
変化の要因とするフロー

洪水を
変化の要因とするフロー

干潟造成（干潟再生試験）を
変化の要因とするフロー

放水路整備（河床形状形成）を
変化の要因とするフロー

潮汐を
変化の要因とするフロー

地下水流れを
変化の要因とするフロー

洪水を
変化の要因とするフロー

干潟造成（干潟再生試験）を
変化の要因とするフロー

(5)-①干潟造成（干潟再生試験）
・直線2タイプ干潟上（0k050～1k160左岸）
に1 m以上の盛土を行い，干潟を造成．
・形状の異なる区域（斜面区，平坦区1，平
坦区2，現況高区）を設定．
・干潟前面に捨石護岸を設置．

(5)-①干潟造成（干潟再生試験）
・直線2タイプ干潟上（0k050～1k160左岸）
に1 m以上の盛土を行い，干潟を造成．
・形状の異なる区域（斜面区，平坦区1，平
坦区2，現況高区）を設定．
・干潟前面に捨石護岸を設置．

(1)-①太田川放水路整備
・河道浚渫・掘削
・高水敷掘削（複断面化），護岸整備
・緊急用河川敷道路整備

(1)-①太田川放水路整備
・河道浚渫・掘削
・高水敷掘削（複断面化），護岸整備
・緊急用河川敷道路整備

(2)-①潮汐
・最大潮差4 m．
・放水路全川にわたり，
塩水遡上が及ぶ．
・上流分派点で淡水の
流入を制御している．

(2)-①潮汐
・最大潮差4 m．
・放水路全川にわたり，
塩水遡上が及ぶ．
・上流分派点で淡水の
流入を制御している．
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3.太田川放水路における緊急用河川敷道路整備区間の河口干潟の保全に向けて 
 
 
3.1 緊急用河川敷道路の必要性と緊急用河川敷道路整備
区間における干潟の利用 
広島は軟弱地盤の上に発展しているため，特に地震が
発生した場合には，災害直後の緊急物資の輸送や緊急車
両の通行に甚大な支障がでることが想定される．緊急用
河川敷道路は，左岸は平成７年度～11年度にかけて祇園
大橋から旭橋(国道2号)までの5.0kmの区間，右岸につ
いては平成12年度～15年度にかけて祇園大橋から旭橋
(国道２号)まで4.9kmの区間の整備を終えた．今後，左
岸の未整備区間，西飛行場直上流の放水路渡河橋梁
（-1.5km）付近までの区間について緊急河川敷道路の延
長が，太田川河川整備計画に位置付けられている．整備
予定区間には干潟が現存しているため，緊急用河川敷道
路が干潟環境へ及ぼす影響を把握し，それらの影響を軽
減するための干潟環境の調査・検討が求められている． 
太田川放水路の 0.0km より下流区間の左岸側の干潟
には，漁業権が設定されており，カキの養殖が行われて
いる．干潟では，河口部-2k～-3kの右岸干潟でアサリを
対象とした潮干狩りや，マハゼやクロダイなどを対象と
した魚釣りが行われ，多くの市民に利用されている．  

 
 
 
 
 

3.2 太田川放水路の洪水流による干潟形状の変化 
(1) 太田川の洪水履歴と太田川放水路の干潟の特徴 
太田川における主要洪水の履歴を表 3.2-1に示す．太
田川では昭和 18（1943）年，昭和 47（1972）年 7月，
平成17（2005）年9月とほぼ30年に一回の割合で7,000 
m3/s規模の洪水が発生し，4,000~5,000 m3/s規模の洪水
は5~6年に一回程度の割合で発生している．太田川放水
路は昭和 40年に通水を開始し，昭和 42年に概成した．
これ以降，太田川放水路において浚渫・掘削は行われて
いないが，昭和41~57年において広島市西部開発事業に
より-1.6km付近から下流の右岸側の埋め立てに伴い，築
堤が行われ，祇園水門から河口までの太田川放水路の線
形が出来上がった． 
太田川放水路では，概成後，昭和 47 年に初めて放水
路の測量が行われた．次に行われた測量は，放水路の平
均河床高の経年変化図（図3.2-1）に見られるように昭和
62年である．昭和 47年から 62年の間に，昭和 51年，
55年，58年，60年と洪水を受けている．これらの洪水
流によって，当初概成した人工の放水路断面が洗掘を受
け，図3.2-1に示すように特に0kmより下流で低水路の
平均河床高が大きく下がっている．これは計画で考えた
放水路断面形が，実洪水を受けて自然になじむように低
水路の形を変えていったことと，前述のように昭和 47
年から 57 年まで，-1.6km 付近から下流の築堤により，
洪水流を築堤内に閉じ込めたことに関係している．昭和

発生年月日 ピーク流量実績(m3/s) 原因

昭和18年9月20日 6,700 台風

昭和20年9月17日 5,900 枕崎台風
昭和25年9月13日 4,490 キジヤ台風
昭和26年10月14日 4,500 ルース台風
昭和37年7月5日 3,134 梅雨
昭和38年7月11日 3,019 梅雨
昭和40年7月23日 4,330 梅雨
昭和47年7月12日 6,800 梅雨
昭和51年9月13日 5,800 台風17号
昭和55年8月31日 3,270 低気圧
昭和58年7月23日 3,800 梅雨
昭和60年7月6日 3,790 梅雨
昭和63年7月21日 4,410 梅雨
平成5年7月28日 3,870 台風5号
平成11年6月29日 3,790 梅雨
平成11年9月24日 3,889 台風18号
平成17年9月6日 7,200 台風14号
平成22年7月14日 4,500 梅雨

表3.2-1 太田川の主要洪水 

昭和 40年 通水開始 

昭和42年 放水路概成
昭和47年  

昭和62年  

平成6年  

平成13年  
平成17年  
平成22年  

昭和41~57年 広島市

西部開発事業 

測量実施年 
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62年以降は，多くの洪水を受けているにもかかわらず低
水路の平均的河床高の変化は，建設当初よりも著しく小
さくなっている． 
次に，これら洪水流による河口干潟の高さの変化を実
測データに基づいて考察する．2.4章および2.10章で示
したように，太田川放水路の干潟は湾曲内岸タイプ，直
線2タイプ，直線3タイプの3つのタイプに分類される．
湾曲内岸タイプ干潟は，蛇行区間である 1k600～5k800
付近において，湾曲内岸に形成され，砂州高が潮間帯に
位置することから干潟となっている（図2.10.2-1）．直線
3タイプの干潟（0k200～2k200）は，山手川を開削して
放水路を整備した区間にあり，高水敷高が潮間帯に位置
していたことから，高水敷部分に干潟が形成されたもの
である．この区間において高水敷に形成された干潟は，
図3.2-2，図3.2-3に見られるように敷石護岸により保護

されているため，洪水流による侵食・洗掘作用に対し干
潟面積はほぼ維持されている． 尚，湾曲内岸タイプ，直
線3タイプの干潟が存在する区間は，既に緊急用河川敷
道路が整備されている（図2.10.2-1）． 
今後，緊急用河川敷道路を整備される区間に存在する
直線2タイプの干潟（C2k800～0k200）は，太田川放水
路を整備する以前に流れていた福島川の河床に起因する
ものである．この区間の河道中央部付近は低水路として
浚渫が行われたが，河岸沿いは浚渫が行われなかったこ
とから，高水敷状の河床部分が干潟となった．この干潟
は，直線3タイプの干潟と異なり，高水敷状河床と低水
路との間に護岸が設置されていないため，洪水などによ
る侵食・洗掘作用を受けやすい構造をしている（図3.2-4 , 
図3.2-5 ）．  

 

縦断距離（km） 
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(2) 放水路建設から今日まで洪水流に対して 0ｋｍより
下流の干潟形状はどのように変化をしてきたか 

 
0.0km~2.2kmの区間（直線 3タイプ干潟）では，干
潟前面に設置された敷石護岸により干潟が保護されてい
るため，低水路河床高が低下しても干潟高の低下量，干
潟面積の減少量は小さい．一方，0.0kmより下流区間は

直線2タイプ干潟があり，0.0kmより上流区間の敷石護
岸のように干潟が維持されるようなことはなされていな
い．このため，河岸沿いの干潟は図3.2-5 のように縦・
横断的に低水路河床と連続している．そのため，低水路
の河床高の変化は，干潟高さや面積の変化となって現れ
ることになる．太田川河川事務所によって実施された定
期横断測量の河床高のデータより，放水路の低水路河床
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図3.2-6 太田川放水路における干潟周辺の横断図 
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ける干潟（タイプ 2干潟） 
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高の経年変化を見てみる．河床が低下している期間（昭
和47年~昭和62年，平成6年~平成13年，平成17年~
平成 22年）では，上昇している期間（昭和 62年~平成
6年，平成 13年~平成 17年）に比べて干潟高さの低下
量が大きくなっている（図3.2-1，図3.2-6）．昭和47年~
昭和62年では，-1.6km付近から下流の右岸側の埋め立
て・築堤により，低水路の平均河床高の低下量が増大し
たことに加え，昭和62年以降の河床低下は，2.3.6章に
示したように洪水流により低水路の交互砂州の流下（図

3.2-7）が干潟の経年的な低下と密接に関係している．ま
た，0.0kmより上流区間の低水路河床高も，徐々にでは
あるが経年的に低下する傾向が見られる．0.0kmより下
流区間における低水路河床高の低下は，0.0kmより上流
区間の低水路河床高の低下の影響を受けているものと考
えられる．図3.2-6(d)は，-0.2km右岸の干潟の経年的な
高さ変化を示している．右岸の干潟も，敷石護岸が設置
されていないために，昭和 47 年から，今日まで，明確
に干潟の高さと面積が減じていることがわかる． 
従って，0.0kmより下流（直線2タイプ干潟）では，今
後，直線3タイプ干潟のように干潟前面に敷石護岸を設
置する等して，干潟からの土砂の流出を防がなければ，
低水路河床高の低下が干潟高さの低下や面積の減少とな
って現れることになる． 

次に，このことをより明確にするために，平成 22 年
洪水において，0kmより下流の干潟と低水路河床の境界
付近の干潟前縁線について観測結果と解析結果を検討し，
上述の変化過程の推論を定量的に考察する． 

 
(3) 平成 22 年洪水における干潟形状の変化の観測結果
と解析結果 

図3.2-8 は，平成 22年 7月洪水における 0kmより下
流の河床形状の観測結果と解析結果を示す．この時点で
は，0kmより下流区間の左岸には，緊急用河川敷道路は，
施工されていない．図 3.2-8 に示す黒色の実線は洪水後
の干潟前縁線を表し，赤色の実線は洪水前の干潟前縁線
を表し，洪水前後の干潟の前縁線の変化を示している．
解析結果は，砂州の移動量が実測に比べてやや小さい区
間も見られるが，実測の交互砂州の移動の特徴をほぼ説
明出来ている．河岸沿いの干潟については全体として，
干潟前縁線は後退しており，特に，-1.2km付近右岸の交
互砂州による深掘れ付近で干潟の前縁船が顕著に浸食・
洗掘を受けている．この干潟前縁線の変動は実測結果と
も対応している．これより，河岸沿いの干潟は，交互砂
州の流下に伴い，徐々に浸食・洗掘を受けていることが
明らかとなった． 
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(4) 緊急用河川敷道路整備が干潟形状の変化に及ぼす影
響の検討 
 2.3.6章では，緊急用河川敷道路および造成干潟を整備
した場合において，今後起こり得る干潟形状の変化を過
去 30 年間の洪水を外力条件として，洪水流・河床変動
解析により検討した．計算で与えた造成干潟の設置条件，
洪水の外力条件を表 3.2-2に示す．Case0では，現況河
道において過去 30 年間の主要洪水を与えた場合の河床
変動や砂州の挙動の解析結果である．Case1，Case2で
は，干潟再生試験区(0.1km 付近)下流にある砂州上
（-0.6km）に図3.2-9に示す高さの異なる 2種類の造成
干潟A, Bをそれぞれ設置し，造成干潟の設置高さの違
いが低水路の河床変動や砂州の挙動に及ぼす影響につい
て検討している．Case4は，緊急用河川敷道路のみを設
置した場合についての検討である． 
緊急用河川敷道路（0.2km~-1.5km）は幅が15mであ
り，整備されると低水路の流速が若干増大するため，緊
急用河川敷道路前面の干潟（左岸の干潟）の洗掘量が増
大する（図3.2-10(a)）．しかし，対岸側の干潟面積の減少

は，整備されない場合に比べてさほど大きくない（図

3.2-10(b)）．-0.6km 地点に天端高 1.5m 程度の高い造成
干潟を緊急用河川敷道路の前面に設置すると，対岸干潟
の洗掘を助長させる（図3.2-10(b)）．一方，天端高0.0m
の低い干潟を造成すると，造成干潟を設置せず緊急用河
川敷道路のみが整備された場合と同程度の洗掘量が見積
もられている（図3.2-10(b)）． 
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図3.2-10 緊急用河川敷道路および造成干潟を整備した場合において，今後起こり得る干潟形状の変化 
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3.3 緊急用河川敷道路整備に伴う干潟の保全に関して 
以上の検討結果より，緊急用河川敷道路が今後整備さ
れる0.0kmより下流の干潟（直線2タイプ）を保全する
ため，以下のことが導き出せる． 
・ 0.0kmより下流の干潟は着実に減少傾向にあり，こ
れ以上干潟を減少させないならば，干潟前面に敷石等
の護岸設置が必要となる． 
・ 緊急用河川敷道路の前面に干潟を造成する場合，形
状Aのような高い干潟を造成すると，対岸干潟は，現
状面積を減少させる．干潟造成が必要とされるのであ
るならば，低い干潟（T.P.0.0m程度，形状B）を造成
することが望ましい．         
しかし，このような干潟を造成しても，低水路の砂
州高は潮間帯最低高さより1m程度低いため，造成干
潟前面に土砂を堆積させて低水路と連続した干潟を
創出することはほとんど期待できない．そのため，緊
急用河川敷道路が現存干潟上に占める面積部分が失
われることはその施設の重要な機能を考えるとやむ
を得ないが，施設以外の干潟部分および対岸の干潟を
保全することを基本的な考え方とする． 

図3.3-1は，現存干潟保全方法のイメージ図である．
潮間帯の最低高さ面の位置より護岸の天端が上にあ
るように敷石護岸を設置することにより，現存干潟の
保全を適切に行えるようにする．護岸の設置位置・高
さ・形状等の考え方の判断は，2.3 章に示した解析と
同様の数値解析による検討が必要である．以下に検討
結果を示す． 

 図3.3-1のイメージ図に示されるように，現存干潟前 
面に代表的な2つの異なる高さの敷石護岸を設置した場 
合において，現存干潟が安定的に維持できるかどうかを 
検討した．計算条件は次のとおりである．Case5では， 
現存干潟の前面に T.P.-1.6mの高さの敷石護岸を緊急 
用河川敷道路整備予定区間である0.2km~-1.5kmの左岸 
に連続的に設置した．高さT.P. -1.6mは，潮間帯のほぼ
最底面の高さである．Case6では，対岸の干潟に影響を
与えない程度に現存干潟に盛土をする場合を考える．一
例として，0.2km~-1.5kmの区間においてCase5と同じ
横断位置に干潟の高さがT.P. -0.5mの高さになるように
敷石護岸を設置し縦断的に連続して盛土をする．この場
合の盛土に必要な土量は，約11,250m3であり，10tダン
プの台数に概算すると約2500台分に相当する． 
洪水の外力条件は，2.3.6章の検討と同様に過去30年
間の水を与えた．図3.3-2はそれぞれのCaseの解析結果
の河床形状コンターを示し，図 3.3-3 は，各地点におけ
る横断形状の解析結果を示している．図 3.3-2 における
黒の実線は，Case5，Case6の解析結果の干潟前縁線を
示している．赤の実線はCase4（緊急用河川敷道路を設
置し，干潟前面に敷石護岸を配置しない）の解析結果の
干潟前縁線を示す．干潟前縁線はT.P. -1.6mの高さを繋
いだ線で示している．敷石護岸を設置しない場合
（Case4）は，現存干潟の高さは徐々に低下し干潟面積
が減少していることがわかる．一方，干潟前面に敷石護
岸を設置すると（Case5，Case6），干潟は概ね維持でき
ることが分かる．それぞれのケースでは，敷石護岸の前
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面で河床の洗掘が生じているが，さほど大きな洗掘深と
はならない．また，Case6のように盛土を行っても低い
盛土干潟であれば，対岸側の干潟にほとんど影響を及ぼ
さない計算結果となることが分かる． 
これらの検討結果から，現況河床高～T.P. -0.5mの範

囲内の高さの干潟であれば干潟前面に敷石護岸を連続的
に配置することで，干潟が安定的に維持出来ることが分
かった．干潟の高さは，現況河床高～T.P. -0.5m程度の
範囲内で，対象区間の干潟の生態環境のあるべき姿や建
設費，維持管理費等との関係から決定すれば良いと考え
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図3.3-2 解析結果における河床形状コンター 
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られるが，現存干潟の高さをT.P. -0.5mの高さまで縦断
的に盛土すると約 11,250m3もの大量の土砂量が必要に
なるうえ，右岸側の実測干潟についても洪水などの自然
の営力により，干潟面積が経年的に明確に減少してきて
おり（図3.2-6(a),(d) ），さらに，図3.3-3（d）では60年経
過後の右岸側の干潟の計算高は顕著に減少しており，左
岸干潟と同様に保全検討が必要であること等を考慮する
と，T.P.-1.5m の高さの敷石護岸を設置し，現存干潟を
残すほうがが望ましいものと考えられる． 

 
また，河川の上流から放水路に入ってくる土砂量は低
水路の河床高や交互砂州の移動を決める重要な要素であ
り，それはまた干潟の高さや面積にも関係する．流入土
者量の評価法の検討，観測体制の整備が干潟の維持管理
を含む河川管理上必要である． 
直線干潟3タイプでは，敷石護岸背面に形成されるタ
イドプールが護岸前面の干潟に地下水を供給することで，
護岸前面の干潟環境を良好に保っていることが 2.3章に
示された．0.0kmより下流区間では敷石護岸前面の低水
路の砂州高が潮間帯より 1.0mより低いため，護岸前面
に干潟が現れない．このため0.0kmより下流区間にタイ

ドプールが形成されても，干潟の質にはほとんど影響を
与えない可能性が高い．また，緊急用河川敷道路に用い
る矢板の構造が，デルタ（堤内地）から供給される地下
水量に影響し，それが河川敷道路と敷石護岸の間にある
干潟の質にどのような影響を及ぼすか見極める必要があ
る． 
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図3.3-3 解析結果における干潟付近の横断形状 
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の洪水を与えた場合を示している． 
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緊急用河川敷道路 



 

 330

 
 
 
 



おわりに 

331 
 

 

おわりに 

 

太田川放水路に緊急用河川敷道路を造る際，放水路に拡がる河口干潟をどのように保全していく

か検討を行うため，平成 17年 1月に，中央大学研究開発機構の福岡捷二教授をはじめ，多数の工

学，理学の分野の研究者の方々のご参加を頂き発足した「太田川生態工学研究会」が，約８年の年

月をかけた研究成果を，本年，この「太田川放水路河口干潟における生態工学研究」報告書として

取りまとめられたことに，深く感謝する次第です． 

本研究会は，物質収支，物理環境，水質，干潟水質，底生生物，水生植物，陸生植物，付着生物，

という多数かつ多方面の研究に携わる各ＷＧから構成され，各ＷＧにおいて専門的な調査研究が精

力的に進められるとともに，各ＷＧにおける研究内容が他のＷＧの研究内容にも反映されるよう，

各研究が有機的に連携されながら進められてきたものです． 

このような工学，理学の多数の研究者の方々が，これほどの年月をかけて，多方面から総合的に

研究を実施された例は極めて少なく，そのような面からもたいへん貴重で意義深い研究成果である

と考えています． 

太田川放水路も，昭和 42年に概成してからすでに 45年以上経過し，広島市民にとっては単に洪

水を流下させるだけの人工河川ではなく，他の市内派川と同じく，「水の都 広島」をおりなす，無

くてはならない大切な河川として位置付けられていると感じています． 

今後，太田川河川事務所としては，本研究により得られた成果・学術的知見を踏まえ，特色ある

河口干潟を保全しながら緊急用河川敷道路をどのような形で造成していくかについて，具体的な検

討に取り組んでまいりますが，太田川水系河川整備計画において「「太田川生態工学研究会」等と

連携し」と位置づけているように，引続き本研究会の研究者の方々のご意見をいただきながら，ま

たご協力を頂きながら検討を進め，太田川放水路が引き続き広島市民の皆様にとって，身近で大切

な太田川，となるよう，取り組んでまいりたいと考えています． 

最後に，本研究成果が河口干潟に関する貴重な学術的研究として多くの研究者の方々に活用され

ることを祈念し，また，研究会にご参加いただいた研究者の方々に改めて深く謝意を表します． 

 

 

平成 25年 3月 

                           国土交通省中国地方整備局 

太田川河川事務所長 

宮川 勇二 
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acoustic system 

Water Resources Research 

48:  

doi:10.1029/2012WR012064

49 川西澄 2012 ADCPによる干潟上の浮遊土砂動態の観測 

= 著音波ドップラー流速分布計の干潟土砂
環境計測への適用 = 

超音波TECHNO 4: 28-33 

50 後藤岳久・福岡捷二・田中里佳 2012 太田川デルタにおける河川流路網の洪水流
と河床変動に関する研究 

水工学論文集 56: 

1995-1200 

51 中下慎也, 福井勝吾, 日比野忠
史 

2012 感潮河川における淡水分派比の推定 土木学会論文集B1（水工学）, 

Vol.68, No.4, pp.1597-1602 

52 Touch Narong, 中下慎也, 日比
野忠史 

2012 砂層間隙内における有機泥の残留で低下す
る透水係数の推定モデル 

土木学会論文集B1（水工学）, 

Vol.68, No.4, pp.547-552 

53 Touch Narong, 中下慎也, 小枝
豪志, 日比野忠史 

2012 砂地盤における地下水流れで浸透する有機
泥の残留モデル 

土木学会論文集B2（海岸工
学）, Vol.68, pp.1086-1090 

54 Katsuaki Komai, Junko Kato, 

Kazuki Kokubo, Shinya 

Nakashita, Tadashi Hibino, 

and Keisuke Nakayama 

2012 Influence of seepage flow on pore water 

quality in fluvial sediment in a branch 

area of tidal estuary 

18th Congress of the Asia & 

Pacific Division of the 

International Association 

for Hydro-Environment 

Engineering and Research 

55 N. Touch, T. Narong, M. 

Imagawa, T. Hibino 

2012 Decomposition characteristics of organic 

matter existing in deposited sediment 

under acid-base water conditions 

50th ECSA Conference, 

O12.27 
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○物理環境ＷＧ 

 著者 年 題名 雑誌 

1 大沼克弘・藤田光一・望月貴文・
天野邦彦・佐藤泰夫・阿部徹 

2010 太田川放水路における河床の変化特性と干
潟の安定機構に関する考察 

水工学論文集 54:781-788 

2 大沼克弘・藤田光一・望月貴文・
天野邦彦 

2011 太田川放水路を事例とした河口干潟の設
計・管理方法の枠組みに関する研究 

河川技術論文集 17 

 

○干潟水質ＷＧ 

 著者 年 題名 雑誌 

1 綿谷慎一・中野陽一・今井剛・
中井智司・西嶋渉・岡田光正 

2008 太田川放水路における汽水干潟生態系に及
ぼす増水の影響 

環境工学研究論文集 45: 

59-64 

2 中野陽一・中井智司・西嶋渉・
岡田光正 

2010 放水が河口域干潟生態系の構造に与える影
響 

環境工学研究論文集 47: 

23-30 

 

○底生生物ＷＧ 

 著者 年 題名 雑誌 

1 斉藤英俊・泊野洋治・山地幹成・
河合幸一郎・今林博道 

2007 広島県沿岸域におけるアサリの資源特性と
生息環境 

日本水産増殖学会誌 55(3): 

331-345 

2 斉藤英俊・中西夕佳里・重田利
拓・海野徹也・河合幸一郎・今
林博道 

2008 広島湾におけるマガキ種苗に及ぼす魚類の
捕食の影響 

日本水産学会誌 74:809-815

3 斉藤英俊・池浦智史・河合幸一
郎・今林博道 

2010 広島県三津湾における放流アサリの生残に
及ぼす被覆網の効果 

水産増殖 53(4) :525-527 

 

○水生植物ＷＧ 

 著者 年 題名 雑誌 

1 大林夏湖・程木義邦・國井秀伸 2008 中国四国地方における準絶滅危惧種ハマサ
ジLimonium tetragonum（Thunb．）A. A. 

Bullock とフクドArtemisia fukudo 

Makino の分布状況 

ホシザキグリーン財団研究報
告 11:205-210 

2 Yoshikuni Hodoki・Kako 

Ohbayashi・Hidenobu Kunii 

2009 Genetic analysis of salt-marsh sedge 

Carex scabrifolia Steud. populations 

using newly developed microsatellite 

markers 

Conservation Genetics 

10:1361-1364 

3 荒木悟・國井秀伸 2011 太田川河口域における塩生植物群落の現況 ホシザキグリーン財団研究報
告 14:251-256 

4 Yoshikuni Hodoki・Kako 

Ohbayashi・Hidenobu Kunii 

in 
press 

Analysis of population clonal diversity 

using microsatellite markers in the salt 

marsh sedge Carex scabrifolia in western 

Japan 

Landscape and Ecological 

Engineering. DOI 

10.1007/s11355-012-00210-7

 

○陸生動物ＷＧ 

 著者 年 題名 雑誌 

1 鶴崎展巨・亀山 剛・井原 庸・
一澤 圭・河上康子 

2010 広島市太田川放水路の感潮性甲虫・トビム
シ・ダニ類と人工干潟形成にともなう分布
の変化(予報) 

平成22年度日本応用動物昆
虫学会中国支部・日本昆虫学
会中国支部合同例会 
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２．口頭発表・ポスター発表 
○事務局 

 著者 年 題名 学会等 

1 後藤勝洋・内藤正彦・竹本進・
阿部徹 

2010 太田川放水路における河口干潟の生態工学
研究 

応用生態工学会第14回札幌
大会 北海道立道民活動セン
ターかでる2.7 札幌 

 

○物質収支ＷＧ 

 著者 年 題名 学会等 

1 楜桃田哲也・川西澄・水野雅光 2007 河岸干潟帯水層における塩分濃度の変動特
性 

第59回土木学会中国支部発
表会 山口大学 宇部 

2 横山智弥・川西澄・駒井克明 2007 河岸干潟上の流れと堆積物輸送に関する研
究 

第59回土木学会中国支部発
表会 山口大学 宇部 

3 Shinya Nakashita・Touch 

Narong・Katsuaki Komai・
Tadashi Hibino 

2009 Variation of groundwater quality in a 

tidal flat formed around coastal structure

Proceedings of the 5th 

Interanational Conference 

on Asian and Pacific coasts

4 Narong Touch・Shinya 

Nakashita・Katsuaki Komai・
Tadashi Hibino 

2009 The role of groundwater flow in a tidal 

flat environment 

Proceedings of the 5th 

Interanational Conference 

on Asian and Pacific coasts

5 Shinya Nakashita・Narong 

Touch・Katsuaki Komai・
Tadashi Hibino 

2009 Variations in Groundwater Levels and 

Salt Infiltration in a Tidal Flat with a 

Tidal Cycle 

Proceedings of the Eighth 

International Conference 

on Civil and Environmental 

Engineering 

6 後藤岳久・福岡捷二・阿部徹 2010 太田川放水路と旧太田川における流量配分
と河床変動 

第54回水工学講演会 北海道
大学 札幌 

7 後藤岳久・福岡捷二・阿部徹 2010 太田川放水路における洪水中の河床変動 土木学会第65回年次学術講
演会 北海道大学 札幌 

 

○物理環境ＷＧ 

 著者 年 題名 学会等 

1 佐藤康夫・藤田光一・大沼克弘 2007 太田川放水路における河川内干潟の河川工
学的観点からの類型化 

土木学会 第62回年次学術講
演会 広島大学 広島 

2 大沼克弘・藤田光一・天野邦彦・
佐藤泰夫 

2010 太田川放水路及び旧太田川における干潟の
類型化とその安定機構に関する考察 

汽水域研究会 汽水域研究セ
ンター第17 回新春恒例汽水
域研究発表会 合同研究発表
会 松江テルサ 松江 

 

○水質ＷＧ 

 著者 年 題名 学会等 

1 鮎川和泰・村上誠・福森亮子・
大谷修司・奥村稔・岡田光正・
福岡捷二・清家泰 

2006 感潮河川DOに及ぼす干潟付着藻類の寄与
について 

日本陸水学会第71回大会 愛
媛大学 松山 

2 平尾匡章・藤井健士・福森亮子・
奥村稔・清家泰 

2006 汽水域堆積物（中海・宍道湖・太田川）に
おける窒素浄化能について 

日本陸水学会第71回大会 愛
媛大学 松山 

3 鮎川和泰・大谷修司・奥村稔・
岡田光正・福岡捷二・清家泰 

2007 DOからみた河口域干潟付着藻類に及ぼす
洪水・堆積の影響 

第41回水環境学会年会 大阪
産業大学 

4 平尾匡章・藤井健士・福森亮子・
奥村稔・清家泰 

2007 汽水域堆積物（中海・宍道湖・太田川）に
おける窒素浄化能について2 

日本陸水学会第72回大会 茨
城大学 水戸 

5 藤井健士・平尾匡章・鮎川和泰・
奥村稔・清家泰 

2007 感潮河川における窒素化学種の挙動 日本陸水学会第72回大会 茨
城大学 水戸 
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○干潟水質ＷＧ 

 著者 年 題名 学会等 

1 綿谷慎一・今井剛・中野陽一・
中井智司・西嶋渉・岡田光正 

2007 太田川放水路における河口干潟生態系に及
ぼす増水の影響 

第30回水環境フォーラム山
口 小郡ふれあいセンター会
議室 山口 

2 綿谷慎一・今井剛・中野陽一・
中井智司・西嶋渉・岡田光正 

2007 太田川放水路における河口干潟生態系に及
ぼす増水の影響 

第59回土木学会中国支部発
表会 山口大学 宇部 

3 綿谷慎一・中野陽一・今井剛・
中井智司・西嶋渉・岡田光正 

2008 太田川放水路における汽水干潟生態系に及
ぼす増水の影響 

環境工学研究フォーラム 富
山 

4 坂本和隆・今井剛・中野陽一・
中井智司・西嶋渉・岡田光正 

2009 太田川放水路における汽水干潟生態系に及
ぼす増水の影響 

第12回日本水環境学会シン
ポジウム お茶の水女子大 

東京 
5 中井智司・西嶋渉・岡田光正・

坂本和隆・今井剛・中野陽一 

2009 太田川放水路における汽水干潟生態系の長
期変動特性 

第44回日本水環境学会 福岡
大学 福岡 

 

○水生植物ＷＧ 

 著者 年 題名 学会等 

1 荒木悟・國井秀伸 2006 塩生植物2種の生育と出水および微地形の
関係 

日本陸水学会第71回大会 愛
媛大学 松山 

2 荒木悟・中山大介・國井秀伸 2006 放水路沿岸に発達した塩生植物群落への出
水と微地形の影響 

応用生態工学会第10回大会 

東京大学 東京 

3 荒木悟・國井秀伸 2007 二年草フクド群落の密度フィードバックに
よる開花個体数の変動 

日本植物学会第71回大会 東
京理科大学 野田 

4 程木義邦・大林夏湖・荒木悟・
國井秀伸 

2007 太田川放水路の感潮域における浮遊性藻類
の現存量と光合成活性の季節変化 

日本陸水学会第72回大会 茨
城大学 水戸 

5 荒木悟・國井秀伸 2008 二年草コホート間の負のフィードバック：
フクドの例 

日本生態学会第55回大会 福
岡国際会議場 福岡 

6 荒木悟・國井秀伸・陶山俊一 2008 干潟形状と塩生植物の生育・繁殖の関係：
太田川放水路の例 

第52回生態学会中国四国地
区会大会 広島大学 東広島 

7 程木義邦・大林夏湖・國井秀伸 2008 マイクロサテライトマーカーを用いた塩生
植物の遺伝的多様性の評価と保全策の検
討：（１）中国・四国地方のシオクグ（Carex 
scabrifolia）個体群 

応用生態工学会第12回大会 

福岡大学 福岡 

8 荒木悟・國井秀伸・陶山俊一 2008 河口域沿岸の断面形状と塩生植物の生育・
繁殖の関係 

応用生態工学会第12回大会 

福岡大学 福岡 

9 荒木悟・國井秀伸・陶山俊一 2008 塩生植物の生育と干潟の断面形状の関係 日本植物学会第72回大会 高
知大学 高知 

10 Kako Ohbayashi・Yoshikuni 

Hodoki・Hidenobu Kunii 

2009 The amount of genetic diversity in 

near-threatened two salt marsh sedges: 

comparison between Carex rugulosa and 

C. scabrifolia.  

First ASIAHORCS Joint 

Symposium, Nagoya 

University, Nagoya (invited 

presentation) 

11 荒木悟・國井秀伸・陶山俊一 2009 干潟形状と塩生植物フクドの繁殖の関係 日本生態学会第56回大会 岩
手県立大学 滝沢 

12 荒木悟・國井秀伸・陶山俊一 2009 人工水路に定着した塩生植物の生育環境 第53回生態学会中国四国地
区会大会 高知大学 高知 

13 荒木悟・國井秀伸 2010 河口域に見られる塩生植物個体群の変化と
その背景 

島根大学汽水域研究センタ
ー第17回汽水域研究発表
会・汽水域研究会例会合同発
表会 松江テルサ 松江 

14 大林夏湖・程木義邦・國井秀伸 2010 絶滅が危惧される塩生湿生植物オオクグと
シオクグの遺伝的多様性の比較 

日本生態学会第57回大会 東
京大学 東京 
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○水生植物ＷＧ 

 著者 年 題名 学会等 

15 荒木悟・國井秀伸 2010 可変性二年草ハマサジの開花齢と稀に見ら
れる多回繁殖 

日本生態学会第57回大会 東
京大学 東京 

16 荒木悟・國井秀伸 2010 可変性二年草ハマサジの繁殖と河岸形状の
関係 

第54回生態学会中国四国地
区会大会 山口大学 山口 

17 荒木悟・國井秀伸 2010 河口域に生育するフクドの発芽と塩分・水
没・埋没の関係 

日本植物学会第74回大会 中
部大学 春日井 

18 荒木悟・國井秀伸 2011 河口域に見られるハマサジの発芽と塩分条
件 

島根大学汽水域研究センタ
ー第18回汽水域研究発表
会・汽水域研究会例会合同発
表会 くにびきメッセ 松江 

19 荒木悟・國井秀伸 2011 干潟に生育するハマサジの発芽と塩分条件 第55回生態学会中国四国地
区大会 香川大学 高松 

20 荒木悟・國井秀伸 2011 人工干潟の形成後に見られた塩生植物の出
現 

日本陸水学会第76回大会 島
根大学 松江 

21 荒木悟・國井秀伸 2012 人工干潟の形成後に出現した塩生植物とそ
の生残 

第56回生態学会中国四国地
区大会 島根大学 松江 

22 荒木悟 2012 都市河川の植物 地球環境大学2012講座第3回 

大阪市立自然史博物館 大阪

 

○陸生動物ＷＧ 

 著者 年 題名 学会等 

1 鶴崎展巨・亀山 剛・福家菜緒 2008 西日本各地の塩生植物群落の植物上の節足
動物群集の特性（発表予定講演要旨） 

日本生態学会 中国四国支
部大会 広島大学 広島 

2 鶴崎展巨・井原庸・亀山剛・一
澤圭・河上康子 

2011 太田川放水路の人工干潟形成にともなう陸
生節足動物とカニ類の群集の変化 

生物系三学会 中国四国支部 

香川大会 香川大学 
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巻末資料２ 干潟再生試験区の変遷（定点写真撮影） 

 
撮影日：平成 22年 3月 3日（施工直後） 

120

110

100

90
80

70
6050

0

撮影日：平成 22年 6月 2日（施工後 3ヶ月） 

撮影日：平成 22年 4月 1日（施工後 1ヶ月） 撮影日：平成 22年 6月 28日（施工後 4ヶ月） 

撮影日：平成 22年 4月 29日（施工後 2ヶ月） 撮影日：平成 22年 7月 26日（施工後 5ヶ月） 

 

干潟再生試験区（造成干潟）の定点写真(1/6) 

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜



巻末資料-2 干潟再生試験区の変遷（定点写真撮影） 

 
 

341

 
 

撮影日：平成 22年 9月 10日（施工後 6ヶ月） 撮影日：平成 22年 12月 6日（施工後 9ヶ月） 

撮影日：平成 22年 10月 6日（施工後 7ヶ月） 撮影日：平成 23年 1月 5日（施工後 10ヶ月） 

撮影日：平成 22年 11月 18日（施工後 8ヶ月） 撮影日：平成 23年 2月 4日（施工後 11ヶ月） 

 

干潟再生試験区（造成干潟）の定点写真(2/6) 

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜
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撮影日：平成 23年 3月 4日（施工後 1年） 撮影日：平成 23年 6月 17日（施工後 1年 3ヶ月） 

撮影日：平成 23年 4月 19日（施工後 1年 1ヶ月） 撮影日：平成 23年 7月 5日（施工後 1年 4ヶ月） 

撮影日：平成 23年 5月 16日（施工後 1年 2ヶ月） 撮影日：平成 23年 8月 15日（施工後 1年 5ヶ月） 

 

干潟再生試験区（造成干潟）の定点写真(3/6) 

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜
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撮影日：平成 23年 9月 8日（施工後 1年 6ヶ月） 撮影日：平成 23年 12月 9日（施工後 1年 9ヶ月） 

撮影日：平成 23年 10月 11日（施工後 1年 7ヶ月） 撮影日：平成 24年 1月 10日（施工後 1年 10ヶ月） 

撮影日：平成 23年 11月 11日（施工後 1年 8ヶ月） 撮影日：平成 24年 2月 8日（施工後 1年 11ヶ月） 

 

干潟再生試験区（造成干潟）の定点写真(4/6) 

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜
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撮影日：平成 24年 3月 9日（施工後 2年） 撮影日：平成 24年 6月 5日（施工後 2年 3ヶ月） 

撮影日：平成 24年 4月 9日（施工後 2年 1ヶ月） 

 

撮影日：平成 24年 7月 5日（施工後 2年 4ヶ月） 

撮影日：平成 24年 5月 7日（施工後 2年 2ヶ月） 撮影日：平成 24年 8月 2日（施工後 2年 5ヶ月） 

 

干潟再生試験区（造成干潟）の定点写真(5/6) 
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平坦区１（斜面部）
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平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜

40m

斜面区（斜面部）

平坦区１（斜面部）

平坦区２（斜面部）平坦区２（平坦部）

平坦区１（平坦部）

斜面区（平坦部※）
※緩傾斜
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撮影日：平成 24年 9月 3日（施工後 2年 6ヶ月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影日：平成 24年 12月 14日（施工後 2年 9ヶ月） 

撮影日：平成 24年 10月 2日（施工後 2年 7ヶ月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影日：平成 25年 1月 11日（施工後 2年 10ヶ月） 

撮影日：平成 24年 11月 12日（施工後 2年 8ヶ月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影日：平成 25年 2月 11日（施工後 2年 11ヶ月） 

 
 

 

 
干潟再生試験区の定点写真(6/6) 
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※緩傾斜
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